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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 諸般の報告については、お手元に配付の文書により

御了承願います。 

   ―――――――――――――――― 

   〔諸般の報告 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、乙第１号議案か

ら乙第28号議案までを議題とし、質疑に入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 新田宜明君。 

   〔新田宜明君登壇〕 

○新田 宜明君 おはようございます。 

 社民・護憲ネット所属、豊見城市区選出の新人議員

で最年長の新田宜明でございます。よろしくお願いい

たします。 

 知事ほか当局におかれましては、ひとつわかりやす

く丁寧な御答弁を期待をいたしておりますので、どう

かよろしくお願いいたします。 

 私の出身地豊見城市は、ウージ染で小物から反物、

それからかりゆしウエアなどをつくっております。き

ょう私がつけているこのかりゆしウエアもウージ染で

ございます。ぜひ仲井眞知事におかれましては、かり

ゆしウエアを愛用されるようにひとつお願い申し上げ

たいと存じます。 

 さて、ことしは「沖縄21世紀ビジョン」という新世

紀に向かって指し示す道しるべができた年に私は県議

になれたことを大変光栄に思っております。県民とと

もに、理念と将来像、そして今後10年間の総合計画を

しっかり共有する努力をしていきたいと考えておりま

す。 

 それでは質問に入らせていただきます。 

 まず１番目に、21世紀ビジョンに描かれている沖縄

の将来像と基本理念についてお伺いしたいと思いま 

す。 

 沖縄県がみずから策定をいたしました「沖縄21世紀

ビジョン」では、その基本理念として「21世紀に求め

られる人権尊重と共生の精神を基に、“時代を切り拓

き、世界と交流し、ともに支え合う平和で豊かな「美

ら島」おきなわ”を創造する。」とうたわれておりま

す。そして、５つの目指すべき将来像も示されており

ます。 

 さて質問に入りますが、(1)、私は、選挙で「チムグ

クル」の政治をと訴えてまいりました。21世紀ビジョ

ンに描かれている「沖縄の心」を政治で体現する意図

を持って訴えたのであります。ウチナーンチュのスピ

リッツ、「チムグクル」をおきなわブランドとして定

着させたらどうでしょうか、知事の御所見を伺いたい

と思います。もちろんイチャリバチョーデー、ユイマ

ールなども沖縄のスピリッツのブランドとして大いに

普及宣伝し、定着を図るべきものだと考えております。 

 次、(2)でございます。平和についてお伺いいたしま

す。 

 21世紀ビジョンの中で、「我が国の平和の創造に貢

献するため、アジア太平洋諸国等との信頼関係の醸成

の場として、文化、環境対策など多様な安全保障を創

造していく場として、地域特性を発揮していく。」と

いうふうにありますけれども、最近の尖閣諸島をめぐ

る情勢について知事の御所見を伺いたいと思います。 

 次、２番目でございます。一括交付金、沖縄振興特

別推進交付金803億円、そしてまた公共投資交付金771

億円、計1575億円に数字を訂正をさせていただきたい

と思いますけれども、その1575億円の一括交付金のこ

れまでの確定状況はどうなっているかお伺いしたいと

思います。 

 (2)、なぜ当初に全額交付確定できなかったのかお伺

いいたしたいと思います。 

 (3)、国の関与や縛りを少なくするのが一括交付金制

度であると私は考えておりますけれども、これまで何

らかの国の関与があったのかどうかお伺いしたいと思

います。 

 (4)、これまでに調整不調または保留になった事業で、

県・市町村ごとの事業の内訳はどうなっているのかお

伺いしたいと思います。 

 次、大きい３番でございます。オスプレイ配備につ

いてお伺いしたいと思います。 

 知事は行政の長でありますが、県民の負託を受けた

政治家でございます。沖縄の未来を切り開くトップリ

ーダーとして大きな力を持っていると思います。「沖

縄21世紀ビジョン」を実現をするという壮大な夢に向

かって、これまでのしがらみを乗り越える決断が求め

られております。知事は、県民の生命財産を守る立場

から県民大会の開催を主導し、県民の先頭に立って反

対すべきと考えておりますけれども、知事の決意と御

見解をお伺いしたいと思います。 

 次に、４番目でございます。消費税増税による県民

生活と県経済に与える影響についてお伺いいたしま 

す。 
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 離島県であり、県民所得の低い我が沖縄県、消費税

の逆進性の影響をもろに受け、県経済はますます冷え

込むと想定されますけれども、当局の見解をお伺いし

たいと思います。 

 次、５番目でございます。ＴＰＰ交渉参加について

お伺いいたします。 

 関税の原則撤廃によって県経済と産業などあらゆる

分野で壊滅的な打撃をこうむることが懸念をされま 

す。断固として反対する立場から質問をいたします。 

 (1)、この交渉が棚上げされたＴＰＰ協定でございま

すけれども、また秋にも浮上する気配がありますが、

県の対応についてお伺いしたいと思います。 

 次、(2)でございます。知事は、全国知事会に提案を

して、ＴＰＰ交渉参加に反対するよう取り組む考えは

ないかお伺いしたいと思います。 

 次、大きい６番でございます。定時・定速による経

済効果と環境に優しい鉄軌道並びにＬＲＴ導入の取り

組みと今後の展望についてお伺いしたいと思います。 

 ７番目、戦後処理についてお伺いいたします。 

 戦後処理は、国が行うべきことは当然であります。

しかしながら、県民にとっては日常生活の中で起こる

不発弾への恐怖があります。高齢化する遺族にとって

は、山野に散った肉親の亡きがらに対する無念の思い

がますます募るばかりであります。戦後処理は、国は

当然でありますけれども、すべて国任せだけではなく、

県政最大の課題として位置づけるべきではないでしょ

うか。 

 (1)、不発弾処理の一括交付金活用と今後の見通しに

ついてお伺いいたします。 

 (2)、遺骨収集について、現状と課題、今後の対応に

ついてお伺いしたいと思います。 

 ８番目、認可外保育園の認可化推進と待機児童解消

対策についてお伺いいたします。 

 遅々として進まない待機児童の解消策について、現

状と課題、今後の計画についてお伺いしたいと思いま

す。 

 ９番目、若年層の雇用対策は喫緊の課題であります。

雇用拡大とパート、有期、派遣労働者の格差是正に向

けた県独自の施策展開についてお伺いしたいと思いま

す。 

 10番目、公契約条例の制定についてお伺いいたしま

す。 

 質の高い公共サービスを行うには、公共サービスに

従事をする労働者が安心をして生活できる労働条件を

確保することが必要であります。全国の自治体の公契

約条例制定の状況や県の調査研究などの取り組みにつ

いてお伺いしたいと思います。 

 11番目に、県道11号線についてお伺いします。 

 (1)、11号線の進捗状況をお伺いしたいと思います。 

 (2)、遅々として進まないが、いつ完工するのかお伺

いしたいと思います。 

 次、大きい12番目、県道68号線についてでございま

す。 

 (1)、進捗状況についてお伺いいたします。 

 (2)、進捗が遅い理由はどういう理由かお伺いしたい

と思います。 

 (3)、いつ完工するのかお伺いしたいと思います。 

 13番目でございます。県管理の饒波川の整備につい

てお伺いいたします。 

 最初に(1)、饒波川の整備概要についてお伺いいたし

ます。 

 (2)、県の親水公園の認識についてお伺いしたいと思

います。 

 (3)、進捗状況についてお伺いいたします。 

 以下、再質問いたしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 新田宜明議員の御質問に答弁をさせていただきま 

す。 

 まず第１に、21世紀ビジョンに係る御質問の中で、

「チムグクル」の定着についてという御趣旨の御質問

に答弁をさせていただきます。 

 議員おっしゃるように、いろんな形で沖縄で言われ

ている沖縄精神といいますか、スピリッツといいます

か、これを我々は意識しながら約10万人の県民の御意

見もいただきながら21世紀ビジョンをつくり上げてま

いりました。 

 その中で、御指摘の「チムグクル」であるとか、イ

チャリバチョーデーというのは、やっぱり基本的な考

え方の代表的な精神の表現になっております。そうい

うことで、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」では「沖

縄らしい優しい社会の構築」というものを基軸の一つ

にしておりますが、その中での基本的な精神は、まさ

におっしゃったような「チムグクル」とイチャリバチ

ョーデーというのが基本になってございます。 

 したがいまして、基本計画、実行計画をつくるに当

たって、これから自主計画、いろんなプロジェクトを

進めるに当たって、議員のおっしゃった方向は我々も

考えている方向でございます。 

 次に、同じく21世紀ビジョンに描かれている沖縄の

将来像と基本理念についてという御質問の中で、最近
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の尖閣諸島をめぐる情勢についてということと、多様

な安全保障という表現が実はビジョンに載っておりま

す。ですから、それをどうアプライするのかという御

趣旨の御質問だと思うんですが、この中から２行ぐら

いちょっと引っ張り出しますと、文化、環境対策など

多様な安全保障を創造していく場として、沖縄の地域

特性を発揮していくと、こういう趣旨のことが書いて

ございます。これは沖縄の、また我が国の平和の創造

に貢献をする。そしてまた、アジア・太平洋諸国との

信頼関係の醸成の場として、我々の歴史を踏まえて、

先ほど申し上げた文化、環境を踏まえて貢献をしてい

こうという趣旨のことが書かれております。 

 議員の鋭い御質問で、この精神と尖閣諸島の問題、

これは一体どうアプライするのかという御趣旨の御質

問だというふうに考えますと、このビジョンにつきま

しては、無論我々のそういう歴史的な経験、先ほどの

スピリッツも踏まえ、我々の文化の特性、それから万

国津梁精神の交流の歴史、こういうものを実は志を大

きく持って、このアジア・太平洋地域の中で新しい平

和の創造の技術的な手段として我々のこれまでの経験

と精神をアプライしていこうということを表現してい

るわけで、それでは今度の尖閣をめぐるいろいろなや

りとりについて、どうこれを適用するのかという御質

問だとしてお答え申し上げますと、無論公式には私の

ほうも領土問題はないという政府の公式見解、それで

もともとここは沖縄の地番を持つ日本国の固有の領土

である。ここは基本を守りながら、現実には漁船の操

業、それから航行の安全をしっかり政府で守るという

ことを要請をしているわけです。そういう中で、今の

この沖縄精神と、沖縄の歴史と文化というようなもの

がどうアプライするかというと、これはもう今申し上

げたことを踏まえながらも基本的にはやっぱり相互信

頼の確立ということで、地域地域のアジア・太平洋地

域における沖縄のこれまでの経験を生かして、私たち

は長期的にはそういう精神を持って対応すべきである

というふうに考えております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 一括交付金についての御

質問の中で、一括交付金の交付決定の状況と当初に全

額交付決定できなかった理由についてお答えします。

これは２の(1)のアと２の(2)について一括してお答え

させていただきます。 

 沖縄振興特別推進交付金、いわゆるソフト交付金を

活用した事業については、市町村分を除く500億円の

うち、当初予算と５月補正予算を合わせて延べ202事

業、458億円を計上しております。このうち、第１次

分として244億円が５月25日に交付決定され、第２次

分として138億円が近日中に交付決定されると国から

聞いているところであり、合わせて延べ180事業、382

億円が交付決定される見込みであります。 

 交付決定に当たっては、交付要綱との整合性などに

ついて国の確認がとれた事業を対象に、順次交付決定

がなされているところであります。 

 次に、一括交付金に係る国の関与についてお答えい

たします。 

 沖縄振興特別推進交付金については、「沖縄の振興

に資する事業等であって、沖縄の自立・戦略的発展に

資するものなど、沖縄の特殊性に基因する事業等」に

充てることができるものとなっており、従来の補助金

よりも幅広い施策展開ができるものとなっておりま 

す。 

 しかしながら、同交付金は「補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律」の適用を受けるものとな

っているため、交付金の交付要綱に合致するかどうか

という観点から国の確認が行われているところであり

ます。 

 次に、交付決定に至っていない県事業についてお答

えいたします。 

 沖縄振興特別推進交付金を活用した県実施事業につ

いては、延べ202事業、446億円の事業計画を国へ提出

しており、まだ交付決定に至っていない22事業、64億

円について、引き続き国と調整を行っているところで

あります。 

 次に、消費税増税についての御質問の中で、消費税

増税が県民生活に与える影響についてお答えいたしま

す。 

 消費税は、他の税に比べ景気変動による影響を受け

にくいことから、少子・高齢化がますます進展する中

で国・県・市町村の安定財源の確保等のため、その役

割は重要だと考えております。現在、国会で審議され

ている「社会保障と税の一体改革」の中では、社会保

障の充実を図るための消費税の引き上げが議論されて

いるところであります。 

 しかしながら、消費税は、低所得者ほど重税感が増

す逆進性の問題も指摘されているところであり、消費

税及び地方消費税の改正に当たっては経済状況に留意

しつつ、低所得者に配慮するための対策を十分に講ず

る必要があると考えております。 

 県としては、今後の国会における同法案の審議の状
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況を注視してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 一括交付金についての

御質問の中の、市町村の一括交付金事業の確定及び調

整状況についてお答えいたします。恐縮ですが、２の

(1)のイと２の(4)のイについては関連いたしますので一

括して答弁させていただきます。 

 県は、５月末までに全体の約８割に当たる約240億

円、約1300事業を取りまとめ、その情報を内閣府に提

供し調整を行っているところであります。６月末時点

で要望額の約６割に当たる約140億円、事業数にして

約650事業の内諾を得て、事業着手が可能であると各

市町村に伝達したところであります。 

 市町村事業は、事業数が膨大でその内容が多岐にわ

たっており調整に時間を要しておりますが、残ってい

る約650事業につきましても年度内の事業執行に支障

がないよう、早期の事業着手に向け調整を進めてまい

ります。 

 次に、消費税増税についての御質問の中の、県経済

に与える影響についてお答えいたします。 

 去る６月26日に、消費増税法案を初めとする「社会

保障と税の一体改革関連法案」が衆議院本会議で可決

されたところです。消費増税法案は、2014年４月に消

費税率を８％、2015年10月に10％に引き上げることが

柱で、施行前に経済状況などを総合的に勘案した上で、

施行の停止を含め所要の措置を講ずることとされてお

ります。 

 消費税率引き上げによる県経済への影響につきまし

ては、個人消費等の落ち込みが懸念される一方で、社

会保障の安定など将来への不安が取り除かれることに

よるプラスの影響も考えられます。 

 沖縄県といたしましては、今後の動向を注視してま

いりたいと考えております。 

 次に、ＴＰＰについての御質問の中の、ＴＰＰ参加

に関する県の対応についてお答えいたします。 

 ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関税を撤廃す

ることが前提となり、国内農業への影響などが懸念さ

れております。 

 このようなことから、沖縄県としましては、十分な

農業対策が打ち出されない状況においてＴＰＰに参加

しないよう適切な対応を求めるとともに、農家が安心

して生産に取り組めるよう、万全の対策について農業

団体等と連携し、国に対して強く要請しているところ

であります。今後とも、ＴＰＰ交渉などの動向や国の

対応を踏まえつつ、関係機関等と連携し適切に対応し

てまいりたいと考えております。 

 全国知事会への提案についてお答えいたします。 

 全国知事会では、各都道府県の意見等を踏まえ、昨

年10月19日、政府に対しＴＰＰに関する要請を行って

おります。この中で、国民に対する十分な情報提供を

行うとともに、国民各層の意見をしっかりと聞いた上

で国民的議論を行うこと、また、農林水産業について

は、経済連携の推進のあるなしにかかわらず、将来に

わたり持続的に発展していけるよう対策を明らかにし

講ずることなどについて要請しております。 

 県といたしましては、今後とも全国知事会などの取

り組みとも連携しながら適切に対応してまいります。 

 鉄軌道並びにＬＲＴの導入の取り組みについてお答

えいたします。 

 国は、平成22年度から23年度にかけて需要予測モデ

ルの構築とモデルルートを設定し、ルートとシステム

の組み合わせによる複数のモデルケースについて、沖

縄における新たな公共交通システムの導入にかかわる

課題整理などを行っております。平成24年度は、引き

続きモデルルートをもとにした導入課題検討に向けた

調査や県民が求める公共交通システムに関する意識調

査などを実施すると聞いております。 

 県は、これまでの調査結果を踏まえ、国とも連携を

図りながら、早期導入の可能性を高める観点から、県

民のコンセンサスを得るための広報活動、駅を中心と

した新たな開発などによる需要拡大の検討、持続的な

運営を可能にする特例的な制度の提案を行うための調

査など、導入のための条件整備に資する調査を実施し

たいと考えております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） オスプレイ配備につい

ての御質問の中で、県民大会についてお答えいたしま

す。 

 オスプレイの配備について、県としては、事故原因

が究明され、安全性が証明され、県民の不安が払拭さ

れない限り当該配備には反対であり、去る６月19日に

は防衛大臣、外務大臣、民主党幹事長に対し配備見直

しを要請したところです。現在、渉外知事会で配備反

対の緊急要請を行うことについて調整しており、また

速やかに軍転協でも配備の見直しを要請したいと考え

ております。 

 また、これまで行われた県民大会は、広く各界各層

を網羅し、県民が主体となって取り組まれたものと考
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えております。県としましては、今後ともあらゆる機

会を活用して、全力を挙げて配備反対を求めていきた

いと考えており、県民大会への参加については、この

ような取り組みを踏まえ検討してまいりたいと考えて

おります。 

 次に、戦後処理についての御質問の中で、不発弾処

理の一括交付金活用と見通しについてお答えいたしま

す。 

 不発弾等処理事業については、従来どおり今年度も

全額国庫で対応されております。 

 不発弾の処理につきましては、沖縄振興特別推進交

付金交付要綱によりますと、交付金の対象は、「沖縄

の振興に資する事業であって、沖縄の自立・戦略的発

展に資するものなど、沖縄の特殊性に基因する事業等

として事業計画に記載されたもの」とするとされてお

りまして、いわゆる一括交付金の趣旨になじまないこ

とから、国へ一括交付金の枠外での対応を求め措置さ

れているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 戦後処理についての

御質問の中で、遺骨収集についてお答えいたします。 

 戦没者の遺骨収集事業は、一義的に国の業務であり、

県においては、国から委託を受け業務の一部を実施し

ております。平成24年３月末現在、戦没者18万8136人

のうち、18万4562柱の御遺骨が収容されましたが、い

まだ推計で3574柱が未収骨となっております。 

 戦後67年が経過し、御遺族や戦争体験者の高齢化が

進む中、遺骨収集の情報が得にくいことから、平成23

年７月に戦没者遺骨収集情報センターを設置し、取り

組みを強化しているところであります。同センターの

開所後、新たに14件の未収骨情報が寄せられており、

また、県内外のボランティアへの支援が開始されるな

ど遺骨収集の取り組みが進んでおります。 

 県としましては、今後とも国に対して遺骨収集の取

り組みの強化を求めるとともに、センターを拠点とし

て遺骨収集事業を推進してまいります。 

 次に、保育園の認可化推進と待機児童解消対策につ

いての御質問の中で、認可化促進と待機児童解消対策

についてお答えいたします。 

 沖縄県におきましては、沖縄振興特別推進交付金を

活用した認可外保育施設の認可化及び安心こども基金

を活用した保育所の整備により待機児童の解消に取り

組んでいるところであります。 

 沖縄県としましては、「沖縄21世紀ビジョン基本計

画」の早い段階で潜在的待機児童も含めた待機児童の

解消を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 雇用拡大とパート、

有期、派遣労働者の格差是正についての御質問の中で、

雇用拡大と格差是正についてお答えいたします。 

 パート、有期労働者、派遣労働者等を含む非正規社

員につきましては、低所得層の割合が多いことや能力

開発機会が少ないこと、特に若年者については、本来

若年期に習得すべき職業に関する知識や技能を習得で

きず、将来にわたっても不安定就労を招くおそれがあ

ります。 

 本県では、その対策として非正規雇用の職業能力開

発を促進するため、若年者ジョブトレーニング事業や

職業訓練校における訓練の実施、県内各地での合同面

接会、企業等に対する人材育成や雇用環境改善への取

り組みの支援などを実施しております。 

 沖縄県としましては、一括交付金等を活用し、産業

振興や企業誘致等を推進するとともに、「沖縄21世紀

ビジョン雇用促進プロジェクト」に基づく、１つ目に、

キャリア教育の充実、２つ目に、若年者の県外・海外

就職へのチャレンジ、３つ目に、企業等の雇用環境の

改善、４つ目に、若年者や離職者向けの就職基礎訓練

の実施、５つ目に、地域における就業意識向上のため

の環境づくり、６つ目に、総合的な就業支援拠点の形

成など本県の雇用情勢の改善に向け全力で取り組んで

まいります。 

 続きまして、公契約条例の制定についての御質問の

中で、公契約条例の制定状況等についてお答えいたし

ます。 

 公契約条例につきましては、都道府県では制定され

ておらず、市町村においては千葉県野田市など５市で

制定されております。 

 現在、労働者の賃金等個々の労働条件については、

労働基準法や最低賃金法等に定める最低基準を満たし

た上で、労使が対等の立場において決定されるという

枠組みとなっていることから、県としましては、国の

「公契約に関する基本法」の法制化や他県の動向も見

守りつつ対応してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 県道11号線について

の御質問の中で、進捗状況についてお答えいたします。 
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 県道11号線は、豊見城市上田交差点から那覇市真玉

橋交差点までの延長約2.8キロメートルの幹線道路で

あります。このうち、那覇東バイパス交差点付近から

上田交差点までの延長約2.5キロメートルを豊見城中

央線として幅員30メートル、４車線で整備を行ってお

ります。 

 平成12年度から事業に着手し、今年度着手した高安

工区を含めて平成23年度末の進捗率は約54％となって

おります。 

 同じく県道11号線で、進捗のおくれの理由と完了時

期についてお答えいたします。 

 事業がおくれている主な理由は、用地取得の難航が

挙げられます。このため、地元豊見城市の協力を得な

がら用地取得に努めております。 

 事業の完了時期につきましては、那覇東バイパス交

差点付近から高安入り口バス停までの約1.8キロメー

トルの区間は平成28年度、高安入り口バス停から上田

交差点までの約0.7キロメートルは平成30年度を目途

に鋭意整備を進めているところであります。 

 次に、県道68号線についての御質問の中で、進捗状

況についてお答えいたします。 

 県道68号線は、国道331号名嘉地交差点から上田交

差点までの延長1.7キロメートルの幹線道路でありま

す。このうち、名嘉地交差点から豊見城・名嘉地イン

ターチェンジまでの380メートルについては、国にお

いて整備を完了しております。 

 同インターチェンジから豊見城市道13号線との交差

点までの500メートルについては、県道68号線道路改

良事業で整備を行っており、平成23年度末の進捗率は

約81％となっております。 

 豊見城市道13号線との交差点から上田交差点までの

820メートルのうち、北側については、宜保地区土地

区画整理事業でほぼ概成しております。また、南側に

ついては、東風平豊見城線道路改良事業で整備を実施

しており、平成23年度末の進捗率は約82％となってお

ります。 

 同じく県道68号線で、進捗が遅い理由と完成時期に

ついてお答えいたします。12の(2)と12の(3)は関連しま

すので一括してお答えします。 

 県道68号線で整備している区間については、用地買

収は進んでいるものの、道路排水を処理するための豊

見城市我那覇雨水幹線が未整備であるため本格的な道

路の工事に着工できない状況にあります。なお、同雨

水幹線が今年度中には整備されることから、平成25年

度から本格的に工事を実施し、平成26年度には整備を

完了する予定であります。 

 東風平豊見城線で整備している区間については、２

件の未買収があるため工事に着手できない区間があり

ますが、地元豊見城市の協力を得ながら用地取得を進

め、平成27年度までに整備を完了する予定であります。 

 次に、饒波川の整備について、整備概要についてお

答えいたします。 

 国場川水系の饒波川は、流域面積14.6平方キロメー

トル、流路延長15.6キロメートルの河川であります。

そのうち、県が管理する国場川合流点から糸満市の溝

原橋までの4.5キロメートルの２級河川について、総

事業費96億円として昭和47年度から整備に着手し、親

水性にも配慮した多自然川づくりを推進しているとこ

ろであります。 

 同じく饒波川の整備で、県の親水公園の認識につい

てお答えいたします。 

 県は、平成19年３月に「国場川水系 水に親しむ川

づくり整備構想」を策定し、その中で饒波川について

は、饒波川河口から石火矢橋までの区間は「イシバー

シうむい」エリアと位置づけております。具体的には、

再現された石火矢橋を眺め、歴史の道「真珠道」をし

のぶエリアとしております。 

 また、石火矢橋から高安橋までの区間は「タングチ

川あしび」エリアとして位置づけ、水運の港であった

潭口を再現し、昔の川の風景を映した船遊びや川遊び

拠点のある親水エリアとしております。 

 現在、同構想に基づく遊歩道等の整備を進めている

ところであります。 

 同じく饒波川の整備で、進捗状況についてお答えい

たします。 

 饒波川の平成23年度末の進捗率は、河川整備として

は96％となっております。今後は上流部の饒波橋付近

から溝原橋までの整備を進め、平成25年度の完成を目

指しております。 

 なお、親水公園の整備については、今後も豊見城市

と連携し取り組んでいく考えであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 それでは再質問をいたしたいと思い

ます。 

 私の最初の、「21世紀ビジョンに描かれている沖縄

の将来像と基本理念について」のところで、知事みず

から21世紀ビジョンに込められている崇高な精神、そ

して沖縄の将来像について詳しく丁寧にお話しをして

いただきましてありがとうございます。ぜひ、この沖

縄のこれからの将来に向けての夢を実現するために、

ある意味では、沖縄はこれまで外部の力によって運命
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を左右されるという不幸な歴史をたどってきた経験が

あると思いますので、その辺はしっかり沖縄は沖縄な

んだという気概を持って、ぜひ県政運営に当たってい

ただきたいというふうに私は思っております。一緒に

なって、私もそういう気概を持って、ウチナーンチュ

としての気心で周囲の大国にうまく調和しながら、沖

縄の未来の幸せのために頑張っていきたいということ

で、最初に「21世紀ビジョンに描かれている沖縄の将

来像と理念について」お伺いした次第でございます。 

 さて、私、ちょっとこの質問の沖縄の理念と将来像

についてでございますけれども、ことしちょうど復帰

40周年の節目に当たりますけれども、沖縄のこれから

の未来を想定した、この21世紀ビジョンに描かれてい

る沖縄の姿を描いた、県民に非常に親しく、わかりや

すく定着するような県民の歌でもつくってみたらどう

かなというように思うんですけれども、どうでしょう

か。ひとつお願いしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） まさに議員のおっしゃるよ

うなことで、40周年を記念して県民の歌といいますか、

今一応あることはあるんですが、なかなかこれが頭に

入らないという部分もあるし、何年度の歌、何年度の

何とかというのがよく昔の高等学校にはありました 

し、そういうのは抜きにしましても、まさにおっしゃ

る40周年とこのビジョンを含めて、新しい県民歌とい

いましょうか、そういうものをぜひつくるよう大至急

研究を今してもらっています。賛成です、大賛成。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 ひとつよろしくお願いします。 

 この愛唱歌をつくることによって、恐らく小さい子

供からお年寄りまで、沖縄はどういうふうな豊かな未

来を描いているんだと、こういう希望にわいた県民を

これからつくっていけるんじゃないかなというふうに

私は非常に期待をいたしております。 

 ところで、次また別の質問に入らせていただきたい

と思うんです。一括交付金についてなんですけれども、

あと650事業がまだ未確定であるということなんです

けれども、自分の出身地のことを聞くのは少し気が引

けるところではありますけれども、その中に豊見城市

も入っているんでしょうか、お答えいただきたいと思

います。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 豊見城市がちょうど59.9、県の平均の約６割を内諾

されているところでございます。 

○新田 宜明君 全部入っているの。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 残っている事業はござ

います。内諾できているのが今６割ですので、残り４

割まだ残っております。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 具体的に豊見城市が申請した事業の

中で、まだ未確定のものもありますか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 今手元に各市町村ごと

の個別事業はちょっと持ち合わせておりませんけれど

も、基本的に大きな傾向といたしまして、市町村の場

合に、初めての一括交付金ということで、これまで市

町村単独で行っていたものを一括交付金に振りかえる

というようなものが結構多々ありまして、ただ通常の

行政経費のものは原則だめなんですけれども、今回の

一括交付金交付要綱の場合には、やっぱり沖縄の自然

的、歴史的、社会的、地理的そういった特殊事情を説

明できればできるようなスキームをつくっておりま 

す。その特殊事情をいかに説明するかということで、

その形づくりを今一生懸命国・県・市町村連携してや

っているところで、若干時間がかかっておりますが、

我々早い段階でできるようにということで鋭意今作業

を進めているところでございます。御理解を賜りたい

と思います。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 実は、私も少しばかり行政の経験が

あるんですけれども、ある意味では、市町村はそうい

った補助金申請のストーリーについての描き方が未熟

なところがあるんですよね。ぜひ県のほうからこれは

しっかり御指導していただいて、スムーズに早期にこ

れが執行できるようにぜひお願いしたいと思うんです

けれども、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 議員のおっしゃるとお

り、県もそのような姿勢でしっかり市町村をサポート

してまいりたいと思います。全国の皆さんに誇れるよ

うな一括交付金をぜひつくり上げていきたいというふ

うに思っておりますので、また御支援のほどよろしく

お願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 次に、オスプレイ配備のことについ

てお伺いしたいと思うんですが、代表質問から同じ原

稿を知事公室長は何回も読み上げているので、私は非

常に不満に思っております。知事も少しずつ決意が固

まったのかなという思いもいたしておるんですけれど

も、やはり知事は行政の長であると同時に政治家だと

思います。私は、一般質問の中でこの沖縄のオスプレ
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イの配備問題は、先ほど私が21世紀ビジョンのことも

質問いたしたように、やっぱり沖縄の夢を実現する、

こういった新しい平和な豊かな沖縄をつくるというこ

ういう夢に向かってのひとつの大きな第一歩だという

ふうに私は思っているんですね。そうであるがゆえに、

今までのしがらみをぜひ乗り越えて、この辺で知事は

もっともっと前面に出るような決意が必要じゃないか

なと。それこそ沖縄の歴史に残るすばらしい県知事と

して、私は県民から大変すばらしい知事として評価さ

れるんじゃないかと思うんですけれども、この辺の今

の心境を、きのうの時点ときょうの時点、一晩寝たら

人間はやっぱりちょっとは変わるかもしれませんの 

で、きのうと同じなのか、きょうは少し変わったのか、

知事のお気持ちをお伺いしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 恐縮ですが、きのうと同じ

心境で、まだ検討中でございます。済みません。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 大変残念でございます。 

 知事がたくさん前もって御説明したために、余り時

間がなくなってしまいました。 

 私、消費税の問題について質問をしたんですが、ど

うも県の立場というのは総体論的な、要するに県民の

生活を守るという立場からの答弁になっていないよう

な感じがしますね。一体どうなんだろうかというふう

な感じがしますけれども、私は、沖縄は離島県である

と、相当県民所得も低い。こういうところで、私はい

ろんな人たちとよく接するんですけれども、例えば中

古車販売の社長なんかはもう本当にこれから車が売れ

なくなるのではないかとか、あるいはまた、私が日常

的に食事をするラーメン屋の大将さんもこれから大変

心配だと、こういう不景気なときにさらに５％から

10％に消費税が引き上げられると、本当にお客さんが

いなくなるんじゃないかというふうに経営者の皆さん

がむしろ悲鳴を上げています。当然、沖縄は一般の庶

民も県民所得が低いわけですから、もっともっと消費

税増税に対する県知事としての、やはり県民の生活を

守る立場からもっとはっきりした姿勢が必要ではない

かと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） まさに議員の御心配はご

もっともだというふうに思っております。そうは言い

ながらも、日本全体、やがては沖縄も来るであろうと

いう少子・高齢化の時代に向けて、社会保障関係経費

というのはやっぱり増大をしていく。そういうふうな

意味での議論が今国会において交わされているんだろ

うというふうに認識をしております。この間、国、そ

れから地方財政が非常に厳しい状況の中で、行革努力

のみではなかなかそういう社会保障の予算が確保し切

れないというふうなのが、これは国民的にまた一つの

認識となっていると思います。しかし、だからといっ

て、じゃそれをどのような形で財源を確保するのか、

ここは非常に厳しいところでございまして、その中で、

消費税というものが非常に安定的な財源になるという

ことで議論されているわけでございますけれども、し

かし、それはやはり逆進性も非常にあるというふうな

問題も抱えております。 

 その中で、今般の消費税、それから地方消費税の見

直しについては、これはやはり経済状況がどういうふ

うになっていくのか、そこを留意しながら、また低所

得者にどのような配慮をすべきか、その辺のところを

きっちり議論をしながら、この社会保障と税の一体改

革の議論というふうなものをしっかり国会のほうでし

ていただきたいというふうに思っているところでござ

います。 

○新田 宜明君 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

   〔狩俣信子さん登壇〕 

○狩俣 信子さん 皆さん、おはようございます。 

 社民・護憲ネットの狩俣信子でございます。４年ぶ

りに戻ってまいりました。大変新鮮な気持ちですが、

戻ってきましたら私が何と最年長だということでござ

いまして、実は知事と同じ花の70代世代でございます。

ということで、主義主張は違っても一緒に頑張ってい

きたいなと思っております。 

 実は私は、けさのこの新聞を見て非常に腹が立って

いますが、皆さん見ましたか。（資料を掲示） 沖縄

の「在沖海兵隊 基地内性的暴行67件」と出ています。

基地内ですらこれ、だから、この基地の外でいろんな

事件・事故を起こし、女性たちが非常に犠牲になって

いるということで、海兵隊、本当にもう要らないなと

いう気持ちでこの新聞を見ました。ほかの方が取り上

げていくでしょうけれども、そういうことで私はこれ

と絡んで、やはり日米地位協定これをしっかり変えて

いかなければ抜本的な解決にもならないんだと思って

いますので、それからまず伺います。 

 まず最初に、知事の政治姿勢について伺います。 

 (1)、日米地位協定の改正について伺いますが、これ

まで米軍関係の事件・事故が起こるたびに日米地位協

定の壁に阻まれてきました。いかに多くの人の人権が

侵害されてきたことでしょうか。今の政権はマニフェ

スト違反、公約違反の政権だと思います。マニフェス
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トでは日米地位協定の改定を提起しますと言っていま

すが、提起すらされていないのが実態ではないでしょ

うか。知事は機会あるごとに取り上げてきたようです

が、知事就任からこれまでの取り組みと国の対応につ

いてお聞かせください。 

 次、失業率の高い若者の雇用問題について知事の見

解をお伺いします。 

 今、若い人たちの雇用問題の相談がふえています。

パートの人やリストラされた人、ニートの人、賃金が

安くて生活が厳しい人、月額10万前後しかない人、特

に女性の賃金はさらに安いのが実態です。1985年の労

働者派遣法の施行や小泉構造改革で格差が拡大いたし

ました。さらに2008年のリーマンショックでさらにさ

らに格差が拡大し、会社が倒産したりして派遣切りの

問題が出てきました。多くの女性や若者たちは、非正

規雇用で働くなど厳しい労働環境にあります。安心し

て結婚もできないし、子供も産めない、将来に希望が

持てないと言います。そんな若者たちの声を受けとめ、

雇用拡大をどうつくり出すか、知事の見解をお聞かせ

ください。 

 次、基地内雇用の実態についてお伺いします。 

 私は以前にも基地内の労働問題についてお伺いした

ことがあるんですが、相変わらず私たち県民の目に触

れにくい基地内で、パワハラ・いじめがあるのかと心

配しています。労働者の権利と人権を保障するために

もしっかり対応しなければなりません。 

 そこで伺います。 

 (1)、海兵隊の人事部のあり方について、実は苦情の

相談がありました。暴言・人種差別発言が日常的に行

われているとのことです。すぐに首にしてやる、牢屋

に入れてやる、おまえらは教育レベルが低い、職場で

働かせているだけでも感謝せよなどなどです。人事部

には、軍属の部と日本人の部があり、軍属の部には雇

用均等法のセクションがあるようですが、日本人の部

にはそれがなく、パワハラやいじめがあってもどこに

持っていけばいいのか困っています。人事部の日本人

トップと沖縄防衛局の担当が結託しているという話も

ありますので、沖縄県として調査し、改善の方法はな

いのかお伺いしたいと思います。 

 次、(2)、基地従業員の権利や身分の保障はどうなっ

ているのか伺います。労働三法はちゃんと保障されて

いるというわけですから、そこらあたりで権利はどう

なっているのでしょうか。 

 そして(3)、日本人上司のいじめや苦情があったらど

こが対処しているのかお伺いします。今聞きますと、

そういうのが機能していないと、機能していないから

結局は私のところに相談が来たわけですよ。この部内

でちゃんとできていたら、そこがやったでしょう。こ

こまで来るということは、そういうのが機能していな

い、それを本当にそのままでいいのかどうかです。 

 次、教育問題について伺います。 

 (1)、30人以下学級は知事の公約でしたが、現状と課

題を伺います。 

(2)、男女混合名簿の実施状況はどうなっていますか。 

 (3)、他府県に比べて男女混合名簿の実施率が低いよ

うですが、理由は何ですか。 

 (4)、県立学校教育課が４月７日に行った臨時任用教

員の事前研修会について伺います。 

 ア、どんな内容の研修でしたか。 

 イ、管理者から、出ないと次の臨任の採用は危ない

などの言葉もあり、大変なプレッシャーを受けたとの

ことですが、実態についてお伺いします。 

 実は私のところにこういう文書で来ておりまして、

（資料を掲示） やっぱり学校現場そういうところは

風通しもよくて、しっかり人権も守られた、そういう

職場であってほしいと思いますので、これについてお

答えください。 

 それから次に、大城教育長、これは大変いいことで

すけれども、この前テレビで見ました。上海・蘇州と

の生徒・教師の拠点校の締結について何かやられたよ

うですが、やはりこういうことは非常に若い皆さんの

力にもなります。そして学習などを通しましてお互い

に交流し相互理解が深められていく。そうしたらこれ

がまたお互いの信頼関係を築いていくわけですから、

こういう交流校について実態はどうなのか、予算も大

変だと聞きましたので、そこらあたりもまたお聞かせ

ください。 

 次、４番目、「てぃるる」の問題について伺います。 

 (1)、私は初代の「てぃるる」の館長でした。そうい

うことからしますと、この問題は非常に胸を痛めて見

ておりました。今、県の直営といいますけれども、現

状はどうなっているのか伺います。 

 (2)、今後の方向性についてどのように考えているの

か伺います。 

 (3)、館長、いわゆる今はセンター長と言っているよ

うですが、その公募制について県はどのように考えて

いるのかお聞かせください。 

 次、５番目、グッジョブ運動についてです。 

 いろんな方から仕事の相談を受けるものですから、

このグッジョブ運動というものがどのぐらいの成果が

あったのかなと思っていまして、(1)、これまでの成果

と課題について伺います。 
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 (2)、この運動で正規雇用と非正規雇用の割合はどの

ように変わったのでしょうか。 

 (3)、この運動で失業率は改善されたのかどうか伺い

ます。 

 ６、我が会派の代表質問との関連についてですが、

(1)、オスプレイ配備反対の県民大会の参加について、

知事は先ほどからこれまで、きのうときょうも変わら

ないんだという話をしております。ただ、いつまでも

そういう態度ではよくないと思います。まず検討させ

てほしいと前もおっしゃっていましたけれども、その

理由が、行政を預かる者としてこれまでも申し入れを

してきたんだと、市民と一緒になってそういうものを

やっていいものかどうかこの迷いがあるんだと。行政

の長ですよね。行政の長かもしれないんですけれども、

県民の代表でもあるわけですよね、知事は。そういう

ところを考えたときに、やはりオスプレイというのは

非常に危険であると、県民の命を脅かすものであると。

本当に危険にさらされているというのに、こんな悠長

なことを言っていいものかどうかと、私の率直な感じ

です。知事、もうそろそろ決断してやっぱり参加する

よと言ったほうが――広く県民が見ているんですよ、

知事が本当にいつまでこれを躊躇しているのか、いつ

判断するのか。だから、私はもうここまで来たら一刻

も早く知事も決断をなさって、じゃ県民大会は一緒に

やりましょうと、この声かけをぜひやっていただきた

いと思います。きのうときょう変わらないと言いまし

たけれども、さっきと今ちょっと変わりますか。（「変

わらないよ」と呼ぶ者あり） 変わらないのかね。そ

うだったらつまらないんじゃないということ。 

 次、行きます。 

 (2)、雇用拡大の「みんなでグッジョブ運動」につい

て私はお聞きしているんですが、この雇用が１万3930

人ふえたとの崎山嗣幸議員の質問に対してお答えがあ

ったんですね。具体的な内訳、例えば正規雇用何名、

非正規雇用何名、これがふえたと言ったって、二、三

年で終わってしまったら意味がないわけで、そこらあ

たりがどうなっているのか非常に気になっていますの

で、これをお聞かせください。 

 それから専任のコーディネーター、私は1000名のコ

ーディネーターでえっと思ったんですが――専任なん

ですね、専ら任せる――専任のコーディネーターの活

用で1524人の就職があったということですが、これに

ついてもう少し詳しくお聞かせいただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 狩俣信子議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、若年者の雇用

拡大についての御質問ですが、ただいま代表質問との

関連でさらなる御質問をいただいたんですが、その前

のベースの部分として答弁をさせていただきます。 

 沖縄県における若年者の雇用拡大につきましては、

県外及び海外企業におけるインターンシップやジョブ

トレーニング、そして高校・大学等への就職支援専任

のコーディネーターの配置などに取り組んでいるとこ

ろであります。 

 沖縄県といたしましては、一括交付金等を活用し産

業振興や企業誘致を積極的に推進し、雇用の場を確保

するとともに若年者の就職支援に努めているところで

ございます。 

 そしてグッジョブ運動についての御質問にお答えし

たいと思うんですが、グッジョブ運動の成果と課題に

ついてという御趣旨の御質問にお答えをいたします。

５の(1)と５の(3)は関連いたしておりますので、恐縮で

すが一括して答弁させていただきます。 

 「みんなでグッジョブ運動」の成果といたしまして

は、就業者数の増加、そして完全失業率の着実な改善

などが出ております。そして産学官が一体となったキ

ャリア教育の推進などが挙げられます。課題といたし

ましては、雇用の場をさらに拡大する必要があること、

そしてよく言われる求人と求職のミスマッチ対策、も

っともっときめの細かいミスマッチ対策が必要である

と指摘を受けております。若年者の雇用問題等々につ

きまして今申し上げた課題がさらに大小いろいろあり

ますので、一つ一つこれをつぶし改善して取り組んで

いるところでございます。 

 沖縄県といたしましては、さらに引き続き「みんな

でグッジョブ運動」を展開し、雇用情勢の全国並みの

改善に取り組んでまいりたいと考えておりますし、全

力で努力してまいる所存でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、日米地位協定改定の取り組み等に

ついてお答えいたします。 

 県はこれまで軍転協や渉外知事会と連携して、日米

両政府に対し日米地位協定の抜本的な見直し要請を行

ってきたところであります。平成21年には、渉外知事
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会と連携して訪米し、環境特別協定の締結を強く求め

てきたところであります。その結果、平成22年５月の

日米共同発表や軍転協要請に対する政府の回答では、

「環境に関する合意について、速やか、かつ真剣に検

討する」としており、平成22年10月には日米両政府の

作業部会が設置されております。 

 民主党政権では「日米地位協定の改定を提起する」

としておりますが、政府からはいまだ改定の方針等が

示されていないことから、渉外知事会や軍転協を通じ

て要請するとともに、昨年10月には外務大臣、本年１

月には防衛大臣に対して、知事が直接、早急に見直し

作業に着手するよう求めたところであります。また、

去る７月１日に来県した森本防衛大臣に対しても、同

協定の抜本的な見直しを強く求めたところでありま 

す。県としましては、日米地位協定の抜本的な見直し

について、引き続き軍転協や渉外知事会とも連携しな

がら、あらゆる機会を通じ、日米両政府に対して強く

求めてまいりたいと考えております。 

 次に、我が会派の代表質問との関連についての中で、

県民大会についてお答えいたします。 

 オスプレイの配備について、県としては当該配備に

反対であり、防衛大臣、外務大臣、民主党幹事長に対

し、直接配備見直しを要請したところです。また、渉

外知事会及び軍転協においても配備の見直しを要請し

たいと考えております。これまで行われた県民大会は、

広く各界各層を網羅し、県民が主体となって取り組ま

れたものと考えております。県としましては、今後と

もあらゆる機会を活用して全力を挙げて配備反対を求

めていきたいと考えており、県民大会への参加につい

ては、このような取り組みを踏まえ検討してまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 基地内雇用の実態に

ついての御質問の中の、海兵隊での暴言、差別発言の

調査及び基地従業員の権利や身分保障についてお答え

いたします。２の(1)と２の(2)は関連しますので一括し

てお答えいたします。  

 議員御指摘のけさの新聞を私も読みまして、大変憂

慮しているところでございます。 

 基地従業員は、国が雇用し米国軍隊が使用するいわ

ゆる間接雇用の形態であり、労務管理者として最終的

な責任は雇用主である国にあると考えております。し

たがいまして、基地従業員への暴言・差別発言などパ

ワーハラスメント等の問題については、一義的には国

において調査と適切な対応がなされるものと考えてお

ります。また、基地従業員の権利の保護については、

労働基準法等の日本の労働関係法令が適用されること

になっております。 

 県としましては、米軍基地従業員の労働環境は重要

な問題と認識しており、関係機関等と連携し情報収集

に努め、適切に対応してまいりたいと考えております。 

 次に、グッジョブ運動についての御質問の中の、グ

ッジョブ運動に係る正規・非正規雇用の割合の変化に

ついてお答えいたします。 

 沖縄県における雇用者に占める非正規雇用者の割合

は、直近の平成19年度の「就業構造基本調査」による

と40.8％となっており、全国の35.6％に比べて高く、

憂慮しているところであります。 

 「みんなでグッジョブ運動」においては、その指針

の中で企業に対しても「労働者がそれぞれの個性を生

かし、その持てる能力を十分に発揮するとともに、公

正な処遇を確保し安心して働くことのできるよう、正

規雇用への移行や正規・非正規の均衡処遇に努める」

ことなどを掲げ、主体的な取り組みを促しているとこ

ろであります。 

 沖縄県としましては、産業振興や企業誘致等により、

多様な雇用の場を確保し県民の生活の安定を図ること

が重要と考えており、今後とも雇用の安定に向けた各

種施策を推進してまいります。 

 次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問の中の、専任コーディネーターについてお答えいた

します。 

 専任コーディネーターについては、新規学卒者の就

職支援を強化するため、就職支援業務の経験がある人

材を受託事業者が雇用し、県内の高校・大学等に57名

を配置しております。同コーディネーターの業務とし

ては、年度前半は、就職希望者全員を対象にコミュニ

ケーション研修等の就職に必要な基礎的な講座を実施

するとともに、年度後半には、個々の状況に応じた模

擬面接や個別面談等密着した支援を行いながら就職に

結びつけることとしております。また、年度末におい

ては、未就職卒業者を沖縄県キャリアセンター等関係

機関へつなげ、卒業後も継続して支援し、就職に結び

つけることとしております。 

 続きまして、同じく我が会派の代表質問との関連で、

基金を活用し、雇用した方のその後の雇用状況につい

てお答えいたします。 

 基金を活用し、雇用した方のその後の雇用状況につ

いては、一時的な雇用の場を創出する緊急雇用創出事

業で雇用された5532人を除く7561人が調査の対象とな
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っております。そのうち、平成22年度までに雇用され

た2002人については、1126人（56％）が継続雇用につ

ながっており、また、正規雇用者数は258人（13％）

となっております。 

 なお、残る5559人については、平成23年度以降に実

施した事業で雇用された方であり、現在調査中であり

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時23分休憩 

   午前11時24分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○商工労働部長（平良敏昭君） 失礼しました。基地

内雇用の実態の中で少し答弁漏れがありました。 

 日本人上司のいじめや苦情の対処についてお答えい

たします。 

 基地内でいじめや苦情があったときの解決の方策と

しては、日米両政府間で締結した基本労務契約等に既

定されている苦情処理手続により米軍側への救済申し

立てが可能と聞いております。基地従業員のいじめ等

の問題については、この雇用主である国において適切

に対応がなされるものと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 教育問題についての御質問

で、少人数学級の現状と課題についてお答えいたしま

す。 

 少人数学級につきましては、小学校１年・２年生の

30人学級に加え、今年度から小学校３年生の35人学級

を実施しており、３つの学年で増加した175学級に175

名の教員を配置しております。課題は、教職員定数の

確保や施設面の整備などがあります。今後の計画につ

きましては、市町村教育委員会の意向、国の動向等を

踏まえ、引き続き研究してまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、男女混合名簿の実施状況についてお答えいた

します。 

 平成23年度、県内において男女混合名簿を導入して

いる学校は、小学校24校で8.8％、中学校12校で８％、

高等学校19校で32.2％であります。  

 次に、男女混合名簿の実施率が低い理由についてお

答えいたします。 

 学校においては、教育活動全般を通して男女の平等

や人権教育等について取り組んでおります。しかしな

がら、学校においては身体測定等の保健行事、体力差

の考慮が必要な教科、各種調査等で男女別に名簿を分

ける必要があることから男女別の名簿を使用しており

ます。 

 県教育委員会としましては、男女混合名簿の導入に

つきましては、各学校において学校長を中心に教職員

間で意見を交換し、総合的、主体的に判断されている

ものと理解をしております。 

 次に、臨時的任用教員等の事前説明会の内容及び実

態についてお答えいたします。３の(4)アと３の(4)イは

関連しますので一括してお答えいたします。 

 県立学校の臨時的任用教員等に対する説明会は、当

該校への赴任及び業務移行の円滑化に資することを目

的として平成21年度から実施をしております。説明事

項としては、「服務」、「本県教育の現状と課題」、「生

徒指導」、「ホームルーム経営」、「特別支援教育」等に

ついて行っております。また、この説明会への参加は

任意である旨、各学校や関係者に通知を行っていると

ころでございます。 

 県教育委員会としましては、臨時的任用教員の資質

の向上が本県教育の振興にも重要であることから、引

き続き、臨時的任用教員等を対象とした事前説明会や

研修の実施方法等についても改善・充実を図っていき

たいと考えております。 

 次に、上海との拠点校締結についてお答えいたしま

す。 

  「沖縄21世紀ビジョン」の具現化の一環としての英

語立県沖縄推進戦略事業は、「交流と体験」等を通し

て、国際社会で主体的に活躍できる人材育成に資する

ことを目的にしたものでございます。その一環として、

国際交流の拠点を海外等に構築することによって、コ

ミュニケーション能力の向上や相互理解を深めること

は意義あることと認識しております。 

 今回の上海等での交流意向書の締結は、主に生徒と

教師の相互訪問を促進することと、中国の高校と沖縄

の高校との姉妹校関係の推進を図ることでございま 

す。来月には、上海市内の４大重点校の一つでありま

す華東師範大学第二附属高等学校から教員約30名が沖

縄を訪問し、姉妹校締結に向け学校視察を行う予定で

ございます。また、来年３月には沖縄の高校生約20名

を上海の高校へ約２週間派遣する計画であります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 下地 寛君登壇〕 

○環境生活部長（下地 寛君） 「てぃるる」問題に

ついての御質問の中で、男女共同参画センターの現状

についてお答えいたします。 
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 沖縄県男女共同参画センターは、平成18年度から指

定管理者により運営されておりましたが、平成24年４

月からの指定管理者が決定できなかったことから、県

が直接管理運営を行っております。業務内容は、主に

貸し館業務と図書情報室業務で、指定管理者制度導入

時と基本的に同様なサービスを提供しておりますが、

閉館時間が午後５時となり４時間短縮されておりま 

す。なお、昨年度中に受け付けた夜間の予約につきま

しては、従来どおり午後９時まで対応しております。

また、県が直接管理を開始してからは、窓口対応やそ

の他のサービスについて県民の皆様からさまざまな御

意見をいただいておりますが、適宜、改善し対応を図

っているところであります。 

 次に、男女共同参画センターの今後の方向性につい

てお答えいたします。 

 沖縄県男女共同参画センターは、女性の地位向上を

図り、男女共同参画社会の形成の促進に資するために

設置されております。当センターの機能を十分に発揮

し、設置目的を達成するためには、必要なサービスを

適正に提供できるよう柔軟に対応する必要があり、そ

のためにも指定管理者による管理が望ましいと考えて

おります。県では６月から再度指定管理者の選定に向

け公募を開始しており、８月中に指定管理候補者を選

定し12月からの指定管理者による管理再開に向けて準

備を進めているところであります。 

 次に、男女共同参画センターのセンター長の公募に

ついてお答えいたします。 

 指定管理者制度においては、公募により管理責任者

を決定しており、館長の選任については、当該公募に

より決定された指定管理者の責任において選任される

ものと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 御答弁ありがとうございました。 

 まず知事にお伺いしますが、若者の雇用の問題につ

いて。 

 一括交付金を使って産業振興とか企業誘致とかおっ

しゃっていました。若者の雇用の部分に一括交付金を

どのぐらい投入しますか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） お答えいたします。 

 雇用全体で、ほとんどが一括交付金で約34億ありま

すけれども、そのうち若年者の雇用促進は10億2000万

でございます。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん これについては一括交付金ですか

ら、これからもいろいろお聞きしていきますし、若い

人が元気が持てる、そういうものにぜひ使ってもらい

たいと思います。 

 それから次、基地内の雇用の実態についてお伺いい

たしますけれども、国が雇用する、そうですよね。軍

は間接雇用である、それはわかります。一義的には国

に責任みたいなものがあるわけでしょうが、労基法な

どもいろいろあるわけですからね。沖縄県人がいろん

なことでパワハラとかいじめがあるときには、これは

やはり沖縄県もそのまま見過ごすわけにはいかないわ

けですよね。今話があったのは、関係機関と情報収集

して適切に対応しますということですが、ちょっとこ

れを具体的に教えてください。どんなことですか、適

切にとはどういうこと。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） けさの新聞はともか

くとして、以前から沖縄防衛局、それから全駐労沖縄

地区本部、このあたりから基地内でこのような事実が

ないかとそういうことを確認しております。仮に、そ

ういう事実が確認されれば、雇用主である沖縄防衛局

に対して申し入れをするとかそういうことになると思

います。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 苦情処理の機関が日本人のところ

には機能していないと言っているんですよね。軍属に

ついては雇用均等法のセクションがある、でも日本人

の部分についてはそれがないと。これについては申し

入れはどうしますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時37分休憩 

   午前11時39分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） 今、議員御指摘の部

分については私どもまだよく確認しておりませんの 

で、内容を確認した上でどういう方法があるのか検討

していきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 私は、この前３名の皆さんからの

悩みを受けたんですが、そのために苦情がたくさんあ

るんだけれども持っていきようがないと、第３セクタ

ー方式でもいいからやってくれと。要するに人事部の

皆さんは、ウチナー差別、差別発言、おまえたちはも

う能なしみたいな感じで発言するわけですから、だれ

のためにあんたたちは働かせてもらっているんだと、

とんでもない発言が出てくるんですね。そういうこと
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をなくしていきたいと思うわけですよ。それで皆さん、

パワハラの規定というのがありますよね。 

 ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時40分休憩 

   午前11時40分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○狩俣 信子さん ことしの１月30日に厚労省がパワ

ハラについて、国が要するにこれをつくったわけです

よ、どういうものかと。このパワハラですね、国が定

義したものは、職場内の優位性を背景に精神的・身体

的苦痛を与え、職場環境を悪化させる行為なんですね。

例えばその中には無視をするとか、話しかけても無視

して、あるいは仕事をさせないとかそういうのも入る

わけです。実際にこの人たちは仕事も外されたりして

いるわけですよ。結局どうするかというと、ペナルテ

ィーが年間３回あったらやめなくちゃいけないそうで

すね、３回まで。４回目からはもう全然だめになるわ

けで、その３回目受ける前に年休を使って、病休で休

んだりすると言うんですよ。そこまで追い込んでいる

基地内の従業員の労働環境、これを県がそのまま黙っ

ているというのはおかしいんですよ。知事、防衛局に

行ってあの真部さんに言ってください。もうこれはけ

しからぬと。沖縄の人の人権を何だと思っているかと

いうことをしっかり言うべきです。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） 基本的には国が雇用

契約しているわけですから、当然国においてその辺の

問題があればなされるべきだと思っております。そう

いう点では県からも機会あるごとにそういう問題につ

いては対応していく考えは持っております。したがっ

て、そういう事実がまずあるのかどうかが、我々も以

前は渉外労務管理事務所とか直接業務的にかかわって

いたころと、今はその業務がすべて国に移ってなかな

か現況がわからないという部分もありますので、その

辺を踏まえてどういうことができるのか考えていきた

いと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん それが国に移ったからといって、

これで人権無視がなくなるかというとなくならないわ

けですよ。だから県としてもしっかりやってほしいと

いうことなんですよ。それはいつまでに防衛局に申し

入れしますか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） いつまでとは、これ

は事実を確認した上で適切に対応するしかないと考え

ております。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん できるだけ早くなんですよ。この

６月議会が終わったらすぐできますか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） まずその辺の事実を

確認したいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 事実確認とおっしゃると、私が会

った方を連れてきましょうか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） それはまた後日相談

したいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 実際に基地内でこういうパワハ

ラ・いじめ、これが横行している。これを私たち県民

は認識すべきですよ。基地の中にあるからといって隠

れて見えない。それでいて沖縄の従業員が――前回も

ありましたでしょう６年前、妊婦を働かせて流産の危

機に陥ったじゃないですか。こういうことが平気で行

われている基地内、これは沖縄の土地で沖縄の人が働

いていてですよ、こういうのが許されるはずがないん

です。これは知事、先頭に立ってしっかりやってくだ

さいよ。人権・権利そういうのをしっかり守ってほし

いと思いますが。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今、狩俣議員からのお話に

ついて商工労働部のほうでいろいろ答弁させていただ

きました。今の件はなるべく早くやりますが、申し入

れ以前に少しその現状といいますか、中身を一回確認

させてくださいね。また先生からのいろんな資料その

他いただければ、そして文字どおりまた適切にと言っ

たら怒られますが、スピーディーにおっしゃるような

処理ができるかどうか、一回確認させていただきたい

と思います。その時間だけ下さい。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 次は、教育問題について行きます

けれども、男女混合名簿もそうですが、知事は30人以

下学級は４年前、公約でしたよね。４カ年間で６年生

まで30人学級、これはもう消えたんですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時45分休憩 

   午前11時47分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん それでは今、小学校が３年まで35
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人になったといいますが、これを６年生まで知事はち

ゃんと30人学級持っていくんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時47分休憩 

   午前11時48分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） まず30人学級につきまして

は、１年生、２年生までは既に入っておりますし、３

年生についてはことしからというのが教育庁もまた取

り組んでいただいています。 

 そして今の議員の御質問が６年生までやるのかどう

かということであれば、これは教育庁、それから専門

家、それからまた市町村も含めてよく相談をしてどう

するか、どんなタイミングでできるか、やっていくの

かについて検討をさせていただきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん わかりました。では、それはまた

後の問題ですね。 

 次は、男女混合名簿についてお尋ねします。 

 これはさっき一体どうして遅いのかと言ったら、身

体測定、各種調査等での男女別々だと言ったんですが、

それは他府県も同じなんですよ。でも100％やってい

るところもあるわけで、そういうことでは今のはちょ

っと理由にならないなと思っています。それから各学

校の校長の意見、総合的、主体的な判断といいますけ

れども、各学校の校長による校長会がありますでしょ

う。そこで指導するということはできますでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 先ほど答弁したとおり、や

っぱり学校の教育活動全体を通して我々は生命の尊重

とかあるいは男女平等等々についての人権教育を推進

しております。ですから男女混合名簿を導入するか否

かにつきましては、学校の中で学校長が先生方と意見

交換をしていく中で、主体的に総合的に判断する部分

があるかと思います。したがって、今のところその主

体性を尊重したいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 主体性もいいんですが、他の県で

はもう男女平等、その視点から取り組んでいるわけで

すから、これは教育長もっとしっかりと御指導くださ

い。 

 それからあと１つお尋ねします。 

 ４月７日の臨任教諭の事前研修ですが、これは表向

きは説明会ですよね。中身は教師としての心構え、本

県の教育施策、服務規程、これが説明会でできるんで

すか。これはなぜかと言ったら出張旅費がつかない、

節約のためにそうしているんだという、法令違反にも

なるんではないかという話もあるぐらい。せめて出張

扱いにすることについてはいかがなんですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） まさに御指摘のとおりでご

ざいます。私どもも実は予算化はしておりません。た

だし、ここ一、二年ばかり臨時的任用教諭の先生方の

不祥事もふえてまいりまして、どうしてもそういった

意味での研修が必要だったとそういったこともありま

したので、次年度からぜひ予算化をしていく中で研修

会の対応を考えております。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん ありがとうございます。当然予算

化すべきです。 

 それから、任意であるというふうな話をしていたん

ですが、実態はそうじゃなくなって上からの圧力があ

るんですね。臨任教諭は、次に自分は雇われないんで

はないかという不安があります。だからこの方はそれ

で怖くて組合にも相談ができなかったと来ているんで

すよ。そういうことを考えたときに、もっと開かれた

そういう運営の仕方を教育庁もやってください。研修

のあり方についてもやってください。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） やはり我々は、教員の先生

方を採用する際には総合的にそういった採用をしてお

りますので、今御指摘のことがないように気をつけな

がら対応していきたいと考えております。 

○狩俣 信子さん ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時53分休憩 

   午後１時22分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 玉城 満君。 

   〔玉城 満君登壇〕 

○玉城  満君 ハイサイ。 

 県民ネット、玉城満でございます。 

 隣の那覇市の庁舎に看板がありまして、「ハイサ

イ・ハイタイ運動」、皆さんごらんになりましたか。

僕は実にいいなと思って、昔からこういう進言をして

いるんですけれどもね。県庁も電話をとるときには、

「はい、沖縄県庁でございます」とは言わないで、「は

い、オスプレイに反対する沖縄県庁でございます」、

そういう感じで電話の応対をするとかなりキャンペー
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ンになるのではないかなと思っておりますが、せっか

くウチナーグチの話をしたので、ちょっとウチナーグ

チの話をしたいと思うんです。皆さん、「田場大工

（ターバーゼーク）」と聞いたことありますよね。大工

仕事をしているときに、くぎをちょっとウチハンシタ

ときとか、のこぎりでヤナジリグヮーしたときに、ヤ

ナ田場（タバー）と言うんです。聞いたことあります

ね。よくよく調べたら、この田場さんという人は昔の

宮大工の名工で、その逆説という意味で田場（ターバ

ー）と言っているんです。これはすごい話だなと。 

 ウチナーにはこんなウチナーグチがたくさんありま

して、知事にはちょっと耳が痛い話かもしれませんが、

「チジナトーン」という言葉があるんですよ。「チジナ

トーン」という言葉は、これは今の言葉に訳すれば悪

くなっているという意味なんです。ちょっと耳が痛い

話ですけれども、しかし、これもかつての廃藩置県後、

やはりこの沖縄県を統治した当時の知事がすごくいい

知事さんで、いい政治をしたときに「チジナトーン」

と言ったところから、いつの間に悪くなっているとい

う表現になってしまったんですね。 

 あと１つ「ナンクルナイサ」という言葉があるんで

す。この「ナンクルナイサ」というのは皆さんはどう

にかなるさというふうに理解していると思うんです 

が、実はこれはどうにかなるさではないという説のほ

うが強いんですね。どういう意味かといいますと、

「ドゥークルナイン」というのと「ナークルナイン」

と、「ナークルナイサ」という。あなたが頑張ればで

きるよというのが「ナンクルナイサ」の語源だという

ふうに先輩たちはおっしゃっているんですよ。という

ことは、この「ナンクルナイサ」を言いかえると、今

回、オスプレイ問題で知事が先頭に立つか立たないか

という話を皆さんここでされておりますが、まさにこ

のオスプレイ問題は、知事、「ナークルナイビーンド

ー」。本当にそうだと思うんですね。 

 ここで前半戦、最後の一句を紹介して質問に移りた

いと思います。 

 「普天間ヌクトゥン オスプレイヌクトゥン ワシ

タ仲井眞ヌ知事がタマシ」ということでございます。

普通はここで拍手があるんですけどね。（拍手） 

 質問に移らせていただきます。 

 １、知事の政治姿勢について。 

 (1)、識名トンネル問題は、知事の減給、担当部長の

更迭で解決したのか、知事の見解を伺う。 

 (2)、24年度一括振興交付金の満額執行が危惧されて

いるが、知事の見解と進捗状況を伺う。 

 (3)、沖縄観光コンベンションビューローの副会長３

人中２人が辞任したことについて、知事の見解と今後

の体制について伺う。 

 ２、文化観光スポーツ部関係について。 

 (1)、戦略的誘客活動推進事業について、予算と内容

について伺う。 

 (2)、芸術文化の離島での開催に対する支援について

伺う。 

 (3)は取り下げます。 

 (4)、県内ライブハウスに対する支援について伺う。 

 (5)は取り下げます。 

 (6)、文化産業支援班の支援範囲と実績について伺う。 

 ３、総務部関係について。 

 (1)、本県は世界に誇る文化を有している。今後、県

職に文化技官部門の採用制度を実施すべきと考えるが、

県の見解を伺う。 

 (2)、一括交付金の事業実施は各部局連携が求められ

ると思うが、県の取り組みを伺う。 

 ４、企画部関係について。 

 (1)、鉄軌道導入について。 

 ア、国・県・広域市町村との協議について伺う。 

 イ、鉄軌道導入に際し他の交通機関との協議につい

て伺う。 

 ウ、県に鉄軌道対策課を設置すべきと考えるが、県

の見解を伺う。 

 (2)、一離島一担当制度について伺う。 

 ５、商工労働部関係について。 

 (1)、三線の伝統工芸品化に向けた進捗を伺う。 

 (2)、県内外食産業の県外進出の実態と支援について

伺う。 

 (3)、駐留軍等労働者のＡＡＦＥＳパート導入につい

て県の見解と対応を伺う。 

 (4)、中城湾新港地区における電力料金について伺う。 

 ６、土木建築・環境関係について。 

 (1)、北部東海岸（金武・宜野座）の赤土の流出問題

について県の対応を伺う。 

 (2)、米軍発注事業のボンド支援について伺う。 

 (3)、各市町村における県発注工事の地元（各市町村）

受注率を高めるための施策について伺う。 

 (4)は取り下げます。 

 (5)、2011年11月にスタートした中城湾港における定

期航路就航の実証実験の進捗について伺う。 

 ７、福祉保健部関係について。 

 (1)、認可保育園の休日設定について伺う。 

 ８、選挙管理委員会関係について。 

 (1)、県議会選挙における選挙公報の総括について伺

う。 
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 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 玉城満議員の御質問に答弁

をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、観光コンベン

ションビューローの副会長辞任についての御質問にお

答えいたします。 

 観光コンベンションビューローがこのような状況に

あることにつきましては遺憾であると思っておりま 

す。なお、ビューローでは、会長が謝罪をし、謝罪文

をインターネットに載せております。そして、５月29

日の理事会において新たに専務理事を配置するなど、

ビューロー体制の安定と効率化に取り組んでいる由伺

っているところであります。いましばらくこの会長、

そしてビューローの理事会については見守ってまいり

たいと考えております。 

 次に、土木建築・環境関連についての中で、中城湾

港の実証実験の進捗についての御質問にお答えをいた

します。 

 まず第１に、鹿児島航路として昨年11月からこの実

証実験を開始いたしております。そして、ことし３月

までに約4425トンの貨物を取り扱っているそうです。

そして、１カ月当たり4.3倍の増加となっております。

今年度も引き続き実証実験をいたしております。貨物

量増加のための取り組みをしっかりと強化してまいり

たいと考えております。そして、あわせて企業からの

要望の高い大都市圏への航路拡充についてもこの方法

で図ってまいりたいと考えているところでございま 

す。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 知事の政治姿勢について

の御質問の中で、識名トンネル問題は知事の減給、担

当部長の更迭で解決したのかという趣旨の御質問にお

答えいたします。 

 県としましては、去る６月21日の行政監理本部にお

いて、県民の信頼を損ねていることについて謝罪し、

問題が発生した原因と再発防止策を明らかにしたとこ

ろであります。その上で知事の給料月額の100分の50

に相当する額を３カ月間減額するとともに、関係職員

の処分、さらに土木建築部長を異動することとし、こ

の問題の総括を行ったものであります。 

 今後は、このような問題を二度と発生させないよう

再発防止策に万全を期し、県民の皆様の期待にこたえ

られるような県政運営を行ってまいりたいと考えてお

ります。 

 同じく知事の政治姿勢の御質問の中で、一括交付金

の執行に係る進捗状況についてお答えいたします。 

 沖縄振興特別推進交付金（ソフト交付金）を活用し

た事業については、市町村分を除く500億円のうち、

当初予算と５月補正予算を合わせて延べ202事業、458

億円を計上しております。このうち、第１次分として

244億円が５月25日に交付決定され、第２次分として

138億円が近日中に交付決定されると国から聞いてい

るところであり、合わせて延べ180事業、382億円が交

付決定される見込みであります。 

 県としては、今回までに交付決定がなされていない

事業については、早期執行が可能となるよう国との調

整を継続してまいります。また、未計上分の42億円に

ついては、９月以降の補正予算において駐留軍用地先

行取得基金や年度途中の新たなニーズに対応するため

の財源として活用する予定であります。予算の執行に

当たっては、全庁的な執行管理の場を設けるなど執行

状況の把握、課題等の調整、情報共有等を適切に行い

全額執行に向けて全力を挙げて取り組んでまいりま 

す。 

 次に、総務部関係の御質問の中で、一括交付金の事

業実施に係る県の取り組みについてお答えいたしま 

す。 

 沖縄振興交付金いわゆる一括交付金の活用に当たっ

ては、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」に基づき、「強

くしなやかな自立型経済の構築」及び「沖縄らしい優

しい社会の構築」を基軸的な考えとし、５つの目指す

べき将来像の実現に向けた諸施策の展開を基本に、離

島の振興、失業率の改善などの課題解決や地理性、自

然環境、歴史的事情など、本県の特殊事情を踏まえた

取り組みに配分したところであります。各部局におい

ては、沖縄の特殊性に基因する課題解決に向けて、関

係者や関係機関、関係部局とも連携や調整を行い、効

果的な事業の立案に努めてきたところであります。 

 県としては、事業の実施に当たっても関係部局が相

互に連携し、より効果的な結果が得られるように取り

組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 市町村の一括交付金事

業の状況についてお答えいたします。 

 県は、５月末までに全体の約８割に当たる約240億
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円の事業内容を取りまとめ、その情報を内閣府に提供

し調整を行っているところであります。事業数は約

1300事業で、その数が膨大で事業内容も多岐にわたっ

ていることや、初年度ということもあって慎重に内容

を確認していることから時間を要しておりますが、６

月末時点で要望額の約６割に当たる約140億円、事業

数にして約650事業の内諾を得て市町村に伝達したと

ころであります。その他の事業につきましても、年度

内の事業執行に支障がないよう、早期の事業着手に向

け調整を進めてまいります。 

 企画部関係の御質問の中の、国・県・広域市町村、

他の公共機関との協議及び鉄軌道対策課の設置につい

て、アからウは関連しますので、恐縮ですが一括して

お答えさせていただきます。 

 鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入に当た

っては、都市構造の再編誘導や駅を中心としたまちづ

くりなど、持続可能な都市形成の観点から各市町村に

おけるまちづくり計画との整合を図る必要があると考

えております。また、利便性の高い公共交通ネットワ

ークの構築を図る観点から、他の交通機関との連携や

交通網の再編など複合的に検討を進めていく必要があ

ると考えております。 

 県としては、国と連携して調査を進めるとともに、

市町村や他の交通機関と適宜協議しながら導入に向け

て取り組んでまいりたいと考えております。 

 なお、鉄軌道対策課の設置につきましては、県及び

国が行う可能性調査の結果を踏まえ、今後、検討して

まいりたいと考えております。 

 一離島一担当制度についてお答えいたします。 

 沖縄県の離島地域は、多様で豊かな自然環境や独自

の伝統文化などの魅力を有している一方で、遠隔性、

散在性、狭小性などの条件不利性からさまざまな課題

を抱えております。このようなことから、県において

は、離島振興を県政の最重要課題として位置づけ、全

庁体制で課題の解決に取り組んでいるところでありま

す。離島振興を効果的に推進するためには、離島市町

村との緊密な連携を図り、離島が抱えている課題を的

確に把握することが重要であると考えております。 

 議員御提案の一離島一担当制度については、人員配

置面での制約等もありますが、可能な限り職員が各離

島に出向き、離島の実情をつぶさに見て、市町村との

意見交換・調整を行ってまいりました。今般、離島住

民の交通コストや生活コストの低減策や、離島児童・

生徒支援センターの設置など、新たな離島振興策を取

りまとめたところであります。また、今年度は新たな

離島振興計画を策定することとしており、去る６月28

日に離島関係市町村企画担当課長会議を開催し意見交

換を行ったところであり、今後も積極的に離島市町村

との意見交換を重ねながら計画を策定することとして

おります。 

 県としましては、引き続き関係部局間の連携を強化

するとともに、離島市町村との緊密な連携を図りつつ

離島の振興を推進してまいります。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 文化観光ス

ポーツ部関係についての御質問の中の、戦略的誘客活

動推進事業の予算と内容についてとの質問にお答えい

たします。 

 戦略的誘客活動推進事業は、観光客の誘客拡大を主

な目的に一括交付金を活用した新規事業として実施す

るものであり、沖縄観光国際化ビッグバン事業を初め

とする10の事業で構成し、約55億円を計上しておりま

す。具体的には、外国人観光客拡大のため重点市場の

みならず新規市場も含めた航空路線の誘致や旅行商品

の造成促進、認知度向上のためのプロモーションの展

開などを行っております。また、ＭＩＣＥ誘致の拡大、

クルーズ船誘致の促進、季節の特性を生かした国内誘

客及び離島観光の推進などを目的とするプロモーショ

ンを実施しております。 

 県としましては、これら事業を通じて観光客数や観

光消費額等の拡大を図るほか、将来の需要拡大につな

げていきたいと考えております。 

 同じく文化観光スポーツ部関係の中の、芸術文化の

離島での支援についてとの質問にお答えいたします。 

 県では、離島・過疎地域を対象に舞台芸術を鑑賞す

る機会をつくることなどを目的に、舞台芸術による地

域文化振興事業を実施しており、平成23年度は久米島

において演劇公演を開催し、平成24年度も離島開催の

募集を行っているところであります。また、今年度は

沖縄県芸術文化祭の舞台部門を渡名喜村で、県立博物

館・美術館の移動展を粟国島で、そして県立芸術大学

の移動大学を多良間島で開催する予定となっており、

さらに、今年度からの新規事業である文化芸術地域振

興支援事業において、離島でのオーケストラ公演の実

施について調整を行っているところです。加えて、７

月には復帰40周年記念事業として開催されるＮＨＫ交

響楽団沖縄公演をきっかけに、関連イベントとして、

石垣市においてＮ響メンバーによる金管五重奏「美ら

星コンサート」の開催が決定されるなど、県の事業と

連携する動きも出てきております。 
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 県としましては、今後とも芸術文化に関する施策を

展開し、離島地域における文化振興に努めてまいりた

いと考えております。 

 次に、同じく文化観光スポーツ部関係についての中

の、県内ライブハウスに対する支援についてとの質問

にお答えいたします。 

 沖縄の独特で多様な音楽文化は、県民だけでなく多

くの観光客を引きつける沖縄の魅力の一つであり、本

県の文化振興と観光振興に大きく寄与しているものと

認識しております。また、県内のライブハウスは復帰

前から沖縄の音楽産業を下支えしており、沖縄の音楽

産業において大変重要な存在であると考えておりま 

す。このため、県では、これまでも沖縄国際アジア音

楽祭を開催するなど音楽産業振興を図っており、同音

楽祭においては、県内ライブハウスを活用した周遊イ

ベント、いわゆるライブハウスサーキットなどを実施

してまいりました。その一方で、これらライブハウス

を取り巻く経済的状況が近年著しく悪化しているとの

申し入れがあったところであり、県としてもこれら課

題解決に向けて関係団体との連携を図ってまいりたい

と考えております。 

 いずれにしましても、県としては、今後とも音楽を

初め多様な沖縄の文化を国内外に積極的に発信すると

ともに文化産業の振興に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、文化産業支援班の支援範囲と実績についてと

の質問にお答えいたします。 

 文化振興課内にある文化産業支援班の業務は、文化

資源を活用した地域活性化、文化産業の創出支援など

であります。その主な事業としては、沖縄の文化を活

用したコンテンツ制作プロジェクトに対して投資など

を行う沖縄文化等コンテンツ産業創出支援事業、沖縄

の特色ある文化・芸能などを観光資源として活用を図

る文化観光戦略推進事業、エイサーを世界に発信する

ことで観光、文化育成等につなげる世界エイサー大会

などを行っております。また、今年度は同課において、

沖縄振興特別推進交付金を活用し、文化事業への助成

に加え事業の成果指標を検証するＰＤＣＡサイクルな

どを取り入れたいわゆる「沖縄版アーツカウンシル」

の確立を目指す沖縄文化活性化・創造発信支援事業を

行う予定であります。 

 なお、平成23年度の主な実績としては、沖縄文化等

コンテンツ産業創出支援事業では映画「カラカラ」を

初め３つの事業に総額約9000万の投資、世界エイサー

大会では海外３団体、県外６団体を含め合計47団体の

出演約６万4000人の来場などとなっております。 

 県としましては、文化は観光や農林水産業、環境、

教育など他の分野とのマッチングを図ることで産業化

が進められると考えていることから、今後ともさまざ

まな意見を聞きながら文化産業の創出支援に努めてま

いりたいと考えております。 

 次に、総務部関係についての御質問の中の、県にお

ける文化技官部門の採用制度についてとの質問にお答

えいたします。 

 文化芸術に精通した人材が県の文化施策にかかわる

ことは事業効果を高める上で重要であると認識してお

り、文化専門人材のあり方についても現在部内におい

て活発に議論をしております。そのため、今年度はモ

デルケースの試作的な取り組みとして、県関係の文化

団体に文化・芸術の専門職員を配置し、公募によって

集まった文化事業に対する助成とＰＤＣＡサイクルを

導入する「沖縄版アーツカウンシル」の立ち上げを計

画しております。このことにより、文化事業などの成

果指標の明確化を図るとともに、文化団体に配置され

た専門職員を有効に活用することによって、県の文化

施策を推進してまいりたいと考えております。 

 県としましては、このような取り組みを進める一方、

文化行政担当者の研修システムの構築や計画的な文化

人事の人事ローテーションとあわせて、文化に特化し

た職員の採用制度のあり方も含めながら、文化行政の

効果的な仕組みづくりを今後とも引き続き検討してま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 商工労働部関係につ

いての御質問の中の、三線の県伝統工芸製品の指定に

ついてお答えします。 

 県では、三線の県伝統工芸製品指定に向け、沖縄県

三線製作事業協同組合と技法や工程、沿革など申し出

に必要となる詳細な事項について調整を進めていると

ころであります。県としては、同組合からの申し出を

受けた後、沖縄県工芸産業振興審議会に諮問し、年内

をめどに指定に向けた手続を進めてまいりたいと考え

ております。 

 続きまして、県内外食産業の県外進出の実態と支援

についてお答えいたします。 

 県内外食産業の県外進出の実態については、県とし

て十分に把握しているわけではありませんが、首都圏

等に出店している企業があることは承知しておりま 

す。そうした企業の中には、産業振興公社において事

業計画の策定等の支援を行った事例がございます。企
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業の県外進出は観光客誘致や県産品の販路拡大につな

がることから、今後とも相談内容に応じ、関係機関と

連携しながら必要な支援を行ってまいります。 

 同じく商工労働部関係の御質問の中で、ＡＡＦＥＳ

へのパート制導入についてお答えいたします。 

 駐留軍等労働者のＡＡＦＥＳへの定年退職者のパー

ト制導入について沖縄防衛局に確認したところ、去る

７月１日から実施されていると聞いております。基地

従業員の勤務条件につきましては、雇用主である国に

おいて適切な対応がなされるものと考えております。 

 県としましては、今後の動向を注視してまいりたい

と考えております。 

 続きまして、中城湾港新港地区における電力料金に

ついてお答えいたします。 

 沖縄電力によれば、電力料金は電気事業法に基づき

各電力会社が定め経済産業大臣の認可を受けており、

中城湾港新港地区など一部地域の電力料金のみを安価

にすることは制度上困難であるとのことです。このた

め、沖縄県では今年度一括交付金を活用し、中城湾港

新港地区において再生可能エネルギーの効果的な活用

方策や最適な電力消費に関する調査を実施し、電力料

金の低減化に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 下地 寛君登壇〕 

○環境生活部長（下地 寛君） 土木建築・環境関係

についての御質問の中で、北部東海岸の赤土流出状況

及び対策についてお答えいたします。 

 赤土等の流出対策については、平成21年度から平成

23年度にかけて全県的な赤土等の堆積状況の調査を

110海域において実施しております。調査の結果、沖

縄本島北部東海岸においては、宜野座から金武町屋嘉

にかけての地先海域で、赤土等の堆積指標である底質

中懸濁物質含量がランク５bから６となっており、明

らかに人為的な赤土等の流出の影響があると推定され

ます。 

 現在、県では今年度中を目途として「沖縄県赤土等

流出防止対策基本計画」の策定を進めており、同計画

において重点地域を定め、陸域からの具体的な赤土等

の流出削減目標量を設定することとしております。今

後は、同計画を踏まえ、農林水産部等関係機関との連

携のもと、北部地域においても農地や開発事業からの

赤土等流出防止対策を総合的・効果的に実施し、赤土

等流出量のさらなる削減を図っていきたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 土木建築・環境関係

についての御質問の中で、米軍発注工事のボンド支援

についてお答えいたします。 

 県では、これまで在沖米軍に対し、ボンド率の縮減

や分離・分割発注等について要請を行うとともに、日

米両政府の関係機関に対しても要請の実現に向けた支

援を求めてきたところであります。今年度は、沖縄振

興特別推進交付金を活用して「米軍発注工事参入支援

可能性調査」を実施することとしており、その調査の

中で実現可能性のある新たな方策や実施方法等を検討

していく考えであります。 

 同じく土木建築・環境関係で、県発注工事の地元受

注率を高めるための施策についてお答えいたします。 

 県発注工事の指名競争入札においては、工事の規模、

工種等によって可能な限り地元企業に配慮し指名して

おります。また、一般競争入札においては地域要件を

設定するとともに、総合評価方式においても地域内拠

点の有無で評価項目を定め地元企業に配慮しておりま

す。 

 今後とも、工事の分離・分割を行い適切な地域要件

を設定するなど、地元企業の受注機会の確保に向け積

極的に取り組んでいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉保健部関係につ

いての御質問の中で、認可保育園の休園日の設定につ

いてお答えいたします。 

 公立の保育園は、各市町村条例に基づき休園日を設

定しており、私立の認可保育園については、各保育園

の運営規程により休園日を設定しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 選挙管理委員会委員長。 

   〔選挙管理委員会委員長 阿波連本伸君登壇〕 

○選挙管理委員会委員長（阿波連本伸君） 質問要旨

８の(1)、選挙公報の総括についてお答えいたします。 

 公職選挙法では、お金のかからない選挙を実現し、

かつ候補者の選挙運動の機会均等を図る手段として選

挙の公営制度を採用しております。その一つの手段と

して、選挙公報の発行が認められているわけでありま

す。 

 県議会議員選挙での選挙公報については、選挙公営

の趣旨である候補者の選挙運動の機会均等の確保とい

う点から、去る２月県議会において条例が制定され、
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今回の県議会議員選挙から発行されたものでありま 

す。今回の県議会議員選挙においては、14選挙区63人

の候補者全員が漏れなく選挙公報発行の申請手続を行

い、各候補者の氏名、経歴、政見等を掲載した公報が

作成されて、各世帯へひとしく配布されております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 まず、観光コンベンションビューロ

ーの件なんですが、知事、副会長お二人が連続で辞任

されましたけれども、なぜやめたのか認識されており

ますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時３分休憩 

   午後２時３分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） フェイスブックに載ってい

た会長の言葉といいますか表現を契機に意見の相違が

あっておやめになったのではないかと思いますが。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 これは意見の相違というよりも、や

はり気品の問題ではないかなと思うんですね。その前

に、フェイスブックで公開されるということは、公式

の会見だという認識はございますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） これは正確に、厳密には私

もわかりませんが、インターネットの中でフェイスブ

ックのあれはあれの会員制のもとでの一つのシステム

だと思っております。ですから、これが御本人がプラ

イベートに入っているか、御自分の属している会社で

入っていたかはわかりませんが、御質問の公式か非公

式かと言われると、ちょっとこれはよくわかりません

けれどもね。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 これは明らかに公式なんですよ。公

式の会見ですね。なぜかといいますと、財団法人沖縄

観光コンベンションビューロー会長としてこのコメン

トをしっかり発表しているんですね。そのコメントの

中に、ちょっとだけ紹介しますけれども、「寄生虫達

が徒党を組んで」とか、会長としての表現としていか

がなものかと。それと、僕らもこれは見逃すことはで

きないんですが、「彼等に利用された議員さんが」と、

これは多分予算特別委員会で質問した議員に対しての

表現だと思いますがね。それをやっぱり公式であると

いうことはどういうことかといいますと、全世界の人

が沖縄コンベンションビューローの会長のフェイスブ

ックのコメントを聞いているんですよ。これは明らか

に公式なんです。個人的な名前で出て、個人的におれ

はこうだぜ、おれはああだぜとか言っているものとは

違うんですね。その中にそういうふうな気品を疑われ

るような表現があったということに関して、知事どう

思われますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと私自身この内容に

ついて意見を言ったりする資格があるかどうか余りわ

かりませんが、確かに表現にはかなり問題あるなとい

う感は持っていますよ。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 先ほど辞任の理由について私質問さ

せていただきましたが、辞任された方たちを議会のほ

うに招待して私たちは勉強会をさせていただきまし 

た。これはどういう理由で辞任されたんですかと言っ

たら、やはり気品を疑うと、それが理由だと。リーダ

ーとしてそういう表現を対外的にやられると、やはり

沖縄の観光というのはリーディング産業ですよね。そ

ういうところでどうかなというところがあると思うん

ですよ。このフェイスブックの内容の中で、「俺の任

命権者のナカイマ知事に報告したら。。「安里さん、こ

れだけ目立ってるんだから（笑）有名税は沢山払わな

きゃ。」」、「迷わずに、更に公平公正な制度を構築して、

もっともっと暴れて下さい。」という知事のコメント

までその中に載っているんですね。知事はそういうこ

とをおっしゃったんですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 全く言った記憶はありませ

ん。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 これが全世界に公式のコメントとし

て出ていることに僕は問題があると言っているわけで

すよ。これはやはり気品の問題、それとおととい、私

たち会派の代表質問で玉城義和議員が、このコンベン

ションビューローの副会長辞任の件を知事に質問した

ところ、知事は、内部でもう少し検討させていただき

たいという話がございました。内部というのは恐らく

そのコンベンションビューロー内でその問題をもう少

し吟味させるべきだというふうな意味に私は受け取り

ましたけれども、これは今回の予算でも数十億という

かなりの金がコンベンションビューローを通して沖縄

県の観光のための予算がそこで動くわけですよ。そん

なときに、今ごたごたしているそういうところに本当

に、はい、これを執行してくださいということができ

るかといったら、僕らは議会として本当にできますか
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と質問せざるを得ないんですね、今までの経緯からし

て。その辺に関してどう思われますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） いろんな切り口と見方があ

ると思います。ですから玉城議員は議員としてのお考

えだと思いますが、ただ、確かに表現の余りのひどさ

というのは私もよくわかります。ただ、こういう会

長・副会長御両人の激しいやりとりというものを我々

はどういうふうにしておさめるかおさめないかのやり

方は逆にまたいろいろあると思うんですよね。ですか

ら本来、こういうものは大の大人が外へ出すべきもの

かどうかというのは、インターネットとかフェイスブ

ックで出たという点はあるんですが、謝罪文もあれで

出しております。ですからここはやっぱりもう一度見

守る必要があるのではないかというのが私の考えであ

ります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 見守るということは、このままの体

制でいくということで理解してよろしいですかね。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） どのぐらいの期間見守るか

は別にしまして、基本的には理事会が会長・副会長を

お決めになることですから、この理事会も沖縄を代表

する産業界のそうそうたるメンバーが大分入っており

ます。この人たちがまずどういうふうにこの件を整理、

処理していくのかも見守る必要があると私は思います

が。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 ぜひこの問題に関してはコンベンシ

ョンビューローだけに任せるということじゃなく、や

はり知事・副知事、そして担当部長一緒になってその

辺のところは整理していただかないと、やはり僕らが

外から見ていてごたごたしているなというのが実感で

ございますので、ひとつよろしくお願いいたします。 

 さて、次の質問ですが、鉄軌道導入に関してでござ

いますけれども、国・県・広域市町村との協議につい

て伺うと。なぜ僕が質問したかといいますと、今、多

分国と県と協議しているかと思うんですね。要するに

市町村がどういう鉄軌道の参画の仕方をしたいかとい

うような話をちゃんと県は吸い取っているんでしょう

かね。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 今、議員御質問の市町

村の話もちゃんと聞いているかということですけれど

も、実は市町村も大分関心がおありで、いろいろ相談

したい、意見を伺いたいということで、具体的な市町

村名を言いますと与那原と沖縄市から個別に相談を持

ちかけられまして、県は意見交換を行っているところ

でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 それから、今主流になっているとこ

ろの南北縦貫の鉄軌道導入というところがスタートす

ると、例えば沖縄ルートと言われている中の部分です

ね。今度、各市町村が主体となってやる主にＬＲＴだ

と思うんですが、その南北縦貫がスタートしたら、こ

のＬＲＴは後回しになるんじゃないかという懸念も持

っているんですね。というのは、彼らというか、今紹

介していただいた与那原もそうですが、沖縄市もそう

なんですが、大分前からそういうふうな導入はどうか

というふうな話し合いをしているわけですよ。そんな

ときに南北縦貫が決定すると、この話は次になります

よなんていう感覚で、そういうふうに理解している人

たちがいるんですね。要は、この沖縄市が導入したい、

与那原町が導入したいと言ったら、国と県はすぐ窓口

に立ってちゃんとこの事業をつなぐという流れはしっ

かりできますね。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えします。 

 国でも県でもまさしくどういったルートがいいの 

か、採算性、事業効果とかいろいろ検証しているとこ

ろです。今、23年度の国のルートの想定でも、例えば

那覇市から南城市に至るルートとか那覇市から八重瀬

町に至るルートなどいろいろ検討はされております。

そういったルートの検証なども踏まえて最終的に支線

のほうについても結論が出てくるだろうというふうに

見込んでおります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 私が言っているのは、沖縄市がこの

ルートをやりたいと言ったらすぐできる状況にあるで

しょうという質問をしているんですよ。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 先ほど来繰り返しにな

って恐縮なんですけれども、やはりルートの設定に当

たりましては事業採算性とかいろんなものをクリアし

ないといけない部分があると思います。その点は、た

だやはり各市町村からの要望はやっぱり重要な要素だ

と思っておりますので、そういったものも組み入れな

がら最終的なルートの結論が出されていくだろうとい

うふうに考えているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 さて、これから鉄軌道のいろんな調

査費を含め実際この沖縄県にいろんなルートができて
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くる中で、やはり地元の業者の皆さんであるとか企業

の皆さん一番心配しているところは、やはりパシコン

と言われている向こうの大手の皆さんが乗り込んでき

て、そのほとんどの７割、８割を全部持っていくとい

うような流れができやしないかという懸念もあるわけ

ですよ。そこで、僕は議会の中でもしっかり地元の人

たちに鉄軌道に関する業種に関して研修を行うである

とか、ちゃんとしっかり鉄軌道の知識を教育させるよ

うなそういう機関をしっかり県が責任を持ってつくる

べきだと。できるだけ県が請け負えるような努力を県

のほうでその仕組みづくりをしていくべきではないか

というふうに僕は提案してきたんですが、その件に関

してはいかがなものでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 県内企業の優先発注と

いうのは県の基本スタンスでございますので、まさし

くそういった姿勢で臨んでいく必要があるというふう

に考えております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 ぜひこの辺のところはしっかり演出

していただきたいなと思っております。 

 次は土木建築・環境関係でございますが、赤土の流

出問題ですが、これは２週間ぐらいほとんど水深10セ

ンチもないぐらい真っ赤っかという状況が続いてい 

て、宜野座あたりの海などはもうウニがよくとれると

ころで、今回不漁だったんですね、ことしは。だから、

そういう意味で結構向こうの漁獲にもかなり影響を及

ぼしていると。前々から僕はこのぐらいの資料を見せ

られて、事情があってまた資料を持って帰ったんです

けれども、写真で見てもかなり赤土の流れ方が尋常じ

ゃない感じがするんですね。先ほど６とおっしゃいま

したけれども、これは早急にしないと、あの金武、宜

野座あたりで漁業を営んでいる皆さんにとっても大打

撃だと思いますし、一番大事にしないといけないサン

ゴにとってもかなり厳しい状況になっていくんじゃな

いかと思うんですが、これはもう早速動いたほうがい

いんじゃないですか。どうですか。 

○議長（喜納昌春君）環境生活部長。 

○環境生活部長（下地 寛君） おっしゃるように宜

野座の潟原とか大変厳しい状況のところもあります。

ちょうど沖縄県全体、先ほども申し上げましたように

110海域でかなり詳しい調査をしておりまして、そう

いったものをもとにどの海域をどういうふうに守ろう

かというのも含めまして、今、計画をつくろうとして

います。そういったものの先鞭的な事業として、今年

度、閉鎖性海域ということで石垣島で堆積した赤土を

除去するという試験的な試みもしようというふうにし

ておりますので、そういった試みを通してやっぱり赤

土を除去する場合には今できている生態系をどう守る

かということを考えなくちゃいけないところがありま

すので、そういったのも踏まえながらそういう厳しい

場所については早目早目に対策を検討していきたいと

は考えております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 ぜひお願いいたします。 

 選挙公報に関してなんですけれども、委員長、我が

沖縄市、地域によっては選挙投票日当日にこの公報が

舞い込んできたという。１日前に配布されたというそ

ういう情報がいろんな地域から出てきたんですよ。こ

れはどうしてそういうふうな事態になったのか、把握

していらっしゃいますかね。 

○議長（喜納昌春君） 選挙管理委員会委員長。 

○選挙管理委員会委員長（阿波連本伸君） お答えし

ます。 

 今回、県議選における公報の発行は初回であります。

ということで配布についてもいろいろと各市町村の選

挙管理委員会は苦労されました。例えば、配布業務に

関する委託先をシルバー人材センターとか、それから

新聞配送センター、それから個人へ委託したり、その

他いろいろ青年連合会にお願いしたり、いろんな配布

についての配慮をさせていただいたんですが、今御指

摘があったように、全世帯にひとしく配布すべきのが、

我が家には届いてないよという苦情が県のほうにも 

一、二件あったようです。それから、その場所につい

ては、早速市町村の選挙管理委員会に間違いなく配布

するようにという指導をしておりますが、選挙当日ま

でには、前日までには全部配布を済ませたと、こうい

うふうに報告が県選管には届いております。 

 今御指摘のありますように、それでもなお選挙当日

になっても届いてないというところがあれば、これは

十分検証して今後の配布業務について反省すべき点だ

と思っております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 今、委託先だけでもこれだけたくさ

んあるわけでしょう。地域によってこれだけ違うと、

地域によって配布の仕方が違う。例えば新聞だとチラ

シと一緒にやられてしまって、もともとチラシを読ま

れない方がいるんですよ。そういう人たちはウヌママ

にして、「ワッター 選挙公報チェーネーンタッサー」

と言う人がいるわけですね。だからそういう意味では

これは徹底してちゃんとひとしく、期間もしっかり差

がないような形でやらないと、僕は今後これを参考に
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していただいて、ちゃんとひとしく公報されるような

そういう仕組みづくりをぜひやっていただきたいと思

います。よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 選挙管理委員会委員長。 

○選挙管理委員会委員長（阿波連本伸君） 貴重な御

指摘ありがとうございます。 

 南風原町だったですか、廃品回収関係の業者に頼ん

だりして、そういうところは、いわゆる配送センター

だと県内にはタイムスと新報があるものですから分か

れたりするけれども、そういう独自の業者だと全世帯

にきちっと配ったというような報告も来ております。

ということで、御指摘があるように配布方法について

は各市町村の選挙管理委員会ともっと詰めていきたい

と。全く配布漏れがないように今後は実施したいと、

こう考えております。 

 それから参考までに、いい機会を与えていただいた

のでお答えしますが、投票率と今回の選挙公報との関

係はどうなっているかといういろんな、あなた以外に

別の議員からも出たりするものだから、これはここで

条例を決めてもらう手続の問題だったんですよね。そ

ういう意味で、私は今回、選挙公報がなければ、下手

すると50％を切ったのではないかと、こういうおそれ

もあるわけですよ。だから、いい面もあるけれども、

こうしなければマイナスになっていたんじゃないかと

いう側面もぜひ御配慮いただいて、長い目で見ていた

だければありがたいと思います。 

 どうもありがとう。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 ありがとうまで言われて、あと残り

22秒しかなくなってしまったんだけれども、あと１つ

質問しようと思ったんですが、保育園の認可保育園、

６・23のときに那覇を中心に16カ所、慰霊の日にオー

プンしているという話がございました。これはどうい

ういきさつでそうなっているのか、最後にお聞かせく

ださい。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） どういういきさつで

そうなっているかということについて把握はしていま

せんけれども、子供を持つ親からのそういった保育ニ

ーズ、あるいはその地域の実情、そういったものを考

慮して各市町村においてそういったものに対応してい

るというふうに考えています。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時25分休憩 

   午後２時26分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 赤嶺 昇君。 

   〔赤嶺 昇君登壇〕 

○赤嶺  昇君 皆さん、こんにちは。一般質問を行

います。 

 １、知事の政治姿勢について。 

 (1)、県議会の役割について知事の基本的な考え方を

伺う。 

 (2)、世界若者ウチナーンチュ大会に対する知事の支

援策を伺う。 

 (3)、沖縄子ども・若者総合計画を策定することにつ

いて知事の見解を伺う。 

 ２番、福祉行政について。 

 (1)、知事公約の保育所待機児童ゼロはいつ実現する

かを伺う。 

 (2)、認可外保育施設の課題と支援策を伺う。 

 (3)、乳幼児医療費の現物支給について伺う。 

 ３番、教育行政について。 

 (1)、地産地消による給食の無料化について伺う。 

 (2)、学校を地域防災の拠点に整備すべきだと思うが

見解を伺う。  

 ４番、土木建築行政について。 

 (1)、沖縄県建設産業ビジョンの進捗状況を伺う。 

 (2)、経営難を理由に同業界において新卒の雇用が厳

しい状況であります。最低制限価格を95％に引き上げ

て人材育成を図るべきではないかを伺う。 

 ５番、環境行政について。 

 (1)、公共関与による産業廃棄物最終処分場の進捗状

況を伺う。 

 ６番、農林水産行政について。 

 (1)、植物工場について県の取り組みを伺う。 

 ７、我が会派の代表質問との関連について。 

 (1)、一括交付金について。 

 ア、県及び市町村の全事業の内示・交付が決定され

るのはいつなのかを伺う。 

 イ、平成25年度の一括交付金の要求に向けたスケジ

ュールを伺う。 

 (2)、基地問題について。 

 ア、辺野古移設問題について知事は阻止する自信が

あるかを伺う。 

 イ、オスプレイの県内配備について。 

 (ｱ)、知事はオスプレイの配備を阻止する自信があ

るかを伺う。 

 (ｲ)、知事は配備反対のための県民大会を開催する

意義があると思うのかを伺う。 

 (3)、観光振興について。 

 ア、知事公約の観光客1000万人目標のスケジュール
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を伺う。 

 イ、個人消費額が６万円台に落ちているが、今後は

幾らを目標とするかを伺う。 

 ウ、ＯＣＶＢの副会長２人が辞任した問題について、

会長の資質問題、先ほども質問がありましたが、改め

て知事の見解を伺う。 

 (4)、鉄道導入について、知事は鉄軌道をどこからど

こまでを想定しているかを伺う。 

 (5)、識名トンネル補助金問題について。 

 ア、識名トンネル補助金問題で総合事務局は補助金

適正化法違反などで告発しているが、そのことによっ

て次年度の一括交付金への影響がないかを伺う。 

 イ、捜査の結果によって――今那覇署が捜査をして

いるということですが――は、新たな処分があり得る

のかも伺う。 

 (6)、土木建築行政について。 

 ア、米軍基地内発注工事の今後の見通しを伺う。 

 イ、県発注公共工事の適正価格についてチェック体

制について伺う。 

 最後、県立病院について、県立病院の経営形態につ

いて今後のスケジュールを伺う。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 赤嶺昇議員の御質問に答弁

をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、県議会の役割

についての御質問にお答えいたします。 

 県議会は、二元代表制のもとで県民を代表する議決

機関であります。執行機関であります知事と議決機関

である県議会は、相互に独立かつ相互に均衡を保ちつ

つ、それぞれが県民の負託にこたえて、県民福祉の向

上及び県勢の発展のために、法に定められた一定の権

限を行使するものと考えております。 

 次に、我が会派との関連質問についての中で、辺野

古移設の阻止についての御質問にお答えをいたしま 

す。 

 私は、普天間飛行場の早期の返還・県外移設を公約

に掲げ、取り組んでまいりました。今後とも日米両政

府に同飛行場の県外移設を強く求めてまいります。 

 次に、同じく我が会派との関連質問についての中で、

オスプレイの配備についての御質問にお答えをいたし

ます。 

 オスプレイの配備に反対する考えは、佐喜真宜野湾

市長とともに、去る６月19日に防衛大臣、そして外務

大臣、民主党幹事長に申し上げてきたところでござい

ます。今後も全力を挙げて政府に配備見直しを求めて

まいる決意でございます。 

 その他の御質問は、副知事、部局長等から答弁させ

ていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 知事の政治

姿勢についての中の、世界若者ウチナーンチュ大会に

対する支援策についてとの質問にお答えいたします。 

 世界若者ウチナーンチュ大会は、ウチナーネットワ

ークの次世代継承を目的に、沖縄や世界各国の県系人

若者による企画、実施運営のもと、７月にブラジルで

第１回大会が開催されます。同大会は若者たちが自主

的に企画運営し実施することを目指しており、その主

体性にこそ大きな意義があると考えております。その

ため、県としては、後援という形で県人会への周知に

ついて協力するなど、彼らの自主的な取り組みを支援

する形でこれまでかかわってまいりました。先日、同

大会が資金面で困難な状況にあるという報道がなされ

ましたが、若者事務局に問い合わせたところ、資金に

ついては当初目指していたとおり、まずは行政の援助

を受けずに自分たちで県民や企業に呼びかけ集めたい

との意向を確認いたしました。県としては、彼らの考

えを尊重し、これまでどおり双方連携してウチナーネ

ットワークの発展に取り組むことで、若者事務局と考

えを共有しているところです。 

 なお、今後は大会終了後に改めて成果や課題を踏ま

えた意見交換を行い、県がどのように連携するのが望

ましいのか、その支援の形も含めて前向きに検討した

いと思います。 

 昨日の新垣清涼議員、そして赤嶺昇議員を初め、ま

た関心を寄せていただいております各議員の皆様に、

これら若者たちの取り組みをこの場で取り上げていた

だき心から感謝申し上げます。県としてもまだまだで

きることはたくさんあると思います。しっかりサポー

トしていきたいと考えております。改めて議員の皆様

初め県民一体となって同若者大会を温かく見守り、ま

た支援していただければ幸いです。よろしくお願いい

たします。 

 次に、我が会派との関連質問の中の、観光客1000万

人目標のスケジュールについてとの質問にお答えいた

します。 

 沖縄県においては、ことしの５月に策定した第５次

沖縄県観光振興基本計画の中で、平成33年度の入域観

光客数の目標値を1000万人に設定しております。この

目標の達成に向けては、毎年度「ビジットおきなわ計
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画」を策定し、国内外の市場の動向などを勘案しなが

ら、適切な施策を適宜展開してまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、個人消費額の今後の目標についてとの質問に

対してお答えいたします。 

 沖縄県においては、観光振興基本計画の中で、平成

33年度の観光客１人当たり消費額の目標値を10万円と

設定しております。県としましては、沖縄の特性を生

かした付加価値の高い観光や離島観光の推進、夜間や

雨天時にも楽しめる観光メニューの創出に取り組むと

ともに、比較的消費単価の高い外国人観光客の誘致を

推進し、消費額の増加を図ってまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、同じく我が会派との関連質問の中の、観光コ

ンベンションビューローの状況についてとの質問にお

答えいたします。 

 新たな観光振興基本計画がスタートする重要な時期

に、沖縄観光のプラットホームとしての役割を担う沖

縄観光コンベンションビューローがこのような状況に

あることについては大変残念に思っております。県と

しては、観光コンベンションビューローが本県の観光

振興に関する予算を効果的かつ適正に執行できるよ 

う、定期的に連絡調整会議を開催するなど、情報の共

有と連携の強化に努めているところであります。 

 今後ともコンベンションビューローの組織運営や予

算執行の面などについて適切な指導助言などを行って

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、「子ども・若者計画」について

お答えいたします。 

 「子ども・若者育成支援推進法」において、都道府

県は、「子ども・若者計画」を作成するよう努めるも

のとされております。県としましては、平成24年度内

に「子ども・若者支援地域協議会」の設置に向けて取

り組んでいるところであり、同協議会において関係機

関等の意見も聞きながら、「子ども・若者計画」につ

いても検討していきたいと考えております。 

 次に、福祉行政についての御質問の中で、待機児童

対策についてお答えいたします。 

 待機児童の解消については、安心こども基金及び保

育所入所待機児童対策特別事業基金を活用した保育所

整備等によりその解消に努めてきたところでありま 

す。県としましては、沖縄振興特別推進交付金を活用

し、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」の早い段階で、

潜在的待機児童も含めた待機児童の解消を図ってまい

りたいと考えております。 

 次に、認可外保育施設の課題と支援策についてお答

えいたします。 

 認可外保育施設への支援については、これまで保育

所入所待機児童対策事業や新すこやか保育事業の拡充

等を図りながら支援してきたところであります。沖縄

県としましては、平成24年度に沖縄振興特別推進交付

金を活用した待機児童対策特別事業として、これら２

つの事業を統合し、運営費の支援や給食費対象日数等

を拡充し、待機児童の解消と認可外保育施設の質の向

上を一体的に取り組むこととしております。 

 次に、こども医療費助成事業についてお答えいたし

ます。 

 県としては、こども医療費助成事業が子育て支援の

観点からも必要な事業であると認識しておりますが、

現物給付方式を導入した場合、国は、国民健康保険に

係る国庫支出金を減額調整する仕組みをとっており、

市町村国保の財政運営に与える影響が大きいことか 

ら、現状では難しいと考えております。 

 次に、我が会派との関連質問の中で、県立病院の経

営形態に係るスケジュールについてお答えいたしま 

す。 

 県立病院の経営形態については、経営再建検証委員

会において「経営再建計画」の取り組みを検証した上

で判断することとしております。今年度の検証委員会

は、７月下旬から３回程度開催し、年内をめどに検証

結果を取りまとめる予定としております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 教育行政についての御質問

で、地産地消による給食費の無料化についてお答えい

たします。 

 学校給食に県産食材を活用することは大事なことだ

と考えており、県教育委員会としましては、県産品活

用の啓発とともに、県産食材の積極的な活用を促進し

ているところであります。学校給食法では、施設及び

設備に要する経費や人件費等は設置者であります市町

村が負担し、個々人へ還元される食材費等は保護者が

負担することと定められており、学校給食法を遵守す

べきであると考えております。なお、経済的に困窮し

ている児童生徒につきましては、市町村において学校

給食等の就学援助が行われております。 

 県教育委員会としましては、引き続き全国都道府県
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教育長協議会等を通して、市町村の就学援助の実態に

応じた補助金の充実等の要請を国へ行ってまいりま 

す。 

 次に、学校を地域防災の拠点に整備することについ

てお答えいたします。 

 多くの学校は、災害時の避難所となっていることか

ら、地域住民の受け入れ体制等の構築を図り、日ごろ

から学校の施設・設備等の安全点検を行い、地域防災

部局等との連携を密にしておくことが大変重要なこと

であると考えております。 

 県教育委員会としましては、学校が地域防災の拠点

として機能できるよう、学校施設等を含めた地域防災

機能の向上に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 土木建築行政につい

ての御質問の中で、沖縄県建設産業ビジョンの進捗状

況についてお答えいたします。 

 県内建設産業の活性化を図るため、平成20年３月に

「沖縄県建設産業ビジョン」及びその行動計画となる

「前期アクションプログラム」を策定し、官民連携し

て取り組んでいるところであります。県においては、

建設業審議会の設置、ちゅらしま建設業相談窓口を通

した経営基盤の強化や新分野進出の支援、入札制度の

改善等を実施しております。なお、今年度は「後期ア

クションプログラム」策定の時期となっていることか

ら、その実績を検証し、建設産業ビジョンの見直し及

び後期アクションプログラムの策定に取り組んでまい

ります。 

 同じく土木建築行政で、最低制限価格の引き上げに

ついてお答えいたします。 

 現在、最低制限価格は、予定価格の70％から90％の

範囲で中央公契連モデルより率の高い算定式を設定 

し、適用しております。その上限値は、コスト調査の

結果から、落札率90％が損益分岐点であると推測され

ること､90％程度であれば予定価格と最低制限価格に

幅があり競争性が確保できること、沖縄県建設業審議

会で、予定価格の90％が適正であるとの答申があった

ことなどから90％と定めております。また、平成22年

６月に算定式を見直した結果、平均落札率が平成21年

度の92％から平成23年度は93.3％と上昇しており、建

設企業の経営改善に一定の効果があり、新規雇用及び

人材育成にもつながるものと考えております。 

 次に、我が会派との関連質問の中で、米軍発注工事

の今後の見通しについてお答えいたします。 

 米軍発注工事については、全体の発注計画等が米軍

から公表されていないことから、今後の発注状況を正

確に把握することは困難であります。県としては、今

年度、沖縄振興特別推進交付金を活用して「米軍発注

工事参入支援可能性調査」を実施することとしており、

その中で、在沖米軍が発注する大型工事の発注見通し

に関することについても調査していく考えでありま 

す。 

 同じく我が会派との関連質問の中で、県発注公共工

事の適正価格のチェック体制についてお答えいたしま

す。 

 公共工事の積算は､国に準拠した工事積算基準書を

用い、工事に必要な材料費や労務費等を積み上げて適

正に算定しております。工事設計書のチェック体制に

ついては、複数の職員で精査するとともに、工種ごと

に概算費用との比較や横並びチェックを実施してより

精度の高い積算となるよう努めております。今後とも

チェック体制の充実に向けて、定期的に積算講習会等

を開催し、各発注機関を指導していく考えであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 下地 寛君登壇〕 

○環境生活部長（下地 寛君） 環境行政についての

御質問の中で、公共関与による産業廃棄物最終処分場

整備の進捗についてお答えいたします。 

 公共関与による産業廃棄物最終処分場の整備につき

ましては、地元の理解と協力を得ながら進めることが

重要であると考えており、県では継続的に県外視察や

説明会などを実施しております。先進事例の視察につ

いては、昨年11月からことし３月にかけて、名護市内

候補地の関係者の参加を得て、広島県、島根県、高知

県において計４回（延べ70名参加）で視察調査を行っ

たところであります。また、これらの県外視察も踏ま

え、本年２月には地元自治会に対して事業説明を行う

とともに、去る７月４日には専門家を交えた住民説明

会を実施したところであります。 

 県としましては、今後とも地域の合意形成を積極的

に進め、産業廃棄物管理型最終処分場の早期整備を図

っていく考えであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） 農林水産行政につい

ての中の、植物工場についての県の取り組みについて

の御質問にお答えします。 

 本県の夏場の野菜生産は、高温及び台風の襲来等に
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より不安定であり、特に、葉野菜類は安定的な供給が

厳しい状況にあります。そのため、葉野菜類を計画

的・安定的に供給できる植物工場の導入が期待されて

おります。しかしながら、植物工場は光、温度など植

物の成長に必要な要素を人工的に制御するシステムと

なっているため、施設の整備コストやランニングコス

トが割高になるという課題があります。このため、県

としましては、今年度から沖縄振興交付金を活用して、

光ダクト、太陽光パネル等を活用した電力の低減、バ

ガス炭を活用した空調システムの構築、生産性の向上

を目指した作物ごとの光合成に適した光波長の特定な

どについて取り組み、低コスト沖縄型植物工場の実証

及び導入品目や栽培技術の確立などを検証していくこ

ととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 我が会派との関連質問の

中で、県の一括交付金の全事業の交付決定時期につい

てお答えいたします。 

 沖縄振興特別推進交付金（ソフト交付金）を活用し

た事業については、市町村分を除く500億円のうち、

当初予算と５月補正予算を合わせて延べ202事業、458

億円を計上しており、これまでに112事業、244億円の

交付決定を受けております。また、近日中に68事業、

138億円が交付決定されると国から聞いております。

県としては、今回までに交付決定がなされていない22

事業については、早期執行が可能となるよう国との調

整を継続してまいります。 

 次に、平成25年度の一括交付金の要求に向けたスケ

ジュールについてお答えいたします。 

 沖縄振興交付金いわゆる一括交付金は、改正沖縄振

興特別措置法において、今後10年間の持続的な制度と

して創設されたものであります。県としては、平成25

年度の一括交付金を含めた沖縄振興予算について、沖

縄の振興のための所要額が確保されるよう、８月末の

国の概算要求に向けて内閣府に対し８月上旬ごろに要

請を行ってまいりたいと考えております。 

 次に、識名トンネル補助金問題による次年度の一括

交付金への影響についてお答えいたします。 

 沖縄振興交付金いわゆる一括交付金は、国からの補

助金であることから、「補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律」や交付金交付要綱に基づき適切

に執行してまいります。 

 今回の識名トンネル補助金問題が次年度の沖縄振興

交付金の確保へ影響を与えるものではないと考えてお

ります。  

 次に、新たな処分についてお答えいたします。 

 職員に対して、一度、有効に懲戒処分がなされた事

実について、重ねて懲戒処分を行うことは、一事不再

議の原則により認められておりません。しかしながら、

その後に新たな義務違反が明らかになった場合には、

新たな事実について懲戒処分を行うことは可能であり

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 我が会派との関連質問

の中の、市町村事業の内示・交付決定時期についてお

答えします。 

 県は、５月末までに全体の約８割に当たる約240億

円の事業内容を取りまとめ、その情報を内閣府に提供

し調整を行っているところであります。６月末時点で

要望額の約６割に当たる約140億円、約650事業の内諾

を得て市町村に伝達したところであります。現在、ま

だ内諾が得られていない約650事業、約100億円の事業

につきましては、引き続き調整を行っているところで

あります。さらに、未要望額約60億円についても、積

極的に助言を行い事業化の促進を図っており、これら

の追加事業も加えて可能な限り多くの事業が早期に執

行が可能となるよう調整を進めてまいります。 

 続きまして、鉄道をどこからどこまで想定している

かについてお答えします。 

 沖縄県総合交通体系基本計画では、県民及び観光客

の移動利便性の向上、中南部都市圏の交通渋滞緩和、

低炭素社会の実現、県土の均衡ある発展を支える観点

から、沖縄本島を縦断し、速達性・定時性を備えた鉄

軌道を含む新たな公共交通システムを導入するとして

おります。 

 導入区間につきましては、国が実施する「沖縄にお

ける鉄軌道をはじめとする新たな公共交通システム導

入課題検討に向けた基礎調査」の結果を踏まえながら、

検討してまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 我が会派との関連質問

の中で、県民大会の意義についてお答えいたします。 

 オスプレイの配備について、県内各界各層が参集し

一体となって考え方を示すことは意義があるものと考

えております。 

 以上でございます。 
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○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 順不同で再質問を行います。 

 まず初めに、教育長のほうからでございます。学校

給食の無料化についてなんですが、嘉手納町あたりと

か市町村で実施しているところもありますので、例え

ば一括交付金の活用も検討してみてはどうかと思いま

すが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 先ほども答弁でお答えいた

しましたけれども、この学校給食につきましては学校

給食法というのがありまして、その中でいわゆる経費

負担については細かく示されております。したがいま

して、県としてのいわゆる負担は厳しいものがあると

考えております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 これは県が市町村に対してバックア

ップするということは、例えば国との協議をしてもら

っている中で、これは絶対にやっていけないというこ

とになっているのかどうかまだ不透明な点があると思

うんですね。そのあたりはいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 実は、私どもも文部科学省

のほうに学校給食につきまして問い合わせをしてみま

した。つまり県から市町村のほうに助成をしているか

どうかですね。そういたしましたら、そういったこと

はどの県もしていないとそういう文科省の回答でござ

いました。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 どの県もしていないからこそ、これ

を検討する価値があると思うんですね。ですから、そ

れをどの県もしていないという回答はイコールやって

はいけないということではないと思うんですね。その

あたりはまだ明確な回答じゃないと思うんですが、い

かがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） もう一度答弁いたしますと、

やはり学校給食法それを遵守していきたいと考えてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ぜひどの県もやっていないという理

由だけじゃなくて、教育委員会としてそういう気持ち

はあるのか教えてください。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） やはり子供たちが健やかに

成長していく、そういった視点におきましては我々食

育のほうとしてはこれは大変大きなものがあると考え

ております。そういった意味では、無料化というのは

大変魅力のある取り組みではありますけれども、やは

り学校給食法があるとそういった前提の中で考えます

と厳しいものがあるかと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 魅力であるということをおっしゃっ

ているので、これはまた法令とか研究しながらまた提

案していきたいと思っています。 

 学校を地域防災の拠点に整備するということに対し

て前向きな答弁をいただきましたので、これについて

も備蓄品だったりいろんな検討されるべきこともたく

さんあると思いますが、この件についての一括交付金

の活用についても検討してみてはいかがかと思います

が、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） ただいまの件につきまして

は、議員のほうからも積極的な支援がございまして、

いわゆる学校安全体制整備事業そういう中で私ども一

括交付金を活用いたしまして、５月の当初予算のほう

に組み入れております。したがいまして、この児童生

徒の安全確保体制を構築していくという視点から、ぜ

ひこの事業を今後は推進していきたいと考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ちょっと順不同で聞いていきます 

が、一括交付金についてお聞きします。今年度の一括

交付金が予算化もしくは消化ができなければ返還もあ

り得るのかをお伺いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） 今のところそういうふう

なことの想定はしておりません。４月の今回新しい制

度でありまして、この沖縄振興一括交付金そのものが

昨年の12月20日に決着をして、そして県もそれから市

町村も予算編成初年度ということで少し戸惑っており

ます。交付要綱自体が４月の中旬、そしてまた第１回

の交付決定が５月の中旬というふうな状況で、今その

予算を計上して執行の交付決定を受けるために取り組

んでいるところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 今の部長の答弁は心強いですので、

また一体となって頑張っていただきたいと思っており

ます。 

 ちなみに平成25年度の一括交付金要求も８月上旬に

はするということなんですけれども、仲井眞知事は次

年度も3000億円余を要求していく考えであるのかお聞

かせください。 
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○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時５分休憩 

   午後３時６分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 大体この10年間平均して過

去10年と同じぐらいということで我々は去年の要求の

ときに言ってまいりましたから、やっぱり3000億とい

うオーダーの要求はぜひしたいと思います。ただし、

那覇空港のもう一本の滑走路、これが約2000億円ぐら

いかかるという話ですから、ここの分がこの中に入っ

ているのか、外数かという部分の議論が実はちょっと

残っています。ですから、この分できればオンをして

要求をしてみたいとは思いますが、これは国交省とも

う少し詰める必要があります。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 今の確認なんですが、那覇空港の予

算の部分がいわゆる3000億円の中に入っている、入っ

てないかによって、知事としてはこの那覇空港分は外

した中での3000億円を要求したいということで理解し

ていいんですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時７分休憩 

   午後３時８分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 大きな枠組みがまだちょっ

とどういう要求の形がいいか、これは財務といいます

か、政府とまた内閣府も含めてきちっと相談しないと

いけません。まだやりとりをしているところです。で

すから、今一応のめどは約3000億が沖縄振興、実はそ

の中に国直轄分も無論今までの分も入っていますよ、

総合事務局がやる分とかいろんなものが。そしてその

3000億が現在の分ですから、これに新しい特に大物は

この那覇空港のもう一本の滑走路ですから、ここの分

を3000億にできればオンしたいと思っているんです。

ですから、沖縄振興分で那覇空港分も含めれば3000億

をかなり超える要求をする可能性はあります。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 つまり那覇空港も入るということに

なると、3000億を超える要求をしていくということも

考えられるということですか。もう一度お願いします。

もう一度御答弁いただけますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 通常の沖縄振興費がおおよ

そ3000億、それに那覇空港というのはかなり2000億円

ぐらいかかるそうですから、あと５年でやるとすれば

平均400億プラスしないといけません。ですから、こ

このところをどういうふうな形で追加要求するのか、

全く別の形で要求する方法、つまり沖縄振興枠という

中に入れ切れるのか、別の形が必要なのかここもこれ

からですね、詰めは。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ぜひ頑張っていただきたいと思って

います。 

 オスプレイの配備についてお聞きしますが、昨日も

代表質問から知事の参加についてさまざまな質問がな

されておりますが、県民大会に参加しないということ

もあり得るのかお聞かせください。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時10分休憩 

   午後３時10分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今の御質問には非常に答え

にくいんですが、県民大会という形で行政機関の長が

先頭に立って要求を政府にするというこのやり方、こ

れがオスプレイの配備の変更を求めている中で、むし

ろやるべきいい形なのか、別の方法があるのかを含め

て今検討をしているというところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 知事の立場を考えると、いろいろな

考え方のもとで慎重に答弁されて検討されるというこ

とで先日から言っているんですけれども、私が個人的

に聞いている中で、むしろこの県民大会へ県議会も各

会派もみんなそこに向かっていく中で、知事が万が一

参加しない場合がむしろ大変大きな影響があるんじゃ

ないかなという懸念を感じるわけですが、それについ

てはいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今のようにいろんな懸念、

いろんな考えはあり得ます。ですから、いろんなこと

を総合して最終的に結論を出したいというのは私の気

持ちでございます。ただし、県民大会を何もないがし

ろにしたり、効果がないとは言っておりませんよ、念

のため。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 知事も公室長も県民大会の意義はも

う認めていらっしゃるということは聞いておりますの

で、総合的に参加しない場合にもまた大きな影響もあ

るんじゃないかなということも懸念しております。 
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 次に、こうした普天間基地の問題を初めオスプレイ

の問題等について、知事は今後訪米して直訴をする考

えがあるのかをお聞かせください。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時12分休憩 

   午後３時13分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今の訪米も含めいろんな手

段、形をオスプレイについてもそれから普天間基地の

県外移設についても無論どこにでも行こうとは思って

いますが、アメリカが今選挙で忙しい。この政治的な

ところがうまく会えるかつかまるかというあたりも含

めて、我々自身も研究をしているところです。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 続いて、識名トンネルについてお聞

きしますが、捜査の結果によって新たな問題が発生し

たら処分もあり得るということなんですが、与世田副

知事にお聞きします。副知事自身も一定の責任がある

ということを認識していますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時14分休憩 

   午後３時16分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 与世田副知事。 

○副知事（与世田兼稔君） 責任があるかとこういう

問題についてお答えいたします。 

 まず基本的には問題が発生した時期に私が担当して

いるわけではございませんので、発生のかかわりとい

う点ではありませんが、現在時点においてさまざまな

交渉、あるいは意見の取りまとめに当たって副知事と

して、土建部長あるいはさまざまなところで関係して

おります。そういうふうな意味での関与の責任という

んでしょうか、それは意見も踏まえた県としての表明

の中身において県民等の信頼を損なうものがあるとし

たらそれは責任を感じざるを得ませんけれども、今後

誤解がないように私どもとしては第三者委員会、ある

いは行政考査も含めて原因をきちんと究明し、そして

適切な処分をしていくとそういうようなことで県民の

信頼を回復したいし、これからも引き続き県の立場を

説明していきたいと考えています。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 問題が発覚してから副知事は昨年９

月議会で平良昭一県議の質問に対して、当初は国と争

うような姿勢の答弁をされているんですね。結果的に

ことしになって５億8000万の返還金が生じました。ま

ず、この間返還すべきもとの金額と利息は幾ら結果的

に払うことになったんですか。この５億8000万のうち

利息は幾らですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時18分休憩 

   午後３時18分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 利息は7177万6779円

でございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 この7000万余りの利息は、これは結

果的に県の対応のおくれによる利息じゃありません 

か。 

○議長（喜納昌春君） 与世田副知事。 

○副知事（与世田兼稔君） 補助金適確化法に基づく

補助金の交付の取り消し、そして取り消しがあった後

に返還命令がある。返還命令があったときに補助金適

確化法違反と明確にされた場合には10.95％の加算金

がつく。今回の場合にはいわゆる一般法上の取り消し

だから年５％の利息とこういうことになっていますか

ら、県の対応がどうこうということではなくて、取り

消されたかどうかに伴って加算金がついているとこう

いうことでございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ２月議会で議会として５億8000万円

の返還に対して２度も否決をしたにもかかわらず、皆

さんは再議にかけました。なぜその後に不服申し立て

をしたのか、それは矛盾しないのか。県民の血税であ

れだけ議会の議決があったにもかかわらず、行政不服

申し立てをしたことは私は道理が通らないと思います

が、副知事いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 与世田副知事。 

○副知事（与世田兼稔君） まず基本的に再議の議論

でいきますと、法律上返還命令を受けたと。こういう

ことから言わば予定納付された日付までに払わないと

さらに利息が膨らむ、そういうふうな形の中で基本的

には返還命令に応じたというのが第１番目でございま

す。それから第２番目、不服の申し立てについては、

総務部長あるいは土建部長のほうから既に意見を申し

述べているとおり、基本的には考え方、例えば第三者

委員会の考え方の中に本件の中で一番最初に朝日新聞

かなんかで報道された段階において、いわゆる本体工

事それから追加工事それを一体と見て補助事業と見る

と、47.2％を掛けた金額これが補助金を受けられる金
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額で、それを超えるとこれがオーバーじゃないかとこ

ういう考え方の中で考えたら、言わば異議の申し立て

をして考え方を問うということも当然ありますよと。

これは裁判ではないんですよね。補助金適確化法に伴

う異議の申し立てという形でもう一回御検討いただけ

ませんかと。 

要するに行政の長としては裁量権がございますの 

で、その裁量権を含めてあるいは考え方を含めて明確

に出していただけませんかとこういうことをやっただ

けでございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 この件について今調査中ということ

ですので、しっかりとまた見守っていかなければなら

ないと思っています。 

 観光コンベンションビューローについてなんです 

が、知事にお伺いしますが、ＯＣＶＢの会長はどのよ

うな人材が適任であると知事はお考えですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時22分休憩 

   午後３時23分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） やはり大きな団体ですから、

いろんな団体をマネージしていく能力を持っているこ

と、そして沖縄の産業振興に熱烈な熱意を持っている

こと、広い世界的視野、世界観を持っていること、そ

して企業のマネジメントをやってきた経験があればな

およい、おおよそこういう感じが必要条件だと思いま

す。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ＯＣＶＢの会長は個人ですか、公人

ですか。 

○知事（仲井眞弘多君） 休憩してください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時24分休憩 

   午後３時24分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今の御質問の公人の定義が

少しはっきりしないんですが、旧の財団法人の会長と

いうことで、それと議員のおっしゃる公人かという意

味がちょっとよくわかりかねる。つまりお役人かとい

う意味かというとちょっとこれは違うと思います。あ

あいう財団法人でああいう活動をしている団体の長と

いうことですから。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 これも今後議論になると思うんです

が、２月の予算議会で同会長の会社が受けた事業、受

託について新聞でも報道されました。その後、今後は

こういった仕事もとらないということを述べておりま

したが、同会長の会社が観光関連以外の仕事もどれぐ

らいこれまで受注してきたかということも含めて皆さ

んは把握していますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時25分休憩 

   午後３時26分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 今の御質問

は、観光関連以外でＯＣＶＢの会長が県で請け負って

いる仕事、事業は過去どれぐらいなのかという質問だ

と思います。 

 県発注の委託業務についてですが、委託業者を統計

的に把握するような調査というのは実施していないこ

とから、今把握をしておりません。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 この間、余りにも多くのことが起き

て、多くの情報があって、私は個人的な話じゃなくて

新たな沖縄振興に向けて非常に大切な時期だけにこう

いうことが――一部だというとらえ方をしている方も

いるんですけれども――余りにも多くの方々からいろ

んな指摘があるものですから、次年度の沖縄振興の分

も初めこれから大切な10年間において私は非常に心配

をしているところでございまして、その点についても

やはり課題は課題として今後も続くんじゃないかなと

いうむしろ懸念をしているところがありまして、知事

がおっしゃるとおり観光コンベンションビューローの

中の理事会あたりとか観光業界の中で、主体的にどう

されるかということも大事だと思うと同時に、かとい

ってリーディング産業である沖縄観光においてこうい

うことが結果的に沖縄の観光に対するイメージであっ

たりとか、ほかの懸念があった場合にこれは県民が一

番悲しむわけでございますので、その点も含めて知事

を初めこの点についてしっかりと注視していただきた

いなということをお願いしたいなと思っております。 

 続きまして、土木建築行政についてなんですが、先

ほどの米軍基地内の工事、ボンドについて早速取り組

んでいただいていることに対してすごく評価はいたし

ますが、懸念するのは皆さんが調査しているときにこ

の米軍基地内の工事が終わってしまったら意味がない

んじゃないかなと思っていまして、それはスピードが

必要だと思うんですね。そのあたりの取り組み、例え
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ばいつまでにそれをまとめてやるのか。知事を初め与

世田副知事も含めて、日米両政府を初めさまざまな取

り組みをされていることは非常に評価をしておりま 

す。ただ、ゼロ回答なんですね、今のところ。それも

含めてやはり一体となってこの調査をして早目に取り

組みをしなければならない。ちなみに、フェーズ11

（イレブン）は大林組がとってしまったんですね。も

う残念でしようがありません。そういう機関もあって

基地の押しつけは県民がその負担を強いられて、仕事

は県外が持っていくというこの理不尽さはとってもこ

れはあってはならないことだと思っているんですね。

ですから、もちろんそれは行政ベースでその取り組み

をやるという部分もそうだし、できれば知事もやはり

政府に対してこういう問題もあるんだということをど

こかでしっかりと伝えるタイミングだったり、あと日

本国民に対して基地負担がこれだけありながら――よ

く県外の皆さんは沖縄はいっぱい仕事をもらっている

じゃないかと平気で言う方もいるんですね。しかし、

今のように、この間県外大手ゼネコンが仕事をそっく

り、しかもこの制度では沖縄の企業が歯が立たないと

いう現状を国民にも知らせる。なおかつ日本政府にも

正式にそれを伝えていくべきだと思いますが、知事い

かがですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 具体的にどういうふうにし

て伝えるかは別にしまして、今の議員の考え方は私も

120％同じです。ですから、それをきょう改めて伺わ

せていただいて、私どものほうでもいろんなことを日

本全国民に知らせたらどうかというお話ですが、それ

も御提案としていただいて何とか今の気持ちを具体的

にしていくことを大至急研究させてください。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 このこともやはり沖縄県民が多額の

予算が入ってきている。しかも一方では、基地反対と

言いながらしっかりといただいているものはいただい

ているじゃないかという声も聞こえたりしますから、

実態はそうじゃないということもやはり伝えていただ

いて、政府にもまたぜひ取り組んでいただきたい。 

 そして担当部局、副知事を初め時間がないものです

から、いわゆるこれだけの大型工事、100億以上の工

事は全部県内業者が対応できる仕事なんですね。大手

ゼネコンが受注して結局は下請は県内業者を使ってい

るんですね。そうであれば、伝票を切ってただ利益を

とるという話は余りにも理不尽なので、それについて

もしっかりと早目に何とか対応していただきたいとい

うことを改めて要望しておきたいと思っております。 

 続きまして、公共関与のいわゆる産業廃棄物の最終

処分場についてなんですが、大分おくれているんです

ね。候補地がたしか３つだったと思うんですけれども、

今のところ有力な候補地というのはありますか、この

３つの中で。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（下地 寛君） 構想をつくっていた

ときの候補地は、浦添市、それから本部町、名護市の

３カ所にあったわけですけれども、ここ２年ないし３

年のいろんな調整・折衝の中で、基本的には名護市の

候補地を中心とした場所で今検討を進めておりまし 

て、先ほど申し上げましたように基本的には住民の受

け入れ説明会などもやっていますので、とにかく今地

元の合意を得るということを中心に説明会などを開催

しております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 最後の質問になりますが、知事が待

機児童ゼロを目指して取り組んできたことは、――ま

だまだ9000名の潜在的待機児童もいるということなん

ですけれども――沖縄県の仲井眞知事がさまざまな取

り組みをされていることもこれも非常に評価していま

す。ただもう一方では、保育所の設置主体は市町村な

んですね。県が幾らやりたいと言っても市町村が取り

組みをしなければなかなか待機児童ゼロにはならない

んですね。これはすべて県の責任ではないと思ってお

ります。やっぱり市町村がそれにどう取り組むのかと

いうことも含めて皆さん市町村をどう説得されるのか

お聞かせください、最後に。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 市町村が実施主体で

ありますので、我々としましては市町村と連携をして

市町村と一緒になって待機児童の解消に努めていきた

いというふうに思います。 

○赤嶺  昇君 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。 

   午後３時35分休憩 

   午後３時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 この際、報告いたします。 

 説明員として出席を求めた副知事上原良幸君は、別

用務のためこれより以降の会議に出席できない旨の届

け出がありました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 休憩前に引き続き質問及び質

疑を行います。 

 嘉陽宗儀君。 
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   〔嘉陽宗儀君登壇〕 

○嘉陽 宗儀君 こんにちは。 

 通告に基づき一般質問を行います。 

 初めは、普天間基地問題についてです。 

 普天間基地の返還が日程に上り、その具体化が求め

られている時期に、滑走路の補修工事が行われていま

す。滑走路の整備は、県民の返還要求に反し固定化を

ねらっていると考えますが、どう思いますか。 

 (2)、現在配備されているＣＨ46輸送ヘリは、製造さ

れてから50年も経過しており、米軍も老朽化を認めて

います。いつ墜落するかわからない欠陥機であります。

知事は、その飛行禁止を求めるべきではありませんか。 

 (3)、オスプレイの配備に反対すべきでありますが、

県民大会成功のために知事は積極的に取り組むべきで

はないか、決意を伺います。 

 (4)、普天間基地は即時閉鎖・返還を求めるべきだと

考えますが、所見を伺います。 

 (5)、10月に配備予定されているオスプレイの安全性

の確認はされているのか、どのような危険性や問題点

があるのか説明を求めます。公表されている事故や欠

陥の状況はどうなっているか。 

 ２、消費税増税問題について。 

 (1)、県民生活への影響はどうなるか。無年金者や生

活保護世帯の多い沖縄で生活破壊が深刻な事態になる

と考えますが、どうでしょうか。特に消費税との取引

で棚上げにされた後期高齢者医療制度の廃止に対し抗

議し、撤回を求めるべきではありませんか。 

 (2)、沖縄県の財政への影響はどうなるか。諸事業へ

の影響はどうなりますか。 

 (3)、県立病院全体では幾らの負担増になるか。病院

経営への影響はどうなるか。各病院ごとの試算はどう

なっていますか。 

 (4)、県民生活を守る立場から消費税増税法案の撤回

を政府に申し入れるべきだと思いますが、決意を伺い

ます。 

 ３、東日本震災支援について。 

 (1)、沖縄県のこれまでの支援の実績はどうなってい

ますか。今後の支援の取り組みを伺います。 

 (2)、震災瓦れきの受け入れについて、県民の多くが

反対を表明しています。特に放射能汚染が問題になっ

ていますが、県も受け入れは無理だと明確にすべきだ

と思いますが、考えを伺います。 

 (3)、県内の福島原発による放射能汚染の沖縄県への

影響と対策の状況はどうなっていますか。 

 (4)、東日本大震災を受けて、県の防災計画の見直し

作業はどうなっているか。 

 ４、高江のヘリパッド建設問題について。 

 (1)、現在の建設工事で自然環境が大きく破壊されて

います。その上に新しくオスプレイが配備されたら、

一層自然破壊が深刻になることは明らかです。知事は、

工事を中止させるべきではありませんか。 

 ５、泡瀬干潟の埋立事業計画について。 

 (1)、現在までの埋立工事の進捗状況はどうなってい

ますか。 

 (2)、自然環境の保全のためにどのような取り組みを

しているか。 

 (3)、この埋立工事による貴重種や絶滅危惧種の生き

物たちの保全をどのように図ってきたか説明を求めま

す。 

 (4)、泡瀬干潟埋め立ては市民の要望によるものだと

説明していますが、市民の声を調査したことがあるん

ですか。 

 (5)、市民アンケート調査に回答のあった500名のう

ち、70％を超える市民が埋め立てに明確に反対を表明

しています。この結果をどう考えますか。 

 (6)、無駄な公共工事である泡瀬埋立事業は直ちに中

止すべきです。決意を伺います。 

 ６、教育問題について。 

 (1)、教師の多忙化の実態を掌握していますか。それ

はどうなっていますか。 

 (2)、多忙化解消のために具体的に取り組んだ事例を

説明してください。 

 (3)、教職員の評価システムは見直すべき時期に来て

いると思いますが、どうでしょうか。 

 (4)、今後の多忙化解消の計画と決意を伺います。 

 次、７、識名トンネル工事問題について。 

 (1)、知事コメントについて。 

 ア、コメントの真意は何ですか。 

 イ、知事の政治責任は重大だと思いますが、給料の

一部カットで責任を果たしたと考えるのですか。 

 ウ、再発防止策の方針が説明されていますが、それ

で十分だと考えますか。 

 (2)、虚偽契約について。 

 ア、なぜ虚偽契約を行ったのか、その内容を説明し

てください。だれが計画し、だれが偽造公文書を作成

したのか明らかにしてください。 

 イ、これは国から刑事告発されていますが、その内

容と罪名は何か。 

 (3)、不服の申し出について。 

 ア、その内容を説明してください。 

 イ、不服申し立てを行った理由は何ですか。 

 (4)、県警の対応について。 

－ 202 －



 

 ア、私は、偽造公文書作成罪、同行使罪に該当する

ので捜査すべきだと質問したが、どのような対応をし

ていますか。 

 イ、国の告発も同様な内容か。 

 (5)、関係者の処分基準はあるのか、その説明を求め

ます。 

 (6)、最高責任者はだれか、決裁責任者はだれか、そ

の処分はどうするのか明確にしてください。 

 (7)、今回の事態は、行政と業者の根深い癒着の結果

発生していると考えられます。抜本的な改革が必要だ

と思いますが、知事の見解を伺います。 

 ８、警察官不祥事問題について。 

 (1)、少女にみだらな行為をしたとして警察官を逮捕

しているが、事実関係を明らかにしてください。 

 (2)、これまでの警察官の不祥事で処分をした事例は

何件か。 

 (3)、金武町での米兵の器物損壊事件の示談で交番が

無断で使用されていた問題は、庁舎管理規程に照らし

て職務怠慢ではないか。なぜそうなったのか、真相を

明らかにしてください。 

 (4)、警察法第１条及び第２条の教育の徹底に問題は

ないか。現場でその精神がおろそかにされていないか

疑問がありますけれども、説明を求めます。 

 (5)、今後、そのような不祥事再発防止策についてど

うするか決意を伺います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 嘉陽宗儀議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、普天間基地問題についての中で、普天

間基地の即時閉鎖・返還についての御質問にお答えい

たします。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題でありま

す。一日も早い移設・返還の実現が必要であります。

そして、地元の理解が得られない移設案の実現は事実

上不可能でございます。そして、他の都道府県への移

設が合理的かつ早期に課題を解決できる方策であると

考えております。引き続き、日米両政府に対し普天間

飛行場の県外移設・早期返還を強く求めていく所存で

ございます。 

 識名トンネル工事問題についての御質問の中で、識

名トンネル問題の知事コメントと知事の責任について

という御趣旨の御質問にお答えをいたします。７の(1)

のアと７の(1)のイは関連いたしておりますので、恐縮

ですが一括して答弁させていただきます。 

 識名トンネル新設工事補助金問題につきまして６月

21日に発表いたしました私のコメントの真意は、県民

の信頼を損ねていることについて謝罪をし、問題が発

生した原因と再発防止策を明らかにすることにありま

した。その上で、私の自戒と関係職員の処分、さらに

土木建築部長の異動という責任の表明を行ったもので

あります。 

 今後は、このような問題を二度と発生させないよう

再発防止策に万全を期し、県民の皆様の期待にこたえ

られるよう県政運営に取り組んでまいる決意でござい

ます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、そして部

局長等から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 普天間基地問題につい

ての御質問の中で、普天間基地の補修、固定化につい

てお答えいたします。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要で、補修は固定化

につながるようなものであってはならないと考えてお

ります。日米両政府においては、辺野古移設か普天間

飛行場の固定化かという硬直化した考え方ではなく、

柔軟性を持って普天間飛行場の県外移設の可能性につ

いて追求すべきであると考えております。 

 次に、ＣＨ46輸送ヘリの飛行禁止についてお答えい

たします。 

 ＣＨ46Ｅ輸送ヘリコプターにつきましては、1980年

に米軍に配属され、以来32年にわたり使用されてきた

とされております。個々の航空機の安全性、耐久年数

等については具体的情報を持ち合わせておらず、ＣＨ

46に限り飛行禁止を求める考えはありませんが、普天

間飛行場は飛行機の形式を問わず市街地の中心に存在

する危険な飛行場であり、一日も早い移設・返還が必

要であると考えております。 

 次に、県民大会についてお答えいたします。 

 オスプレイの配備について、県としては、事故原因

が究明され、安全性が証明され、県民の不安が払拭さ

れない限り当該配備には反対であり、去る６月19日に

は防衛大臣、外務大臣、民主党幹事長に対し配備見直

しを要請したところです。現在、渉外知事会で配備反

対の緊急要請を行うことを調整しており、また速やか

に軍転協でも配備の見直しを要請したいと考えており

ます。 

 また、これまで行われた県民大会は、広く各界各層

を網羅し、県民が主体となって取り組まれたものと考

えております。 
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 県としましては、今後ともあらゆる機会を活用して

全力を挙げて配備反対を求めていきたいと考えてお 

り、県民大会への参加については、このような取り組

みを踏まえ検討してまいりたいと考えております。 

 次に、オスプレイの安全性についてお答えいたしま

す。 

 オスプレイの開発段階の事故については、飛行制御

システムの配線間違い、潤滑油漏れ、ＶＲＳと呼ばれ

る降下速度超過、油圧配管の問題等が原因とされてお

り、米軍は所要の対策をとったとしております。しか

しながら、ことし４月のモロッコ、また６月のフロリ

ダにおける墜落事故については具体的な原因の説明が

不十分であります。 

 航空機事故は、単に機体のふぐあいだけではなく、

乗員のミスや運用形態等運航システム全体の問題によ

り発生するものとされており、たとえ機体に問題がな

いとしても現実に事故が発生している中で、普天間飛

行場に当該機を配備することについて県民が不安を抱

くことは当然であります。 

 県としましては、オスプレイの配備による普天間飛

行場周辺及び北部訓練場周辺等の住民生活、環境への

影響についても問題視しており、これらについて政府

から納得のいく説明がない中では当該機の配備に反対

する考えは変わりません。 

 次に、東日本震災支援についての御質問の中で、東

日本大震災に係る沖縄県の支援実績と今後の取り組み

についてお答えいたします。 

 沖縄県におきましては、東日本大震災発生直後から

これまで被災地への人的・物的支援や県内への避難者

受入支援を実施してきたところであります。被災地へ

の人的支援といたしましては、７月１日現在で延べ

675人（うち県職員193人）の人員を派遣し、また物的

支援といたしましては、毛布・おむつなどの生活物資

を計６回送付しました。 

 また、県内における被災者受け入れ者数は、６月末

日現在、延べ577世帯、1386名で、現在の滞在者は295

世帯、719名となっております。支援内容といたしま

しては、民間賃貸住宅や公営住宅等の住宅支援、県内

への避難に係る旅費・宿泊費の支援、生活家電セット

の提供、支援見舞金の支給などを実施いたしました。

また、官民189の団体により構成される東日本大震災

支援協力会議（県民会議）において、ニライ・カナイ

カードの発行による流通業界や交通機関等における料

金割引、被災者間での交流イベントや心のケア事業な

ど、被災者への支援活動を実施するボランティア団体

等24団体への助成金交付事業などを実施いたしまし 

た。そのほか、昨年度は夏休みと春休みに福島県の小

中学生を招待する青少年支援プロジェクトや福島県の

高齢者を招待する「被災地の高齢者沖縄招待ツアー」

を実施しました。本年度も引き続き被災者への支援を

継続するとともに、夏休みを利用した福島県の子供支

援事業として「2012 夏休みふくしまっ子応援プロジ

ェクト」を実施し、４団体、計約220名の子供たちを

県内へ招待する予定であります。 

 次に、沖縄県地域防災計画の見直しについてお答え

いたします。 

 県におきましては、東日本大震災の教訓を踏まえ、

沖縄県地域防災計画をことし３月に見直しておりま 

す。見直しのポイントといたしましては、特に本土か

ら遠く離れ、多くの離島が散在し、四方を海に囲まれ

た本県の特殊性を勘案し、地域や学校等における実践

的な防災訓練・防災教育の充実、沿岸部の低地等にお

ける津波避難対策の強化、本土からの応援が到着する

までの自活体制の確立と本島から離島等への迅速な応

援体制の構築など地震・津波避難対策を重点に置いた

見直しとなっております。 

 なお、国においては、今年度も防災基本計画を見直

す予定であることから、県におきましても適宜地域防

災計画を見直してまいります。 

 次に、高江のヘリパッド建設問題について、高江ヘ

リパッド建設中止についてお答えいたします。 

 北部訓練場のヘリパッドについては、ＳＡＣＯ最終

報告において、同訓練場の過半を返還することに伴い

残余部分に移設されるものであり、県としましては、

ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基地の

整理縮小を図ることがより現実的で実現可能な方法で

あると認識しております。 

 県としましては、国による環境調査の結果や関係す

る市町村の意向等も踏まえながら、当該地域の自然環

境や地域住民の生活に十分配慮すべきであると考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 消費税問題についての御

質問の中で、県民生活への影響についてお答えいたし

ます。 

 民間研究所によると、消費税が10％に引き上げられ

た場合の負担は、４人家族世帯かつ年収が250万円以

上300万円未満の世帯では年間負担額が約20万7000円

となり、現状に比べ約９万8000円の負担増になると試

算されております。年収が250万円未満の４人家族世
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帯では年間負担額が約16万円となり、現状に比べ約７

万6000円の負担増になると試算されております。 

 現在、国会において「社会保障と税の一体改革の関

連法案」が審議されているところであり、県としては、

消費税及び地方消費税の改正に当たっては低所得者に

配慮するための対策を十分に講ずる必要があると考え

ております。 

 同じく消費税問題に関連をして、沖縄県の財政、諸

事業への影響についてお答えいたします。 

 本県の地方消費税収入については、平成22年度決算

額の約220億6000万円で推計いたしますと、10％引き

上げ時で約485億3000万円で、約264億7000万円の増収

が見込まれるところであります。また、地方交付税に

ついては、社会保障関係費の増加額がどのようになる

か見込めないため見込み額の算出は困難であります 

が、増税分のうち地方交付税に振り分けられる0.34％

を普通交付税のシェアに基づき仮に算定した場合は、

沖縄県分で約114億円の増、市町村分で75億円の増が

見込まれ、合計すると約189億円の増収になると思わ

れます。 

 今回の消費税率引き上げは、社会保障の充実と安定

化のために行われるものとされており、その具体的内

容としては、社会保障の充実として子供・子育て対策、

医療・介護の充実、年金制度の改善、貧困・格差対策

の強化に消費税収の１％程度を充てること、また、現

行の社会保障制度を守るための社会保障の安定化とし

て年金国庫負担２分の１の引き上げ、後代への負担の

つけ回しの軽減などに消費税収の４％程度を充てるこ

ととされております。 

 同じく消費税問題に関連をして、消費税法案の撤回

の申し入れについてお答えいたします。  

 消費税は、他の税に比べ景気変動による影響を受け

にくいことから、少子・高齢化がますます進展する中

で国・県・市町村の安定財源の確保等のため、その役

割は重要だと考えております。一方で、低所得者ほど

重税感が増す逆進性の問題も指摘されているところで

あり、消費税及び地方消費税の改正に当たっては経済

状況に留意しつつ、低所得者に配慮するための対策を

十分に講ずる必要があると考えております。 

 現在、国会において「社会保障と税の一体改革の関

連法案」が審議されているところでありますが、県と

しては、今後の国会における同法案の審議の状況を注

視してまいりたいと考えております。 

 次に、識名トンネル工事問題についての御質問の中

で、再発防止策及び抜本的な改革について、これは７

の(1)のウ、７の(7)が関連いたしますので一括してお答

えをさせていただきます。 

 行政考査の結果、問題の原因及び背景として、関係

職員の法令等に対する安易な考え方、本庁の関与や組

織・権限などの業務執行上の問題に加え、根底には職

員の平常時の危機管理に関する知識及び意識が希薄で

あったことなどが明らかとなりました。 

 このため、コンプライアンス研修の実施等による職

員の意識改革、土木建築部の内規等の見直しとその周

知徹底、本庁の適正な関与のための体制の強化等の取

り組みを行います。さらに、職員に危機管理に関する

知識と意識を浸透させるためのマニュアル策定や研修

を実施するほか、組織体制の見直しを検討することと

しております。 

 今後は、このような問題を二度と発生させないよう

再発防止策に万全を期し、県民の皆様の期待にこたえ

られるような県政運営を行ってまいりたいと考えてお

ります。 

 同じく識名トンネル工事問題に関連をして、処分基

準についてお答えいたします。 

 本県では、標準的な処分量定を掲げた懲戒処分の指

針を定めております。処分量定の決定に当たっては、

この懲戒処分の指針における標準的な処分量定や他県

の類似事案の処分量定等を考慮した上で、沖縄県職員

分限懲戒審査委員会での慎重な審査により判断したも

のであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 消費税問題について

の御質問の中で、後期高齢者医療制度の廃止について

お答えいたします。 

 後期高齢者医療制度につきましては、今国会に提出

されております社会保障制度改革推進法案の中で、今

後の高齢者医療制度については、状況等を踏まえ、必

要に応じて社会保障制度改革国民会議において検討し、

結論を得ることとされております。 

 沖縄県といたしましては、今後とも国の動向を注視

するとともに、必要に応じて全国知事会等と連携し対

応してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 消費税問題について

の御質問の中で、病院経営への影響についてお答えい

たします。 

 病院事業全体で負担している消費税額は、平成23年
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度決算で約９億円となっており、現行制度のまま単純

に税率が引き上げられた場合、負担額はふえると予想

されます。 

 現在、消費税増税に関する法案は国会において審議

中であり、病院事業局としては、その推移を見守りつ

つ、結果を受けて適切に対応したいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 下地 寛君登壇〕 

○環境生活部長（下地 寛君） 東日本震災支援につ

いての御質問の中で、災害廃棄物受け入れに係る見解

についてお答えいたします。 

 災害廃棄物の広域処理については、平成24年３月16

日付で内閣総理大臣及び環境大臣から協力要請があっ

たことから、３月23日付で県内全市町村に対し災害廃

棄物受入可能性調査を実施しております。調査の結果、

「受け入れは困難である」が30市町村、「現時点では判

断できない」が11市町村となっております。県としま

しては、現時点では判断できないと回答した市町村と

安全性等に関する意見交換を行っているところであり

ます。 

 なお、去る６月29日付で、環境省は、岩手県の可燃

物・木くずについては広域処理の見通しが得られてい

ること、宮城県についてもある程度まとまった量の処

理が可能な受け入れ先を対象に調整を行うとしており

ます。一方、不燃物については、両県の公共工事にお

ける復興資材としての再利用を図り、それでもなお埋

立処分せざるを得ない場合に必要に応じて広域処理の

調整を図るとしております。 

 県としましては、今後の広域処理の動向について国

等から情報収集していきたいと考えております。 

 次に、福島第一原発事故による放射能汚染の県内へ

の影響と対策についてお答えいたします。 

 県では、福島第一原発事故以降、環境放射能のモニ

タリングを強化しており、これまでの環境放射能調査

の結果では、県民の健康や環境に影響を与えるような

放射能汚染は確認されておりません。平成24年４月か

らは、空間放射線量率を連続測定するモニタリングポ

ストを３台増設し、現在は名護市、うるま市、那覇市、

石垣市の４地点にて広域に監視をしております。 

 また、食品については、国が基準値を設定し、出荷

制限等安全対策をとっていることから、流通している

食品の安全性は確保されていると考えております。 

 しかしながら、県内でも放射性物質に汚染された稲

わらを給与された牛の肉の流通や放射性物質に汚染さ

れたまきなどを調理及び加工に利用した食品が確認さ

れたことから、より一層の監視強化が求められており

ます。こうしたことから、県としましては、検査機器

を衛生環境研究所に新たに２台増設するとともに、民

間検査機関に２台配置し、流通している食品について

のモニタリング検査を実施するなど、県民の不安解消

のための検査体制の強化を図っております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 泡瀬干潟埋立事業計

画についての御質問の中で、工事の進捗状況について

お答えいたします。 

 泡瀬地区埋立事業は、国と県が連携を図り推進して

いるもので、埋立面積95ヘクタールのうち、国が86ヘ

クタール、県が９ヘクタールを埋め立てる計画として、

外周護岸の一部が概成しております。 

 国の事業は、平成14年度に海上工事に着手し、これ

まで泡瀬地区や新港地区のしゅんせつ土砂を活用し、

平成23年度末までの進捗率は、埋め立て土量ベースで

約20％となっております。 

 県の事業は、平成17年度から海上工事に着手し、こ

れまでに人工海浜の護岸96メートル及び突堤400メー

トルを整備し、平成23年度末までの進捗率は、事業費

ベースで約12％となっております。 

 同じく泡瀬干潟埋立事業計画で、自然環境の保全の

取り組みについてお答えいたします。 

 自然環境の保全については、工事の実施に伴う環境

への影響について、環境影響評価書に基づき環境監視

調査を実施しております。監視項目としては、大気質、

騒音、振動、水質、陸生生物、海生生物等であり、四

季及び毎月の調査を実施しております。 

 工事に際しては、工事区域からの濁り拡散防止対策

として汚濁防止膜を二重に展張するとともに、海上へ

投入する石材の洗浄を行い、さらに汚濁防止膜の内外

において毎日２回濁り監視調査を行うなど、環境に十

分配慮して実施しております。 

 また、トカゲハゼ生息域については、環境影響評価

書に基づき、仔魚の行動時期である４月から７月まで

の間はしゅんせつ工事を行わないこととするなど、工

事時期や工法に配慮しております。 

 同じく泡瀬干潟埋立事業計画で、貴重種や絶滅危惧

種に対する保全策についてお答えいたします。 

 貴重種等の保全については、環境影響評価書に基づ

き、環境監視委員会において専門家等の指導助言を得

て環境部局と調整するとともに、その保全に必要な措

置を講じております。 
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 絶滅危惧種であるクビレミドロについては、環境影

響評価書において、第Ⅱ区域の埋め立てにより消失す

ることから移植することとなっておりましたが、埋立

面積を約半分に縮小することによって生息域の保全を

図っております。また、工事の実施に当たり、これま

でに埋立区域内に生育する高被度の海草藻場の移植及

び一部生物の移動等の保全措置を行っております。 

 サンゴ類については、環境影響評価書では移植等の

保全措置を講じることになっておりませんが、沖縄市

及びＮＰＯが主体となってその一部を移植しており、

県も国とともに移植作業に協力したところでありま 

す。 

 同じく泡瀬干潟埋立事業計画で、市民の声の調査に

ついてお答えいたします。 

 沖縄市は、埋立面積を約半分とした土地利用計画案

の作成に当たり、市民参画によるワークショップや学

識経験者等による検討委員会を開催し、市民意見を幅

広く収集しております。市民から出された意見の中に

は、商業・エンターテインメント機能や宿泊機能を有

するゾーニング案、スポーツ機能や健康・医療機能を

有するゾーニング案など数多く提案されており、その

中で「スポーツコンベンション拠点の形成」案を最良

として決定しております。 

 さらに、沖縄市の土地利用計画の最終取りまとめに

際しては、「スポーツコンベンション拠点の形成」案

に関するパブリックコメントを募集し、市民意見を踏

まえて土地利用計画を作成しております。 

 同じく泡瀬干潟埋立事業計画で、市民アンケートの

結果についてお答えいたします。 

 沖縄市が平成22年に実施したパブリックコメントに

ついては、寄せられた意見の総数が296件で、市民の

意見としては、「スポーツコンベンション拠点の形成」

という基本方針、土地利用のイメージ、沖縄市の活性

化への期待に関しおおむね50から60％の方々が「大変

よい」あるいは「よい」との肯定的な意見でありまし

た。 

 本事業については、沖縄市議会において、平成７年

から平成22年にかけ早期開発等に関する意見書が全会

一致または賛成多数で採択されるなど、地元からの強

い要請に基づき実施してきたものであります。 

 同じく泡瀬干潟埋立事業計画で、埋立事業の中止に

ついてお答えいたします。 

 本事業については、市民意見や企業ヒアリング等を

もとに土地利用計画を見直し、埋立面積を約半分とす

ることで干潟の98％を残すなど環境への影響を大幅に

軽減した計画に変更し、一連の法的手続が完了したこ

とから工事を再開しております。 

 本事業は、地元からの強い要請に基づき実施してき

たもので、また、新港地区の東埠頭を早期に供用し企

業立地の促進を図る必要があることなど、本島中部東

海岸地域の活性化を図るためには推進すべき事業であ

ることから、国や沖縄市と連携を図りながら、環境に

配慮して早期の完成に向け取り組んでいく考えであり

ます。 

 次に、識名トンネル工事問題についての御質問の中

で、識名トンネル工事問題における虚偽契約及び虚偽

公文書作成についてお答えいたします。 

 県としましては、識名トンネル新設工事について、

真地久茂地線改良事業の一部として国庫補助金を申請

し、送水管沈下対策工等も一連の工事として施工した

ものであります。その際、変更協議が難航したが、本

トンネル工事の特殊性から、安全性、経済性を考慮し

早期完成を図るため、沈下対策工等を新たな追加工事

としてやむを得ず別途随意契約を締結したものであ 

り、補助事業の対象であると考えておりました。しか

しながら、会計検査院等から不適切な経理処理を行っ

て補助金の交付を受けていたと指摘され、国庫補助金

等を返還したところであります。 

 なお、文書の作成に当たっては、送水管沈下対策工

等も一連の工事であることから補助事業の対象である

と考えていたものであり、不適切な経理処理ではあっ

たものの、虚偽の公文書を作成し、国庫補助金を詐取

するというような意図は全くありませんでした。 

 同じく識名トンネル工事問題で、刑事告発について

お答えいたします。 

 沖縄総合事務局は、去る６月４日に那覇警察署に被

疑者不詳で、補助金適正化法第29条第１項及び第33条

第２項、並びに刑法第156条及び第158条に該当するも

のとして刑事告発を行っております。 

 県としては、警察の捜査に協力しつつ、今後の推移

を見守っていきたいと考えております。 

 同じく識名トンネル工事問題で、不服の申し出の内

容についてお答えいたします。 

 不服の申し出については、１、本件工事の補助金は、

全額本件補助事業の国庫補助金として使用されている

こと、２、会計検査院から虚偽契約と指摘を受けた本

件随意契約は、トンネル工事の特殊性などやむを得な

いものであったこと、３、工事担当者らのやむを得な

い追加工事等の現場指示という特段の事情が存してい

たことから、許容されるものと誤信して補助金を申請

したものであり、民法第704条に定める「悪意の受益

者」には該当しないこと、４、本件工事は、仮に本来
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の手続をとったとしても変更協議が成立せず、請負業

者より裁判問題が提起された場合には、本件工事随意

契約額が相当であると認定される可能性が高いなどの

特段の事情が存すること等を総合的に考慮すれば、本

件補助金全額の返還及び利息の請求は不当であるとし

て不服の申し出を行ったものであります。 

 同じく識名トンネル工事問題で、不服の申し出を行

った理由についてお答えいたします。 

 不服の申し出については、補助金適正化法第25条の

規定に基づき行ったものであります。 

 県としては、識名トンネル新設工事について、真地

久茂地線改良事業の一部として国庫補助金を申請し、

送水管沈下対策工等も一連の工事として施工したもの

であります。その際、変更協議が難航したが、本トン

ネル工事の特殊性から、安全性、経済性を考慮し早期

完成を図るため、沈下対策工等を新たな追加工事とし

てやむを得ず別途随意契約を締結したものであり、補

助事業の対象であると考えておりました。このような

ことから、補助金全額の返還及び利息の請求を行うよ

うな事案には該当しないものであることを確認するた

め不服の申し出を行ったものであります。 

 しかしながら、国は、交付決定前に施工した工事は

補助対象にならないことなどを理由に棄却したもので

あります。 

 同じく識名トンネル工事問題で、決裁者等の責任者

及びその処分についてお答えいたします。 

 識名トンネル契約問題に係る契約等の決裁責任者 

は、当時の土木建築部長及び南部土木事務所長であり

ました。 

 また、責任の所在については、知事及び関係した職

員の減給等を行ったところであります。 

 しかしながら、当時の土木建築部長や南部土木事務

所長については既に退職しており、地方公務員法に基

づく懲戒処分の対象外となります。このため、今回の

問題の重大性を真摯に受けとめていただきたい旨を文

書をもって通知したところであります。 

 なお、既に退職しているこれらの職員からは、今回

の事案に関しみずから厳しく戒めるため、処分量定に

相当する減給処分相当額を自主的に返上したい旨の申

し入れがあり、手続を進めているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 教育問題についての御質問

で、教師の多忙化の実態についてお答えいたします。 

 平成20年12月末に行った「教職員の勤務の実態や意

識に関する調査」の結果の概要から、勤務時間内の業

務については、全体の４分の３を超える教員が業務量

が多いと感じております。また、勤務日にはほとんど

の教員が、休日には７割近くの教員が勤務時間外の業

務を行っている状況にあります。 

 次に、多忙化解消のための取り組みについてお答え

いたします。 

 県教育委員会では、教職員の多忙化解消の取り組み

として、調査依頼や通知文書の見直し、電子メールに

よる発送、指定研修の期間縮減等を行っております。

また、各学校においては、負担軽減検討委員会等を設

置し、定時退校日、ノー部活動日等の設定、会議の精

選、校内組織のスリム化等を推進し、各学校の実情に

応じた取り組みを行っております。 

 次に、教職員評価システムの見直しについてお答え

いたします。 

 教職員評価システムは、教職員の資質向上を図り、

児童生徒の学習権を保障するとともに、学校全体を活

性化させ教育力を高めるために実施されるものでござ

います。また、各学校においては、管理職との面談を

通したコミュニケーションの充実による意識改革、自

己申告書の作成による業務内容の整理・点検・改善等

の成果があり、教職員の資質向上等につながっており

ます。 

 県教育委員会としましては、これらの成果を踏まえ、

今後とも教職員評価システムを実施していきたいと考

えております。 

 次に、多忙化解消の計画等についてお答えいたしま

す。 

 県教育委員会としましては、今後とも各学校におけ

る負担軽減検討委員会等の活性化を図り、気軽に話し

合うことのできる職場づくりや教職員相互の連携・協

働体制の構築等を推進することにより、教職員がより

働きやすい環境づくりに取り組んでいきたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 村田 隆君登壇〕 

○警察本部長（村田 隆君） 識名トンネル工事問題

についての御質問の中で、県警の対応について、(4)の

アとイは関連いたしますので一括してお答えいたしま

す。 

 県警察におきましては、本件事案を覚知後、虚偽公

文書作成、同行使罪も視野に入れ、現在まで県及び内

閣府沖縄総合事務局の関係者からの事情聴取等、所要

の捜査を行っているところであります。また、本年６
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月４日、内閣府沖縄総合事務局から告発があった後、

本件工事関係者からの情報提供等もあり、これらの分

析もあわせて行っているところであります。 

 次に、国の告発内容についてでありますが、内閣府

沖縄総合事務局からなされた告発は、被疑者不詳によ

るいわゆる補助金等適正化法違反及び虚偽公文書作 

成、同行使となっております。 

 次に、警察官の不祥事問題についての御質問は、関

連いたしますので一括してお答えをいたします。 

 まず、少女にみだらな行為をしたとして警察官を逮

捕した事案でありますが、同事案は本年６月23日午後

11時ごろから翌日午前３時ごろまでの間、嘉手納警察

署に勤務する警察官が、西原町内において、県内に居

住する10代の女性に対してみだらな性的行為を行った

という事案であります。 

 県警察では、25歳の巡査長を６月27日、沖縄県青少

年保護育成条例違反で通常逮捕し、６月29日、那覇地

方検察庁へ送致をしております。 

 次に、警察官の不祥事で処分した事例でありますが、

県内における過去５年間の懲戒処分者数は合計で22名

で、年ごとの処分者数は、平成19年は処分なし、平成

20年が２名、平成21名が１名、平成22年が９名、平成

23年が10名となっております。 

 次に、米兵の器物損壊事件で交番が無断で使用され

ていた問題についてお答えいたします。 

 問題の発生当時、金武交番には２名の勤務員が勤務

基準に沿って休憩中でありました。そこに男性が来署

し、「憲兵隊の者です。器物損壊事件の件で被害者を

呼んでいます。」との説明がありましたが、居合わせ

た被害者と思われる男性からは何ら説明もなかったこ

とから、勤務員は単に交番で待ち合わせをしているも

のと思い、休憩室へ戻っております。よって、交番内

において米軍関係者と被害者との間で示談交渉が行わ

れていたとの認識は、当方にはありませんでした。 

 しかしながら、交番で示談交渉が行われたという結

果を見ますと、来訪者がある場合には、休憩を変更し

て来訪の目的や用件を詳しく聴取するなどの対応を 

し、交番で示談交渉をするということがわかれば交番

は使用させなかったものと考えております。その意味

においては、交番の勤務員の対応は適切とは言えない

ことから、各所属に対し交番等の適正な管理の徹底に

ついて指示をし、再発防止対策を講じたところであり

ます。 

 次に、警察法第１条及び第２条の教育と現場での精

神の徹底及び再発防止に対する決意についてお答えい

たします。 

 警察法第１条「警察法の目的」及び第２条「警察の

責務」は、警察活動の基本となるものであります。県

警察では、これまでも警察学校や職場等において、機

会あるごとに職務倫理教養や身上把握に努めてまいり

ました。 

 今回、残念ながら職務倫理の基本に反して、一般人

より高度な倫理観が求められる警察官が非違事案を起

こしたことは、警察組織として猛省しなければならな

いものと考えております。 

 本事案の原因の一つとして警察官としての職務倫理

の欠如が挙げられることから、再発防止対策として全

所属に対し、若年層職員に特化した身上把握、指導及

び教養の強化を緊急に行っているところであります。

また、同事案の徹底した検証を行い、若年層職員に対

する指導教育のあり方について、今後見直し改善に努

めてまいりたいと考えております。 

 なお、県警察では、今回の事案を真摯に受けとめ、

職員の身上把握、指導を強化するとともに、職務倫理

教養を一層強化して再発防止に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 識名トンネルの問題について１つお

聞きしますけれども、これはなぜ起こったかというそ

もそも論から本来ならばやらないといけないんですけ

れども、設計の段階で地質調査、水脈調査を全部やっ

た上できちっとした設計ができていたのであればこの

ような事態は起こらなかった。沈下問題というのは起

こらなかったと思うんですけれども、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 設計の段階でしっか

り地質調査をして、当初から沈下に対する対策の工法

はあったんですけれども、やはり沈下量を３センチ以

内におさめるということでＧＰＳ等で詳細に調査して

いる中では、当初の設計の工法ではやはり沈下に及ぼ

す影響が大きいという判断のもとに、やはり沈下対策

工を強固な工法に変更する必要があってこういう結果

になった次第でございます。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 この識名一帯は、豊富な地下水が流

れていますよね。当然向こうでトンネルを掘って地下

水が流出したら沈下するのは当たり前ですよ。ところ

が、その対策がない。今でも地下水がどんどんわき出

ている。だから、上のほうの住宅地域ではどんどん沈

下しているんですよ、あれは。だから、まだ解決しな

いので、少なくとも今漏出している地下水については

防止しないと。災害をこれ以上ふやさないためにはそ
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れが必要だと思うんですけれども、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時54分休憩 

   午後４時54分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 当初の段階から地下

水の調査は実施しておりまして、工事に際しても地下

水の影響は逐一追跡調査を行いました。その段階でも

地下水の影響はないということで、私たち県としては、

地下水に関しては当初の設計した段階と同じようにそ

の影響はないと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 これは委員会でも聞いて、影響あり

という答弁をしているけれども、ここではもうこれ以

上やりませんけれども、知事、少なくともやらないと

水がどんどん出ていって沈下しますよ、どんどん。実

際、あちこちで住宅のひび割れが出ているんですから、

これはとめないと。これはすぐに対策をとってほしい

と思います。 

 それから、今回、低入札額になったのに、追加工事

の場合に、契約書の中で甲乙協議が整わなかった場合

には、甲が定めたものに乙が不服がある場合には、こ

の契約に関して、甲乙間に紛争が生じた場合には県の

決めたとおり業者は従わなければならないようになっ

ているんですけれども、なぜそれをしなかったんです

か、今回。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時56分休憩 

   午後４時56分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 確かに請負契約書の

中の24条では、整わない場合は、甲が14日以内に乙に

通知するという形ではあったんですけれども、当初は

――委員会でも説明しましたが――第三者委員会を開

くとかいろんなことを私たちは検討したんですけれど

も、甲乙協議が整ったということでこの24条の通知は

行っておりません。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 これは本土ゼネコンの言いなりとい

う感じがしています。皆さん方はＪＶを組んだ地元企

業からも事情聴取しましたか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時57分休憩 

   午後４時58分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） ＪＶの代表構成員と

いうことで、やはり大成のほうがそういったトンネル

に関しては精通しているということで、代表構成員の

大成と協議をしたと聞いております。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 だから、地元の企業から聞いていな

くて、本土ゼネコンの言いなりということを私は批判

していますから、これについて引き続き追及していき

たいと思います。 

 教育長、教職員の多忙化の問題で、一番何が教員を

多忙化に追い込んでいるかということについての認識

がちょっとよく受けとめられていない感じなんです 

よ。やはり具体的に改善するためには、現場の教員か

らどういう多忙化の実態になっているか、どういった

ことをしてほしいかというアンケートをとってほしい

と思いますけれども、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 実は、私ども平成20年にア

ンケートをしております。調査をしていく中で、先ほ

ど答弁の中でも状況についてはお答えいたしましたけ

れども、いわゆるその中から業務の整理縮小とか、あ

るいは組織の見直しとかいろんな御意見がございまし

た。そういった中で、改善策として幾つか先ほども計

画としては挙げましたけれども、今アンケートをした

らどうかという件につきましては、必要性があるんで

あれば、また研究してみたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 現場の声をちょっと聞いてきたんで

すけれども、やはり教師の多忙化の解消のため具体的

にメニューみたいなものを出して、学校現場で生きた

改善になるようにちょっと努力してもらえませんか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時０分休憩 

   午後５時１分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 多忙化解消のための取り組

みにつきましては先ほども答弁したとおりですけれど

も、実は、各学校の実情が変わるものですから、統一

的な取り組みは大変難しい状況でもございます。です

から、各学校の実効性のある対応といいますか、当然

そういったことの課題もありますし、また、教職員み

ずからの業務の見直しといいますか、そういったこと

もあるでしょうし、と同時に協力体制とか個々の合理
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化、そういったことも考えながら対応をしていくつも

りです。と同時に、教育委員会の業務の見直し、ある

いは学校における改善策、あるいは教職員みずから考

える改善策等々ございますので、そういったことも総

体的に取り組んでいきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 頑張ってください。 

 次に、ＣＨ46の問題について聞きます。 

 先ほどの公室長の答弁は、ＣＨが配備されたのは

1980年と言っているんですけれども、製造年月日はい

つなんですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 個々の機体の製造日に

ついては承知しておりません。今、御答弁差し上げま

したのは、ＣＨ46につきましては、Ａ型からＦ型まで

あるというふうに承知しておりますけれども、現在、

普天間飛行場で使われているのはＥ型でございまし 

て、このＥ型が海兵隊に配属された年月というものを

把握しておりましたので答弁させていただいたという

ことでございます。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 これは私どもも調べておりますし、

防衛省から出されているＣＨ46の中でも期限がちゃん

と書かれています。50年と書いています、50年。そう

すると、この50年もたっているヘリが今でもどんどん

普天間上空を飛んでいるという状況ですけれども、あ

れは金属の疲労、これが著しく進んでいるということ

が考えられるんですね。沖縄国際大学に墜落した場合

にも、私はあれは整備不良じゃないぞと、金属の疲労

だぞということでやったんですけれども、結局は政府

も、アメリカもこの墜落物を分析しないでそのままや

みに葬った。今後も、そういう意味では金属の疲労で

すから、いつどこでどういう墜落事故を起こすかわか

らないわけですよ。そういう認識は、金属に疲労があ

るというのはアメリカ自身も認めて後継機になってい

るわけですから、もうこれ以上飛ばしちゃいかぬので

オスプレイにかえるというのに、そのもともとのもの

がまだ普天間に配備されて飛んでいるというのは異常

事態だと思いませんか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 一般論ではありますけ

れども、この金属疲労等で機体にふぐあいが出たとき

の措置というものは、これは米軍においてもしっかり

措置されていると考えております。いわゆる兵士の安

全にかかわることにつきましては、米軍はそれなりの

措置をとるであろうと。しかしながら、議員御指摘の

ように、配属されてから時間がたっていると、それを

オスプレイにかえるという計画なんでございますけれ

ども、オスプレイはオスプレイとして、その安全性に

ついて県民の中に疑念があるということで反対してい

るわけでございまして、ＣＨ46はＣＨ46として、その

危険性は回避されるべきであろうと考えております。 

○嘉陽 宗儀君 公室長、私は質問時間がなくなった

ので予定していたのを言いますと、アメリカのヘリは

穴があいたところをばんそうこうでとめて飛んでいる

んです、あのＣＨ46は。ちょっと調べてみてください。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

   〔山内末子さん登壇〕 

○山内 末子さん こんにちは。無事に戻ってまいり

ました。県民ネット、山内末子でございます。 

 さて、復帰前の沖縄は困難な中であっても住民の権

利を獲得するための全県民的な運動とバイタリティー

にあふれ、影の中に光りを織り込んで、非植民地化さ

れた人々の複雑な現状を打破するための生きる方法と

知恵があった。また、多くの伝統文化を抱え、絶えず

何かを創造し表現したいという強い思いのウチナーン

チュの時代であったと思います。復帰40年、相も変わ

らない日米両政府の沖縄差別のこの姿勢、この節目の

年に選ばれた議員として、先人たちの血のにじむ努力

で培ってきた生きる方法、その知恵に学び、創造力、

表現力を高め、諸問題解決に全力を注ぐ決意を申し上

げ、一般質問をいたします。 

 １点目に、知事の政治姿勢についてです。 

 (1)、普天間移設問題、オスプレイ配備問題、地位協

定改定問題、混迷深まる事態、米政府・議会・世論へ

の直訴が暗いトンネルから抜け出すきっかけになるの

ではと考えます。知事の訪米の計画を伺います。 

 (2)点目に、識名トンネル問題についてです。 

 ア、県は４月に不服申し立てを行い、却下された後

に補助金適正化法違反で告発されています。事件発覚

後の一連の県の姿勢に誠意がないと受けとめられたの

ではないでしょうか。原因究明、責任の所在、再発防

止策、処罰、どれもまだ県民は納得をしておりません。

これまでの答弁でもまだまだ説明責任を果たしてない

と考えております。今後の対応を伺います。 

 イと(3)については削除をいたします。 

 ２、基地周辺地域騒音被害対策についてです。 

 (1)、普天間第二小学校など基地周辺学校の防音窓の

遮音量が基準以下という調査結果が出ました。早急な

環境改善が必要です。実態把握を含め今後の対応を伺

います。 

 (2)、現在、防音工事対象地域以外の学校でも基準値
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以上の測定結果が出ております。航空機騒音測定地域

を拡大し実態調査に取り組むべきだと考えますがどう

でしょうか。 

 (3)、今年度住宅防音工事対象の85Ｗの告示が引き上

げられました。まだ80Ｗ、75Ｗ地域についても早急な

引き上げが求められております。県の姿勢を伺います。 

 ３点目に、ハーグ条約についてです。 

 国際結婚が破綻した夫婦間の子供の扱いを定めた条

約で、政府は昨年５月に加盟を閣議了解をいたしまし

た。法案の提出の準備が進められております。昨年も

質問いたしましたが、いよいよ現実味を帯びてきたこ

の問題、関係者の不安と具体的な課題が見えてきまし

た。 

 伺います。 

 (1)点目に、過去３年間の本県の婚姻者の国際結婚の

比率・実数を伺います。 

 (2)点目に、国は条約締結後の手続の裁判所を東京・

大阪と限定指定の方向です。米軍人との結婚が多い沖

縄では問題発生の可能性が高く、沖縄弁護士会では那

覇家裁でも手続ができるよう求めています。県の取り

組みについて伺います。 

 ４点目に、福祉・医療行政について。 

 (1)点目に、特定不妊治療助成制度についてです。 

 食・住生活の変化、ストレス社会などさまざまな要

因により、不妊に悩む夫婦がふえています。安心・安

全に子供を授かりたい。一人でも多くの赤ちゃんの誕

生を切望いたします。沖縄県の状況を伺います。 

 ア、過去５年間の対象人数・実績について。 

 イ、助成制度のさらなる拡充が求められています。

取り組みを伺います。 

 (2)、保育対策について。 

 ア、夜間保育、24時間保育の増設について。 

 イ、一括交付金活用での認可外保育園の支援拡充へ

の取り組みをどう考えていますか。 

 (3)については削除いたします。 

 (4)、子宮頚がん予防ワクチン接種助成の状況につい

て伺います。 

 ５点目に、教育行政について。 

 (1)点目に、沖縄一括交付金の「教育子育て支援」枠

10％確保の実現について伺います。これは多くの団体

から多くの要望があります。 

 (2)点目に、給食費の無償化に向けて県の助成の計画

を伺います。 

 (3)点目に、給食の安全性確保のための放射線測定器

の設置状況と計画について伺います。 

 (4)点目に、養護教員の配備状況について伺います。 

 (5)点目に、米軍占領下初の学校はうるま市高江洲小

学校という報道がありました。これまでの中では、同

じくうるま市の城前小学校とされており、関係地域の

戸惑いを隠せません。県の見解をお聞かせください。 

 ６点目に、クロキ(琉球黒檀)の植樹についてです。 

 ２月議会で提起をいたしましたが、今、読谷村で新

たなプロジェクト計画が立ち上がったとのことです。

内容と県のかかわりについてお聞かせください。 

 ７点目に、文化観光スポーツ行政について伺います。 

 (1)点目に、プロ野球キャンプ（韓国を含む）ことし

の経済効果と今後の見通し、課題についてお聞かせく

ださい。 

 (2)点目に、各競技世界大会キャンプの誘致計画につ

いてお聞かせください。 

 (3)点目に、ＦＣ琉球への支援策はどうなっているの

か伺います。 

 ８点目に、中城新港地区の整備について伺います。 

 (1)、大型クレーンの設置が決まりましたが、荷物収

納の計量器・上屋の整備が急務です。計画を伺います。 

 ９点目に、石川浄水場の跡地利用計画の進捗状況を

伺います。 

 10点目に、公安行政についてです。 

 (1)、嘉手納署員の青少年保護育成条例違反での逮捕

という衝撃的な事件が発覚しました。市民を守る立場

の警察官の卑劣な犯罪は断じて許せません。原因究明

と再発防止策を伺います。 

 11点目に、我が会派の代表質問との関連についてで

す。 

 カジノ導入の質問について伺います。 

 カジノ導入についてはこれまでの議論を整理してみ

ますと、２つの課題があると考えます。１点目は、道

義的な課題。これはギャンブル依存症や青少年への悪

影響など、またその対処策については議論は展開され

ていると考えておりますが、２点目の事業としての課

題、これは観光政策としてあるいは経済政策として沖

縄県がどう考えているのか、そこが示されてなく、議

論が展開していないのではないかと考えております。

経済的な課題についてその点を具体的にお聞かせくだ

さい。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 山内末子議員の御質問に答

弁いたします。 

 まず第１に、認可外保育施設への支援拡充について

という御趣旨の御質問にお答えいたします。 
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 認可外保育施設への支援につきましては、認可化促

進と児童の処遇向上を支援してまいりました。沖縄県

としましては、沖縄振興特別推進交付金を活用し、待

機児童の解消と認可外保育施設の質の向上に一体的に

取り組むことといたしております。このため、認可外

保育施設に対し、運営費補助、そして給食費の支援等

を拡充してまいる所存でございます。 

 次に、７番の文化観光スポーツ行政に係る御質問で、

ＦＣ琉球への支援についての御質問にお答えいたしま

す。 

 ＦＣ琉球の支援につきましては、昨年12月に「ＦＣ

琉球支援連絡協議会」を立ち上げ、横断的な体制をと

ってきました。また、県総合運動公園陸上競技場を改

修しＪ２規格対応とすることによりまして、ＦＣ琉球

のＪリーグ入りを後押ししてまいります。さらに、８

月４日開催の「全島サッカー１万人祭り」への集客に

向けた支援を行い、ＦＣ琉球を応援する県民の機運を

盛り上げてまいりたいと考えております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、知事訪米の計画についてお答えい

たします。 

 知事は就任以来３回の訪米を行い、日米地位協定の

見直しを初め沖縄の基地負担の軽減を米側へ強く訴え

てまいりました。知事訪米については、効果的な活動

が実施できるよう、情報の収集や分析等に努めながら、

今後、検討してまいりたいと考えております。 

 次に、基地周辺地域騒音被害対策についての御質問

の中で、住宅防音工事の対象についてお答えいたしま

す。 

 政府は、嘉手納飛行場周辺の特に騒音の著しい、う

るささ指数85以上の区域において実施している告示後

住宅防音工事については、昭和58年３月11日から平成

14年１月17日までに建築された住宅を対象としてきま

した。このような中、平成24年度からは平成20年３月

10日までに建築された住宅についても対象としたとし

て、工事対象を拡大し、一定の前進が図られたと考え

ております。しかしながら、嘉手納飛行場周辺におい

ては、住宅防音工事対象期日以降も多くの住宅が建築

されており、県としましては、騒音被害の実態や住宅

の分布状況等を考慮し、住宅防音工事対象区域の拡大

等、さらなる騒音対策を強化する必要があると考えて

おります。引き続き軍転協等関係機関とも連携しなが

ら、政府に対して強く求めてまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、識名トンネル補助金問題におけ

る不服申し出など一連の県の姿勢についてお答えいた

します。 

 不服の申し出については、補助金適正化法第25条の

規定に基づき行ったものであります。県としては、識

名トンネル新設工事については、真地久茂地線改良事

業の一部として国庫補助金を申請し、送水管沈下対策

工等も一連の工事として施工したものであります。そ

の際、変更協議が難航したが、本トンネル工事の特殊

性から安全性、経済性を考慮し、早期完成を図るため

沈下対策工等を新たな追加工事として、やむを得ず別

途、随意契約を締結したものであり、補助事業の対象

であると考えておりました。このようなことから、補

助金全額の返還及び利息の請求を行うような事案には

該当しないものであることを確認するため、不服の申

し出を行ったものであります。しかしながら国は、交

付決定前に施工した工事は、補助対象にならないこと

等を理由に棄却したものであります。 

 次に、中城新港地区の整備についてで、計量器・上

屋の整備についてお答えいたします。 

 中城湾港新港地区の上屋については、西埠頭に加え

て平成22年度東埠頭に増設したところであります。上

屋のさらなる整備や計量器の設置については、現段階

で計画はありませんが、定期船就航の実証実験に伴う

貨物量の増加や利用者の意見等も踏まえて検討してい

きたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 知事の政治姿勢について

の御質問の中で、識名トンネル問題に係る説明責任に

ついてお答えいたします。 

 識名トンネル新設工事補助金問題については、平成

23年11月から平成24年２月にかけて第三者委員会によ

る調査が行われ、原因の検証及び再発防止策について

の取りまとめが行われたところであります。また、平

成24年３月から５月にかけて総務部による行政考査を

実施し、行政執行の面から同問題を詳細に検証し、発

生原因とその背景、再発防止に向けた対応策を取りま

とめ、６月にその結果を公表したところであり同問題
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に対する説明責任を果たしたものと考えております。

今後は、このような問題を二度と発生させないよう再

発防止策に万全を期し、県民の皆様の期待にこたえら

れるような県政運営を行ってまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 基地周辺地域騒音被害対策

についての御質問で、基地周辺学校の環境改善に対す

る今後の対応についてお答えいたします。 

 基地周辺学校における防音窓の遮音量につきまして

は、学校環境衛生基準の検査項目に入っていないため

把握できない状況であります。ただし、学校保健安全

法に定められた学校環境衛生基準に基づく教室の窓側

と廊下側の騒音測定を実施し、その現状把握に努めて

いるところでございます。今後、学校保健安全法に照

らして教室等の適切な環境の維持に努めてまいりま 

す。 

 次に、教育行政についての御質問で、一括交付金枠

の確保についてお答えいたします。 

 県教育委員会におきましては、沖縄振興特別推進交

付金を活用し、児童生徒の学力向上を目的とした教員

指導力向上事業や、離島等における学校に学習支援を

行う複式学級教育環境改善事業などを中心に18事業を

予算計上しているところであります。 

 県教育委員会としましては、引き続き「沖縄県教育

振興基本計画」に基づき、一括交付金を積極的に活用

し教育の振興のための施策の展開・拡充に向けて取り

組んでいきたいと考えております。 

 次に、給食費の無償化に向けた県の助成についてお

答えいたします。 

 学校給食法では、施設及び設備に要する経費や人件

費等は設置者であります市町村が負担し、個々人へ還

元される食材費等は保護者が負担することと定められ

ております。なお、経済的に困窮している児童生徒に

つきましては、市町村において学校給食等の就学援助

が行われております。 

 県教育委員会としましては、引き続き全国都道府県

教育長協議会等を通して、市町村の就学援助の実態に

応じた補助金の充実等の要請を国へ行ってまいりま 

す。 

 次に、放射線測定器の設置状況についてお答えいた

します。 

 本県の市場に流通している農産物につきましては、

17都県において検査体制がとられており、国の基準値

を超えた食材が市場等に流通することはないと考えて

おります。さらに平成24年度からは、本県においては

県内流通の農水産物等への放射性物質検査が実施され

ております。 

 県教育委員会としましては、今年度検査機器が整備

された民間の２検査機関について市町村に情報提供す

るとともに、関係部局等と連携し、学校給食食材の安

全対策に努めてまいります。 

 次に、養護教諭の配置状況についてお答えいたしま

す。 

 平成24年５月１日現在、小学校に303名、中学校に

136名、高等学校に92名、特別支援学校に23名の養護

教諭を配置しております。また、小学校11校、中学校

７校、高等学校25校、特別支援学校７校に複数配置を

しております。  

 次に、高江洲小学校開校の報道についてお答えいた

します。 

 県教育委員会が昭和52年に編集した「沖縄の戦後教

育史」によると、1945年（昭和20年）５月７日に石川

地区の城前初等学校が最も早く開校したと記述されて

おります。 

 今回報道がありました高江洲小学校開校の時期につ

きましては、具志川市史も含め諸説があることは承知

しております。両校において、戦中の混乱期の中でい

ち早く学校教育がスタートしていることは大変意義深

いものがあります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 下地 寛君登壇〕 

○環境生活部長（下地 寛君） 基地周辺地域騒音被

害対策についての御質問の中で、航空機騒音測定地域

を拡大し、実態調査に取り組むことについてお答えい

たします。 

 県では、平成23年度から常時監視測定している測定

局――これは23局ありますけれども――それ以外に、

嘉手納及び普天間飛行場周辺の30地点において「米軍

基地航空機騒音実態調査」を実施しております。23年

度の調査結果によりますと、住宅防音工事対象区域外

の４地点において、防音工事対象区域と同等のＷ値い

わゆるうるささ指数70を超過していることが確認され

ております。平成24年度についても同様の調査を引き

続き実施しており、航空機騒音の実態の把握に引き続

き努めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 
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○福祉保健部長（崎山八郎君） ハーグ条約について

の御質問の中で、過去３年間の国際結婚の件数及び比

率についてお答えいたします。 

 厚生労働省の人口動態統計によりますと、沖縄県に

おける夫婦の一方が外国人の国際結婚の件数及び婚姻

総数に占める国際結婚件数の比率は、平成20年度が

387件で4.3％、平成21年度が410件で4.6％、平成22年

度が402件で4.5％となっております。 

 次に、条約締結後の手続についてお答えいたします。 

 厚生労働省の平成22年度人口動態統計において、沖

縄県の国際結婚件数の402件は、全国で17番目となっ

ております。一方、ハーグ条約に加盟している国は米

国を含め現在87カ国となっておりますが、米国人との

国際結婚の件数は、全国1552件のうち沖縄県が286件

となっており、東京都に次いで全国で２番目となって

おります。県としましては、引き続き国等の動向を注

視するとともに課題の把握に努めてまいります。 

 次に福祉・医療行政についての御質問の中で、特定

不妊治療費助成事業の実績についてお答えいたしま 

す。 

 県においては、不妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減

を図るため、平成17年度から特定不妊治療費助成事業

を実施しております。平成19年度の助成実績は394組

に対し588件、助成総額約5500万円ですが、平成23年

度には754組に対し1178件、助成総額１億5200万円ま

で拡大しております。 

 次に、特定不妊治療費助成事業の拡充についてお答

えいたします。 

 県においては、国の補助事業を活用し特定不妊治療

費助成事業を実施しております。同助成事業は平成17

年度より年１回上限10万円で開始されましたが、これ

まで４回の改正を行い、現在は治療初年度は３回、２

年度目以降は年２回、上限15万円、通算５年、合計10

回まで拡充しております。さらに国に対して、特定不

妊治療費の負担軽減について措置を講じるよう、全国

知事会等を通して要望しているところであります。 

 次に、夜間保育、24時間保育の増設についてお答え

いたします。 

 夜間保育については、「おきなわ子ども・子育て応

援プラン」における市町村ニーズ調査の結果等を踏ま

え、現在の３カ所から、平成26年度までに５カ所とす

る目標を掲げております。また、24時間保育について

は、保育士の人員確保などさまざまな課題があること

から、今後必要性を含めて市町村及び関係団体と意見

交換をしてまいります。 

 次に、子宮頸がん予防ワクチンの接種状況について

お答えいたします。 

 子宮頸がん予防ワクチンの助成については、中学１

年生から高校１年生を対象として平成23年度から全市

町村で実施しております。平成23年度の接種者数は２

万6571人、接種率は78.4％となっており、市町村への

助成総額は約５億1200万円となっております。平成24

年度も全市町村が助成を予定しており、その対象は新

たな中学１年生と、平成23年度に接種を終えていない

中学２年生から高校２年生の者となっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） クロキ植樹プロジェ

クトの内容と県のかかわりについての御質問にお答え

します。 

 読谷村で計画されているプロジェクトは、将来の三

線のさおの供給を目的に、読谷村や商工会・観光協会

等が主体となって座喜味城跡の周辺でクロキの植樹や

公開講座、コンサート等を行う「くるちの杜100年プ

ロジェクトin読谷」をことし10月に開催するものであ

ると聞いております。植樹されたクロキが三線のさお

として利用できるまでには、長期的な育樹作業が必要

であると考えております。クロキは沖縄県の造林木と

して指定されており、クロキの植樹や保育については、

造林補助事業の採択要件に合えば一部支援が可能だと

考えております。 

 県としましては事業実施主体の要望等も踏まえ、読

谷村や伝統文化・工芸を所管する県の文化観光スポー

ツ部、商工労働部等関係機関と連携し、その支援策に

ついて検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 文化観光ス

ポーツ行政についての中の、プロ野球キャンプの経済

効果、今後の見通し、課題についてとの質問にお答え

いたします。 

 プロ野球キャンプにつきましては、国内12球団中10

球団、韓国につきましてはことし１球団ふえて５球団

となり、過去最高の15球団が沖縄でキャンプを実施し

ております。経済効果としては民間調査機関によりま

すと、昨年が過去最高の86億4800万円で、ことしは現

時点で数値はまだ公表されておりませんが前年並みで

推計しているとのことであります。 

 プロ野球キャンプの受け入れに当たってはチームご

とにさまざまな要望があることから、県・市町村等で

－ 215 －



 

構成する「沖縄県スポーツコンベンション振興協議会」

や「プロ野球キャンプ担当者連絡会」を通じ、課題解

決に取り組んでいるところであります。また、今年度

は、公共交通機関を活用したキャンプ訪問観光メニュ

ーづくりなどを行う事業を新たに実施するなど、キャ

ンプによる経済効果を高める取り組みを行ってまいり

ます。 

 県としては、今後とも受け入れ市町村と連携を図り

ながら、国内外のプロ野球キャンプのさらなる誘致促

進に取り組んでいきたいと考えております。 

 同じく文化観光スポーツ行政についての中の、各競

技における世界大会に向けたキャンプ誘致についての

質問にお答えいたします。 

 県は、来年３月にアメリカで開催が予定されている

ワールド・ベースボール・クラシックの日本代表キャ

ンプを沖縄に誘致するため、ことし１月に「ＮＰＢ」

いわゆる日本プロ野球機構に要請を行ったところであ

り、議員御提言のとおり世界大会に向けたキャンプな

どの誘致は本県のポテンシャルを上げる意味で大変重

要であると認識しております。これら世界大会に向け

たキャンプなどを含む各種競技のキャンプ誘致につい

ては、今年度スポーツ・アイランド受入支援事業にお

いて、沖縄におけるキャンプ誘致の経済効果や可能性

等を調査することとしております。 

 県としましては、当該調査の結果をもとに日本スポ

ーツツーリズム推進機構（ＪＳＴＡ）などと連携しな

がら、定量的・定性的な経済効果や波及効果、また優

先度の高い世界大会の情報収集に努め、各競技のキャ

ンプ誘致にさらに積極的に取り組んでまいりたいと考

えております。 

 次、我が会派の代表質問との関連についての中の、

ギャンブル依存症等に対する考え方についてとの質問

にお答えいたします。 

 カジノ導入に伴うギャンブル依存症等の懸念事項に

ついて、諸外国の事例においては、本人や家族申請に

よるカジノからの顧客排除プログラムを採用するなど

の対策が講じられており、超党派の国会議員連盟によ

る「カジノを合法化し統合リゾートを導入する法律案」

においても、同様な対策をとることについて検討がな

されております。 

 沖縄県においても諸外国におけるギャンブル依存症

対策を踏まえつつ、懸念されるあらゆる課題に対し対

応策を検討してまいりたいと考えております。その上

で、道義的な観点から徹して心がけなければならない

ことは、１つ、沖縄のイメージダウンにしない、２つ、

反対している人たちの声に耳を傾ける、３つ、暴力団

の介入や犯罪の増加は絶対に認めない、４つ、これ以

上のギャンブル依存症を絶対に増加させないという確

固たる姿勢で、これら課題に真摯に取り組んでいくこ

とが大切であると考えております。 

 同じく沖縄統合リゾートのビジョンについてとの質

問にお答えいたします。 

 沖縄県においては、これまでカジノを含む統合リゾ

ートを県内に導入する場合のモデルや、その経済効果

及びカジノ導入に伴う懸念事項に対する考え方等を取

りまとめ、地域説明会やシンポジウム等において県民

への情報提供を行ってきたところであります。それら

を踏まえ、今後は沖縄統合リゾートモデルのイメージ

をより明確なものにしていくために、カジノ合法化に

向けた国の動向等を踏まえつつ、投資家の視点を含め

たあらゆる角度からのモデルの検証を行うことが必要

であると考えております。そのため今年度は、沖縄に

おける統合リゾートのビジネスとしての可能性につい

ての検証やさまざまな議論を行い、それらを踏まえた

統合リゾートの課題や研究内容について県民に対し情

報の提供などを行ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企業局長。 

   〔企業局長 兼島 規君登壇〕 

○企業局長（兼島 規君） ４月１日付で企業局長を

拝命いたしました兼島でございます。 

 公営企業管理者であるという自覚を持って、安全な

水を安定的に供給すべく努めてまいります。御指導の

ほう、よろしくお願いいたします。 

 それでは、石川浄水場の跡地利用計画の進捗状況に

ついての質問にお答えいたします。 

 旧石川浄水場の跡地につきましては、企業局内に

「石川浄水場跡地利用検討委員会」を設置し、検討し

た結果、平成21年３月に有償で譲渡する方針を決定い

たしました。その後、譲渡先を選定するためうるま市

を初めとする関係機関に対し随時照会を行っていると

ころであります。また、譲渡に向けて平成24年度と25

年度で既存施設の撤去工事を行い、平成26年度には譲

渡できる体制を整えてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 村田 隆君登壇〕 

○警察本部長（村田 隆君） 公安行政についての御

質問の中で、嘉手納署員による青少年保護育成条例違

反事件の原因究明と再発防止策についてお答えいたし

ます。 

 本事案は、本年６月23日午後11時ごろから翌日午前
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３時ごろまでの間、嘉手納警察署に勤務する警察官が

西原町内において県内に居住する10代の女性に対して

みだらな性的行為を行ったという事案であります。 

 県警察では、25歳の巡査長を６月27日沖縄県青少年

保護育成条例違反で通常逮捕し、６月29日那覇地方検

察庁へ送致しております。詳細な原因背景等について

は現在検証中でありますが、原因の一つとして警察官

としての職務倫理の欠如が挙げられることから、今回

の事案を踏まえ、全所属に対して若年層職員に対する

身上把握、指導及び教養の強化を緊急に行っていると

ころであります。なお、被害者の女性に対しては専門

の女性警察官による精神的なケアを行っております。 

 次に、過去５年間の県内の懲戒処分者数については

合計22名で、年ごとの処分者数は平成19年処分なし、

平成20年２名、平成21年１名、平成22年９名、平成23

名10名となっております。 

 なお、県警察では今回の事案を真摯に受けとめ、職

員の身上把握、指導を強化するとともに、職務倫理教

養を一層強化して再発防止に努めてまいる所存であり

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時46分休憩 

   午後５時48分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 山内末子さん。 

○山内 末子さん 福祉保健部長にちょっと再質問い

たします。 

 ただいまのこの件につきましては、まだ条約も締結

されていないということで、情報収集あるいは今その

状況にないというように受けとめましたけれども、今

実はこの件につきましては沖縄県、妻（女性）が日本

人で相手が外国人、特に沖縄の場合には米軍人が多い

ということで、この率というのは日本の中で１位なん

ですよね。そういうことを考えますと、その関係で沖

縄県の弁護士会のほうでは今でもそういった国際結婚

の破綻の中でのいろんな問題に対して対処している状

況が多くて、これが条約が締結された中で、その不服

申し立てをする、あるいは裁判の手続が沖縄県ではで

きない。那覇家裁ではできなくて、東京あるいは大阪

でというような状況が今できつつあるんですよ。そう

いった中で沖縄県のそういう状況を踏まえると、どう

しても経済的な負担あるいは時間的な負担、そういっ

た問題が大変大きくなるということで、ぜひそれは沖

縄県の那覇家裁でその手続ができるようなことを国の

ほう、国会のほうにも申し立てをしている状況なんで

す。ですから、そのことを沖縄県がまず知らないとい

うこと自体が大変これは大きな問題だと思っておりま

す。その件につきまして、副知事は弁護士ですのでそ

の件について大分よく承知していると思っておりま 

す。副知事のほうから答弁をお願いしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 与世田副知事。 

○副知事（与世田兼稔君） まず、ハーグ条約におけ

る子供の引き渡しのこの問題等においては、実はアメ

リカ等かなんかで条約を締結して子供を連れ去ってく

るとで、強制的にまた連れ戻される。裁判がどこでや

られるかという意味においては、原則で言うとアメリ

カであったり、それを日本に持ち帰って裁判ができる

ようなそういう条項の中でやられているわけですけれ

ども、日本のいずれの裁判所というわけではなくて、

やはり東京と大阪でしたか大きな大都市でとこういう

ことです。今、山内先生御指摘のとおりやはりハーグ

条約が締結されて、いわば沖縄県がアメリカ人と結婚

している場合が多いというこういう実情を考えたら、

どうしても裁判上の負担等も含めれば那覇家裁で裁判

ができるように沖縄県でも研究して前向きに取り組ん

でいきたいとそういう考えであります。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん はい、すばらしい、本当にそのと

おりだと思っております。沖縄県はこれまでいろいろ

な形で弁護士会ですとか、あるいは「てぃるる」のほ

うでも国際法律相談とか、そういう中で大変この問題

というのは――件数にすると少ないかもしれませんが

――女性の皆さんたちが抱えている問題というのは大

変大きいんです。ですからこの件についてはこれもう

すぐ法案が上程されるような状況になっておりますの

で、弁護士会のほうでは沖縄選出の国会議員のほうに

その申し立てをしているようです。沖縄県には外務省

沖縄事務所もありますし、それから総領事館もありま

すので、そういった意味では沖縄で手続ができない状

況というのは全くないと思っておりますので、ぜひそ

の点頑張って県のほうもしっかりと取り組んでいただ

きたいと思っております。 

 それから、知事訪米についてですけれども、公室長

の答弁にありました効果的な活動というのは一体どう

いうことを目指しているのでしょうか。その効果的な

活動ということについてお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 訪米におきましては、

これまで政府機関・国務省でありますとか国防省、さ

らに議会筋といったところを知事は訪問しそれぞれ訴

えたわけでございますが、やはり米国の政治の仕組み
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といいますか、あるいは三権分立の仕組みの中でやは

りキーポイントとなる人材でありますとか、あるいは

役職というのがどうもあるようでございます。したが

いまして、11月には大統領選挙があるわけですけれど

も、そういったものもにらみながら、そのキーになる

組織、沖縄の基地問題の実情を訴えて真に受けとめて

くれるような方々をきちんと探し、米政府を動かして

いくという戦略が必要だと、その意味で効果的なとい

うふうに申し上げております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん その戦略的なことというのは大変

重要だと思っております。しかし、今沖縄県の抱えて

いる課題、これはもう待ったなしの状況があると思っ

ております。もちろん知事のほうは、今回のオスプレ

イの問題でも、行政の一番トップとしてもちろん政府

のほうにもずっと反対の意思も示しておりますが、し

かし目の前にオスプレイが来る、あるいは目の前に公

有水面埋め立ての許可のその問題というのが着々と今

前に来ているんですよね。そういう状況の中で沖縄県

が県側としてその状況をにらんでいくその時期という

ものが、いつまでこの時期をにらんでいくのかという

ことが大変大きなポイントになってくると思っており

ます。 

 アメリカは11月に選挙がありますが、オバマ大統領

はノーベル平和賞を受賞した方なんです。そのノーベ

ル平和賞を受賞した方がこういった世界の中でも本当

に地図に載らない沖縄の中に命と人権が本当に侵害さ

れている状況を、今行って、そういう状況でオバマさ

んこれでいいんですかぐらいの――それがだれになる

かわからないですよ。――ですけれども、だからこそ

この状況で訪米をしていきながら、特にこのオスプレ

イの問題、これはもう日本政府、国民も今大変注目を

しております。その中で知事がしっかりとそのオスプ

レイの問題についても10月の運用が目の前に来ている

状況の中で、知事がしっかりと訪米をしていくという

ことは、それは日本じゅうも知事を応援しますよ。今、

オスプレイの問題については日本じゅうが危機感を持

っていますので。そういう意味でしっかりとこれは今

年中にそれやらないといけないんじゃないでしょう 

か。その時期、タイミングはことしではないかという

ふうに私は思っておりますが、知事いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時46分休憩 

   午前11時46分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今議員がおっしゃる意味は

非常によくわかります。ただ、今、こちらの事情だけ

で相手に会える、効果的に相手が動くかというのも考

えますと、今早く行け早く行けと言われたからといっ

ていい効果がきちっと期待できる結果が出るかどうか

はそう簡単ではないと思っています。かなり前から実

はかなりのところへ日本の防衛政策を少し変更しても

らうためにはそういうアプローチがかなり上のほうか

らの部分が要るなということは僕らもわかっておりま

すが、これを政策にのせてきちっと国と国との間で変

更へもっていけるというには、やっぱりそれはタイミ

ングと、相手と、どう説得するかも含めて準備も要り

ますし、タイミングも非常に必要だと思っております。

ですから、これはこちらの事情でまさにおっしゃるよ

うに早く行け行けというのもよくわかるんですが、効

果的な効果が今出せるかどうかというのを見きわめて

からしかやっぱり動けないとも考えております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん もちろんタイミングが大変必要で

す。そして準備も必要です。しかし、今本当にこの状

況の中で私たちが腕をこまねいてという言い方はちょ

っと失礼かもしれませんが、そうこうしているうちに

本当に高圧的なものが押しつけられてくる。それは軍

事上の私、理論じゃないと思っています、今の沖縄の

状況は。政治上の理論でしっかりとこれを突破してい

かないといけない状況になっていると思っておりま 

す。知事はもうやがてことしで就任２カ年目ですよね、

折り返し点に来ているんですよ。そういう中で、この

問題は知事の中でしか決着できないんだという、そう

いう意気込みでもってぜひこれは早目の訪米をしなが

ら早目の芽出しを、何かのきっかけは知事だから私は

できると思っています。そういう意味では石原都知事

ですとか橋下さんたち、全く関係のないようなこと、

政治力は大変大きいですよ。全然関係のない尖閣の問

題も言ってくるわけですから。そういう意味では知事

がしっかりとこれは政治力でもって突破しなければな

らない問題だと思っていますので、ぜひ頑張っていた

だきたいと思っております。もう一度決意をお願いい

たします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） おっしゃることは物すごく

よくわかりますし、単刀直入といいますか、この意味

はよくわかりますが、このやりよう、やり方、タイミ

ングについては、ひとつぜひ私の能力と私のやりよう

で私なりには考えておりますので、いい結果が出るか

どうかも含めて、議員のお力もいただきながらいい方
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法が見つかるように、いい結果が出るように、私も全

力で努力してまいりたいという思いでございます。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん 教育長に伺います。 

 先ほど沖縄の中で一番早い学校はどこかということ

で大変これ両方が意義深いということをおっしゃって

いました。これは歴史ですので、確かにこれまでは城

前小学校だということを言っていましたが、そういう

事実が発覚したらそこはしっかりと県教育委員会とし

てこれは事実を出すべきだと思っておりますが、この

辺どうでしょうか。もう一度お願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 先ほども答弁いたしました

けれども、実はさまざまな説があるんですね。高江洲

小学校の件につきましては、学校沿革史での説、また

具志川市史での説、また「地方自治七周年記念誌」で

の説、いずれも異なった説でございます。そういう中

で、基本的に私はやっぱりこの開校の時期につきまし

ては、設置教育委員会がこれから検証しながら考えて

いくことだと思っていますので、私どもといたしまし

てはその状況をしっかりと見守っていきたいと考えて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん 実は私も城前小学校の出身で、そ

ういうふうにずっと言われてきました。ですけれども、

やっぱりそこは真摯に事実が判明したら受けとめると

いうそういう覚悟を持っておりますので、ぜひしっか

りと判明をしていただきたいと思っております。 

 それから引き続き、一括交付金によります子育て支

援についてですけれども、沖縄県の大学の進学率、教

育長、把握していますでしょうか。大学の進学率。 

○教育長（大城 浩君） 今手元にありませんけれど

も。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん 私の調べたところ、沖縄県の大学

の進学率が36.6％、全国が54.3％。これは高所得階層

の進学率が低所得階層の進学率より高くなっていて、

所得の格差がそのまま教育の格差につながっていくと

いう、これは沖縄国際大学の前泊さんのほうからの資

料なんですけれども、そういう状況をかんがみますと

沖縄県がしっかりとこの低所得から抜け出すためにど

うしてもやらないといけないことは教育の格差の是 

正、これは沖縄振興の大変大きなテーマだと思ってお

ります。ですから今回のこの一括交付金、この一括交

付金に本当に予算をしっかりと獲得をしながら、それ

を充実させていくということが沖縄県の振興にもつな

がっていくということで、そういう意味でぜひしっか

り教育委員会として、例えば先ほどもありました給食

費の問題もそうです。それも一括交付金の中でもっと

検証してその一括交付金の意義というものをしっかり

教育委員会のほうで、これは調査とかではなくて強い

姿勢でとるんだということをぜひこれは検討ではなく

て頑張っていただきたいと思っていますが、もう一度

答弁のほうをお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 一括交付金につきましては、

実は教育という性質上、全国共通の課題に対応して一

律の行政サービスといいますか、多くなる部分が大変

大きいものですから、既に国の補助事業で実施されて

おります事業でやっていたり、あるいは地方交付税の

対象となっている事業等につきましてはなかなか本県

独自の理由といいますか特殊事情の説明には課題があ

るんですね。そういう中でなかなかつきにくいわけで

すけれども、しかし先ほど申し上げましたようにソフ

ト交付金等々では当初予算あるいは５月補正予算等に

つきましても、学力向上や人材育成の視点からかなり

の事業につきまして予算がついてまいりました。です

から、私どもはそういった予算のつきました事業につ

きましては、学力向上あるいは人材育成にしてもしっ

かりと対応していきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん ＦＣ琉球についてですけれども、

いろんな支援をこれから考えていくということですけ

れども、ハードの面については今芽出しができており

ます。ソフトの面という形で県として出資金のことも

もう考えてもいい時期ではないかと思いますが、その

辺についてどういうお考えを持っていますでしょう 

か、お願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） ＦＣ琉球へ

の出資については、昨年度、出資検討委員会の意見な

どを踏まえてＦＣ琉球においての新たな会社の立ち上

げの検討とかそういったところの今精査をしておりま

す。その事業計画、資本政策の提案を見て、再度その

上で検討したいというふうに考えておりまして、ただ、

もう一方でＪリーグにおいて新たにクラブライセンス

制度というのが導入されるような流れがありまして、

入会に向けた環境もどんどん変わってきているという

ことから、情報収集を今行いながらＦＣ琉球のＪリー

グ入会に向けた支援を今後も行っていきたいというふ

うに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 
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○山内 末子さん 普天間第二小学校の件ですけれど

も、防音工事の件です。防音工事についてはこの工事

もそうですけれども、15年になれば建具復旧というシ

ステムがあるんですよね。今回はこの件について教育

委員会としても把握をしていなかったんじゃないか、

その認識がなかったんじゃないかというふうに思いま

すが、その点どうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後６時６分休憩 

   午後６時６分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 今回の事案につきましてで

はなくて、今、普天間第二小学校に特化した御質問だ

と思いますけれども、実は私どもこの騒音測定につき

ましては、ほとんどデータとしては持ち合わせていな

かった状況でございます。ですから普天間第二小学校

につきましても、私どもがいわゆる環境衛生基準に基

づいた測定を行っていなかったということは事実でご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。 

   午後６時７分休憩 

   午後６時34分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 大城一馬君。 

   〔大城一馬君登壇〕 

○大城 一馬君 こんばんは。 

 １、まず、知事の政治姿勢について。 

 (1)は削除をいたします。 

 (2)、慰霊の日における野田総理の来賓あいさつにつ

いて。 

 野田総理は、大田実中将の「県民ニ対シ後世特別ノ

御高配ヲ賜ランコトヲ」の言葉を引用し、基地負担の

早期軽減に全力を尽くし具体的に目に見える形で進展

させることを改めて誓うと述べましたが、現実的には

普天間飛行場の辺野古移設ありき、オスプレイ配備を

強行に進めています。知事の所感をお伺いいたします。 

 ２、基地問題について。 

 (1)、米軍普天間飛行場へのオスプレイ配備について。 

 ＭＶ22オスプレイ輸送機は墜落事故が多発し、構造

的欠陥があると指摘されています。仲井眞知事は、安

全性が証明されて県民の不安が払拭されない限り配備

に反対だとの発言ですが、知事自身はこれまでのオス

プレイの多発事故を受けて、オスプレイ輸送機につい

てどう見ていますか。 

 (2)、オスプレイ配備に対する県民の怒りが増幅し、

県民大会開催の声が強くなっています。県民の要求に

こたえるべく知事が先頭に立って県民大会開催を主導

すべきと思いますけれども、知事の決意をお伺いいた

します。 

 ３、一括交付金の方向性について。 

 (1)、自由度の高い沖縄振興特別推進交付金制度がス

タートをしましたが、市町村から事業の交付決定が不

透明との声が上がっています。進捗状況をお伺いいた

します。 

 ４、離島振興について。 

 (1)、離島・僻地から本島に進学する児童生徒の生活

支援や教育の機会均等を確保するために寄与する離島

児童・生徒支援センター（仮称）について、離島町村

から早期建設の強い要請がありますが、進捗状況につ

いてお伺いいたします。 

 (2)、物流生活コスト低減策について。 

 ア、復帰特別措置法により沖縄本島から県内離島へ

輸送される石油製品について、本島並みの価格安定と

供給を図るために石油製品輸送補助事業が実施されて

いますが、現状を説明してください。 

 イ、県内離島は、沖縄本島と比較して生活必需品の

価格が割高となっており、住民生活を圧迫しています。

「沖縄21世紀ビジョン」において離島住民の生活コス

ト低減に取り組むとしていますが、支援事業について

お伺いいたします。 

 ５、鉄軌道・ＬＲＴ建設計画についてでございます。 

 内閣府が鉄軌道を導入した場合の事業採算性など予

測調査結果を発表していますが、2010年度の需要予測

調査においてもそうですが、国の方針が沖縄への鉄軌

道導入は極めて厳しいと受けとめられかねません。こ

こは県の強い決意、取り組みが求められます。県の考

え方をお伺いいたします。 

 ６、県立郷土芸能会館（仮称）建設についての進捗

状況を説明してください。 

 ７、西原与那原マリンタウン地区の土地利用につい

て。 

 (1)、ホテル用地、コンドミニアム用地など県誘致の

土地利用計画について状況を説明してください。 

 (2)、与那原マリーナ整備事業について、去る５月の

臨時議会で８億9000万円の補正予算が計上されました

が、事業概要と今後の整備計画についてお伺いいたし

ます 

 最後に８、南風原町那覇空港道南インター地域の土

地利用計画について質問いたします。 

 この地域は、交通の利便性などの観点から、地権者
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や企業などから土地利用の推進の声が強く、また、南

風原町の第四次総合計画の中で新規産業ゾーンと位置

づけられ開発が求められていますが、市街化調整区域

に設定されているため事業実現のハードルが高いよう

です。県は、南風原町と連携して対応策を講じるべき

だと思いますが、見解をお伺いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 大城一馬議員の御質問に答

弁いたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、野田

首相あいさつについての御質問にお答えをいたしま 

す。 

 野田首相は、「国の安全保障に万全を期す」とした

上で、沖縄の「基地負担の早期軽減に全力を尽くし、

具体的に目に見える形で進展させる」と述べておられ

ます。日米安全保障体制が安定的に維持されるために

は、沖縄県の過重な基地負担の軽減を図ることが極め

て重要であると考えます。野田首相には、沖縄の基地

負担の軽減を最優先に取り組んでいただきたいと考え

ております。この旨を機会あるごとにお願いをしてま

いろうと考えております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地問題についての御

質問の中で、オスプレイ配備についてお答えいたしま

す。 

 去る６月29日に米国防省は、ＣＨ46ヘリをＭＶ22オ

スプレイに換装するという通報を日本政府に対して行

いました。また、機体は７月下旬に陸揚げのために岩

国飛行場に到着する予定であること、モロッコ及びフ

ロリダにおける事故の調査結果が日本政府に提供され

安全性が再確認されるまでの間、日本における飛行運

用を控えること、この調査結果は８月に提供される見

込みであることとされております。 

 オスプレイは、ことし４月にはモロッコ、６月には

フロリダ州において墜落事故が発生しており、県民が

不安を抱いております。 

 県としましては、事故原因が究明され、安全性が証

明され、県民の不安が払拭されない限り当該配備には

反対であります。 

 次に、県民大会についてお答えいたします。 

 オスプレイの配備について、県としては、事故原因

が究明され、安全性が証明され、県民の不安が払拭さ

れない限り当該配備には反対であり、去る６月19日に

は防衛大臣、外務大臣、民主党幹事長に対し配備見直

しを要請したところです。現在、渉外知事会で配備反

対の緊急要請を行うことについて調整しており、また、

速やかに軍転協でも配備の見直しを要請したいと考え

ております。これまで行われた県民大会は広く各界各

層を網羅し、県民が主体となって取り組まれたものと

考えております。 

 県としましては、今後ともあらゆる機会を活用して、

全力を挙げて配備反対を求めていきたいと考えてお 

り、県民大会への参加については、このような取り組

みを踏まえ検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 一括交付金の方向性につ

いての御質問の中で、一括交付金の執行に係る県事業

の進捗状況についてお答えいたします。 

 沖縄振興特別推進交付金、いわゆるソフト交付金を

活用した事業については、市町村分を除く500億円の

うち、当初予算と５月補正予算を合わせて延べ202事

業、458億円を計上しております。このうち、第１次

分として244億円が５月25日に交付決定され、第２次

分として138億円が近日中に交付決定されると国から

聞いているところであり、合わせて延べ180事業、382

億円が交付決定される見込みであります。 

 県としては、今回までに交付決定がなされていない

事業については、早期執行が可能となるよう国との調

整を継続してまいります。また、未計上分の42億円に

ついては、９月以降の補正予算において、駐留軍用地

先行取得基金や年度途中の新たなニーズに対応するた

めの財源として活用する予定であります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 市町村の一括交付金事

業の状況についてお答えいたします。 

 県は、５月末までに全体の約８割に当たる約240億

円の事業内容を取りまとめ、その情報を内閣府に提供

し調整を行っているところであります。事業数は約

1300事業で、その数が膨大で事業内容も多岐にわたっ

ていることや、初年度ということもあって慎重に内容

を確認していることから時間を要していますが、６月

末時点で要望額の約６割に当たる約140億円、事業数

にして約650事業の内諾を得て市町村に伝達したとこ

ろであります。現在、まだ内諾が得られていない残り
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650事業、約100億円の事業について、引き続き調整を

行っているところです。さらに、未要望額160億円に

ついても積極的に助言を行い、事業化の促進を図って

おり、これらの追加事業も含めて可能な限り多くの事

業がその執行が可能となるよう調整を進めてまいりま

す。 

 次に、離島振興についての御質問の中の、離島にお

ける燃料費対策についてお答えいたします。 

 県は、復帰特別措置法に基づく揮発油税等の軽減措

置を活用し、石油製品輸送等補助事業を実施しており

ます。本事業においては、沖縄本島から離島へ輸送さ

れる揮発油、灯油、軽油、Ａ重油の海上運賃、倉入料、

桟橋通過料等の輸送経費などに対しほぼ全額の補助を

行い、離島における石油製品価格の低減に努めている

ところであります。 

 次に、物流コスト低減に係る生活支援策についてお

答えいたします。 

 沖縄県の離島は広大な海域に点在し小規模離島も多

いことから、沖縄本島と比較して生活必需品の価格が

割高な状況にあります。このため、県においては、沖

縄振興交付金を活用し、平成24年度から離島生活コス

ト低減実証事業を実施することとしております。本事

業は、小規模離島を中心とする県内離島へ輸送される

食料品等の生活必需品について、沖縄本島から離島ま

での輸送経費及び卸売業者の販売経費の一部を補助す

ることで生活必需品の価格を引き下げることにより定

住条件の整備を図るものであります。 

 次に、鉄軌道・ＬＲＴ建設計画についてお答えいた

します。 

 鉄軌道を含む新たな公共交通システムにつきまして

は、沖縄県総合交通体系基本計画において、利便性の

高い公共交通ネットワークを構築するための基幹的な

システムとして位置づけております。県は、これまで

の調査結果を踏まえ、国とも連携を図りながら鉄軌道

導入に向けた諸課題の検討を行うとともに、新たな公

共交通システムのあり方について、県民のコンセンサ

スを得るための広報活動等を実施していきたいと考え

ております。 

 ＬＲＴについては、利便性の高い公共交通ネットワ

ークを構築する観点から、公共交通基幹軸の主要拠点

に結節するフィーダー交通として位置づけることが望

ましいと考えております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 離島振興についての御質問

で、離島児童・生徒支援センター（仮称）についてお

答えいたします。 

 同施設につきましては、離島・僻地出身の高校生の

寄宿舎の機能、小・中・高校生の交流の拠点としての

機能等をあわせ持つ複合施設として計画しておりま 

す。実施時期につきましては、一括交付金を活用した

事業として平成25年度の着工を目指して取り組んでい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 県立郷土芸

能会館建設の進捗状況についてとの質問にお答えいた

します。 

 沖縄県では、平成23年度に「文化発信交流拠点環境

整備調査検討委員会」を開催し、県立郷土劇場にかわ

る新たな文化発信交流拠点の整備に向けて必要性及び

あり方について検討を進め、基本理念を含めた報告書

を取りまとめたところであります。同報告書では、施

設整備に関し、１つは既存施設の活用、１つは既存施

設を補完する施設の整備、そして、もう一つ新たな大

規模施設の整備の３つのパターンを想定しており、上

半期９月までに整備方針を決定、それを踏まえ施設規

模、運営方法及び具体的設置場所など文化発信交流拠

点整備のための基本計画を策定することとしておりま

す。 

 なお、今年度の第１回検討委員会を６月20日に開催

したところであります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） マリンタウン地区、

土地利用についての御質問の中で、県有地の利用計画

についてお答えいたします。 

 マリンタウン地区の県有地の利用計画については、

社会・経済情勢の変化を踏まえ、民間の企業ニーズに

即して進める必要があります。そのため、平成23年度

にアンケート調査を実施し、114社から「進出の可能

性がある」との回答を得ており、そのうち62社を対象

にヒアリング調査を行い、その結果をもとにホテル用

地等の一部を商業用地に変更したゾーニング案を作成

したところであります。 

 今後は、西原町や与那原町及び関係機関と調整しな

がら、土地利用計画や区画割の見直しを行い、企業誘

致の促進を図っていく考えであります。 

 同じく、マリンタウン地区土地利用についてで、マ
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リーナ事業の整備計画についてお答えいたします。 

 マリーナの整備については、平成11年度から整備を

開始し、これまでマリーナ護岸や船揚げ場の整備及び

用地造成等を行っております。 

 今後の整備計画については、沖縄振興特別推進交付

金を活用し、今年度は陸置き保管のためのボートヤー

ドや管理棟、駐車場等の整備及び浮き桟橋の設計を行

い、来年度はマリーナ利用者のニーズ及び運営に係る

収支状況を踏まえて浮き桟橋の整備を行う予定であり

ます。 

 次に、南風原町南インター地域の土地利用計画につ

いてお答えいたします。 

 南風原南インター付近は、南風原町が策定した第四

次総合計画の土地利用構想において、新規産業ゾーン

として位置づけられております。当該区域は、市街化

調整区域に位置しており、開発手法としては、都市計

画法による市街化調整区域における地区計画等があり

ますが、課題も多いことから慎重な対応が必要と考え

ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 大城一馬君。 

○大城 一馬君 まず知事、オスプレイ配備に対する

県民大会、私の質問事項はまだ県民大会の開催の概要

がまとまっていなかったものですから、知事がしっか

りと大会長になるべく先導していただきたいという趣

旨の質問内容でありましたけれども、ここに来て大体

の県民大会の概要がきょうの各派代表者会議でもしっ

かりと取り組むということがお互いに確認されており

ます。 

 そこで、共同代表制ということもあります。そして

また、きょうの会議の中では８月５日をめどにという

こともありまして、これはもうそれこそ急ピッチで進

めなければ県民の盛り上がり、機運が、そしてまた大

会の成功はおぼつかないだろうというふうに思ってお

ります。何しろ１カ月に満たない期限の中での大会開

催となっていますから、それこそスピード感と、いか

に県民の盛り上がり、県民の結集を大きく成功させる

ということが求められるというふうに思っておりま 

す。そういう中で、代表質問あるいはまた先ほどまで

の一般質問の中でもまだ知事の参加さえも意思が固ま

っていないというように私は認識をしておりますけれ

ども、やはりこの大会を、そしてこのオスプレイ配備

は絶対に阻止をするんだということの決意を知事が示

していただかなければ、短期間の中でやはり県民から

知事がどうも熱心じゃないんじゃないかということに

も受けとられかねない。そういう状況になりますと、

当然のことながら実行委員会の結成に向けましても私

は非常に大きな支障が出てくるのではないかというふ

うに思っています。ですから、押しても引いても、ど

んなに知事がほかの会派の議員がおだてても全くこの

決意が県議会の中で出てこないということについて 

は、やはり私はもう時間的な問題で――きょうで今週

は終わりますけれども――検討する時期はもう既に過

ぎているんじゃないかという気がするんです。知事、

改めてせめて参加するという決意は示すことができま

せんか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後７時０分休憩 

   午後７時０分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） いろんな議員の方から、ち

ゃんと知事は参加しなさいという御命令をいただいて

おりまして、何か余りぐずぐずしているような印象で

まことに不本意ではあるんですけれども、別にぐずぐ

ずしているというわけでもなく、大城一馬議員のおっ

しゃるように、県民からは何だか余り意欲がないんじ

ゃないかと見られますよとかいろいろ言われますと非

常に揺れるんです。ただ、先ほど早くアメリカへ行っ

てやってきなさいという御下命もありましたし、これ

は８月、あと１カ月ですからぶつかる可能性もありま

す。これは半分冗談ですが、つまりいろんなことを今

考えておりますから、そういう中でちょっと検討の時

間だけ下さいと、こういうことですから。 

○議長（喜納昌春君） 大城一馬君。 

○大城 一馬君 もうこれ以上質問してもいい答えが

出てこないと思っておりますので、この件につきまし

てはあえてしつこくはやりません。 

 次に、一括交付金なんですけれども、やはり最初の

制度ということでなかなかその事業の着手に大変だろ

うと。そしてまた、事業の選定、国も大変だろうとい

うふうに思っております。しかしながら、やはり市町

村の首長さんあたりはこれはもうとんでもないと。こ

れが時間が過ぎれば過ぎるほど職員の手間暇も大変な

ことになるということで危機感を持っておりますが、

ただ、私が言いたいのは、今回の新たな沖縄振興、沖

縄の21世紀ビジョンになりますけれども、この交付金

はやはり自由に使えると、自由度が高いということで

私どもは非常に期待しておりました。そういう中で、

やはりこの新たな沖縄振興の中では沖縄らしさと、そ

ういった事業の取り組みということで位置づけてある

と思うんですよ。そこで、多くの1300ぐらいの事業が
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出てきて、本当に市町村・県も含めて沖縄らしさを発

揮しようと、事業をしようということでしっかりと仕

上げてきて提案しているわけですね。私は、そこでこ

れを沖縄らしさ、なぜ永田町の官僚にこの事業選定を

みんな丸投げするのか、この仕組み、やはり沖縄らし

さというのはやっぱり沖縄の市町村長、沖縄県がしっ

かりこれは把握しているわけです。永田町にいては、

東京にいてはこの辺はわかりませんよ。ただ机上で計

算しながらしかできませんからね。やっぱりそういう

意味では、私はこれは今後とも10年間続くわけであり

ますから、しっかりこの仕組みのあり方、やはり沖縄

が決めると、それを国は事業を執行するということの

仕組みがつくれないかどうか、いかがなものですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 先ほどから担当の部長がず

っと答弁しております。まさに議員のおっしゃるそこ

ら辺が問題ではあるんですが、ただし、これはやっぱ

り使い勝手のよさという点でこの仕組みを法律にも書

いてもらってはいるんですが、じゃ、この運用に当た

って一体どこまでやれるか。例えば我々のというか、

役人の世界の給料に使ってはいけないという当たり前

のことを外していって、大体どういう分野でどんなふ

うに使うかというのはある程度方針は無論決まってい

るわけです。そして、ただこれが千差万別いろんなも

のがある意味で出てきておりまして、余り永田町でお

っしゃるような査定をされたんでは結局は同じじゃな

いかという議論もあります。そういうわけで結構やい

のやいのと言ってはおりますが、彼らは彼らでやっぱ

りこの交付要綱というようなある種の基準がないとな

かなか財務省を含めお国ではこのことを進めにくいと

いう面も実はあります。ですから全くなしという状態

にはなかなかし切れておりません。ですが、初年度が

やっぱりいろんな意味でたくさんいろんな分野まで広

げて、内容も広げて出して、初年度が肝心だと思って

おります。少し手間暇かかっておりますが、ぜひ市町

村長さんたちにも言ってください。今ちょうど胸突き

八丁を越えてどこまで広げられるか、どこまで次年度

からは楽にすいすい通っていけるあれになるかも実は

やりとりをかなり激しくやっているところです。です

からある意味で市町村も御協力をいただき、実は北部

で説明会をやったときに、我々も含めて県がスクリー

ニングし過ぎているんじゃないかとか、県がブロック

しているんじゃないか、実はいろんな御批判もいただ

いたりして、盛んと申し上げたんですが、どうしても

初年度については使い勝手のよさもどこまでがどんな

ふうにかというのだけは逆に私、きちんとやっていた

ほうがいいのではないかと思っております。ですが、

余り何カ月もかかるようだと、今までのやり方と変わ

らぬということになりますから、そこは内閣府のお役

人も財務省もかなりよく知ってはおります。ですから

もう少しの辛抱で、どこまで広げられるかのやりとり

の綱引きに今陥っておりますので、私もいつでもこれ

は使い勝手のよさと永田町で決めてもらっちゃ困ると

いうこの部分は議員と同じ考え方ですから、いつでも

実は大臣折衝もしていきますよということです。もう

少し実務的に追われるのが結構あるものですから、も

うしばらくお待ちいただいて、おっしゃっている意味

はよくわかりますから、事務方も含めてもう少ししり

もたたきながら御満足いただける使い勝手のよさまで

持っていきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 大城一馬君。 

○大城 一馬君 やはり県がブロックしていると、そ

ういうのはやっぱり市町村長がいかにこの一括交付金

に期待をしているかというあらわれなんですよね。で

すからしっかり、これは最初ですからもうこれ以上申

しませんけれども、やっぱり次年度からやはり沖縄ら

しさというのは沖縄でしっかりと決めるということで

ぜひ取り組みを強化してほしいというふうに思ってお

ります。 

 次に、離島振興の中で、物流コスト低減策の件なん

ですけれども、石油製品関係ですね。これがこういう

事業なんですね。「石油製品輸送等補助事業の根拠法

令等及び制度概要」ということでこういうのをもらい

ましたけれども（資料を掲示） この中で石油製品の

輸送補助金交付なんですけれども、その中で本島並み

の価格の安定と円滑な供給を図るためにということで

この事業が制度化されているんですが、一体この石油

製品はしっかりと離島の消費者に反映されている、還

元されているというふうになっていますか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 平成23年度におきます本島と離島の石油製品１リッ

トル当たりの価格差というのが実はまだ残っておりま

す。数字を申し上げますと、ガソリンが20円、灯油５

円、軽油14円、Ａ重油17円ということでまだ格差があ

るのが実情でございます。 

○議長（喜納昌春君） 大城一馬君。 

○大城 一馬君 確かにそのとおりで、実は私、きょ

うの１時に本島南部のサービスステーションでリッタ

ー135円ですよ。そうすると同じ時間帯に久米島で160

円65銭、そして南大東で158円、そして粟国村で160円

65銭、要するにまさに今、部長のおっしゃるように23
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円から25円の差がまだあるわけです。要するに、離島

の皆さん方はそれだけの補助金、補助事業を受けなが

ら実際に消費者には還元されてない。じゃ、この事業

費というのはどこにいっているのかと。どこでどう使

われているのかという疑念が起きるわけですね。やは

り我々も離島に行って常々そういう話を聞かされるん

ですよ。そういう解消は、当然この８億1000万、平成

23年度補助金を交付しておりますけれども、その中で

しっかりとやってしかるべきであるし、格差はこの改

善策は今後どうやるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 我々もこの価格差はど

うして生じたかということで、石油補助対象事業者に

対して聞き取りを行っております。聞き取りを行った

結果、３点ほどありますけれども、例えば販売量が少

ないために売り上げ純利益を率を高く設定せざるを得

ないとか、本島であれば洗車とかワックスなどのニー

ズがあるんですけれども、離島ではそういったものが

なくて、結局コストを石油製品価格に転嫁せざるを得

ないとか、また、離島であるがゆえに海上輸送の場合

で天候が荒れた場合になかなか船が出ないために一定

量確保できない可能性があるということで、ドラム缶

ですとかコンテナを別途貯蔵施設に整備しないといけ

ないと、そういった設備が必要なために結局全体とし

ては離島はこういうようなコスト差がまだ残っている

というような説明でございます。 

○議長（喜納昌春君） 大城一馬君。 

○大城 一馬君 この事業の趣旨は、本島並みの価格

の安定と、それなんですよね。ですから、いろんな事

情はあってもこれはしっかりと精査しておかないと、

逆に消費者の負担を大きくしているということになっ

ているんですよ。これはぜひ改善に向けて私はしっか

りと取り組んでいただきたいというふうに思っており

ます。 

 次に、最後にＬＲＴ。実はＬＲＴと県立郷土芸能会

館、マリンタウン、これは２月定例会でやったので復

習のつもりで質問しておりますけれども、このＬＲＴ

の問題、私が実験モデルをつくって那覇―南風原―与

那原間にまずは導入してみてはどうかという質問をし

ました。そのときに知事はこういう内容で答弁されて

いるんですね。「ぜひ大至急研究し……」、最初、私は

この横文字がよくわからなかったんですけれども、

「フィージビリティースタディー」という言葉を使っ

て知事はこの問題を終わっておりますけれども、これ

を訳してみますと、実現可能性という意味らしいです

ね、訳しますとね。そうしますと、私はやはりこれは

２月の定例会の中でのやりとりですから、あえて今ど

うなっていますか、どうしなさいというわけにはいき

ませんけれども、しっかりと知事、この件につきまし

て、２月定例会で知事が非常に前向きに、あるいはま

た一歩踏み込んで答弁したと私は認識しているもので

すから、ぜひ私たちの２月定例会のあの提案について

もう一度思い出して、知事の答弁をもう一度、知事自

身が答弁したことを思い出して、しっかりとこの件に

つきまして対応をしていただきたいなというふうに思

っております。 

 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

   〔仲宗根 悟君登壇〕 

○仲宗根 悟君 皆さん、こんばんは。 

 大変お疲れのところあとしばらくの辛抱でございま

す。どうぞおつき合いいただきたいと思います。 

 熱い熱い選挙戦も終えまして、また皆さんと一緒に

ここで議論が交わせるということを非常に光栄に思 

い、それからまた責任の重さをひしひしと感じながら、

ぜひ県民の皆さんの負託にこたえるべく一生懸命頑張

りますので、ともに頑張っていきましょう。 

 それでは質問をいたします。 

 その前に、戦没者追悼式で語られた野田首相のあい

さつなんですけれども、非常にむなしくて憤りさえ感

じております。この国のトップ・総理大臣の言葉、そ

して現実ということをまざまざと私は憤りを非常に感

じたなという思いがいたしました。県民の願いと余り

にも乖離し過ぎているからであります。政府が目指す

基地の負担軽減は、普天間基地を辺野古へ移すことで

あり、それからオスプレイ配備を容認すること、その

ことだけなんですよね。国の安全保障を力説し、その

言葉もまたむなしく思いました。沖縄の皆様が抱く思

いをすべての日本の人で分かち合おうとする格別の努

力を尽くしてきているだろうかというような問いかけ

をいたしました。ならば、みずから実践すべきではな

かろうか。沖縄に基地負担を押しつけるのではなくて、

国全体で負担を分かち合う努力をするべきであろうと

そういうふうに思うのであります。どのような慰めあ

るいは謝意の言葉を並べても、去る大戦で亡くなられ

た戦没者への慰霊の心は果たせないというふうに思っ

ています。戦没者が慰められるのは、この沖縄からす

べての基地がなくなるそういうことだろうというふう

に思い、具体的な質問を行いたいと思います。 

 １、知事の政治姿勢に関してであります。 

 いよいよ新たな振興法のもと、振興予算が活用をさ

れます。これまでの沖縄振興が県民所得や失業率の数
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字が指し示すように、経済効果が本土へ還流し、県民

への還元につながらなかった。そして本24年度からス

タートをする振興計画が真の自立の創造に向け大きな

飛躍を遂げなければなりませんし、希望と夢を膨らま

せて県民の期待は大きいものがあります。 

 そこで伺いますが、(1)、沖縄振興予算活用に当たっ

ては、これまでなし遂げ切れなかった部分に手当てし、

県民や県民の暮らしに還元される仕組みづくりが求め

られ、国と県・市町村の連携がより重要になってくる

と思うが、その取り組み、そして決意を伺いたいとい

うふうに思います。 

 (2)番目は、県立病院経営についてであります。23年

度までを経営再建期間としました。独法化も含めて検

討するとしましたが、今後どのように対応するのか伺

いたいと思います。 

 (3)、雇用失業対策についてでありますが、本県の大

きな課題の一つであります。改善策、取り組み状況に

ついて伺いたいと思います。 

 ２番目は、基地問題でございます。 

 外来機の飛来による訓練で騒音の増大、そして飛行

経路がどんどんどんどん拡大をいたしております。騒

音被害が広範囲にまたがっている現状でありますが、

騒音測定調査はどのようになっているのかお伺いをい

たします。 

 (1)、米軍嘉手納飛行場及び米軍普天間飛行場の航空

機騒音の県の実態調査の状況を伺いたいというふうに

思います。 

 (2)、外来機の飛来、これはまさに訓練目的としてお

りますが、恒常化をしております。実弾射撃が可能な

鳥島射爆撃場使用が主な理由であり、射爆撃場の返還

がなければ外来機の訓練はなくならないというふうに

私はそう思っています。また、国土保全の観点からも

射爆撃場の返還が急務であります。県の見解を伺いた

いと思います。 

 (3)、第三次嘉手納基地爆音差しとめ訴訟裁判で、国

側の移転補償制度を活用しないのであれば基地を甘受

をすべきであるというような姿勢が示されました。看

過できるものではありません。県の見解を伺いたいと

思います。 

 ３番目は、農林水産業の育成に関してであります。 

 (1)、農産物販路拡大における県産農産物販売プロモ

ーション活動状況及び反響について伺いたいと思いま

す。 

 (2)、台風４号の影響はどうなのか。そして支援対策

をどのように考えているのか伺いたいと思います。 

 ４番目は、福祉行政に関してであります。 

 (1)、子育て支援について、認可外保育園の認可化の

状況はどうなのか伺います。 

 (2)、認可外保育園への支援状況はどうなっています

か伺いたいと思います。 

 (3)、学童保育の取り組み状況についてであります。

よろしくお願いします。 

 ５番目は、土木建築行政に関してであります。 

 読谷飛行場跡地の開発が本格化をしております。そ

こで農地圃場整備やあるいは道路整備が進んでおりま

して、道路も幹線部分が４車線をつくってありますが、

今２車線を交互通行として供用を開始しております。

衝突事故も頻発しており、対策に苦慮しているところ

でありますが、その道路整備に伴う交差点の信号機の

設置について伺いたいと思います。 

 (2)番目は、読谷村長田川の河川堰の改善についてで

ありますが、この長田川は古くは中部地区を代表する

牛町として栄えた地域で、周辺には交易時代のグスク

が点在する風光明媚で沖縄の八景に数えられた河川地

域であります。地域の人々から親しまれている場所で

ありますが、こちらに企業局の取水河川ということも

ありまして、下流に堰が設けられておりますが、大雨

のたびに水かさが増し、はんらんし、浸水被害を受け

ているとして改善を求めています。そのことについて

伺いたいと思います。 

 (3)番目は、中部流域下水道伊佐浜処理区の読谷側の

延伸についてであります。答弁をお願いいたします。 

 ６番目は、公安行政に関してお聞きをいたしますが、

(1)、振り込め詐欺が後を絶たない気配だが、状況はど

うなのか。そしてその対策はどのように行っているの

か伺います。 

 (2)、身近な犯罪撲滅に向けた取り組み、地域の自主

防犯に向けた取り組みはどのようにされているのか伺

います。 

 (3)、金武町の琉球リハビリテーション学院学生寮な

どの車両損壊事件で、加害者が米軍人と判明し、それ

に係る示談交渉場所に交番が使われたことについて、

その事件の概要、経緯について伺います。 

 ７番目、我が会派の代表質問との関連については割

愛をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 仲宗根悟議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、雇用失業対策

に係る改善策と取り組み状況についての御質問にお答

えいたします。 
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 沖縄県におきましては、厳しい雇用情勢に対応する

ため、「みんなでグッジョブ運動」を推進するととも

に、雇用創出基金などを活用し、県内の雇用創出に取

り組んでおります。沖縄県といたしましては、今後と

も一括交付金等を活用し、産業振興や企業誘致等を推

進いたしますとともに、キャリア教育の充実、そして

若年者の県外・海外就職チャレンジ、そして企業等の

雇用環境の改善などに取り組んでおります。本県の雇

用情勢の改善に向けまして全力で取り組んでまいる所

存でございます。 

 次に、福祉行政に係る御質問の中で、認可外保育園

の支援についての御質問にお答えをいたします。 

 認可外保育施設への支援につきましては、認可化促

進と児童の処遇向上を支援してまいりました。沖縄県

といたしましては、沖縄振興特別推進交付金を活用し、

待機児童の解消と認可外保育施設の質の向上を一体的

に取り組むことといたしております。そのため、認可

外保育施設に対し、運営費や給食費の支援等を拡充し

てまいる予定でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 知事の政治姿勢に関す

る質問の中の、沖縄振興予算の活用と取り組みについ

てお答えいたします。 

 沖縄県としましては、公共投資を中心とするこれま

での沖縄振興予算では、県民が強く求める雇用の確保

や離島振興、子育て支援策などに十分な対応ができな

かったことから、国に対し使途の自由度の高い沖縄振

興一括交付金の創設を強く求めたところであります。

同交付金の制度設計に当たっては、国との協議を重ね

ることで沖縄振興特別措置法への明記や使途の自由度

の確保、事務手続の簡素化など、持続的かつ主体的な

施策の展開が可能な交付金が創設できたものと考えて

おります。また、市町村との連携強化による沖縄振興

策の効果的な推進を図るため、市町村における沖縄振

興一括交付金事業への助言や、小規模町村に対する同

交付金事業への財政支援などを実施しているところで

あります。 

 沖縄県としては、国及び市町村との連携のもと、

「沖縄らしい優しい社会の構築」と「強くしなやかな

自立型経済の構築」を図り、「沖縄21世紀ビジョン」

で県民が求める将来像を実現してまいりたいと考えて

おります。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君）  福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 知事の政治姿勢に関

しての御質問の中で、県立病院の経営形態についてお

答えいたします。 

 県立病院の経営形態については、「県立病院のあり

方に関する基本構想」に基づき、「経営再建計画」に

沿った経営全般にわたる改革の取り組みを検証した上

で総合的に判断することとしております。また、経営

形態の判断に当たっては、県立病院の役割が地域にお

いて必要とされる医療を持続的・安定的に提供してい

くこと、そのために病院経営の自立性と健全性を高め

ることが重要であることを踏まえて検討を行う必要が

あると考えております。 

 次に、福祉行政に関しての御質問の中で、認可外保

育施設の認可化についてお答えいたします。 

 沖縄県における認可外保育施設の認可化につきまし

ては、保育所入所待機児童対策特別事業及び安心子ど

も基金を活用して、平成21年度から平成23年度までの

３年間で24施設を認可化し、1712人の定員増を図って

おります。 

 次に、学童保育の取り組み状況についてお答えいた

します。 

 沖縄県は、全国に比べて民立民営の放課後児童クラ

ブが多く、公的施設活用の割合が低いことから、家賃

の負担などのため、保育料が全国より高くなっている

状況にあります。平成24年度は、沖縄振興特別推進交

付金を活用して公的施設の活用を促進することとして

おり、現在、活用可能な公的施設について実態調査を

実施しているところであります。今後は、この調査に

基づき実施主体である市町村に対し、公的施設活用の

計画を策定するよう働きかけてまいります。あわせて、

公的施設へ移行する予定のクラブに対し、家賃補助を

行うことにより利用料の低減を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 下地 寛君登壇〕 

○環境生活部長（下地 寛君） 基地問題に関しての

御質問の中で、嘉手納及び普天間飛行場の航空機騒音

実態調査の状況についてお答えいたします。 

 県では、関係市町と連携し、嘉手納飛行場周辺15測

定局、普天間飛行場周辺８測定局において、航空機騒

音の常時監視測定を実施しております。平成23年度の

測定結果によりますと、嘉手納飛行場周辺においては

15測定局中８局で、普天間飛行場周辺では８測定局中

３局で環境基準を超過している状況にあります。また、
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平成23年度から、常時監視測定局以外に、嘉手納及び

普天間飛行場周辺の30地点において、「米軍基地航空

機騒音実態調査」を実施しております。その結果、住

宅防音工事対象区域外の４地点において、防音工事対

象区域と同等のＷ値70を超過していることが確認され

ております。 

 今後とも、関係市町村と連携して航空機騒音の監視

測定を継続し、米軍等関係機関に対し、航空機騒音の

軽減に向けて強く働きかけていきたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地問題に関する質問

の中で、射爆撃場の返還についてお答えいたします。 

 県としましては、鳥島射爆撃場及び久米島射爆撃場

の返還並びにホテル・ホテル訓練区域の一部解除につ

いて、久米島町、軍転協、漁業関係団体とも連携しな

がら、あらゆる機会を通じ日米両政府に求めていると

ころであります。昨年５月に開催された沖縄政策協議

会の米軍基地負担軽減部会で北澤防衛大臣から、鳥島

射爆撃場を硫黄鳥島へ移転することを検討していると

の発言がありましたが、沖縄防衛局に確認したところ、

現在具体的な内容は決まっていないとのことでありま

す。県としましては、引き続き情報収集を行っている

ところであります。 

 次に、第三次嘉手納爆音訴訟についてお答えいたし

ます。 

 県としましては、現在本件が係争中であることから、

コメントについては差し控えさせていただきたいと思

います。 

 嘉手納飛行場の航空機騒音については、常駐機に加

え外来機のたび重なる飛来等により、依然として目に

見える形での負担軽減が図られておらず、地域住民の

生活にさまざまな影響を与えております。 

 県としましては、今回の訴訟を大きな関心を持って

見守っていくとともに、引き続き日米両政府に対し、

嘉手納飛行場の騒音軽減を粘り強く働きかけていきた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） 農林水産業の育成に

関して、農産物販売プロモーションの状況及び反響に

ついての御質問にお答えします。 

 県では、県産農産物販売プロモーション強化対策事

業等において、県外における県産農林水産物の販売促

進に取り組んでいるところであります。具体的には、

県外大手量販店における「沖縄フェア」の開催、市場

関係者に対する販売促進キャンペーンやセミナーの開

催、首都圏におけるトップセールスや商談会の開催、

東京・大阪においての沖縄食材を使用した期間限定ア

ンテナレストランの設置などを実施しております。大

手量販店での県産農林水産物による「沖縄フェア」の

開催は好評で、昨年度に引き続き今年度も開催したと

ころであります。昨年度実施した期間限定のアンテナ

レストランは好評で、期間を１カ月間延長するなどの

反響を得ております。また、県内での販促プロモーシ

ョンとしましては、ことし２月に開催しました「おき

なわ花と食のフェスティバル」では、２日間で約15万

8000人が来場しております。 

 県としましては、引き続き、沖縄農林水産物等の販

路拡大に努めてまいります。 

 次に、同じく農林水産業の育成に関して、台風４号

の農林水産業被害と支援対策についての御質問にお答

えします。 

 台風４号による農林水産業の被害総額は、約4900万

円となっております。被害の内訳としましては、さと

うきび3950万円、ハーブ類1000万円となっております。 

 台風等の被害に対する補償としましては、畑作物共

済、園芸施設共済等の農業共済事業があり、加入農家

に対して損害評価後に共済金が支払われることとなっ

ております。さらに、農家に対する支援策として、長

期償還、低利の農林漁業セーフティネット資金があり

ます。また、既に農業近代化資金等の制度資金を借り

入れている台風被害農家に対しましては、償還猶予を

行うことができます。 

 台風被害に対する支援につきましては、農家の要望

に基づき、個別・具体的に対応していきたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 村田 隆君登壇〕 

○警察本部長（村田 隆君） 土木建築行政に関して

の御質問の中で、読谷飛行場跡地開発における道路整

備に伴う交差点信号機設置についてお答えいたしま 

す。 

 読谷飛行場跡地におきましては、新設道路の整備が

進められており、本年４月７日には読谷村道中央残波

線が暫定片側１車線で供用を開始しております。 

 御質問の交差点は、中央残波線の供用開始に伴って

形成された複数の交差点であると認識しております。
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現在、県警察では県内全域からの要請の中から、事故

発生の頻度や交通量等はもとより周辺一帯の施設や交

通安全施設の設置状況等を総合的に検討し、信号機設

置の必要性や緊急性の高い箇所の抽出を行っていると

ころであります。中央残波線への信号機設置につきま

しても、総合的な検討を行った上で判断してまいりた

いと考えております。 

 次に、公安行政についての御質問の中で、まず振り

込め詐欺の状況とその対策についてお答えいたしま 

す。 

 本年の県内における振り込め詐欺の認知状況は、４

月までは架空請求詐欺の１件にとどまっておりました

が、５月と６月に還付金詐欺が連続発生し、その被害

件数は合計10件、被害総額は約812万円に及び、被害

者の９割が65歳以上の高齢者となっております。 

 還付金詐欺の手口は、実在しない国民医療課などの

市役所担当部署や、社会保険事務所等の公的機関の職

員を名乗り、過去に支払った保険料等の払い戻しがあ

ると偽り、ＡＴＭに誘導してあたかも被害者の口座に

還付金を振り込むかのようにＡＴＭの操作を電話口で

指示し、被疑者が不正に調達した口座に振り込ませ、

現金をだまし取るというものであります。 

 県警察では、還付金詐欺を初めとする振り込め詐欺

の被害防止対策として、マスコミを活用した注意喚起

のほか高齢者対象の防犯講話、安心ゆいメールでの情

報発信、ＡＴＭ周辺での声かけ等県民に広くその実態

を知らせております。また、身近にできる防止対策と

しましては、不審な電話には出ないよう留守番電話機

能を活用したり、一人では対応せずに必ず家族や周囲

の人に相談することが有効な防止対策と考えておりま

す。 

 今後とも振り込め詐欺の被害者を出さないため、繰

り返し被害防止対策を実施して県民の抵抗力を高める

周知活動を図っていくこととしております。 

 次に、身近な犯罪撲滅及び地域の自主防犯に向けた

取り組みについてお答えいたします。 

 沖縄県では、平成14年に刑法犯認知件数が戦後最悪

の２万5641件を記録したことから、犯罪を減少させ、

安全・安心で住みよい沖縄県を目指し、県民挙げての

ちゅらさん運動に取り組むとともに、県警察において

は犯罪総量抑止対策を強力に推進してきたところであ

ります。その結果、刑法犯認知件数は平成15年から９

年連続で減少し、平成23年には１万2403件と平成14年

に比べ１万3238件、51.6％減少しております。なお、

本年５月末現在においても前年同期に比べ419件、

8.3％減少しております。 

 また、県民の皆さんの自主防犯意識が高まり、本年

５月末現在、防犯ボランティア団体が709団体、構成

員２万6843人、青色回転灯装着自動車も556台と年々

増加しております。防犯ボランティア団体には、地域

における声かけやあいさつの励行、公園、犯罪多発地

域でのパトロール活動などに積極的に取り組んでいた

だいており、安全で安心な地域社会づくりに大きな成

果を上げているところであります。 

 県警察においては、今後も防犯ボランティア団体と

一層連携し、安全で安心して過ごせる地域社会が実現

できるよう努めていく所存であります。 

 次に、金武町における車両損壊事件の概要、経緯に

ついてお答えいたします。 

 本事案は、本年２月21日の未明、金武町字金武にお

いて専門学校学生寮の駐車場や契約駐車場などに駐車

された車両のフロントガラス、サイドミラーなどが割

られた器物損壊事件であります。県警察では、被害者

11名から被害届けを受理し、現場資料、防犯カメラの

映像、関係者の情報提供等から在沖米軍海兵隊所属の

海兵隊員を浮上させ、米軍捜査機関の協力など所要の

捜査を実施して同海兵隊員を器物損壊事件の被疑者と

特定し、本年５月25日那覇地方検察庁へ事件を送付し

ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企業局長。 

   〔企業局長 兼島 規君登壇〕 

○企業局長（兼島 規君） 土木建築行政に関する質

問のうち、読谷村長田川の河川堰の改善についてお答

えいたします。 

 比謝川と長田川の合流部に設置されている比謝川下

流堰は、長田川取水ポンプ場の取水堰として復帰前に

整備された施設であり、水資源の乏しい本県において

は安定的な水資源を確保する施設として大きな役割を

果たしております。一方、地元の団体からは、堰の撤

去・嵩下げ、魚道設置など改善を図ってほしい旨の要

望がありますが、改善に向けては、治水、利水の観点

や親水性などの河川環境面など解決すべき課題があり

ます。 

 企業局としましては、今後とも読谷村、嘉手納町、

河川管理者である県河川課と調整してまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 土木建築行政に関し

ての御質問の中で、中部流域下水道事業の読谷側の管
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渠延伸についてお答えいたします。 

 流域下水道は、２以上の市町村の下水を排除、処理

するものであり、終末処理場、幹線管渠等の整備及び

維持管理を県が行い、幹線管渠に接続する枝線管渠の

整備及び維持管理を市町村が行うこととなっておりま

す。県が整備を行う幹線管渠の終点は、流域下水道の

計画区域の末端に位置する市町村の処理区域の面積も

しくは流入水量が３分の１となる地点と定められてお

ります。読谷側の幹線管渠の終点は、ほぼ基準どおり

の位置となっていることから、県が整備することは困

難と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 自己紹介を忘れたようでありますの

で、改めて社民・護憲ネット、議席18番仲宗根悟です。

再質問を行いたいと思います。 

 それではまず、金武町の示談交渉場所に関する件で

あります。公室長、金武町で起こったこの路上、そし

て専門学校の学生寮など３カ所で発生した米兵の器物

損壊事件ということで、金武交番に被害者生徒・職員

を呼び出して示談交渉が行われたというようなことで

ありますけれども、もちろんこの新聞の内容からしま

すと、書類の説明もなくサインを求められたというよ

うなこともありまして、このような示談交渉のあり方

について県はどのように考えているのか、まずそこか

らお聞かせいただけますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） その場所については、

先ほど県警本部長から御答弁があったとおりですけれ

ども、米兵が公務外で起こした事件・事故の賠償につ

きましては、これは地位協定18条でもって適正に補償

が行われるべきであります。しかしながら、それがい

わゆる示談ということになった本件につきましては、

その経緯等の具体的な資料というものを入手しており

ません。したがいまして、どういう形の非違があった

かというのは県はコメントをしかねるわけですが、し

かしながら一般に示談というのは和解の一つの方策だ

と承知しておりまして、これはとりわけ米兵事件の被

害者という立場を考えれば、やはり被害者の人権・権

利に十分配慮して進めるべきであっただろうというふ

うに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 これはアメリカとそしてこちらの文

化の違い、これだけで言ってしまってはおしまいなん

だろうと思うんですけれども、こちらはもちろん加害

者が被害者にまず出向いて、そして謝りに来て初めて

そこからじゃ示談にしましょうという話になるのが筋

じゃないかと思うんですね。それを当事者でもない代

理の者が来てサインしなさいとか、あるいは示談を迫

るというような行為があってはいけないというふうに

思っているんですが、県としても事例がないというよ

うなことではありますけれども、また、現場が交番が

使われてきたという意味では、もちろん交番も地域安

全センターというような位置づけもあることはあるん

ですけれども、やはり一般住民からすると交番に呼び

出されること自体、萎縮するんですよね。そういった

交番が示談交渉場所に使われると、そして被害者自体

に対して非常に配慮を欠いているというふうにしか思

えないんですよね。本当に萎縮はすると思うんですよ。

占領意識丸出しだなと、またこれが見てとれると思う

んですが、今回この学校関係者の抗議やあるいはマス

コミが大きく取り上げたものだから、慌てて被害者は

謝りに来たのかなとそういうふうにも思えるんです 

ね。ここはやはり沖縄なんだから、ここの文化にやは

り合わせるべきですというような指導を県も外務省や

あるいは防衛省にも強く、毅然とした態度で――再発

防止はもちろんですが――この取り扱い方などについ

て対応をとっていくべきではないかというふうに思う

んですが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 先ほど申し上げたとお

りなんですけれども、まずこの事件そのものにつきま

しては、これは被害者が県民であり、加害者が例の米

軍の構成員であったということでこれまで繰り返され

てきたことでございまして、これは犯罪防止等のワー

キングチーム等を通じて、これは米軍あるいは日米両

政府に対して再発防止を強く求めてまいります。 

 一方で、この示談のあり方等につきましては、これ

は当然被害者の権利、人権を最大限に尊重してしかる

べきものだと考えておりますので、これは機会を見て

そういう面につきましても政府に申し上げていこうと

思っております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 これは県も強く迫るべきだというふ

うに思います。ぜひ頑張っていただきたいと思います。 

 さて、土木行政に関してお聞きをしますけれども、

当間部長も今回限りでどこかへ行ってしまうというこ

とで私自身も焦っているんですね、この件に関しては。

これは昨年６月からお話を申し上げているんですけれ

ども、もちろん下水道は流域の末端市町村は３分の２

までが基準どおりだというのは重々承知してはいるん

ですが、読谷村の処理場が始まった期間がかなり浅い
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というふうに思っているんですね。伊佐浜の処理場が

できました。ところが読谷村はキャパが少ないので待

ってもらったというような経緯があるわけですよ。そ

して沖縄市にできた、そこから分水しながらやっとで

きたと。期間がまだ短いものですから、やはりそこは

どう対応していくかというような早急な負担もできな

いということですので、この辺は県にぜひお願いした

いというようなことで、その交付対象範囲への要請を

後押ししていただきたいというのが実情、本音だと思

うんですが、改めてその辺いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 読谷村に聞いたとこ

ろ、財政が厳しいために下水道の面整備が計画どおり

に進んでないと。それで読谷村としては、返還地区の

整備を優先しているために肝心の北部の整備が進まな

いという状況でございます。それとあと、読谷村では

私たちからもいろいろ今回調整した結果、今年度より

条例を制定して単独浄化槽から合併浄化槽に変更して

村から補助金も出すと聞いておりますので、そういう

短期的な対応もしながら私たちとしてはぜひ読谷村が

そういう地区の整備ができるようにいろんな支援の相

談を受けて取り組んでいきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 短期的な整備というのはもちろんな

んですけれども、もう一つは３分の２まで設置面積あ

るいは水量の面積、基準どおりではあるんですが、も

う一つその基準の中、その交付対象範囲の中には、以

前も申し上げましたけれども、湖沼水質保全特別措置

法というのがあるわけですよね。その長田川は取水河

川であるんだと。その上流に処理した下水を放流する。

そしてその取水河川である長田川に放流されているわ

けですから、この辺はその湖沼水質保全特別措置法の

中で規定をしっかりしているわけですから、その交付

対象範囲として該当するんじゃないのかなというふう

なことを思っているんですが、その辺についてはいか

がでしょうか。 

○土木建築部長（当間清勝君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後７時58分休憩 

   午後７時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 議員おっしゃった下

水の放流の意味ですけれども、処理場の放流水を水道

の取水口の上流に放流するということでありますの 

で、今回伊佐浜処理区の放流先は長田川ではなく、宜

野湾の西海岸であるということでその適用はできない

ということとなっております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 では違う見地から、その処理した水

が放流というような考え方だということですが、それ

では現状は、実はここにどういうふうな状態でこの下

水が長田川に注いでいるかということを……（資料を

掲示） 前にも申し上げましたけれども、この今整備

されている３分の２というのがこの地点ですね。これ

から知っていただきたいというのがこの喜名地点なん

ですよね。この喜名地点から国道暗渠等を通じてこの

東側の弾薬庫の黙認耕作を通じて比謝橋その長田川に

注いでいるわけなんですが、あの箇所を点々々と下水

を見てどのような経路で伝っていくかということを印

してあるんですけれども、もちろんこれは自然わき水

によって希釈あるいは自然の草木によってある程度は

浄化されてここまでたどり着くわけなんですが、それ

にしても整備を急がないといけないなという思いがす

るんです。これが読谷村だけの問題ではないと思うん

ですよね。この長田川から取水している――もちろん

水質には異常なく取水はしていると言っているんです

が、企業局長、この長田川から取水をしている、そし

てそれを生活に供給している市町村はどちらとどちら

でしょうか、御存じですか。 

○議長（喜納昌春君） 企業局長。 

○企業局長（兼島 規君） 手元にちょっと資料があ

りませんけれども、この長田川から取水したものは北

谷浄水場のほうに行っていると思いますので、北谷浄

水場管内の市町村、沖縄市であるとか、嘉手納町であ

るとか、読谷村等々が恩恵を受けていると思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 その長田川から取水された水はヤン

バルから来た水とブレンドして、もちろん北谷の浄水

場で浄化されるわけなんですけれども、こちらが北谷、

沖縄市の一部、そして北中城、宜野湾、浦添、那覇と

いうことで供給をされているようなんですよ。ですか

ら、ここの部分は読谷だけの問題ではなくて、今申し

上げた市町村が飲んでいるわけですから、ぜひともこ

の辺の整備については近々に行って、もちろん部長が

おっしゃったように村との調整の中で緊急的にやって

いるというようなことではありますが、現在今申し上

げたとおり、読谷飛行場跡地の利用でどんどんお金が

向こうに行ってしまっているということで、この辺に

ついてはぜひお願いしたいんだと再度そのようなこと

を申し上げているんですが、いかがですか。検討の予

定はないですか。 

－ 231 －



 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 議員が最初におっし

ゃったように、読谷村が流域に入ったのがおくれたと。

ただし、その流域の中でもほかの市町村がその間に負

担していて公平な形にはなっております。ただし、先

ほど言ったように一括交付金の中で沖縄の特殊性、特

に先ほど言ったように米軍の返還跡地のほうに集中的

に読谷村は対応しているという、そういう特殊事情を

含めて一括交付金の中で何とか県ができないものかと

いろいろ下水道課のほうでも知恵をめぐらせたんです

けれども、やはりこの下水道の整備というのは必ずし

も沖縄特有の問題ではない、むしろ返還跡地という特

有の問題がありますけれども、そういった中で今短期

的な対応しか方法がないんですけれども、研究課題と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いうことで今後引き続きいろいろ支援策を検討してい

きたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 よろしく支援策を考えて講じていた

だきたいというふうに思います。 

 以上、終わります。 

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。 

 本日の日程はこれで全部終了いたしました。 

 次会は、７月９日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後８時４分散会 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 ７月６日、知事から、お手元に配付いたしました議

案３件の提出がありました。 

 また、６月22日から７月４日までに受理いたしまし

た陳情20件は、お手元に配付の陳情文書表のとおりそ

れぞれ所管の常任委員会に付託いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情文書表 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、乙第１号議案か

ら乙第28号議案までを議題とし、質疑に入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 仲村未央さん。 

   〔仲村未央さん登壇〕 

○仲村 未央さん おはようございます。 

 それでは通告に従いまして一般質問を行います。 

 １点目、オスプレイ配備計画について知事の政治姿

勢を伺います。 

 ２点目、県民所得の向上と経済・産業政策について。 

 (1)、県民所得全国中位の知事公約は、達成時期をい

つと想定したものか伺います。 

 (2)、入域観光客数と県民所得の関係、「1000万人誘

致」を設定目標とした理由を伺います。 

 (3)、製造業の振興について課題と展望を伺います。

特区の実績、「専ら」要件の緩和などについて伺いま

す。 

 (4)、特区内の賃貸工場に入居するある企業は、開業

から１年を待たず、給料の遅払いで労働基準監督署か

ら是正勧告を受け、地域人材育成事業の助成を受けて

いるにもかかわらず退職者が後を絶たないとの指摘が

あります。実態を把握しているのか伺います。入居に

当たっての審査、その後の企業支援や指導のあり方に

ついても対応を伺います。 

 ３番目、大変恐縮ですが、次回にさせてください。

時間の都合上、申しわけございませんが削除します。 

 ４点目、識名トンネル工事の虚偽契約について、県

は違法と認識しているのか伺います。 

 ５点目、学校編成整備計画における沖縄水産高校再

編について最新の方針を伺います。 

 ６点目、国営首里城公園の県移管にあっては、有料

施設を保有する都市再生機構の収益の取り扱い、これ

を含めた公園管理全体の収支を見通す必要がありま 

す。ＵＲや海洋博記念公園管理財団及び国との協議に

ついて方向性を伺います。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 仲村未央議員の御質問に答弁をいたします。 

 まず第１に、オスプレイ配備計画についての御質問

にお答えをいたします。 

 オスプレイは、墜落事故が発生しており県民が不安

を抱いております。県といたしましては、事故原因が

究明され、安全性が証明され、県民の不安が払拭され

ない限り配備には反対であります。渉外知事会や軍転

協でも配備見直しを要請してまいります。 

 今後とも、さまざまな機会を活用して直接政府に対

し配備反対を求めてまいる所存でございます。 

 次に、県民所得の向上と経済・産業政策についての

中で、県民所得全国中位の想定時期についての御質問

にお答えいたします。 

 県民所得を全国中位にする時期は、「沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画」の目標年次であります平成33年度を

めどといたしているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 県民所得の

向上と経済・産業政策についての中の、入域観光客数

と県民所得の関係、1000万人を目標とした理由につい

てお答えいたします。 

 沖縄県が平成22年度に実施しました「観光統計実態

調査」によると、観光消費による県内への経済波及効

果は6616億円、付加価値効果は3383億円で、県内総生

産の9.1％に相当しております。 

 入域観光客数の増加は、観光消費として幅広く関連

産業の売り上げを拡大し、さらに企業の利潤や雇用者

の賃金として県民所得の増大に貢献をしております。 

 入域観光客数の目標値につきましては、国内外の市

場や観光客の動向から推計するとともに、今後の新石

垣空港や国際線ターミナル、那覇空港の滑走路増設な

ど交通インフラ及び航空路線の動向等を踏まえつつ、

観光客誘致強化などの施策展開を総合的に勘案し設定

をしているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

－ 237 －



 

○商工労働部長（平良敏昭君） 県民所得の向上と経

済・産業政策についての御質問の中で、製造業の振興

における課題と展望、特区の実績、「専ら」要件の緩

和等についてお答えいたします。 

 製造業は、県内自給率の向上、雇用の創出など経済

波及効果が大きいことから、その振興は極めて重要で

あると考えております。しかしながら、離島県である

ことによる市場規模の狭隘さや物流コストなど構造的

な不利性があることに加え、中小零細性に起因する企

業経営基盤の脆弱さ、技術集積の不足など多くの課題

を抱えております。 

 こうした中、旧特自貿地域には、産業用製造装置や

高付加価値部材の製造等これまで本県にはなかった新

たな分野の企業が34社立地し、本県の産業振興や雇用

創出に一定の成果を上げております。 

 今回の沖振法の改正により、旧自貿と旧特自貿を発

展的に統合した国際物流拠点産業集積地域制度が創設

され、１つ目に、法人課税所得の控除率が現行35％か

ら40％に拡充されたことにより、実効税率が約19％に

引き下げられたこと、２つ目に、「専ら」要件の緩和

については、特区外事業所の設置が一部可能となりま

した。 

 県としては、物づくりに不可欠な金型を初めとする

高度な基盤技術を有するサポーティング産業の集積も

あわせて県内企業の技術力の向上や人材育成を促進す

るほか、那覇空港における全日空の国際物流ハブ機能

を活用した販路開拓など、長期的な視点に立って製造

業の振興に取り組んでまいります。 

 次に、特自貿立地企業の実態把握と入居審査や支援

についてお答えいたします。 

 旧特別自由貿易地域内の賃貸工場に入居を希望する

企業については、「賃貸工場入居募集要綱」等に基づ

き、その経営状況の堅実性、計画の確実性などを精査

し、部内選考委員会で審査の上、入居を決定しており

ます。 

 また、入居後も県が地域内に設置したサポートセン

ターにおいて立地企業の相談等に対応しております 

が、順調に業績を伸ばす企業がある一方で、当初の計

画が思うように進捗していない企業もあります。 

 議員御質問の企業については、経営状況が厳しいこ

とは聞き及んでおりましたが、今回、責任者に確認し

たところ、数回にわたりおおむね10日間の給料遅払い

が生じ、労基署の指導を受けたとのことであります。 

 県としましては、今後とも立地企業の事業計画や経

営状況等の把握に努めるとともに、関係機関と連携し、

操業の支援や雇用の安定確保に向け必要な対策を講じ

てまいる考えであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 識名トンネル工事に

おける契約の違法性の認識についてお答えいたしま 

す。 

 県としては、識名トンネル新設工事について、真地

久茂地線改良事業の一部として国庫補助金を申請し、

送水管沈下対策工等も一連の工事として施工したもの

であります。その際、変更協議が難航したが、本トン

ネル工事の特殊性から、安全性、経済性を考慮し早期

完成を図るため、沈下対策工等を新たな追加工事とし

てやむを得ず別途随意契約を締結したものであり、補

助事業の対象であると考えておりました。このように、

送水管沈下対策工等も一連の工事であることから補助

事業の対象であると考えていたものであり、不適切な

経理処理ではあったものの、法令に違反して国庫補助

金を詐取するというような意図は全くありませんでし

た。 

 次に、国営首里城公園の県移管について、国との協

議の方向性についてお答えいたします。 

 首里城公園の首里城等の主要施設の県への移譲につ

いては、総理の御発言を受け、内閣府、沖縄総合事務

局、国土交通省、沖縄県、都市再生機構の５関係機関

で設立する連絡調整のための会議を開催することとし

ております。 

 県としては、その会議の場において、移譲の方法や

諸費用の対応方針などについて財政負担などの課題や

問題点を整理した上で、望ましい移譲のあり方を協議

していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 学校編成整備計画における

沖縄水産高校再編についての御質問で、南部工業高校

と沖縄水産高校の統合についてお答えいたします。 

 ３月28日に県教育委員会会議におきまして決定いた

しました県立高等学校編成整備計画では、南部工業高

校と沖縄水産高校を統合し、平成27年度開校を予定し

ております。学科の編成や教育課程につきましては、

県立学校整備準備委員会で調整することとしておりま

す。また、現在の水産に関する学科の機能は保持する

こととし、校名については、必要であれば校名検討委

員会で議論することになります。 

 今後、必要に応じて説明・意見交換を実施し、理解
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を求めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん それでは、まず識名トンネルの問

題からお尋ねいたします。 

 まず、事後契約によって進めてよいという、そうい

った工事があるのかどうだか。その際、もしあるとす

れば、その法的根拠もあわせてお示しいただけますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 事後契約において工

事を進めてもよいという法律はないです。ただし、災

害等の場合は緊急な対応が必要ですので、そういった

場合は、国のほうで施越工事というのがあって、そう

いう手続を経て、災害等の場合は工事を実施しており

ます。今回の場合は、通常の工事であった場合は、本

体通常当初契約した分の精算変更という形の工事請負

金額の変更は工事請負書に定められておりますので、

それは法律に基づいて通常の契約の場合は変更契約と

いう形はございます。しかしながら、今回はやむを得

ず特殊な財政を確保するための事情として、県として

は工期は本体工事と重なっているということでやむを

得ず随意契約をしたものでございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 新規であれ変更であれ、契約が行

われない中、つまり事後契約で進めてよいという法律

は一つもない、そうですね。そういう中において当時、

今回のこの識名にかかわる虚偽の契約に当たって、そ

の中においてそのことが不適切だと、これが法に抵触

するという認識がだれひとりなかったのはなぜです 

か。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時21分休憩 

   午前10時23分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 今回の問題が発生し

て、南部土木事務所から本庁に協議がありまして、土

木整備統括監及び土木建築部長まで調整して、その随

意契約についてはやむを得ない形だということで特別

な事情があるという形で、本庁としてもそれについて

はやむを得ないものということで了承しました。 

 しかしながら、そのときに工期については――言い

わけにはなるんですけれども――そのとき本庁として

は、まだ工事は幾らか継続しており、まだ繰り越し等

も手続もあるということで、幾分調整はできるんじゃ

ないかということもあって、工期についてはチェック

しておりませんでした。しかしながら、第三者委員会

及び行政考査の総括にもあったように、工期の設定は

土木事務所のほうに一任されておりますが、担当職員

は、工期は不適切かもしれないが、トンネル工事との

一連の工事であったことから、本体工事の工期内であ

ったことから問題はないんではないかという形で、一

応工期の設定を処理した状況でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん もう一度、質問に的確に答えてい

ただきたいです。 

 私が聞いているのは、いかなる工事であっても契約

に先んじて工事をすることはできない。そして、それ

がいかなる事情があったときにはやってもいいですよ

という法律はないわけですよね。そうですね。それは、

先ほど部長が答弁したとおりです。そういうときにお

いて、県庁の中でこの契約が事後契約であり、工事に

先行してこのような、しかも虚偽に基づく契約によっ

て工事をするのはおかしいんじゃないかという指摘が

だれひとりからも出なかったんですかと聞いているわ

けですよ。 

○土木建築部長（当間清勝君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時25分休憩 

   午前10時27分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 本庁として、だれひ

とりそれをチェックできなかったかということであり

ます。しかしながら、それは通常年度末の契約、第４

半期の契約の場合、通常繰り越しとかそういったもの

も含めて大体決裁するものですから、そういった事務

処理上でそこまで確認ができなかった。それはもう再

発防止策の中でしっかりチェック体制をやっていきま

す。 

 もう一点は、やはり現場指示で施工していただいた

その工事に関してやはり支払わなければいけないと、

そういう状況で土木事務所としては支払うために、変

更契約ではどうしても47.2％の請負比率がかかるとい

うことで、そこを協議した上でやむを得ずそういう形

になっています。 

 そしてもう一点、第三者委員会でも最後の結びの中

で、万が一そういった工事をやった場合に、補助金適

正化法の中でいかにして工事費用を捻出するか、そう

いったものに関しては今後とも国土交通省を含めて関

係機関でしっかり議論すべきだということで結ばれて

おります。 
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○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 人の意見を聞いているんじゃない

んですね。県庁内でだれもその事後契約がおかしいな

という指摘はなかったですかと。本庁でとは言ってい

ませんよ、県庁内でと言っているんです。組織の全体

の中でだれひとりとして。 

 聞きますが、補助金を増額変更するために工期を偽

装した契約の事実を知っていたのは、当時だれですか。

名前は言わなくていいですが、その役職名でだれとだ

れがその工期の偽装の契約について知っていたのかお

尋ねします。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 南部土木事務所の所

長以下、関係した職員でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 南部土木事務所長以下ですか。本

庁サイドにはその契約の工期の設定が虚偽であるとい

う事実を知っていた人は一人もいませんでしたか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 決裁上はそれを決裁

しておりますので、形上はそれを承認している形では

ございますが、実際先ほど申し述べたように、年度末

の工事の場合はそういう繰り越しとかそういったいろ

んな中で手続をしていくものですから、そういった決

裁の中ではそこまでチェックする体制が整えられてお

りませんでした。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 非常に理解しがたい。年度末にこ

んな工事ができるのかというその目線も持てないよう

な本庁の決裁のあり方にまず非常に疑問はあります 

が、それを今部長が言うとおりとして置いておいたと

しても、先ほど南部土木事務所長以下職員、関係した

方は知っていたという中において、そのうちのだれも

違法だと思わなかったということに戻りますが、これ

はだれひとりもその法を知らなかった。法に対する無

知でそのことをだれひとり気づけなかったという意味

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 補助金適正化法自体

は、しっかり補助金を申請してそれを年度内に、その

工期内に終わらすと、そういった補助金適正化法自体

の原則は知っておりましたが、こういった変更に係る

分の対応について、そこまで確認をできなかったのは

事実でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん これは驚くべき発言ですね。原則

は知っていたけれども、契約の変更においては、その

変更契約が事後に行われていいのかどうだか、その法

に対する認識が乏しかったということですか。今の部

長の発言は本当にそのように理解をしてよろしいんで

すか。私は、法に対する無知でこのことを気づけなか

ったというふうには思わない、むしろ。いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時32分休憩 

   午前10時32分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 一般的な工事の場合

は、ある程度工期の間際に精算変更して、きれいに数

量を固めた上で金額を一回で設計変更いたします。そ

ういった中でやっているものですから、今回の場合は、

やはり現場指示で施行していただいた工事に関して精

算をするという方法で、やはりトンネルの安全性の問

題、あとは低入札の問題でそういった形にならざるを

得ないということで土木事務所からそういった相談が

あって、ただし工期については少し双方食い違いがあ

ったというのは事実でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 先ほど来、やむを得ないという事

情のことばかりを言っているんですが、やむを得ない

事情があっても契約が事後になってはいけないという

のが法なんですよ。こういった事情がある場合には、

工期を後で偽ってもいいですよということではないで

すということが前提の確認なんですね。その中で、先

ほど来、これについてだれも気づかなかったとすれば、

むしろこれは慣例になっていたんじゃないですか。慣

例になっていたから、よくあることだったから、不適

切だとは知っていたけれどもやむを得なかった。そう

いうふうに見えますが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 決して慣例ではなく

て、５カ年間の県庁全体でそういった調査を実施しま

した。土木建築部においては２件こういった事例がご

ざいまして、ダムの電源開発に雷が落ちたやむを得な

い緊急事態と産業廃棄物の処理の関係で、２件は同じ

ような特殊な事情でそういった事例がございました 

が、県としては、５年間全体で調査した中でもそうい

った事例はありませんので、決してそういうことはあ

りません。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 皆さんのやむを得なかったという

のは、もちろん契約がないのに工事をしてはいけない
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ということは当然原則として知ってはいたけれども、

ちょっとぐらいそれからずれても、こういう工事がと

められない事情があったのでやむを得なかったという

ふうに言っているにすぎないんですよ。いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時35分休憩 

   午前10時35分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 工事において、精算

変更というのはしっかり法律で認められておりますの

で、そういった精算変更をする方法で県としては一生

懸命頑張ってきたんですけれども、どうしても最後の

業者との協議でそれが合意できなかったということで

今回そういう事態になった状況でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん だから、最初で確認しましたでし

ょう。業者との協議が整わなかった云々、いかなる事

情があっても工事が契約に先行して行われていいとい

う法的な根拠があれば示してくださいと言ったわけで

すよ。ないわけでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時36分休憩 

   午前10時37分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） この識名トンネル問題で

ございますけれども、これにつきましては第三者委員

会、これは昨年末から２月にかけて、そしてまた、総

務部のほうでも３月から５月にかけてその原因・背 

景、それから再発防止策について検討してまいりまし

た。この間、結論的に申し上げますと、今回こういう

ふうな事案が発生をしたその背景といいますか、原因

といいますか、１つは、このトンネル工事が極めて特

殊な工事だったということが一つあると思います。こ

れは県の行政考査の中でも報告がございますけれど 

も、市街地の中のトンネル、そして土かぶりが40メー

トル、その上にはマンションとか住宅、アパート、そ

してまた路線バスが走り回っている。そういうトンネ

ル崩落の不安を抱えながら、職員は３名張りつけられ

ておりました。従事した職員は、いずれもトンネルは

初めて。そういうふうな中で、彼らにとってやはり工

事の安全性というふうなもの、それをいかに確保する

かというのが大きな課題だったと、彼らはそう話をし

ております。 

 一方で、この工事は47.3％、非常に低い、極めて低

い低落札。そしてまた、もう一つ根本的な問題は、追

加工事が発生したときに、じゃ、どのように折り合い

をつけるか、そのことが話し合われてない。そういう

中で、この工期は、トンネルの掘削工事はおおむねあ

と１年間。そういう中で職員が一生懸命作業をしたわ

けですが、最終的に工事費が――これは平成20年11月

の段階ですけれども――10億円を超える追加工事が発

生し、これをどう処理をするのか。その中で、やはり

今言われているように、補助事業としてはなかなかそ

れは整理することはやはり難しかっただろうというふ

うに考えております。そういう意味では、その時点に

おいて財源の確認を含めて、どのような財源を使うか

含めて検討すべき事案だというふうに思っておりま 

す。 

 そういう意味合いにおきましては、職員の張りつけ

の段階、その状況、そして本庁からのバックアップの

体制、そしてまた現場に事業執行を一任してしまう体

質、さまざまなものが今回のトンネル事件の中にはあ

るというふうに考えております。 

 したがいまして、もちろん職員が工期というふうな

ものを実際のものと異なる形で契約を交わした、これ

は非常に大きな問題でございます。今回、我々が第三

者委員会も含めて整理をした発生原因というのは、結

局１つは、その関係職員の法令に対する甘い考え方、

これが一つあっただろうと思います。そしてもう一つ

は、工事の発注の仕方。低落札にもかかわらず、その

追加工事が予見されるにもかかわらず、それをどうす

るかというものが整理されていなかったこと。そして

また、工事の監督、現場を中心としたやり方、本庁の

バックアップがない、あるいはまた、土木事務所の上

司のバックアップがない、そういう中で進められたと

いうふうな問題、そしてまた組織・権限上の問題とか、

さまざまな問題がこの問題には絡んでいると、そうい

うふうなことを御説明申し上げたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 私が聞いているのは、契約がない

中で工事が行われていいという根拠は何ですかと、こ

の１点だけ聞いているんですね。あれこれ聞いていな

いですよ。これに最初からそうですと言いながら、何

かその後いろんな理由を、その経過を言っているが、

私はそこは聞いていないんですね。 

 沖縄県は、工事を続行するために、その非常に緊急

性、特殊性が高いときには事後契約でもやむを得ない

というそういった認識に立つから、国に不服申し立て

をするんですよ、その認識に立つから。いかなる事態

であっても事後契約はないんだという認識に立てば、
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国に不服申し立てなんてする根拠はないんですよ。だ

から、さっきから根拠を示してくださいと言っている

んですよ。 

 もし契約前の工事について、緊急性、極めて高い特

殊性、これがあるときにはやっていいよともし国が許

したとしたら、国は途端に国民からその根拠を問われ

ますよ、国が。なぜそれが許されるのかと、どの法に

基づいて許されるのと。いかがですか、副知事。そし

て、どの程度の緊急性だったらやっていいんですか、

事後契約は。その判断も国に求められます。 

 それから、工事は実際に行われてトンネルは県民に

供用されたんだから、だからやっていいんですかと聞

かれますよ。だれかがポケットに個人的に入れたもの

でなければ、事後契約であっても工事はやっていいと、

そういうことを皆さんは立証できますか。それを言っ

ているんですよ。事後契約でやっていい根拠は何です

かと。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時43分休憩 

   午前10時46分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 通常、こういった緊

急な場合は施越工事というのがあるということで先ほ

ど申し述べました。ただし、今回の場合は、私たちは

国土交通省まで調整に行ったんですけれども、施越工

事的な事業ではないし、その手続を踏まれてないとい

うことで、今回はそういう事例に当たらないというこ

とは申し述べられました。 

 今回、私たち行政考査の中でしっかり検証していた

だいたのは、やはりこういった場面においては、現場

指示をした工事に関して支払うためには、やはりそう

いう中においては県費の活用を考えるべきだったとい

う反省をしています。 

 ただし申し述べたいのは、先ほど申し述べましたが、

第三者委員会の最後の結びの中でも、やはりそういっ

たトンネル工事みたいな特殊的なもの、低入札とか特

殊的なものである場合は、契約金額を超えて進捗した

場合はどのような適切な対応がとれるか、それは今後

も総合事務局や国土交通省、関係機関と協議を重ねる

必要があると結ばれております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 本当に手続のイロハ、そこを踏ま

えてなかったというこの一点に尽きるんですね。その

後、皆さんはいろんなことを言って、やむを得なかっ

たやむを得なかったと言って、そのことを正当化する

ばっかりにこの議会の答弁時間を割いてきています 

が、本当に契約は新規であれ変更であれ、それは工事

に先行するんだというこんな行政のイロハも踏まえら

れずに、県の行政は大丈夫ですか、知事。本当にイロ

ハのイロハじゃないですか。このことに組織としてだ

れも気づけない、指摘もできない中において、当然こ

れは不適切な処理だと自覚していたから、やむを得な

かったという言葉が出てくるんじゃないですか。そこ

に対する反省が全くないから、こういうふうに何度も

何度も、３回にわたってもう定例会も過ぎていますが、

全くその真相の究明に至っていないというのはその指

摘ですよ。知事、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時49分休憩 

   午前10時49分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） お答えいたします。 

 今の議員の御質問でございますけれども、真相解明

につきましては、これは平成23年11月から…… 

○仲村 未央さん 部長、済みません。知事じゃなけ

れば答弁は特に要りませんので、今の質問に対しては。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 知事にもう一度聞きますが、今、

本当に手続のイロハについて、契約が事後であったこ

とがこういった返還にまで発展したというこの問題の

原因は、まさにこの法に対する全く認識の乏しさ、法

を守るという契約があってこそ初めて工事ができるん

だというその決定的な最初のイロハを欠いていたとい

うこのことですよ。これについて見解がないのか。し

かも、これは突然こんな事態が起こったんじゃないで

すよ、何も。当初から工法の変更が起きたり、その後

追加工事も必要になった、夜間工事もできなくなった。

それから、工事費の増額があると協議の申し入れが業

者からあったんでしょう。それも５カ月放置。３回に

もわたっていますよね。それに向き合わず工事を続行

し続けて、やっと協議に入った時点で幾ら予算がオー

バーしているかもわからない、こういう状況の中でい

よいよ皆さんは公文書をまさにつくって、この契約の

予算伺いをし、偽装の工期に基づいて一つ一つ執行も

伺った。建設工事の請負契約書も交わした。そして、

さらにはこれに基づいて国庫補助の申請をする。そし

て、そういって工事は完了しましたよとこういう報告

書も作成する。こういう中において、今まさに問われ

ているんじゃないですか。結果として、この公文書、

これが今言われるような偽造公文書の作成、その罪に
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今要件があるのかどうか問われているんですよ。 

 県警に聞きますが、公文書の作成をめぐって、偽造

公文書作成罪というのがありますが、これはどういっ

た罪ですか。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（村田 隆君） お尋ねの虚偽公文書作

成というのは刑法の156条の規定でありますけれども、

これは、公務員が、その職務に関しまして、行使の目

的で虚偽の文書もしくは図画を作成、または文書もし

くは図画を変造することによって成立をいたします。

印章や署名の有無によって処罰が異なっております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 今、県がどんなにそういった自分

たちの理屈によって、いろんな事情があったからやむ

を得なかったんだという理屈に立って不服申し立てし

ようが、その自信があるんだったらどうぞ裁判してく

ださい。お金は返して、不服申し立てはする。不服申

し立てして、それは却下されたかと思ったら、今度は

それに応訴もしない。法的根拠を持ち合わないまま、

皆さんはやむを得なかった事情ばっかりを話している

んですよ。法的にどうだったかというその手続要件を

欠いていたんでしょうと、国はそれを言うしかないん

ですね、法治国家だから。非常に単純明快ですよ。こ

のことについて、今まさに妥協がないそういった厳格

な対応を国が求めざるを得ないのは、むしろそのこと

を皆さんが正当化している理屈を裏づける法的根拠 

も、手続上の根拠も何も正当性がないからなんですよ。

知事、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時54分休憩 

   午前10時55分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 与世田副知事。 

○副知事（与世田兼稔君） まず、不服申し立ては裁

判手続ではなくて、補助金適正化法に基づいて御意見

を確認するという手続です、まず第１番目に。そして、

補助金適正化法の中で、いわば行政的な裁量の幅とい

うのが大きいものですから、私どもの内容的な実情も

含めて返還されるべき金額というのをもうちょっと御

検討いただけないかと。さらには、悪意の受益者とい

う点で金利がついておりますけれども、今一連の手続

の中において、いわば私どもは仕事としてきちんとし

ているし、補助金がいただけるという誤解もあったん

ですけれども、そういう点についていわば見直しをし

て、悪意の受益者としての年５％の金利、これは除外

していただけるんじゃないですかと。こういう意味で

の行政的な配慮を求めて、あるいは見直しをしていた

だきたいという趣旨で不服申し立てをしたわけです。 

 ですから、これが却下になって、もちろんその次に

は内閣府に意見を申し上げるとこういう手続もありま

すけれども、やはり基本的には会計検査院の指摘もあ

るし、そして私どもが今言われているように、補助金

適正化法に基づいた手続に基づく補助金の申請をして

いないと、こういう点についてはもう棄却決定が出て

いる以上、これはもう受け入れた上で、後は基本的に

言うと第三者委員会、行政考査等で御指摘のような、

いわば今後このような問題が二度と起こらないように

するにはどうすればよろしいかと、こういうことを徹

底して議論し、そして検証して、いわば公務員に対す

る教育等も含めた手続を全部今やり直しをしている 

と。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 本当に二重三重に、この期に及ん

でこの答弁ですかと、副知事。やむを得ないという今

皆さんがおっしゃるような主張が、本当に何らかの合

理性を持つのであれば、法的根拠に立てるのであれば、

何で国はこんなに補助金返還とか、皆さんの不服申し

立て却下を行ったり、そして刑事告発までするんです

か。もし、本当にそのやむを得ないという主張の正当

性に自信があるんだったら、何もみすみすお金を払わ

ないで、どうぞ裁判で戦ったらどうですか。そんなに

裁量の大きい余地がある今回の件について、本当に事

後契約によって進めたやむを得ない事情、これが立証

できる、特殊性があるときには契約は後にしても構わ

ないんだという、そのやむを得なさが皆さんが本当に

自信を持って立証できるんであれば、どうぞ国を訴え

るなりしてやったらいいんですよ。何を研修で教えて

いるんですか。やむを得ないときには事後契約でも構

わないときもあるけれども、今回のように国から指摘

されることもあるから気をつけなさいと教えているん

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 与世田副知事。 

○副知事（与世田兼稔君） 先ほど申し上げましたよ

うに、国を相手取って裁判ができるというそういう手

続として予定されていないと。ただできるのは、要す

るに国が補助事業として認定したものについてだけ補

助金を上げるんですよと。この手続に違反している、

それで補助金の交付決定を取り消して返還命令を受け

たんですね。返還命令を受けましたので、これは基本

的に言うと、税金の返還命令と基本的に同じですので、
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私どもとしては国にたちまちすぐお支払いしました。

支払いがおくれると金利がどんどんますますふえてい

きますのでお支払いしました。支払いはしましたが、

沖縄県としての言い分として、ぜひ見直しと御再考を

お願いできませんかとこういう意見を上申をしたとい

うことだけでございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 補助金手続に違反をしているこの

事実を、正面から皆さんが手続を欠いたというこの部

分に立脚して整理をしない限り再発防止はできないと

思いますよ。いつだって何だっていろんな理由が、事

情がある。そういう背景があっても、なお契約という

のは、この議会の手続も含めて素通りするんじゃなく

て、隠すんじゃなくて、そのことをきちんと契約して

から進めなさいというこの原則、これについて今どん

な理由も見出せないのに、ここまで皆さんはやむを得

ないということを、本当にきょうのきょうまでこうい

うふうに言い続けるということであれば、全く今の段

階での原因究明とか検証ということに私たちは議会と

して理解が及ばないんですよ。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時０分休憩 

   午前11時１分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） お答えいたします。 

 契約が事後契約になっていること、それからまた工

期が実際と異なっている、それはそのとおりで、この

ことについては深く反省をしなきゃいけないと。その

ことに立って行政考査も進めてまいりました。その中

で、やはり同問題が発生した原因の背景として一番大

きいのは、やはり関係職員の法令等に対する安易な考

え方があったこと、そのことは行政考査、それからま

た第三者委員会の中でも強く指摘をされています。 

 一方で、やはりこの工事はまた非常に特殊な工事で

あったというふうなこともありまして、追加工事の工

事費の取り組みが欠落をしている。これもある意味、

組織内における危機管理の問題としてあろうかと思い

ます。そしてまた、現場で必要な手続が不十分であっ

たこと、そして、管理者も十分な事情を把握をしてい

なかったこと、そして本庁職員がなかなか適切な関与

をされていなかったこと等を含めて、それは行政考査

の中で指摘をしております。そしてまた、組織体制、

権限に対する問題とかそういうものを含めて、今後そ

の再発防止について県としては徹底的に取り組んでい

きたいというふうに考えているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん この手続をまず手続として単なる

手続だというふうに置いて、その手続を踏まえられな

い事情はこうこうだったんだとその弁明に終始する間

は、私は、今回の問題解決、再発防止できないという

ふうに本当にきょう深く思いました。そして、今県警

の対応がどうであれ、先ほど偽造公文書の立件も視野

に入れて捜査をしているという話ですが、こういう中

にあっても、その対応がいかにあっても、私は、議会

においてはやっぱり百条委員会、これは本当に設置す

る必要があるなということを改めて感じましたので、

議会の中でそういう対応を求めていきたいと思いま 

す。 

 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時３分休憩 

   午前11時３分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○仲村 未央さん それから、今の件、知事は一言も

答弁なかったですが、みずからその処分をした、その

処分の可罰性というか、何によってその職員を処分し

なければいけなかったのか、そのことについて先ほど

来私が指摘するような違反行為がないとすれば、皆さ

んの立脚する視点に立ったら、何でそのことを処分し

たのかということも問われますので、その点について

お答えください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時４分休憩 

   午前11時５分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 基本的に多額の国庫補助金

を返還せざるを得なかったということに対して不適正

な経理処理があった、そして工事の進捗管理といいま

すか、そこが十分じゃなかったなどなどで――これは、

私、コメントを前回させていただいたんですが、そう

いうことで県民に御迷惑かけたと、そういうことで先

ほど申し上げた主としてその２点で非違行為があった

ということを認めて処分をしたわけです。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん それでは、自由貿易地域内（特別

自貿）の中における一つの企業の例を先ほど部長にお

示しいただきましたが、これは異例のことであるとは

信じたいんですけれども、実際には行政からの助成の

切れ目、いろんな基金を活用した助成の切れ目が雇用

の切れ目になってしまってはその雇用基金の活用の実
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績も問われるし、また、その入居企業は基本的に県が

経営計画を審査して入居させているという意味では、

非常にその信用も持っているわけですね。だから、金

融機関からも借り入れやすいというそういったメリッ

トも信用として持っているわけですよ。そういう中に

おいて県の審査のあり方、あるいは継続的な支援のあ

り方に課題がないかどうか。 

 それから、今20名いた社員が１年でもう半分以下に

減っていく、 人材育成事業の切れ目に当たって、その

企業が滞るというようなことがあれば非常に事態は深

刻かなと思うんですが、そこら辺もう少し県の対応を

お尋ねいたします。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） お答えいたします。 

 議員御指摘のとおりでございまして、県の審査委員

会でその事業の堅実性とか資金調達の確実性とか、こ

ういうのを全部審査した上で入居決定ということをや

るわけですね。中には、残念ながら事業を経営してい

く中でなかなか当初の計画どおりいかないということ

で今回の事態、私どもも以前よりそういう情報等入手

しておりまして、聞き取り等もやってきました。今回

議員の御質問もあってまた再度呼んで聞き取りをやっ

たわけですけれども、御指摘のとおりうるま市の人材

育成事業とかいろんなものを活用していて、従業員の

約半数近くは、またこれから退職を含めた半数ぐらい

に及ぶという事実も確認しております。ですから、私

どもとしては、現地に設置しているサポートセンター

とうるま市と連携して、こういう企業について事前に

情報を入手して、どういう対応ができるか今後とも立

地企業のサポートを全面的にやって、その従業員の解

雇に至らないような取り組みをやっていきたいと考え

ております。 

○仲村 未央さん ぜひよろしくお願いします。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

   〔新垣安弘君登壇〕 

○新垣 安弘君 おはようございます。民主党の新垣

です。 

 ６月から居室が５階から６階へと上がりまして、本

会議場の席が左の端から真ん中より少し右寄りになっ

てしまいました。居心地は悪くはありません。しかし、

これ以上右に行くことはないと思うんですが。そうい

うわけでもないんですが、質問も提案も少し右よりに

なるかもしれません。 

 それでは早速ですが、通告に従い一般質問を行いま

す。 

 初めに、安全保障と基地問題について伺います。 

 (1)、日米両政府は、普天間飛行場の県外移設やオス

プレイ配備中止の要請に対してこたえようとしませ 

ん。今後、我が国の安全保障政策における沖縄の負担

について、県民の要望を反映させる効果ある取り組み

について知事の見解をお聞かせください。 

 (2)、４月から地域安全政策課がスタートしておりま

すが、どのような取り組みがなされているのか伺いま

す。 

 (3)、尖閣諸島と尖閣諸島をめぐっての日中の対立に

ついて知事の見解を伺います。 

 (4)、南西諸島への防衛力強化を進める政府の方針に

ついての知事の見解を伺います。 

 ２番目に、海洋資源の活用について伺います。 

 (1)、久米島の海洋深層水施設に取水管の増設が必要

ではないでしょうか。 

 (2)、温度差発電の実証実験の中で、深層水に含まれ

ているリチウムなどの資源を取り出す事業も行われる

のでしょうか。 

 (3)、深層水を活用した商品開発なども進めるべきで

はないでしょうか。         

 (4)、沖縄近海における海底資源の開発と実用化は本

県経済にどのような効果をもたらすでしょうか。 

 ３番目に、金融特区の政策について伺います。 

 (1)、沖縄Ｊ―Ｎｏｍａｄの開設準備の進捗状況を伺

います。 

 (2)、県が考える「沖縄型上場モデル」とはどのよう

なものでしょうか。 

 (3)、新しい取引所が成功する上でも、金融面での一

国二制度をかち取る必要があると思いますが、今度の

政府への要望をどのようにしようとしているのでしょ

うか。 

 ４番目に、一括交付金について伺います。 

 (1)、国による交付決定がおくれていることの原因と

問題点や課題を伺います。 

 (2)、事業計画や予算執行に向けての県や市町村の課

題や問題点を伺います。 

 (3)、次年度の予算要求について、どのように取り組

んでいくのか伺います。 

 ５番目に、農水産業政策について伺います。 

 (1)、基幹作物と言われるさとうきびの生産を守り維

持していくことが、農家の所得の向上と担い手の育成

による雇用の確保に今後どの程度効果を上げていくと

予想されるでしょうか。 

 (2)、高収益型の農作物の導入が求められているが、

どのようなものに力を入れて取り組んでいるでしょう
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か。 

 (3)、2011年産のさとうきびの歴史的な不作におい 

て、農業共済制度はどのような役割を果たしたのか伺

います。 

 ６番目に、首里城公園を県民の手で運営することに

ついて伺います。 

 (1)、野田総理が復帰40周年記念式典で首里城公園を

沖縄県へ移譲すると明言されたが、そのことについて

の県の見解をお聞かせください。 

 ７番目に、鉄軌道・ＬＲＴ導入に向けての今後の取

り組みを伺います。 

 最後に、本県におけるスマートエネルギーアイラン

ド構築事業、またはエコアイランド構想への取り組み

を伺います。 

 以上、答弁をお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 新垣安弘議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、安全保障と基地問題についてという御

質問の中で、尖閣諸島をめぐる知事の見解についてと

いう御趣旨の御質問にお答えをいたします。 

 尖閣諸島は沖縄の圏域であり、また日本固有の領土

であり、そして領土問題がないという政府の公式見解

と同じ立場に立っております。 

 次の御質問ですが、農水産業政策についての御質問

の中で、高収益型の農作物の導入についてという御趣

旨の御質問にお答えをいたします。 

  生産拡大が期待できる品目を戦略品目として位置づ

け、そして生産振興に取り組んでいるところでありま

す。特に収益性の高いゴーヤー、マンゴー、そして小

菊などにつきまして、県内外の消費者に高品質で安

全・安心な農産物を安定的に供給できるよう取り組ん

でいるところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 安全保障と基地問題に

ついての御質問の中で、安全保障に関する県の取り組

みについてお答えいたします。１の(1)と１の(2)は関

連しますので一括してお答えいたします。 

 沖縄の基地問題は、我が国の安全保障のあり方の中

で日本国民がひとしく考えるべき課題でありますが、

国会の議論を見ても国民の理解が十分ではないと考え

ております。こうした状況を踏まえ、県は本年４月地

域安全政策課を設置し、独自の有識者ネットワークを

通じて基地問題に係る国際情勢や安全保障問題等につ

いて調査・分析・研究を行い、国民全体の議論として

問題提起していくこととしております。また、喫緊か

つ最重要課題である普天間飛行場移設問題について 

も、日米の外交政策、安全保障政策と密接に関連する

ことから、地域安全政策課においてこれまで以上の体

制で情報収集、政策立案に取り組んでいるところであ

ります。 

 次に、南西諸島への防衛力強化についてお答えいた

します。 

 防衛白書では、自衛隊配備の空白地域となっている

島嶼部に必要最小限の部隊を新たに配備するなど、南

西地域の態勢強化が示されております。自衛隊の配備

については、我が国の防衛やさまざまな緊急事態対応

などの観点から、政府において適切に検討されるべき

ものと認識しております。しかしながら、その配備に

当たっては地元の理解と協力を得るよう、最大限の努

力をするべきであると考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） 海洋資源の活用につ

いての中の、久米島海洋深層水施設の取水管増設につ

いての御質問にお答えします。 

  海洋深層水研究所は、海洋深層水の総合利用の推進

を図り本県の産業振興に寄与することを目的に、水産

及び農業分野での研究開発を行うとともに工業利用を

促進するため、企業に海洋深層水を分水しております。

久米島の海洋深層水施設の取水規模は、１日当たり最

大取水量１万3000トンに対し、現在は約75％の１万ト

ンでの運用となっております。このため、新たな取水

管の増設については、今後、深層水利用に関する需要

や市場性及び事業採算性等を総合的に検討した上で判

断されるものと考えております。 

 次に、同じく海洋資源の活用についての中の、深層

水を活用した商品開発についての御質問にお答えしま

す。 

 海洋深層水は、低温性、富栄養性、清浄性という特

性を有しており、多くの分野での利活用が期待されて

おります。これまでの研究開発の成果としては、水産

分野においてはウイルスフリーのクルマエビの母エビ

養成技術を確立し、「沖縄県車海老漁業協同組合」へ

技術移転を図り安定した種苗の生産に寄与しておりま

す。農業分野においては、海洋深層水の水温が低い性

質を利用して、夏場にホウレンソウを栽培する技術が
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開発されております。また、海洋深層水の工業利用に

ついては、18社の企業が分水を受けて化粧品、飲料水、

食料品等の製造販売などに利用しております。現在、

実用化に向けた研究としては海洋深層水を利用した

「アサクサノリ陸上養殖実用化試験」や、農業研究セ

ンターと連携した低水温の冷熱利用による「島ラッキ

ョウの周年安定生産技術の開発」などに取り組むこと

としております。 

 今後とも海洋深層水の水産及び農業分野における研

究と技術開発、工業分野における利活用を推進するた

め、民間企業等への情報発信などに努めてまいりたい

と考えております。 

 次に、農水産業政策についての中の、さとうきび農

家の所得向上や雇用効果についての御質問にお答えし

ます。 

 さとうきびは、台風・干ばつ等沖縄の厳しい気象条

件下においても比較的安定した生産が可能な作物であ

ります。さらに、製糖業を通して雇用機会を確保する

など、農家経済はもとより地域経済を支える重要な作

物であります。このため県としましては、農家所得向

上に向けた単収向上対策として、優良品種の開発普及

やかんがい施設の整備を進めるとともに、ハーベスタ

ーの導入等による機械化の促進など各種施策に取り組

んでいるところであります。担い手につきましては、

平成23年度時点において、農業所得350万円以上を目

標とする認定農業者696経営体、さとうきび生産法人

71経営体が育成されており、今後地域のリーダーとし

て活躍が期待されております。また、雇用機会につい

て関係機関からの聞き取りをもとに推計すると、収穫

請負や製糖企業の季節作業員等も含めると、少なくと

も延べ3400人の雇用確保になっております。 

 県としましては、引き続き「沖縄21世紀ビジョン基

本計画」においても、さとうきびを基幹作物に位置づ

け、各種施策を総合的に推進し生産振興に努めてまい

ります。 

 次に、同じく農水産業政策についての、平成23年産

さとうきびに係る農業共済の対応についての御質問に

お答えします。 

 台風等の自然災害に対する農業被害対策として農業

共済制度があり、さとうきびについては、畑作物共済

に加入している農家の自然災害や病害虫による被害に

対し共済金を支払うことにより、農業経営の安定化を

図るものであります。平成23年産さとうきびについて

は、台風等により共済加入農家の約71％に当たる3383

戸に被害があり、その減収量は４万5000トンとなって

おります。被災農家への共済金支払い額は前年の約12

倍の約８億円を見込んでおります。今月、農業共済組

合の損害評価会において、損害額等を確定し被災農家

へ共済金が支払われることとなっております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 海洋資源の活用につ

いての御質問の中の、リチウムなどの資源を取り出す

事業についてお答えいたします。 

 海水中に含まれるリチウムは、その平均濃度が

0.18ppmで、海水１トン当たり約0.18グラムと非常に

微量なことから、海水から直接リチウムを抽出する技

術の実用化には相当の年月を要するものと聞いており

ます。現在、国内ではその実用化に向け佐賀大学で研

究が進められております。 

 今般の久米島におけるＯＴＥＣ、いわゆる海洋温度

差発電実証事業では、リチウムなど資源の抽出は予定

しておらず、発電のための実証運転設備を整備し安定

した出力を得るための技術的検討を主な目的として実

施することとしております。なお、今後ＯＴＥＣと連

続して海水を大量に淡水化する必要性が生じた場合 

は、濃縮海水が活用できることとなり、リチウムの抽

出効率が高まることから、検討の余地はあるものと理

解しております。 

 同じく海洋資源の活用の中で、海底資源の開発と実

用化が本県経済に与える影響についてお答えいたしま

す。 

 本県の周辺海域では、平成22年10月に伊平屋沖にお

いて独立行政法人海洋研究開発機構が、金、銀やレア

メタルなど有用金属資源の存在が期待される世界最大

級と言われている熱水湖を確認しております。このほ

かにも有望な熱水鉱床が発見されておりますが、現状

はまだ基礎調査の段階であります。今後、国等におい

て詳細な調査が行われて深海での採掘技術や採算性の

問題等がクリアされ具体的な開発段階になれば、本県

に支援拠点が形成され海洋土木関連業、船舶・観測機

器メンテナンス関連業などの立地と雇用が期待されま

す。 

 県としては、国や独立行政法人海洋研究開発機構等

と密接に連携し、適切に対応してまいります。 

 次に、金融政策についての中の、沖縄Ｊ－Ｎｏｍａ

ｄの開設についてお答えいたします。 

 東京証券取引所の特定投資家向け株式市場であるＴ

ＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔは、投資家を限定す

ることや指定アドバイザーによる上場支援を義務づけ

ることにより上場基準が緩和されており、ベンチャー
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企業等が上場しやすい仕組みとなっております。今年

度、設立予定の沖縄Ｊ－Ｎｏｍａｄは、東京証券取引

所の指定アドバイザーとして県内のベンチャー企業等

がＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔへ上場するため

の支援を行う民間機関となります。 

 県としましては、沖縄Ｊ－Ｎｏｍａｄの設立を支援

することにより、県内ベンチャー企業の創設、発展を

促進していきたいと考えており、現在早期の設立に向

け、県内金融機関等に対して出資を依頼しているとこ

ろであります。 

 次に、沖縄型上場モデルについてお答えいたします。 

 沖縄型上場モデルとは、沖縄Ｊ－Ｎｏｍａｄの支援

によりＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔへ上場するた

めのスキームを確立し、沖縄の特性を生かしたベンチ

ャー企業等を成長させていこうというものでありま 

す。沖縄Ｊ－ＮｏｍａｄがＩＴ、バイオ、環境を初め

とする技術開発型ベンチャー企業の上場を支援してい

くことによって、本県の立地特性と企業ニーズに合致

した上場環境を整え、沖縄型ベンチャー企業の創出、

集積を促進していきたいと考えております。 

 次に、同じ金融政策についての中の、金融特区に係

る要望についてお答えいたします。 

 特定取引所金融商品市場の誘致に向けたキャピタル

ゲイン税制の創設などの税制改正については、昨年の

税制改正において見送られることとなりました。一方、

今般の沖縄振興特別措置法の改正において、金融業務

に付随する業務として新たに追加された業務を行う沖

縄Ｊ－Ｎｏｍａｄが金融特区内に設立されることによ

って、県内のベンチャー企業等の上場が促進されると

ともに、金融特区における金融業の集積と高度化が促

進されるものと期待しております。県は、今後国内外

の投資家の資金が名護市の金融特区に集まる環境が整

うよう、新たな制度や事業の創設を検討していきたい

と考えております。 

 次に、沖縄県におけるスマートアイランドまたはエ

コアイランド構想の取り組みについてお答えいたしま

す。 

 沖縄県では、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」にお

いて、沖縄ハワイクリーンエネルギー協力を通して島

嶼地域におけるクリーンエネルギーや省エネルギー技

術導入による先進モデル地域としてのエコアイランド

沖縄を形成し、世界に発信することとしております。

そこで、本計画の実現に向け、先行的に平成23年度よ

りスマートエネルギーアイランド基盤構築事業を実施

し、大規模な太陽光・風力発電設備の設置による電力

系統への安定化対策や、亜熱帯型省エネ住宅・省エネ

機器及び電気自動車等の技術基盤の構築など、島嶼地

域に適したクリーンエネルギーの利用や、省エネルギ

ーモデルの実用化を目指しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 一括交付金についての御

質問の中で、県事業の交付決定がおくれている原因等

についてお答えいたします。 

 沖縄振興特別推進交付金を活用した県実施事業につ

いては、延べ202事業、446億円の事業計画を国へ提出

しており、７月６日までに延べ180事業、382億円が交

付決定されております。まだ交付決定を受けていない

22事業、64億円については引き続き国と調整を行って

いるところであります。国の交付決定がおくれている

理由については、交付要綱の制定が４月19日であった

こと、制度の運用が初年度であるため、事業の内容、

交付要綱との整合性の確認などの手続に時間を要して

いることが原因と考えております。次年度以降は、手

続や確認のノウハウが蓄積されるとともに年度開始前

から事前調整が行えることから、県としては、年度当

初からの円滑な事業執行が可能となるものと考えてお

ります。 

 次に、事業計画や予算執行に向けた県の課題等につ

いてお答えいたします。 

 沖縄振興特別推進交付金に係る事業効果の早期発現

を図るためには、適切かつ円滑な執行体制の整備が重

要であると考えております。県としては、全庁的な執

行管理の場を設けるなど、執行状況の把握、課題等の

調整、情報共有を行うなど適切に対応してまいりたい

と考えております。 

 次に、次年度の予算要求の取り組みについてお答え

いたします。 

 沖縄振興交付金は、改正沖縄振興特別措置法におい

て、今後10年間の持続的な制度として創設されたもの

であります。県としては、平成25年度以降も離島振興、

子育て・福祉・医療、文化・交流・平和などの施策が

持続的・発展的に展開できる十分な予算額が確保でき

るよう、引き続き県議会を初め関係各位の御協力を得

ながら、国へ要望してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 一括交付金についての

御質問の中の、市町村事業の交付決定がおくれている

ことについてお答えいたします。 
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 市町村の一括交付金事業につきましては、６月末時

点で要望額の約６割に当たる約140億円、約650事業の

内諾を得て市町村に伝達したところであります。交付

決定がおくれている理由といたしましては、４月19日

に国の沖縄振興特別推進交付金交付要綱が示されたこ

とから、各市町村において交付要綱を踏まえた事業の

見直しが行われたこと、事業数が約1300事業でその数

が膨大であり事業内容も多岐にわたっていること、初

年度ということもあって慎重に内容を確認しているこ

となどが要因となっております。現在、まだ内諾が得

られていない残り約650事業、約100億円の事業につい

ては引き続き調整を行っているところです。さらに、

未要望額約60億円についても、積極的に助言を行い事

業化の促進を図っており、これらの追加事業も含めて

可能な限り多くの事業が早期執行できるよう調整を進

めてまいります。  

 市町村の一括交付金事業の課題についてお答えいた

します。 

 市町村においては、一括交付金の事業計画の策定は

初めてのことで戸惑いもあることから、県に対し多く

の市町村から支援の要望がありました。このことから

県は、市町村の事業計画策定を支援するため、交付要

綱についての説明会や集中相談会を開催するとともに

庁内にサポート体制を構築し、市町村ごとに個別相談

に対応してまいりました。また、予算執行に向けては

年度内の事業執行に支障がないよう、早期の内諾・交

付決定を得ることが必要と考えており、市町村と連携

しながら可能な限り多くの事業が早期執行できるよう

調整を進めてまいります。 

 次に、鉄軌道・ＬＲＴ導入に向けての今後の取り組

みについてお答えいたします。 

 国は、平成22年度から23年度にかけて需要予測モデ

ルの構築とモデルルートを設定し、ルートとシステム

の組み合わせによる複数のモデルケースについて、沖

縄における新たな公共交通システム導入にかかわる課

題整理などを行っております。平成24年度は引き続き

モデルルートをもとにした導入課題検討に向けた調査

や、県民が求める公共交通システムに関する意識調査

などを実施すると聞いております。県は、これまでの

調査結果を踏まえ国とも連携を図りながら、早期導入

の可能性を高める観点から、県民のコンセンサスを得

るための広報活動、駅を中心とした新たな開発などに

よる需要拡大の検討、持続的な運営を可能にする特例

的な制度の提案を行うための調査など、導入のための

条件整備に資する調査を実施したいと考えておりま 

す。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 首里城公園を県民の

手で運営することについてで、県移譲についての県の

見解についてお答えいたします。 

 首里城公園の首里城等の主要施設については、沖縄

復帰40周年記念式典で野田総理の式辞において平成30

年度をめどに沖縄県に移譲するとの御発言がありまし

た。これを受け内閣府、沖縄総合事務局、国土交通省、

沖縄県、都市再生機構の５関係機関で設立する連絡調

整のための会議において、移譲の方法や諸費用の対応

方針等について、財政負担などの課題や問題点を整理

した上で、望ましい移譲のあり方を協議していきたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 知事にちょっとお伺いしたいんです

が、今土建部長が答弁されていた首里城の沖縄県への

移譲の件なんですが、これは民主党の県連から党本部、

そして政府に働きかけをやってそれで記念式典の野田

総理の発言に至ったと思ってはいるんですが、ただ、

このことが余り評価があと一歩かなというふうに感じ

ているんですね。民主党県連のほうで本部に要請した

のは、１つにはもちろん首里城公園そして海洋博記念

公園、これは収支から見ても収益性の高い観光スポッ

トであると。それももちろんあったのですが、それ以

上に首里城というのは沖縄の県民にとって誇りを持っ

てしかるべきそういう場所なんですね。そこが県の管

理じゃなくて国の管理に置かれているというのは、そ

れはある意味県民の心情、思いからしたらあと一歩こ

れはよくないんじゃないかと。そういう意味で、精神

的な観点からやはり首里城は沖縄県がしっかり管理す

べきだと。そこが中心となって我々は訴えてやってき

たつもりなんですが、このことについての御感想をお

聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員のおっしゃるとおりで、

主として民主党の県連とか議員の皆さんからの御要請

を踏まえながら私も政府にお願いをして、５月15日の

ときの総理のお話の中に出たとおりでありまして、全

くこれは沖縄のシンボルとして県で管理すべきだとい

うことと、沖縄のシンボルである、誇りであるという

ようなこと、そして何人かの県議会議員からもお話が

あったとおりです。ですからそういうことでやるんで

すが、ただ、まだまだ首里城が実は整っていないとい

－ 249 －



 

うこともあるらしくて、平成30年ごろ、あと六、七年

かけておおよそ完成という時期までは待ったほうがい

いのではないかという専門家の意見なども踏まえて、

総理がお見えになる前に政府との間で大体そのあたり

をめどに議員のおっしゃるような方向にいこうとこう

いうふうに考えていますが。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 ありがとうございます。 

 あと、基地問題についてちょっとお伺いをしたいと

思いますが、今、基地問題、安全保障問題を通してい

わゆる県民の思いが全然政府に伝わらない。政府に伝

わらないということは、政府をつくっている大多数の

国民にも伝わらない、そういう状況だと思うんですね。

じゃ、そういう状況を変えていくのに、やはり安全保

障にかかわる国民的な議論が必要だということは公室

長もおっしゃっておりました。私は、これは日本の戦

後の安全保障の政治のやり残した大きな課題だと思う

んですね。憲法９条で平和主義を掲げながら、崇高な

理念としての平和主義を掲げながら、一方では米軍を

しっかりと国内に置いて、しかも沖縄に置いて日本の

平和と安全を守ってきた。それが日本の戦後のずっと

一貫した国の安全保障政策。それを考えたならば、そ

ういうやり方でもって憲法９条、平和主義だと言いな

がら米軍の軍隊をしっかりと置いてみずからの国の安

全を守ってきた。それはある意味で崇高な精神でも何

でもなく詭弁じゃないかと、そういうふうに言われて

も仕方のないことだと思うんですね。 

 そこで、この安全保障の論議を国民的に起こさない

と、これは大多数の国民から支持を受ける政府は恐ら

くこれからも変わっていかないだろうと思うんです 

ね。そういう意味で、先回知事がどういう話し方をさ

れたのかわかりませんけれども、沖縄における全基地

の閉鎖にも至るという地元紙の大々的な紙面もありま

したけれども、ああいうものも国民あるいは政府に一

つの衝撃を与えると思うんですが、そこで私も何度か

党本部、あるいは大臣とかが来たときにお会いしたこ

とがありました。そのときに直接去年から言っている

のは、海兵隊の抑止力は個人的には理解できると。た

だし、それ以上に海兵隊を置いておけば抑止力がある

からいいと思われては困ると。日米安保と言いながら

いわゆる集団的自衛権もその行使も認め切れない。そ

ういう国民が果たして本当に日米の深化、日米同盟の

深化ということが本当になり得るのかと。そういうこ

とを何度か申し上げて、海兵隊がなくても全国民がア

メリカとの関係において集団的自衛権もしっかり行使

して、お互いに同盟国としてやるんだとそういうこと

を国民にもっと訴えていかないといけないんじゃない

かと。それが自民党政治がやり残したことを民主党が

これもしできるんだったら、安全保障政策ということ

でしっかりとした政権運営ができる政党として私は個

人的には認めますとそういうふうな話をしたんです 

が、今、集団的自衛権の問題が出されております。私

はこれはある意味、全国の国民に対して、アメリカの

軍事基地を沖縄に集中させておいてみずからの平和を

守るんじゃなくて、自分たちがしっかりとその日米同

盟が大事だというんだったら、実質アメリカとの同盟

関係をしっかりさせるために、集団的自衛権の行使も

認めるんだとそういう方向にいかなければおかしいと

思うんですね。 

 例えばの話、この集団的自衛権の行使に関しては、

知事また公室長もどのように感じておられるのかわか

らないのですが、私は安全保障論議を国民に対してイ

ンパクトを持って沖縄から訴えるためにもひとつ必要

かなというふうに思うんですが、それに対して知事の

御意見をお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時49分休憩 

   午前11時49分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今の議員の御質問のよ

うに、国家の安全保障という大変重要な問題につきま

してこれは国会でもいろいろ議論がされているところ

であり、さらにさまざまなお考えがある。とりわけ集

団的自衛権と憲法の関係等につきましては、我が国は

政府の公式見解として集団的自衛権を保有するけれど

も行使しないという立場だと思っておりますが、しか

しながら、本県といたしましてはそういった議論の中

でも、どのような議論が成立するにしても全国の米軍

専用施設の約74％が沖縄に集中しているという状態 

は、いかなる理由があってもこれは沖縄の過重な基地

負担であるというふうに考えているわけでございま 

す。したがって、この過重な基地負担を解消するため

に国家としてどう考えるか。その議論の延長としてあ

るいはその議論の総体として安全保障のあり方という

ことになるのですが、それではその海兵隊のあり方等

について県が政府に質問状を出したところ、その回答

は非常に不十分であったと。すなわちそういった議論

が全く煮詰まっていない状況の中で、この沖縄の基地

負担の解消はどうなるんだということを重点的に申し

上げているわけでございます。 

 議員のおっしゃる議論は議論としてさまざまな意見
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があると思いますので、県としてこれが正しい、ある

いはこれが本流だということはなかなか申し上げにく

いんですが、基地負担の解消を求めるという点では一

致しているわけでございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 もう一点公室長にお伺いしたいので

すが、沖縄において基地被害をなくすためには、いわ

ゆる基地との使用協定の締結が願われるところなんで

すが、本土の自衛隊基地の場合は、地元と自衛隊との

間で使用協定がしっかり結ばれている、米軍基地の場

合なかなかそれができないんですね。基地被害をなく

すために使用協定を締結させる道があるとしたら一つ

何かというと、そこは基地の管理権を例えば自衛隊に

移すとかそれも一つの大きな手だとは思うんですね。

そういうこともある意味、沖縄からしっかりと議論を

吹っかけていくというか、そういうことを強く言って

みるというか、それに関しては公室長どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 個別の基地の使用協定

につきましては、とりわけ騒音で苦しめられている嘉

手納周辺３町村が、これは国としてその使用協定を結

んでくれと、騒音防止のためにそういう主張をしてお

ります。また、県は地位協定の改定、見直し要請の中

で、やはり日米合同委員会の中でこの関係自治体の意

見を聞く場をつくってくれと、そういった営みの中で

この使用協定つまり直接住民に影響が及ぶような問題

の回避という観点から、使用協定は検討されるべきも

のだと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 公室長、地域安全政策課の取り組み

についてちょっとお伺いしたいのですが、在米のいわ

ゆる研究員の吉川さんがアメリカのシンクタンクに論

文を出して寄稿して問題になりました。それについて

の公室長の評価というか、ある意味担当職員としての

ひとつの最初の仕事だったと思うんですが、それに対

する評価ですね。いろいろな外部からの批判もあった

と思いますが、公室長としてはどう評価しているのか

ということと、あとそれ以外に外部の研究者が何人か

あれから加わったのかどうかをお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 個々の業務についての

評価というのはなかなか現時点ではこれがしにくいわ

けですけれども、ひとつ話題というんですか取り上げ

られました論文の件につきましては、県の職員とは従

前の考え方とは違う切り口を示したものというふうに

考えておりますが、その中で嘉手納周辺の市町村、あ

るいはその関係者に誤解を与える表現があったという

ことでこれを謝罪してございます。 

 いずれにしましてもこういう形で、とりわけ米国の

有力シンクタンクとのパイプあるいは意見交換の機会

といったものを逐次持ちまして、沖縄県としてはこれ

まで持っていなかった発想でもってこの沖縄の基地問

題、日米関係といったものをとらえていくということ

をやっていきたいということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 公室長、最後に、地域安全政策課に

対しては私はぜひ頑張っていってもらいたいと思って

いるんですね。先ほど公室長の答弁の中で、これから

もいろんな基地問題に対して問題提起をしていくとい

うふうにおっしゃっていました。私は、知事の全国に

向けての発言・発信も重みがあるし、それをまた背後

で支える地域安全政策課の役割というのも大きいと思

うんですね。その本当にインパクトのある問題提起を

どういうふうにしてどういうことをやっていくかとい

うのが重要だと思うんですよ。じゃ、本土マスコミに

対してどう問題提起をするか、どう訴えていくか。あ

るいは沖縄県の中で県民に対して安全保障の問題をど

う議論を喚起していくか、そこも重要なことだと思う

んですね。今までずっと沖縄の政治はいわゆる基地問

題を中心にして保革に分かれてきた。それがここに来

て、宜野湾の保守系の市長が市民大会をやる、そして

県議会においても保革を超えて一緒になって大会をや

る、そういう状況になってきた。保革を超えて県民レ

ベルでの安全保障を考える、基地問題を考える状況に

なってきてすごくいいことだと思うんですね。そうい

う中で、地域安全政策課が本当に県民に対しても問題

提起、議論を喚起していく。そして本土のマスコミあ

るいは国民に対して問題提起をしていく。そこら辺の

何をどういうふうにしてやるかというのがすごく大事

だと思うのですが、それについてどうですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今保革の立場があると

いうような趣旨をおっしゃいましたけれども、県とし

ましてはそれも踏まえまして、これまで長い歴史を持

つ基地問題あるいは基地政策でございますので、そう

いった方々の主張は主張としてしっかり勉強した上 

で、さらにさまざまな立場の、あるいは県と立場を異

にする方々のお話も十分聞きながら、日米関係あるい

は日米の安全保障といったものがどの方向に向かって

いるかといった大きいことから、あるいは個々の基地

被害をいかに減らしていくかというような個別の課題

につきましても考えるような取り組みをやってまいり
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たいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 商工労働部長にお伺いします。 

 名護の金融特区のことについてなんですが、今議会

から名護からは末松さんも参加をしております。岸本

元名護市長が辺野古への移設を受け入れるかわりに名

護を何とかいわゆるアジアの金融センターにしよう 

と、そういう思いを強く持って出発した名護の金融特

区だと思うんですね。それが結局、全然日の目を見な

い状況になっていると思うんですが、まずそれについ

て県として名護が本当に元市長が望んだような金融特

区として成功していくそういう見込み、見通しがどの

程度あるのかどうか。そしてこのことはまた県として

しっかりと追及していく課題なのかどうか、そこら辺

をお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） どの程度見込みがあ

るかということになると非常になかなか答えにくいん

ですが、いずれにしましても今議員がおっしゃったよ

うにいろいろないきさつがあって名護市に金融特区を

ということです。今回私ども新たな沖振法の取り組み

の中で何とかやはり金融特区にふさわしい姿、できれ

ば証券市場を何とか持ってこれないかとかいろんな議

論をして、たまたま証券取引所のもとにある東京ＡＩ

Ｍというプロマーケット市場向けの市場が議論できる

ということで、それを前提にいろいろな予算、税制の

要求もしました。例えばキャピタルゲインの非課税化

とか、現行日本はキャピタルゲイン税は20％ですが当

面10％に今低減しているわけですが、これを無税にで

きないかとか、これはシンガポールとか香港と同じよ

うなそういう仕組みも要求したのですが、なかなかや

っぱり国のガードがかたくてこういうものが実現でき

ないという現状にありますが、若干、今回金融特区の

税制それから一部規制の緩和ありました。しかし、必

ずしも十分ではないと認識しておりますので、この辺

を含めて先ほど御答弁申し上げたように名護の金融特

区に資金が集まる仕組み、それからベンチャー企業等

含めて上場させていく仕組み、こういうものを何とか

つくり上げたい。これは名護市とも連携してぜひやっ

ていきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 東京ＡＩＭ、名前がＴＯＫＹＯ Ｐ

ＲＯ Ｍａｒｋｅｔに変わったんですかね、これは名

護にしっかりと進出してくることになったんですかと

いうことと、もう一つ、沖縄Ｊ－Ｎｏｍａｄは予定と

しては４月だとか６月に立ち上げという話だったと思

うのですが、そこはどういう状況なのか、その２点お

願いします。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） Ｊ－Ｎｏｍａｄにつ

きましては、現在設立の準備、取り組みを進めており

まして、そのためには金融機関等からの出資も含めて

取り組まないといけないということで若干それに時間

がかかっておりまして、いずれにしましても秋口前後

あたりまでには設立したいとは思っております。 

 それから東京ＡＩＭがＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒ

ｋｅｔに変わりました。これは従来、東京ＡＩＭは一

つの法人としてこれまでＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔ対応を

してきましたけれども、今回それを東京証券取引所の

一部門、ＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔという形

になりますので、ＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔ

が沖縄に立地するということはちょっと困難になった

ということで、その辺での問題で税制を今後どうして

いくかということで今いろいろ考え方を整理している

ところです。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 久米島の海洋深層水施設の件につい

てお伺いしますが、先ほど農林水産部長はいわゆる取

水量が100％はまだ使っていないというようなお話で

したけれども、久米島の感覚からするともう結構使っ

ているんですよね。今回１本の取水管から迷惑をかけ

ないようにという形で温度差発電もやっていくわけで

す。ただ、最近も二、三日前の新聞に出ているように、

政府は海洋発電をどんどん推進をしていくとか、そう

いう再生可能エネルギーに向かって大きく踏み出して

いるわけですよ。ですから、そういう状況の中で久米

島の深層水の施設も１本の取水管で今ほとんど一応活

用はされていると。町としてはもう一本取水管があっ

たらもっといろいろなことができると、そういう思い

はあると思うんですよね。ですから、そこは国の原発

問題もいろいろと出てきた中で、再生可能エネルギー

あるいは海洋エネルギーに力を入れていこうという踏

み出している国の動きがあるわけですから、そういう

中で取水管――これ予算規模はどの程度かかるかわか

りませんけれども――ただ、１本取水管が増設される

ということは、これはいろんなまた事業展開もできる

話だし、温度差発電も本格的にやっていけるようにな

ると思うんです。そこのところを国の動きに絡めてし

っかり再度また予算をつけて充実させていくという 

か、そこは農林水産部長や商工労働部長の範囲にもな

るかと思うんですが、それについてどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 
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○商工労働部長（平良敏昭君） 議員の御指摘もよく

理解しております。ただ、今海洋温度差発電を行う場

合に、先日の代表質問でも申し上げましたけれども、

いわゆる海水の温度差、表層水と現在612メートルか

らくみ上げている深層水が大体10度ぐらいで出てきて

取水しているわけですね。逆にその温度差が冬場等で

非常に理想的な温度差の20度よりも縮まる可能性があ

りますので、その辺の発電の効率性その辺をいろいろ

実証実験しながら、これが見通しが立った段階では、

そういう議員のおっしゃるような取水管の増設という

のも必要になってくるであろうと。もう一つは海洋深

層水だけじゃなくてカスケード利用ですね、農業とい

うのはその辺を含めてやっていく必要があるのかなと

考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 企画部長、鉄軌道・ＬＲＴの導入に

関してなんですが、先般、国の調査報告書が出されま

した。これに関しては、いわゆる採算性がとれない可

能性が高いというかそういうニュアンスの報道にはな

っているんですが、その国の調査を受けて鉄軌道に関

するこの調査報告書を受けての県としての感想をお聞

かせください。要は、前向きになるのか、ちゅうちょ

せざるを得ないのか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えします。 

 今回は、国のほうは事業の採算性の話だけ報道に出

た関係で後ろ向きじゃないかということもありました

けれども、実は効果も一定程度出されております。例

えば那覇から名護間までは高速バスと比べて40分程度

短縮が見込まれるとか、それから交通圏域も30分圏域

が糸満市から宜野湾市まで広がると、そういった一定

程度の効果も国のほうにおいては実は認められてこれ

もあらわされているわけですね。いずれにしましても

県のほうもこういったことを踏まえて早期の導入がで

きるように取り組んでまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 これは県の姿勢としては、しっかり

国に予算を持ってやってもらうという立場でないとい

けないと思うんですよね。戦後の日本の復興は国鉄が

赤字を出しながらずっと各地方の復興をやってきまし

たから、そういう厳しい財政状況の局面の中で国が二

の足を踏んでしまうという可能性がなきにしもあらず

というか、なるかもしれない。そういう状況の中でい

ろいろな調査研究もそうであるんですが、もっと強く

これを押し出していくためには、絶対やるんだという

ことを押し出していくためには、前にも何度か質問し

たんですが、いわゆる県民レベルの各界各層を網羅し

た形での導入促進の協議会をつくるべきじゃないかと

いうことで、答弁もつくりますという話になっていた

と思うんですが、それはどうなっているのか、どうす

るつもりなのか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後０時７分休憩 

   午後０時８分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 先ほども答弁させてい

ただきましたけれども、県といたしましては、21世紀

ビジョン基本計画の中ほどあたりではしっかりと敷設

のための計画を示せるようにしたいというふうに考え

ております。 

 今、議員御提案の協議会の設置についてはそういっ

たことの進捗状況なども踏まえて検討していきたいと

いうふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後０時８分休憩 

   午後１時34分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 儀間光秀君。 

   〔儀間光秀君登壇〕 

○儀間 光秀君 こんにちは。 

 私は、このたび浦添市区から選出されました儀間光

秀と申します。 

 県民の負託にこたえられるよう、これから一生懸命

４年間頑張ってまいりますので、先輩、同僚議員諸兄

の皆様方、そして知事を初めとする執行部の皆様方の

御指導、御鞭撻のほど心よりお願い申し上げます。 

 知事、きょう私が着用しているかりゆしウエア、ご

らんになったことございますか。実は、「うらそえ織」

と申しまして、平成18年度、物づくりの観点から

「「てだこの都市（まち）」ものづくりタウン計画」に

内閣府から認定を受けて始まった浦添市の織物でござ

います。浦添で生産された繭から糸を引き、植物を煮

出し、染め・織りとすべての工程を織り手一人一人の

手作業で心を込めてつくられています。絹織物の特徴

である光沢と軽さを生かしたかりゆしウエアやショー

ル、ネクタイ等が販売され、平成20年度からはてだこ

レディーの制服にも採用されております。地域ブラン

ドの成長の観点から、知事初め執行部の皆様方、議員

の皆様方にもぜひ御愛用いただきたく思います。 
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 私は、先般の県議会議員選挙に際し、サラリーマン

生活を送る中で考え、多くの方々と語り合い気づいた

その思いを、政治が今考える、今必要なこととは何な

のかという問いかけをしながら、市民・県民とともに

考える場を求めてきました。そして、問いかける柱の

基軸を「くらし、つなぐ、みらい」として掲げ訴えて

まいりました。とりわけ閉塞感が漂う現在の社会に一

筋の光を与えてくれるのは、将来を担う元気な子供た

ちの姿であるとの信念から、「くらし」とは、子育て

支援を中心に家族の形をつくることであり、「つなぐ」

とは、子供や孫たちの瞳輝く未来の人材育成、そして

「みらい」とは、自立に向けた発展のプログラムを推

進していくこと、そのことを訴えてまいりました。 

 今、政治に求められているのは、市民や県民の声や

思いを具体的政策として提案する発信力であり、実現

に向けた決定力、そして何よりもスピード感であると

考えます。そのことが決める政治、沖縄を元気にする

政治となり、今後の沖縄のあるべき姿を目指し策定さ

れた「沖縄21世紀ビジョン基本計画」と浦添市の夢の

みならず、県経済の牽引役としての可能性が凝縮した

西海岸開発だと確信しております。 

 そこで、通告に従い一般質問をいたします。 

 まず、待機児童の解消について。 

 (1)、これまでの取り組みと成果について。 

 (2)、国の少子化対策について、県の取り組みについ

て以下伺います。 

 厚生労働省は、全国の待機児童数に関する報道機関

に対し、2011年４月１日現在の待機児童数は２万5556

人で、人口10万人当たり20.04人の待機児童がいる計

算になると発表をしています。その中で人口10万人当

たり待機児童数が最も多いのは沖縄県で166.06人、全

国平均の８倍以上。２位の東京都の2.7倍と待機児童

数が突出しているとの発表がなされています。 

 さらに、沖縄の待機児童が多い要因として、沖縄県

の県民所得は全国と比較して71.4％と低いことを背景

に、共働きが多く、とりわけ働く女性が多いにもかか

わらず、パートタイム等の就労形態の変化に伴い保育

ニーズが多様化しているにもかかわらず、低年齢児を

受け入れる施設が極めて少ないことに起因していると

指摘しております。 

 こうした子育ての現状を行政機関は十分に認識し理

解した上で必要な政策を立案し実行していかなければ

ならないものと思います。本県の場合、歴史的には沖

縄が長期に米軍占領のもとに置かれ、公立、認可保育

園の整備を初め児童の保育に対する国の対策や支援が

なかったという特殊な事情があるにせよ、復帰後10兆

2000億円もの沖縄振興に関する予算が措置されたもの

の、復帰から40年を経た現在でも抜本的な解決はなさ

れず、いまだ道半ばの感がします。認可保育園が少な

い沖縄県では認可外保育園が低年齢児の保育を支えて

いるのが実態であり、離島を含めた41市町村のすべて

において認可保育園の整備が急務とされているものと

思います。 

 平成23年７月に県が示した「沖縄21世紀ビジョン基

本計画」の骨子となる「新たな計画の基本的考え方」

について、新たな計画の策定・推進に当たっては、２

つの観点を全体に通底する基本的考え方にしたいとし

て、その中の一つに豊かな自然環境のもと、子供が健

やかに産まれ育ち、文化、医療、福祉、保健、教育な

どが充実し、子供から高齢者まで安心して生活できる

生活空間を創造し、優しさと潤いのある沖縄らしい地

域社会を構築するとしています。そして、策定された

「沖縄21世紀ビジョン基本計画」の目指すべき沖縄の

将来像の一つに掲げた心豊かで安全・安心に暮らせる

島の具体像として、健康・長寿の復活と安心・安全な

暮らしの実現、個性豊かな地域社会づくりを挙げ、そ

の推進戦略の中でセーフティネット形成として「子育

てセーフティネット」整備による少子化対策が掲げら

れています。沖縄の将来を担う子供たちの育成環境の

早期整備こそが真の沖縄振興につながるものであると

の強い認識を持って、「子育てセーフティネット」の

具体的な計画立案とその実現に向けた取り組みが強く

求められてきているものと思います。 

 国は、平成15年の児童福祉法改正により、保育園の

待機児童数が50人以上いる市町村は特定市町村として

保育園への入園を希望しながら入所できない待機児童

の解消に向けて、今後の市の待機児童解消策の指針と

して市町村保育計画を策定することが義務づけられま

した。その進捗状況に合わせた実効性の確認を行うこ

とで、現場で抱えるさまざまな問題や課題が整理され、

その具体的な解決策が求められているのではないでし

ょうか。 

 復帰40年を経過してもなお抜本的解決がなされてい

ない現状を振り返ったとき、本県の待機児童解消に向

けた取り組みとその成果についてお伺いいたします。 

 次に、小泉政権下の「待機児童ゼロ作戦」を初め認

可保育所の定員をふやす努力はこれまでも行われてき

たはずなのに、なぜ待機児童はなかなか解消しないの

だろうか。この待機児童数の見た目の少なさこそが政

府の待機児童対策を不十分なまま抜本的な対策が行わ

れてこなかった一つの大きな要因として指摘されるの

ではないかと思ったりいたします。 
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 国の少子化対策としての待機児童解消に向けた各種

政策に対する県の取り組み状況を伺う前に、待機児童

数の定義に不足する認可保育所に入ることをあきら 

め、やむなく無認可保育所を利用している多くの児童

は含まれてないものと思います。一般に無認可保育所

は各自治体が応急的に設置している小規模の保育所、

保育室、東京都の認証保育所（東京都が独自の補助金

を投入している認可保育所に近い質を保つ無認可保育

所）などであるが、厚生労働省の管轄外にあり、国か

らの補助金が全くありません。このため、利用者の保

育料は補助金で運営する認可保育所と比べた場合には

相当高額であるばかりか、保育士数や施設・設備が認

可保育所に比べ乏しい保育所環境にあるものと思いま

す。 

 また、この待機児童数の定義には、就職活動中の母

親もしくは働きたいと考えているにもかかわらず、保

育所がないために就職口を決められず入所申し込みが

できていない母親の児童数が除かれています。こうし

た雇用統計と同様なやり方で待機児童を把握したとし

ても、それは何ら実態を反映しない数字のトリックで

しかないと思います。待機児童もその本質においては、

失業問題同様に各自治体が少しばかり認可保育所をふ

やしても、それがかえって呼び水となり潜在的待機者

が入所申請をして新たな待機児童として顕現化する状

況になってしまうのではないでしょうか。そして、そ

のことが結果的に統計上にあらわれる待機児童だけで

なく、統計上にあらわれていない潜在的待機児童数ま

でも解消しなければならなくなり、実態としての待機

児童数の規模さえも実際には十分に把握できていない

状況下にあるのではないでしょうか。 

 そこで、改めて国の少子化対策としての待機児童解

消に向けた各種政策に対する県の取り組み状況につい

て伺います。 

 次に、キャンプ・キンザーの返還について伺います。 

 浦添市西側に位置し、安謝橋を挟む那覇市との行政

区域界となる浦添の勢理客から浦添市の城間地域にか

けて長さ約３キロ、国道58号から西海岸海域にかけて

幅約１キロ、市面積2540ヘクタールの約14％、274ヘ

クタールを占める牧港補給地区キャンプ・キンザー 

は、戦後から沖縄の本土復帰前にかけて軍需物資の貯

蔵や補給、修理などのための巨大な倉庫群、兵舎が建

設され、米陸軍の極東随一の総合補給基地として浦添

市の玄関口に広大に展開しています。また、牧港補給

基地が占める土地のうち、国有地は約10％、残る90％

を私有地が占め、年間45億円を超える賃借料が地主に

支払われています。キャンプ・キンザーの返還につい

て、この間、早期返還を求め、幾度となく浦添市及び

経済団体等から要請活動等も行われてきていることは

周知のことと思います。 

 キャンプ・キンザー返還に向けた具体的な動きとい

たしましては、平成18年５月に開催された日米安全保

障協議委員会（２プラス２）で全面的返還を検討する

ことが合意され、その後、平成22年５月開催の２プラ

ス２において、嘉手納以南の施設・区域の返還が「再

編実施のための日米のロードマップ」に従って着実に

実施されることが確認されています。しかし、平成18

年開催の２プラス２で全面的返還が明記されたもの 

の、実際には「全体的なパッケージの中で、沖縄に関

連する再編案は、相互に結びついている。」とされ、

さらに「嘉手納以南の統合及び土地の返還は、第３海

兵機動展開部隊要員及びその家族の沖縄からグアムへ

の移転完了に懸かっている。」と付されています。さ

らに平成22年開催の２プラス２でも、平成21年２月に

締結された在沖海兵隊のグアム移転に係る協定（グア

ム協定）に定められた第３海兵機動展開部隊要員及び

その家族の沖縄からグアムへの移転は嘉手納以南の大

部分の施設の統合及び返還を実現するものであると付

され、牧港補給地区キャンプ・キンザーの一部が優先

返還地域であることが決定されております。 

 ことし、キャンプ・キンザーの一部返還が発表され

ました。しかし、その内容は象のような巨大な基地の

存在に対し、象のしっぽが返還の対象とされているの

に等しい内容であり、浦添市が到底受け入れられる内

容にはなっていません。キャンプ・キンザー跡地は、

今や沈埋トンネル（海空トンネル）と既に浦添市土地

開発公社が実施し完了した西海岸埋立土地に整備され

た臨港道路と、さらにその延長ルートが現在、平成26

年度の暫定２車線整備、27年度暫定供用開始を目指し、

国が整備主体となり整備が進められているコンベンシ

ョンセンターに通じる港川北道路と沖縄県が整備主体

となり整備が進められている空寿崎（カーミージー）

から国道58号までの港川道路に囲まれた開発ポテンシ

ャルの極めて高い場所に位置しております。その位置

こそはアメリカやヨーロッパの世界に冠たる国際空港

とその立地条件を比較した場合でも、空港とわずか20

分圏内で直接アクセスでき、さらに274ヘクタールも

の広大な手つかずの土地が存在しているその開発ポテ

ンシャルこそ将来の浦添の発展に限らず、本県の真に

自立した経済の牽引役として無限の可能性を秘めてい

るものと思います。 

 こうしたキャンプ・キンザー跡地返還に関する実情

と将来のグランドデザインとの関係性から、沖縄県と
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してキャンプ・キンザーの返還をどのように考え取り

組んでいこうとしているのかお伺いいたしまして、ほ

かは割愛させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 儀間光秀議員の御質問に答

弁をさせていただきます。 

 まず、待機児童の解消策についての御質問の中で、

待機児童解消策についてにお答えいたします。 

 待機児童につきましては、安心こども基金及び待機

児童対策特別事業基金を活用いたしました保育所整備

等によりまして、その解消に努めてきたところでござ

います。平成21年度から平成23年度までの間に105施

設の保育所整備等によりまして約3900人の定員増を図

ったところでございます。 

 恐縮ですが、その他の御質問につきましては、副知

事、部局長等から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 待機児童の解消策に

ついての御質問の中で、県の少子化対策の取り組みに

ついてお答えいたします。   

 沖縄県では、少子化が進行する中、県民が安心して

子供を産み育てることができるよう、次世代育成支援

対策推進法に基づき、「おきなわ子ども・子育て応援

プラン」を策定しております。同プランにおいて、

「親子が心身共に健やかに成長できる 子育ち 親育

ち 地域育ち」を基本理念に、「地域における子育て

の支援」など８つの基本目標を柱として、市町村と連

携し取り組みを進めているところであります。 

 県としましては、今後とも、福祉、保健、医療、労

働、生活環境など、全庁的な連携のもとで同プランの

着実な推進に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） キャンプ・キンザーの

返還についてお答えいたします。 

 去る４月27日の日米安全保障協議委員会の共同発表

で、沖縄における基地の統合及び土地の返還について

示されました。この中で、牧港補給地区は必要な手続

の完了後速やかに返還可能な区域、沖縄において代替

施設が提供され次第返還可能な区域、米海兵隊の兵力

が沖縄から日本国外の場所に移転するに伴い返還可能

な区域の三段階に分けられております。しかし、詳細

な内容やスケジュール等は示されていないことから、

現在、政府に照会を行っているところです。 

 政府においては、今後、沖縄に残る施設・区域の統

合計画をまとめるとしておりますが、牧港補給地区に

ついては、都市部に隣接し、返還後多くの利活用が見

込まれることから、速やかな返還と跡地利用が必要と

考えており、同計画の策定に当たっては地元の意向を

最大限踏まえていただきたいと考えております。 

 県としましても、その返還について地元自治体と連

携し強く取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 新人で、時間の配分が全くわからな

くてこういう結果になって恐縮しているんですけれど

も、知事、質問通告とちょっと別の話なんですけれど

も、かりゆしウエアですね。代表質問とか一般質問を

やる先生方がいらっしゃいますよね、定例会で。その

先生方の地域のかりゆしウエアを執行部でその日はつ

けるとか、そういったのもなかなかいいんじゃないか

なと思って、それを提案して終わりたいと思います。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

   〔呉屋 宏君登壇〕 

○呉屋  宏君 皆さん、こんにちは。 

 ５年ぶりの県議会の議場でございますので、少々上

がっております。 

 私は、ちょうど５年前の６月の議会でみずからバッ

ジを置いて参議院に出馬をいたしました。あれから５

年がたってこの場に戻ってまいりましたけれども、や

っぱりこれからの４年間は一生懸命ほかのことを考え

ずに県議会にまっしぐらで頑張っていきますから、ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 それでは質問に入ります。 

 １、「沖縄21世紀ビジョン」について。 

 (1)、第４次振計の総括を伺いたい。 

 (2)、第５次振計の方向性をお伺いをいたします。 

 ２、産業振興計画について。 

 (1)、第４次振計の総括をお伺いをいたします。産業

振興の観点からです。 

 (2)、第５次振計の方向性もお伺いをしたいと思いま

す。 

 ３、沖縄県の失業者対策についてお伺いをいたしま

す。 

 (1)、現在の産業構造の変化をどのように考えている

かをお伺いをいたします。 

 (2)、理想的な産業構造のあり方とはどういう形なの

かも御説明をいただければと。 
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 (3)、自立経済に向けての構築をどのように考えてい

るかをお伺いをいたします。 

 以上の点をお伺いして、再質問でまた質疑をさせて

ください。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 呉屋宏議員の御質問に答弁

いたします。 

 まず第１に、産業振興計画に係る御質問の中で、産

業振興計画の総括についてという御趣旨の御質問にお

答えをいたします。 

 新事業の創出や企業の立地促進、これらのほか企業

経営の高度化、そして産業人材の育成など各種支援策

を重点的に講じてまいりました。具体的には、新製品

の開発や品質向上対策、投資環境整備による企業誘致

に取り組んでまいりました。また、バイオ関連産業等

に対する研究支援や既存産業の高度化のための人材の

育成など、沖縄経済を牽引する戦略的産業の育成を図

ってまいりました。計画の目標に対する実績は厳しい

部分もありますが、国内外への県産品の販路拡大、そ

してバイオ等の研究開発型企業や金型産業等のすぐれ

た技術を持つ企業の立地及び産業人材の育成が図られ

るなどかなりの成果が得られていると考えておりま 

す。 

 次に、沖縄県の失業者対策についての御質問の中で、

自立型経済の構築についての御質問にお答えいたしま

す。 

 地域経済が自立的に発展するためには、移出型産業

と域内産業が連携・補完している強くしなやかな経済

構造を創出することが重要であると考えます。観光・

リゾート産業や情報通信関連産業の振興に加えまし 

て、臨空・臨港型産業など第３、第４のリーディング

産業を育ててまいる所存でございます。あわせて、農

林水産業、そして製造業など域内のあらゆる産業を振

興してまいりたいと考えております。このような強く

しなやかな自立型経済の構築を図ることにより、就業

者数の増加及び失業率の改善が図られるものと考えて

おります。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄振興計画の総括に

ついてお答えいたします。 

 平成23年度に終了した沖縄振興計画では、「平和で

安らぎと活力のある沖縄県」の実現を目指し、民間主

導の自立型経済の構築などに向けた諸施策が推進され

ました。その結果、沖縄都市モノレール、県立博物

館・美術館、南部医療センターが整備されるなど社会

資本整備が着実に進み、県民の利便性の向上などが図

られております。産業面においても観光・リゾート産

業の伸びや情報通信産業の集積、沖縄科学技術大学院

大学、国際物流拠点、ＩＴ津梁パークの整備など一定

の成果を上げております。しかしながら、県民所得の

向上、失業率の改善、島嶼経済の不利性の克服はいま

だ十分ではなく、自立型経済の構築はなお道半ばであ

ります。加えて、広大な米軍基地の負担軽減、離島の

振興、公共交通の抜本的改善など沖縄固有の課題も残

されています。 

 なお、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」では、これ

らの課題の克服を図るとともに、これまでの計画の成

果を継承・発展させる取り組みを推進する必要がある

と考えております。 

 「沖縄21世紀ビジョン基本計画」の方向性について

お答えいたします。 

 復帰後40年を経た現在、グローバル経済の進展とと

もに東アジア諸国が目覚ましい成長を遂げる中、我が

国は地方分権、環境問題などへの国民的関心の増大、

人口減少、少子・高齢化など大きな時代潮流の変化に

直面しています。また、本県においてもこれまで以上

に自然、伝統文化、安心・安全な暮らしなどを求める

県民ニーズの変化や基地跡地の整備、離島の振興、公

共交通システムの整備など本県固有の課題もより顕在

化しつつあります。 

 このような状況を踏まえ、「沖縄21世紀ビジョン基

本計画」は、島嶼地域であることや人口増加地域であ

ることなど、全国とは異なる種々の沖縄の特性に適合

した主体的施策展開をより可能とする県計画として策

定し、これに国の支援を受ける仕組みとしました。本

計画の特徴として、平成23年度に終了した沖縄振興計

画の「民間主導の自立型経済の構築」を継承する「強

くしなやかな経済の構築」と、これにより支えられる

「沖縄らしい優しい社会の構築」を施策展開の基軸に

位置づけた点が挙げられます。 

 沖縄県としては、本計画に基づき「沖縄21世紀ビジ

ョン」で示された県民が求める５つの将来像の実現に

取り組むとともに、「基地問題の解決と駐留軍用地跡

地利用」や「離島の条件不利性克服と国益貢献」など

の固有課題の克服、解決を図ってまいります。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 
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   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 産業振興計画につい

ての御質問の中の、第５次振計の方向性、考え方につ

いてお答えいたします。 

 沖縄県においては、観光・リゾート産業や成長著し

い情報通信関連産業に加えて、国際物流機能を活用し

た臨空・臨港型産業を新たなリーディング産業として

位置づけ、ソフト・ハードの両面からの施策を展開し

ていくこととしております。また、文化、スポーツ、

健康・長寿、自然環境、科学技術、亜熱帯生物資源な

ど沖縄の優位性を最大限に発揮した新商品やサービス

の開発及び新事業の創出に向けた施策を積極的に推進

してまいります。あわせて、県民生活を支える中小企

業等地域に根差した産業の総合的な振興を図る観点か

ら、輸送コストなど競争条件の不利性解消、付加価値

の高い商品開発、国内外への販路拡大、ブランド化の

推進などにも取り組んでまいります。 

 続きまして、沖縄県の失業者対策についての御質問

の中の、産業構造の変化と理想的な産業構造のあり方

についてお答えいたします。３の(1)と３の(2)は関連し

ますので一括をしてお答えいたします。 

 沖縄県の産業構造は、県内総生産に占める割合から

見ると、第３次産業の比率が圧倒的に高く、その一方

で、第１次産業及び第２次産業は復帰後、低下傾向で

推移してきております。理想的な産業構造のあり方に

ついては、それぞれ地域の実情を踏まえる必要があり、

本県においては、観光・リゾート産業、情報通信関連

産業、臨空・臨港型産業など本県の優位性を生かせる

分野を重点的に育成することとしております。加えて、

環境関連産業、医療・介護関連産業等、今後、雇用吸

収力の拡大に期待できる分野についても総合的な支援

策を講ずることで多様な雇用の場を創出・拡大をして

まいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 知事、まず今後の沖振計の皆様の目

玉である一括交付金、私はこの一括交付金については

一定の評価はしているんです。一定の評価はしている

ものの、非常に気になるのが市町村のこれまで1300の

事業の６割程度しか決まっていないという原因はどこ

にあったのか。なぜ市町村が苦しんでいるのか、そこ

のあたりをもう一度お伺いしたい。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えします。 

 やはり市町村にとっても県にとっても国にとっても

そうなんですが、初めての仕組みだったということ、

それがやはり一番大きいのかなというふうに感じてお

ります。それから41市町村あるわけですけれども、さ

まざまな市町村の地元ニーズにこたえるために、非常

に複雑多岐にわたって要望があるということ、そうい

ったことなどが相まってまだ内諾されているのが６割

程度だということになっているというふうに考えてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 私はそもそも論だと思うんですけれ

ども、この一括交付金というのはまさに字で書いてい

るとおり、一括交付金で自由度が高いものだと市町村

は最初はそう思っていたんじゃないですか。私は、こ

こに補助金の適確化法というのがついてくるものだと

は思っていなかったと思うんですよ。私は、この一番

の原因は県と市町村のコミュニケーションが欠如して

いたんじゃないかと思うんだけれども、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 まずこの一括交付金を求めた背景ですけれども、こ

れまで高率補助などで沖縄の振興が過去40年間図られ

てきたわけですけれども、これは社会資本の整備が中

心であったということがあります。そういった流れの

中で、21世紀ビジョンを策定するに当たり県民が求め

る将来像を求めたときに、やはり県民は沖縄のすぐれ

た文化、自然そういったものを大事にする。ところが

そういったものが十分であったかというと必ずしもそ

うではなかった。なぜかというふうに振り返ってみた

場合に、そういったいわゆる補助メニューがなかった

という背景があります。そういった流れの中で今の民

主党政権ができたときに、自由度の高い一括交付金は

地域主権の流れの中で求めたという背景があります。

我々としてはもともとそういったことも十分に、今私

が申し述べたようなことの背景も説明しながら、市町

村に対しては沖縄県がこれまでの高率補助から一括交

付金というものを求めてまいりますということを各市

町村の方々にも説明してまいってきたという背景がご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 部長、途中までは合っているんだけ

れども、途中から違うんですよね。これは皆さんが市

町村に求めたのは後半ですよ。入り口から今度のビジ

ョンはこうしますよという本当に話し合いをしたのか

というところが一番の問題。もう大体煮詰まってきて

初めて市町村を呼んで意見を聞きたいと。それはやっ

ぱりアリバイづくりをしているようにしか思えなかっ

たというのがあのときの市町村の皆さんの言い分です
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よ。そこが問題じゃないですかと。 

 そして私は、実は今度の５次振計に向かっていくと

きに去年の４月、５月、もう皆さんもよく御承知のよ

うに僕は毎週木曜日、東京にいたんです、毎週木曜日、

２カ月間。内閣府とずっと議論をしてきた。だから、

この過程はずっとわかっているんですよ。皆さんは一

括交付金が欲しいと言ったんです。最終的に内閣府は

何を言ったかといったら、一括交付金を上げますよと、

一括交付金という補助金を上げたんです。そうじゃな

いの。これは一括交付金じゃないんですよ、明確に言

えば。一括補助金でしょう、違いますか。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） 今のこの一括交付金です

けれども、これは昨年来、内閣府のほうと具体的には

県が言う自由度の高い、これまでの高率補助制度の公

共事業を中心とした補助金と違う仕組みのものはどん

なものができるのか調整をしてまいりました。そのと

きの県の基本的な認識は、これはあくまでも使途の定

めのない地方交付税ではない、県税でもない。法律に

位置づけられたより使途の自由度の高い国庫支出金と

して創設されるべきものという認識です。これはなぜ

そうかと申しますと、もしこれが何でも使える地方交

付税と一緒という話であれば、それはもう混在するわ

けですから、当然地方交付税の算定にも影響があるか

もしれない。県としてあるいはまた市町村として、こ

の自由度の高いものをある程度確保していくというた

めには、これはやはり国庫支出金でないといけないわ

けです。この国庫支出金の中で、経常経費に使えるよ

うな、そしてなおかつ補助率は極めて高く、今回の場

合はこれが実質10分の９という。普通経常でこれだけ

の補助率というものは全国にも例がないわけですが、

さらに803億という非常に大きな金額が今回措置をさ

れた。ただ、その使い方はどうするかというふうなも

のは、これは正直なところ４月19日にしか交付要綱が

できなくて、その辺のところを県もそれから市町村の

ほうも若干苦労したところがあるわけでございますけ

れども、これからあと今年度の予算を国のほうと調整

をしながらある程度のルールが見えてきましたら、次

年度以降これまでの高率補助制度とまた違う経常経費

に使えるような形のよりきめ細かい施策の展開が可能

になろうかと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 部長、僕はさっき冒頭で言いました

でしょう。この一括交付金は一定の評価はしているん

です。知事が一生懸命頑張ったということもわかって

いるんです。皆さんが一生懸命やっているのもわかっ

ているんです。そばで見てきたんです。だから、評価

はしているんです。ただ、一括交付金というのは、地

方自治で予算を見ている人たちはよくわかると思うん

だけれども、交付金だと思っているわけですよ。一般

に自由に使える、交付税交付金だと思っている嫌いが

市町村やほかの人たちにあったわけですよ。だから、

この言葉一つでいろんなものができるんじゃないかと

いまだにそれを誤解している人がいるんです。何にで

も使えるでしょうと。だからそういうところはしっか

りと僕は市町村ともっとコミュニケーションを持つべ

きだったと思いますよ。それが私は今回のものではな

かったのかなと思うんですけれども、これはもう知事

の意見も少し感想をお伺いしたいなと思いますけれど

もいかがですか、今の議論は。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時23分休憩 

   午後２時23分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員のおっしゃることは、

無論我々も理解はしますが、ただ市町村とも結構コミ

ュニケーションはやってきたつもりですし、そもそも

去年、おととし政府がつくった政策協議会――おとと

しの９月ですか――あのあたりから我々はそもそも一

括交付金というようなことは基本的な考え方として出

していますし、使い勝手のよさというのも出していま

すよ。ですから、今言われたように厳密にはこの市町

村の人たちは、地方交付税交付金で言うあの交付金か

と言われても国庫支出金という点では別に我々は経常

経費でもそれから一部ハードウエアにも使えるよう 

な、さらにまた用途が網の目のように区切られてない

使い方が地方自治体ではどうしても必要だと、きめ細

かく決められていたら使い勝手が悪いと。ですからそ

れを拡大しようではないかということで取り組んでき

たわけです。ですから確かに一部の市町村では――私

は別に議員のあれを否定するつもりはありません――

どうも勝手が違うなという感じはあるかもしれません

が、昨年の予算要求の過程でこれは無論国ともかなり

激しい議論がありましたよ、国のお役人とは。ですか

ら、そういう過程をきめ細かく市町村にコミュニケー

トできたかどうかという点では、御指摘のように足り

なかった部分もなかったとは言いません。ですけれど

も、これが８割、そして実質９割補助の名前は交付金

となっておりますが、そういう比較的幅の広い使われ

方ができるという点では、今は市町村でもかなり評価

をいただいていると私は思いますよ。ですが、この内
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容について国のお役人たちも余りこれまで例がないか

ら、つくりながら我々も議論をして形を整えてきたと

いう経緯があります。ですから、ここはひとつぜひ御

理解と御支援を私はいただきたいと思って、今、その

産みの苦しみみたいな胸突き八丁のところで、余り東

京から一々一々指図をいただかないで使えるような形

がどこまでぎりぎり広げられるかというやりとりをず

っとしてきて今に至っているわけです。ですから、こ

れは御批判もあるかもしれませんが、ぜひむしろお力

を得てどんなふうにして国との妥協というか境目もう

まくつくれて、市町村ともっともっとお互い同じ考え

を持って使い勝手のいい使い方をしていきたいという

ちょうど今１年目の苦労をしているというふうに御理

解いただければと思います。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 ですから、知事、それはさっきから

言うように一定の評価はしている、入り口だったと。

ただ、私は今の市町村が1300を600、700、800までし

かできていないという現状は反省をしなければいけな

いわけですよ。そうじゃないと前に進めない。だから、

ここは入り口は間違っていたよねと。でも次からは直

そうねという話をしているんです。何も皆さんがやっ

てきたことを全然だめですよというようなつもりはな

いんです。それは誤解がないようにお願いをしたいと

思うんですけれども、それと私は実はこの政治の世界

に身を置いて28年になりますので、第２次の振興計画

から見てきました。この中で私の所感を言いますと、

40年たって沖縄振興計画を振り返ってみたら、どうも

那覇に一極集中をしたようなそういう都市をつくって

しまった。那覇にリトル東京をつくってしまった。私

はそういうのは否めないと思っている。例えばこのリ

トル東京の中にあるのがほとんど沖縄にある課題がこ

こにあるんです。その都市郡にあるんです。待機児童

はどこにあるんですか、国頭にあるんですか、金武に

宜野座にあるんですか。那覇、浦添、宜野湾を中心に

したところにあるんです。そして交通の渋滞はどこに

あるんですか。幾ら道をつくったってこの那覇の渋滞

は直らないんですよ。すべてを一極集中させてきたん

です、この那覇に。だから、ここのところを知事どう

思いますか、短目にお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時28分休憩 

   午後２時28分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今の議員の御主張は議員と

してのつかみ方だと思いますし、私は無論敬意を表す

るところですが、すべての課題の根源がリトル東京的

に那覇を中心に一極集中してしまったのではないかと

いうのは見方、切り口としてはあり得るかもしれませ

んが、ただし那覇を含めて中南部の都市圏ですよね。

ですから、中部も含めてこの広さの114万人の人々の

この地域にいろんなマイナス面もわき出してきている

というつかまえ方は我々もしていますよ。そしてこれ

の諸課題の改善に取り組みたいという部分も今度の５

次振計にはかなり強い気持ちで表現をしているつもり

です。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 それでは私が前から140ページぐら

いで「聖域」という提言書を書いたんです、去年。そ

れは今の沖縄の数字を全部洗い出してみて、そこで議

論したいなと。一番その数字を見てびっくりしたのが

沖縄の集合住宅率ですよ。47の都道府県で一番高い集

合住宅率、寄り合いアパート、団地、マンションに住

んでいる率が高いところ69％、これは東京ですよ。

56％神奈川県、大阪54.8％、そして沖縄53.4％、これ

が一極集中している理由なんですよ。もちろん那覇だ

けとは言いませんよ、豊見城もそう、南風原もそう、

浦添もそうですよ。だから、そういう部分からしてそ

この近郊に集中してしまっているんじゃないですか。

だから、鉄軌道を持ってくるんでしょう。均衡ある発

展を市町村にするために鉄軌道は入れるんですよね。 

 私からすると待機児童は、皆さんが見ているのは末

端で現象対策しているだけなんですよ。300名待機児

童がいるんだったら300名消す保育園をつくればいい

んじゃないですかと。保育園を本当につくれるんです

か、この市に。私は平成13年から児童福祉をやってき

ましたよ。この児童福祉の究極は何か。市町村は４分

の１の補助金が出せないんですよ、もう経常経費が。

だから、保育料の４分の１負担できないから待機児童

は消せないんですよ。そのことを皆さんがどれだけ認

識しているかなんです。そしてこの土地の高いところ

に今の補助事業で土地を買ってできるんですか、本当

にと。宜野湾でも35万あるいは30万しているところを

買って保育園を簡単につくれるんですかと。それを考

えたら、住宅地を宜野座、金武あるいは恩納村まで求

めるべきでしょう。だから鉄軌道なんですよと。ここ

は核家族があるからＤＶが起こっているんです、那覇

近郊に。児童の虐待は田舎ではないんですよ。だから、

そういう現象的なものを対策するんじゃなくて、全体

的なものをもう一回見たほうがいいんじゃないですか

と。その中心をやったのは川上さんと謝花さんでしょ
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う。この第５次振計の中身そういうところがどこまで

反映されているか短目にお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時32分休憩 

   午後２時32分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） お答えいたします。 

 本来、総務部長の範疇というふうな形とはちょっと

違うかもしれませんけれども、昨年まで振計をやった

ということで少し答えさせていただきますけれども、

今議員がお持ちの問題意識は極めてそれは私は的を射

ているというふうに思っております。 

 復帰後40年の沖縄振興というふうなものをどう評価

するか。先ほど企画部長から話がございましたけれど

も、社会資本整備はある程度進んだと。この10年ぐら

いは産業振興も出始めた。残された課題は何なのか。

沖縄というのはやはり離島島嶼である。交流と共生で

できるだけ外から人を、情報を、金を、物を、そうい

うものを呼び込まないと衰退をするというそういうふ

うな意味合いにおいては、やはり入り口である空港が

ありますし、そしてこの空港におり立ってどこに行く

かという公共交通の問題が実は大きな課題になってお

ります。その話が今言われるように、都市の密集地か

ら発生するさまざまな問題があります。実は、ＤＶも

含めてそういう課題はあるのではないかというふうに

実は考えておりました。今後の課題は、そういう意味

では公共交通システムをどうするかと。外部とのネッ

トワーク、交通コスト、そしてあとは子育て環境をど

うしていくか。今、日本全体として人口減少という中

で、実は沖縄は非常に大きな資源を持っている。その

中で子供たちをどう育成をしていくかというのは、こ

れは今後の大きなテーマだというふうに思っておりま

した。そのことがこの次の計画の中では、強くしなや

かな経済というふうなものと、それから沖縄らしい優

しい社会という２つの基軸に結びついているというふ

うに私も考えてそういうふうな作業をしてまいりまし

た。 

 今、総務部長としてそういうふうなものの各部局か

ら出てくる施策、予算要求というふうなものを議論を

しながら、そういう施策の展開にまた自分なりに力を

尽くしていきたいというふうに思っております。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 さっき紹介しなかったので少しだけ

紹介しますけれども、さっきの共同住宅率をもう一回

言いますけれども、福岡を除くところだけを紹介しま

すよ。これは佐賀県が23％なんです、集合住宅に住ん

でいる人。沖縄は53、佐賀は23、それと長崎28、熊本

30、大分33、宮崎26、鹿児島26.5。これは九州の中で

福岡でさえ沖縄を抜いてないんですよ。これを考えた

ら、我々の豊かさって何ですかと。我々は200万を220

万にすることばかりを考えてきたかもしれない。だけ

ど、私はそういうふうな思いは余り持っていないんで

す。200万を203万、204万、220万に平均所得を上げる

というよりも、私はそういうことよりももっとやらな

いといけないのは、５万近くあるこの失業者をどう消

すか。ここが焦点じゃないんですか。430万もらって

いる東京の平均所得は本当に幸せ感を感じています 

か。私は感じてないと思いますよ。200万で少ないの

かもしれない、少ないけれどもみんなが働いている。

そしておじいちゃんもおばあちゃんも一緒になって三

世代のお家があって、共働きをしても少なくとも保育

園に連れに行くのはおじいちゃん、おばあちゃんが連

れに行く。そういうような三世代の中から、ある意味

では我々のチムグクルというか沖縄の本来のあり方と

いうのが追っかけられるんじゃないのかと私はそう思

っているんです。ほかの議員はわかりませんよ、私は

そう思っている。 

 だから、沖縄らしさって我々どこかに置いてきたん

じゃないんですか。この振興計画でお金ばかりを追っ

かけてきた。内需を拡大させようとする努力を本当に

したのかということはもう一回我々は改めるべきこと

だと思っているんですけれども、この辺はどうですか、

知事。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 過去40年間そういった

嫌いがなかったわけではないと思いますけれども、そ

ういったことも踏まえて先ほど答弁もさせていただき

ましたけれども、議員が今おっしゃった県民が求める

人と人とのつながりユイマールとか、そういったもの

も大事にする地域、それから文化とかそういったもの

を大事にするということで、今回の新しい計画では沖

縄らしい優しい社会というものを一つの基軸にしてい

るわけでございます。 

 そういったことも踏まえて、また先ほど那覇の一極

集中もありましたけれども、今回の新しい計画では北

部圏域、それから離島、各圏域の振興・発展というの

も十分に目配りをしておりますし、また税制面で言い

ましても産業高度化地域、これまではえてすると那覇、

中部を中心とした地域産業高度化事業の地域に指定さ

れてなかったわけですが、今回は全地域が指定される

ということで各地域がそれぞれの持ち味を生かすこと
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によって振興を図ることができると、そういった税制

もできております。それから跡地利用についても1000

から1500ヘクタールの跡地についてもしっかり円滑に

進められるようにということで、跡地利用推進法とい

う新たな制度もできました。こういったことを踏まえ

てしっかりと均衡ある発展を図ってまいりたいという

ふうに考えているところであります。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 それぐらいで前段というかある程度

思いはあるんだけれども、知事、ただ今回私も選挙を

やりながら訴えてきたことは、今まで恐らく議員もい

らっしゃいますけれども、北部地域に随分お金を落と

してきたんですね。北部振興策も入れると恐らく千五、

六百億ぐらい入れてきたでしょう。だけど、これで北

部の倒産件数はいいんですよね、余り倒産してないん

ですよねと。でもその数字は、皆さんよくつかまえて

いるじゃないですか。だから、私は北部が悪いんじゃ

なくて北部を生かすためには中部の経済を上げないと

僕は北部につながらないと思っているんです。だから、

今度の５次振計の中心、経済の中心はやっぱり中部振

興計画――中部振興計画という名前を打ち出す必要は

ないけれども――中部の経済を高めることが北部への

つなぎなんだ。何でそのことがわからないのかなと。

だから、那覇から沖縄市までのこの経済のベルトをつ

くっていく。このことはとっても大事なことだと思う

んですね。だから、私は今回の５次振計の完結、これ

は中部がある程度の発展をしていく。今ちょうどいい

ときに普天間の基地がどうなるかはともかくとしてこ

れはパッケージ化しないと言っているわけだから、瑞

慶覧基地も返ってくる、キンザーも返ってくる。そこ

でどれだけの経済をそこの中に打ち込み切れるかがこ

れは後はもう皆さんの知恵勝負だと思っているんです

よ。 

 だけど、上原さん、よく御承知だと思いますよ。文

化観光スポーツ部長に僕は聞きたいんだけれども、沖

縄観光、観光とさっきから言っていますけれども、観

光のコアはどこなんですか。地域コアはどこなんです

か、沖縄県の観光の地域コアは。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時21分休憩 

   午後２時21分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 先日まとめ

ました第５次の観光振興計画等もありますけれども、

やはり沖縄全体を北部・中部・南部、それから離島を

含めてそれぞれゾーニングをしっかりと今やっており

ます。特に、空路・航路に関してはやはり那覇・南部

が中心になると思いますけれども、北部に関しまして

は恩納村を中心としてまた広範囲のリゾートですね。

そしてヤンバル地域の豊かな自然を使った形での体験

型のそういう交流体験活動、そういったものを中心に

やっておりまして、今中部に関しましては、やはり一

つは文化やそれから芸能等そういったものを含めた形

での展開そういったものがあろうかというふうに考え

ております。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 上原さん、これでいいの。皆さんは

28年前に観光振興のコアは宜野湾西海岸だと言ったよ

ね。あれがコンベンションを誘致するときにコアだと

いうことを県は言ってきたんですよ。違うの。 

○議長（喜納昌春君） 上原副知事。 

○副知事（上原良幸君） 観光に限らずですけれども、

まず先ほどの那覇の一極集中、なぜ集中するかの私の

考えなんですけれども、１つは、結果だと思うんです

よ。沖縄は離島県であると、空港は那覇にあるという

ことで、どうしても那覇に集中してくるという側面も

あると思います。 

 それと沖縄県は戦後は、県土構造をどうするかとい

う、県土にどういう機能や役割を与えるかということ

を議論してこなかった。国際都市形成構想とかありま

したけれども、それぞれの北部・中部・南部がどうい

う役割を担うかという前提でそこに何を、企業誘致、

それからいろんな政策的な誘導もやらなきゃいけない

ということなんですけれども、例えば今嘉手納から南

はやっていますけれども、本当は嘉手納から北も含め

てこれから、いつかは返ってきますから、訓練・演習

も早目にやめてもらって北部も返してもらったときに

北部にも当然観光の拠点はできます。今のところは嘉

手納から南ということで、宜野湾のほうに国際都市の

ころも中南部を中心にやってきていましたので、宜野

湾を中心にした絵を描きましたけれども、そういう全

体的な県の構造をどうするかという議論は改めてやる

時期、計画というのは10年です。10年というのは現在

ある制度をあるいは予算を前提としてやっていますけ

れども、我々は何でビジョンを描くかといいますと、

ビジョンはすぐ既存の制度を超えてあるべき将来像を

描くということがあればもうちょっとその辺の議論も

やるべきだったというふうに思っています。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 上原さん、これはそのとおりなんで

すよ。ただ、たしか28年前ですかね、数字ははっきり
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しないんですけれども、そのころにコンベンションを

つくったのは、あれは宜野湾高校ができていた。だか

らコアとして指定したけれども、将来像はそうじゃな

かったんです。だけど見てください。あの宜野湾マリ

ーナの前に何が建っているの、だれが主導するの。シ

ョッピングセンターでしょう。だから、宜野湾もあそ

こは都市機能用地としてホテルも３つ建てるんだと。

じゃ、なぜそれを県と詰めないのと。僕はサンエーが

悪いとは言わない。悪いとは言わないけれども、ここ

が理想としてそれを置くところなのかなということ 

は、県と宜野湾市がもっと詰めないといけないんじゃ

ないですか。これがある意味ではゾーニングじゃない

の。せっかくコンベンションを持ってきて、せっかく

宜野湾マリーナをつくって、これからそこにホテルが

建ってそれから持っていくんだぞというときにこれで

は、将来あの陸上競技場を撤去する、宜野湾高校を撤

去して、ここをもう少し都市型のリゾートとして活用

していこうというときになっていくとあれはまた大変

なことになっていくんですよ。だから、一事が万事そ

ういうことにならないように、県がもっと市町村とや

ってくださいと私はそう言いたいんです。 

 例えば知事、あのときは知事はいなかったんだけれ

ども、僕は５年前まで県議をやっているころに皆さん

の県の一番の失敗は何かというとあのマリンタウンで

すよ。あの埋め立てですよ。あの埋め立てをしている

ときに、皆さんは埋申は平成８年に人口フレーム７万

5000で出すんです。埋立申請をそれでもらうんだよ。

そして中学校も小学校もそこにつくると言ってやって

何でできなかったか。団地計画を断念したでしょう。

そのときに県が団地の補償を出すんだよ、もう新しい

団地はつくらないと出したから、人口フレームが崩れ

た。たしか7500が4800になった。そうすると、あそこ

に小学校がつくれなくなった。中学校がつくれないで

そのまま空いてしまった。だから、皆さんのあの計画

を少し変更するだけでこれだけの影響が出てくる。そ

のことはもっと真剣に考えてやっていただきたいな 

と、それを本当に思います。 

 もう最後のほうですから最後に聞きますけれども、

大学院大学は成功しそうですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 大学院大学は、おかげ

さまでことし９月開学の予定となっております。こと

し入学者も内定しているようで着実に進んでおりま 

す。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 そこに何を産業としてぶら下げるん

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 産業としてはこれはま

だまだ時間がかかる話だと思いますけれども、例えば

その大学院大学の研究テーマに合致するような例えば

創薬企業の誘致ですとかそういったことも念頭に置い

ているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 今、創薬が出てきたから、私のとこ

ろに４月から創薬計画が入ってきた。議員の皆さんは

余り御存じないと思うんだけれども、薬をつくる企業

というのは大学だとかそういうような病院に接待費が

出せなくなった。１年間に１つの会社で大学病院だと

かいろんなところに接待費で使っているお金が研究費

用も含めて１年間で100億、10カ所あるから1000億こ

れが丸々浮いている。沖縄に進出したいとは言ってい

る。1000億投資できると言っている。これを大学院大

学で新薬をつくらせて、そこで製造工場までつくって

そのまま販売をしていく。アメリカに飛んでいる飛行

機がある、あるいは東南アジアに行っている飛行機が

ある。こういうのを大学院大学とマッチさせなさいと。

だからそういうような話はこれから真剣にやっていか

ないと、大学院大学はつくっただけになりますよ。そ

のことだけは一言言っておいて終わらせていただきま

す。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

   〔當間盛夫君登壇〕 

○當間 盛夫君 皆さん、こんにちは。 

 きょうは７月９日、もうあしたで11回目の沖縄県議

会議員の選挙から１カ月ということになりまして、今

度の県議会の選挙、52％の投票率でしかなかったわけ

ですから、このことは我々県議会も真剣に受けとめて、

県議会のあり方がどうなのかということをしっかりと

やっぱり県民に訴えていかないと、投票率はなかなか

上がらぬのかなと。やっぱり我々の問題だということ

をしっかりと認識を持って、また我々はその上で当選

してきているわけですから、県民の負託を受けてきて

いるわけですから、しっかりと誇りを持って県民に恥

じない政治を皆さんとまた一緒にやっていって、豊か

な沖縄づくりをまた県議会も一緒になってつくってい

ければなというふうにも思っております。 

 我が県の一部であります尖閣諸島の問題が、東京都

が買うんだとか、いや国が私たちが買うんだというよ

うな形で、今中央の関心事にもなっていますが、中央

は我々の基地問題、オスプレイの問題よりは今は原発
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ですよね。原発廃止でおととい、東京の国会議事堂前、

大雨の中15万人が結集したというところがあるわけで

すから、やっぱり本土の方々と我々県民の認識に大分

ずれがあるのかなということを踏まえながら、８月５

日、我々はまた県民大会が控えておりますので、この

沖縄の基地問題は何ひとつ解決していないわけですか

ら、やっぱりもっともっと我々は本土の方々にこのこ

とを訴えていかないといけないのかなというふうにも

思っていますし、一方で、基地問題がある。しかし、

また先ほど冒頭に申し上げたように、一方で尖閣の領

土問題がある。アメリカにも文句言いながら、中国に

は気遣いながらということで、僕は、知事の仕事は大

変だなと思っているんですよ。これを縮図のように沖

縄の県知事がこのことを担うわけですから、しっかり

と我々県議会も議論していきながら、また頑張ってい

かないといけないのかなというふうにも思っておりま

す。 

 振興策、我々は大きな予算をいただいてはいるんで

すが、あくまでも依存財源ですので、依存財源が75％

になっていると。我々の自主財源は25％でしかないと

いうこともしっかりと踏まえていって、５年、10年後

にはその依存が半減していると、半分になっているん

だというような形の振興策の成果が出るようなことを

また期待もしておりますので、それを踏まえながら質

問していきたいなというふうに思っています。 

 まず知事の政治姿勢についてでありますが、(1)は取

り下げます。 

 (2)、先ほども申し上げましたように、知事職は激務

であります。しかし、基地問題にしても何ら解決して

おりません。経済問題など山積する課題に耐え得る知

事の健康状態にあるのか――余計なお世話だというふ

うに思われるかもしれませんが――お伺いをいたしま

す。 

 (3)、識名トンネル偽装契約について、国に告発され

る中で、知事は給与の減額をされております。そして

また部長の更迭ということで、これで終えんというふ

うに考えるのかということをお伺いをいたします。 

 (4)、観光コンベンションビューロー――私も以前か

ら質問しているんですが――まだまだ我々も疑問を感

じているところでもありますし、また今回、新石垣空

港の社長も激務の中、これから経営していくというの

に、また市長に社長をさせるのかなということがちょ

っと疑問ではあるんですが、知事がかかわっていない

というようなこともあるはずでしょうけれども、不透

明な形、いろんなことを言われるわけですから、そう

いったことに対しての知事の見解をちょっとお聞かせ

ください。 

 次に、新たな振興計画についてであります。 

 (1)、振興特別推進交付金、そして公共投資交付金の

県と市町村の交付状況についてお伺いいたします。ま

た、交付決定と公共投資交付事業、これはまた配分済

みだとかいろんな形を言われているんですが、これを

ちょっとわかりやすく説明をいただきたいなというふ

うに思っています。 

 (2)は取り下げます。 

 (3)、農林水産物流通条件不利性解消事業についてお

伺いいたします。 

 (4)、離島児童・生徒支援センターの整備事業につい

て進捗状況等をお伺いをいたします。 

 (5)、米軍発注工事参入支援可能性調査事業について

お伺いいたします。 

 ボンド事業はもう本土のゼネコンがほとんどとって

いっていると。100億円以上の保証ということはなか

なか県内の業者がとれないということで、もうずっと

県のほうも言われて、これは調査が入ってくると。調

査事業にこんな1000万円も2000万円もかける必要が本

当にあるのかなというようなことで疑問を持っている

ものですのでお伺いをしております。 

 (6)、県内の中小零細企業は厳しい経営環境にあるが、

金融公庫の活用や県融資制度の拡充など金融円滑化で

県内企業を元気にすべきと考えるが、対策をお伺いい

たします。 

 (7)、電気料金値上げと特別措置法がどのように反映

されているのか見解をお伺いをいたします。 

 続きまして、那覇空港について。 

 (1)、野田総理は、平成25年度の予算で那覇空港平行

滑走路を対応すると明言をいたしました。これは５月

15日の沖縄復帰40周年の振興で明言をいたしておりま

すので、その進捗状況をお伺いいたします。 

 続きまして、(2)、海外誘客強化と、将来性のないと

いうことで私は見ております新国際線ターミナル施設

の見解をお伺いいたします。 

 (3)、那覇空港国内線旅客ターミナルビル第３次増築

工事についてお伺いをいたします。 

 最後、農連市場地区再開発事業についてであります。 

 (1)、那覇市・県との取り組み、そして進捗状況をお

伺いをいたします。 

 (2)、公共工事になるのか、特別振興交付金になるの

か、その一括交付金の活用について検討されていると

思いますので、その進捗状況をお伺いをいたします。 

 答弁により再質問させてもらいます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 
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   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 當間盛夫議員の御質問に答

弁をいたします。 

 １つ取り下げがありましたので、１つをお答えいた

します。 

 まず知事の政治姿勢の中で、知事の健康状態いかん

という御趣旨の御質問にお答えをいたします。 

 日ごろから私は健康管理に対しましては気をつけて

おるところでございます。体調管理に努め、そしてた

くさんの課題の解決に全力で取り組んでまいる所存で

ございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 知事の政治姿勢について

の御質問の中で、識名トンネル問題に関連をして、知

事の給与減額、部長の更迭で終えんと考えるのかとい

う御趣旨の質問にお答えいたします。 

 県としましては、去る６月21日の行政監理本部にお

いて、県民の信頼を損ねていることについて謝罪し、

問題が発生した原因と再発防止策を明らかにしたとこ

ろであります。その上で、知事の給料月額の100分の

50に相当する額を３カ月間減額するとともに、関係職

員の処分、さらに土木建築部長を異動することとし、

この問題の総括を行ったものであります。 

 今後は、このような問題を二度と発生させないよう

再発防止策に万全を期し、県民の皆様の期待にこたえ

られるような県政運営を行ってまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、新たな振興計画についての御質問の中で、県

事業に係る一括交付金の交付状況についてお答えいた

します。 

 沖縄振興公共投資交付金、いわゆるハード交付金を

活用した事業については、当初予算に全額771億円を

計上しており、そのうち約９割の721億円について内

閣府から関係省庁へ配分済みとなっております。 

 沖縄振興特別推進交付金、いわゆるソフト交付金を

活用した事業については、市町村分を除く500億円の

うち、当初予算と５月補正予算を合わせて延べ202事

業、458億円を計上しており、７月６日までに延べ180

事業、382億円が交付決定されております。 

 次に、交付決定と配分の違いについてお答えいたし

ます。 

 交付決定とは、交付申請された事業等について関係

省庁が審査を行い、交付すべき補助金等の額を決定し、

その事業等に対して国が補助金等を交付するという意

思決定を行うことであります。これに対し、沖縄振興

公共投資交付金に係る配分とは、沖縄県が作成し、内

閣府へ提出した事業計画に記載された交付対象事業に

要する経費について内閣府から関係省庁へ予算の移し

がえを行うことであります。配分を受けた関係省庁に

おいては、県の交付申請を受け交付決定をすることに

なります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 知事の政治

姿勢についての中の、観光コンベンションビューロー

の人事についてとの質問にお答えいたします。 

 観光コンベンションビューローの人事につきまして

は、基本的に当財団において決定をされるものであり

ます。財団の理事は、会長が知事との協議を経て選任

し、会長等の選任につきましては、ビューローの理事

会において互選により決定されるものであります。 

 県といたしましては、今後、ビューローの組織運営

や予算執行の面などにつきまして、適切な指導助言な

どを行ってまいりたいと考えております。 

 次に、那覇空港についての御質問の中の、海外誘客

強化についてとの質問にお答えいたします。 

 県においては、第５次沖縄県観光振興基本計画を策

定し、将来の外国人観光客数200万人を目標に各種施

策に取り組むこととしております。今年度におきまし

て外国人観光客数45万人を目標に据え、大きな伸びが

期待される中国を初めとする重点市場に加え、東南ア

ジアや欧米などの新規市場も対象に、交通アクセスの

拡充や沖縄観光の認知度向上を図るプロモーションな

どに取り組んでまいります。また、ＭＩＣＥの誘致に

引き続き取り組むほか、海外からのリゾートウエディ

ングや医療ツーリズム等の新たな観光メニューの開発

を促進することなどにより、海外からの誘客をさらに

強化してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、石垣空港ターミナルビル株式会

社の人事についてお答えいたします。 

 石垣空港ターミナル株式会社の役員人事につきまし

ては、去る６月27日の定期株主総会及び取締役会で決

定されたものであります。今回の役員改選は任期満了

に伴うものであり、同社を取り巻く経営環境が大きく
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変化していることから、新空港の開港に向けて需要喚

起策や地域振興策を強化するために官民一体となって

取り組む人選と考えております。 

 次に、新たな振興計画についての御質問の中で、米

軍発注工事参入支援可能性調査事業についてお答えい

たします。 

 県では、今年度、沖縄振興特別推進交付金を活用し

て「米軍発注工事参入支援可能性調査」を実施するこ

ととしており、その調査の中で実現可能性のある新た

な方策や実施方法等を検討していく考えであります。

具体的な調査の内容としましては５点ありまして、ま

ず１点目、在沖米軍が発注する大型工事の発注見通し、

２、ボンドに関する米国法規の確認、３、海外基地の

米軍発注工事に関する地元業者受注時の支援体制、４、

大型工事に対応したボンド枠確保に向けた支援策の検

討、５、支援に必要な保証規模、保証を実現するため

に必要な資金調達額及び運営計画等の検討を考えてお

ります。 

 次に、農連市場地区再開発事業についての御質問の

中で、那覇市と県の取り組み、進捗状況についてお答

えいたします。 

 本事業は、平成22年４月の都市計画決定後、平成24

年度の組合設立認可を目指してきたところであります

が、経済状況の低迷による参画予定企業の撤退等によ

り早急な事業及び資金計画の見直しが必要となってお

ります。現在、那覇市と資金計画の見直しについて多

角的に検討を進めているところであり、今後は関係機

関及び権利者との協議を踏まえ、平成24年度末の組合

設立認可を目指して事業の進捗を図っていく考えであ

ります。 

 同じく農連市場地区再開発事業で、一括交付金の活

用についてお答えいたします。 

 本事業に対する沖縄振興特別推進交付金の活用につ

いては、関係機関と調整を進めてきたところでありま

す。しかしながら、当該交付要綱に適合する事業計画

の立案は困難と判断されたため、県としては、県及び

市の財政支援により今年度の認可が可能な資金計画に

ついて関係機関と協議を進めているところでありま 

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 新たな振興計画につい

ての中の、一括交付金の市町村への交付状況について

お答えいたします。 

 県は、５月末までに全体の約８割に当たる約240億

円の事業内容を取りまとめ、その情報を内閣府に提供

し調整を行っているところであります。６月末時点で

要望額の約６割に当たる約140億円、約650事業の内諾

を得て市町村に伝達したところであります。 

 現在、まだ内諾が得られていない残り約650事業、

約100億円の事業については、引き続き調整を行って

いるところであります。さらに、未要望額約60億円に

ついても積極的に助言を行い事業化の促進を図ってお

り、これらの追加事業も含めて可能な限り多くの事業

が早期執行できるよう調整を進めてまいります 

 次に、那覇空港についての御質問の中の、那覇空港

の平行滑走路の進捗状況についてお答えいたします。 

 那覇空港の滑走路増設について、国は、環境影響評

価法に基づく手続を進めているところであります。こ

のような中、野田内閣総理大臣からは、５月15日に開

催した沖縄復帰40周年記念式典において、「平成25年

度予算編成過程で財源の検討を行って早急に整備を推

進する。」との考えが示されたところであります。 

 県としましては、国が設置管理する那覇空港の整備

について、国において財源を確保し推進されるものと

考えており、去る５月14日の那覇空港増設滑走路早期

着工県民総決起大会の決議を力強い支えとして、県民

各界各層、県議会、市町村の協力を得ながら、平成25

年度の事業着手に向けて強く要望してまいります。 

 次に、新国際線ターミナル施設についてお答えいた

します。 

 新国際線旅客ターミナルビルは、先月20日に起工式

を行い工事に着手しております。事業概要としては、

地上４階建て、延べ床面積２万3700平方メートルであ

り、現国際線ビルのおよそ3.7倍の規模に当たります。 

 国際線ビルの１時間当たりの処理能力は、現国際線

ビルでは小型機１機の対応しかできませんでしたが、

新国際線ビルでは中型機１機、小型機１機が同時刻に

利用できるようになり、乗降客数については、現在の

240人から640人の対応が可能になると聞いておりま 

す。 

 なお、近年のアジアからの急激な観光入域客の伸び

など将来の施設展開を考慮し、新国際線ビルでは拡張

可能な施設設計にしていると聞いております。 

 次に、那覇空港国内線旅客ターミナルビル第３次増

築工事についてお答えいたします。 

 国内線旅客ターミナルビル第３次増築工事につい 

て、事業主体である那覇空港ビルディング株式会社か

らは、当該工事は、現国内線旅客ターミナルビル北側

を増築し新規航空会社のためのチェックインカウンタ

ーを設置するなど施設の機能強化を行うものと聞いて
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おります。工事概要としましては、地上４階建て、増

築部分延べ床面積5862平方メートルの施設が整備され

ることとなっております。工事は、６月18日に入札公

告が行われ、工期は約１年としております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） 新たな振興計画につ

いての中の、農林水産物流通条件不利性解消事業につ

いての御質問にお答えします。 

 本県は、本土市場から遠隔地にあり島嶼県であるこ

とから、農林水産物の輸送コストの低減が農林水産業

振興上の課題となっております。このため、沖縄から

農林水産物を県外に出荷する際に鹿児島並みの輸送コ

ストの実現を支援するため本事業を実施するものであ

ります。対象品目として、市場競争力の強化により生

産拡大が期待されるゴーヤー、菊などの園芸作物やモ

ズクなどの水産物等の戦略品目を中心に実施すること

としております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 新たな振興計画についての

御質問で、離島児童・生徒支援センター（仮称）整備

事業についてお答えいたします。 

 同施設につきましては、離島・僻地出身の高校生の

寄宿舎の機能、小・中・高校生の交流の拠点としての

機能等をあわせ持つ複合施設として計画をしておりま

す。実施時期につきましては、一括交付金を活用した

事業として平成25年度の着工を目指して取り組んでい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 新たな振興計画につ

いての御質問の中の、沖縄公庫の活用や県単融資制度

の拡充等による金融円滑化についてお答えいたしま 

す。 

 県では、県内中小企業者の資金調達の円滑化に向け、

県融資制度として13資金を設定しております。平成24

年度は金利の引き下げを行い、さらに一部資金につい

て利子補給制度を創設するなど、中小企業者の負担軽

減に向けた融資条件等の整備に取り組んできたところ

です。また、県内経済団体等から強い要望のあった

「中小・小規模事業者向けの融資制度の拡充等」につ

いても、国や沖縄振興開発金融公庫と調整を行ってき

ました。その結果、平成24年４月から公庫に「沖縄雇

用・経営基盤強化資金」が新たに創設され、県内中小

企業者の雇用基盤や経営基盤の安定・強化に寄与する

ものと期待しているところであります。 

 県では、県内中小企業者の活性化に向け、資金調達

の円滑化に引き続き取り組んでまいります。 

 同じく新たな沖縄振興計画の中の、特別措置法の電

気料金への反映についてお答えいたします。 

 今般の電気料金の値上げの主な要因は燃料価格の上

昇によるもので、全国的に同様な措置がとられており

ます。これは、経済産業省の定める「一般電気事業供

給約款料金算定規則」に基づき、石油や石炭等の燃料

価格の変動を迅速に電気料金に反映する全国一律の制

度による措置であります。 

 なお、沖縄県の電気事業は、沖縄振興特別措置法に

基づき、石油石炭税の減免等年間約25億円程度の税制

優遇措置がとられており、１キロワット当たり約0.33

円、標準家庭で一月当たり約100円の電気料金の値下

げ効果となっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 どうもありがとうございました。 

 まず知事の政治姿勢で、今度の識名トンネルのほう

から、午前中、仲村議員からるる質問がありましたの

でちょっと違う視点からということで、今回、この発

端は国の会計検査の指摘から始まったわけですよね。

本来であれば、県は毎年会計検査でいろんな検査をし

ているはずでしょうから、ちょっとその部分で県の監

査委員が果たしている役割というのがどうなのかなと

いうことで、まずその部分で、代表監査のほうから監

査委員の役割ということをちょっと説明してもらえま

すか。 

○議長（喜納昌春君） 代表監査委員。 

○代表監査委員（又吉春三君） 監査委員の役割とい

うことでありますが、監査委員の役割は、住民にかわ

って地方公共団体の財務事務やその他の事務をチェッ

クし、行政の適法性、妥当性を確保するとともに、合

理的かつ効率的な行政を確保することであります。そ

のため、地方自治法第199条で県の財務に関する事務

の執行、県の経営に係る事業の管理等を監査すること

になっております。具体的には、１つ目に、財務監査、

２つ目に、行政監査、３つ目に、財政的援助団体等監

査、４つ目に、決算審査、５つ目、基金運用審査、６

つ目、健全化判断比率及び資金不足比率の審査、７つ

目に、現金出納検査、その他住民監査請求等の請求・

要求による監査を実施しています。 
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 監査等を行った結果につきましては、毎年、県議会

及び知事へ報告を行うとともに、各決算審査について

も県議会及び知事に対し決算審査意見書として意見を

提出しております。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 監査委員の果たす役割というのは、

定期的に財務なり事務的な部分を監査していくという

ことであるわけで、常任をされているというところも

あります。何で県で指摘できなくて、47都道府県全部

を見ている国の会計検査院がこのことを指摘できたの

かなということでちょっと担当と話すると、ＷＴＯ案

件になってくると、その裏のほうにいろんなものが出

てくるだろうと。それからすると、一つの取っかかり

というんですか、そういった部分のものを今国は見て

いるんだと。だから、それでＷＴＯの案件であった識

名トンネルのほうは、そういった部分で拾い上げされ

たんだろうと。要はそれに引っかかってしまったとい

うような話になってくるんですけれども、国で指摘さ

れて、何でその部分では沖縄県の監査委員会のほうで

確認できなかったのか、ちょっとその辺コメントいた

だけますか。 

○議長（喜納昌春君） 代表監査委員。 

○代表監査委員（又吉春三君） 監査をするに当たっ

ては、関係書類の確認を重点に置いて実施しており、

予算執行伺いから契約、完了検査、支出までの手続に

おいて関係書類が整っている場合、不適切な処理の発

見が困難なところであります。 

 今回の識名トンネル新設工事においても、既に完了

した工事を、あたかもこれから工事を行うこととして

書類を偽装したものであり、不正を発見することが困

難でありました。監査委員としても、従来の書類の確

認に加え、現場写真や現場記録を確認するなど監査の

強化に努めてまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 今代表監査が言われるように、不適

切な処理を発見するのが困難だったということであっ

て、不正を発見することをまた強化をしていきたいと

いうことであるんですけれども、じゃ今回の識名トン

ネル工事の不適切な契約に対する代表監査のコメント

は何かありますか。 

○議長（喜納昌春君） 代表監査委員。 

○代表監査委員（又吉春三君） 今回の識名トンネル

工事問題につきましては、県の公共工事に対する契約

事務について、非常に著しく県民から見ても不信感を

持たれたと。契約のあり方そのものが問われるような

形になっておりますので、今後、対策としましてやは

り法令遵守、やっぱり決められたことを決められたよ

うにやるというのが公務員の基本でありますので、き

ちっとしたいわゆる法令遵守と、それからやはり組織

の内部チェック体制といいますか、要するに内部で個

人個人では見逃すようなものを組織として牽制機能を

発揮するというのが大変大事なことだろうと考えてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 本来、監査ですのでもっと強化する

べき、しっかりとやるべきところがあるはずです。こ

れからは、全国地方分権ということで事務の移管とか

いろんな形で出てきます。また沖縄は、特別に新たな

振興策ということで、振興計画を沖縄みずからこれか

ら出しているわけですよね。みずからのその責任を負

ってくるというものを考えると、これからの監査委員

のあり方、充実強化ということからすると、どういう

ことが求められてくると思いますか。 

○議長（喜納昌春君） 代表監査委員。 

○代表監査委員（又吉春三君） 使途の自由度が高い

一括交付金の導入や地方分権の進展に伴い国の関与が

縮小していく中で監査委員の果たすべき役割はますま

す大きくなることから、監査機能を充実強化すること

が重要であると考えています。このため、現在、監査

委員としては、他県での工事監査や財政的援助団体等

監査の取り組み状況を調査しながら、監査手法の見直

しを検討しているところであります。特に工事監査は

専門的な知識を要することから、工事監査について技

術面の専門的知識を有する団体に一部業務を委託する

などの監査手法をとっている県もあります。 

 今後の工事監査については、他県の状況等を参考に

しながら、組織体制及び監査手法の見直しを図り、監

査機能の充実強化を図っていきたいと考えておりま 

す。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 代表監査委員、最後に一言だけ答弁

いただきたいんですが、監査委員は第三者機関、その

部分で独立性を持たれているというふうにお思いです

か。 

○議長（喜納昌春君） 代表監査委員。 

○代表監査委員（又吉春三君） まず県の行政委員会

でございます。そして当然、統括的なこと、例えば予

算全体の統括権限とか一部は知事権限になっておりま

すけれども、それ以外の件につきましては、基本的に

は独立して監査を実施するということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 ありがとうございました。 
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 知事、今代表監査委員のほうからもあったんですが、

本来であれば、こういったことが出てきたときには県

の監査の中でやっぱり出てくるべきなんですよ。監査

委員会というのはそのために４名の皆さんがいるわけ

ですから、そういった部分を今あったように体制強化

をしていきたいということと、東京都を見ると、総務

部だとかいろんな部署、３部署に分かれるんですよ、

３部署に。３部署に分かれていて、なおかつ今代表監

査委員からもあったように工事監査というのはまた別

事業なんですよね。そういった面で、あそこはもう自

主財源で自分たちでやられているところですから、国

と同じような仕組みをつくらないといけないでしょう

し、我々監査は国の会計検査院と等しいんだという気

構えでやっているわけです。我々は、その識名トンネ

ルの問題が出たわけですから、本当に県民にどうある

べきかということを、未然防止、これからの対応を含

めて監査委員会をどうすべきだということを、やっぱ

り知事がそのことを持つべきだと思うんですが、今の

答弁を聞いて、知事、どう思われますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時28分休憩 

   午後３時28分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） お答えいたします。 

 今當間議員が言われるとおりでございまして、監査

機能もやはり強化をしていく必要があろうかと思いま

す。そこのところは、今代表監査委員のほうからるる

御説明もございました。今般の問題に関連をいたしま

して、県では、行政考査の中でやはり今後再発防止策

の組織的な対応としてどんなものが必要かということ

を実は検討をしております。１つは、チェック機能の

強化、これは内部で従来迅速性・効率性を重んじると

いうふうなことで、総務課制を廃止をしてきたわけで

ございますけれども、そのことはある意味そのチェッ

ク機能というふうなものを弱めていなかったかどう 

か、ここのところは事業執行部局についてはどうすべ

きかという議論を今後少し提起をして検討していきた

いというふうに考えております。 

 それから、あともう一つは、進行中の事業を管理す

る組織というものが必要じゃないかどうか。今、監査

委員はまさしく事後的にそれをチェックをする、その

機能強化をするという話がございましたけれども、一

方では、そういう危機が発生する前に必要な対策をと

る体制も含めて、これは県全体としてまた検討してい

きたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 そうなんです。嘉陽議員が言われる

ように、委員会ではなくて監査委員の４名の皆さんで

しっかりと、これはやっぱり職員の皆さんもちょっと

人員が足りないんじゃないかと。専門的な知識もその

部分では必要だということで、先ほど工事の監査とい

うことになってくると、またその部分で県の職員がそ

の工事監査をやってくると、やっぱりなれ合いになっ

てきてしまうというところもあるはずでしょうから、

その辺はまた外部からどうしていくかということも含

めて、これは僕は監査委員も含めて監査のチェック体

制のあり方というのは早急に対応しなければいけない

んじゃないかなというふうに思っておりますので、ぜ

ひまたよろしくお願いをしたいと思っております。 

 それでは次に、新たな振興計画についてであるんで

すが、川上総務部長、県の外部監査の監査結果報告書、

これに目を通されましたか。（資料を掲示） 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） ほとんど頭に残っていな

いかもしれませんけれども、一通りは見たかもしれま

せん。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 今度の包括外部監査結果は、沖縄振

興計画に基づく沖縄県が実施した事業についてという

ことで報告しているわけですよ。その中で、今後の振

興計画の方向性ということで、今後の振興計画におい

ては人材育成こそが最も重要な課題であるということ

で、その監査は指摘しております。そして今、県は、

雇用対策ということでグッジョブ運動をしているんだ

と。しかし、効果がどのように出ているのかというこ

との指摘もあります。その中で言っていることは、子

供の貧困が存在しているとしたら、それはどうしても

解決すべき課題であると。雇用問題と子供の貧困とい

う部局横断的・総合的な視点からの調査はまだ行って

いないものと思うと。この指摘についてどう思われま

すか。 

○総務部長（川上好久君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時31分休憩 

   午後３時32分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） お答えいたします。 

 現在のところ、部局横断的なそういう調査というふ

うなものはまだ取り組んでおりません。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 
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○當間 盛夫君 指摘されているように、この子供の

貧困を含めて人材育成、これからの沖縄の10年を担う、

将来を担うのは沖縄の子供たちですから、その雇用問

題にしても、やっぱり子供の貧困対策をしなければだ

めだという部分等で、人材育成する中で、やっぱり海

外でいろんな意味で留学をするんだけれども、ただア

メリカ一辺倒という話ではなくて、アジアにかける沖

縄ということで言っているのに、何でアジアに対する

そういった留学の部分のものをやらないのかという部

分と、私は、前回の議会で米留の制度がありましたよ

ねと、国費の制度もありましたよねと、そういった２

つの沖縄の制度がある中で、もう一度沖縄はそういっ

た人材育成に向けてしっかりとやるべきだという指摘

をしております。ぜひ目を通して、これは外部監査で

すので、しっかりとその報告に対する見解を出しても

らえればというふうに思っています。 

 今度の新たな振興策、県のほうが500億円ですので、

今上げている分であと22事業が未決定だということ 

で、この22事業はどうして未決定になっているんでし

ょうか。 

○総務部長（川上好久君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時33分休憩 

   午後３時33分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） お答えいたします。 

 現在、22事業がまだ交付決定に至ってないわけでご

ざいますけれども、これは内容的には、まず類似の補

助金との違いが確認できていないものとか、あるいは

また、個人・法人の資産形成に資するかどうか、これ

は交付要綱の中で多少まだ整理がうまくされていない

というか、説明をされていないというふうなところで、

今とまっているというふうに聞いております。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 これは一番大きなのが、沖縄型物流

コストをやろうということで、農林の皆さんが36億円

の条件不利性解消事業ということで出している、これ

は目玉なはずです。これがこの部分でまだ決定されて

いないというのはどういうことなんですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 確かにこの事業はま

だ国と調整が残っていて交付決定がされていない状況

でございます。現在、補助単価の設定などで詳細な詰

めを今行っているところであります。国からのいろん

な質問等については答えておりまして、まだその答え

た後の結果が来ておりませんが、農林水産部としては、

近々理解がもらえるのかなと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 我々も改選前での補正予算なり、一

般・当初予算という形でしっかりと中身まで追及でき

なかったというところもあるんですが、皆さんも、ま

だ確立できていないのに当初予算に上げてそのものは

とると。しかし、まだ国との調整が全然進んでなかっ

たということになってくると、もしとれなかった場合

は、これは修正でもかけるんですか、その辺は。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 我々、予算要求のと

きに我々の計画として総務部を通じて内閣府のほうに

出しております。その最初の内閣府からの照会といい

ますか、質疑等が来たのが５月に入ってからでありま

して、それからいろいろ詰めていく段階で、確かに向

こうの指摘等も踏まえて詳細に詰めることもあるなと

いうことでいろいろ調査をして、今後継続してやって

いく事業ですので、その辺はしっかり詰めたいという

ことでいろんなところの資料等を精査をしながら詰め

て、今説明をした段階でございます。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 県は、自分たちのほうから先にして、

市町村を後回しにしているわけです。市町村は１件も

交付されていないという実情があるわけですから、こ

のことは早目に今月いっぱいで市町村はもう８割、９

割、内諾と交付決定しないと、市町村の実施計画とい

うのは執行というのはおくれるわけですから、７月で

やっても、臨時議会をもう一度開いてそのことを承認

してやるのは９月ですから、そのことを考えると、や

っぱり県分もそのことでは重要なんでしょうけれど 

も、市町村のその300という部分も新たな部分でとっ

てきたわけですから、そのことをしっかりと皆さんが

サポートしてあげるということは大変大事な部分にな

っていると思っておりますので、企画部長、ちょっと

その辺の進捗を含めて教えてください。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 議員がおっしゃるのと

全く同様な、ある意味危機意識を我々も持っておりま

して、先週から内閣府からも担当職員に来ていただき

まして、首長または副首長を交えて、可能な限り早期

着手ができるようにということで最後の詰めを行って

いるところであります。残りまだ60億円予算が残って

おりますけれども、そういった事業化ができていない

ところについても、その機会にいろんな相談をやって

いただきまして、早目に年度内に執行ができるように
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ということで、早目の内諾が得られるようにというこ

とで、これからも作業を進めてまいりたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 それでは次、国際線ターミナルの事

業なんですが、概要等はわかりましたので、じゃこの

ターミナルの施工業者はどちらの業者がとって、その

予定金額と落札金額があるはずでしょうから、ちょっ

とその部分の説明をしてください。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 那覇空港ビルディングに確認しましたところ、予定

金額はちょっと教えていただけなかったんですけれど

も、建築工事が國場組、大成建設、仲本工業等ＪＶと

いうふうになっております。代表は國場組がやってい

ると。電気工事は九電工、住友電設、あとは沖縄特電、

金城電気工事です。 

 失礼しました。その前の建築工事のほうの落札額は

44億円というふうに聞いています。電気工事が７億

4400万円。空気調和工事が三建、國和などとなってお

りますけれども、契約金額が８億2200万円。給排水衛

生工事が三晃、太閤などとなっておりますけれども、

契約金額が３億4300万円ということで、合計63億円と

なっております。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 予定は大体80億円を予定していたわ

けですね、この部分は。80億円の63億円ということで、

僕は、何でこの５年とか、10年にしか対応しないよう

な国際線のターミナルをつくるのかなと。何で20年後、

30年後を見据えたようなものをつくらないのかなとい

うところも疑問ではあるんですが、この63億円を含め

て、今度国内線のターミナルをつくりますよね。その

部分での入札参加要件をちょっと示してもらえます 

か。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 1200点以上の企業が参

加要件となっております。 

○當間 盛夫君 それだけじゃないですよ、もっとあ

るでしょう。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時40分休憩 

   午後３時40分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 1200点以上の評価、それと床面積が

２万平米以上の施工実績と。これは県内で何社あるん

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） １社と聞いております。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 この１社はどちらですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 國場組１社と聞いてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 これで終わりますが、この国際線タ

ーミナルもＷＴＯ案件なんですよね。識名トンネルも

ＷＴＯの案件で、落札率が47％だったから追加工事し

たらこういう形になってしまいましたという形です。

会計検査院が指摘しているように、ＷＴＯのものとい

うのは見ているわけですよ、国の部分を。今回、また

この部分で國場さんがとる。この国内線の部分も１社

しかとれないような入札要件しか出さないでやってく

るということは、ここは県がその部分で空港ビルディ

ングに対してどんな指導をしているのか、そのまま疑

問を投げかけて終わります。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。 

   午後３時42分休憩 

   午後４時８分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 田勝廣君。 

   〔 田勝廣君登壇〕 

○ 田 勝廣君 公明党・県民会議無所属の 田で 

す。よろしくお願いします。 

 今度の選挙で私は敗北宣言をいたしました。それか

ら３分後にまた当確が出まして万歳をしたのを覚えて

いますけれども、マスコミ含めて選挙だけではなくて

大本営発表と――僕は67歳ですけれども――第二次世

界大戦でそういうことがよくありました。そしてそれ

の執行を精査する。例えば大本営発表で発表したこと、

市町村のいろんな政策であれ何であれ、これをやっぱ

り精査する。一度発表したものを精査しようと、それ

がだめだったら今度はどうするかというようなことを

僕はマスコミにお願いしたいなと思っています。 

 一般質問を行います。 

 １、沖縄振興について。 

 新たな沖縄振興特別措置法や駐留軍跡地利用推進特

別措置法が成立をし、政府は沖縄振興基本方針を決定

しました。県も「沖縄21世紀ビジョン基本計画」を策

定をし、自立経済確立ヘスタートを切りました。 
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 (1)、沖縄振興基本方針の特徴と評価について。 

 (2)、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」を実施するに

当たっては、一括交付金1574億円以上の確保が絶対条

件と考えますが、知事の決意を伺います。 

 (3)、沖縄振興特別推進交付金要綱を施行しました 

が、問題点と課題はないのか。 

 (4)、沖縄県も同様に沖縄振興特別推進市町村交付金

要綱を策定しましたが、交付金対象事業が政府と同様

でありますが、その理由について伺います。 

 (5)、沖縄振興基本方針で北部地域は県内でも最も所

得水準が低いと指摘していますが、その原因と今後の

振興について伺います。 

 ２、離島・過疎・僻地地域の振興について。 

 北部３村（国頭・東・大宜味）及び離島（伊平屋

村・伊是名村）は財政基盤が脆弱であり、財源確保及

び定住条件の整備が大きな課題と考えております。 

 以下伺います。 

 (1)、財政確保については、①、水資源開発・確保の

ための新たな基金制度の導入が必要と考えます。②、

隔遠地補正の見直しが重要と考えますが、県の考えを

伺います。 

 (2)、定住条件は、雇用の確保及び医療、福祉、介護、

教育、住宅、交通などの整備が重要と思うが、県の施

策を伺います。 

 (3)、高齢化が進んでいる状況の中で、県の施策を伺

います。 

 大きい３、観光振興について。 

 (1)、1000万人の観光客誘致のためには観光客の安

全・安心が重要であると考えます。リゾート地におけ

る防災計画はどうなっておりますか。 

 (2)、恩納村などバイパスの完成により既成の道路の

交通量が減少し、飲食店、お土産品店等のお客が激減

し、経営が困難なようであります。県は実態調査をし

たことがありますか。今後の対策について伺います。 

 ４、鉄軌道の導入について。 

 (1)、内閣府は鉄軌道の調査結果を発表しましたが、

その結果について県の考え方を伺います。 

 (2)、鉄軌道の導入について今後の計画を伺います。 

 ５、基地問題について。 

 (1)、金武町で発生した米兵器物損壊事件の経緯と損

害賠償について伺います。 

 (2)、被害者は何名か。全員が示談書に署名したのか

伺います。 

 (3)、オスプレイが訓練をする市町村及び本土の基地

への配備計画を明らかにされたい。 

 (4)、オスプレイの墜落の原因は何か。 

 (5)、オスプレイが搭載される空母名を明らかにされ

たい。 

 (6)、民間ヘリの夜間飛行が許可されていないと聞き

ますが、夜間飛行が許可されているヘリは軍隊だけで

すか。また無灯火も許されているのか伺います。 

 (7)、県民大会開催について知事の決意を伺います。 

 ６、信号機の設置について。 

 本部長は新設について積極的に検討していきたいと

答弁していますが、今後の設置方針について伺います。 

 ７、億首川の環境保全、整備について。 

 (1)、ダム建設工事等に伴う赤土の流出は異常であり

ます。県は実態調査をしたことがありますか。今後の

対策を伺います。 

 (2)、マングローブの育成・保全について県の対策を

伺います。 

 (3)、県は億首川の自然環境保全及び整備についてど

のように考えていますか伺います。 

 ８、屋嘉地区における不法占拠の建物撤去はどうな

っておりますか。 

 ９、伊平屋飛行場の進捗状況はどうなっております

か。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 田勝廣議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、沖縄振興についての御質問の中で、

「沖縄21世紀ビジョン基本計画」の実現に係る予算の

確保についてという御趣旨の御質問にお答えをいたし

ます。 

 「沖縄21世紀ビジョン基本計画」を実施するために

は、沖縄振興予算を確保し、第１に産業の振興や、第

２に雇用の促進、第３に離島振興、第４に子育て支援

等々、県民ニーズの高い施策を推進していく必要がご

ざいます。このため県議会、そして市町村の協力を得

ながら、自由度の高い沖縄振興一括交付金の拡充はも

とより、振興予算の3000億円台を超える総額の確保に

全力で取り組んでまいる所存でございます。 

 次に、基地問題に係る御質問の中で、県民大会につ

いてに係る御質問にお答えいたします。 

 オスプレイは、墜落事故が発生しており、県民が不

安を抱いております。県といたしましては、事故原因

が究明され、安全性が証明され、県民の不安が払拭さ

れない限り配備には反対であります。渉外知事会や軍

転協でも配備見直しを要請してまいることといたして

おります。これまでの県民大会は広く各界各層を網羅
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し、県民が主役となって取り組まれたものと考えてお

ります。今後ともさまざまな機会を活用して、直接政

府に対し配備反対を求めたいと考えております。 

 県民大会への参加につきましては、これらの取り組

みを踏まえ検討してまいりたいと考えているところで

ございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄振興予算について

の御質問の中の、沖縄振興基本方針の特徴と評価につ

いてお答えいたします。 

 沖縄振興基本方針は、沖縄振興特別措置法第３条の

２に基づき政府における沖縄振興の意義や方向、振興

に当たっての基本的な視点を示し、沖縄県が沖縄振興

計画を策定する際の基本的事項などについて定めたも

のです。 

 基本方針の特徴として、「沖縄の優位性を生かした

民間主導の自立型経済の発展」、「我が国及びアジア・

太平洋地域の発展に寄与する21世紀の「万国津梁」の

形成」、「潤いのある豊かな住民生活の実現」の３項目

を「沖縄振興の方向」として掲げていることが挙げら

れます。この基本方針の内容につきましては、沖縄県

の主体的な取り組みを尊重するとともに、これまで積

み上げてきた県が考える沖縄振興の方向性に合致した

ものであり、評価できるものと考えています。 

 沖縄振興特別推進交付金交付要綱についてお答えい

たします。 

  沖縄振興特別推進交付金交付要綱は、交付対象事業

の範囲や事業計画の作成、交付事務などについて、沖

縄県と国との間で意見交換を重ね、去る４月19日に国

において決定されたものであります。交付対象事業に

ついては、沖縄振興計画の趣旨にかんがみ産業振興に

加え、雇用、福祉、離島振興などに資する幅広い分野

が対象とされております。また、国庫支出金として、

通常は充当しがたい行政運営費や基金造成費、他の国

庫補助がある事業などについても、沖縄振興に必要不

可欠な事業であるなどの特段の事業がある場合には交

付金の活用が認められております。当該交付要綱につ

いては、沖縄県の要望が可能な限り反映されたものと

なっていると考えております。 

 国と県の交付要綱で、交付対象事業が同様である理

由についてお答えいたします。 

 国の沖縄振興特別推進交付金交付要綱は、沖縄県及

び市町村の要望が可能な限り反映されたものとなって

おり、市町村が事業立案するに当たり自由度の高い制

度となっております。県において策定した沖縄振興特

別推進市町村交付金交付要綱は、自由度の高い沖縄振

興特別推進交付金を市町村においても十分に活用でき

るようにするため、交付対象事業など国の交付要綱に

準じ規定したものであります。 

 北部地域の所得水準が低い原因と今後の振興につい

てお答えいたします。 

 平成21年度の北部地域の１人当たり市町村民所得は

180万9000円となっており、１人当たり県民所得の204

万5000円に比べ低い水準となっております。これは、

１人当たり市町村民所得を構成する雇用者報酬、財産

所得、企業所得のうち、北部地域においては雇用者報

酬が他地域と比較して少ないことが要因となっていま

す。 

 今後の北部地域の振興については、「沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画」を踏まえ、沖縄科学技術大学院大学

を核とした知的・産業クラスターの形成を推進すると

ともに、本県の代表的リゾート地としての特性を生か

し、国際的な学術研究・リゾート拠点の形成を図って

まいります。また、雇用機会の創出、魅力ある生活環

境の整備、情報通信関連産業や農林水産業の振興など

を図り、定住条件の整備や所得向上に向けた産業振興

に取り組むとともに、北部振興事業に続く北部連携促

進事業が着実に実施できるよう地元と連携しながら取

り組んでまいります。 

 離島・過疎・僻地地域の振興についての御質問の中

の、新たな基金制度の導入についてお答えいたします。 

 沖縄県では水源地域の振興を図るため、水源地域対

策特別措置法の精神に準じ、財団法人沖縄県水源基金

を設立し支援事業を行ってまいりました。現在建設中

の億首ダム以降新たなダム建設が予定されていないこ

と、ダム建設に伴い締結された覚書に基づく事業が平

成24年度で終了することなどから、平成22年９月の水

源基金の理事会において平成25年度の財団の解散を決

めたところであります。同理事会において、基金解散

後の新たな財政措置を求める意見などがあったことか

ら、現在県、企業局、受水市町村及び水源地域市町村

との間で意見交換を重ねているところであります。 

 隔遠地補正の見直しについてお答えいたします。 

 沖縄県の離島市町村につきましては、地方交付税法

等に基づく特例措置により、隔遠地補正の算定におい

て本来の級地より１級かさ上げされて適用されており

ます。この特例措置につきましては平成23年度が期限

とされておりましたが、昨年９月に総務大臣に対し、

地方交付税法第17条の４第１項の規定に基づき沖縄特
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例の規定の延長について意見の申し出を行い、平成24

年３月31日に公布された地方交付税法等の一部を改正

する法律により10年間延長されたところであります。

県としましては、地方交付税制度においては隔遠地補

正に限らず、行政需要を的確に把握することが重要で

あると考えており、引き続き関係市町村と連携しなが

ら研究してまいりたいと考えております。 

 定住条件の整備についてお答えいたします。 

 本県の離島・過疎地域は、若年者の慢性的流出、高

齢化の進行、産業や社会活動の停滞など多くの課題を

抱えております。一方で、離島・過疎地域はそれぞれ

が個性豊かな自然環境、文化、歴史的遺産などの魅力

を有し、こうした多様性は観光資源としても大きな魅

力となるとともに、県民の食料供給基地としても重要

な地域となっています。地域振興に当たっては、引き

続き離島・過疎地域の持つ不利性の軽減に努めるとと

もに、優位性を積極的に活用しこれを伸ばしていく取

り組みが重要であると考えています。このため、地域

の特性と住民の創意を生かした産業の振興を初め医

療・福祉の充実、交通・情報通信体系の整備、都市地

域との交流活動の促進など若者が定着する、魅力に満

ち、活力に富んだ個性豊かな地域社会の形成を目指し、

ソフト面の対策を含めた諸施策を推進していく必要が

あると考えています。具体的には、沖縄振興一括交付

金を活用した船舶等の代船建造や離島地域で販売され

る生活必需品の価格を低減するための実証実験、離

島・僻地における学習支援、島嶼型福祉サービス支援、

農林水産物流通条件不利性解消事業などを実施してい

くとともに、過疎対策事業債（ソフト分）の効果的な

活用を促すなど離島・過疎市町村における取り組みを

支援していくこととしております。 

 鉄軌道の導入についての御質問の中の、内閣府調査

結果についてお答えいたします。 

 今回の国の調査結果では、膨大な事業費や厳しい事

業採算性などの予測結果が示されておりますが、当該

調査は既存の整備・運営スキームを前提としており、

その結果は想定される内容と考えております。一方、

事業効果に係る調査結果では移動時間の短縮や生活圏

域の拡大、移動費用の縮減などの整備効果も示されて

おります。県は導入実現の可能性を高める観点から、

事業費の縮減、まちづくり等と連携した需要の拡大等

による事業採算性の確保、さらには持続的な運営を可

能にする特例的な制度の創設等についての検討が必要

と考えております。   

 今後の計画についてお答えいたします。 

 国は、平成22年度から23年度にかけて需要予測モデ

ルの構築とモデルルートを設定し、ルートとシステム

の組み合わせによる複数のモデルケースについて、沖

縄における新たな公共交通システム導入にかかわる課

題整理等を行っております。平成24年度は、引き続き

モデルルートをもとにした導入課題検討に向けた調査

や県民が求める公共交通システムに関する意識調査な

どを実施すると聞いております。県はこれまでの調査

結果を踏まえ、国とも連携を図りながら、早期導入の

可能性を高める観点から県民のコンセンサスを得るた

めの広報活動、駅を中心とした新たな開発等による需

要拡大の検討、持続的な運営を可能にする特例的な制

度の提案を行うための調査など、導入のための条件整

備に資する調査を実施したいと考えております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 離島・過疎・僻地地

域の振興についての御質問の中の、高齢化に伴う県の

施策についてお答えいたします。 

 国頭村、東村、大宜味村における平成23年10月１日

現在の高齢化率を見ると、いずれも県平均16.8％を上

回った高齢化地域となっております。これらの地域に

おける高齢化対策の課題としては、高齢者の住居が点

在していることから、移動に時間を要するために介護

事業所等の利用に支障を来すことや孤立化が懸念され

ることなどが挙げられます。県としましては、平成24

年３月に策定した沖縄県高齢者保健福祉計画におい 

て、高齢者の地域での暮らしと自立を支えることを新

たに基本施策として位置づけたところであり、市町村

の支え合い体制づくりを支援してまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 観光振興に

ついての中の、観光・リゾート地における防災計画に

ついてとの質問にお答えいたします。 

 県は、東日本大震災を踏まえて、ことし３月に「沖

縄県地域防災計画」を修正しております。同計画では、

災害発生時における観光客の災害応急対策について 

は、観光施設等の管理者及び市町村が実施責任者とな

っております。災害発生時には、市町村及び観光施設

等の管理者は、避難情報の伝達や避難誘導、一時避難

場所を確保する役割を担っております。一方、県は観

光客等の避難のための施設の提供や安否情報の収集・

把握、帰宅困難者の帰宅支援などを行うこととしてお
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ります。また、平成23年度から、観光関係者や防災関

係者を対象とした観光危機管理セミナーやワークショ

ップの開催、災害情報配信システムの構築などを実施

しております。誘客という観点からしても、昨年の震

災以来、観光客の防災に対する意識はさらに高まって

いる傾向にあり、県としては今後とも市町村や観光施

設等との連携を図り観光客の安全・安心の確保に努め

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 観光振興についての

御質問の中の、恩納バイパス等の開通に伴う近隣飲食

店等の客足減少の実態と対策についてお答えいたしま

す。 

 御指摘の恩納バイパス等については、交通安全確保、

交通渋滞の解消と沖縄科学技術大学院大学へのアクセ

ス改善を図ること等を目的に整備されたものでありま

す。旧道沿線の飲食店等への影響については県として

実態調査は行っておりませんが、平成23年度に恩納村

商工会が実施した調査によると、観光客以外の県内ド

ライブ客の立ち寄りが大幅に落ち込んでいるとの結果

が出ております。これを受け今年度、恩納村商工会が

主体となり、国の「地域力活用新事業」を活用して

「おんな海岸通り物語による地域コミュニティ構築プ

ロジェクト」を実施する予定と聞いております。 

 県としても、商店街振興組合指導事業を通して組織

化等の支援を行い、地域の活性化を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 村田 隆君登壇〕 

○警察本部長（村田 隆君） 基地問題についての御

質問の中で、金武町で発生した器物損壊事件の経緯と

被害者は何名かについては関連いたしますので一括し

てお答えいたします。 

 本事案は本年２月21日の未明、金武町字金武におい

て専門学校学生寮の駐車場や契約駐車場等に駐車され

た車両のフロントガラス、サイドミラーなどが割られ

た器物損壊事件であります。 

 本件の被害者は11名で、全員から被害届を受理し現

場資料、防犯カメラの映像、関係者からの情報等から

在沖米軍海兵隊所属の海兵隊員を浮上させ、米軍捜査

機関の捜査協力など所要の捜査を実施して同海兵隊員

を器物損壊事件の被疑者と特定し、本年５月25日那覇

地方検察庁へ事件送付をしております。 

 なお今回の事件に関し、示談交渉の場所として金武

交番が使われておりますが、警察が使用させたという

ことではなく、また示談交渉にも関与しておりません。 

 県警察といたしましては、今回の事案を踏まえ、各

所属に対し交番等の適正な管理の徹底を指示するとと

もに、米軍側に対して交番等警察施設を示談交渉の場

所として利用することがないよう文書で強く申し入れ

を行い、再発防止対策を講じたところであります。 

 次に、信号機の設置についての御質問にお答えいた

します。 

 御質問については、宜野座村漢那の国道329号上の

ゆたかストアー前の横断歩道のある交差点であると承

知をしております。現在、県警察では県内全域からの

要請の中から、事故発生の頻度や交通量等はもとより、

周辺一帯の施設や交通安全施設の設置状況等を総合的

に検討し、信号機設置の必要性や緊急性の高い箇所の

抽出を行っているところであります。同所への信号機

の設置につきましては、通学路として利用されている

ことや交通量が多く通過車両の速度が実態として速い

ことなどの調査結果を十分に踏まえた上で、現在検討

を行っているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地問題についての御

質問の中で、米兵器物損壊事件の賠償等についてお答

えいたします。５の(1)のイと５の(2)のイは関連いたし

ますので一括してお答えいたします。 

 公務外の米軍人等による事件・事故に関する被害者

補償については、原則として加害者が損害を賠償する

こととなりますが、加害者に弁済能力がない場合等に

は日米地位協定第18条第６項の規定に基づき、米国政

府が慰謝料を支払うこととなっております。在沖海兵

隊政務外交部によると、金武町で発生した米海兵隊員

による器物損壊事件については、加害者とともに米軍

も賠償を行ったとのことであります。また、示談につ

いては一部の被害者が示談に応じていないとのことで

ありますが、詳細については公表されておらず把握し

ておりません。 

 次に、オスプレイの配備計画についてお答えいたし

ます。 

 オスプレイが訓練を行う市町村について沖縄防衛局

に照会を行ったところ、環境レビューで挙げられてい

る普天間飛行場、嘉手納飛行場、北部訓練場、中部訓

練場及び伊江島訓練施設が所在する市町村において訓

練が行われるものと承知しているとの回答がありまし

た。また、ＭＶ22は、沖縄以外の本土の米軍基地に配
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備される計画はないとのことであります。 

 次に、オスプレイ墜落の原因についてお答えいたし

ます。 

 オスプレイの開発段階の事故については、飛行制御

システムの配線間違い、潤滑油漏れ、ＶＲＳと呼ばれ

る降下速度超過、油圧配管の問題等が原因とされてお

り、米軍は所要の対策をとったとしております。しか

しながら、ことし４月のモロッコ、また６月のフロリ

ダにおける墜落事故については、機体に機械的なふぐ

あいはなかったとしながらも具体的な原因の説明が不

十分であります。 

 次に、オスプレイが搭載される空母についてお答え

いたします。 

 オスプレイが搭載される艦船名について沖縄防衛局

に照会を行ったところ、オスプレイがどのような艦船

に搭載されるかについては、オスプレイ配備前の現時

点では承知していないとのことであります。 

 次に、夜間飛行等が許可されるヘリについてお答え

いたします。 

 航空機の夜間飛行について、国土交通省那覇空港事

務所によれば、夜間飛行に必要な装置を装備していれ

ば、民間機であっても夜間飛行が許可されるとのこと

であります。また、無灯火での飛行については、いわ

ゆる航空特例法により航空法の一部規定が適用されな

い米軍機のほか、自衛隊機についても自己の位置を秘

匿する必要がある場合においては、夜間において航空

機を灯火をもって表示しないことができるとのことで

あります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 下地 寛君登壇〕 

○環境生活部長（下地 寛君） 億首川の環境保全、

整備についての御質問の中で、億首ダム建設工事等に

伴う赤土等流出の実態及び今後の対策についてお答え

いたします。 

 億首ダム建設工事については、沖縄県赤土等流出防

止条例に基づき事業行為通知書が提出されておりま 

す。当該事業における赤土等流出防止対策としては、

地区外からの流入水は土砂流出防止さくにより切り回

しを行う、現場内で発生した濁水は沈殿池または機械

式の濁水処理機を用いて処理する、裸地面は種子吹き

つけを行うなどの計画となっております。県では、平

成23年10月７日に現地調査を実施しており、その際、

濁水放流の記録簿等からは排水基準である200ｍｇ/Ｌ

を超過した濁水の放流は確認されておりません。億首

川への赤土等流出に関しては流域内の開発事業や耕作

地、米軍基地等さまざまな流出源が考えられますが、

現在のところ具体的な流出源の特定には至っていない

状況であります。 

 県としましては、今後も引き続き億首川周辺の赤土

監視パトロールを強化していくとともに、金武町や関

係機関と連携を図り、赤土等流出源の特定及び赤土等

流出防止対策に取り組んでいきたいと考えておりま 

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 億首川の環境保全、

整備についての御質問の中で、マングローブの育成・

保全についてお答えいたします。 

 平成20年２月に策定された億首川水系河川整備基本

方針においては、マングローブは、億首川の特徴と環

境的豊かさを象徴するものであり、これを保全しなが

ら治水安全度の向上や流況の安定を図り、潤いある河

川環境の創出に努めるとされております。また、同年

11月に策定された河川整備計画では、下流域では、河

道拡幅は行わず現況河川を尊重し、豊かな自然環境の

保全に努めるとされております。県としてはこれらの

整備基本方針や整備計画に基づき、億首川下流部のマ

ングローブの保全を図りつつ、河川整備を行う方針で

あります。 

 同じく億首川で、自然環境保全及び整備についてお

答えいたします。 

 億首川の下流域については、沖縄本島でも有数のマ

ングローブ林が生育していることや多様な底生生物、

魚類等の生息が確認されるなど、豊かな自然環境が残

されており、環境保全の重要性については十分認識し

ております。県としては、治水との整合性を図りつつ

地元とも連携して自然環境に配慮した河川整備を行い

たいと考えております。 

 次に、屋嘉地区における不法占拠の建物についてお

答えいたします。 

 金武町屋嘉地区の海浜地を不法占用している建物に

ついては、建物の所有者が県外に在住していることを

確認しております。所有者からは、建物を撤去すると

の返事を得ておりますが、現在まだ撤去されておりま

せん。再度、撤去を勧告し、それでも撤去しない場合

には行政代執行等により撤去することも考えておりま

す。 

 次に、伊平屋飛行場の進捗状況についてお答えいた

します。 

 伊平屋空港の整備については、環境影響評価書に対
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する知事意見の中で、「埋立回避」の意見が出された

ことから、現在、陸域内で空港を設置するため、滑走

路長の縮小など基本計画の見直しを行っているところ

であります。それに伴い需要予測、事業費及び費用対

効果等についても見直す必要が生じております。県と

しては、基本計画の見直しを早期に行い、伊平屋村と

伊是名村の了解を得た上で、環境影響評価書の補正を

行う考えであります。なお、新規事業化に当たっては、

航空会社の就航意向取りつけや需要喚起策が重要なこ

とから、「伊平屋空港協議会」や関係機関と協議し、

早期に事業着手できるよう取り組んでいきたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 まず一括交付金なんですが、知事

頑張って約3000億円を獲得したわけですが、3000億円

の内訳をちょっと述べていただけますか。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） お答えいたします。 

 次年度も今年度と同じような形で離島振興とか子育

て、産業振興を賄えるような形の予算要求をしていく

予定でございます。3000億とそれからこの間知事がお

答えしましたように、那覇空港の滑走路を含めてまだ

具体的に数字は国のほうとの調整はしてございません

けれども、おおむねその前後で調整をして要請をして

いきたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 この要綱のことなんですが、要綱は

５年で見直すと書いてあるけれども、もっと早目にや

ったほうがいいんじゃないかと思うがどうですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 早目にということです

けれども、何せ今始まったばかりでそれに基づいてや

っているものですから、現在はそれに基づいて事業執

行できるようにということで、今、一生懸命頑張って

いるところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 なぜそういうかというと、初めてだ

から例えば北部振興もいわゆる島懇事業も全部５年で

見直しという話だったわけ。だけどやっぱりやってい

るうちに早急に見直さないといかぬなと。また今各市

町村から事業計画として県に挙がっている達成率、こ

れ皆さんのデータを見ると大体60％要望事項のあると

ころ11ぐらいですよね、市町村。そうしてくると、い

わゆるこの事業計画に当たって例えばできないときに

明許繰越ってあるでしょう。これはカードだと思うけ

れども、そうするとその明許繰越で例えば７月、９月、

10月で事業が決定されると、翌年持ち越しで事業化で

きないときに――今の一括交付金ですよ――明繰にな

って、そしてまた新たな事業を提起したときにその明

許繰越の事業が新しい事業でまたできるかどうかと 

か。そういうことをやっぱり通じないと、ただ10年の

うち５年だからと単純にそういうことではなくて、２

カ年とかこれは経験から学んでないわけですよ、僕に

言わせれば。だからやっぱり２年か３年で見直しをし

て、または次に進んでいこうということでなければこ

の事業はまた問題点が出てくるんじゃないかな。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） おっしゃるとおり、確

かにやってみて、いろいろやはり自由度の高い、使い

勝手のいいという形で交付要綱していただいたといい

ながらも、ほぼ個別・具体的に事業を展開していった

ときにどういったものがあるかというのはやはりまだ

未知数のものがあります。そういったときにこの縛り

にもかかわらず県のほうからは、市町村の意見も踏ま

えて国に対して要請する、要望するというのは重要な

ことだと思っています。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 そこはよく考えてもらったほうがい

いと思います。 

 僕は今度基地問題だけ中心にやろうと思っています

から、例のリゾートですね。文化観光スポーツ部長、

僕は計画をつくることは結構、策定するのも結構、そ

れをどう実現するかが問題であって。僕は18日間、東

日本をずっと回って歩いたけれども、これ大変なんで

すよね。例えば今、恩納村に行ってこの恩納村の観光

客の皆さんに、皆さん地震が起きて津波が来たらどこ

に避難しますか、これわからないよ。だからどうする

んですかということなんです、そこを。いわゆるスピ

ード感ですよ、スピード感。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時53分休憩 

   午後４時54分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 今御指摘の

ありました地域の危機管理体制モデルの構築とそれか

ら観光業界、関係者等に向けて防災、あとは情報の配

信システム構築というのをやっております。１つはち

ょうどこの６月８日から配信システムのほうも構築い

たしまして、アプリをしっかりとりますと、何か緊急

事態が起こったときにはすぐにそれに連絡が入るよう
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な形の方法。それからもう一つ、今議員のほうから御

指摘のありました、まさにその県内主要観光地等の観

光客の安全にかかわる現況調査を事業者や自治体に行

いました。それをもとに今、大規模災害時の対策マニ

ュアルの作成、それから避難マップの作成、それから

地域別の取り組み支援としまして専門家派遣によるワ

ークショップ等、先ほど申し上げましたけれども、観

光危機管理セミナー、これはやはりいざというときの

ために事業者の皆さんが観光客の皆さんを誘導できる

ようなそういうセミナー・シンポジウムということ 

で、ことし１月24日、２月20日、それから２月21日、

そして３月12日の４回にわたって全島で開催しており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 計画を練ったり、いろいろなプログ

ラムも非常に結構だけれども、あした、あさって起こ

るかもわからないと地震学者が言っているわけだか 

ら、そういう意味では、観光客の皆さんも、もちろん

地元もそうだけれども早急な対策が必要ですよ。いわ

ゆる避難場所とか通路だけでも結構なの。そういうと

ころはぜひ頑張っていただきたいと思います。 

 それから基地問題ですが、この見舞金について、な

ぜ見舞金なのかちょっと説明していただけますか。損

害賠償の見舞金、さっきは慰謝料と言ったけれども。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時53分休憩 

   午後４時54分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 先ほど申し上げました

ように、この保障という観点からしますと、日米地位

協定の第18条第６項の規定に基づいて加害者が払うこ

とになっているわけですけれども、見舞金につきまし

ては加害者に賠償能力がないとかそういった場合に我

が国の政府がその見舞金を払うという制度ができてい

るということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 いわゆる公務中であろうが公務外で

あろうが、被害者は同じ日本人ですよね。だからその

ときに公務外だから見舞金であるとか、公務中だから

政府が補償するとか、だから地位協定を改定しないと

いけないんじゃないかということがありますよね。い

わゆる公務中であれ公務外でもやはりこれは政府が責

任を持ってやるべきじゃないかと、僕らはいつもそう

思っているわけですよ。だから名前も見舞金になって、

それはアメリカの渉外が交渉するわけだ。 

 もう一つ聞きたいのは、その海兵隊の――これは警

察ですね。そういうことからすると、泣き寝入りも多

いわけだ。２万、３万とか四、五万というのは手続が

うるさいからやめたほうがいいねとか、それは事実だ

から。今後そういうところをどうするのかと、県の対

処の仕方として。見舞金で済まされるのかと、示談を

やればそれでいいのかと、それでいいのかということ

なんだな。そこをどう思いますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 議員が今おっしゃった

ように、過去にはそういう加害者が本国に帰国してし

まって、しっかりとその所要の損害賠償が行われない

というそういった事態もあったようでございます。そ

ういったものを解消するために日米両政府で検討した

上で見舞金という制度ができているわけですけれど 

も、やはりこの事件・事故の被害者につきましては、

これは通常我が国民がしっかりと権利が主張できる等

同程度の補償あるいは見舞い――名目はいろいろあろ

うと思いますが――それがなされるべきであろうと思

います。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 それは同感です。 

 警察にお伺いしますけれども、２月21日に事件が発

生してから約３カ月間たって送致したということです

が、僕らから考えるとちょっと遅いねという感じがす

るんですが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（村田 隆君） お答えいたします。 

 ２月21日の事件の発生以来、被害者がいろいろと多

かったということもございますけれども、確かにおっ

しゃった意味では、３カ月というのは長く感じられる

かもしれませんけれども、警察といたしましてはやる

べきことをしっかりとやると。ただ、被疑者が米国人

ということもありましたので、米軍捜査機関のこれは

協力を得てやらなければいけないということで、普段

の捜査以上に時間がかかったという要素はあります。

その結果、割り出し・取り調べ・証拠書類の収集等を

行ったということで時間的に３カ月かかったというこ

とでございます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 だからその米軍人の階級とか、ある

いは防犯で面も割れている、それで目撃証言もある、

実際は。そうすると僕らからするとぱっぱっとできそ

うな感じがするんだよね、本当は。何で３カ月かかっ

たかというのはやはり地位協定だとか、要するに加害

者が基地の中にいるから呼び出したとか何だかんだ 

－ 278 －



 

と、そういうのに時間がかかったのかなと私は推測す

るんですがいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（村田 隆君） この被疑者が米国人で

あったと、米軍人であったということで時間がかかっ

たということ、これはもう間違いなくそれはそうだと

思います。ただ我々といたしましてはその手続を踏ん

でやることについては、実際時間がかかったというこ

とをもって３カ月というのをどう考えるのかといろい

ろ意見があるかと思います。やるべきことをしっかり

やった結果、これだけ時間がかかったということでご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 警察のこれは認めるとしても、住民

からするとあれだけ事件を起こして３カ月間かかった

のかというそういう気持ちだけは理解していただきた

いと思います。 

 ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時１分休憩 

   午後５時２分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 オスプレイの配備ですけれども、こ

こにオスプレイの配備ということで金武町のいわゆる

中部訓練場、そこにオスプレイが来る、こういう形で

配備されるということが書いてありますけれども、ち

ょっと問いたいのはキンブルーと書いてありますね。

もともとキンブルーにはＬＺはないと僕は思っている

んだけれども、いつごろからできたのかなと。ランデ

ィングゾーンが金武ブルー・ビーチにはないと思うん

だけれども、従来は。今回この環境レビューにはそう

いうのが書いてあるものだから、いつからできたのか

な。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時２分休憩 

   午後５時３分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今議員の御質問、キン

ブルーがいつからできたかという御質問ですけれど 

も、いつこれが供用開始されたかについては情報を持

っていないんですが、平成19年当時ギンバルの返還に

ついていろいろ調整が行われた中で、ブルー・ビーチ

訓練場には――これは金武町からの聞き取りですけれ

ども――３カ所のヘリパッドがあってこれがいわゆる

ここで示されているスワン、それからブルーがこの中

に該当しているというような情報はございます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 だからそれが間違っているんじゃな

いかと僕は前も質問したんだけどね。ブルー・ビーチ

というのはランディングゾーンではなくて上陸訓練地

域なのよね。だから５・15メモにも何もないのそれは。

だからこういう間違いを起こすから一つにまとめます

よとなって、今でもまだやるわけでしょう、そうでし

ょう。これは金武町がやったのは平成19年でしょう。

それで一つにまとめましたと言っているわけだ。そう

すると今度は2010年の環境レビューの調査ではちゃん

とブルー・ビーチがＬＺと書かれているわけだ。そう

いうところはなぜなの、これ。僕はよくわからないわ

けですよね。県としてはどうなんですか、これ。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 議員は大変地元の事情

にお詳しくて、それほど私どもは情報を持っていない

わけなんですけれども、確かにこのキンブルーが今回

のオスプレイの環境レビューに明記されておりまし 

て、今後こういった訓練が増加するといったことが示

されているわけでございます。したがってこのキンブ

ルーあるいはスワンといったものの増加が、あるいは

ここで示されている理由は何かということは現在防衛

局に照会してございます。そういう中でその由来であ

りますとか実態については把握してまいりたいと考え

ております。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 不思議でこれはレビューを読むと非

常に腹立つんだけれども、いわゆるレッドビーチもＬ

Ｚのゾーンだとあるわけ。それも不向きだから今後や

めましたと書いてあるわけだよ。一体どうなっている

のかこれ。このアメリカさんの基地の行政というのは。

住民がわからないうちにこっちはＬＺだったのですか

と、レッドビーチもね。レッドビーチ行ったことある、

ないね。ちょっともう時間がないから。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 具体的なこのヘリパッ

ドなり、ヘリの着陸帯につきましては再三県は防衛局

あるいは米軍に対して照会しているわけですけれど 

も、なかなか具体的な情報が得られないというのが状

況でございます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 知事ちょっと見てください。（資料

を掲示） これはキャンプ・ハンセンの地図のＬＺの

配置図なんですね、これを見たらもうわかりますよね、
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レビューが。これだけあるわけよ、要するに。そうす

ると回数とあるでしょう、訓練の回数。その回数とい

うのは、１回やる回数なのか、それとも１日に１回行

うという回数なのか、それともブルー・ビーチとかヘ

リパッドに行って何回もそこで離着訓練するわけだか

ら、その回数を言っていることなのか。ちょっと余り

レビューではよくわからないけれども、県はどういう

ふうに掌握しているかな。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 何をもって１回とする

かということにつきましては、現在把握してございま

せん。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 それがやっぱり先じゃないのかな。

例えば中部訓練場で9946回、今度スワンとブルー・ビ

ーチで1680回やると書いてあるわけ、回数だけは。頻

繁にやるとか、まれにやるとか、夜間やりますよと。

それは一体どうなるかということだな、これだけ回数

やると。この回数は僕らが常に演習を見ていると、２

時間、３時間ぐらい連続的にやるわけだ。おりたりや

ったり、また旋回してまた回ってぐるっとやってまた

やるわけだよ、何回も。この回数を言っているのか。

それともどういう回数を言っているのか。ここをきち

っとしないと、僕は実態論から議論したいわけですよ、

基本的には。机の上とかそういうのじゃなくて実態論

から。その辺を把握しないといけないんじゃないかな。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 確かに御指摘のとおり、

１回飛来したらこれを１回とカウントするのか、ある

いは一連という形でカウントするのかについては、今

県は情報を持っていない状況でございます。 

 御指摘のように住民の基地負担を考えれば、いわゆ

るここで言う回数の定義というものは確認してまいり

たいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 金武町のブルー・ビーチはもともと

なかったところにこれを入れた。ギンバルからスワン

という形で金武のまたブルー・ビーチへ移設した。そ

して今度は何が起こったかというと、回数がふえてい

るわけだ。せっかく３つ、４つあるものを一つにまと

めたと町長は言っているわけだよ。しかしそれが逆に

なっているわけだよ。こんなばかな話はないんだよ。

これは町長がうそをついたのか、それとも防衛局がう

そをついたのか、勝手にそこに３つあった４つあった

よと。こういうことは基地行政として僕は許されない

と思う。あのとき僕は指摘した、2007年に指摘した。

もともとブルー・ビーチにはそれがなかったんだよ 

と。それを３つあるものを一つにまとめること自体お

かしいということを僕は指摘したんですよね。だから、

そのところはもっと県が情報を流したり、防衛局とや

り合ってそこはちゃんと究明してもらいたい。いかが

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 御指摘のブルー・ビー

チにつきましては、確かにいわゆるヘリパッドがヘリ

着陸帯がどの程度あったかというのはちょっとあいま

いな部分がございます。平成19年の時点で、スワンに

つきましては金武町もある程度認識していたというふ

うなことのようでございます。しかしながら、キンブ

ルーにつきましてはこれは情報がなくて、そもそも使

うという想定をしていなかったと。したがって、今回

の環境レビューの中でスワンは14回から1260回、さら

にキンブルーが14回から420回にふえるというような

非常に大幅な増加が示されているわけでございまし 

て、このことにつきましては大変地元あるいは県も驚

いておりまして、その内容、使用回数が増加した理由

といったものについて現在照会しております。いずれ

にしましても、この環境レビューにつきましては、現

在精査をしておりまして、こういったものも含めて国

に説明を求めていきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 環境レビューは民間がやっているん

ですよね、ボーイング社が。だからよくわからないわ

け。わけわからんところを調査をして、わけわからな

いところでＬＺがあったよと言っているから、これは

何なのかと、そこをぜひ調査してもらいたい。 

 ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時11分休憩 

   午後５時11分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 大変議員の観点でいろ

いろ御指摘をいただいたことに感謝したいと思いま 

す。そういった観点も含めまして、現在この環境レビ

ューにつきましては、いわゆる純粋に環境保全、環境

への影響という観点を中心に精査をしておりますの 

で、今御指摘のあった観点につきましても確認をして

まいりたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 改めてこのＬＺの現場とか調査をし

たり、このレビューに書かれているさまざまな課題を
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現地へ行って精査をする必要があると思いますけれど

も、これはいかがですか。精査する必要あると思いま

すけれども。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） それが可能かどうかも

含めて十分検討してまいりたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 そのように頑張ってください。 

 県警本部長、信号機なんですけれども、あれからず

っと立っているんですけれどもここで、子供たちは夏

休み前に、夏休みが明けたらできるんですかねと子供

たちが僕に言うわけですよ。僕はそれはどうかよくわ

からないけれども、今度県警本部長に質問してみまし

ょうねという話はしました。たくさんあるかもしれま

せんけれども、夏休みが明けたときに信号機ができて、

その信号機のもとで子供たちが通学できたらいいなと

私は思っているんですがいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（村田 隆君） お子さんの事故の関係

はこの前の２月議会のときにもお話しがありましたけ

れども、やっぱりそういった事故が起こらないうちに

何とかつけたいというのは一般的に思います。今現在、

県警では各署から上がってきた63カ所の信号機の設置

の要望を踏まえまして、一個一個つぶさに検証してい

るところでございます。 田議員から言われた場所に

つきましても、かなり前向きに検討しておりますので、

もう少し時間はかかるかもしれませんけれども、早目

に何とか措置をしたいというふうに思っております。 

 以上です。 

○ 田 勝廣君 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

   〔座喜味一幸君登壇〕 

○座喜味 一幸君 皆さん、こんばんは。 

 自民党の座喜味一幸でございます。 

 きょうは、沖縄振興一括交付金を中心に質問をさせ

てもらいたいと思います。総じて考えますと、私は復

帰40年になりましたけれども、当時の世がわりのアメ

リカ世からヤマト世になって、琉球政府から日本の仕

組みに入るときに、行政を含めていろんなものでカル

チャーショックから大変な時代を乗り越えて40年たっ

たと思っております。40年たった今、また新たに私た

ちはある意味での大きな政治行政の改革期を迎えたの

かなという思いであります。これまでの40年は本土と

の格差是正ということで一生懸命走ってきた。そして、

新たな第２のステージとして沖縄県みずからがその経

済の自立に向けて新たな法律をつくってもらって、し

かも一括交付金というその担保ももらって、さて、こ

れから沖縄県はどこを向いてどのような県になろうと

しているのかというのが求められている新たなステー

ジに向けた重要な時期だというふうに思っておりま 

す。したがいまして、この大変な変わり目、これは全

国にも先駆けて一括交付金でありますから、逆に言う

と、我々沖縄県がこの一括交付金を活用して個性のあ

る、ある意味でのしっかりとした経済基盤をつくり、

誇りの持てる沖縄社会をつくっていくんであるなら 

ば、これはある意味でのモデルになっていくべく大変

大きな仕事であります。私は、今、県の職員も大変苦

労されていると思っておりますし、また、産みの苦し

みというものを味わっているんじゃないのかなという

ふうに思って、この一括交付金という新たな振興法と

いうのがどんなに画期的なものであったかということ

を知るにつけ、勉強するにつけ、私はある意味で評価

しております。知事、大変御苦労さんでございますが、

そういう視点を含めまして、これからの一括交付金を

含めた質問を、通告に基づいてやらせていただきたい

なというふうに思っております。 

 まず、新たな沖縄振興についてでございます。 

 新たな振興計画の初年度となる2012年度予算は、沖

縄振興一括交付金の創設で画期的なものとなりまし 

た。県民は成果を評価し期待しております。 

 そこで(1)、沖縄振興一括交付金が創設され、交付金

事業がいよいよ具体的に施行される。「使い勝手」を

含め知事の評価と新たな沖縄振興に対する決意を伺い

たいと思います。 

 (2)つ目に、「離島振興なくして沖縄の発展はない」

とする知事の考えは、新たな振興法でしっかりと反映

されたものと評価しますが、知事の評価と離島振興に

対する決意を伺いたいと思います。 

 (3)番目に、沖縄振興特別推進交付金事業の執行状況

と課題について伺います。また、市町村の交付金事業

がおくれていると聞くが、執行状況と課題についても

伺いたいと思います。 

 ２つ目に、離島・過疎地域の振興についてでござい

ます。 

 (1)、沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業が実施

され大変喜ばれております。 

 ア、本事業のスキームについて伺います。 

 イ、実施に伴う航空運賃及び海路運賃の軽減額につ

いて伺います。 

 ウ、事業の対象から那覇―宮古路線が外されている

のはなぜか。また、これからＬＣＣ航空会社の参入が

拡大した場合の取り扱いについて伺います。 
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 エ、本事業の波及効果について伺います。 

 (2)、離島総合会館「児童・生徒支援センター機能を

含む」の設置についてでありますが、ア、離島総合会

館（仮称）の建設計画について伺います。 

 イ、本島周辺離島、八重山圏域離島、宮古圏域離島

向けの離島会館が必要と考えますが、建設計画につい

て伺います。 

 ３、農林水産業の振興についてです。 

 (1)、農林水産物流条件不利性解消事業についてです

が、ア、本事業は沖縄農業の振興を図る上での画期的

な事業と考えております。知事の本事業に対する認識

と取り組む姿勢について伺います。 

 イ、本事業のスキームについて伺います。特に離島

の農林水産物の取り扱いについて説明をお願いしま 

す。 

 ウ、事業執行がおくれていると聞くが、執行スケジ

ュールについて伺います。 

 エ、これからピークを迎えるマンゴーの取り扱いに

ついて伺います。 

 (2)、海外販路拡大支援事業についてですが、ア、現

状の課題と目標について教えてください。 

 イ、3400万円（国費ベース）の事業費が計上されて

いますが、もっと予算を計上してしっかり取り組むべ

きと考えるが見解を伺います。 

 ４、太平洋・島サミットについてです。 

 (1)、太平洋・島サミットが５月に開催されたが成果

を伺います。特に、高校生サミットが宮古島市で開催

され大きな反響を呼んだが成果を伺います。 

 ５、がん対策条例について。 

 (1)、がん対策推進のために講じられた財政措置につ

いて伺います。 

 (2)、離島在住患者が沖縄本島で受診する際の交通 

費、滞在費などの支援について伺います。 

 ６、下地島空港の利活用についてです。 

 (1)は割愛させていただきます。 

 (2)、下地島空港及び残地の利活用について。 

 ア、国際航空機整備工場を誘致すべきと考えますが

見解を伺います。 

 ７、県営公園の整備についてです。 

 宮古圏域の県営公園整備事業の基本調査費が本年度

計上され、市民は大変期待しております。 

 (1)、県営公園整備計画と実施計画・スケジュールに

ついて伺いたいと思います。 

 答弁によって再質問させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 座喜味一幸議員の御質問に

答弁をいたします。 

 まず第１に、新たな沖縄振興についての御質問の中

で、離島振興に対する決意いかんという御趣旨の御質

問にお答えをいたします。 

 改正沖振法では、沖縄振興交付金が創設されるなど

離島が抱える課題を解決できる環境が整備されたもの

と評価をいたしております。私は、離島の発展なくし

て沖縄の真の発展はないと考えております。沖縄振興

交付金を有効に活用し、第１に、定住条件の整備、第

２に、離島の特色を生かした産業の振興など総合的か

つきめの細かい離島振興策を推進してまいる所存でご

ざいます。 

 農林水産業の振興についての御質問の中で、海外販

路拡大事業の予算拡充についての御質問にお答えいた

します。 

 沖縄県では、海外販路拡大支援事業として、平成24

年度は総事業費4300万円の予算を計上いたしておりま

す。その他、香港をターゲットといたしました「あぐ

ー」や「ヤイトハタ」のブランド化を目指す事業も実

施することといたしております。この費用は約１億

2000万円の予算を計上いたしております。 

 今後とも、海外販路拡大支援に努めてまいる所存で

ございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 新たな沖縄振興につい

ての御質問の中の、沖縄振興一括交付金の評価と新た

な沖縄振興についてお答えいたします。 

 沖縄振興一括交付金のうち、公共投資交付金（いわ

ゆるハード分）については、全国的な地域自主戦略交

付金と比較して対象範囲の拡大が図られており、自由

度が向上したものと評価しております。しかし、なお

一層の使い勝手の向上を図り、国直轄事業を含め県が

実施できる対象事業の拡大を図っていく必要があると

考えております。また、沖縄独自の沖縄振興特別推進

交付金（いわゆるソフト分）については、産業振興、

雇用、福祉、離島振興などの幅広い分野の沖縄振興に

資する事業に活用できる交付金とされており評価して

おります。制度の初年度であることから、市町村分に

ついて国との調整に時間を要している面もあります 

が、今後は一層の事務手続等の簡素化が必要であると

考えております。 

 沖縄県としては、沖縄振興一括交付金の主体的かつ
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効果的な活用を図ることで潤いと活力をもたらす沖縄

らしい優しい社会と、日本と世界のかけ橋となる強く

しなやかな自立型経済の構築を図ってまいりたいと考

えております。 

 次に、市町村の一括交付金事業の執行状況と課題に

ついてお答えいたします。 

 市町村の一括交付金事業につきましては、６月末時

点で要望額の約６割に当たる約140億円、約650事業の

内諾を得て市町村に伝達したところであります。交付

決定がおくれている理由としましては、事業数が約

1300事業で、その数が膨大で事業内容も多岐にわたっ

ていることや、初年度ということもあって慎重に内容

を確認していることなどが要因となっております。現

在、まだ内諾が得られていない残り約650事業、約100

億円の事業については引き続き調整を行っているとこ

ろです。さらに、未要望額約60億円についても積極的

に助言を行い事業化の促進を図っており、これらの追

加事業も含めて、可能な限り多くの事業が早期執行で

きるよう調整を進めてまいります。 

 次に、離島・過疎地域の振興についての御質問の中

の、交通コスト負担軽減事業の概要と事業の波及効果

等についてお答えいたします。２の(1)のアからエは関

連しますので、恐縮ですが一括してお答えいたします。 

 本事業は、離島住民の定住条件の整備を図るため、

運賃引き下げに伴う航路及び航空事業者の減収額を県

が補てんすることとしており、航空運賃については、

新幹線運賃や住民の希望運賃を参考として設定した水

準である約４割、船賃については、ＪＲ地方交通線の

運賃並みの水準である約３割から最大約７割の運賃低

減が実現しております。 

 次に、那覇―宮古路線につきましては、新規航空会

社の参入により運賃低減が既に実現されていることか

ら、本事業の適用を保留としております。 

 新規航空会社が参入した場合の対応については、各

航空会社間の競争状態や県が想定する運賃水準が実現

するか否かを見きわめた上で本事業の適用を判断する

こととしております。また、平成23年度に実施した小

規模離島航空路利用活性化事業においては、その波及

効果として、離島住民の移動機会の増加及び交流人口

の消費の増加により、県全体で14億6000万円、対象離

島で３億7000万円の経済効果が期待できるとの推計結

果が得られております。対象路線や割引率が拡充され

た本事業では、社会実験以上の効果が期待できるもの

と考えております。 

 次に、下地島空港の利活用についての御質問の中の、

下地島空港への国際航空機整備工場の誘致についてお

答えいたします。 

 ことし５月に策定された「沖縄21世紀ビジョン基本

計画」を取りまとめていく中で、那覇空港の地理的優

位性を生かして航空機整備産業の育成を図ってはどう

かとの提言がありました。この提言を受けて、県とし

ては、那覇空港の拠点性や価値を高める観点から、航

空機整備場などの航空関連施設の研究及び実現可能性

について調査検討していくこととしております。 

 下地島空港における航空機整備場については、同空

港の今後の運用のあり方や周辺残地の利用の方向性を

踏まえながら、その可能性について検討することとし

ております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 新たな沖縄振興について

の御質問の中で、沖縄振興特別推進交付金事業の執行

状況と課題についてお答えいたします。 

 沖縄振興特別推進交付金を活用した事業のうち、離

島の移動コストの低減事業などの32事業については４

月１日から、製糖工場の施設整備の支援事業などの80

事業については５月25日から、離島航路の安定化のた

めの船舶の建造費の支援事業等の67事業については７

月６日から執行可能な状況となっております。 

 予算の執行に当たっては全庁的な執行管理の場を設

けるなど、執行状況の把握、課題等の調整、情報共有

等を適切に行い、全額執行に向けて全力を挙げて取り

組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 離島・過疎地域の振興につ

いての御質問で、離島児童・生徒支援センター（仮称）

についてお答えいたします。２の(2)のアと(2)のイにつ

きましては関連しますので一括してお答えいたしま 

す。 

 同施設につきましては、離島・僻地出身の高校生の

寄宿舎の機能、小・中・高校生の交流の拠点としての

機能等をあわせ持つ複合施設として本島内に計画して

おり、関係団体等との調整を進め、平成25年度の着工

を目指して取り組んでいるところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） 農林水産業の振興に

ついての、農林水産物流通条件不利性解消事業に対す
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る認識と取り組みについての御質問にお答えします。 

 本県は本土市場から遠隔地にあり島嶼県であること

から、農林水産物の輸送コストの低減が農林水産業の

振興上課題となっております。このため、沖縄から農

林水産物を県外に出荷する際に、鹿児島並みの輸送コ

ストの実現を支援するため本事業を実施するものであ

ります。本事業により、持続的な農業の振興に資する

とともに、離島を初めとして農業生産者の意欲を大き

く高めるものと考えております。 

 次に、同じく農林水産業の振興についての中の、事

業のスキームについての質問にお答えします。 

 本事業は、県外に出荷する出荷団体や生産者の組織

する任意団体、中央卸売市場、地方卸売市場の卸・仲

卸などの団体を補助対象者として考えております。ま

た、補助対象品目としては、ゴーヤーや菊などの園芸

作物やモズクなどの水産物等の戦略品目を中心に検討

しております。 

 輸送コストの支援に関しては、鹿児島並みの輸送費

負担となるよう、航空・船舶の輸送方法別に花卉・水

産物や青果などの品目ごとの補助単価を定め、補助対

象者からの申請に基づき補助金を交付することとして

おります。本島周辺離島や宮古、石垣についても離島

と本島の間の輸送コストに相当する補助単価を定め、

本島と同等の負担で県外出荷を行えるよう検討してい

るところであります。 

 次に、同じく農林水産業の振興についての中の、３

の(1)のウ、事業スケジュールについての質問と、３の

(1)のエ、マンゴーの取り扱いについての御質問につい

ては関連しますので一括してお答えします。 

 本事業は国と調整を行っているところであり、交付

金の交付には至っておりません。現在、補助単価の設

定などを詳細に行っているところであり、今後とも速

やかな実施に向けて努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 また、マンゴー等の青果物については、交付決定後、

速やかな実施を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、同じく農林水産業の振興についての中の、海

外販路拡大の現状、課題と目標についての御質問にお

答えします。 

 生鮮品である農林水産物は、輸送体制や県内出荷団

体の取り組み実績が少ないこと、海外市場に関する情

報が不足しているという課題もあり、加工品に比べ海

外輸出が余り進んでいない状況にあります。そのため、

県においては、平成24年度より海外販路拡大支援事業

として、海外市場でのテストマーケティングや県産農

林水産物のプロモーション強化に取り組んでまいりま

す。具体的には、香港、台湾、シンガポールを対象と

し、現地量販店でのテストマーケティング、県内生産

者団体等の現地商談会や見本市への出展、産地へのバ

イヤーの招聘などに取り組んでまいります。本事業の

取り組みを通して、県産農林水産物がアジアを初めと

した海外市場で定番商品となることを目指していると

ころでございます。 

 県としましては、今後とも関係機関等と連携し、海

外販路拡大に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 座喜味議員

御質問の、太平洋・島サミット及び高校生太平洋・島

サミットの成果についてお答えいたします。 

 第６回太平洋・島サミットでは、県主催事業におい

てエコアイランド宮古島を発信し、同じ島嶼地域とし

て抱える環境課題に着目した交流会を実施いたしまし

た。また、県内で３度目となる今回の島サミットの首

脳宣言でも、沖縄県の知見や経験を太平洋の島国の開

発に活用していく可能性が示され、内外に対し沖縄の

優位性をより一層印象づけることができました。 

 今回初の試みとして、水環境問題をテーマとする

「高校生太平洋・島サミット」を宮古島市で実施し、

参加者は簡易浄水場を見学したり、日本そば栽培によ

る地元高校の地下水保全活動などを学習・議論するこ

とで相互理解を深め友情をはぐくみました。また、ホ

ームステイや地元高校への体験入学、宮古に伝わる踊

り・クイチャーの講習などを通して市民とも交流し、

最終日のフェアウェルパーティーでは、地元高校生と

のきずなを「友情宣言」により誓い合いました。高校

生・島サミットは、将来を担う若者の相互理解及び友

情をはぐくんだプログラムであり、非常に有意義であ

ったと各国からも高い評価を受けております。 

 県では、今回の島サミットでの成功を踏まえ、太平

洋の島国との関係を強化するとともに、次回島サミッ

トの誘致に向けても積極的に取り組んでまいりたいと

考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） がん対策条例につい

ての御質問の中で、がん対策関連の財政措置について

お答えいたします。 

 がん対策について、県では、これまで予防と早期発

見のための普及啓発、がん検診、子宮頸がんワクチン
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接種等の施策の推進及びがん拠点病院等における医療

の充実に係る事業などに必要な予算を措置してきまし

た。平成24年度からはこれらの施策に加え、高精度Ｃ

Ｔ整備事業やがん患者相談支援モデル事業等の新規事

業を実施することとしており、総額で約３億8000万円

の予算を確保しております。 

 次に、離島患者の交通費等についてお答えいたしま

す。 

 離島住民への経済支援策として、平成24年度から沖

縄県離島住民等交通コスト負担軽減事業が実施され、

航空運賃等の低減が図られています。がん患者等で本

島の医療機関を受診しなければならない方へのさらな

る交通費負担の軽減については、当該事業の効果等を

踏まえ引き続き検討してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 県営公園の整備につ

いてで、宮古圏域の県営公園整備計画と実施計画・ス

ケジュールについてお答えいたします。 

 宮古圏域における県営広域公園の整備については、

「沖縄21世紀ビジョン」及び宮古都市計画区域マスタ

ープラン等にも位置づけられており、県としてもその

必要性は十分認識しております。そのため、平成24年

度に基礎調査を行い、平成25年度に基本構想を策定す

る予定であります。整備計画、実施計画、スケジュー

ルについては、今後策定する基本構想を踏まえ検討し

ていくこととしております。 

 以上でございます。 

○座喜味 一幸君 答弁漏れ。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時46分休憩 

   午後５時47分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 一括交付金の件、本当に今、担当

者を含め大変御苦労されておりますこともよく理解は

しているんですが、１つは、今回の制度で内閣府が窓

口になってやっているということも私は高く評価して

おりまして、特にソフト交付金事業、これは内閣府の

一元で、ばらさずに一元で審査・管理しているという

ようなこと等も、これは知事の思いが通ったというこ

とで非常に高く評価しております。この辺で個別的に

見ますと、少し内閣府と沖縄県の連携をもっとしっか

りとらないといかぬのかなと思ったりしているんです

よ。それで、まず今、ソフト交付金事業、それはどう

いう体制で進めているかということと、それから市町

村分の一括交付金、残り４割ぐらい残っているんです。

もういよいよ概算要求も始まるんだけれども、まだ市

町村の執行上もいよいよ９月議会あたりで計上しない

と、これはもう繰り越しで執行できない。こういうも

のに対していつごろをめどにしてけりがつきそうなの

か、大枠で結構なんですが、その辺をちょっと教えて

いただけますか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） まず、先ほど議員のほ

うから内閣府を窓口とさせていただいたというのは評

価いただいたんですが、我々もこれは今回、早い段階

からこの一括交付金をやるには各省庁にばらばらにさ

れるのではなくして、この沖縄の振興を専門に扱って

いただいている内閣府を窓口にしないといけないとい

うことで強く要望したところであります。その結果、

ソフト交付金については内閣府が窓口一本になったと

いうことです。 

 県と市町村との関係ですけれども、県のほうにおき

まして４月１日以降にまず県分は財政課が窓口、市町

村分は企画部の市町村課が窓口ということで分けまし

て、企画部の市町村課におきましては22名のサポート

チーム、１名を総括にいたしまして残り21名の場合、

１人およそ２市町村を分担するということで個別個別

に相談窓口を設置いたしまして対応したところでござ

います。 

 それから、５月に入りましてもいろんな市町村の要

望がありましたので、個別個別の説明会も各圏域ごと

にさせていただいたということです。 

 国との連携ですけれども、今議会でいろいろ答弁さ

せていただいておりますが、まだ６月末時点で内諾が

得られたのが６割程度だということで大変危機感を持

ちまして、実は７月３日から13日までの７日間――今

週もありますけれども――国のほうから担当職員に来

ていただきまして、各首長の皆さんと個別の集中の相

談会を実施しております。１自治体当たりおよそ１時

間ということで話をしまして、まだ内諾を得られてい

ない事業について、どういったところが問題なんだと、

どういうふうにしたら対応が可能だよとか、まだ要望

が完全に終わってない市町村に対しては、こういった

スキームだったら大丈夫だからということで積極的に

こちらからも事業化を進めると、そういったような調

整をさせていただいているところであります。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 今の御苦労のほどもよくわかっ 

て、内閣府から来て一生懸命やりとりしているという
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情報も聞いておりますが、しっかりと頑張っていただ

きたいなと思います。 

 それと、少し今度は逆の面からちょっと質問させて

いただきたいんですが、この一括交付金は一定の要件

を達すれば繰り越し、また場合によっては翌債工事、

場合によっては基金への積み立て等もできるようなこ

とになっていると理解しているんですが、それでよろ

しゅうございますか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） おっしゃるとおり、要

件を満たせば繰り越しはできます。これは主にハード

事業の場合ということで御理解いただきたいと思いま

す。基金のほうにつきましても、法律のほうに基金が

可能だということを位置づけられておりますけれど 

も、複数年度にわたって事業の執行が必要だとか幾つ

か要件がありますけれども、基金の設置も可能となっ

ております。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 それで、私、せっかくの一括交付

金にどのように魂を込めるか、要するに効果を出して

いくかという意味において、余りにも予算執行という

ものは、ましてや初年度ですからルールもできてなか

ったし、市町村への指導要領とかも未整備だったとい

うこともあるので、逆に言うと、その予算の執行のた

めの執行で終わってはもったいないなと。この辺をど

のようにしてしっかりと詰めていくか、慌てず、しか

しながらまたしっかりと、急ぐべきことは急いでとい

うめり張りをつけながらやらないといけない。そうす

ると先ほどから聞いている市町村の1300の事業という

ものの中でも極めて主要な事業、長期にわたる、短期

的にできるもの等の整理をしっかりとして、その事業

効果というものを出すためには、場合によってやむを

得ない場合は内閣府と相談して時間を少しいただいて

繰り越していただくとか、場合によっては何らかの形

で措置をするというようなめり張りをつけていかない

といけないんじゃないか。それは初年度の一番痛しか

ゆしの苦労だと思いますが、その辺はどうお考えでし

ょう。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 先ほども少しだけ言及

させていただいたんですけれども、繰り越しはできま

すけれども、例えば通常のソフト事業で繰り越しとい

うのは、なかなかこれは難しいだろうと。というのは、

やはり予算は単年度主義というのが原則であります。

そういった中でやっぱりハード事業は複数年度にわた

って整備が必要だという場合にこの繰り越しというの

が認められているというそういった制度設計が既にご

ざいますので、その範疇で繰り越しというのも可能か

なというふうに考えているところであります。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 それじゃ一括交付金として、今度

は県事業のほうで、今これはちょっとまずいなと思う

事業をピックアップというんですか、実は私はこの農

林水産物の物流条件不利性解消事業、これは沖縄県の

農業を大胆に変えていく、これまでの農政の根本的な

問題をクリアできる大事業だと思っているんですよ。

そういう意味においてこの事業がマンゴーのピークを

迎えている今、まだ話し合いが済んでいないというよ

うなこの実態が、ある意味では残念であります。一つ

確認しておきますけれども、これはＪＡ以外の農家法

人も対象となるということ、それから離島も沖縄本島

の農家と同じように不利性を解消した分で同一の単価

で本土まで送れるという確認、それから、市場も卸売

市場じゃないといけないかという確認、ちょっと３つ

確認をしたいんですが。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） お答えします。 

 まず、事業主体の面ですが、おっしゃったように農

協あるいは中央卸市場等々はもちろん入っています 

が、任意の団体も一定の要件を満たせば該当すること

になっております。一定の要件ということであります

が、農家であれば３戸以上の農家で組織をつくって規

定等を備えてその事業に取り組むというのが条件にな

っております。 

 それから…… 

○座喜味 一幸君 卸売市場向けじゃないと対象にな

らないかという話です。 

○農林水産部長（知念 武君） そういうことではご

ざいません。それと、離島も本島並みの料金で本土ま

で送れるということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 これは36億ですか、それは、私は、

できれば制度上は主要事業に関しては４月１日までさ

かのぼってでも執行できるという案件がありましたよ

ね。そういう意味ではこの事業は早目にやってもらわ

ないと、本当に農家は変わりますよ。そういう意味で

はこの49品目ですか、対象品目を挙げておりますが、

我々農家は今まで葉野菜をつくったっていろんなもの

をつくったって、この交通コストがあって採算が合わ

ないからできなかった。この事業に期待する農家は多

い。場合によっては葉野菜まで勝負できるという農家

からもう質問が多いんです。そういう中で私、せっか
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くだからマンゴーでもやって、これはこう変わっただ

ろうと、手取りが変わるだろうと。近いうちまた冬春

期野菜が始まりますから、こういうふうに執行を10月

以降まで延ばしてくると36億円の予算というのは余っ

ちゃう。これをどうするんですか。それは早目に何が

問題で、いつまでにけりをつけるか、ちょっとぴしっ

といきましょうよ、部長。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 今、鋭意内閣府のほ

うと詰めておりまして、大体整理できまして、今、補

助単価の問題で我々が考えた分と向こうが考えた分と

そのやりとりをいろいろ整理しながら、スキーム的に

は今もう御理解いただいていますので、できるだけ早

く交付決定をいただいて、マンゴーの出荷に間に合う

ようにしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 この事業は、例えば飛行機賃が約

５分の１になるだろうと。海上輸送費も約５分の１ぐ

らいになるだろうと。そうすると１キロ当たり280円

ぐらいで送っていた航空貨物費が50円となっちゃえ 

ば、本当に冬春期の葉野菜までもうフライトで行ける

よというところまで、農家は何でもつくってやろうと

いう状態まで来ているんです。そういう意味では早目

にスキームをつくって、補助のルールを早目につくっ

て各市町村に流して、農家にやる気を出させる。さあ、

我々も農業の改革をするんだというようなことで、い

よいよスイッチを入れてください、部長。これは大変

な事業です。知事、これは大変な農業が生き返る、し

かも農業生産がふえたときに、この1.5次産業、もう

カット野菜を含めてその加工産業まですごく波及性が

ありますので、知事、ここら辺は急いでやりましょう

よ。知事の決意をお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員がそんなにしっかりと

おっしゃっていただいていることですから、今の部長

の答弁のとおり大筋はもうほぼ決まったようですか 

ら、ぜひこれはマンゴーにも間に合うように、ぜひま

た議員と一緒に最後の詰めにいきますかというぐらい

しっかりやりますから。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 あわせて、少しだけ伺っておきた

いのは、せっかくのハブ貨物空港から東アジアへの県

産品の輸出という非常に重要な仕事も始まっていて、

商工労働部長からハブ貨物と離島空港、あるいは港を

結んだ特産品の需要拡大をしっかりとやっていこうと

いうような答弁がありました。この中で少し農林水産

物等も含めた東アジアに向けての今の航空運賃あるい

はハブ貨物空港からの県産品の拡大についてコメント

がありましたら、商工労働部長からお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 国際物流ハブ事業の件

は企画部のほうで所管しておりますので、私のほうで

答弁させていただきます。 

 本年度も国際物流ハブ活用推進事業を実施しており

ます。その中の重要な一つの事業の項目の中に、県産

品の販路拡大というものがあります。県内の第２次産

業も当然のことですけれども、１次産業の県産の作物、

それから水産物、そういったものもぜひアジア、海外

にハブ事業を活用して進出を果たしてまいりたいとい

うふうに思っております。これは企画部も商工、農林

と連携して強く支援してまいりたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 ぜひお願いしたいと思いますが、

今度は住民等交通コスト負担軽減事業、これは地元に

とって今すごく喜ばれておりまして、この事業がこの

振興法のある期間、10年間は担保されているというふ

うに皆さん思っておりますが、これは大丈夫でしょう

か。よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 我々は、離島振興の方

向を我々県政の最重要課題と位置づけまして、いろん

な離島住民の方から意見を聞いたときに、移動コスト

が大変負担になっているということで、この社会実証

事業を踏まえまして今回、一括交付金事業として企画

立案いたしましたので、これはこの計画期間10年間し

っかりやってまいりたいというふうに考えておりま 

す。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 あわせまして、この小規模離島に

関して社会実証をやったときに、交流人口のほうも対

象としておりましたが、思いのほか交流人口、要する

に小規模離島に行く航空運賃が低減化されているとい

うようなＰＲがされていたのか。その交流人口も思っ

たより少ないのではないか。そういう意味ではしっか

りと航空運賃の中で小規模離島への割引等がされてお

りますよね。そういう意味でのＰＲも含めていかない

と、この小規模離島の本事業の効果がもったいないの

かなというふうに思うんですが、この辺どうですかね。

文化観光スポーツ部長、この辺の事業を把握されてい

るか、今後どういう形でこの事業を活用していくのか、

ちょっとお願いしたいんですが。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 
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○企画部長（謝花喜一郎君） 今回、移動コスト低減

事業の中で、いわゆる交流人口は小規模離島のみを対

象とさせていただいております。なぜ小規模離島だけ

をやったかというと、小規模離島においては人口減少

が著しくて、人口流出の対応が喫緊の課題だというこ

とで、交流人口まで含める必要があるということでそ

ういう小規模離島のみを交流人口にやったという経緯

があります。この小規模離島における交流人口につい

て、議員御指摘のまだ十分認知されていないのではな

いかということについては、我々もしっかりまたＰＲ

してまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 それともう一点なんですけれど 

も、がん患者、それから子供たちの派遣費用の低減の

話もありましたね。これは今の交通コスト低減化の中

で検討しますというような答え方だけれども、子供た

ちに対する特割だとか、あるいはがん患者に対する特

割、これは本当に議論しているんですか。ちょっと答

弁があいまいだと思いますが、はっきりしてもらいた

いと思います。しているか、していないか、今の事業

費の中でやっているのか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほど答弁いたしま

したけれども、がん患者についての交通費については、

今の離島住民交通コスト負担軽減事業がされておりま

すので、その事業の実施状況などを見ながら、我々は

引き続きまた検討していきたいと思っています。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 最後になりましたが、土木建築部

長、公園のない宮古圏域の県営公園については、基本

調査が済んで25年に基本構想を策定して、26年は着工

だというふうに理解をいたしましたが、そういう理解

でよろしゅうございますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 24年度に調査して、

25年度に検討委員会を開いてその基本構想をまとめま

す。しかしながら、やはり議員御存じだと思いますけ

れども、公園の補助率は２分の１ということで厳しい

状況と、維持管理費が３億円ぐらいかかるということ

です。宮古島市との役割分担も含めていろんな課題を

解決した上と、住民合意を得た公園の位置の決定も含

めてそういった課題がありますので、基本構想をまと

めた後にもうしばらくいろいろ検討すべきことを県庁

内でやった上で、その後の展開になると考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 最後になりましたが、今、識名ト

ンネルを含めいろいろと職員に対しては非常に厳しい

条件があるかと思います。しかしながら、我々はこの

一括交付金を含めて新たな振興法に基づいて、将来の

沖縄県を背負う行政の職員がしっかりと自信と誇りを

持って頑張ってもらいますようにエールを送りまし 

て、知事を先頭に職員一体となって頑張っていただき

ますように期待して終わります。 

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。 

   午後６時８分休憩 

   午後６時32分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 中川京貴君。 

   〔中川京貴君登壇〕 

○中川 京貴君 自由民主党の中川京貴でございま 

す。 

 一般質問を通告しております。順次質問をしていき

たいと思いますが、その前に１カ所訂正をしたいと思

います。３番目の福祉行政について、(4)の沖縄県の子

育て支援の現物支給制度とありますが、それを現物給

付制度に改めたいと思います。 

 それでは質問いたします。 

 １、県経済の振興について。 

 (1)、経済の自立を図るには、一国二制度的な「経済

特区」を創設し、法人税や関税などの大幅減税により

国内外の企業を誘致、雇用の拡大を図る必要がある。

県の基本戦略について伺いたい。 

 (2)、本県経済は、公共事業と基地収入でもっている

と言われてきたが、基地関係収入が県民総所得の５％

余にとどまり、公共事業費も大幅削減が続くなど、国

への依存が期待できない状況にある。県の現状認識と

自立型経済の構築に向けた基盤整備への影響について

伺いたい。 

 (3)、本県経済の核となる産業の育成を図る上で、環

境関係産業が注目されているが、県が力を入れている

業種と今後の可能性について伺いたい。 

 (4)、離島の振興と過疎地域への活性化を図るため、

離島を結ぶ新たな航空会社の設立について県の考えを

伺いたい。また、伊平屋空港進捗状況についても伺い

たい。 

 (5)、人材育成・文化振興・伝統芸能の支援策として、

古典音楽・民謡・エイサー・沖縄相撲（角力）等、県

はどのように取り組んでいるか伺いたい。 

 ２、米軍基地問題について。  

 (1)、沖縄に集中する米軍基地の整理縮小と普天間基
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地の県外移設を初め、オスプレイの県内（普天間基地）

配備に反対し、沖縄に山積する基地問題を佐喜真宜野

湾市長初め基地所在市町村長と訪米をし、アメリカ政

府に訴える必要性はないか。 

 (2)、嘉手納飛行場、普天間飛行場の運用について。 

 ア、県は、嘉手納飛行場（普天間）の運用改善を政

府に対しこれまで何度も要請行動をしたと思います 

が、その効果はどうか。 

 イ、日米合同委員会で合意された深夜・早朝の飛行

制限を守れない原因がどこにあるとの認識か。嘉手

納・普天間について。 

 (3)、那覇軍港、キャンプ・キンザー、普天間基地及

び嘉手納基地の関連収入合計は年間幾らか。一方、県

が作成した「駐留軍用地跡地利用に伴う経済波及効果

等検討調査」での上記の基地が返還された場合の経済

効果（収入）及び雇用効果はどうか。 

 (4)、戦後の米軍統治下から今日に至るまでの期間に

おける米軍基地関連の収入と県民総所得との関係はど

のような割合で推移しているか。 

 ３、福祉行政について。 

 (1)、本県の子育て支援対策の状況と今後の対策につ

いて。 

 (2)、中学３年までの医療費入院通院無料化について。 

 ア、医療費の無料制度を中学３年まで（入院・通院）

引き上げるためには、普通交付税で入っている傾斜配

分（25億円）を充当することはできないか。 

 イ、一括交付金を活用した中学３年までの医療費の

入院・通院の無料化は可能か。 

 (3)、中学３年までの給食費無料化について伺いたい。 

 (4)、沖縄県の子育て支援の現物給付制度について、

全国の取り組みについても伺いたい。 

 ４、土木行政について。 

 北谷町白比川周辺の住民は、豪雨があるたびに洪水

被害で苦しんでいる。河川改修がおくれている理由と

して、白比川のわきに所在する米海兵隊の施設が問題

で、その米軍施設は昭和30年代に建設された軍刑務所

で、現在は電気製品の修理場、倉庫などとして使用さ

れている。県は応急措置として白比川の側に避難水路

を整備したが、根本的な解決になっていない。地域住

民は、当初案どおり河川拡幅による防災事業を進めて

ほしいとの強い要請があり、早期の実現を要求してお

ります。 

 (1)、北谷町白比川について、地域住民は当初案どお

り「河川拡幅による防災事業を進めてほしい」と強く

要請している。早期の実現を要求しているが、洪水被

害から住民の安全と財産を守るのは県の責任で、防災

事業の執行に当たっても防衛省や米軍に強く働きか 

け、解決に向けての県の考えを伺う。 

 北谷町県営桑江団地前においては、役場へのアクセ

ス道路が開通した後、ユニオン北谷店が県営桑江団地

横にオープン、現在桑江中央線は交通量がふえ、朝の

通勤時間帯や帰宅時間帯は渋滞、県営桑江団地は桑江

中央線に面し、児童生徒が多く、北谷幼稚園、北谷小

学校、北谷中学校への登校時にその道路を横断しなけ

ればなりません。子供たちの生命と安全を守るため、

県営桑江団地入り口側に押しボタン式の信号機の設置

について地域住民からの要望がありました。子供たち

の交通安全のためにも事故が起きる前に信号機の設置

をお願いしたい。 

 (2)、県営北谷桑江団地前信号機の設置について伺い

たい。 

 また、北谷町道砂辺浜川境界線（コザ信用金庫北谷

支店前）の国道58号の出口は、朝夕の渋滞はもとより

日中も大きな交通渋滞を引き起こしている。その原因

として、国道58号那覇方面から嘉手納基地第１ゲート

入り口の右折帯に嘉手納基地への進入車両が殺到する

ことや、砂辺浜川境界線からも第１ゲートに入るため

国道58号の右折帯に進行できない車両が後方車両の進

行を妨げていることも大きな要因となっております。

また、昨年まではコザ信用金庫前の商業施設、私有地

の道路を国道58号へ出口として利用していたため、交

通渋滞が緩和されていましたが、商業施設の私有地道

路が閉鎖によって交通渋滞はさらに激しくなっており

ます。渋滞解消のために第１ゲート付近一帯の国道58

号の交差点の改良が必要です。交通渋滞を解消するた

めに県が沖縄防衛局や国道事務所など、また米軍に強

く働きかけ第１ゲート付近一帯の国道58号の交差点改

良工事に取り組んでほしい。 

 (3)、北谷町道砂辺浜川境界線（コザ信用金庫北谷支

店前）の第１ゲート付近一帯の国道58号の交差点改良

についてお伺いします。 

 (4)、西原町（棚原付近）県道29号線拡張工事に伴い、

地元に事業の説明がないまま工事が進められ、住宅及

び店舗に進入道路が確保されておりません。（地域住

民の生活に支障を来している。）県の見解を伺いたい。 

 (5)、読谷村残波線の交通事故対策について。（読谷

村道中央残波線） 

 ア、信号機の優先順位について伺いたい。 

 イ、信号機設置について伺いたい。 

 (6)、県営団地の安全対策について、県営嘉手納高層

団地内から町道に出るに当たりセンサーの設置の要望

が嘉手納町から出ていると思いますが、県の今後の取
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り扱いについて伺いたい。 

 (7)、住宅リフォーム補助制度の創設について伺いた

い。 

 ５、環境エネルギーについて。 

 (1)、太陽光ソーラー・風力発電について。 

 (2)、沖縄県の再生可能なエネルギーで自立可能なエ

ネルギーは何か。 

 (3)、環境に優しい再生可能なエネルギー政策の見直

しが必要ではないか。 

 (4)、平成24年度太陽光発電導入支援対策補助金の

県・市町村の補助率と取り組みについて県の認識を伺

いたい。 

 (5)、太陽光など再生可能エネルギーで発電された電

力を電力会社が買い取る制度について伺いたい。 

 ６、沖縄県行政改革プランについては取り下げたい

と思います。 

 ７、本県の財政状況について。 

 (1)、国関係発注工事・米軍工事の発注（ボンド）に

対する県の対応策を伺う。 

 (2)、県内建設業は、国発注大型工事の分離・分割発

注による受注機会の拡大や米軍発注工事のボンド制度

の保証金の軽減を求めているが、支援制度の創設を含

めた県の対応を伺いたい。 

 ８、環境問題について。 

 (1)、西原町廃棄タイヤについて伺いたい。 

 答弁を聞いて再質問をしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 中川京貴議員の御質問に答

弁させていただきます。 

 米軍基地問題に係る御質問の中で、深夜・早朝の飛

行についての御質問にお答えをいたします。 

 米軍の深夜・早朝の飛行を制限する航空機騒音規制

措置は、その運用が米側の裁量にゆだねられておりま

す。そのため、嘉手納飛行場などの周辺地域におきま

しては、依然として深夜・早朝に騒音が発生いたして

おります。米軍を初め日米両政府においては、航空機

騒音規制措置の厳格な運用を図るべきであり、県とい

たしましても強く要望してまいる所存でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 県経済の振興について

の中の、経済の自立を図るための県の基本戦略につい

てお答えいたします。 

 沖縄県は、東アジアの中心に位置する地理的優位性

を最大限に生かし、本県経済を担う移出型産業や域内

産業を育成・振興する観点から、企業誘致に際し、競

争力のある税制上の特別措置の創設、既存税制措置の

拡充などを政府に対し強く求めたところであります。

本年４月から施行された沖縄振興特別措置法において

は、新たに国際物流拠点産業集積地域制度が創設され

たほか、情報通信産業や金融業に係る特区制度につい

ても税の軽減措置の拡充などが図られております。具

体的には、所得控除率が35％から40％に引き上げられ

たほか、進出企業のネックとなっていた「専ら」要件

が緩和されるなど、成長するアジア地域との競争力が

強化された優遇措置が講じられております。 

 県としましては、今後とも国内外から特区内への企

業集積を進め、臨空・臨港型産業や健康バイオ産業な

ど、観光、情報に次ぐ第３、第４のリーディング産業

の育成により、強くしなやかな自立型経済の構築に努

めてまいりたいと考えております。 

 本県経済の現状認識と基盤整備への影響についてお

答えいたします。 

 基地関連収入が沖縄経済に占める割合は復帰以降大

幅に低下しております。また、国における公共事業費

の大幅削減などにより、財政依存度も平成11年度をピ

ークに低下傾向で推移しております。このような状況

の中、平成14年度から平成21年度までの７年間の実質

経済成長率は、9.3％のプラス成長となっており、観

光・リゾート産業や情報通信関連産業が地域産業発展

の牽引役としてその地位を確立するなど、民間主導型

の経済へ着実に転換しつつある動きが見られます。一

方で、沖縄西海岸道路や那覇空港の滑走路増設を初め

とした道路、空港、港湾などの基盤整備は、本県の強

くしなやかな自立型経済の構築に向けた経済発展のば

ねとなる極めて重要な社会インフラであることから、

引き続き、国の理解も得ながらその戦略的な整備を進

めてまいります。 

 離島を結ぶ新たな航空会社の設立についてお答えい

たします。 

 離島の航空路線については、離島の遠隔性を克服し、

離島住民の生活の安定及び離島の振興を図る上で必要

不可欠であると考えております。離島を結ぶ新たな航

空会社の設立につきましては、離島における定住条件

を改善し離島の振興を図る観点から、既存の航空会社

の動向、今後の需要見込み及び運営コストなどを総合

的に勘案しながら検討を進めていきたいと考えており

ます。 

 次に、米軍基地問題についての御質問の中の、基地
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関連収入と返還後の経済効果についてお答えいたしま

す。 

 各施設の基地関連収入について、直近のデータをも

とに推計しますと、那覇軍港が約56億円、キャンプ・

キンザーが202億円、普天間飛行場が102億円、嘉手納

飛行場が654億円となっております。 

 次に、返還後の経済効果については、県は平成18年

度調査において、嘉手納飛行場より南の普天間飛行場

など５つの返還が合意された施設について、那覇新都

心並みに整備・発展したと仮定して経済効果を推計し

ております。推計値は、那覇軍港は、商業活動等に伴

う直接経済効果が661億円、誘発雇用人数が１万2267

人、キャンプ・キンザーは、商業活動等に伴う直接経

済効果が1976億円、誘発雇用人数が１万5921人、普天

間飛行場は、商業活動等に伴う直接経済効果が4522億

円、誘発雇用人数が３万2090人となっております。嘉

手納飛行場については、返還の予定がないことから、

跡地利用による経済効果の推計は行っておりません。 

 次に、米軍基地関連収入の県民総所得に対する割合

の推移についてお答えいたします。 

 県民総所得に対する「軍関係受取」の割合について、

現行の推計方法と同等で比較可能な統計データでは、

昭和40年度は30.4％、復帰時の昭和47年度は15.5％、

平成21年度は5.2％となっており、その比重は低下し

ております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 県経済の振興につい

ての御質問の中の、観光関連産業で県が力を入れてい

る業種と今後の可能性についてお答えいたします。 

 環境関連産業の市場は、東日本大震災以降の我が国

におけるエネルギー政策の転換が迫られる中、大きく

拡大すると予想しております。本県においては、沖縄

の地域特性を生かした廃木材、ペットボトル、廃ガラ

ス等、県産リサイクル資材の活用や土壌環境浄化技術

の開発等に対する支援を行うとともに、太陽光発電、

風力発電等の再生可能エネルギーの導入拡大が低炭素

社会の実現及び関連産業の振興につながるものと期待

しております。 

 沖縄県では、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」にお

いて、これらの業種に係る環境関連産業の戦略的展開

を図るため、省エネルギーや再生可能エネルギー分野

などで、沖縄の地域資源や地域特性を生かした研究開

発及び実用化を促進することとしております。 

 続きまして、環境エネルギーについての中の、太陽

光発電・風力発電についてお答えいたします。 

 沖縄県は、エネルギーの99.8％を化石燃料に依存し

ており、石油価格上昇が見込まれる中、エネルギー源

の多様化を図るとともに、新エネルギーの導入促進は

重要な課題であります。このため、沖縄県では平成21

年度から太陽光発電導入支援補助事業を実施し、その

普及促進を図っております。また、平成23年度からス

マートエネルギーアイランド基盤構築事業を実施し、

名護市に１メガワットの太陽光発電の設備を整備する

とともに、大宜味村に４メガワットの風力発電設備を

整備する予定であります。沖縄電力においても、この

間県と連携して太陽光発電施設を宮古島を初め、多良

間島、与那国島、北大東島に整備するとともに、可倒

式の風力発電施設を波照間島、南大東島に整備し、今

年度は、粟国島での整備を予定しております。 

 同じく環境エネルギーについての御質問の中の、沖

縄県の再生可能なエネルギーで自立可能なエネルギー

についてお答えいたします。 

 沖縄県においては、太陽光、風力、太陽熱、海洋エ

ネルギーなど、さまざまな再生可能エネルギーが豊富

に賦存するものと考えております。 

 太陽光と風力については、再生可能エネルギーの中

でも早急な取り組みが可能なエネルギーとして、沖縄

電力等と連係し、大規模な風力や太陽光発電の効率的

な電力系統接続の実証事業と導入コストの低減化に取

り組んでいるところであります。海洋エネルギーにつ

いても、実用化まで相当の期間を要すると考えてはお

りますが、今年度から久米島にある沖縄県海洋深層水

研究所において、出力が天候に左右されない、安定的

な出力が得られる特徴のある海洋温度差発電の実証事

業を実施する予定であります。そのほか、潮流発電に

ついても有望と考えており、沖縄県内でもその調査事

業が進められていると聞いております。あわせて、本

県の気候特性から、太陽熱エネルギーの利用も有望な

ものと考えており、その実用化に向け、技術的な課題

の検証を進めていきたいと考えております。 

 次に、エネルギー政策の見直しの必要性についてお

答えいたします。 

 沖縄県では、石油依存度の低減、エネルギー供給源

の多様化、エネルギー利用効率の向上を目的に、平成

22年度に「沖縄県エネルギービジョン」を策定し、再

生可能エネルギーの普及に取り組んできたところであ

ります。しかしながら、東日本大震災以降の我が国に

おけるエネルギー政策の転換を踏まえ、沖縄県では、

平成24年度に省エネルギー目標や環境に優しい再生可

能エネルギー導入割合目標などを抜本的に見直してい
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く考えであります。 

 続きまして、太陽光発電補助金の県及び市町村にお

ける補助率についてお答えいたします。 

 沖縄県では、多くの住宅に太陽光発電設備の普及を

図るため、平成24年度当初予算で1000万円を計上し、

定額２万円の補助を実施する予定であります。また、

那覇市では、太陽光発電の設備容量１キロワット当た

り３万円で最大５万円までの補助が実施される予定と

なっているなど、合わせて11市町村において予算総額

約3600万円の補助の実施が予定されております。 

 沖縄県としましては、太陽光発電を含む再生可能エ

ネルギーの普及促進を図る観点から、市町村と連係し、

取り組みを拡充してまいりたいと考えております。 

 続きまして、再生可能エネルギー低価格買取制度に

ついてお答えいたします。 

 再生可能エネルギーの固定価格買取制度は、再生可

能エネルギーの普及・拡大によるエネルギー自給率の

向上と二酸化炭素排出量の削減を目的に、平成24年７

月１日から開始されております。同制度は、太陽光・

風力・水力・バイオマス等を用いて発電された電気を

10年から20年の期間、固定された価格で電気事業者が

買い取ることを義務づけるものであります。同制度の

実施により、再生可能エネルギーの普及拡大が進むこ

とで、エネルギー源の多様化によるエネルギーセキュ

リティーの向上が促進されるものと期待しておりま 

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 県経済の振興につい

ての御質問の中で、伊平屋空港の進捗状況についてお

答えいたします。 

 伊平屋空港の整備については、環境影響評価書に対

する知事意見の中で、「埋立回避」の意見が出された

ことから、現在、陸域内で空港を設置するため、滑走

路長の縮小など、基本計画の見直しを行っているとこ

ろであります。それに伴い、需要予測、事業費及び費

用対効果等についても見直す必要が生じております。 

県としては、基本計画の見直しを早期に行い、伊平屋

村と伊是名村の了解を得た上で、環境影響評価書の補

正を行う考えであります。 

 なお、新規事業化に当たっては、航空会社の就航意

向取りつけや需要喚起策が重要なことから、「伊平屋

空港協議会」や関係機関と協議し、早期に事業着手で

きるよう取り組んでいきたいと考えております。 

 次に、土木行政についての御質問の中で、白比川の

河川改修についてお答えいたします。 

 ことし４月に発表された日米安全保障共同委員会の

共同発表によれば、白比川河川改修に伴うキャンプ瑞

慶覧の倉庫地区の一部が「手続後の速やかな返還が可

能な区域」とされております。そのため、県としては

防衛省による早期の施設の全面移転及び当該区域の速

やかな返還の実現を行うよう要請していく考えであ 

り、当初計画どおり河川拡幅による整備を行っていく

考えであります。 

 同じく土木行政で、第１ゲート付近の国道58号交差

点改良についてお答えいたします。 

 国道58号の嘉手納基地第１ゲート付近の交差点につ

いては、朝夕の交通渋滞が発生していることは認識し

ております。現在のところ、交差点改良等の計画はあ

りませんが、交通量調査を実施し、現況を把握した上

で、沖縄総合事務局が検討を行うと聞いております。 

 同じく土木行政で、県道29号線整備に伴う住宅及び

店舗への進入道路についてお答えいたします。 

 県道29号線の道路整備に当たっては、地権者等に対

し事業説明会や用地説明会を行って事業を進めており

ます。しかしながら、用地補償を伴わない現道沿いの

住民への説明が不十分であったことから、昨年３月に

現道沿いの住民に説明を行ったところ、住宅や店舗へ

の進入の確保の要望がありました。これを受けて、こ

とし２月に進入路を含めた交差点計画に見直し、関係

住民に説明を行ったところであり、現在、同計画での

整備に向け公安委員会と協議を行っているところであ

ります。 

 同じく土木行政で、住宅リフォーム補助制度の創設

についてお答えいたします。 

 住宅リフォーム助成制度については、地域経済への

波及効果が高いと認識しております。同助成制度に係

る沖縄振興特別推進交付金の活用については、「沖縄

の振興に資する事業」であって、「沖縄の特殊性に基

因する事業」としての要件についての整理や、また、

県内一部市町村で行われている事業との役割分担等の

整理が必要であることから、現在、その検討を行って

いるところであります。  

 次に、本県の財政状況についてで、国発注工事及び

米軍発注工事に対する県の対応策についてお答えいた

します。７の(1)と７の(2)は関連しますので一括してお

答えします。 

 沖縄県においては、沖縄総合事務局や沖縄防衛局へ、

分離・分割発注による県内業者の受注機会の拡大、入

札参加条件の緩和等について要請を行っております。

また、在沖米軍に対し、ボンド率の縮減や分離・分割
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発注等について要請を行っております。今年度は、沖

縄振興特別推進交付金を活用して、米軍工事参入可能

性調査を実施することとしており、その調査の中で実

現可能性のある新たな方策や実施方法等を検討してい

く考えであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 県経済の振

興についての中の、古典音楽・民謡・エイサー・沖縄

相撲等に対する支援策についての質問にお答えいたし

ます。 

 県では、琉球舞踊、古典音楽等に対する支援として、

県民や来県者への鑑賞機会の提供と、新進実演家等の

育成を図ることを目的に、伝統芸能公演を実施してお

ります。今年度は1600万円の予算を計上し、県内で計

15公演を行う予定でおります。また、エイサーにつき

ましては、その魅力を国内及び海外に向けて発信し、

本県の文化、観光振興に結びつけていくことを目的と

する「世界エイサー大会」を実施しており、約4000万

円の予算を計上しております。さらに、沖縄相撲の振

興に向けた支援としては、沖縄県スポーツ・レクリエ

ーション祭の中に全島中学生角力大会を取り入れ、そ

の大会運営費等を支援しております。また、各スポー

ツの指導者を登録したスポーツリーダーバンクに沖縄

相撲指導者を登載しており普及などに努めておりま 

す。そのほかに提案公募型の事業として、沖縄文化活

性化・創造発信支援事業を計画しておりますが、この

事業は特定の分野に対象を限定していないため、幅広

い文化事業を支援できる内容となっております。 

 県としましては、今後とも多様で魅力ある伝統文化

を貴重な地域資源として保存・継承に努めるととも 

に、国内外に発信して観光を中心とした経済振興につ

なげるべく戦略的に取り組んでいきたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 米軍基地問題について

の御質問の中で、基地所在市町村長との訪米について

お答えいたします。 

 訪米の実施に当たっては、多くの基地所在市町村間

の意思統一や事前調整を十分に行う等、慎重に対応す

る必要があると考えており、軍転協会員市町村と協議

を行ってまいりました。県としましては、沖縄の基地

問題の解決に向けて、訪米により効果的に訴えること

ができるよう、時期や活動内容等について、引き続き

各市町村と連携し検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、嘉手納飛行場等の運用改善に対する要請の効

果についてお答えいたします。 

 県は、これまであらゆる機会を通じて、日米両政府

に対し航空機騒音問題の解決を求めてまいりました。

平成８年に嘉手納飛行場及び普天間飛行場における航

空機騒音規制措置が合意されておりますが、周辺地域

においては依然として環境基準を超えるなど、騒音が

軽減されているとは言いがたい状況にあります。特に、

嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う一部訓練

移転が実施されておりますが、大規模な合同即応訓練

や外来機のたび重なる飛来などにより、依然として目

に見える形での負担軽減があらわれているとは言えな

いと考えております。 

 県としましては、今後ともあらゆる機会を通じ、航

空機騒音の軽減を日米両政府に対し粘り強く働きかけ

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉行政についての

御質問の中で、子育て支援対策の状況と今後の対策に

ついてお答えいたします。 

 沖縄県では、平成22年度に策定した「おきなわ子ど

も・子育て応援プラン」に基づき、待機児童解消のた

めの「保育所定員の増」を初め、地域子育て支援拠点

事業や「放課後児童クラブ」の設置促進など、各種の

子育て支援対策に取り組んでおります。また、県の事

業としては、こども医療費助成事業や沖縄振興特別推

進交付金を活用した待機児童対策特別事業等を実施し

ているところであります。今後とも、同プランに基づ

き、子育て支援のための施策を推進してまいります。 

 次に、こども医療費助成事業の対象年齢の引き上げ

についてお答えいたします。 

 県においては、こども医療費助成事業の対象年齢に

ついて、実施主体である市町村の意向も踏まえ見直し

を行い、平成24年10月からは、入院年齢を中学校卒業

まで拡大することとしました。通院年齢の引き上げに

ついては、今回の改正による事業費の動向や効果を見

きわめ、また実施主体である市町村の意向も踏まえ慎

重に検討していきたいと考えております。   

 次に、こども医療費助成事業への一括交付金の活用

についてお答えいたします。 

 こども医療費助成事業については、すべての都道府
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県で実施されており、本県の特殊事情や振興に資する

ための沖縄振興特別推進交付金の活用は難しいものと

考えております。 

 次に、こども医療費助成事業の現物給付制度につい

てお答えいたします。 

 平成24年４月現在、こども医療費助成事業における

全国での給付方法は、47都道府県のうち、現物給付が

21カ所、現物給付と償還払いの併用が16カ所となって

おり、本県と同じ償還払い制度は、自動償還も含め10

カ所となっております。県としては、こども医療費助

成事業が子育て支援の観点からも必要な事業であると

認識しておりますが、現物給付方式を導入した場合、

国は、国民健康保険に係る国庫支出金を減額調整する

仕組みをとっており、市町村国保の財政運営に与える

影響が大きいことから、現状では難しいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 福祉行政についての御質問

で、給食費の無料化についてお答えいたします。 

 学校給食法では、施設及び設備に要する経費や人件

費等は設置者であります市町村が負担し、個々人へ還

元される食材費等は保護者が負担することと定められ

ております。なお、経済的に困窮している児童生徒に

つきましては、市町村において学校給食等の就学援助

が行われております。 

 県教育委員会としましては、引き続き、全国都道府

県教育長協議会等を通して、市町村の就学援助の実態

に応じた補助金の充実等の要請を国へ行ってまいりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 村田 隆君登壇〕 

○警察本部長（村田 隆君） 土木行政についての御

質問の中で、県営北谷桑江団地前信号機設置について

お答えいたします。 

 議員御質問の場所は、同団地１号棟前の町道同士が

交差する十字路交差点であると認識しておりますが、

同所への信号機設置要請が管轄の沖縄警察署へ出され

ていることは承知をしております。現在、県警察では

県内全域からの要請の中から事故発生の頻度や交通量

等はもとより、周辺一帯の施設や交通安全施設の設置

状況等総合的に検討し、信号機設置の必要性や緊急性

の高い箇所の抽出を行っているところであります。 

 御質問の場所への信号機設置につきましても、こう

した総合的な検討のもとで判断してまいりたいと考え

ております。 

 次に、読谷村残波線の交通事故対策についてお答え

いたします。 

 初めに、信号機の優先順位でありますが、信号機の

設置につきましては通学路であることや新設道路の整

備状況、事故発生の頻度や交通量等を調査検討し、信

号機以外の交通安全施設では事故抑止が困難と考えら

れる場所を優先して設置しております。 

 次に、信号機の設置でありますが、読谷飛行場跡地

におきましては、新設道路の整備が進められており、

本年４月７日は読谷村道中央残波線が暫定片側１車線

で供用を開始しております。 

 御質問の中央残波線では、供用開始から本年６月末

までに人身事故１件、物件事故２件が発生しておりま

す。現在、県警察では県内全域からの要請の中から、

信号機設置の必要性や緊急性の高い箇所の抽出を行っ

ているところであり、中央残波線への信号機設置につ

きましてもこうした総合的な検討を行った上で、判断

してまいりたいと考えております。 

 次に、県営嘉手納高層団地へのセンサー設置につい

てお答えいたします。 

 御質問の県営嘉手納高層団地前の町道大木線では、

朝の通勤時間帯に渋滞が発生しているため団地駐車場

の出入り口から町道への右折流出が困難であるとし 

て、団地住民から対策について要請がなされてきまし

た。同要請を受け、道路管理者とも検討を重ねた結果、

本年４月までに団地前に設置された信号機が赤色のと

きに信号待ちの車両が団地駐車場の出入り口から流出

する車両に進路を譲ることを求めるお譲りエリアが設

置されたところであります。 

 お尋ねのセンサーにつきましては、設置に伴うメリ

ットやデメリット等を踏まえ、総合的に検討してまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 下地 寛君登壇〕 

○環境生活部長（下地 寛君） 環境問題についての

御質問の中で、西原町廃棄タイヤについてお答えいた

します。 

 西原町内の廃棄タイヤについては、輸出を目的に収

集していた産業廃棄物処理業者が廃棄物処理法の基準

を超えて保管しているものであります。県においては、

これまで当該処理業者に対して指導や警告を重ね、平

成22年２月に同法に基づく改善命令を発しましたが、

改善が見られないことから、同年７月に命令違反で県
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警に告発をするとともに、同年８月には産業廃棄物処

理業の許可取り消し処分を行っております。さらに、

同年９月に同法に基づく措置命令を発して廃タイヤの

全量撤去を命じております。平成24年２月には、告発

に係る裁判の判決も確定し、当該処理業者は、平成24

年５月末ごろから廃タイヤの撤去作業に着手したとこ

ろであります。 

 県としましては、今後とも当該処理業者に対し、適

正に撤去が行われるよう強く求めていく考えでありま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 再質問をしたいと思います。 

 １、県経済の振興について、(1)、(2)、(3)を一緒にし

て質問をしたいと思います。 

 御承知のとおり、第５次沖縄振興計画がスタートを

し、市町村においても一括交付金を活用したまちづく

りが実施されようとしております。 

 本県におかれましても21世紀ビジョンを掲げ、将来

の沖縄を展望したビジョンがスタートいたします。し

かしながら、島嶼県である本県の自立経済の取り組み

については、ハードルが高く思い切った発想と極東ア

ジアが注目する経済特区や仕掛けが必要と思います。

なぜそういうかと言うと、今沖縄金融特区とかいろい

ろ税の控除三十何％でしたか、そういった仕掛けをし

てもやはり本土企業から、なぜ沖縄に来ないで中国や

ベトナム、韓国、海外に流出していくのか、それを沖

縄県がとめることができないのか。それはやはり一国

二制度も含めたそういった法人税や関税の、極端に言

ったら５年間の無料制度とか思い切った発想があって

しかるべきだと思いますが、御答弁をお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えします。 

 今回、我々が税制を要望するに当たりまして、やは

り今議員の御指摘のアジアとの競争力というのは大分

主眼を置いて要望いたしました。やはり香港とかシン

ガポールなどは所得実効税率が17％から18％というよ

うな状況の中で、前の特区制度では35％、これが実効

税率二十数％なんていうとどうしても太刀打ちができ

ないということで、我々思い切った所得控除を求めた

わけですけれども、そういった中で40％というような

一定程度の拡充を見たということです。確かにまだ香

港、シンガポールの17％には及びませんけれども、こ

れまでのものよりはある程度低減が図られたというこ

とで、我々は全国どこにもないようなまだ優遇された

制度だと思っております。まずはこれを活用して国際

物流金融特区を関連企業を誘致してまいりたいという

ふうに考えているところであります。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 代表質問初め一般質問で各議員から

もいろいろありましたけれども、やはり私ども沖縄県

は自主財源も乏しいし、資源もありません。そういっ

た意味では賃金の安い国外へ企業が流れていくという

のはこれは当たり前の話であります。そういった意味

では、これからの10年間が勝負だと思っておりますが、

思い切った発想というんですか、沖縄県全県特区はも

ちろんどこに行っても本土企業が入りやすい受け皿が

必要だと思っておりますが、それについてもう一度答

弁をお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 沖縄県だけが一国二制度的

なものがつくれるかというと、日本復帰して40年たっ

た現在非常に難しい状況です。特に昨年度、民主党、

自民党いろんな政党及び政府といろいろ意見交換をし

ましたが、東日本の大震災を受けたあの被災地、あそ

こでほぼ法人税率ゼロ、そういうものができるぎりぎ

りのところでして、あれと並んでなぜ沖縄がというま

ず議論も非常に難しいところがありました。ただし、

これまで40年間やってきた中では特区の条件はそれで

も少しは前に進めたつもりでおります。ただ、税とい

いますか一国二制度というのは今の沖縄では非常に現

実は難しいという状況はブレークできなかったです 

ね。つまり沖縄のこの状況は東アジアを含む世界的な

レベルで言うとどこら辺にあるかというと、１人当た

りの県民所得計算を横に並べてみても約２万5000ドル

というのは決して下のほうじゃありませんで、実はな

ぜ沖縄でそういう特区が今要るかというのは非常に難

しい状況にあります。ですから、本当はもう一ひねり、

二ひねり要るのかもしれませんが、去年はそういうこ

とでなかなか突破できなかったというのが状況です。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 続きまして、２番目の米軍基地につ

いて少し質問したいと思います。 

 知事、御承知のとおり、政府が言う沖縄県の基地負

担軽減は名ばかりなんです。これは嘉手納飛行場はも

ちろん普天間飛行場も外来機による騒音被害が昼夜問

わず、そして負担軽減がなされておりません。私は、

各議員からもありましたように、知事が佐喜真市長は

もちろんオスプレイの問題も含めて米軍基地のいろん

な問題でやはりぜひ定期的に訪米をすべきだと思って

おります。知事も御承知のとおり、前回知事が訪米す

るときには予算も削減されて、議会のほうでは行くな
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という方向でありましたけれども、今回の代表質問、

一般質問でもほとんどの方々が訪米しなさいというこ

とでありますので、時期を見計らって知事が訪米すべ

きだと思いますがいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 確かに我々も知事公室の中

にそういう研究もやる、アドバイザーも内外のその分

野の専門家のアドバイスを聞くという形で、研究的な

要素も入れて、地域安全保障課とでもいうような課も

つくらせていただきました。これもワシントン情報で

あるとか、東京の情報、それから中国研究も含むいろ

んな情報を入れて基地問題に対応していこうという、

我々自身もよく勉強しようという内容であります。そ

ういう中で、無論適宜アメリカに行くということはお

やすいことなんですが、実はその中で大統領、国務長

官、国防長官に会うというのはなかなか現実は難しい

部分があります。ただし、沖縄の基地問題については

なかなか国内でらちが明かない。したがって直訴をす

るという方法があるわけですが、実はこれは言うはや

すく意外に難しくて、我々も四苦八苦しながら実はそ

の方向も模索はしております。ただし、無論オフィシ

ャルには外交ルートをきちっと通じないとこういう外

交・防衛の最も重要な部分ですから、これも我々そう

いう意味で日本政府にいろんな形で要請をしているわ

けで、ただ僕らが直接行って話をして効果を出すとい

うのは、実はそう簡単な部分ではありません。ですが、

絶えず行ってしっかり取り組めということについて 

は、我々は情報収集のルートも今度はつくらせていた

だいていますし、ぜひそういう方向で具体的に動いて

みたいとも思っていますが、これはそう簡単でもない

ということだけは申し上げておきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 ３番目の福祉行政についてお伺いし

ます。 

 中学３年までの医療費の入院・通院を無料に引き上

げた場合の総額を伺いたい。 

 それと入院医療費助成制度の受給方法について、私

は自動償還払いはもちろん、そうでなければ現物給付

制度を実施すべきと考えておりますが、この現物給付

制度になるとどういった国のペナルティーがあるの 

か。国保もペナルティーということを言っておりまし

たが、各市町村の国保のペナルティーの金額は幾らぐ

らいになるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 通院医療費を無料化

にした場合の金額については、これは試算はしており

ません。 

 ペナルティーですね。現物給付にした場合の国庫負

担金が減額されるということで、これは事業の対象の

数に対して１％の参加の数が出た場合にペナルティー

が出るようですけれども、ペナルティーの試算の非常

に複雑な計算式がありますけれども、その試算の計算

をいたしますと、全市町村で21年度の決算からの試算

をしますと約１億6000万円ぐらいのペナルティーとい

うことで出ています。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 今部長は答弁の中で、全国の47都道

府県の中で自動償還払いを初め現物給付制度は22と 

10、もう32あるんです。沖縄みたいなところは10カ所

しかないという答弁をしているんです。ペナルティー

制度があっても全国でこれは実施されているんですよ

ね。これはなぜでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 他県のほうでそうい

った現物給付の導入に至った経緯については、詳細に

は把握していませんけれども、県でことし５月に市町

村を対象に医療費助成事業の調査を行いましたとこ 

ろ、現物給付を希望する町村が３カ所ということでま

だ少ない状況にあると。そういう状況があって、それ

に対して自動償還については希望する市町村が多いと

いうような状況がありますので、県としてはその自動

償還のほうを導入できるように進めていきたいという

ふうなことで考えております。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 部長、これは各議員からもこの現物

給付制度や自動償還払いがありましたように、予算も

把握していないし、ペナルティー制度の金額もわから

ないではだめなんです。それと、この現物給付制度と

いうのは子育て支援の一つとして所得の低い、しかし

全国では沖縄県が子育てが一番多いという環境の中で

私は推進していくべきだと思っているんですが、全国

はペナルティーがあってもやっているんですよ、32都

道府県は。沖縄県ができないというのがおかしいんで

すが、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほども申し上げま

したけれども、市町村の意向を尊重しながら進めてい

かないといけないという状況がありますので、市町村

とそういった意向を確認しながら進めていく必要があ

るのではないかというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 私たちはこれはペナルティーがあっ
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ても……。知事、実は自民党は議会改革の中で、48名

の県議会議員を削減してでもその予算の財源を子供た

ちの医療に充てるべきだということも考えながら、議

会改革の中でそれを申し上げています。昨年は各派代

表者会議の中でも自民党として48名の議会の定数を減

らしてでも議会改革をすべきだという提案をしまし 

た。議会はもちろんそうですが、行政もお互い財源確

保をして中学３年まで医療費の無料制度を実現させて

いただきたいということで、知事、答弁よろしくお願

いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員の今のこの前半の部分

といいますか、議会の定数の話は私がコメントする立

場にありませんからこれはここに置きますが、それを

やってでも今の無料化といいますか、しっかり取り組

もうという御提案はきちっと受けとめて、少し実務的

には詰めて前へ進めたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 知事、ぜひ早期実現に向けて取り組

んでいただきたいと要望申し上げます。 

 それともう一つ白比川については、知事御承知のと

おり、その現場に知事も行っていただきまして、北谷

町白比川の冠水被害ですね。地域住民は50年間その被

害に悩み続けております。部長がさっき答弁したとお

り、ぜひ米軍との調整またいろんな調整があると思い

ますが、白比川の被害状況を調査して工事をしていた

だきたいと思っております。 

 もう一つは、読谷村の中央残波線、警察本部長に再

質問します。 

 現在片側１車線で暫定供用されていますが、本来片

側２車線で供用されるような大きな道路については、

信号機及び標識の整備が必要と考えております。私は、

道路供用開始に当たっては警察が整備すべき施設も同

時に設置されるべきと考えておりますが、今回の中央 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残波線の供用開始に際しては読谷村と警察との情報共

有の連携がとれていなかったんではないかと思ってい

ますが、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（村田 隆君） 通常、道路の供用に際

しましては警察として必要と判断いたします交通安全

施設をタイムリーに整備するというそういう観点か 

ら、時間的に余裕を持って連絡をいただいた上で適宜

調整を図っているというところであります。 

 この中央残波線の問題につきましては、関係自治体

から連絡を受けた供用の時期では警察として必要な安

全施設の整備が間に合わないとそういう状況でありま

したことから、まず警察としては供用開始の延期につ

いて申し入れておりました。しかし、早期に供用を開

始したいとそういう意向が示されたために、警察、関

係自治体と連携しながらとり得る安全対策を講じた上

で暫定の片側１車線で供用を開始するということにな

ったわけであります。 

 御指摘のとおり、警察といたしましても道路の供用

開始と交通安全施設の整備は一体として行われるべき

と考えておりますので、早急の連絡や調整をお願いし

ているというところであります。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 最後に本部長、一日も早い信号機の

設置を要望申し上げまして終わります。  

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。 

 本日の日程は、これで全部終了いたしました。 

 次会は、明10日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後７時34分散会 
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平成24年７月10日 

 

 

平 成 2 4年 

第 ３ 回 
沖縄県議会（定例会）会議録 

 

（第 ７ 号） 

  



 

議  事  日  程 第７号 

平成24年７月10日（火曜日） 

午前10時開議 

第１ 選挙管理委員及び補充員の選挙 

第２ 一般質問 

第３ 乙第１号議案から乙第28号議案まで（質疑） 

第４ 乙第29号議案から乙第31号議案まで（知事説明、質疑） 

 

本日の会議に付した事件 

日程第１ 選挙管理委員及び補充員の選挙 

日程第２ 一般質問 

日程第３ 乙第１号議案から乙第28号議案まで 

乙第１号議案 御謹話県知事の給与の特例に関する条例 

乙第２号議案 沖縄県附属機関設置条例の一部を改正する条例 

乙第３号議案 沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

乙第４号議案 沖縄県予算の執行に関する知事の調査等の対象となる法人を定める条例 

乙第５号議案 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例 

乙第６号議案 沖縄ライフサイエンス研究センターの設置及び管理に関する条例 

乙第７号議案 食品衛生法施行条例の一部を改正する条例 

乙第８号議案 沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例 

乙第９号議案 沖縄県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例 

乙第10号議案 沖縄県がん対策推進条例 

乙第11号議案 沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例 

乙第12号議案 沖縄県企業立地促進条例の一部を改正する条例 

乙第13号議案 沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

乙第14号議案 沖縄県自動車駐車場管理条例の一部を改正する条例 

乙第15号議案 沖縄県港湾管理条例の一部を改正する条例 

乙第16号議案 工事請負契約について 

乙第17号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

乙第18号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

乙第19号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

乙第20号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

乙第21号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

乙第22号議案 損害賠償額の決定について 

乙第23号議案 指定管理者の指定について 

乙第24号議案 那覇市の中核市指定に係る申出の同意について 

乙第25号議案 県道の路線の廃止について 

乙第26号議案 沖縄県人事委員会委員の選任について 

乙第27号議案 沖縄県収用委員会委員の任命について 
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乙第28号議案 沖縄県公安委員会委員の任命について 

日程第４ 乙第29号議案から乙第31号議案まで 

乙第29号議案 沖縄県監査委員の選任について 

乙第30号議案 沖縄県監査委員の選任について 

乙第31号議案 沖縄県監査委員の選任について 

日程追加 特別委員会の設置（米軍基地関係特別委員会） 

特別委員会委員の選任 

日程追加 地上第63号、第75号、第78号、第80号、第115号、第117号、第118号、第124号、第128号、第129号の  

２及び第131号の付託の件 

日程追加 特別委員会設置の件（公共交通ネットワーク特別委員会） 

特別委員会委員の選任 

日程追加 陳情第116号の付託の件 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 諸般の報告については、お手元に配付の文書により

御了承願います。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔諸般の報告 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１ 選挙管理委員及び

補充員の選挙を行います。 

 お諮りいたします。 

 選挙の方法につきましては、地方自治法第118条第

２項の規定により指名推選によりたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、選挙の方法は、指名推選によることに決定

いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） お諮りいたします。 

 指名の方法につきましては、議長において指名する

ことにいたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、議長において指名することに決定いたしま

した。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） まず、選挙管理委員を指名い

たします。 

 選挙管理委員には 

   阿波連本伸君   高江洲義直君 

   龍野 博基君   当山 尚幸君 

 以上の諸君を指名いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま議長において指名いたしました諸君を選挙

管理委員の当選人と定めることに御異議ありません 

か。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいま指名いたしました 

   阿波連本伸君   高江洲義直君 

   龍野 博基君   当山 尚幸君 

 以上の諸君が選挙管理委員に当選されました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、選挙管理委員の補充員

を指名いたします。 

 選挙管理委員の補充員には 

   第１位 奥平 玄孝君  第２位 武田 昌則君 

   第３位 村上 尚子さん 第４位 宮里 啓和君 

 以上の諸君を指名いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま議長において指名いたしました諸君を選挙

管理委員の補充員の当選人と定めることに御異議あり

ませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいま指名いたしました 

   第１位 奥平 玄孝君  第２位 武田 昌則君 

   第３位 村上 尚子さん 第４位 宮里 啓和君 

 以上の諸君が選挙管理委員の補充員に当選されまし

た。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 
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○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時９分休憩 

   午前10時11分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 日程第２及び日程第３を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、乙第１号議案から乙第28号議案までを

議題とし、質疑に入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 島袋 大君。 

   〔島袋 大君登壇〕 

○島袋  大君 おはようございます。 

 自民党の島袋大でございます。 

 １カ月前のこの日は県議選の投票日でありました。

この時間、皆さん何をしていたでしょうか。私は、も

う電話作戦をしまくっておりましたけれども、この選

挙戦を戦い抜いて、しっかりとこの選挙戦の公約の実

現のためにまた全力で頑張っていきたいと思っており

ますから、ひとつよろしくお願いしたいと思っており

ます。 

 通告に従いまして一般質問します。 

 １、国際物流拠点へのヤマト運輸参入について。 

 ヤマト運輸の親会社、ヤマトホールディングスの那

覇空港国際物流ハブ参入について詳細をお聞かせくだ

さい。 

 ２、県の税収について。 

 平成24年度当初予算について、前年度比で全体額と、

特に歳入について内訳をお聞かせください。その中で

税収についてでありますけれども、税収が全体の

12.7％ということであります。他県と比べて沖縄県の

割合はどのようになっているのか、比較をお聞かせく

ださい。 

 ３、離島振興についてであります。 

 一括交付金を活用して定住促進、教育環境の整備等

の離島振興政策について具体的な振興策を伺います。 

 ４、離島学生用の寄宿舎（複合施設）についてであ

ります。 

 離島支援の一つである「寄宿舎と交流機能を持つ複

合施設について」、今年度の予算と施設の概要、供用

開始までのスケジュールを伺います。 

 ５、国が離島出身高校生の居住費、通学費を補助す

る離島高校生修学補助事業の概要と県内の対象者、

県・町村の取り組み状況を伺います。 

 ６、県総合運動公園改修スケジュールについてであ

ります。 

 今年度の一括交付金事業で計画されている県総合運

動公園陸上競技場の改修計画を伺います。 

 ７、Ｊ１規格サッカースタジアムを含めた複合型ス

タジアム建設計画についてであります。 

 昨年度のＪリーグ規格スタジアム整備基礎調査事業

を受けて、今年度の事業計画及び整備実現に向けた規

模・立地決定等のスケジュールを伺います。 

 ８、農水産物の振興についてであります。 

 水産資源の県内取引が200億円より150億円へと下落

したとの記事がありましたけれども、売上高50億円の

減少は、全漁業生産者を4000人として年間１人当たり

125万円の収入減となり、ある地域では漁に出ても赤

字となるためアルバイトをして燃料費を調達している

状況であり、水産労働人口の減少に歯どめをかけるた

めには、県のリードのもと取り組む必要があると考え

ております。 

 そこで伺います。 

 (1)、農林水産省が推奨している６次産業化の本県の

取り組み状況について伺いたい。 

 (2)、農水産物の生産から加工、販売まで一体化した

手法を確立する必要があると考えるが、生産者の育成、

販路の拡大にどのように取り組んでいるのか伺いま 

す。 

 ９、児童福祉・教育・医療行政についてでありま 

す。 

 (1)、福祉・医療現場において、保育士や看護師等の

人材確保の状況はどのようになっているのか。人材不

足について原因を分析し、どのような対応がなされて

いるのか伺います。 

 (2)、処遇改善や学資貸付制度の創設・拡充に基金の

創設が必要と思いますが、どのような考えを持ってい

ますか。 

 (3)、平成24年４月１日から設置した保育対策室の理

由は何か伺います。 

 (4)、保育士資格を取得した者が沖縄県知事に登録す

ることの意義について伺います。 

 (5)、昨年の新規登録者数と県内保育所への従事者数

はどうなっているのか。 

 (6)、昨年までの県内登録者数と保育所に従事してい

ない人数は。また、現在の実態把握は可能か、可能で

なければ登録の更新制が必要だと思いますけれども、

どのように考えていますか。 

 (7)、安心こども基金保育所整備事業は何年度まで実

施されるのか。また、保育現場から何カ所が希望し、

基金を活用し、何カ園増改築可能なのか伺います。 

 (8)、平成24年度市町村から安心こども基金を活用し

て保育園増改築の軒数はどのようになっているのか。
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また申請件数、全保育園が増改築できるのか伺います。 

 (9)、臨床心理士が正職員として採用され、市町村に

おいて配置されている実例はあるのか伺います。その

効果と課題はどのようになっているのか伺います。 

 (10)、発達障害や支援を必要とする子（気になる子）

の早期発見・早期支援、継続支援することが子供たち

や家族、保育教育現場への負担軽減につながると思い

ますが、いかがでありましょうか。 

 10、国民健康保険税の負担軽減についてでありま 

す。 

 (1)、去る県議選挙で一部の政党が、他府県では12県

が自治体へ助成しているとのチラシ等が配布されてい

ましたけれども、どの府県でどのような制度なのか伺

います。 

 (2)、沖縄県の補助金で国保税負担軽減ができる制度

はあるのか伺います。 

 (3)、一括交付金の活用で国保税負担軽減はできるの

か伺います。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 島袋大議員の御質問に答弁をいたします。 

 まず第１に、離島振興に関連して、離島振興策いか

んという御趣旨の御質問にお答えをいたします。 

 一括交付金を活用した離島振興策は、おおよそ以下

のとおりです。具体的には、まず第１に、交通運賃や

生活必需品の価格の低減、第２に、離島児童・生徒支

援センター（仮称）の整備、そして第３に、複式学級

への非常勤講師の配置、第４に、専門医による巡回診

療の実施、第５に、特産品の販売支援、そして第６に、

沖縄本島の児童生徒を離島へ派遣し、体験交流の実施

などなどがあります。 

 県といたしましては、離島地域の定住条件の整備及

び産業の振興を積極的かつきめ細かに推進し、離島の

課題を克服してまいりたいと考えております。 

 次に、県総合運動公園改修スケジュールについての

御質問の中で、陸上競技場の改修計画についての御質

問にお答えをいたします。 

 県総合運動公園陸上競技場をＪ２規格サッカー場と

しても利用できるように、第１に、今年度は設計業務

を実施いたします。また第２に、次年度から改修工事

を実施する予定でございます。平成27年３月のＪ２公

式戦の開催を目指して取り組んでいく所存でございま

す。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） ヤマトホールディング

スの那覇空港国際物流ハブ参入についてお答えいたし

ます。 

 ことし６月４日に、ヤマトホールディングス株式会

社の木川社長とヤマト運輸株式会社の山内社長が知事

と面談し、那覇空港の国際物流ハブを活用した新たな

事業展開について報告がございました。ヤマトグルー

プは、沖縄国際物流ハブの輸送機能を活用することで

日本とアジアを結ぶ高速輸送が実現できる点を大きな

メリットとしております。同グループでは、国際宅急

便の翌日配達及び国際クール宅急便の実現に取り組む

とともに、沖縄を在庫拠点にした通販企業などのアジ

ア進出の支援や全国の特産品のアジア向け輸出支援、

アジア圏での製品の回収や修理、緊急サービスパーツ

供給などのメーカー支援など、那覇空港の国際物流ハ

ブ機能を活用した国際物流拠点の構築に取り組むこと

としております。 

 これらの事業展開により本県に新たな雇用が発生す

るとともに、類似企業や同社の荷主企業の参入など臨

空型産業の集積が進展するものと考えております。ま

た、全日空の貨物ハブ事業にヤマト運輸の事業が加わ

ることで、我が国の国際物流拠点として発展すること

が期待されます。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 県の税収についての御質

問の中で、他県と比べた沖縄県の税収の割合について

お答えいたします。 

 平成24年度当初予算の総額は6806億7300万円となっ

ており、前年度比で724億8400万円の増、率で11.9％

の大幅な増となっております。 

 歳入の内訳としましては、県税が863億4600万円で、

その構成比は12.7％、地方交付税が2090億円で、構成

比は30.7％、国庫支出金が約2182億5200万円で、構成

比は32.1％となっており、この３費目で歳入の75.5％

を占めております。 

 今年度は、沖縄振興交付金、いわゆる一括交付金に

より予算総額全体が増加したため、歳入総額に占める

税収割合が相対的に低くなっているところであります

が、平成22度決算における全国平均の税収割合が

31.8％であるのに対し、沖縄県の歳入総額に占める税

収割合は15.7％であり、全国で39位となっております。
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また、税収総額では全国36位の水準となっているとこ

ろであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 離島学生用の寄宿舎（複合

施設）についての御質問で、離島児童・生徒支援セン

ター（仮称）の今年度の予算、概要等についてお答え

いたします。 

 同施設の平成24年度予算は、委託調査費等として約

1300万円となっております。 

 施設の概要につきましては、離島・僻地出身の高校

生の寄宿舎の機能、小・中・高校生の交流の拠点とし

ての機能等をあわせ持つ複合施設として計画しており、

関係団体等との調整を進め、平成25年度の着工を目指

し取り組んでいるところでございます。 

 次に、離島高校生修学補助事業についての御質問で、

離島高校生修学支援事業についてお答えいたします。 

 同事業は、文部科学省の平成24年度新規事業で、そ

の概要は、高校未設置離島の高校生を対象に通学費や

居住費等に要する経費を支援する市町村及び都道府県

に対して、経費の２分の１を国が補助するものでござ

います。県内の対象市町村は、高校未設置の離島を抱

える16市町村で、対象生徒数は738名となっておりま

す。現在、12市町村が予算化し、残る４市町村は検討

中でございます。 

 県教育委員会としましては、対象市町村への支援の

あり方を検討しているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） Ｊ１規格サ

ッカースタジアム建設計画についての御質問の中の、

Ｊリーグ規格スタジアム整備に向けたスケジュールに

ついての質問にお答えいたします。 

 Ｊリーグ規格スタジアムの整備につきましては、昨

年度の基礎調査により、多目的または複合施設として

の可能性を調査検討したところであります。今年度は、

その調査結果をもとに沖縄に適したサッカースタジア

ムの整備方針や規模、そして立地条件等を盛り込んだ

基本構想を策定し、次年度以降、用地の検討を初め基

本計画や基本設計などの取り組みを進めてまいりま 

す。 

 一方、今年度、観光振興の観点から、大規模な会議

場や国際展示場など多目的な大型ＭＩＣＥ施設のあり

方についての調査を行うこととしており、その成果も

反映させながら、あわせて沖縄に適したサッカースタ

ジアムの整備に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） 農水産物の振興につ

いての中の、６次産業化の取り組み状況についての御

質問にお答えします。 

 県においては、農林水産業の振興を図るため、生産

者が食品メーカー等と連携する商品開発の取り組み 

や、生産者がみずから農林水産物の加工・販売に取り

組むなどの農林水産業の６次産業化を推進していると

ころであります。具体的には、地域資源に着目して県

産農産物付加価値向上推進事業により、生産者が地域

内加工グループ等と連携した加工品開発、県内食品メ

ーカー等と連携した加工品開発、大手食品メーカー等

と連携した加工品開発による全国展開など３つの加工

品開発モデルの構築を実施しているところでありま 

す。 

 また、アグリチャレンジ６次産業化支援事業では、

農村女性起業グループなどを対象に地域資源を生かし

た加工品の試作開発支援、食品加工基礎講座や企業派

遣研修など加工技術習得の支援、商品化に必要な加工

機材等の整備支援などに取り組んでいるところでござ

います。これらの成果としては、学校給食向けのトマ

トピューレや田芋ペースト、ホテル向けのマンゴーや

黒小豆のスイーツ、タンカンを使用したレトルト食品

などが試作・開発されております。 

 さらに、県産農産物販売プロモーション強化対策事

業などにおいて、県産農林水産物及び加工品の販路拡

大に取り組んでおります。 

 今後とも、引き続き６次産業化のための各種事業の

実施を通して、付加価値を創造する農林水産業の振興

を図ってまいります。 

 次に、同じく農水産物の振興についての中の、漁業

者の育成、水産物販路拡大の取り組みについての御質

問にお答えします。 

 県としましては、漁業の担い手を確保・育成するた

め、就業希望者の研修を受け入れる漁業者に対する研

修に係る経費を助成する漁業就業者確保・育成対策事

業の実施、新規就業者への漁船購入等の漁業経営開始

資金の融資、将来の担い手育成のため、小中学生を対

象とした漁業体験学習を行う少年水産教室の開催、漁

業士育成のための青年漁業士養成講座の開催などに取

り組んでいるところであります。 
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 また、生産増大を図るため、資源状態に見合った適

切な漁獲を確保する資源管理型漁業や浮き魚礁の設置

などを推進するとともに、ヤイトハタの養殖振興、モ

ズクの品種開発などを実施しているところでありま 

す。 

 さらに、県産水産物の販路拡大を図るため、新加工

品開発、マグロや海ブドウなどのブランド化及び新た

なマーケット開拓など各種施策を実施し、本県の海域

特性を生かした特色ある水産業の振興を図っていくこ

ととしております。 

 今後とも、漁業担い手の育成や県産水産物の販路拡

大に積極的に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 児童福祉・教育・医

療行政についての御質問の中で、保育士、看護師の人

材確保についてお答えいたします。 

 保育士につきましては、登録者の約50％が保育業務

に従事していないこと、また、賃金や雇用形態の課題

によって定着や就労につながっていないこと等が確保

を困難にする要因であると認識しております。 

 沖縄県としましては、潜在保育士に対する研修会や

合同説明会を開催するなどして保育士の確保を支援す

るとともに、処遇改善に向けた制度の見直しについて

九州各県保健医療福祉主管部長会議を通じて国に要望

しております。 

 看護師等の人材確保につきましては、第７次看護職

員需給見通しにおいて、看護師養成校における養成数

の増員により平成27年にはほぼ充足される見込みとな

っております。 

 沖縄県におきましては、看護師養成校に対する運営

費補助や新人看護職員研修事業等の実施により人材の

確保に努めているところであります。 

 次に、保育士の処遇改善、学資貸付制度等の創設に

ついてお答えいたします。 

 保育士については、毎年700人以上が新規登録され

ている反面、保育士の約50％は保育士として従事して

いないことが課題であると認識しております。 

 沖縄県としましては、潜在保育士に対する研修会や

合同説明会を開催するなどして保育士の確保を支援す

るとともに、九州各県保健医療福祉主管部長会議を通

じて配置基準の見直し等保育士の処遇改善を国に要望

してまいります。 

 御提案の学資貸付制度創設については、現在、保育

士養成校などの制度も多数活用されていることから、

その必要性も含めて保育関係団体と意見交換を行って

まいりたいと考えております。 

 看護師等の処遇については、７対１看護体制の導入

や院内保育所の整備、ナースプール事業を実施するな

ど勤務環境の改善を図っております。また、看護師養

成校などの学生に対する修学資金貸与事業を実施して

おります。 

 次に、保育対策室の設置理由についてお答えいたし

ます。 

 本県におきましては、待機児童の解消や放課後児童

クラブの環境改善等、沖縄独自の課題や国の進める新

たな子育て支援策に対応するため取り組みを強化する

必要があると考えております。そのため、県としまし

ては、平成24年４月から青少年・児童家庭課に課内室

として保育対策室を設置し、課長相当職の室長を配置

して執行体制の強化を図ったところであります。 

 次に、知事が保育士資格者を登録する意義について

お答えいたします。 

 保育士の登録制度につきましては、児童福祉法の改

正により、平成15年から、保育士として業務を行う者

は都道府県が備える登録簿への登録が必要となってお

ります。これは、保育士資格が詐称され、その社会的

信用が損なわれている実態に対処する必要があること

や、地域の子育ての中核を担う専門職として保育士の

重要性が高まっていることなどに対応するためとされ

ております。 

 次に、保育士登録者数の状況についてお答えいたし

ます。９の(5)と９の(6)は関連しますので一括してお答

えいたします。 

 平成23年４月１日現在の県内保育士の登録者数は１

万6308人であり、うち県内保育所で保育に従事してい

ない保育士数は9208人となっております。また、平成

23年度の保育士の新規登録者数は771人となっており

ますが、就労に関する事項は登録項目となっていない

ため、新規登録者の県内保育所への従事者数は把握し

ておりません。 

 更新制の導入については、その必要性も含めて関係

団体と意見交換を行ってまいりたいと考えておりま 

す。 

 次に、安心こども基金による保育所整備事業につい

てお答えいたします。９の(7)と９の(8)は関連しますの

で一括してお答えいたします。 

 安心こども基金による保育所整備事業の実施期限は

平成24年度までですが、平成24年度中に施設整備に着

手し、平成25年度に完了が見込まれる場合には、平成

25年度末までの実施が可能とされております。また、
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平成24年度事業については、現時点で16市町村から要

望のある29施設について創設や増改築等の施設整備を

行う予定としております。 

 県としましては、安心こども基金の保育所整備事業

の全額執行に向け、今後とも市町村への追加要望調査

も含め施設整備を推進してまいります。 

 次に、臨床心理士の配置状況についてお答えいたし

ます。 

 臨床心理士を配置している市町村は26市町村で、う

ち４市が正職員となっております。配置の効果としま

しては、発達相談における専門的な助言、他機関との

連携及び継続的な支援による育児不安の軽減、地域の

支援体制構築への貢献等が挙げられます。 

 地域における発達障害児者の支援については、臨床

心理士等と連携して支援に当たる人材の確保及び育成

が重要な課題の一つであると考えております。そのた

め、県としましては、人材育成計画に基づき研修等を

実施し、身近な地域における一貫した支援体制の整備

促進に努めてまいります。 

 次に、発達障害の早期発見・支援等についてお答え

いたします。 

 発達障害児の支援については、早期発見・早期支援

が重要であると認識しております。そのため、県にお

いては、市町村における乳幼児健診問診票の見直し及

び事後教室の実施を支援してきたところであります。

また、支援の質の向上を図る観点から事後教室連絡会

を開催し、療育を含む保育プログラムの内容の充実を

図っているほか、発達障害者支援センターにサポート

コーチを配置し、市町村や保育所等への巡回による専

門的助言や研修会等の実施により身近な地域の支援体

制の強化を図っているところであります。 

 県としましては、引き続き研修等による人材育成と

地域の実情に応じた体制整備を実施し、支援体制の強

化に努めてまいります。 

 次に、国民健康保険税の負担軽減についての御質問

の中で、市町村国保に対する都道府県独自の助成につ

いてお答えいたします。 

 全国では、19都府県で平成24年度当初予算において

市町村国保に対する単独助成費を計上しております 

が、いずれも保険料軽減を直接の目的とした助成では

ないと聞いております。主な内容は、地方単独医療費

助成事業波及増に対する助成、直営診療施設運営・整

備等に対する助成等であります。 

 次に、国保税負担軽減に対する県の支援制度につい

てお答えいたします。 

 沖縄県では、国民健康保険法に基づき、市町村が行

った保険税の軽減に対し、その費用の４分の３を助成

する事業を実施しております。 

 なお、国民健康保険制度は、国・県の公費負担や保

険税等を財源として保険者である市町村の責任により

運営されておりますので、本県独自の助成は行ってお

りません。 

 次に、一括交付金を活用した支援についてお答えい

たします。 

 国民健康保険制度を含む医療保険制度は、我が国の

社会を支える重要な基盤として全国統一の制度設計及

び運営がなされており、制度が抱えている構造的な課

題についても全国共通の課題となっております。この

ため、沖縄振興に資する事業であることを原則として、

本県の特殊事情を踏まえた取り組みに活用することと

されている一括交付金を国民健康保険税の減免等に活

用することは厳しいものと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 じゃ、再質問します。よろしくお願

いします。時間がありませんのでスピーディーに、一

問一答方式ですからぱぱぱっとやっていきたいと思い

ますので、よろしくお願いします。 

 ６月５日の新聞報道に注目の記事がありました。選

挙戦の最中ではありましたけれども、ヤマト運輸の那

覇空港国際物流への誘致に成功したことは大変興奮を

覚えました。まずもって誘致をまとめた仲井眞知事、

そして当局担当者の努力を高く評価し、感謝を申し上

げます。 

 先ほど説明がありましたように、アジアの主要都市

を一晩で結ぶ航空網なんですよね。24時間の通関体制、

物流特区内の保税倉庫を活用して国際小包のように便

利にすることができると。当面は荷物の積みかえで各

地に配送するだけの通過型輸送だというけれども、こ

れはしっかりとした雇用は生まれると思います。雇用

の見込みは今どれぐらい考えていますか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 先ほども答弁させてい

ただきましたけれども、今後、例えばアジア各国に散

らばっております日本の企業がありますけれども、そ

このもののパーツセンターを設置することによって改

修とか、修理とかそういったものをやるためにまた雇

用が生まれるだろうと。また、ｅコマースといいまし

て通信販売などについても、沖縄に在庫を置くことに

よってそれを一晩で配送できると、そういったものの

事業も考えられます。そういったことをやると、まだ

どれだけのものかという確固たるものはちょっと言え
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ませんけれども、我々は数千から、場合によっては１

万人台までの雇用にまで広げていきたいなというふう

に希望といいますか、そういった構想を持っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 ここが大事なんですよ。やっぱり企

業を誘致するからには、その企業と密に議論をして、

どれぐらいのパイの雇用が見込めるんだと。雇用が見

込めることを考えれば、高校生あるいは大学を卒業す

る子たちも、こういうカリキュラムのもとで就職のあ

っせんができるような形になるんですよ。そこまでの

数字まで出していかないと、これから飛躍する事業だ

と思いますから、これはしっかりと認識を持って考え

ていただきたいなと思っています。 

 その先の発展型、集めた荷物を県内で包装して、こ

ん包し組み立てると。付加価値をつけて再発送するん

ですよ、これは。いわゆる流通加工拠点となれば飛躍

的に雇用は確実に生まれると思いますから、その辺も

しっかりと企業と連携してやっていただきたいなと思

っております。 

 新たな沖縄振興特別措置法、これは自民党が修正協

議でいろんな面で盛り込みましたけれども、国際物流

拠点産業集積地域に沖縄県が要望している５市（那覇

市、浦添市、宜野湾市、豊見城市、糸満市）の地域が

指定されることになったと思います。その辺を含めて、

これもまだ時間がかかると思いますけれども、私は豊

見城市でありますから、これは物流拠点として企業を

誘致するためにも、豊見城は市街化調整区域なんです

よね。これを市街化調整区域の緩和策まで入れてもら

わぬとなかなか企業が張りつけないという形になるん

ですけれども、その辺はどう考えていますか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 実は、当初我々、議員

から今お話がありましたように、宜野湾から糸満まで

５市を指定ということでお願いしていたわけですけれ

ども、実際、国との調整の中で、この５市の指定とい

うのはちょっとかないませんで、実は那覇空港周辺、

それから自由貿易地域、あと特自貿地域というような

形で、今、国際物流拠点地域としての指定が可能にな

るというような状況になっております。 

 また、今ヤマトのそういうお話もありますので、今

後、引き続き進出企業の立地条件なども含めて、やは

り地域を拡大するということが必要だというふうに

我々考えておりますので、国に対してそういう地域の

拡充を求めてまいりたいと。その拡充の際には、今議

員御指摘の点も含めて対応したいというふうに考えて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 この法案は逃げ道がたくさんあるん

ですよ。その中に、その３つの指定地域がありますよ

ね。それに隣接する地域の市道幹線道路を含める地域

も緩和策できるような体制になるんですよ。ですから、

豊見城市も確実に入ってくる。だから、企業誘致をし

ようと思ってもなかなかできない、網がかかっている

んですよ。これをいかに考えてもらうかが県の仕事だ

と私は思っております、何やかや豊見城がピーピーギ

ャーギャー言ってもできないんですから。県がしっか

りと腰を据えてやらないと雇用は生まれないんですか

ら、その辺はしっかりと考えていただきたいと思って

おります。 

 次に移ります。 

 その関連で先ほど質問をしましたけれども、財政規

律の議論も活発にしていきたいと思います。今回はさ

わりだけなんですけれども、少し気になるのが、県の

税収が12.7％と、地方交付税、国庫支出金の割合と比

較すると大変低い。三十何位と言っていましたよ。だ

から、そういったことを考えれば、観光業は我が県の

基幹産業でありますけれども、安定的に税収が図れる

製造業、流通加工業の拡大にしっかりと力を入れれば、

税収はおのずとアップすると僕は思っているんです 

よ。ここが今回一番大きな企業誘致のスタートですか

ら。観光業はちょっと分散した税収ですからなかなか

カウントできない。県のほうにお願いしてもなかなか

難しいデータしか出し切れないと思っています。だか

ら、そういう製造業と流通加工業をしっかりと拠点地

域に入れて、このハブ化を活用したものをやればしっ

かりとできると思います。選挙戦で私が感じたのは、

若者の皆さんは低所得でありますけれども、雇用もど

んどん生んできてもらいたいという中で、この事業と

いうのは県民にとっては非常に大きな事業になってく

ると思いますから、それもしっかりと感じ取っていた

だいて、しっかりとやっていただきたいなと思ってお

ります。よろしくお願いします。 

 次であります。離島振興でありますけれども、離島

学生会館、離島の生徒の進学を支援する寄宿舎と交流

機能ですけれども、私は、これは県議会の中でも前回

もやりました。今回、調査費が1290万円ということで

ありますけれども、この複合型施設は一括交付金でや

ると言っていました。一括交付金ができたときの本予

算に何でこの施設の予算を計上できなかったんです 

か。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 
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○教育長（大城 浩君） 今回のセンターにつきまし

ては、実は当初、国といたしましては、寄宿舎のみの

対応を考えていたみたいです。ただし、私たちは、離

島振興は大きな柱でございますので、離島住民のさま

ざまなニーズにこたえるためにはどうしても複合施設

の機能がいいだろうと、そういったことがありまして

いろんな意見交換をしていく中で、そういった経過に

なった状況でございます。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 ですから、今教育長が言っている話

は理解できますよ。だから、何で一括交付金が決定し

たときの本予算に組み込めなかったのかと言っている

んですよ。1300万円近く補正予算を組んでいますけれ

ども、やると決めたら、そのまま本予算で組めたんじ

ゃないですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 複合施設としてさまざまな

機能についてこれから調査をしていく中で、ことしい

っぱいで基本設計、そして来年度から着工を目指すと

そういう状況でございますので、まだ本予算への計上

等につきましては、若干関係部局との調整もあったも

のですから、なかなか厳しい面がございました。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 私は、この１年本当に注意深く見て

いました。当初予算に計上されていないので、各方面

にいろんな面で、知事からも強い指示があって重い腰

を上げたとか僕は思いませんよ。ですから、僕が言い

たいのは、この「15歳の春」というタイムスの連載記

事がありました。教育長も読んでいると思いますけれ

ども、これを見れば、本当に離島の厳しさ、離島の学

生が本当に負担率も高い中で、学校に行くにも金がか

かるし、住宅を借りるのにも金がかかる。こういうと

きにいち早くやるのが行政の仕事だと私は思っている

んですよ。実際、教育長、これを読んだことがありま

すか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 私も大変関心がありまして、

読ませてもらっております。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 知事、これは離島の子供たちが兄弟

でバイトをしながら、アパートを借りてやっている。

これはぜひとも知事にも読んでいただきたいと思って

います。私が言いたいことは、25年で着工する予定と

言っておりますけれども、もう７月であります。場所、

規模、予算もろもろ含めて、どこまでスケジュールを

組んでいますか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 今、実は教育庁内にも特別

チームを発足いたしまして、もう離島関係の町村にも

派遣をしながら、どういったニーズがあるのか今調査

をしております。そういう中で、ことしいっぱいでい

わゆる具体的な調査をして、そして基本設計までいっ

て来年度から着工したいとそういった状況でございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 僕は今、各市町村の首長も離島の子

供たちも、25年には着工する、26年にはいろんな面で

完成できるだろうという思いが非常に膨らんでいると

思っています。僕は、簡単にそういう発言はしてほし

くないんですよ。やるんだったら徹底的にやってくだ

さい。今プロジェクトチームをつくっているんであれ

ば、本当に場所も規模も予算もしっかりとやって、25

年でしっかりと着手できるということを今約束できま

すか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 知事からもかなり強いおし

かりを受けながら対応させてもらっていますので、ぜ

ひ先ほど言いましたようなスケジュールを持ちなが 

ら、また危機意識を持ちながら、離島振興は大きな柱

でございますので、一生懸命取り組んでまいりたいと

考えております。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 じゃ、私が提案的な面を出させてい

ただきますけれども、この二、三年は離島の住民には

申しわけないけれども我慢してくださいというのは、

これでは政治と行政の不作為だと私は思っておりま 

す。ですから、生徒を持つ親御さんの負担を軽減する

ために、私は、この二、三年は暫定措置として一括交

付金のソフト交付金でアパートを借り上げる。アパー

トを借り上げて、一部借り上げる場合も寮母さんを置

く。そして、そういった形でも完成するまで対応でき

るような仕組みがいいんじゃないかなと思いますけれ

ども、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） ただいまの暫定的な対応と

いいますか、そういったことまで実は私どものほうで

議論いたしました。民間のアパートの借り上げをした

場合の試算なんですけれども、実は約２億6000万円か

かるわけです。したがいまして、やはりそういったこ

とを考えた場合にはかなり厳しいだろうと、そういっ

たことでございます。 
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○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 これはぜひとも詰めて、本当に離島

を抱えている首長も含めて、子供たちも今大変だと思

っていますから、その辺をしっかりと酌み取っていた

だいて議論をして、早急におっしゃっているスケジュ

ールのもとで進めていただきたいなと思っておりま 

す。 

 次、離島高校生の修学支援事業でありますけれども、

これは国が２分の１、そして町村が２分の１の補助を

していた事業だと思いますけれども、これに県も参入

すると。県のほうから、具体的な県と町村で４分の１

ずつ補助していくと。であれば、９月の補正予算にで

も計上していただいて、しっかりと離島の子供たちを

支援できるような体制にするべきだと思いますけれど

も、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 実は今回の事業は、文科省

の新規事業でございました。私ども実施主体が今回は

高校未設置の離島の高校生が対象でございますので、

文科省は約１億7700万円を予算計上しております。そ

して、全国の高校未設置の離島の高校生約2400名と積

算しているんですね。私ども沖縄県では、先ほど申し

ましたような人数なんですよ、16市町村で今12市町村

が予算計上していると。ですから、対象市町村に対し

まして、どういった支援ができるのか、今まさに研究

している段階でございます。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 ぜひともよろしくお願いしたいと思

っています。 

 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時57分休憩 

   午前10時58分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 島袋 大君。 

○島袋  大君 続いて、サッカースタジアムの件で

ありますけれども、知事、Ｊリーグ規格スタジアム整

備基礎調査ができ上がりました。（資料を掲示） こ

れを県は莫大な金を使ってつくったんですよ。今、パ

ンフレットに概要で手短くやっていると思いますけれ

ども、これは複合型施設をつくっていこうと言ってい

ます。この複合型をつくるためには、いろんな面で維

持管理費の問題が出てきますから、維持管理費の詳細

も全部入っています、この資料に。こういう施設をつ

くったら維持管理はこれぐらいかかる、シミュレーシ

ョンも全部数字で金額も入っているんですよ。そうい

ったもろもろで、今回、もう沖縄にしっかりとしたス

タジアムをつくるべきだと私は思っております。 

 議長、休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時59分休憩 

   午前10時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○島袋  大君 僕が言っているのは、複合型施設。

（資料を掲示） この施設の中にホテル、病院、老健

施設、アミューズメントもろもろぶち込んでやりまし

ょうと言っているんです。ただの箱物じゃない。箱物

というのは維持管理費に莫大な金額がかかりますか 

ら、それを圧縮するために、その収益を求めてやろう

と思っています。そういうことを見て、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時59分休憩 

   午前10時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 大議員のお

っしゃることは、本当にそのとおりだと思います。要

は、サッカー専用のものであったとしても、やっぱり

スポーツだけではなかなか維持管理運営費が厳しいと

いう状況は、これはもうヨーロッパ全部、世界のサッ

カー場もそういう流れになっております。ですから、

おっしゃるとおりスポーツはもちろん、観光の活用、

それからメガトン級のエンターテインメントなどもで

きる文化の活用、何よりも沖縄の新しいランドマーク

的な存在感のあるハードである、そういうステータス

のあるおきなわブランドという意味からいくと、そう

いった方向性の複合型・多機能型がやはりいいのでは

ないかというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 ですから、これをするためには、バ

レー、バスケット、サッカー、ハンドボール、コンサ

ート、国際会議、企業のいろんな面で商談にも使える

ような形になっています。こういう商談する場所もあ

ります。ですから、私が言いたいことは、プロジェク

トチームをつくっていただきたいんですよ。その中で

ＭＩＣＥの所管である観光振興課、企業立地・産業振

興として商工労働部、そして土木建築部、そういった

方々を一つのセットにしたプロジェクトチームをつく

って、そうしないとみんな今ここの意見を聞いて、こ

この意見を聞いて、またがっているんですよ。これを

一つの部をつくって、それに集中して特化してやって

いくと。今、物流のハブもできますから、その商談を
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そこでできるとか。私は、場所は豊見城の豊崎地域し

かないと言っていますから、その辺、知事、まとめて

部署をプロジェクトチームとしてつくるべきだと思い

ますけれども、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） そういうチームは大至急つ

くりましょうね。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 ぜひともよろしくお願いしたいと思

っております。これはもう金のなる木の集め方だと思

いますから、しっかりとまたよろしくお願いしたいな

と思っています。 

 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時１分休憩 

   午前11時１分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○島袋  大君 次、農水産業であります。(2)番の農

水産物から加工もろもろ含めてでありますけれども、

知事、これは各漁連です。（資料を掲示） 今、沖縄

県の漁連で魚が全部揚がってくる。揚がってくるんで

すけれども、買う方々は、県外業者も一つの漁連に

一々電話するんですよ、連絡を。私が言いたいのは、

県の漁連のほうにＩＴでオンライン化で一つにして、

今どの漁港にどういった魚が揚がっているのか、どう

いう形で販路拡大でハブ空港を使って、クール宅急便

もろもろ使ってどんどんどんどん販路拡大していく。

そういう視点が今漁業にはないんですよ。だから、若

者の方々も大変だということで仕事が難しいんです 

よ。ですから、これは県のほうとしてオンライン化を

しっかりとやって、そういうサーバーのもとでオンラ

イン化すれば、一分一秒でもうどの漁港にどういった

ものがある、それを販路拡大していこうというのが所

得論。漁獲高も上がりますし所得も上がりますから、

県内の景気も上がってきます。私はそうだと思います

けれども、これは国際物流も含めて、労働雇用も生ま

れますけれども、商工労働部長、どう思いますか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） きょうは大変すばら

しい御提案をいただいているわけですが、おっしゃる

とおり、ＩＴを活用してこういう農産物あるいは水産

物の販路拡大はとても重要だと思っております。商工

労働部としては農林水産部とも連携して、今後、クラ

ウドデータセンター、クラウドサービスも活用して現

場と市場を結ぶシステム、これはとても重要なことだ

と考えております。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 議長、休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時３分休憩 

   午前11時４分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○島袋  大君 僕が今言っている質問は、全部金が

集まる仕組みの質問をしておりますから、これは早急

にできるものは早急にやってほしいと思っています。

よろしくお願いします。 

 次に、金が出ていく話をします。次、保育行政であ

ります。 

 保育士は１万6000名が登録されていますけれども、

実際は今働いている方々は7100名しかいない。これは

登録に問題があるんじゃないかなとまず思います。１

万6000名も70代、80代の――言葉は悪いですけれども

――そういった先輩方を登録したままでそのままなの

か。これは更新制にするべきだと思います。これは県

としては持ち帰って検討するべきだと思いますけれど

も、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 更新制については先

ほども答弁いたしましたけれども、保育関係団体など

とも意見交換をしながら検討していきたいというふう

に考えています。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 今、安心こども基金は幾ら残ってい

ますか。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時４分休憩 

   午前11時５分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 現在16市町村から要

望のある29施設に関しては、その事業計画もヒアリン

グを行っていまして、現時点でヒアリングの結果で８

億4000万円ほど予算残高が見込まれています。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 ですから、今年度市町村から申請さ

れた改修工事の中で、予算が余っているから再度申し

込みしてくださいと呼んだかもしれない。その中で、

今、足りなくなっているから振り分けという話を私は

市町村からも聞いているんですけれども、現状はどう

なっていますか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 
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○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほど申し上げまし

たけれども、現時点で８億4000万円残っておりますの

で、再度そういった市町村と調整をしていきたいとい

うふうに考えています。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 余っているんですよね。ですから、

ぜひとも市町村から申請が上がっている保育園は全部

酌み取っていただいて、みんな改修工事をさせる。待

機児童は、改修工事をして定員をふやすような形で今

既存の保育園はやろうとしているんですから、ぜひと

もみんなカウントを拾い上げて、待機児童を解消する

ための対策室だと私は思っています。先ほど部長も言

ったように。その対策室にしっかりと機能していただ

いて、市町村の声を酌み取って、いかに待機児童を解

消するためには――毎回言いますけれども――人なの

か、物なのか、金なのかそういったものを考えてしっ

かりとやっていただきたいと思いますから、最後にひ

とつどうぞ。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 市町村と連携をとっ

てしっかり進めていきたいと思います。 

○島袋  大君 ありがとうございます。 

○議長（喜納昌春君） 末松文信君。 

   〔末松文信君登壇〕 

○末松 文信君 皆さん、おはようございます。 

 名護市から参りました末松文信でございます。 

 仲井眞弘多知事を初め役職員の皆さん、県勢発展の

ために日夜御尽力いただいていることに対しまして、

衷心より敬意を表するものであります。私も知事を支

える立場から、時には提言も申し上げながら県勢発展

のため職責を果たしていきたいと考えておりますの 

で、どうぞよろしくお願いを申し上げます。また、喜

納昌春議長を初め議員諸兄におかれましては、私末松

文信に叱咤激励を賜りますよう心よりお願いを申し上

げます。 

 本日は、私ども名護市議会議員「礎の会」のメンバ

ーを初め、私末松文信後援会会長ほか、女性部の皆さ

んが私の初議会ということで、そしてまた初一般質問

ということで応援に駆けつけております。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 そこで議長のお許しがありますので、自由民主党、

末松文信、一般質問を行います。 

 初めに、今議会冒頭、仲井眞知事は議案説明の中で

「今年は、沖縄が日本に復帰して40周年の大きな節目

の年であり、また、新たな沖縄振興のための２つの法

律が成立し、より自由度の高い交付金制度が創設され

るなど、県民主導で「新生沖縄の創造」に向けスター

トする重要な年であります。」と発言しております。

また、「県民が望む将来像の実現に向け、５月に策定

した「沖縄21世紀ビジョン基本計画」の施策を着実に

展開し、沖縄県固有の課題を解決する」旨、県政運営

についての力強い決意を表明されました。知事の決意

を拝聴いたしまして、私もこの節目の年に県議会議員

として知事と一緒に働かせていただくことはまことに

光栄であり、身の引き締まる思いであります。 

 知事が掲げる「日本と世界のかけ橋となる沖縄型自

立経済の構築」も、那覇空港の滑走路の増設に伴いハ

ブ化される空港、そしてまた東南アジアにおける県物

産の輸出増など、その道が開けてきたのではないかと

いうふうに期待を寄せているところでございます。 

 加えて、知事はこれらを実現するため沖縄振興予算

を約3000億円、そのうち自由度の高い一括交付金を

1570億円確保され、新たな沖縄振興をスタートされた

ことはとりも直さず知事の政治・行政手腕のたまもの

であり高く評価するものであります。 

 私は、この選挙を通じて雇用の場の創出、そして定

住の促進、また経済の発展と３つのことを訴えてまい

りました。 

 まず、雇用につきましては今回多くの議員の皆さん

から提案がありましたけれども、県といたしましても

努力をされているように、県民生活を支える上から大

変重要な施策であり、不断の努力が必要であると考え

ております。県におかれましても、引き続き取り組み

を強化していただきますようお願いする次第でありま

す。 

 次に、定住の促進でありますが、県土の均衡ある発

展を図る観点から名護市を中心とする北部ヤンバル地

域における定住を促進することが重要と考えておりま

す。そのためには、産業経済基盤の整備はもとより、

医療、福祉、そして教育など生活環境の充実が求めら

れております。これらを実現することが北部の人口を

ふやし、経済のパイを広げ、その相互作用により経済

がスパイラル的に発展していくものと確信しておりま

す。 

 知事におかれましては、北部ヤンバルにおける定住

条件を整備するために、一括交付金を最大限措置して

いただきますよう特段の御配慮をお願いいたします。 

 それでは、通告に従い順次質問を行います。 

 まず１番目の産業の振興についてであります。 

 (1)の金融業務特別地区及び情報通信産業特別地区に

ついてでありますが、沖縄県は我が国唯一の金融業務

特別地区を平成14年度に創設し、名護市域を特区に指
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定されております。さらに、情報通信産業特別地区を

指定され、沖縄県におけるＩＴＣを駆使した金融、情

報通信産業の集積を図ってまいりました。特区の指定

を受けるまでの経緯を少し振り返りますと、内閣府を

初めとする各省庁、沖縄県、そして関連企業の皆さん

の御努力のたまものであると思います。この場をおか

りして厚く御礼を申し上げます。 

 さて、指定から10年が経過し企業誘致や人材育成、

そして雇用など経済への波及効果もはかり知れないも

のがあると思いますが、他方、克服しなければならな

い課題も多いようであります。 

 そこで質問のア、特区制度の現状と課題について現

状をどう評価し、課題を今後どのように解決されるの

かお伺いいたします。 

 イ、地域別の企業誘致及び雇用の実績とその経済効

果をどう評価しているのかお伺いします。 

 ウ、名護市の特区重点整備地区に位置づけされてお

ります名護市豊原地域の活性化計画であります。その

活性化計画を推進するに当たって、現在当該地域に立

地している養鶏場の移転が大きな課題となっておりま

したが、知事の御配慮により、去る５月の第２回議会

（臨時会）において設計調査費を措置していただきま

したことに対し、まことにありがたく感謝を申し上げ

る次第であります。この活性化計画は、地域の生活環

境を改善することはもとより企業誘致を促進する観点

からも大変重要な計画であり、入居企業を初め当該地

域から切望されている事案であります。つきまして、

この活性化計画を実現するためには引き続き御支援を

いただきたいと思いますけれども、県としてどのよう

な支援策を考えておられるのかお伺いします。 

 次に、(2)の本島北部地域の観光振興についてであ

りますが、我がヤンバルはその昔、「ヤンバルヌ旅ヤ 

幾旅ンサシガ 見ル形ヤネラン 海トゥ山トゥ」と歌

われ、負のイメージが定着していたようであります。

ところが今、御案内のようにその豊かな自然は県民を

初め訪れる人々の心をいやし、生活に潤いを与え、県

民のふるさととして親しまれている状況であります。

また、水源涵養林としての機能もすぐれ、沖縄本島の

水がめとして県民生活を潤しているところでございま

す。 

 「見ル形ヤネラン 海トゥ山トゥ」と歌われた時代

とはその価値も変わり、今のヤンバルを歌にすると次

のようになるのかなと思っております。「海山ヌ恵ミ 

ウマンチュヌ宝 ククルヤシヤシトゥ カユテミブシ

ャ」 

 いかがでしょうか。このことについては、玉城満先

生に指導を受けておけばよかったなと思っていますが、

ありがとうございます。 

 沖縄における観光産業を一躍売り出した一大イベン

トがありました。これは昭和50年（1975年）、本部町

で開催されました沖縄国際海洋博覧会であります。そ

して平成４年（1992年）に首里城公園が開園されまし

た。さらに平成12年（2000年）に名護市を中心に開催

されましたＧ８九州・沖縄サミットがありました。海

洋博覧会は、「海―その望ましい未来」をテーマに復

帰記念事業として開催され、今では美ら海水族館に代

表されるように、沖縄観光には欠かすことのできない

観光のメッカとなっております。また、サミットも沖

縄を国際的に売り出す絶好のチャンスでありました。

今ではさまざまな国際会議が開催されるなど国際観光

コンベンションの一大拠点となっております。 

 このような経過から、知事がおっしゃる1000万人観

光を目指す上からも本島北部地域が沖縄の観光振興に

果たす役割は大きいものと考えております。 

 そこでア、観光振興計画における北部地域の位置づ

けと、その役割がどのようになっているのかお伺いい

たします。 

 イ、北部地域の観光振興を図る上で、その推進体制

をどのように考えているのかお伺いします。 

 ウ、去る４月25日にヤンバル地域を網羅した「おき

なわ北部観光推進協議会（やんばる会）」が発足した

ようでありますが、同協議会との連携や支援をどのよ

うに考えているのかあわせてお伺いをいたします。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 末松文信議員の御質問に答

弁をさせていただきます。 

 まず第１に、産業の振興の中で、金融及び情報特区

の地域別の企業数及び雇用者数等々に係る御質問にお

答えをいたします。 

 まず、金融業務特別地区として指定をされている名

護市に進出しました金融企業の数は、平成24年１月現

在で10社でございます。また、480名の雇用を創出い

たしております。情報通信産業特別地区として指定さ

れております名護市と宜野座村に進出いたしました情

報通信関連企業は28社あり、約1200名の雇用を創出い

たしております。また、同じく情報通信産業特別地区

として指定されている那覇市及び浦添市につきまして

は、157社が進出をし、約１万2000名の雇用を創出い

たしております。 

 地域別の経済効果につきましては算出をいたしてお
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りませんが、これらの情報通信産業特別地区に進出い

たしております企業の生産額で見てみますと、推計で

約1000億円であります。県内進出企業237社全体の推

計生産額約1500億円の７割を占めていると推定されて

おります。 

 次に、同じく産業振興の中で、観光振興計画におけ

る北部地域の位置づけについてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。 

 まず、北部地域はすぐれた自然環境を有しており、

エコツーリズムと多様な体験型観光が展開されており

ます。また、数多くのリゾートホテルや美ら海水族館

などの観光施設が集積するとともに、マンゴーやパイ

ナップル、モズクなど特色ある農林水産物も豊富にあ

ります。沖縄観光を牽引するリゾート地として位置づ

けられております。今後は、万国津梁館に加え、大学

院大学を活用した学術会議などの新たなＭＩＣＥ拠点

の形成を図ってまいりたいと考えているところでござ

います。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 産業の振興について

の御質問の中の、金融及び情報特区制度の現状と課題

についてお答えいたします。 

 現在、金融業務特別地区及び情報通信産業特別地区

内においては、一定の企業立地が進展しているものの、

特定事業の認定――これは法人税の所得控除の対象と

なる事業認定ですが――これを受けている企業はあり

ません。 

 さきの沖縄振興特別措置法の改正において、法人税

所得控除の拡充と事業認定要件が一部緩和されたとこ

ろであり、県としましては新たな制度の活用を図ると

ともに、名護市等と連携しながら、引き続き人材育成

やＰＲ活動等を推進し、企業誘致に努めてまいりたい

と考えております。今後の課題としましては、国内外

の投資家の資金が名護市の金融特区に集まるような投

資環境をさらに整備していくことが必要と考えてお 

り、また、情報特区につきましては、これら金融業と

連携した取り組みが必要と考えております。 

 次に、名護市の特区重点整備地区（豊原地域）活性

化計画の推進に対する支援策についてお答えいたしま

す。 

 名護市においては、平成19年３月に金融・情報通信

国際都市構想を策定し、豊原地区に企業集積を促進す

るために各種事業を推進しているところであり、県と

しましても名護市と連携し関連事業を展開していると

ころでございます。 

 具体的には、金融特区内に進出している金融業やＩ

Ｔ企業等の人材育成支援、学生や求職者に対する金融

業界への就職支援を行っているほか、県外における特

区制度のＰＲなどの企業誘致活動を展開しておりま 

す。また、本年度、金融特区内に沖縄Ｊ－Ｎｏｍａｄ

を設立し、ＩＴやバイオ等のベンチャー企業の上場を

支援していくこととしております。さらに今後、国内

外の投資家の資金が名護市の金融特区に集まる環境が

整うよう、新たな制度や事業の創設を検討していきた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 産業の振興

についての中の、北部地域の観光振興の推進体制及び

沖縄北部観光推進協議会との連携などについての質問

にお答えいたします。１の(2)のイと１の(2)のウは関連

いたしますので一括してお答えさせていただきます。 

 北部地域の観光の振興につきましては、県・市町村

を初め観光協会、観光関連事業者等の連携により、そ

れぞれの役割に応じて官民一体となった取り組みを行

うことが当然ながら必要であると考えております。本

年４月26日には、北部地域の民間団体が主体となる

「おきなわ北部観光推進協議会」いわゆるやんばる会

が発足したところであり、今後の北部地域の観光振興

に向けた連携強化が期待されております。県では、エ

コツーリズムや着地型観光の促進、ＭＩＣＥや修学旅

行の誘致など、市町村や観光協会などと連携しながら

北部地域の観光振興に取り組んでいるところであり、

これからも北部市町村、観光協会及び「おきなわ北部

観光推進協議会」など関係機関と北部地域の観光振興

の課題と今後の方向性について議論するための場を設

置するなど、今後さらなる県と北部地域の連携強化に

努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 末松文信君。 

○末松 文信君 御答弁大変ありがとうございまし 

た。 

 再質問でありますけれども、まず初めに金融特区に

ついてであります。このプロジェクトにつきましては、

今は亡き岸本建男名護市長が命がけで取り組んだプロ

ジェクトでありました。当時、政府、特に財務省が真

っ向から反対し内閣府もお手上げ状態でありました。

そのときに岸本建男市長は意を決したように、あらゆ
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る人脈そして手段を活用し、最終的には山中貞則先生

が腐心され、御決断によるところが大きかったと思っ

ております。御案内のように、特区制度の内容は決し

て満足いくものではありませんでした。しかしながら、

金融特区の制度創設にこぎつけたことは大変大きかっ

たのではないかとこのように思っております。そこで

私たちは、この遺志を引き継ぎ、所期の目的を達成し

なければならないと考えているところでございます。 

 御答弁にもありましたけれども、特区制度を拡充す

るとともに、それから企業等を誘致するためのインフ

ラ整備であったりあるいは人材育成、これが重要な課

題となっております。その課題解決に向けて、今後県

の支援がどうしても必要になってまいります。 

 そういう中で、改めてお伺いしますけれども、県の

ほうで新しい施策などがありましたら御教示願いたい

とこう思っております。また、東日本大震災の経験か

らいたしましても、各省庁を初めとする各自治体や企

業等のバックアップシステム、バックアップの機能を

この金融特区、あるいはその情報特区の中に誘導でき

ないものかというふうに考えているところで、今そう

いった各省庁の動きであったり企業の動きがどのよう

になっているのか、そういう情報がありましたらまた

教えていただきたいというふうに思います。 

 そういうことで金融特区についての再質問をいたし

ます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） 今、末松議員のおっ

しゃっている名護の金融特区ができた背景、こういう

のは私自身もよく承知しております。そういう意味で

は、名護市とやはり今後も連携して取り組んでいかな

ければならないということは当然十分承知しているわ

けですが、今後は一つの考え方として次年度に向けて

アジア金融情報センター構想のようなそういうものも

含めてちょっと取り組んでいきたいなということで、

今、商工労働部内で議論をしておりまして、アジアの

香港とか例えばシンガポールとか、そういうところの

安定した証券取引所のようなそういうものも含めて構

想を練っていかないと、なかなか今の現状では前に進

まないのかなと思っておりまして、単に税の問題とか

そういう問題だけじゃなくてやはりここに金が集まる

ような仕組み、こういうものをつくっていく必要があ

るということで、今次年度に向けていろいろと議論を

始めているところです。 

○議長（喜納昌春君） 末松文信君。 

○末松 文信君 どうもありがとうございます。 

 やっぱり名実ともにアジアの金融センターとしての

位置づけがあるわけでありますから、そういった方向

でぜひ御支援いただきたいというふうに思います。 

 次に、サミットについてでありますけれども、これ

は観光の関係で、名護市でそのサミットが開催された

背景ですけれども、これは後に野中広務官房長官（当

時）から伺ったことでありますけれども、これは今は

亡き小渕恵三総理大臣の特段の配慮で一夜のうちにそ

の方向づけをしたと、こういうお話を伺ったことがあ

ります。そういうことで、あの当時九州あるいはその

他関西あたりも相当手を挙げていたのですけれども、

これを沖縄県名護市のあの部瀬名を中心とした会場を

設定したと。この当時の総理の思いを考えたときに、

総理はいろいろその後お話もありましたけれども、名

護とゆかりのある話がありました。そういう中にあっ

ても本当にすごいことをやっていただいたなという感

謝の念でいっぱいであります。 

 それから、こういった沖縄に対するいろんな思いを

持っている方々がおります。例えば美ら島沖縄大使の

皆さんを初めとして沖縄に思いを寄せる多くの方々が

おりますけれども、そういった方々が一生懸命やって

いる中で、今我が沖縄観光コンベンションビューロー

の会長の発言について内紛が起きていることは私は大

変残念に思っております。そういったことで風評被害

にならなければいいなというふうに思っておりますけ

れども、一日も早く正常化に戻していただきたい、そ

ういうふうにお願いをさせていただきます。 

 最後に、そういったことでこれまでいろんな人の思

いがありますけれども、こういった思いを知事として

どういうふうに受けとめておられるのか御所見を伺い

たいとこう思っております。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時39分休憩 

   午前11時40分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） まさに議員おっしゃったよ

うに、ある時期に本当に大勢の沖縄県外の方々が沖縄

に情熱を持って手を差し伸べていただいた。そしてま

たいろいろな仕組みも、美ら島沖縄大使ほか逆に沖縄

側からもそして当時の名護市の熱気を背景にいろいろ

な形で前へ進んでおりました。そういう中で時代が変

化してきたんですが、これからの10年に向かって２つ

の法律をつくり、一括交付金をつくり、新しい振興計

画が今できつつあります。そういう中で、また新たな

発展に向かって沖縄はしっかりやっていこう、そうい

う中できちっと北部振興・北部地域の発展についても
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私たちは書き込んでいるつもりです。無論これからも

いろいろな形で御提案をいただければ、振興計画はど

んどんどんどん追加する予定になっておりますので、

そしてまた足りない部分は今おっしゃったように、い

ろいろな方たちのお力添えもどうしても要りますの 

で、ぜひ御提案をいただいていい振興計画を毎年リバ

ースしながらでもやっていければと思っております。

ひとつこれを機会にまたいろいろ御提案をいただけれ

ばと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○末松 文信君 どうもありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 前島明男君。 

   〔前島明男君登壇〕 

○前島 明男君 皆さん、こんにちは。 

 会派の名称が若干変わりました。公明党・県民会議

無所属の前島でございます。 

 質問に入ります前に、若干所見を述べさせていただ

きます。 

 ７月８日のマスコミ報道によりますと、米軍普天間

飛行場に配備予定の垂直離着陸輸送機ＭＶ22オスプレ

イの2006年11月から2011年12月のクラスＡからＣの事

故が計30件に上ることが米海兵隊のまとめでわかった

とあります。事故が多発している実態が改めて明らか

になり、沖縄への配備中止を求める声は一層高まり、

いよいよ８月５日に決まった県民大会では頂点に達 

し、県民の怒りが爆発するものと確信するものであり

ます。 

 そこで、県民の生命と財産を守る沖縄県の最高責任

者であられる知事は、当然県民大会に先頭を切って参

加すべきと考えますが、いかがでしょうか。 

 それでは質問に入ります。 

 大きな１番、知事の政治姿勢についてであります。 

 (1)、嘉手納以南の米軍基地早期返還とオスプレイ配

備反対等を訴えるため、年内の早い時期に訪来すべき

と考えるが、いかがでしょうか。 

 このことにつきましては、知事は何度か訪米されて

おりますが、これでも米国政府は沖縄を踏みにじるつ

もりかと波状攻撃的に訪米を重ね、訴えるべきだと考

えますが、いかがでしょうか。日本政府に幾ら訴えて

もらちが明かないからであります。 

 (2)番、今国会で消費増税案が衆議院を通過したこと

を知事はどう評価されますか。 

 「社会保障と税の一体改革」関連法案が修正協議の

末、衆議院は通過したものの、民主党内部でも小沢一

郎元代表一派が多数反対するなど、参議院での通過は

危ぶまれており、増税はそう簡単にはいかないと思い

ますが、どうでしょうか。 

 (3)、中国との文化経済交流40年を振り返って、どの

ように評価されますか。中国との国交回復以来、民間

同士の交流が盛んになってきたと思われますが、いか

がでしょうか。 

 (4)、今後、あらゆる面で中国、東南アジアへ大いに

目を向けるべきだと考えますが、どう思われますか。 

 沖縄が本土復帰して40年この方、ほとんど北へ目を

向けてきましたが、中国やアジアの発展ぶりを見ます

と、物流のみならず、就職の面でも人材教育をしっか

りとして送り出すことを考える時期に来ていると思う

わけですが、いかがでしょうか。 

 (5)、若者に夢と希望を与えるための企業誘致活動は

どうなっていますか。トップセールスとしてでありま

す。 

 現在、我が県の若者の失業率を見た場合、全国平均

に比べてはるかに高く、何としても働く場所を確保し

てあげねばなりません。そのためには、中小企業の支

援を拡大し、足腰を強くすることはもちろんのこと、

国内外から企業を誘致するほかないと考えます。実現

するためには、トップセールスとしての県知事の行動

以外にないと考えるからであります。 

 大きな２番、子供の支援についてであります。 

 (1)、認可外保育園への給食を認可園並みにするため

の方策を伺います。 

 本県の保育園児を取り巻く環境は、他府県の状況と

は全く異なる状況にあると認識しております。私は、

この状況をつくり出したのは、沖縄が過去において27

年間も日本政府から切り離され、米国の施政権下に置

かれたことによるものだと考えております。日本政府

は、沖縄が本土復帰後、ハード面にばかり力を入れ、

ソフト面、特に人材育成（幼児教育）はおろそかにし

てきたことは否めません。そうであれば、当然日本政

府によって解決すべきじゃないかということで伺うも

のであります。 

 (2)、児童生徒の学校給食費を無償にする対策は何か

伺います。 

 このことにつきましては、以前の一般質問の中でも

取り上げましたが、給食費を払えない児童生徒がいる

ことが明らかになっております。その子供たちは、給

食時間になると教室にいづらくなってどこかに雲隠れ

するようであります。空腹のまま授業を受けている状

況を考えますと、何ともかわいそうでなりません。せ

めて義務教育の間は給食費は無償にすべきだと考えま

すが、いかがでしょうか。 

 (3)、放課後児童クラブの保育料を低減化するため 
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に、もっと支援を拡充すべきだと考えるがどうか伺い

ます。 

 (4)、児童虐待の現状と課題はどうなっているか。 

 子供の虐待による暴行事件がなくならない今日、潜

在被害児はかなりいるものと思われます。そこで、早

期発見する対策は何かを伺うものであります。 

 大きな３番、高齢者対策について伺います。 

 昭和20年８月15日の敗戦で全県的に焦土と化した状

況の中から、今日のすばらしい発展ぶりは、だれもが

想像し得なかったでありましょう。しかし、現在の発

展ぶりは目をみはるものがあります。それをなし得た

のは言うまでもなく、現在の八十二、三歳以上の方々

が手にまめをし、汗を流して必死に頑張っていただい

たおかげであります。そのことを考えますと、今大事

にしないと後がないと考え、次のことを伺います。 

 (1)、県内のシルバー人材センター設置率は36.6％、

全国平均の80.1％に比べてなぜ低いのか。今後の対策

は何か。 

 高齢者の生きがいの一つが、自分の熟練した技術を

生かして働ける喜びであると思います。働く意欲のあ

る多くの高齢者が働く場所をもっと積極的につくり出

すべきと考えますが、いかがでしょうか。 

 (2)、お年寄りに優しいバリアフリー道路の計画策定

が進まないのはなぜか。 

 (3)、高齢者訪問支援活動推進事業の現状と課題はど

うなっていますか。 

 (4)、地域で支え合う体制づくりの現状と課題は何 

か。 

 (5)、高齢者の生活支援、家族介護支援体制の現状と

課題は何か。 

 (6)、高齢者の虐待防止対策と現状はどうなっている

か伺います。 

 高齢者虐待の防止、高齢者の擁護者に対する支援に

関する法律――いわゆる高齢者虐待防止法であります

――では、市町村は、高齢者虐待の防止や高齢者虐待

を受けた高齢者の保護、擁護者に対する支援を実施す

るため、関係機関、関係団体等との連携・協力体制を

整備しなければならないと言っているが、現状はどう

なっているか伺います。 

 さて、私の今回の一般質問の最大の目的が、人の命

にかかわる防災対策であります。防災対策について伺

います。 

 政府の「地震予知連絡会」の報告では、最近の研究

調査から南海トラフだけでなく、同じくフィリピン海

プレートが沈み込む琉球海溝に沿った南西諸島を含め

て、マグニチュード９の超巨大地震の発生の可能性が

指摘されております。さらに、琉球大学の中村准教授

は、沖縄本島近海の琉球海溝にある固着域を発見し、

弾けた場合、マグニチュード8.5の巨大地震が発生す

る可能性が高いと発表されております。いずれもいつ

起きてもおかしくない状況にあるとの警告がされてお

り、行政や県民に大規模災害が発生するおそれのある

ことを前提に防災対策を講ずるべきであると考えま 

す。 

 そのようなことから、６月末までに交付決定された

ソフト交付金の中に、当然大規模災害対策事業費も含

まれているものと思うが、どうなっていますか伺いま

す。 

 (1)、防災情報の周知方法について。 

 災害発生時、防災情報を迅速に県民へ周知し避難さ

せることが大前提でありますが、ことし北朝鮮のミサ

イル発射騒動でＪアラートが正確に機能せず問題とな

りました。沖縄県では、県民の命を守る周知方法を一

つの方法だけで行っていくつもりなのか。それとも幾

つかの周知方法を考えているのか伺います。 

 現在、県内離島６町村において、整備実施されてい

る携帯通信を活用した防災情報周知システムがありま

す。東日本大震災の被災地では、大地震によってすぐ

に停電してしまい、テレビやラジオでの津波の発生情

報が得られず被災した方が半数にも及んでいます。行

政が周知する防災情報システムを複数種に整備し、ど

ちらが機能不全を起こしても他のシステムが機能する

という二重三重に安全策をしくのが危機管理の基本で

あると考えます。 

 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時52分休憩 

   午前10時52分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○前島 明男君 (2)、防災教育の重要性について伺

います。 

 東北地方で地震になれて敏感な岩手県と宮城県の住

民の中でも、さきの３・11において岩手の釜石市の防

災教育は、学校はもちろん町ぐるみで防災教育に取り

組み、「釜石の奇跡」と言われた生存率99.8％の小中

学校があります。片や、宮城県石巻市の大川小学校で

は80％の生徒が犠牲になってしまいました。このこと

からもわかるように、防災教育の重要性は学童からの

教育が必要であり、同時に地域との連携での避難訓練

が最も重要であると考えます。例えば、いざというと

きに速やかに避難できる体制づくりとか、あるいは地

域での定期的な総合防災訓練の実施、幼いときからの
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学校、家庭での避難訓練の実施、避難ルートと避難場

所の確認、自宅付近だけでなく移動地域の避難場所を

把握するなどであります。 

 (3)、避難行動のルートはつくられているか。 

 (4)、防災避難所としての環境整備の重要性について

伺います。 

 被災地の方々は異口同音にして、高台へ地震・津波

等の大規模災害を想定した災害避難所の整備の重要性

を語っておられるようであります。また、小中学校で

の避難所生活は子供たちの学校教育の再開を阻害する

ため、一時的には有効であるが、今回の津波被害では

長期化してしまったため、あらかじめ高台ですぐに避

難所となれる敷地を確保し、普段は公園などとして利

用するような工夫で整備を進めるべきではないかと考

えます。 

 さらに、避難する際に問題になるのが混雑でありま

す。道幅を広くとり、車、バイクでの避難者と徒歩、

自転車で避難する人々が事故を起こすことのないよう

にしなければなりません。例えば、那覇市や豊見城市

等の平地の広い地域、もしくは高台のない地域では避

難ビルの建設が必要と考えます。高台へ避難所の確保

（普段は公園として整備します）、那覇市などの５階建

て以上のビルでは、津波・地震防災救難用具を備える

ことなどであります。 

 人命や財産を奪ってしまう大災害は、いつやってく

るかもしれません。きょう、あすかもしれません。そ

ういうことを考えますと、これまでに述べましたこと

を一刻も早く対策すべきだと思うからであります。 

 大きな５番、一括交付金の活用について伺います。 

 (1)、太陽光発電の普及に使えないか。 

 原子力発電が設置されていない本県において、エコ

エネルギーに転換を図ろうとする今日、太陽光発電は

沖縄地域にとっては大いに推進すべきエコエネルギー

推進事業ではないかと考えます。 

 (2)、新エネ開発の調査費（海流発電、地熱発電、風

力発電等）に使えないか。 

 太陽光発電に次いで重要なエネルギー源になるので

はないかと考え、ぜひ調査を進めてほしいと思います

が、いかがでしょうか。 

 (3)、大地震・大津波対策に使えないか。 

 (4)、高校のない離島からの進学生に対する支援に使

えないか伺います。 

 大きな６番、その他であります。 

 (1)、税収アップのためにどのような対策を行ってい

るか。県税各種ごとに御説明ください。行政需要は旺

盛であります。財政は常に逼迫しているのが現状だと

思います。そういう中にあって、県税の滞納者がいる

ことは許せません。その対策を問うものであります。 

 (2)、各道路工事のスピードアップは図れないか。特

にパイプラインの浦添、宜野湾線。 

 (3)、平成23年度の交通死亡事故45件中16件がオート

バイで、約35.6％を占めていますが、極力減らす方法

はないか伺います。 

 過去５年間の統計を見ますと、16歳から19歳が最も

多いが、特に対策はないのか伺います。 

 (4)、将来、海外から大勢の観光客が大型クルーザー

を利用して来られることを考えれば、利便性を考慮し

て、若狭のバースから国際通りの安里まで路面電車Ｌ

ＲＴを導入してはどうかを伺うものであります。 

 国際通りの慢性的な渋滞を緩和するため、車乗り入

れを制限し、観光客や買い物客が安全で安心、便利な

交通手段として活用でき、国際通りや周辺の活性化に

つながると思うからであります。 

 (5)、美ら島沖縄大使をもっとふやして大いに活用す

べきだと考えますが、いかがでしょうか。 

 他府県では、150から200人以上を任命して行政との

意見交換会や交流会などを持って、行政改革や観光振

興、産業振興に大いに貢献しているようですが、我が

県の状況はどうなっているか伺います。 

 答弁によって再質問をいたします。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの前島明男君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合もありますので

午後に回したいと思います。 

 休憩いたします。 

   午前11時59分休憩 

   午後１時37分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 この際、申し上げます。 

 去る７月８日、元副議長崎浜盛永氏が逝去されまし

た。 

 つきましては、崎浜氏の長逝に対しまして哀悼の意

を表し、その御冥福をお祈りするため黙祷をささげた

いと思います。 

 全員御起立願います。 

 黙祷。 

   〔全員起立 黙祷〕 

○議長（喜納昌春君） 黙祷を終わります。 

 御着席願います。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後１時38分休憩 

   午後１時39分再開 
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○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前の前島明男君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 前島明男議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、中国、そして

東南アジアとの関係についてという御趣旨の御質問に

お答えをいたします。 

 沖縄は、かつて中国、東南アジア諸国との間で活発

な交流を展開するとともに、個性豊かな特徴のある文

化を発展させてまいりました。沖縄の特性は、各国と

の交流と連携を深める取り組みの中で発揮されるもの

であります。 

 沖縄県といたしましては、経済、そして学術、さら

には文化、スポーツ等さまざまな分野における交流拠

点の形成を図り、沖縄の自立的かつ持続的発展につな

げてまいりたいと考えております。 

 同じく知事の政治姿勢の中で、企業誘致活動のトッ

プセールスについての御質問にお答えをいたします。 

 沖縄県では、高付加価値の物づくり産業、クラウド

サービスなどのＩＴ産業、そして全日空さんの貨物ハ

ブを活用した国際物流産業などなど、人・物・技術・

投資を呼び込む産業の集積を目指しております。その

ため、私自身が先頭に立って企業誘致セミナーなどに

務めております。さまざまな機会をまた活用して、ト

ップセールスにこれからも努めてまいる所存でござい

ます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての中で、知事訪米についてお答えいたします。 

 米国政府や連邦議会等の関係機関に沖縄県の実情を

伝え、理解と協力を求めることは、沖縄の基地問題の

解決を進める上で重要であると考えております。 

 今年度の訪米については、沖縄の基地問題の解決に

向けて米政府等へ効果的に訴えることができるよう、

時期や活動内容等について検討してまいりたいと考え

ております。 

 次に、防災対策についての御質問の中で、大規模災

害時の防災情報の周知方法についてお答えいたしま 

す。 

 地震・津波等の大規模災害が発生した場合には、

「沖縄県防災情報システム」及びＪアラートにより、

これらの災害情報が瞬時に県内の市町村に対して伝達

されることになっております。情報を受信した市町村

においては、防災行政無線、コミュニティＦＭ放送、

携帯メール等のさまざまな手段を活用し、直ちに管内

の住民に対し伝達することとなります。さらに、これ

らを補完する手段として、本年度から災害情報配信シ

ステムの運用が開始されており、防災行政無線等の情

報が届きにくい状況にある県民や観光客等に対して 

は、直接携帯メール及びスマートフォンアプリによる

情報伝達を行うことが可能となっております。 

 また、県では、今年度から実施する沖縄県防災情報

システム機能強化事業におきまして、エリアメール、

ソーシャルメディア、エリアワンセグ等の多様な情報

伝達手段を整備することにより、さらなる災害情報伝

達体制の強化を図ってまいります。 

 次に、地域の防災教育についてお答えいたします。 

 防災教育については、県・市町村、学校、地域及び

事業所等において、災害時における防災活動が円滑に

実施できるように防災知識の普及啓発が図られており

ます。 

 県におきましては、職員に地震災害等「職員行動マ

ニュアル」を配布しているほか、新任職員を初め新た

に課長級等になった職員を対象に災害時の初動体制や

応急対策等についての研修を行っております。また、

県の地域防災教育の取り組みとしましては、消防団員

や女性防火クラブを消防学校の教育計画に組み入れて

研修を行うとともに、自主防災組織等については「地

域防災リーダー養成研修会」を実施し、防災の核とな

る人材育成及び自主防災組織結成の促進を図っており

ます。 

 市町村におきましては、地域住民や自主防災組織を

対象に「防災マップ」や「災害時行動マニュアル」等

のチラシの配布、防災気象講演会や研修会の開催のほ

か、地域活動による自主研修や避難訓練等の支援を行

っております。 

 学校では、児童の危険回避能力を高めるための教職

員講習会の開催、児童生徒を対象に災害発生時の安全

な行動の仕方を中心にした指導等が行われておりま 

す。また、県教育庁では、各学校に地震・津波を想定

しての避難訓練の実施を指示しており、本年度は「児

童生徒等の安全確保対策防災危機管理マニュアル」の

作成に着手しております。 

 事業所等においては、施設の防火管理者等が防災関

係機関等が行う研修会に参加するとともに、防火計画

の作成や同計画に基づく事業所内研修及び訓練が実施
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されております。 

 県としましては、市町村、消防、教育機関等関係機

関と連携し、防災教育に取り組んでまいりたいと考え

ております。 

 次に、避難ルートの設定状況についてお答えいたし

ます。 

 県におきましては、東日本大震災の教訓を踏まえ、

全県統一的な津波避難体制づくりを促進するため、市

町村の津波避難計画策定に必要な事項や留意点をまと

めた「沖縄県津波避難策定指針｣をことし３月に策定

しております。これを踏まえ、市町村においては、避

難の対象地域や安全な避難場所を設定し、住民と調整

の上、避難ルートの設定を行っております。 

 県としましては、津波発生の際は直ちに安全な高台

等に避難することが重要であることから、市町村にお

けるこれらの津波避難対策を支援するため、昨年11月

には海抜表示デザインの公表、ことし３月には海抜高

度マップを作成し、市町村に地図データを提供してお

ります。今後とも市町村と連携し、避難対策の充実強

化に努めてまいります。 

 次に、避難所の整備についてお答えいたします。 

 災害が発生した際の避難所の確保及び環境整備につ

いては、平時から取り組むべき課題と認識しておりま

す。このため、県におきましては、東日本大震災の教

訓を踏まえ、「沖縄県津波避難計画策定指針」の中で、

市町村における避難所の確保、津波避難ビルの確保を

促進しているところです。各市町村においては、同指

針に基づき、地域の実情、地形等に応じた避難所の設

定を行っており、那覇市や沖縄市においては、民間大

型商業施設や民間高層マンション、県営住宅等を避難

ビルとして指定しております。 

 県としましては、今後とも国や市町村と連携し、県

民の安心につながる避難所の確保に努めてまいりま 

す。 

 次に、一括交付金の活用についての御質問の中で、

大地震、大津波対策への活用についてお答えいたしま

す。 

 沖縄振興特別措置法の改正により、沖縄振興一括交

付金活用の対象に「防災」の項目が盛り込まれたとこ

ろであります。本年度は、防災関連事業として県防災

情報システム機能強化事業、放射線防護服等資材整備

事業等の９事業が交付決定済みであります。 

 島嶼県である本県の特性を踏まえ、今後とも国や市

町村等関係機関と連携し、一括交付金を活用し、地震

や津波などの防災対策の強化につながる事業の展開を

検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 川上好久君登壇〕 

○総務部長（川上好久君） 知事の政治姿勢について

の御質問の中で、消費税法案の衆議院通過についてお

答えいたします。 

 消費税は、他の税に比べ景気変動による影響を受け

にくいことから、少子・高齢化がますます進展する中

で国・県・市町村の安定財源の確保等のため、その役

割は重要だと考えております。一方で、低所得者ほど

重税感が増す逆進性の問題も指摘されているところで

あり、消費税及び地方消費税の改正に当たっては経済

状況に留意しつつ、低所得者に配慮するための対策を

十分に講ずる必要があると考えております。 

  現在、国会において「社会保障と税の一体改革」の

関連法案が審議されているところでありますが、県と

しては、今後の国会における同法案の審議の状況を注

視してまいりたいと考えております。 

 次に、その他についての御質問の中で、税目ごとの

税収アップの対策についての御質問にお答えいたしま

す。 

 県税収入を増大させるための対策については、未収

金の圧縮、産業振興による税源涵養、新税の創設等が

考えられます。まず、県税の未収金については、平成

20年度の約43億円から減少をしているものの、平成23

年度決算でも約34億円の未収金があり、その大部分を

占める個人県民税、自動車税及び不動産取得税等につ

いて自主納付の促進や納税環境の整備を図るととも 

に、滞納処分の強化が必要であると考えています。こ

のため、納期内納付の広報活動やコンビニ収納等によ

る納税機会の拡大のほか、市町村との連携を図るため

の徴収対策チーム、徴収困難事案の集中整理のための

特別滞納整理班の設置など未収金圧縮のための対策を

講じ、県税収入の確保に取り組んでいるところであり

ます。 

 また、法人関係税については、税制の見直し効果が

あるものの、沖縄振興特別措置法に基づく産業振興策

により、その税収は平成11年度で全国44番目であった

ものが、平成22年度では全国33位に上昇していること

から、今後とも産業振興による税源涵養を図ることが

重要であります。個人県民税や地方消費税についても、

人口増に伴い地域の振興が図られることによって、こ

れらの税源の涵養を図ることが重要であると考えてお

ります。 

 今後は、これまでの取り組みを引き続き実施するほ

か、新たな自主財源を確保する観点から新税の創設な
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どについても取り組んでいく必要があると考えており

ます。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 知事の政治

姿勢についての中の、中国との文化経済交流の評価に

ついてとの質問にお答えいたします。 

 本年は、沖縄県本土復帰40周年であると同時に、日

中国交正常化40周年の節目の年でもあります。本県と

中国との40年を振り返りますと、地域間交流として福

建省とは平成９年に友好都市を結び、以来、相互訪問、

交換留学生の派遣・受け入れなどを行ってまいりまし

た。その福建省とは、友好締結15周年の記念事業とし

て双方地域による記念式典を予定するほか、ことし９

月には青少年による芸能団公演「次世代進貢船プロジ

ェクト」を実施するなどさまざまな交流事業を行って

いく所存であります。 

 文化交流につきましては、上海・北京などへの芸能

団派遣や県立芸術大学と中国音楽学院との大学間交流

の実施など幅広い交流が行われております。 

 次に、経済観光交流として、上海・北京からの定期

便化を初めとした航空路線の充実、昨年の数次ビザの

発給開始などにより中国人観光客が大幅に増加してお

ります。また、県産品販路拡大、県内企業の中国進出

及び中国企業誘致のための取り組みを行っており、こ

とし３月には北京事務所を開設し、本県の産業振興に

つながる活動を行っていく所存です。 

 近年の経済発展著しい中国については、まさに本県

の振興にとって重要な国であると認識しており、40年

にわたる文化、経済、人的交流に加え、今後ともさま

ざまな分野での交流を深め、本県と中国との友好交流

のさらなる強化を図っていきたいと考えております。 

 次に、クルーズ船客の利便性の向上とＬＲＴの導入

についてとの質問にお答えいたします。 

 県においては、クルーズ船客の利便性の向上を図る

ため、寄港地の市町村と連携しながら、臨時の観光案

内所や両替所の設置等を行っているところでありま 

す。また、沖縄型特定免税店制度においては、平成24

年４月の沖縄振興特別措置法の改正により空路客だけ

でなく海路客の制度利用が可能となり、現在、那覇港

湾内の引き渡し施設の設置に向けて関係機関と手続を

進めているところであります。 

 御提案の区間のＬＲＴ導入につきましては、新たな

公共交通システムの一環として、その可能性について

所管部局と調整してまいりたいと考えております。 

 次に、美ら島沖縄大使の活用についてとの質問にお

答えいたします。 

 美ら島沖縄大使は、沖縄のイメージアップを図るこ

とを目的に、沖縄に深い愛着と関心を寄せ、本県にゆ

かりのある方を認証しております。現在、95名の大使

が観光や文化などの各分野にわたって沖縄のイメージ

アップに多大な貢献をしております。今後も、議員御

提案のとおりさらに多くの方々を認証すると同時に、

復帰40周年の節目となる本年を契機に、広く沖縄の魅

力を発信するよう努めてまいりたいと思います。 

 また、大使の活用につきましては、ことし制度の創

設10年目を迎えることから、これまでの大使の活動状

況を踏まえた上で制度の見直しを図り、それぞれの得

意分野を生かしたＰＲの方法やその機会を設けること

を改めて検討してみたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 子供支援についての

御質問の中で、認可外保育施設入所児童の給食支援の

拡充についてお答えいたします。 

 認可外保育施設への支援については、これまで保育

所入所待機児童対策事業や新すこやか保育事業の拡充

等を図りながら支援してきたところであります。 

 沖縄県としましては、平成24年度に沖縄振興特別推

進交付金を活用した待機児童対策特別事業としてこれ

ら２つの事業を統合し、運営費の支援や給食費対象日

数等を拡充し、待機児童の解消と認可外保育施設の質

の向上を一体的に取り組むこととしております。 

 次に、放課後児童クラブの保育料低減についてお答

えいたします。 

 沖縄県は、全国に比べて民立民営の放課後児童クラ

ブが多く、公的施設活用の割合が低いことから、家賃

の負担などのため保育料が全国より高くなっている状

況にあります。平成24年度は、沖縄振興特別推進交付

金を活用して公的施設の活用を促進することとしてお

り、現在、活用可能な公的施設について実態調査を実

施しているところであります。 

 今後は、この調査に基づき、実施主体である市町村

に対し公的施設活用の計画を策定するよう働きかけて

まいります。あわせて、公的施設へ移行する予定のク

ラブに対し家賃補助を行うことにより、利用料の低減

を図ってまいります。 

 次に、児童虐待の現状と課題についてお答えいたし

ます。 

 全国的に児童虐待件数が増加する中、県の児童相談
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所が対応した児童虐待相談処理件数は、平成23年度が

414件で、平成22年度の420件からわずかに減少してお

りますが、高どまりの状況にあると考えております。 

 児童虐待については、発生の予防、相談・支援体制

の強化、関係機関の役割分担と連携、県民への周知・

広報等が課題であると認識しております。このため、

県においては、市町村要保護児童対策地域協議会の設

置促進、児童相談所の職員体制の強化、関係機関の連

携を推進するとともに、県民に対し児童虐待の通告義

務等について広報啓発の充実を図るなど児童虐待防止

に取り組んでいるところです。 

 次に、高齢者対策についての御質問の中で、高齢者

訪問支援活動推進事業の現状と課題についてお答えい

たします。 

 高齢者訪問支援活動推進事業は、在宅高齢者に対す

る話し相手や日常生活上の援助などの訪問活動を行う

ボランティアリーダーの養成等を目的として実施して

おります。高齢者世帯が増加傾向にある中、訪問支援

活動は、高齢者の安否確認や孤独感の解消、日常生活

の援助に資するものとなっております。 

 県としましては、今後とも老人クラブ連合会と連携

し、担い手の養成を含め訪問支援活動等の普及啓発の

推進に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、地域で支え合う体制づくりの現状と課題につ

いてお答えいたします。 

 近年、高齢者世帯が増加し、さらに家族による介護

も難しくなっていることから、地域における支え合い

体制の構築が重要となっております。 

 県としましては、平成24年３月に策定した沖縄県高

齢者保健福祉計画において、高齢者の地域での暮らし

と自立を支えることを新たに基本施策として位置づけ

たところであり、市町村の支え合い体制づくりを支援

してまいりたいと考えております。 

 次に、高齢者の生活支援、家族介護支援体制の現状

と課題についてお答えいたします。 

 高齢者が住みなれた地域で安心して生活を継続する

ためには、安定した介護サービスを提供するとともに、

地域の実情に応じた必要な支援を行うことが重要であ

ると考えております。このため、市町村では、介護基

盤を整備するとともに、介護の負担軽減を図る観点か

ら、家族介護教室や介護用品支給などの家族介護支援

事業等を行っているところであり、また、県において

は、介護知識や介護技術の普及啓発に努めているとこ

ろであります。 

 県としましては、今後とも円滑な事業実施に向けて

必要な支援を行ってまいります。 

 次に、高齢者の虐待防止対策と現状についてお答え

いたします。 

 高齢者虐待の件数は、平成23年度では138件となっ

ており、前年度に比べ41件の減となっております。減

少した要因としては、市町村地域包括支援センターの

総合相談活動が充実し、虐待が発生する前段階での発

見、支援が進んだことなどが考えられます。 

 県としましては、市町村における相談活動を支援す

るとともに、関係機関と連携し、高齢者虐待防止対策

の推進に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 子供支援についての御質問

で、給食費の無償化についてお答えいたします。 

 学校給食法では、施設及び設備に要する経費や人件

費等は設置者であります市町村が負担し、個々人へ還

元される食材費等は保護者が負担することと定められ

ております。なお、経済的に困窮している児童生徒に

つきましては、市町村において学校給食等の就学援助

が行われております。 

 県教育委員会としましては、引き続き全国都道府県

教育長協議会等を通して市町村の就学援助の実態に応

じた補助金の充実等の要請を国へ行ってまいります。 

 次に、一括交付金の活用についての御質問で、離島

高校生の支援についてお答えいたします。 

 県教育委員会としましては、沖縄振興特別推進交付

金を活用した離島・僻地出身の高校生の寄宿舎の機能

や小・中・高校生の交流の拠点としての機能をあわせ

持つ複合施設の整備を計画しており、平成25年度の着

工を目指し取り組んでいるところでございます。また、

離島高校生の支援につきましては、支援のあり方を検

討しているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 高齢者対策について

の御質問の中の、シルバー人材センターの設置率の低

さと今後の対策についてお答えいたします。 

 沖縄県においては、現在15市町村にシルバー人材セ

ンターが設置されておりますが、御指摘のとおり、そ

の設置割合は全国平均を大きく下回っております。セ

ンターの設置については、法令に基づき国及び地方公

共団体が運営費等の必要な援助をすることとなってお

りますが、市町村の財政状況も逼迫していることから

新たな設置が進まない状況にあります。 
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 沖縄県としましては、シルバー事業は高齢者が長年

培った知識や経験を社会に役立て、働くことを通して

生きがいを感じてもらうとともに、年金支給年齢引き

上げへの対応や高齢者・介護医療の財政負担の軽減に

も寄与することから、今後もシルバー連合と連携し、

未設置市町村に対しシルバー事業の理解を図り、設置

を推進していきたいと考えております。 

 続きまして、一括交付金の活用についての中の、一

括交付金を太陽光発電の普及に活用することについて

お答えいたします。 

 一般家庭における太陽光発電の普及に係る助成につ

いては、国の補助制度において既に実施されているこ

と、また、一括交付金の適用対象外となる現金給付と

みなされることから困難ではないかと考えておりま 

す。 

 一方で、大規模太陽光発電の導入については、沖縄

電力と連携し、スマートエネルギーアイランド基盤構

築事業において系統への安定化対策等に一括交付金を

活用しております。 

 島嶼地域でエネルギーの99.8％を化石燃料に依存す

る沖縄県においては、再生可能エネルギーの普及は喫

緊の課題であります。現在、県は、太陽光発電など再

生可能エネルギーの普及を促進するため、一般財源だ

けではなく、安定した多様な財源の確保について検討

を行っているところであります。 

 続きまして、一括交付金を新エネルギー開発の調査

費に活用することについてお答えいたします。 

 沖縄県は、多くの小規模離島から成る島嶼県であり、

それぞれの離島や地域の特性を生かした風力発電、潮

流発電などは、今後、有効活用が期待できるエネルギ

ー源であります。このため、新エネルギーの開発のた

めの調査については、離島や地域の特性を生かした沖

縄の特殊性に起因する事業として一括交付金の活用が

可能ではないかと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 高齢者対策について

の御質問の中で、バリアフリー道路の計画策定が進ま

ないことについてお答えいたします。 

 沖縄県においては、高齢者や障害者等人に優しいま

ちづくりに向けて、道路の歩道について段差の少ない

セミフラットの構造で整備し、那覇市においても、バ

リアフリー新法によりモノレール駅周辺など道路施設

を特定道路として指定し、バリアフリー化を推進して

おります。 

 そのような中、国土交通省において、全国の市町村

を対象にバリアフリー基本構想の策定を通知しており

ます。県内においては、基本構想の策定の実績はなく、

今年度、宮古島市がそのための調査を実施する予定で

あります。これまでに策定が進まなかった主な理由と

して、財源の確保が必要であること、既にバリアフリ

ー化が実施されていることなどであります。 

 今後とも、各市町村と連携してバリアフリー基本構

想の策定を推進してまいります。 

 次に、パイプライン線等各道路工事のスピードアッ

プについてお答えいたします。 

 道路整備事業は、用地取得に不測の時間を要するた

め事業期間が長期化することがあります。難航してい

る用地の取得に当たっては、地元市町村の協力を得な

がら交渉を進めるとともに、土地収用法に基づく手続

を行い、事業進捗に努めているところであります。 

 パイプライン線につきましては、浦添市伊祖公園付

近から宜野湾西原線までの延長約1.8キロメートルを

幅員16メートルの街路事業として整備を行っており、

平成27年度供用開始を目途に鋭意整備を推進している

ところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 村田 隆君登壇〕 

○警察本部長（村田 隆君） その他の御質問の中で、

二輪車事故防止対策についてお答えいたします。 

 昨年中の県内における交通事故は6788件発生し、そ

のうち二輪車が関連する事故は1972件で、交通事故全

体の約29.1％を占めております。また、全死者45名の

うち16名、全体の約35.6％が二輪車乗車中であり、高

い構成率となっております。特に年齢層別に見ますと、

16歳から19歳までの二輪車乗車中の負傷者数が413人

と大変多くなっております。 

 県警察といたしましては、二輪車事故防止のため、

交通三悪等悪質・危険な交通違反の取り締まりや車 

線、停止線遵守の街頭指導、高校・大学や専門学校生

に対する安全講話や白バイ隊員による二輪車実技指導

等の交通安全教育、自動車学校等と連携した参加・体

験・実践型の安全教育、テレビ・ラジオ等各種広報媒

体を活用した広報活動などの各種対策を推進している

ところであります。特に高校生に対する安全教育につ

きましては、昨年中107回、４万1762名に対して実施

しており、本年５月末におきましても31回、5479人に

対して実施をしております。 

 また、例年、夏場に二輪車事故が増加傾向にあるこ

とから、今月を二輪車マナーアップ強化月間として主
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要幹線道路における交通指導取り締まりやチラシ配 

布、横断幕掲示等の広報啓発活動、関係機関・団体等

と連携した交通安全教育等を強化しているところであ

ります。 

 県警察といたしましては、引き続きこれらの取り組

みを強化することにより二輪運転者のマナーアップを

図り、交通事故の抑止に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 前島明男君。 

○前島 明男君 御答弁ありがとうございました。 

 今から約250年前に宮古、八重山を襲った明和の大

津波、御存じかと思いますが、その津波で宮古、八重

山それぞれ何名の人が命を落とされたのか、その辺か

らちょっとお聞きしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時16分休憩 

   午後２時17分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 済みません。この件に

つきましては、昨年10月に被害想定調査をやったとこ

ろなんですが、ちょっと今数字を持ち合わせておりま

せんが、１万人規模の死者であったというふうに承知

しております。 

○議長（喜納昌春君） 前島明男君。 

○前島 明男君 相当の方々が亡くなっておられま 

す。この過去の約1500年の統計によりますと、大体

250年に一度そういう大地震・大津波が起こると言わ

れております。これはもう情報が十分でなかったため

にそういうことになったんだろうというふうに理解し

ておりますが、さきの３・11東日本大震災の折に、情

報が十分伝わらなくて亡くなった方がたくさんおられ

ます。本県の防災計画の中でも、先ほどの公室長の答

弁では、あらゆる手段を使って情報を発信したいと、

携帯のメールですとか、あるいはスマートフォンとか。

そういうことですので、新しく情報システムを発注す

る場合に、県内にも開発したすばらしい業者がおりま

すので、大企業だけではなくしてそういう小さい企業

にもぜひチャンスを与えてほしいというふうに思いま

すが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 先ほど御答弁申し上げ

ましたように、さまざまな情報伝達システムを複合的

に組み合わせて、こういった災害時の情報伝達システ

ムを構築する必要があると思っておりまして、当然な

がら、これは大手の通信キャリアといったそういうイ

ンフラを活用することになります。しかし、きめの細

かい情報伝達につきましては、今議員の御提案のよう

に、県内にも高い技術を持った業者がいるというふう

に承知しておりますので、そういう業者ともお話をし

ていきたいと思っております。 

○前島 明男君 終わります。ありがとうございまし

た。 

○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

   〔又吉清義君登壇〕 

○又吉 清義君 皆さん、こんにちは。 

 午後のひととき、少し夢心地の世界もあるかもしれ

ませんけれども、ただいま議長から御指名を得て質問

を許されました宜野湾出身、新人の又吉清義です。 

 私は、市議会４期、14年間を務めさせていただきま

したが、最後の３月定例会が与党になりまして、残り

ほぼ14年間は野党の質問のくせがあります。どうぞ皆

さんまたその辺は厳しく追及する点もあるかと思いま

すが、これも沖縄県の発展また宜野湾市の発展を願う

気持ちで質問をさせていただきたいと思いますので、

ひとつよろしくお願い申し上げます。 

 では、議長からお許しがありましたので、一般質問

通告してあるとおり順を追って質問に入らせていただ

きます。 

 １、米軍基地に係る諸課題の現状と、それに対する

解決策に向けた取り組みについて。 

 (1)、今日までの時間的・経済的損失、弊害について

どのように把握し取り組んでおられるか伺いたい。 

 (2)、常に騒音に悩まされ、危険と隣り合わせを余儀

なくされている９万余の市民の暮らしの心身的負担、

経済的影響等についてどのように把握して取り組んで

おられるか。 

 (3)、基地あるがゆえの都市計画構造については困難

をきわめているがどのように把握をしておられるか。 

 (4)、これまで67年間宜野湾市民の受けてきた屈辱、

苦しみ、弊害、経済的損失等を勘案すると、宜野湾市

民９万余の生命財産を守るためにも、解決するために

も、ぜひ宜野湾市と県が連携し、国への働きかけや県

の支援など特別なそれなりの取り組み、行政整備はぜ

ひ必要不可欠であると解するが、県の立場でその支援

や取り組みに対してどのようなバックアップ体制等が

可能か。 

 ２、普天間飛行場への配備予定のＭＶ22オスプレ 

イ、基地の固定化の断固阻止と危険性除去に向けた取

り組みについて。 

 (1)、配備予定のＭＶ22オスプレイのこれまでの事故
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原因の解明の情報と取り組みについて伺いたい。 

 (2)、安全性の確保が保障されない機種の配備につい

ての県の考え方と取り組みについて。 

 (3)、町のど真ん中に位置する世界一危険な基地の固

定化は、宜野湾市民に限らず県民挙げて決して許され

ることではないと解するが。 

 (4)、日米両政府への危険性の除去、閉鎖・返還に向

けた明確な取り組みはどのように進んでいるのか。 

 ３番目に、海軍病院を核とした医療整備の取り組み、

経済活性化、健康日本一を目指した取り組みについて。 

 (1)、来年春までに開業予定の海軍病院の規模、医療

技術についてはどのように把握しておられるか。また、

経済活性化に向けた取り組みはどのような事柄が考え

られるか。 

 (2)、北谷町に既存しているときの海軍病院の地域と

のかかわり、インターン制度についてどのようになっ

ていたか。 

 (3)、市民・県民に開かれた医療整備に向け、海軍病

院の高度技術を活用した支援体制等も可能か。 

 (4)、市民・県民の生命と健康を守り、日本一の健康

都市をつくり上げ、開かれた医療整備に向け平和を発

信できるアジア全体の医療に貢献できる医療構想の実

現に向けた宜野湾市と県が連携した取り組みや支援対

策などについて。 

 ４、我が党の代表質問との関連について。 

 まず福祉行政について、(1)、待機児童解消を図るた

めの保育所の増加、環境整備、保育士の確保と諸問題

に関する取り組みについて。 

 (2)、保育所の預かる環境から、指導・育てる環境づ

くりも必要不可欠に変化したと解するが、現場の声や

それに対応する今後の取り組み、支援対策等について

伺いたい。 

 次に、教育・文化の振興について。 

 (1)、観光客をふやすための取り組みについて。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 又吉清義議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、ＭＶ22オスプレイ等に係る御質問で、

オスプレイの配備についてという御質問にお答えをい

たします。 

オスプレイは墜落事故が発生しており、県民が不安

を抱いております。県といたしましては事故原因が究

明され、安全性が証明され、県民の不安が払拭されな

い限り配備には反対であります。渉外知事会や軍転協

でも配備見直しを要請したいと考えております。今後

とも、さまざまな機会を活用して直接政府に対して配

備反対を求めてまいります。 

 同じくＭＶ22オスプレイに係る御質問の中で、普天

間基地の固定化についての御質問に答弁をいたしま 

す。 

 普天間飛行場の危険性の除去は、喫緊の課題であり

ます。一日も早い移設・返還の実現が必要で、固定化

は決してあってはならないことでございます。日米両

政府は、辺野古か固定化かではなく、柔軟性を持って

県外移設を追求すべきであります。引き続き、日米両

政府に普天間飛行場の県外移設・早期返還を強く求め

てまいります。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 米軍基地に係る諸課題

の現状と、それに対する解決策に向けた取り組みにつ

いてお答えいたします。 

 米軍基地が県民生活に及ぼす影響については、日常

的に発生する航空機騒音、油類流出や原野火災、米軍

人等による犯罪など住民生活に直接かかわるものだけ

でなく、都市区における広大な土地の占有による社会

経済への影響等多岐にわたることから、時間的、経済

的損失として具体的に把握することは困難でありま 

す。 

 沖縄の基地問題は、国土の0.6％の面積に在日米軍

専用施設の約74％が集中しているという過重な負担が

主な原因であり、県としましては、米軍基地のさらな

る整理縮小を求め、県民の過重な基地負担の軽減に取

り組んでまいります。 

 次に、市民の暮らしへの影響についてお答えいたし

ます。 

 普天間飛行場は市街地の中心部に位置しており、危

険であるばかりでなく市街地の発展を制約し、市民生

活に著しい影響を与えており、周辺住民の不安や騒音

被害などを解消することは喫緊の課題であります。県

としましては、日米両政府に対し、普天間飛行場の県

外移設及び早期返還の実現に向け真摯に取り組むよう

強く求めてまいります。また、移設するまでの間であ

れ、同飛行場の危険性除去及び騒音軽減についても早

急な対策を講じるよう要請してまいります。 

 次に、オスプレイの事故原因についてお答えいたし

ます。 

 オスプレイの開発段階の事故については、飛行制御
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システムの配線間違い、潤滑油漏れ、ＶＲＳと呼ばれ

る降下速度超過、油圧配管の問題等が原因とされてお

り、米軍は所要の対策をとったとしております。しか

しながら、ことし４月のモロッコ、また６月のフロリ

ダにおける墜落事故については、機体に機械的なふぐ

あいはなかったとしながらも、具体的な原因の説明が

不十分であります。 

 県としましては、事故原因が究明され、安全性が証

明され、県民の不安が払拭されない限り当該配備には

反対であり、去る６月19日には佐喜真宜野湾市長とと

もに、防衛大臣、外務大臣、民主党幹事長に対し配備

見直しを要請したところです。 

 次に、ＭＶ22オスプレイ等についての御質問の中で、

普天間飛行場の危険性除去・閉鎖・返還に向けた取り

組みについてお答えいたします。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要であります。沖縄

県としましては、地元の理解が得られない移設案を実

現することは事実上不可能であり、他の都道府県への

移設が合理的かつ早期に課題を解決できる方策である

と考えております。これまで全国知事会及び渉外知事

会、総理大臣を初め関係閣僚との面談等、あらゆる機

会を通じて普天間飛行場の県外移設及び早期返還を強

く求めてきたところであり、去る７月１日にも森本防

衛大臣に同様の趣旨を要請したところであります。 

 引き続き日米両政府に対し、普天間飛行場の県外移

設及び早期返還の実現に向け、真摯に取り組むよう、

強く求めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 米軍基地に係る諸課

題の現状と解決策の御質問の中で、基地の都市計画及

び都市構造への影響についてお答えいたします。 

  戦後、宜野湾市は市内の中央部分を米軍基地に占有

されたことにより、生活環境、交通インフラなどさま

ざまな面でいびつな都市構造を余儀なくされておりま

す。具体的には、普天間飛行場の周りを密集した市街

地が取り囲む不健全な都市構造、公共公益施設の分散

による非効率な都市機能、迂回を余儀なくされる非効

率な道路網、普天間飛行場を取り囲む非効率な上下水

道施設、県平均の半分にも満たない都市公園面積の不

足など、これらが基地があるがゆえの都市計画、都市

構造の問題と認識しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 米軍基地に係る諸課題

の現状と、それに対する解決策に向けた取り組みの中

の、宜野湾市に対する県の支援についてお答えいたし

ます。 

 宜野湾市の中央に位置する普天間飛行場の存在は、

市のまちづくりや振興・発展の阻害要因となってお 

り、宜野湾市が特別な支援制度及びそのあり方を検討

する国・県・市の協議会を国に求めていることは県と

しても理解できるものであります。県は、沖縄全体の

振興に影響を与える普天間飛行場の跡地利用計画策定

に向けて宜野湾市と共同で取り組んできており、その

跡地利用と大きく関係する宜野湾市のまちづくりに関

する支援制度を検討する協議会の設置についても、宜

野湾市と連携してその実現に向けて取り組んでいきた

いと考えております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 海軍病院を核とした

医療整備の取り組み等についての御質問の中で、海軍

病院の規模等についてお答えいたします。 

 海軍病院は、医療法など国内法の適用を受けない施

設であることから、医師等の職員及び病院機能につい

て、県では把握しておりません。また、県民への医療

提供施設ではないことから、医療に係る県経済への影

響を想定することは困難であります。 

 次に、海軍病院の地域とのかかわり等についてお答

えいたします。 

 これまでの海軍病院と地域とのかかわりとしては、

海軍病院に確認したところ、1991年からインターンシ

ッププログラムを実施しており全国から日本人医師の

研修受け入れを行っているとしております。 

 次に、海軍病院を活用した支援体制等についてお答

えいたします。３の(3)と３の(4)は関連しますので一括

でお答えします 

 海軍病院は、沖縄等に駐留する米軍関係者及びその

家族のための医療施設であり、また、日本の医療法が

適用されない施設であります。したがって、当該施設

の活用や支援体制等についてコメントできる状況には

ありません。 

 次に、我が党の代表質問に関連しての御質問の中で、

待機児童対策についてお答えいたします。 

 待機児童対策としまして、認可外保育施設の認可化

及び保育所の創設等を進めていくこととしておりま 

す。一方で、認可化等に伴い、保育関係者からは、保
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育士が不足しつつあり確保が困難となっているとの課

題が提起されていることから、「待機児童対策特別事

業」により、潜在保育士に対する研修会及び合同説明

会を開催するなどして保育士の確保を支援してまいり

ます。 

 沖縄県としましては、「沖縄21世紀ビジョン基本計

画」の早い段階で、潜在的待機児童も含めた待機児童

の解消を図ってまいります。 

 次に、保育現場の声に対応した取り組みについてお

答えいたします。 

 保育現場では以前に比べ発達障害児やいわゆる「気

になる子」がふえている状況にあり、それに伴い、保

育士の負担が高まっているとの報告を受けています。

沖縄県としましては、発達障害者支援センター等にお

いて、巡回による専門的助言や研修会を実施し保育所

を支援しております。また、保育所におけるきめ細や

かなケアの観点から、九州各県保健医療福祉主管部長

会議を通じ、現行の保育士配置基準の改善を国に要望

しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 我が党の代

表質問に関連しての、観光客数増加に向けた取り組み

についての質問にお答えいたします。 

 県においては第５次沖縄県観光振興基本計画を策定

し、将来の入域観光客数1000万人、うち外国人観光客

数200万人という目標達成に向けて、観光客に「まず

１回来てもらう」、「あと１泊してもらう」、「もう１度

来てもらう」という３つの「１」を実現させるトリプ

ルワン・プロジェクトを推進しております。 

 その中の１つのコンセプト、「４シーズン・オンシ

ーズン沖縄」は、年間を通してオンシーズンの沖縄を

演出する取り組みで、今あるインフラを十分に生かし

平準化を図り、国内観光客の新たな需要を創造するた

め季節ごとにターゲットを特定したきめ細かなプロモ

ーションを展開することとしております。加えて、修

学旅行及びＭＩＣＥの誘致に引き続き取り組むほか、

これまで以上に離島観光を推進していくとともに、若

年層を初めとする沖縄旅行未経験者の開拓などを行っ

てまいります。また、外国人観光客の拡大につきまし

ては、大きな伸びが期待される中国を初めとする重点

市場に加え、東南アジアや欧米等の新規市場も対象に、

交通アクセスの拡充や沖縄観光の認知度向上などを図

るプロモーションを展開いたします。これら施策を通

じ、本県沖縄の持つ魅力を最大限に発揮して、国内外

に「感動体験型アイランド沖縄」の情報発信を行うこ

とで、観光客数の増加に取り組んでまいりたいと考え

ております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

○又吉 清義君 大変ありがとうございます。 

 あともう少しだけ詳しく答弁していただきたいんで

すが、先ほどの米軍基地に係る諸問題の現状とそれに

対する解決策に向けた取り組みということなんです。

やはり実際、当宜野湾市に住んでいる住民からした場

合、皆さん方からもいろいろな今こういった課題があ

るということは十分わかったんですが、まだもっと把

握していただきたいのがどういったことかといいます

と、迂回路の問題そして騒音の問題ですね、心身的な

問題等ですね。それ以外にもどういったものがあるか

といいますと、例えば迂回をすることによって市民一

人一人の時間的ロス以外にもやはり交通費がかかって

しまう。そして同じ目的で行くところに、限られた地

域に行くにしても、道が限られてしまってそこで交通

渋滞等を招いてしまうと。そしてそれ以外にもどうい

ったものがあるかといいますと、基地あるがゆえに防

音工事を受けて電気料の補助金ももちろんいただいて

おります。しかし、この小学校、中学校の防音工事の

電気料というのは８時15分から３時20分までの時間帯

の電気料なんですよ。これは何を申し上げているかと

言いますと、３時20分で学校が終わるか授業が終わる

かといいますと現実的にはそうではないわけです。や

はり３時20分に授業が終わってもそこでホームルーム

がある、そしてまたミーティングがある。もう一度ま

た学校に残って子供と先生方の授業があると。やはり

各教室５時近くまで使っているのも事実でございま 

す。しかし、その間の電気料の補助がないと。この年

間持ち出しが小学校、中学校で大体どのぐらいあるか

といいますと、毎年小学校８校、中学校４校で大体

600万以上あります。そういったのもずっとやはり宜

野湾市としてはみずからの一般会計で持ち出さなくて

はならないと、そういう問題があるということと、そ

して町のいびつな構造でやはり交通渋滞を宜野湾市

330にしろ、部落内にしろ、かなり他市町村よりひど

いかと思います。その理由は何かといいますと、国道

330から国道58号、西海岸に抜ける道は残念なことに

２本しかないんですよ。それ以外に迂回路が全くない

と。そしてこれをもう少し町の構造を詳しく申し上げ

るならば、都市計画街路で沖縄国際大学から３―４―

９号の真栄原佐真下線という道がありまして、これが

本来ならば大謝名に抜けていかなければいけない道な
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んですが、これが途中でどうしても航空路の進入路に

引っかかってしまって迂回をしてこれ以上進めること

ができないと。これをそのまま真っすぐ素直に58号に

進めることができれば、その分やはり道も非常にスム

ーズになると。そのような弊害もあるし、また同じく

都市計画街路で喜友名の３―４―69号喜友名登又線と

いうのがあるんですが、これもせっかく中城から伸び

てきて喜友名まで来て、来たらそこでまた行き先がな

くなってしまうという現状になったりしております。

やはりそのようなことも皆さん、ぜひ宜野湾市と詰め

ていただいて確認をして、やはり基地があるゆえに宜

野湾市の弊害、損害というんですか、そのようなマイ

ナス面がいかに多いかをやはりぜひじかに調査をして

いただきたいのですがいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 確かにかなりの渋滞

やまた行きどまりの状況で、本当に市民生活に影響を

及ぼしているということは十分認識しております。跡

地開発の中でも検討している道路もありますが、まず

は現状の中で暫定的にどうするかということも含めて

詳細に調査をしてみたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

○又吉 清義君 今のは経済的損失、そして都市構造

においての弊害なんですが、次は経済的とは全く違っ

て、せっかく防衛省予算で防災無線というものもある

わけですよ。しかしあるにもかかわらず、上大謝名に

しろこの新城近辺でどういった現象が起きているかと

いいますと、常に飛行機、ヘリコプターそういう外来

機が来るという現状でどういったことが起きるかとい

いますと、うるさいものですから窓を閉めないといけ

ないと。窓を閉めると、自治会からの防災無線の広報

が正直言ってもうシャットアウトでございます。です

から、そういったソフト面の整備もやはり他市町村と

違う悩みが宜野湾市民にはあるんだということを、経

済的以外にもそういったものをぜひ調べていただきた

いなと。これは私も今回ゆっくり腰を据えて、例えば

上大謝名・新城を見てびっくりしたんですが、この滑

走路の延長線上というのは本当に私たちの想像をはる

かに超えているなというのがわかりました。そしてや

はりこの自治会の防災無線からの放送はほとんど無に

等しいなと。大半の市民の方が窓を閉めないといけな

いと。ですからそのおかげで、じゃまたどのようなこ

とがあるかといいますと、常に窓を閉めるおかげで暑

い、暑ければクーラーをかける、そしてクーラーの電

気代はつかないと。その繰り返しでやはり先ほどの経

済的損失も市民はじかに受けている。そしてなおかつ

何とかヘリコプターぐらいまでは窓を閉めることによ

って少ししのげるかなという感じがするのですが、外

来機が来たら今の対策では無理ですね、とてもじゃな

いけれども。このうるささというのは、外来機のＦ18

にしろファントムにしろ、大きなギャラクシーが来る

にしろ、アトラスが来た場合、とてもじゃないけれど

も耐えられるものではないですね。家自体の窓が揺れ

るんですよ、そして音がじかに窓を通り越して来る恐

ろしさというのは、これは味わったことがある人しか

私はわからないと思います。やっぱりその点も経済以

外にもそのようなソフト面もぜひ調査をして、やはり

宜野湾市と連携してそういったのも調べていただきた

いのですが、確認させていただきたいのですがいかが

でしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 普天間飛行場周辺の住

民の方の、今議員がおっしゃった苦しみ、あるいは基

地被害といったものは私どももいろいろ答弁をしてお

りますが、私どもの想像する以上に大変なものであろ

うというふうに思います。この普天間飛行場は危険で

あり、かつさまざまな市民生活への影響ということで、

早急な返還・移設が必要であるということで取り組ん

でいるわけでございます。具体的な今議員の御指摘の

あった基地被害につきましては、県側もまだまだ把握

が不十分なところもあろうかと思いますので、軍転協

でそういう機会を持っておりますから、軍転協等の機

会を通じてしっかり宜野湾市とも話をお聞きして対応

を練っていきたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

○又吉 清義君 ですから、再度企画部長にお尋ねい

たしますけれども、これら現状をぜひ知っていただい

て、やはり早急に、一日も早く県としても宜野湾市と

相提携してこの対策をどうするべきであるのか。そし

て対策また協議会等をやはり一日も早く私は立ち上げ

ていただきたいのですが、ただ立ち上げるというだけ

じゃなくて、一日も早い立ち上げをするんだというよ

い返事をいただきたいのですがいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 今、実は国のほうにお

いては、「県都那覇市の振興に関する協議会」という

協議会がございます。これは那覇軍港の跡利用などを

含めた那覇市の振興をいかにするかという協議会なん

ですが、それが参考になるであろうというふうに私思

っていたところです。ただ、今議員のおっしゃった実

際に基地があるがゆえの被害、そういった実情も実際

に訴えて、いかにすれば宜野湾市の振興が図れるかと
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いうことを真摯に議論できるような協議会にしなけれ

ばというふうに思っております。ぜひ早い段階で宜野

湾市の要望がかなうような話し合いの場が持てるよう

に、県としてもしっかり取り組みたいと思っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

○又吉 清義君 ぜひ、９万余の宜野湾市のためにも

ひとつまたぜひ努力していただきたいと思いますの 

で、早急にお願いいたします。 

 あと知事に１つだけ確認をしたいと思います。 

 ８月５日ですか、県民大会も開かれる中で知事もや

はりこのオスプレイの危険性、安全性が確認できない、

そして原因究明もできない、そういった状態では知事

も非常に大変なことだというのは私も察しておりま 

す。県民大会について多くの方々から参加するのかし

ないのかと、知事の態度をどうするかという追及もあ

るのですが、１つだけ確認したいのは、知事のスタン

スとしてやはりオスプレイに関しては安全性が確認で

きない、そして事故原因もわからない、県民のこのよ

うな不安も払拭できないそういった現状がある中で、

やはり宜野湾市民をないがしろにするわけではないの

ですが、ぜひとも毅然とした態度でオスプレイ配備反

対と、その原因究明、不安の払拭については私は知事

も大変だと思いますが、全力投球でそれは取り組んで

いただくというふうな確約をいただきたい。ぜひ取り

組んでいただきたいのですが、知事いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員のおっしゃるように、

無論毅然とした態度で原因究明、そして安全性の証明、

不安の払拭、これがきちっとできない限り配備は反対

であるという点は全く変えないでしっかりやってまい

りたいと思いますし、これは佐喜真市長さんと先日外

務大臣、防衛大臣にお目にかかったときも、それと民

主党の幹事長さんにお目にかかったときも、全く議員

が今おっしゃったようなことでやってまいりました。

変えるつもりは全くありません。 

○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

○又吉 清義君 基地問題、最後にあと１点ですが、

先ほど申したように日米両政府の取り組みをどのよう

にするかという段階でぜひ知事みずから日米両政府へ

の訪米を考えておられるようでしたら、やはり現地の

佐喜真市長にも、私は日程が合えばぜひ地元からの声

も吸い上げる意味でじかに市長とともに行って、ぜひ

一緒にしっかりとスクラムを組んで私は訴えてもいい

かと思います。そのような取り組みも可能かと思いま

すが、お互い日程が合えばそれも可能であるかないか

です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 全く200％可能だし、一緒

にやってまいりたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

○又吉 清義君 はい、わかりました。 

 余り時間がありませんので、済みません、代表質問

の１点だけお伺いします。 

 ２番の保育の預かる環境から指導・育てる環境づく

りは必要不可欠だということなんですが、この中で皆

さんとして、今保育所の中で私たち若い世代、そして

子供たちの中で、本当に発達障害というのがじかにふ

え始めてきて、やはりこれがこの保育園の現場、そし

てこれがそのまま治らずに小学校に進級するという現

象になっているものですから、皆さん県の方針として

もこの「おきなわ子ども・子育て応援プラン」で早期

発見・早期治療というのがうたわれているんですよ。

それについて事業というのが2006年度が11件でした 

か、そしてその支援センターというのが2016年度まで

に１件という資料かと思うのですが、2016年度までに

その取り組みというのは今取り組んでおるということ

ですが、もう少し具体的に発達障害についての取り組

みのあり方、どのように取り組んでおるのかもう少し

具体的に説明していただきたいのですが。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時57分休憩 

   午後２時58分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 発達障害児の支援に

ついては早期発見・早期治療ということが重要であり

ます。そういうことがありまして、市町村で乳幼児健

診をするときのチェック体制ですね、そういった問診

票の見直しなどを行ったり、あるいは見直し後の事後

指導ということで事後教室、そういう実施をしてきて

います。また、支援の質の向上を図るという観点から、

事後教室開催の連絡会を開催したりあるいは療育を含

む保育プログラムの内容を充実したりして進めてきて

おります。さらにその発達障害支援センターにサポー

トコーチを配置していますので、そういったサポート

コーチが市町村の保育所などを巡回したり、あるいは

研修会を開催したりということで支援を強化していっ

ております。こういったことを今後もさらに続けて市

町村を支援していきたいというふうに考えています。 
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○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

○又吉 清義君 今部長がおっしゃるように、本員も

これを見て取り組んでいることは十分理解しておりま

すが、ただ気になるのはやはり今までの取り組み方だ

けでよろしいかなというのをちょっと思うのです。な

ぜかといいますと、やはりそのぐらい子供たちの中で

そのような障害が出る方々が毎年ふえていると。であ

るならば、支援体制のさらなる強化が私はぜひ必要か

と思います。そういった意味でぜひ再度やはりそれを

見直して、今までの体制でいいのか、不足なのか、ま

たどこが不足なのかをもっと現場まで入って私はやる

べきかなと思います。なぜかと申し上げますと、この

発達障害は訓練をすると治るんですよね。治らないも

のであれば大変かと思いますが、早ければ早いほど治

るのが早いと言われております。その意味でやはりそ

の辺も本当に今までの取り組みでいいのかどうなのか

というのをもう一度精査していただきたいのですが、

いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） これまでの取り組み

を見直したり、あるいは今後に向けて関係者等と連携

をとりながらさらなる充実を図っていきたいというふ

うに考えています。 

○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

○又吉 清義君 ぜひ、将来の子供たちのために、ま

た沖縄県のためにもこれでいいのか精査をして、強化

するところはうんと強化して頑張っていただきたいと

思います。 

 どうも大変ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

   〔具志堅 透君登壇〕 

○具志堅 透君 議長の発言の許可が出ましたので、

一般質問を行います。 

 北部はヤンバルから参りました自由民主党の具志堅

透でございます。与えられた任期の４年間、県勢発展

のためしっかりと頑張ってまいりたいと思います。 

 知事初め行政当局には、これまで県民福祉の向上の

ため日夜御奮闘されていますことに心から敬意を表 

し、御苦労さまでございます。また、仲井眞知事にお

かれましては、沖縄県の自立型経済の構築に向けた第

一歩である「沖縄21世紀ビジョン基本計画」の策定、

沖縄振興一括交付金制度の導入など、仲井眞知事の県

政運営に対し高く評価をするものでございます。ヤン

バルが元気になれば沖縄県が元気になる。ヤンバルの

振興なくして沖縄県の真の発展はないという考え方に

ついても、知事と考えを共有しているものと思ってお

ります。今後の県勢発展はもちろんでありますが、ヤ

ンバルの振興・発展を一番に考え、沖縄県の自立型経

済の確立、県土の均衡ある発展にともに頑張ってまい

りたいと思います。 

 それでは、通告に従い一般質問に入りたいと思いま

す。 

 まず１点目の、沖縄縦断鉄軌道の導入についてであ

ります。 

 北部においては、これまで公共交通ネットワークの

整備が行き届かないことが一つの要因で産業の振興が

おくれ、人口の流出・減少、少子・高齢化が進行し、

現在では限界集落の現象も起こっている状況にありま

す。また、人口が少ないことが原因で教育、医療・福

祉の面でも格差が生じ、中南部への一極化が生まれて

いるように思われてなりません。 

 鉄軌道の北部への導入は、このような北部地域の抱

える産業振興、経済発展を誘発する効果があると考え

ます。人口が少ないから、費用対効果や採算性だけで

北部への鉄軌道の導入を判断してはならないものと思

います。一方で、私が確認した話では、名護までだと

赤字の予測であるが、海洋博記念公園までなら黒字に

なりペイできるとの試算もあるようでございます。県

土の均衡ある発展と県民の福祉の向上を目指すには、

沖縄縦断鉄軌道の名護以北までの導入が必要不可欠で

あります。鉄軌道の導入について県の見解を伺います。 

 次に、２点目の赤土流出防止対策でございます。 

 沖縄県の豊かな自然、とりわけ青い海は県民の宝で

あります。沖縄県の観光振興、あるいは水産業の振興

の面からも青い海、美ら海を守っていかなくてはなり

ません。今、北部の海は少しの雨で海水が赤く染まる

現状にあります。本部町では、昨年、台風により赤水

が原因で養殖マグロが１万頭以上もの大きな被害とな

っております。近海では魚が減少し、サンゴの死滅、

貝類もほとんどとれなくなっております。観光振興の

面からは、私のほうから言うまでもなく、美ら海とし

ての景観、海水浴等の面からのイメージダウンははか

り知れないものがあります。この赤土流出防止対策に

ついては、県も21世紀ビジョン基本計画で水辺環境の

保全をうたい、平成24年度の重点政策の中で赤土流出

防止対策事業、沖縄の自然環境保全に配慮した農業活

性化支援事業等取り組むとしており、対策の重要性に

ついては県とも認識は共通していると思いますが、早

急の取り組みが必要であります。県はどの程度把握し、

その対策はどうなっているか、県の考えを伺います。 

 次に、３点目の本部港の整備についてであります。 

 伊江村側から見たときに、伊江村の玄関口はどこか
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知っていますかと伊江村民から言われたことがありま

す。そして、どきっとさせられました。伊江村の入り

口は、伊江港ではなく本部港ですよということでござ

います。伊江村が島の発展のためにどんなにいい企画

をし、どんなにいい祭りを開催しても、本部港から人

を運んでこなければ島の活性はありません。本部港に

駐車場が少ない現状では、お客さんは来ない。伊江村

の振興・発展に大きな支障を来します。 

 ことしのゆり祭りでは、本部町の協力で町有地、そ

して民間有地を提供していただき、台数にして役場の

ほうで120台、物流センターで150台、個人有地で100

台、計370台の駐車場が確保され、お客様からの苦情

もなく、何とか迷惑をかけずに済んだとのことでござ

いますが、このままの状態を続けてはいけないのであ

ります。抜本的な整備が必要と思われます。 

 そこで伺います。 

 (1)、伊江村の観光振興の面からも、立体駐車場を含

めた整然とした駐車場の整備が必要と思いますが、そ

の整備ができないか伺います。 

 (2)、伊江村の荷さばき場――港のほうにあるんです

が――は、現在、仮設テントで設置され、風雨にさら

された状態で荷物の搬入出が行われております。その

整備ができないか伺います。 

 次に、４点目の本部港への東京・大阪定期航路の運

航についてでございます。 

 １次産業の振興なくして北部の発展はありません。

そのため、生産施設の整備、生産出荷及び販売体制の

整備が必要でございます。すなわち、１次産業の方々

の「入りを図り、出を制する」仕組みをつくり、１次

産業の方々の懐を暖める、流した汗が報われる。その

ため、ありとあらゆる政策を切れ目なく打ち続けるこ

とが必要でございます。台風対策、赤土流出防止対策

等を十分に政策の中に織り込み、災害に強い農業、漁

業、畜産業の生産システムの確立を図ることが重要と

考えます。 

 そして、大消費地である東京を中心とする東京圏、

大阪を中心とする大阪圏に本部港から新規航路を開設

し、輸送コスト及び輸送のリードタイムを大幅に削減

するとともに、品質を確保することによってブランド

化をし、有利に販売するフレームをつくる。そのため

には、本部港に東京・大阪航路を実現することが１次

産業の振興・発展につながるものと確信をいたしてお

ります。 

 安心して物づくりができ、よりよい物流・流通シス

テムを確立し、豊作貧乏、不作になったらなお貧乏と

いう悪循環を断ち切って、流した汗が報われる好循環

システムを構築することが重要であります。さらには、

中北部地域の観光振興の上からも、海路を利用した観

光客の拡大も図られることだと思います。そのために

も、本部港に東京・大阪航路の運航のために試験的に

も実証試験ができないかを伺います。 

 次に、５点目の県道84号線――いわゆる通称伊豆味

線と称しておりますが――の道路整備についてでござ

います。 

 現在の県道84号線は、本部町役場を中心とした伊野

波給油所前からホテルモトブリゾート付近において幅

員が狭く、バリアフリー化もされていない。また、高

校・中学・小学校の通学路にもなっており、地域住民

や児童生徒が大変困っております。また、渡久地港か

ら渡久地十字路周辺へ、渡久地の中心地へ観光客を導

くプロムナードとして整備され、渡久地十字路周辺へ

観光客の誘導ができつつあります。その利用にも不便

を来している現状であります。 

 県道84号線は、国営海洋博記念公園へのアクセス道

でもあり、大型バスなども多いことから、車両や歩行

者の安全を確保するためにも早急な改良、歩道の拡幅

整備、バリアフリー化が必要となっております。その

整備ができないか、県の考えを伺います。 

 次に６点目、名護東道路の延伸について伺います。 

 本部町では、国営海洋博記念公園に世界最大の美ら

海水族館が平成14年にオープンして以来、入館者数は

増加の一途をたどり、北部地域への観光客の誘因の目

玉となっております。また、本部半島は、国営海洋博

記念公園を初め世界遺産登録された今帰仁城址など、

今後の観光産業への波及効果が期待をされている地域

であります。さらに、周辺離島、伊江村、伊是名村、

伊平屋村は、恵まれた自然環境を生かしたレクリエー

ション機能と観光資源を有しております。一方、厳し

い過疎化・高齢化の進展、既存産業の育成及び新たな

産業の振興など地域を取り巻く課題は山積しておりま

す。 

 このような状況のもと、離島を結ぶ港を含めた広大

な面積を有した本部半島地域では、地域高規格道路で

ある名護東道路の延伸を図ることで、地域住民の生活

福祉の向上や物流の迅速化・円滑化による観光産業を

初めとする産業の振興を図る必要があります。過疎化

の進行をとめ、若者の定住促進と広域活動の支援の推

進と県土の均衡ある発展を図るため、名護東道路の本

部半島国営海洋博記念公園までの延伸がぜひ必要であ

ります。その整備ができないか伺います。 

 次に、７点目のプロ野球の東アジア選手権大会（仮

称）の開催についてでございます。 
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 沖縄県は、日本ハム球団が名護でキャンプを行って

以来、今日では日本のプロ野球10球団のみならず、韓

国プロ野球５球団や大学野球のキャンプ地として定着

し、その経済効果は、民間研究所調べによると、実に

86億4800万円となっております。沖縄県の観光振興に

大きく貢献していることは御案内のとおりでございま

す。沖縄県がキャンプ地として知名度のアップを図り、

さらに定着するために、プロ野球の国別対抗で東アジ

ア選手権大会（仮称）を誘致し、開催できないかお伺

いいたします。 

 ８点目の、伊是名・伊平屋両村における島間の公共

交通（海路・空路・島間架橋）の整備についてお伺い

いたします。 

 伊是名・伊平屋村は、これまで農漁業を中心とした

地域振興を推進し、一定の成果をおさめてまいりまし

た。しかし、産業や教育、医療・福祉など、離島とい

う地理的要因による格差は依然として大きく、なお一

層の定住環境の整備が求められております。そのため

には、陸路・海路・空路の公共交通ネットワークの確

立は最優先課題であります。 

 沖縄本島との格差を是正し、離島がゆえのハンディ

キャップを克服し、地域振興を図っていくために、船

舶の一元化や空路及び両島を結ぶ架橋は不可欠であり

ます。特に、架橋はその中枢をなすものであり、その

実現によって両村の産業の振興、とりわけ観光産業の

振興に大きな期待が寄せられております。また、両村

の合併はもとより、財政負担も大幅に軽減改善され、

村民サービスの強化が図られます。 

 そこでお伺いいたします。 

 (1)、両村民が夢のかけ橋として望んでいる伊是名・

伊平屋架橋（仮称）の実現に向け調査をする考えはあ

りませんかお伺いいたします。 

 (2)、伊平屋における空港建設については以前から要

望が強く、県としても前向きに検討していると思うが、

その進捗状況についてお伺いいたします。 

 以上、質問をいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 具志堅透議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、県道84号線の道路整備に係る御質問の

中で、84号線の整備についての御質問に答弁をいたし

ます。 

 本道路は、海洋博公園へのアクセス道路として重要

な路線であります。このうち、本部町役場前の約1.5

キロメートルの区間につきまして車両や歩行者の安全

を確保するため、平成25年度からの新規事業として本

部町と連携をし、拡幅整備に取り組んでまいります。 

 次に、名護東道路の延伸についての御質問にお答え

いたします。 

 名護東道路は、ことし３月に大北から世冨慶の区間

が暫定２車線で開通し、名護市内の渋滞緩和に大きく

寄与いたしております。 

 名護市大北から本部半島への延伸道路につきまして

は、その必要性を認識しているところであります。今

後の交通動向や土地利用の状況等を踏まえ、無論国と

連携をしつつ、前向きに検討してまいりたいと考えて

おります。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄縦断鉄軌道につい

てお答えいたします。 

 県は、県土の均衡ある発展を支える観点から、沖縄

本島を縦断し、速達性・定時性の機能を備えた鉄軌道

を含む新たな公共交通システムの導入が必要であると

考えております。 

 今回の国の調査では、モデルケースとして日常交通

需要は少ないものの沖縄美ら海水族館等の観光需要の

高いポテンシャルを踏まえ、本部町までを含めて検討

がなされております。その結果は、膨大な事業費や厳

しい事業採算性などの予測結果が示されましたが、一

方で、アクセス利便性の向上や移動時間の短縮による

来訪者数の増加などの整備効果も示されております。 

 名護以北を含めた導入区間につきましては、国が実

施する「沖縄における鉄軌道をはじめとする新たな公

共交通システム導入課題検討に向けた基礎調査」の結

果を踏まえながら検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 下地 寛君登壇〕 

○環境生活部長（下地 寛君） 赤土対策についての

御質問の中で、赤土汚染の状況把握及び対策状況につ

いてお答えいたします。 

 赤土などの流出対策については、平成21年度から平

成23年度にかけて、全県的な赤土等の堆積状況の調査

を110海域において実施しております。沖縄本島北部

地域では、48海域について調査した結果、本部町渡久

地港地先海域、東村平良湾北海域などにおいて明らか

に人為的な影響と思われる赤土等の堆積が見られてお
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ります。 

 現在、県では、「沖縄県赤土等流出防止対策基本計

画」の策定を進めており、同計画において重点地域を

定め、陸域からの具体的な赤土等の流出削減目標量を

設定することとしております。今後は――平成25年度

からを目指しておりますけれども――同計画を踏ま 

え、農林水産部等関係機関との連携のもと、北部地域

においても農地や開発事業からの赤土等流出防止対策

を総合的・効果的に実施し、赤土等流出量のさらなる

削減を図っていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 本部港の整備につい

ての御質問の中で、本部港の北側駐車場の整備につい

てお答えいたします。 

 本部港ターミナル北側の港湾施設用地等は、伊江島

の住民や観光客の駐車場として利用されている実態が

あります。駐車車両の増加に伴い臨港道路等への無断

駐車も増加しており、港湾管理上の問題となっており

ます。 

 立体を含む駐車場の整備については、整備手法や整

備後の管理運営の課題等があり、伊江村及び本部町と

調整し、今後検討していく考えであります。 

 同じく本部港の整備で、本部港の荷さばき地におけ

る上屋の整備についてお答えいたします。 

 本部港ターミナル北側の荷さばき地に港湾利用者が

設置した仮設テントがありますが、荒天時には風雨に

さらされ、利用に支障を来している状況があります。 

 荷さばき地の上屋の整備については、必要性は認識

しているものの、整備手法や整備後の管理運営の課題

等があり、伊江村及び本部町と調整し、今後検討して

いく考えであります。 

 次に、伊是名・伊平屋両村間の公共交通の整備につ

いての御質問の中で、伊是名・伊平屋架橋の調査につ

いてお答えいたします。 

 伊是名・伊平屋架橋については、昨年度に整備の可

能性について調査を実施したところであります。その

結果、将来、交通量や技術上及び環境上の課題、また、

これまで実施してきた離島架橋に比べ距離が長く大規

模であり、費用対効果や膨大な建設財源の確保など解

決すべき課題が多いことから、今後の検討課題と考え

ております。 

 次に、同じく伊是名・伊平屋両村間の公共交通の整

備についてで、伊平屋空港の進捗状況についてお答え

いたします。 

 伊平屋空港の整備については、環境影響評価書に対

する知事意見の中で「埋立回避」の意見が出されたこ

とから、現在、陸域内で空港を設置するため、滑走路

長の縮小など基本計画の見直しを行っているところで

あります。それに伴い、需要予測、事業費及び費用対

効果等についても見直す必要が生じております。 

 県としては、基本計画の見直しを早期に行い、伊平

屋村と伊是名村の了解を得た上で環境影響評価書の補

正を行う考えであります。 

 なお、新規事業化に当たっては、航空会社の就航意

向取りつけや需要喚起策が重要なことから、「伊平屋

空港協議会」や関係機関と協議し、早期に事業着手で

きるよう取り組んでいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） 本部港への東京・大

阪定期航路の運航についての、北部地域の農林水産物

の流通体制の確立についての御質問にお答えします。 

 北部地域の農林水産業の振興を図るため流通体制の

確立は重要であります。農林水産物の流通体制の確立

については、輸送手段やコスト、出荷先など流通状況

を把握の上、課題等の整理、改善方策の検討が必要と

考えております。そのため、県としましては、生産品

目や生産量の把握、出荷体制や流通経路の把握、輸送

手段やコストの検討などの調査を行い、本部港物流セ

ンターを中心とした農林水産物等の集荷体制の構築、

新たに整備された冷凍冷蔵施設の利用拡大、グリーン

ツーリズム等の推進、他産業との連携などについて、

市町村、出荷団体等と連携し検討してまいります。 

 また、東京・大阪への試験的運航については、整理

すべき多くの課題があり、それらの課題を整理した後、

市町村、関係団体と連携をして検討してまいりたいと

思います。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 東アジア選

手権大会（プロ野球）の開催についての質問の中の、

プロ野球東アジア選手権の開催についての御質問にお

答えいたします。 

 東アジアにおけるプロ野球の大会は、2005年より日

本、韓国、台湾、中国の各プロリーグの優勝チームが

争うアジアシリーズが行われております。同大会は、

第１回から第４回まで日本で開催されたものの、2009

年と2010年は開催が中止となり、昨年より台湾で再開
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され、ことしは韓国で開催されるとの報道があります。 

 県としましては、同大会のようなプロ野球の国際大

会を実施するに当たっては収支が大きな課題となって

いると聞いていることから、引き続き情報収集を行っ

て誘致の可能性を検証していきたいと考えておりま 

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

○具志堅 透君 答弁ありがとうございます。 

 ２点目の赤土流出防止対策なんですが、先ほどの答

弁、あるいはいろいろ見ましてもその手だてというん

ですか、県もそれは非常に打っているとは思うんです

よ。しかし、その効果がなかなかあらわれてこないの

が現状。当然承知もしていると思うんですが、一度汚

染された海はなかなかもとには戻らないというのも一

つのネックになっていると思うんですが、その重点施

策にある防止対策事業等について少し説明してもらえ

ませんか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（下地 寛君） 先ほど重点的に監視

をしていくということで、本部の海域のお話をしまし

た。今年度ですべての詳細調査を終えまして、例えば、

その上流にどういうふうな赤土の発生源があるか、そ

れはどういう特徴を持っていて、どういうふうな対策

を講じればうまく対応できるか、そういったところま

で調査を実施しております。当然土木関係の開発事業

であったり、それから農地などであったりさまざまな

事例がありますので、そういったところを関係部局と

調整をしながらしっかり排出源の対策をとると。それ

から、海域はモニタリング調査をしながら堆積状況を

しっかりまた把握していくとそういうことをやってい

こうと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

○具志堅 透君 その啓蒙活動というんですか、そう

いうところがなかなか住民に認識されていない。薄い

というんですか、そういったことがあると思うので、

その辺は県がこういう対策をやっていく上で、その場

所場所の町村とのかかわり、もっとその辺とのかかわ

りも深めながら注意喚起というんですか、そういうこ

とをやっていったほうがいいんじゃないかなと。各市

町村の役割もあるんだと思う。しかし、ここに関して

はなかなか財政面の問題だとか、ことしに関して言う

と、本部町では一括交付金の制度を活用してモニタリ

ングがスタートした状況なんですよ。ですから、その

辺との連携も図りながら地域の声を上げるということ

が、このことに関しては非常に重要だと思っています

ので、県からの強いメッセージを送って、例えばキャ

ンペーンでも張って、年に２度、３度そういう日を設

けてやる考えはないのかなと、そう思うんですがどう

ですか、そのことに関して。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（下地 寛君） 赤土流出については、

やっぱり住民みずからが危機意識を持たないといけな

いということがあります。当然市町村との連携もそう

ですけれども、例えば地域の集落単位、河川の流域協

議会みたいなそういったところとも連携をしながら、

実は一括交付金なども利用して、その地域の皆さんが

活動できるような、額的には大きいものにはなりませ

んけれども一緒に行動するというような事業も想定を

していますので、ぜひそういうものを利用しながら、

地域ごとにさまざまな対応を考えていきたいと考えて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

○具志堅 透君 各市町村との連携というのは、地域

を巻き込むために県が直接というよりは地域の公共団

体のほうが易しいんじゃないかという意味で言ってい

ます。ぜひともそのことに対しては早急な対応が必要

だと思いますので、よろしくお願いします。 

 以上で終わります。ありがとうございます。 

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。 

   午後３時34分休憩 

   午後４時１分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 砂川利勝君。 

   〔砂川利勝君登壇〕 

○砂川 利勝君 こんにちは。質問に入る前に所見を

述べさせていただきます。 

 沖縄戦終結から67回目の慰霊の日を終え、平和に対

する気持ちを新たにした６月23日には石垣島ではウミ

ンチュの祭典ハーリーが勇壮にとり行われ、ハーリー

鐘に合わせるように梅雨も明けました。また、本年６

月は任期満了に伴う県議会議員選挙がとり行われ、石

垣市区から自民党公認として初当選させていただき、

この場に登壇することができたことに対して責任の重

さをひしひしと感じているところであります。 

 さて、県議選においては「八重山元気島づくり」を

キャッチフレーズに、「元気で豊かな住みよい美ら島、

八重山づくりの推進」などの５つの目標と「自然と歴

史、伝統、文化を大切にする島」など５つの目指す八

重山の将来像、「八重山ブランドづくり・農林水産業

の振興」など８つの「元気島づくり」151項目のプロ
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ジェクトを掲げて、有権者の審判を受け初当選を果た

すことができました。八重山の地域代表として有権者

の負託を受け、地域の発展、沖縄県の発展に微力なが

ら貢献することができれば幸いであります。県政与党

の立場から八重山郡民の声を県政に届け、「元気な島

づくり」を推進してまいりたいと決意を新たにしてお

ります。 

 初めての県議会一般質問ではありますが、八重山郡

民の負託を受けた地域代表として151項目のプロジェ

クトの推進に向け、仲井眞知事を初め関係部局長の明

快なる御答弁を期待して質問に入らせていただきま 

す。 

 １点目、離島振興について。 

 (1)、離島格差是正に向けた県の取り組みについて。 

 沖縄のガソリン税に係る軽減措置として復帰特別措

置法に基づき揮発に係る税について１リットル当たり

７円の軽減措置が講じられております。この軽減措置

を前提に、石油価格調整税として１リットル当たり

1.5円を徴収し、県内離島への石油製品の輸送費補助

事業を実施しております。このことが離島格差是正に

向けた県の取り組みでありますが、離島のガソリンは

沖縄本島と比べても20円から30円も高く、輸送費補助

事業による恩典が実感として感じられないのでありま

す。 

 そこでお伺いいたします。 

 ア、沖縄のガソリン税に係る軽減措置について。 

 このことは、沖縄本島と離島のガソリン価格が同一

になるように輸送費を補助することが主な趣旨であ 

り、目的であると思われますが、その趣旨・目的につ

いてわかりやすく御説明願います。 

 イ、離島への石油輸送費補助の実績について。 

 石油輸送補助費の実績について、どのような仕組み

でどのように支払われ、どのように活用され格差是正

に生かされているのかを具体的に御説明願います。 

 ウ、県内のガソリン価格と輸送費補助のかかわりの

実態について。 

 さて、価格是正に向けた輸送費補助事業が実施され

ているものの、県内のガソリン価格は本島と離島では

大きな格差があり、冒頭でも述べたように30円も高く

なっています。この実態については県はどのように把

握しているのか、このような実態が適正なのかについ

てもお示し願います。また、実態として沖縄本島と離

島で格差是正があるガソリン価格についてどのように

すれば格差是正をなくすことができるのか、具体的な

対策について御答弁を願います。このことは今回の県

議選挙において多くの郡民が不満を示している問題で

あることを御理解願いまして、県当局の誠意ある明確

な御答弁を期待し、質問とさせていただきます。 

 ２、農業行政について 

 (1)、県内農業に大打撃を与えるＴＰＰ参加について。 

 環太平洋戦略的経済連携協定いわゆるＴＰＰ参加に

ついて反対の立場から質問させていただきます。 

 ＴＰＰ参加は農業だけでなく各産業にかかわり、多

くの問題を含んでおりますが、農業にかかわる者とし

て今回は農業を中心に取り上げます。このことについ

ては仲井眞知事も反対を表明していることから、国に

対して強力に反対運動を展開していくためにも改めて

ＴＰＰ参加反対を明らかにしてほしいと願っておりま

す。 

 (2)、口蹄疫対策について。 

 畜産業の振興・発展の阻害要因となる口蹄疫侵入防

止は、畜産業界だけではなく、観光業を含めた官民一

体となった取り組みが必要であります。さらには全産

業を網羅した対策が求められ、ボーダーレス時代にお

いて近隣諸国の中国や台湾などからの観光客が訪れる

県内でその対策は不可避な取り組みであります。 

 そこでお伺いいたします。 

 １点目は、口蹄疫侵入防止対策の徹底についてどの

ような対策を講じているのか具体的な説明を願いま 

す。 

 ２点目に、念には念を入れ、緊張感を持った継続し

た取り組みや検証が必要と思われますが、今後の取り

組みと検証結果について御説明願います。 

 ３、医療行政について。 

 (1)、県立八重山病院の独立行政法人化について。 

 県立八重山病院は、御承知のとおり八重山地域の中

核病院であり、海を隔てた地域においてなくてはなら

ない重要な総合病院であります。そのことだけでも赤

字経営の県立八重山病院を独立行政法人化すること 

は、医師の確保を初め高度医療の充実など、病院経営

に支障を来すものであることは目に見えております。

幸いにも仲井眞知事は県立八重山病院の独立行政法人

化について明確な姿勢を示してはいないと受けとめて

おりますが、八重山郡民代表として県立八重山病院の

独立行政法人化には断固反対という立場を明らかに 

し、この場で仲井眞知事の考え方をお示し願いたいと

存じます。 

 (2)、県立八重山病院の早期改築移転について。 

 さて、老朽化に伴う県立八重山病院の早期改築移転

は、郡民の悲願であります。県当局は病院の経営改善

に努めつつ、将来の病院のあり方や地元自治体との連

携等について検討していく必要があり、具体的なスケ
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ジュールは検討していないとの見解を示しております

が、これまで何度も早期改築移転を訴えてきているに

もかかわらず、一向にスケジュールさえも決まってい

ないということであります。お隣の県立宮古病院は来

年完成予定となっている中で、仲井眞知事はできるだ

け早目にできるよう頑張りたいとしておりますが、何

ら具体的なスケジュールを初め動きが目に見えてきま

せん。仲井眞知事は県立宮古病院の後は県立八重山病

院という順位づけを示しておりますが、いま一度お伺

いいたします。 

 県立八重山病院の早期改築移転についての御見解を

お示し願いたいと存じます。 

 ４、観光行政について。 

 (1)、石垣島ゴルフ場建設について。 

 日本の奥座敷として自然環境に恵まれ、日本最南端

の自然文化都市・石垣市は観光立市として観光客誘致

に取り組んでおります。しかしながら観光客誘致の受

け皿としてリゾート地に必要なゴルフ場がありませ 

ん。御承知のとおり新石垣空港建設のため、石垣島の

唯一の本格的なゴルフ場が空港建設地として滑走路の

下に埋もれ、石垣島にはゴルフ場がなくなってからは

観光客も激減し、観光業界からは「ゴルフ場がなくな

ってから観光客がお隣の宮古島に流れている」との指

摘もあり、早急なゴルフ場建設が切望されています。 

 これまで民間企業がゴルフ場建設を打ち上げ期待を

集めてきましたが、いまだに着工のめどは立っておら

ず、行政主導によるゴルフ場建設についても一向に進

展する気配もありません。県当局は民間のゴルフ場建

設計画について、開発行為に伴う個別法などの課題を

整理して企業に伝え、市当局との間で調整が行われて

いるところであり、県としてはさらなる積極的な支援

が必要であります。 

 そこでお伺いいたします。 

 ２月定例議会でも取り上げられ、県は積極的に支援

する姿勢を示しておりますが、その後の進捗状況と、

今後の支援体制について改めて御説明願いたいと存じ

ます。 

 ５、尖閣諸島について。 

 (1)、排他的経済水域確保の取り組みについて。 

 尖閣諸島は日本固有の領土であり、石垣市の行政区

域であることは国際的にも明らかであり、仲井眞知事

も御承知のとおり周辺海域は豊かな漁場であり、海底

資源の宝庫と言われ、排他的経済水域を確保する取り

組みは重要であります。現在、海上保安庁の巡視船が

日夜、警備活動を展開し排他的経済水域の確保はなさ

れておりますが、中国が領有権を主張し排他的経済水

域に侵入しトラブルを起こしていることも御承知のと

おりであります。 

 そこでお伺いいたします。 

 排他的経済水域を確保するため、海上保安庁に対し

て警備強化のために巡視船の増強などさらなる取り組

みを求める必要があると思われますが、仲井眞知事の

御見解をお伺いいたします。 

 (2)、定住支援について。 

 尖閣諸島の実効支配は日本国民が定住することであ

ることは間違いないことであります。尖閣諸島がいま

だに領有権で外交問題となっているのは無人島である

ことに事の発端があります。尖閣諸島の魚釣島には明

治時代にかつおぶし工場があり多くの人々が定住し、

かつおぶしなどを製造していたことは歴史が明らかに

しており、国民が定住することで明確に領有権を主張

することができるものと考えております。 

 そこでお伺いいたします。 

 尖閣諸島の魚釣島に住民が定住できるようにするた

めにはどのようにすることが望ましいのか、仲井眞知

事のお考えをお示し願いたいと存じます。 

 (3)、漁港の整備及び灯台の建設、気象観測所や通信

網の整備について。 

 定住支援策と関連しますが、現在尖閣諸島には漁港

もなく、漁船が悪天候のために避難しようにも島に近

づくことさえもままならない状況であり、せっかくの

好漁場でありながら、漁民は安全性を憂慮して尖閣諸

島周辺での漁労を避けているのが実情であります。さ

らには、しっかりとした灯台もなく気象観測所もない

ことから詳細にわたる天候を知ることができず、漁民

からは気象観測所及び通信網の整備が求められていま

す。 

 そこでお伺いいたします。 

 県として行政区域の石垣市と連携して、国に対して

漁港か避難港及び灯台の建設、気象観測所や通信網の

整備について積極的に要望していくお考えはないの 

か、御答弁を願います。 

 次に、我が党の代表質問に関連して、自由民主党・

新垣哲司議員の代表質問、離島・過疎地域の振興につ

いての我が党関連で、離島住民等交通コスト負担軽減

事業の対象であります航空路について御質問いたしま

す。 

 石垣―波照間航路の貨客船運休問題でありますが、

同フェリーが運休していることで波照間島への燃料輸

送が停滞しており、軽油やガソリンの給油制限が解消

されていないのが実態であります。このため、日常の

生活にも影響が出ているほか、農家はトラクターを使
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用したくても給油が制限されているため、作業を行う

ことができずお手上げ状態となっております。県では

波照間海運所有のフェリーをリース方式で確保するこ

とで調整しておりますが、いずれにしても早急な対応

が求められています。 

 そこでお伺いいたします。 

 (1)、航路事業者及び竹富町と連携して対応するとし

ているが、今後の見通し及びいつごろをめどに運航再

開を検討しているか具体的な御説明を願います。 

 次に、ＪＴＡの石垣―与那国路線の廃止問題につい

てお伺いいたします。 

 日本トランスオーシャン航空は、採算路線の見直し

として石垣―与那国路線について廃止を検討している

ことが明らかとなっています。石垣―与那国路線は廃

止されることで住民に不利益を与えるばかりでなく、

観光客の減少や農林水産物の輸送に大きな影響を与え

るのは必至であります。カジキ漁を営む漁民からは、

路線が廃止されることでカジキの輸送ができなくな 

り、鮮度を保つことができないとして地域経済に大き

な影響が懸念されています。ＪＴＡはもともと離島の

翼として県民の足となるべく路線の確保は重要であり

ます。また、県は株主として、離島切り捨ての方針に

は断固反対すべきであります。 

 そこでお伺いいたします。 

 (1)、ＪＴＡの石垣―与那国路線廃止についてどのよ

うな御見解をお持ちなのか、また今後の対応について

お考えをお示し願いたいと存じます。 

 あと１点、農林水産業物流条件不利性解消事業の中

の、カジキ・マグロの輸送補助についての当局の考え

方を説明願いたいと思います。 

 以上、質問を申し上げます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 砂川利勝議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず離島振興についての御質問の中で、沖縄のガソ

リン税に係る軽減措置についての御質問にお答えをい

たします。 

 沖縄県におきましては、復帰特別措置に基づく軽減

措置により他府県に比べ、１リットル当たり７円軽減

されております。このうち1.5円は、沖縄県が石油価

格調整税を課税しております。したがって、実質１リ

ットル当たり5.5円の軽減措置となっております。こ

うした軽減措置により、沖縄本島のガソリン価格はこ

こ３年間の平均値で見ますと全国と比較いたしまして

約４円安くなっており、軽減措置の効果があらわれて

おります。 

 次に、農業行政に係る御質問の中で、ＴＰＰへの参

加についての御質問にお答えをいたします。 

 ＴＰＰは、原則全品目で関税撤廃が前提であり、特

に国内農業へ重大な影響を与えるおそれがあります。

沖縄県といたしましては、政府から国民への情報提供

が少ないなど全国から訴えられてきた懸念が払拭され

ておりません。また、十分な農業対策等が明示されて

いないことなどから、ＴＰＰに参加しないよう国に対

し今後とも強く求めていく所存でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 離島振興についての御

質問の中の、石油製品輸送等補助事業の実績について

お答えいたします。 

 県は、復帰特別措置法に基づく揮発油税等の軽減措

置を活用し、沖縄本島から県内離島へ輸送される揮発

油、灯油、軽油及びＡ重油について、本島並みの価格

の安定と円滑な供給を図るため、石油製品の販売事業

者及び輸送業者等の当該輸送等に要する経費に対し補

助する石油製品輸送等補助事業を実施しております。

平成23年度の補助実績は、補助対象経費とほぼ同額の

約８億1000万円となっております。本補助事業の実施

により、石油製品価格の安定と円滑な供給が図られる

ことによって、離島における住民生活と経済活動の安

定に一定の効果があると考えております。 

 次に、県内ガソリン価格と補助事業とのかかわりに

ついてお答えいたします。 

 石油製品輸送等補助事業においては、各補助事業者

から石油製品の小売価格について報告を受けておりま

す。当該報告等に基づき平成23年度における沖縄本島

と離島のガソリン１リットル当たりの平均小売価格を

比較すると、沖縄本島の144円に対し、離島は164円と

なっており、離島が20円高くなっております。このよ

うな価格差が生じる要因としては、補助事業者に対す

る聞き取り等の結果から、離島においては販売数量が

少ないことから売り上げ総利益率を高く設定せざるを

得ないこと、洗車などの油外収入が少ないことからコ

ストを石油製品価格に転嫁せざるを得ないこと、仕入

れは海上輸送に依存し不安定なため一定量の貯蔵施設

の整備が必要となり設備投資負担が大きいことなどが

あると聞いております。しかしながら、本島・離島間

の石油製品の価格差について、どのような要因でどの

程度の価格差が生じているのか定量的には把握できて
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おりません。このため今年度において、石油製品販売

事業者の経営実態調査を実施し、価格差の発生要因を

定量的に分析するとともに、価格差を縮小するための

方策を検討することとしております。 

 次に、尖閣諸島に係る御質問の中の、定住支援につ

いてお答えいたします。 

 国においては、沖縄振興特別措置法及び同法施行令

に基づく指定離島として、39の有人離島のほか、無人

島についても畜産業、水産業、農業等が営まれ、また

は観光レクリエーションの場として、有人離島と一体

的に振興開発を図る必要があると認められる島として

15の無人離島を指定しております。 

 尖閣諸島については、現在このような状況にないこ

とから、指定離島に指定されておらず、沖縄振興特別

措置法及び同法に基づき県が策定した「沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画」等において、離島振興施策を講じる

対象とはなっておりません。また、政府において現在、

尖閣諸島への立ち入りを認めていないことから、同諸

島に対する定住支援につきましては、まずは国の同諸

島に関する動向を踏まえ、適切に対応する必要がある

ものと考えております。 

 我が党の代表質問との関連についての御質問の中 

の、ＪＴＡの路線体系変更への対応についてお答えい

たします。 

  県は、７月３日に与那国―石垣路線のＪＴＡからＲ

ＡＣへの移管に関する情報を得て、ＪＴＡに対し路線

体系変更案に関する経過と詳しい説明を求めたところ

であります。ＪＴＡによると、構造改革の一環として

ジェット機の保有機材を16機から12機体制へ段階的に

減少させる経営計画を策定し、グループが一体となっ

て路線網を極力維持・存続させるための方策として提

案したとの説明がありました。県としては、離島地域

における航空路線の維持確保は、住民生活の不利性の

解消という観点のみならず、主要産業である農林水産

業を初めとする各種産業の発展を図る上でも重要であ

ると認識しております。今後、地元の意向を踏まえ、

産業振興の視点を含め離島航空路線の確保・維持が図

られるよう、航空事業者に対し働きかけていきたいと

考えています。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） 農業行政についての

中の、八重山における口蹄疫対策についての御質問に

お答えします。 

 県内の口蹄疫防疫対策としては、空港・港における

靴底消毒などの水際防疫、法に基づく衛生管理遵守の

ための農家立入指導、万が一発生した場合に備えた防

疫実働演習の開催などを実施しております。特に、台

湾からのチャーター便やクルーズ船が増加している八

重山地域においては、国や関係機関と連携して取り組

む「八重山地域口蹄疫防疫バイオセキュリティプラン」

を策定し、防疫対策を強化しております。具体的には、

空港・港での侵入防止キャンペーンの実施、旅行代理

店・ホテル等を対象とした説明会の開催、ダイレクト

メールによる全農家への文書の送付などの対策を実施

しております。また、国は家畜伝染病予防法に基づき、

去る４月に石垣港を、来年３月に新石垣空港を指定港

に認定し、国の家畜防疫官の配置による監視体制を強

化することとしております。 

 県としましては、今後とも引き続き国や地域と連携

して口蹄疫などの家畜伝染病の侵入防止に万全を期し

てまいります。  

 次に、尖閣諸島についての御質問の中の、排他的経

済水域確保の取り組みについての質問にお答えしま 

す。 

 尖閣諸島周辺海域は、カツオ・マグロ類やマチ類な

どの好漁場の一つとなっております。このため尖閣諸

島周辺の漁場の確保は、県民等への水産物の安定供給

と水産業の発展にとって重要なものであります。近年、

尖閣諸島周辺海域において、外国漁船の操業が多く確

認されておりますが、漁業者は漁場の確保と安全操業

に強い不安を抱いております。 

 県としましては、尖閣諸島周辺の排他的経済水域に

おいて、本県の漁業が妨げられるようなことがあって

はならないとの考えから、国に対し取り締まりの強化

を要請するなど漁業の安全確保について適切に対応し

てまいります。 

 次に、同じく尖閣諸島についての中の、尖閣諸島の

漁港整備等についての御質問にお答えします。 

 尖閣諸島の漁港整備については、国境遠隔離島にあ

ること、高度な建設技術を要すること、また、経済的

な面からも多額な費用がかかること、以上のことから

国が対応すべきものと考えております。また、灯台の

建設、気象観測所や通信網の整備については、海上保

安庁及び気象庁の管轄と認識しております。 

 県としましては、国に対し漁港等の建設も含め引き

続き県内漁船の安全操業の確保を要望してまいりま 

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 
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○福祉保健部長（崎山八郎君） 医療行政についての

御質問の中で、県立八重山病院の独立行政法人化につ

いてお答えいたします。 

 県立病院の経営形態については、「県立病院のあり

方に関する基本構想」に基づき、「経営再建計画」に

沿った経営全般にわたる改革の取り組みを検証した上

で総合的に判断することとしております。 

 なお、どのような経営形態であっても県立病院の果

たすべき役割である離島・僻地医療、救急医療等地域

において必要とされる医療を提供する体制は堅持する

こととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 医療行政についての

御質問の中で、県立八重山病院の早期改築移転につい

てお答えいたします。 

 病院事業局では、八重山病院の建てかえに向けて、

病院の経営改善に努めつつ、将来の病院のあり方や救

急医療における地元自治体との連携、役割分担など一

括交付金の活用も含めて検討していく必要があると考

えております。また、地元においては病院のあり方に

関する協議の場の設置に向けた動きがあることから、

病院事業局としましては、その動向を注視しつつ病院

のあり方等に関する協議、コンセンサスの形成にかか

わりながら、建てかえに向けた準備を進めていきたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 観光行政に

ついての中の、石垣島ゴルフ場建設についてとの質問

にお答えいたします。 

  八重山地域においては、来年３月に新石垣空港の供

用開始を控えており、議員御指摘のとおり魅力ある観

光地づくりを一層推進していく必要があると考えてお

ります。石垣市においてゴルフ場等観光資源の充実を

図ることは、八重山地域の観光のみならず沖縄観光全

体の発展に資するものと考えております。平成23年９

月には、開発許可の本申請に先立って、開発予定の企

業からゴルフ場建設を目的とした「基本計画審査申請

書」が石垣市を経由して県土木建築部に提出され、県

関係部局と企業との間で開発行為に伴う許可申請に向

けた事前調整が行われ、関係法令等に基づき開発に係

る問題点等が指摘されていると聞いております。石垣

市では「石垣市ゴルフ場開発計画関連庁内連絡会議」

を設置して、当該開発行為に対し指導助言を行ってお

り、県としましても、地元の意向を踏まえながら開発

に係る調整が円滑に進むよう関連部局・関係諸団体と

の連携を図りながらこれからも支援をしてまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 それでは、再質問を順を追ってさせ

ていただきます。 

 先ほど企画部長からお話がありましたが、補助して

いるからそれなりに下がっていますよという答弁であ

りました。今まで昭和47年から平成23年度まで幾らの

補助金が出されているのか答弁してください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時37分休憩 

   午後４時37分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 申しわけございません。

今ちょっと手元に47年からの数字がないものですか 

ら、後ほど提供させていただいてよろしいでしょうか。

申しわけございません。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 262億円ですね、これまでの間やら

れています。わかっていてちょっと聞いたんですけれ

ども。まさにこれだけの金額が投入されてきたと、そ

ういった中で先ほど部長から販売数量が少ないとかい

ろいろありました。ただそれは小さな離島県において

は私はそうだと思っています。宮古・石垣については

私はそうじゃないんじゃないかなというふうに理解し

ています。なぜならば、本来それなりの数量が動いて

いるんですよね。宮古・石垣についての数量がわかっ

ているのであればちょっと答弁してください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時38分休憩 

   午後４時39分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 失礼いたしました。石

垣が６万2800キロリットルです。宮古島が４万9536キ

ロリットルでございます。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 いろいろ前に調べたときにはかなり

の数量があって、多分それなりの利益が確保されてい

たと思うんですよね。それで262億円の補助を受けな

がら、そしてまたこの差額の中でしっかりと私は利益
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を得られていると思っています。それで離島の中の離

島の地域、それに対しては確かにタンクが小さいとか

いろいろな問題があるんですよね。そこで税収があり

ますよね、昨年の税収９億9000万、そして交付した額

が８億1000万と。約１億8000万ぐらいの差額が出てい

ますよね、差額が出ているんです、この数字を見たら

ですね。小さな離島に対しての補てんをこのお金で例

えばタンクをつくってあげるとかさまざまな整備をす

れば、小さな離島もそれなりの恩典が受けられると思

うんですね。税収はありますので、それが使えればで

すよ、使える方向であるんであれば、その税金を使っ

てそういう対策ができないかちょっとお伺いいたしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 確かに議員おっしゃるとおり、若干差額が出ており

ます。それを活用して今のタンクの補てんなどできな

いかということですが、そういったことも含めまして

先ほど御説明いたしました定量的に調査を行って、こ

の価格差がなかなか埋まらない理由をしっかり把握し

た上で今後検討してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 あと１点、揮発油税はこれまで５年

間だったんですね。それが３年になった理由、わかっ

ていれば答弁してください。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 今回議員の御提案の趣

旨にもちょっと関連するんですけれども、こういった

形で補てんしていってもなかなか離島と本島との格差

が埋まっていないと。これを十分に検証する必要があ

るんだというような意見がこの法律の制定の審議の後

出まして、３年に縮んだと。この３年の間にしっかり

検証するようにというような話だと理解しています。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 しっかり検証して、やはり経済の源

は燃料ですので、その燃料を負担軽減できればという

ふうに思います。しっかり努力していただければと思

います。 

 次に移ります。 

 八重山病院の建てかえについて、これは再三再四、

今までいろいろな地元選出の議員が質問してきたと思

います。具体的なスケジュールについて御答弁を願い

たいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えします。 

 議員も御存じのとおり、八重山病院は昭和55年４月

に建築されてもう築32年が経過しております。そして

施設や設備の老朽化が進んでおるということは推測さ

れるような状況でありまして、今後は施設や設備の老

朽度調査、これを行いながら建てかえに向けた作業を

進めていきたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 作業ですから、私はスケジュールが

大体いつごろまでにという数字が聞きたいんです。答

弁願います。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えします。 

 現在のところはまだ明確な日時というのはお答えで

きませんけれども、できるだけ早くやっていきたいと

いうふうには考えております。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 知事に伺いたいと思います。知事の

見解を求めたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 県立病院が全体として経営

が大変難しいという状況の中で、３年かけて従来より

約30億円プラスして一般会計から繰り入れをして八十

数億入れて、一応経理的にまず一回健全にしたわけで

すね、いろんな形で。あとはこれが長期的に離島の県

立病院もちゃんとやっていけるかどうかも含めて、こ

ういう県がお金を出してやるべき事業が未来永劫ちゃ

んとやっていけるかどうか、しっかりまずこの秋には

評価委員会がありますから、きちっとそれを評価をし

てこれまでのこの改善の中身を、これなら何とかやっ

ていけるというあれが出てきましたら、おっしゃるよ

うな例えば次は大きな病院として石垣の八重山病院が

やっぱり次は建てかえ時期に来ております。ですから、

この秋口の評価委員会の評価を踏まえて、まず県立の

ままでいけるのかいけないのか。むしろ独法化したほ

うがいいのかいけないのか、これは議会の中で議論が

ずっと続いておりますが、ここら辺に見通しと結論を

出して、その上で次にお金のかかる石垣を含む病院の

ありようというのがきちっと出てくるというふうに私

は考えております。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 前向きな答弁と私は受けとめまし 

た。しっかり建てかえをお願いしたいというふうに思

います。 

 最後に、今までも尖閣諸島、一連の報道があります。

これについての知事の見解を求めたいと思います。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩。 
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○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時47分休憩 

   午後４時49分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 尖閣諸島につきましては、

無論基本的な私の姿勢は国と一緒です。つまりこれは

日本固有の領土で石垣の地番を持っている島である 

と、そして領土問題はないというのが国の公式の考え

方で、私もその立場をとっております。そういう中で

東京都がこの島を領有、買う、所有する、譲り受ける。

そしてそういう中で今度は国が所有するという話が出

てきて、これはマスコミ情報でしか我々もよくわかり

ません。ですが、これはどちらが持ったほうがいいか

は私もよく意見を聞き判断をしたことはありません 

が、ただ、今まず当面必要なことはあそこの漁業者、

それからあそこで操業する漁船、そういうものの安全

操業が確実にできること、そして領海侵犯については

直ちにそれを処理といいますかきちんと対応できるこ

とというのを海上保安庁に再三にわたって私も要請を

してまいりました。ですからそれを確保するというこ

とと、それから国がきちっと今管理をしているわけで

すね。ですから、そういう状態を国がきちっと続けて

いくほうが安定感があるというふうには私は考えてお

ります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 最後に、代表質問に関連して質問し

た与那国の問題ですけれども、ぜひともこれは農林水

産物が運べなくなったら大変なことになりますので、

ＪＴＡとしっかり話し合ってください。 

 以上で質問を終わります。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

   〔新垣良俊君登壇〕 

○新垣 良俊君 こんにちは。 

 お疲れかと思うんですが、あと２人でありますので、

最後までおつき合いをお願いしたいと思います。 

 では、通告に従いまして一般質問を行います。 

 １、離島・過疎地域の振興について。 

 (1)、住民生活基盤の整備について。 

 ア、粟国港の整備について。 

 那覇―粟国間を一日一往復するフェリー粟国は、平

成21年実績で55日間欠航し､さらに港湾内のうねりで

11日間の繰り上げ出航が起きております。他の離島航

路が軒並み90％以上の運航率であるにもかかわらず、

粟国村の運航率が85％前後と低迷している要因は、強

い南風に対応できない港湾にあると言わざるを得ませ

ん。フェリーの出入港の安全性の確保と粟国村の振

興・発展並びに住民生活の上からも早急に整備すべき

であるが、県の考えを伺いたい。 

 イ、粟国空港の拡張整備について。 

 粟国空港の定期便が運休してから３カ年がたちまし

た。定期便の再開には空港の拡張整備が必要であるこ

とは認識しておりまして、多くの村民が早期の空港拡

張整備の実現を望んでおります。現在どういう状況に

あるのか、県の取り組みについて伺いたい。 

 ウ、渡名喜村漁港の第２沖防波堤の現状復旧工事に

ついて。 

 昨年５月の台風２号で被害を受けた第２沖防波堤は

大きく傾いた状況にあり、早急に復旧工事に着手しな

いと漁船及びフェリーの出入港の安全性の確保が難し

くなると思うが、対応策について伺いたい。 

 エ、小規模離島への生活物資の輸送コストは割高の

状況にあるが、離島住民の生活コストの軽減を図るこ

とは住民の経済的負担の軽減はもちろん、若者の定住

にもつながるものと思われます。生活物資の輸送費に

ついて、沖縄振興一括交付金で支援することはできな

いか伺いたい。 

 オ、平成22年度、23年度に社会実験事業として実施

された小規模離島の航空路利用活性化事業は、自治体

や住民から大変喜ばれています。平成24年４月１日か

らスタートした沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事

業については、離島振興と定住条件の改善を図るため

にも重要な制度であります。航路の場合、事業の対象

者が離島住民と出身高校生になっているが、元住民と

観光客にも軽減を実施する考えはないか伺いたい。 

 また、久米島町の場合、航空路の対象者が住民だけ

になっているが、出身高校生、観光客にも広げる考え

はないか伺いたい。 

 カ、北大東村においては、昭和47年から農業基盤整

備事業を導入し、区画整理及び畑かん施設については

一定のめどがついてきたところである。基盤整備のめ

どが立ち、そして南大東漁港北大東地区が平成26年度

に完成の予定であります。県として、今後どのような

事業で村の振興・発展に取り組んでいくのか、企画部、

農林水産部、そして土木建築部に伺いたい。 

 ２、農業振興について。 

 (1)、沖縄型農業共済制度推進事業について。 

 沖縄は台風等による農業被害が多く、過去20年間の

年平均農産被害額が22億2000万円と言われている。農

業共済制度は、農業者の掛金負担を無理なく誘導し、

安定的な保険母集団を確保するため、共済掛金の一部
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を国が負担しているが、国庫負担割合は全国一律とな

っており、本県では共済掛金率の高さから農業者の共

済掛金負担が重く、共済加入率は低迷しており、災害

発生時に農業共済制度の機能が発揮できない。今回、

課題解決を図るために沖縄振興一括交付金で沖縄型農

業共済制度推進事業がスタートすることになるが、事

業の取り組みについて伺いたい。 

 (2)、農業就業者支援について。 

 沖縄振興一括交付金を活用した沖縄県新規就農一貫

支援事業で新規就業者を支援し、農業の担い手の育成

と定着を図る計画がされているが、事業の概要につい

て伺いたい。 

 (3)、イモゾウムシ等根絶防除事業について。 

 2001年度から久米島町で実施している芋類などの特

殊病害虫のイモゾウムシ等根絶防除事業で、アリモド

キゾウムシの最終確認調査が始まるが、10年余をかけ

て根絶させた県の努力に敬意を表したいと思います。

最終確認調査の期限と方法について伺いたい。また、

イモゾウムシの根絶に向けての取り組みがどうなって

いるか伺いたい。 

 (4)、沖縄食肉価格安定等特別対策事業について。 

 平成２年度に牛肉輸入自由化対策として、財団法人

沖縄県畜産振興公社に造成してあった基金105億円は、

沖縄県の立ちおくれた食肉生産基盤の飛躍的な改善を

図るため積み立てた基金であります。平成27年度まで

に基金を取り崩して事業を実施することになるが、次

のことについて伺いたい。 

 ア、肉用牛、養豚、食鶏が基金の対象であるが、内

訳はどうなっているか伺いたい。 

 イ、特に施設が老朽化しており改築等の整備に費用

がかかるが、重点的に施設整備を図る考えはないか伺

いたい。 

 ３、土木建築行政について。 

 (1)、那覇広域都市計画区域について。 

 ア、沖縄県では７つの都市計画区域があるが、市街

化区域、市街化調整区域と区域区分の線引きがされて

いるのは那覇広域都市計画区域だけであります。区域

区分を設定している理由は何か伺いたい。 

 イ、那覇広域都市計画区域は、５市５町２村が範囲

の都市計画区域である。当該区域は、那覇市を中心に

して線引きがされているが、他の市町村では区域区分

の設定で開発に影響が出ている。区域区分をなくし、

未線引き都市計画区域にする考えはないか伺いたい。 

 ウ、都市計画法においては、市街化区域、市街化調

整区域の制度を担保する措置として、あるいは宅地造

成に一定の水準を確保するための手段として、これら

の区域において行われる開発行為を知事の認可に係ら

しめ、区域区分に応じた基準に基づき許可または不許

可にするという「開発許可制度」が規定されている。

区域区分されていない未線引き都市計画区域の開発行

為についてはどうなのか伺いたい。 

 (2)、県道東風平豊見城線の早期整備について。 

 県道東風平豊見城線は、八重瀬町友寄から豊見城市

豊崎を結ぶ9.2キロメートルの幹線道路であります。

当該道路は、八重瀬町及び南城市と那覇市、豊見城市

を結ぶ産業振興や地域間の交流には欠かせない重要な

路線であります。上田交差点から八重瀬町までの4.5

キロメートルの整備の取り組みについて伺いたい。 

 ４、文化観光スポーツ行政について。 

 (1)、沖縄県指定無形文化財（空手・古武術）保持者

の選定について。 

 ア、平成９年８月に第１期の保持者３名、平成12年

９月に第２期の保持者６名の先生方が選定されまし 

た。沖縄空手界の発展を考えたとき、第３期の保持者

の選定を早期にすべきだと思うが、県の考えを伺いた

い。 

 イ、保持者の選定については選定条件があると思う

が、保持者の選定がおくれている理由について伺いた

い。 

 (2)、空手道会館（仮称）の建設について。 

 沖縄伝統空手を独自の文化遺産として保存・継承・

発展させるとともに、「空手の発祥地沖縄」を国内外

に発信する拠点として整備することを基本としている

が、建設場所、施設規模等はどうなっているか伺いた

い。 

 ５、我が党の代表質問との関連について。 

 新垣哲司県議の代表質問の中の、ＴＰＰ（環太平洋

経済連携協定）についてでありますが、関連して質問

をしたいと思います。 

 まず最初に、ＴＰＰ交渉参加において、本県の農林

水産業への影響が懸念されるが、具体的にはどのよう

な品目で影響が懸念されるのか伺いたい。また、その

影響はどのぐらいか伺いたい。 

 次に、ＴＰＰ交渉参加について、本県地域経済、と

りわけ農林水産業への影響が大きいと思うが、本県で

の取り組み状況はどうなっているか伺いたい。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 新垣良俊議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、離島・過疎地域の振興についての中で、
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渡名喜漁港の災害復旧工事についての御質問にお答え

いたします。 

 渡名喜漁港の第２沖防波堤の災害復旧工事につきま

しては、平成24年２月に着手し、10月の完成に向けて

鋭意工事を進めているところであります。 

 次に、農業振興に係る御質問の中で、沖縄型農業共

済制度推進事業の取り組みについてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。 

 沖縄県は、台風等の災害が多く共済掛金率が高いこ

とから、共済加入率は低くなっております。そのため、

沖縄振興一括交付金を活用しました沖縄型農業共済制

度推進事業によりまして、農業資材の購入費の助成等

を実施することといたしております。これにより農家

の負担が軽減され、加入率の改善と農家経営の安定が

図られるものと考えているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 離島・過疎地域の振

興についての御質問の中で、粟国港のフェリー運航の

安全性確保についてお答えいたします。 

 粟国港は、強い南風の影響を受けやすく、フェリー

運航率が約85％と低いことは認識しております。その

ため、県では、港内静穏度検討のための波浪観測調査

等を平成23年度から実施しております。今年度も引き

続き調査を行い、次年度には、その結果を踏まえて安

全性確保に向けた対策案の策定に取り組んでいきたい

と考えております。 

 同じく粟国空港拡張整備の取り組み状況についてお

答えいたします。 

 粟国空港については、平成21年６月に定期便が運休

し、現在、チャーター便による運航が行われておりま

す。安定的な定期路線の再開には機材の大型化に対応

した滑走路の拡張整備が必要であると考え、拡張の必

要性や施設計画の妥当性についてパブリックインボル

ブメントを実施いたしました。現在、環境への負荷低

減やコスト縮減を考慮して基本設計を実施していると

ころであります。 

 県としては、新規事業化に当たっては、航空会社の

就航意向取りつけや需要喚起策が重要なことから、粟

国空港協議会や関係機関と協議し、早期に事業着手で

きるよう取り組んでいきたいと考えております。 

 同じく北大東村の振興・発展に向けた土木建築部所

管事業についてお答えいたします。 

 土木建築部では、現在、北大東港江崎地区の岸壁の

整備を推進するとともに、村道３号線や村営南第２団

地の整備を支援しているところであります。今後とも、

離島振興に向けて北大東村と連携の上、港湾、空港、

道路、公営住宅など離島における定住条件の整備に取

り組んでまいります。 

 次に、土木建築行政についての御質問の中で、那覇

広域都市計画区域が区域区分を設定している理由につ

いてお答えいたします。 

 那覇広域都市計画区域は、昭和47年４月に都市計画

決定され、昭和49年８月に市街化区域と市街化調整区

域の区域区分を行っています。当時、区域区分を定め

る必要がある都市計画区域について都市計画法施行令

附則第４条に定めがあり、人口10万人以上の市の区域

が対象となっていたため那覇市が該当し、一体的な都

市計画区域として那覇広域都市計画区域だけが指定さ

れたものであります。 

 同じく未線引き都市計画区域にすることについてお

答えいたします。 

 那覇広域都市計画区域は、人口や都市機能が最も集

積し、今後も人口増加が見込まれております。当該区

域は、効率的な行政運営の推進、公共交通や徒歩で暮

らせるまちづくりといった高齢化社会に対応したコン

パクトな都市構造の維持とともに、郊外に残される緑

地や農地などの自然環境との共生・調和を図っていく

ことが重要であります。このため、県としては、今後

も区域区分を継続する考えであります。 

 同じく未線引き都市計画区域における開発行為につ

いてお答えいたします。 

 区域区分が定められていない都市計画区域において

行う開発行為で、その規模が3000平方メートル以上の

ものは、原則として県知事の許可が必要であり、許可

に必要な技術基準は市街化区域及び市街化調整区域と

同一であります。なお、市街化区域においては1000平

方メートル以上の開発行為が許可対象となっており、

同様に当該技術基準に適合する必要があります。 

 また、市街化を抑制すべき市街化調整区域において

開発行為を行う場合は、原則的に面積にかかわらず知

事の許可が必要となり、当該技術基準に適合するほか、

計画的な市街化を図る上で支障がない等の開発行為の

み例外的に立地が認められることとなります。 

 同じく東風平豊見城線の上田交差点から八重瀬町ま

での整備についてお答えいたします。 

 県道東風平豊見城線9.2キロメートルのうち、上田

交差点から豊崎までの4.7キロメートルについては、

平成10年度から事業に着手し、平成28年度の供用を目

指し鋭意整備を推進しているところであります。 
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 残りの上田交差点から八重瀬町までの4.5キロメー

トルの整備については、現在、概略設計を実施してお

り、八重瀬町及び豊見城市と連携して最適ルート案を

選定し、事業化に向けて取り組む考えであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 離島・過疎地域の振興

についての御質問の中の、生活物資の輸送費に対する

支援についてお答えいたします。 

 沖縄県の離島は広大な海域に点在し小規模離島も多

いことから、沖縄本島と比較して生活必需品の価格が

割高な状況にあります。このため、県においては、沖

縄振興交付金を活用し、平成24年度から離島生活コス

ト低減実証事業を実施することとしております。本事

業は、小規模離島を中心とする県内離島へ輸送される

食料品等の生活必需品について、沖縄本島から離島ま

での輸送経費及び卸売業者の販売経費の一部を補助す

ることで生活必需品の価格を引き下げることにより、

定住条件の整備を図るものであります。 

 次に、離島住民交通コスト負担軽減事業の拡充につ

いての御質問にお答えいたします。 

 本事業については、離島住民の船賃及び航空運賃を

低減することにより、住みなれた島で暮らし続けるこ

とができるよう離島の定住条件を整備することを目的

としております。まず、航空路については、平成22年

10月から平成24年３月末まで実施した社会実験の結果

などを踏まえて事業化しております。同社会実験は、

当初、中核病院及び高等学校のない南北両大東、粟国、

多良間、与那国の５つの小規模離島の住民及び島外か

らの交流人口を対象に検討しておりました。しかしな

がら、久米島については病院の診療科目や高等学校の

学科が少なく、通院や通学上の事情から沖縄本島への

移動を余儀なくされることが多いと見込まれたことか

ら、久米島路線の離島住民のみを対象とした経緯がご

ざいます。こうした経緯から、久米島の航空路に交流

人口を含めることについては、今後の事業の実施状況

などを踏まえ検討してまいりたいと考えております。 

 次に、航路については24の航路を対象路線とすると

ともに、定住条件の整備という本事業の趣旨を踏まえ、

生活航路としてより利用頻度が高く、経済的負担が大

きい離島住民及び出身高校生を対象としております。

航路に交流人口を含めることにつきましては、旅行等

で利用する場合は航空路と比べ運賃が低廉であり、負

担感が少ないと考えられることなどから、今後、安定

的かつ継続的な事業実施の観点も含めて検討する必要

があると考えております。 

 次に、北大東村の振興についてお答えいたします。 

 北大東村は、沖縄本島から遠隔の地にあり人口規模

も小さいことから、割高な交通・生活コストが住民生

活を圧迫しているほか、教育、医療等の基礎的生活条

件が不十分であるなどの課題を抱えております。この

ような北大東村の状況を踏まえ、航路及び航空路の運

賃低減を図る沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業

や離島航路の代船建造を支援する離島航路運航安定化

支援事業、生活必需品の価格低減を図る離島生活コス

ト低減実証事業に取り組むとともに、高校進学に伴う

経済的負担の軽減を図る離島児童・生徒支援センター

（仮称）整備調査事業や専門医による巡回診療等を支

援する専門医派遣巡回診療及び遠隔医療支援事業など

により定住条件の整備に取り組んでまいります。また、

沖縄離島戦略的情報発信支援事業により県外での知名

度の向上を図るほか、離島特産品等マーケティング支

援事業により特産品等の販売を促進し、総合的なマー

ケティング支援の強化に取り組むなど、地域の特色を

生かした産業の振興に取り組んでまいります。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） 離島・過疎地域の振

興についての中の、北大東村の振興についての御質問

にお答えします。 

 北大東村においては、昭和47年から農業基盤整備事

業を導入し、区画整理及び畑かん施設については平成

23年度末で要整備面積の約90％が採択されておりま 

す。一定のめどがついたところであります。 

 今後は、農業所得向上のために、基幹作物であるさ

とうきびの反収増加やカボチャなどの輪作体系の確立

が求められています。そのためには、作物の生育に大

きな影響を及ぼす土づくりが重要でありますが、北大

東島の土壌は強酸性で作物の生産性向上の大きな妨げ

になっています。 

 県においては、持続性があり有効な土層改良の対策

として酸度矯正、有機質資材投入等の一体的整備を検

討しており、沖縄振興公共投資交付金の導入に向けて

地元の合意形成を進めているところであります。今後、

地元の合意形成などの条件整備を図り、事業導入に取

り組んでまいります。 

 次に、農業振興についての、沖縄県新規就農一貫支

援事業についての御質問にお答えします。 

 沖縄県新規就農一貫支援事業は、経営感覚にすぐれ

た担い手の育成確保を図ることを目的に、就農希望者
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に対し就農相談から就農定着までの一貫した支援を行

う事業であります。具体的な支援内容については、農

業大学校の機能強化や市町村等の研修農場の整備、新

規就農者に対する農業機械や施設整備等の初期投資支

援、新規就農者に対する農産物加工機器の整備等６次

産業化支援、市町村等へ新規就農コーディネーターの

配置による就農相談体制の充実、農地確保に対する支

援などを実施することとしております。 

 県としましては、当該事業の実施により、毎年300

名程度の新規就農者の育成確保に努めてまいります。 

 同じくアリモドキゾウムシの駆除確認調査の期限等

についての御質問にお答えします。 

 久米島のアリモドキゾウムシは、平成23年10月以降

は野生虫が確認されておらず、平成24年６月４日に、

県から那覇植物防疫事務所に対し防除効果確認調査報

告書を提出したところであります。これを受けて、国

による駆除確認調査が６月18日から10月26日までの期

間で実施されております。調査では、アリモドキゾウ

ムシの寄生するノアサガオやカンショ等を採取し、幼

虫やさなぎの確認とフェロモントラップによる野生虫

の有無を調査します。10月26日までの期間に野生虫の

発生がないことを確認した後、那覇植物防疫事務所か

ら駆除確認調査終了報告が農林水産省に提出されま 

す。その後、公聴会等を経て、本年度中の植物防疫法

施行規則の改正手続を見込んでおります。 

 また、イモゾウムシについては、平成14年度から根

絶に向けた防除を実施しております。現在、有効な誘

引剤がなく広域の防除には至っておりませんが、防除

効果の高い薬剤が新たに登録されるなど、今後は効率

的な防除技術の確立を進めるとともに防除実施地域を

拡大していく予定にしております。 

 同じく肉用牛、養豚、食鶏の内訳及び重点的に行う

施設整備についてお答えします。２の(4)のアと２の(4)

のイは関連しますので一括してお答えします。 

 沖縄食肉価格安定等特別対策事業は、財団法人沖縄

県畜産振興公社に造成されている105億円の基金を取

り崩し、本県の食肉生産基盤の飛躍的な改善を図る目

的で、平成23年度から27年度までの５年間実施するこ

ととしております。事業における畜種ごとの予算内訳

につきましては、おおむね肉用牛50％、養豚40％、食

鶏と流通対策で10％となっております。事業の実施に

当たっては、緊急性や必要性なども考慮しながら対応

してまいりたいと考えております。 

 また、重点的に行う施設整備については、老朽化が

著しい離島の食肉センターの整備、飼料代軽減につな

がる牛専用飼料製造施設の整備、悪臭対策や生産性向

上につながるウインドレス豚舎等の整備などとなって

おります。 

 県としましては、市町村など地元の意向を踏まえ、

本事業が効果的に実施されるよう関係機関等と連携し

取り組んでまいります。 

 次に、我が党の代表質問との関連についての中で、

ＴＰＰ交渉参加における県内農林水産業の影響と県の

対応についての御質問にお答えします。 

 ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）は、原則としてす

べての品目で関税を撤廃することが前提となることか

ら、県内の農業に大きな影響が出ることが懸念されて

おります。本県においても、さとうきび、パイナップ

ル、肉用牛、水産物などで影響が出ることが懸念され

ており、その影響額について一定の条件のもとに試算

したところ、直接影響額が約580億円、関連産業への

波及も含めると約1420億円の影響が出るものと試算さ

れます。そのため、県内では、農業団体等が主体とな

り平成24年４月20日「沖縄の食と農とくらしを守るＴ

ＰＰ参加阻止沖縄県民集会」が開催されております。

また、宮古、八重山、久米島、南大東村など各離島地

域においてもＴＰＰ参加反対の大会が開催されており

ます。 

 県としましては、ＴＰＰの事前協議に関する政府の

情報提供が少ないこと、沖縄県の農業振興を図る観点

から、平成24年４月に協議の内容等国民へ十分な情報

提供を行うこと、国民合意のないままＴＰＰ交渉への

参加を行わないこと、農林漁業者が安心して生産に取

り組めるよう万全の対策を講ずることについて、農業

団体等と連携し国に対して強く要請したところであり

ます。 

 今後とも、ＴＰＰ交渉等の動向や国の対応を踏まえ

つつ、関係機関と連携し適切に対応してまいります。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 文化観光スポーツ行政につ

いての御質問で、空手・古武術の保持者認定について

お答えいたします。４の(1)のアと４の(1)のイは関連し

ますので一括してお答えいたします。 

 沖縄県指定無形文化財「沖縄の空手・古武術」の保

持者の認定基準は、「空手又は古武術の技法を高度に

体現できる者」と「空手又は古武術の技法を正しく体

得し、かつ、これに精通している者」の２つでござい

ます。現在、沖縄県文化財保護審議会及びその専門部

会におきまして、「沖縄の空手・古武術」を適正に保

存する必要があることから慎重に審議しているところ
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でございます。 

 県教育委員会としましては、保持者の追加認定を可

能な限り早期に行いたいと考えており、必要な手順・

審議を踏まえながら早目に結論が得られるよう努めて

まいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 文化観光ス

ポーツ行政についての中の、空手道会館建設の建設場

所、施設規模等についての御質問にお答えいたします。 

 空手道会館の建設場所及び施設規模等については、

今年度、「空手道会館基本計画策定委員会」を設置し

て検討することとしており、去る６月21日に今年度第

１回目の委員会を開催したところであります。 

 ことし上半期中には必要な施設内容や施設規模を決

定し、市町村からの要請も踏まえ、総合的な観点から

「空手発祥の地・沖縄」の発信拠点としてふさわしい

建設場所を選定したいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

○新垣 良俊君 まず沖縄型農業共済制度推進事業に

ついてちょっとお尋ねをしたいと思います。 

 現行の農業共済制度では、被害額で共済掛金率が算

定されます。共済掛金率が高く、加入者が少ないもの

ですからそういうことになると思うんですが、新しい

推進事業については、共済掛金について県も一部負担

するということですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） お答えします。 

 現行の農業共済制度の中では、法律の中で負担率が

うたわれていますので、国と共済組合ということは変

わらないんですが、この事業を利用しまして、一定の

農業資材とか肥料とかそういうところを助成をしなが

ら、結果的に農家の負担が軽くなるような仕組みで運

営していきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

○新垣 良俊君 実は、去年の台風で、友達の施設が

被害を受けて――これも約10年ぐらいの施設なんです

が――この壊れた場所を業者に見積もりをさせたら

500万円ぐらいかかるということだったんです。共済

の査定では150万円しか認められないということだっ

たんです。今、資材を提供するということなんですが、

これについては査定額に見積もった額を持っていくの

か、今現在の共済は園芸施設については連合会と共済

が負担しているんですが、それについて県も一緒にと

いうことですか。県は資材だけということですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 今の御質問の中で、

この制度は、最初に入るときの掛金率等が、今おっし

ゃったように台風等で被害が多いものですから高くな

っているんですよ、特に園芸施設共済についてはです

ね。その高くなっている共済掛金を結果的に安くなる

ような仕組みをつくりましょうということで、農家に

対して例えば園芸資材でありますとかそういうのを購

入した分を沖縄型共済事業から支援をしていくという

仕組みをつくろうということなんです。 

 今おっしゃった査定とかというものも既に入ってい

る共済の仕組みの中での話ですので、今入っている仕

組みというのは、要するに、例えばこの本体が400万

円であれば、その80％を保証しましょうとか、あるい

はこれは50から80の間であるんですが、それぞれのリ

ターンに対して掛金も変わってくると。80のリターン

を期待すれば掛金も上がっていきますよ、50であれば

それに応じて安くなりますよという制度なんですよ。

総じて今払っている掛金を、ことしからの共済加入者

については安くなるような仕組みでスタートしましょ

うということです。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

○新垣 良俊君 これはまた勉強をして質問をしたい

と思います。 

 次に、就農支援についてなんですが、農業を始めて

も続かない。これはいろんな理由があるんですが、こ

れは農業をしたいということで本土に出稼ぎに行っ 

て、資金をためて農業を始めたんです。農地を借りて、

それから葉野菜をつくったんですが、台風で収穫がな

い。そういう状態の方がいて、これは台風が去年はち

ょっと多かったものですから、２回とも植えて、２回

ともだめになって生活費がなかったんですが、それに

ついてはどういうふうに考えておりますか。生活費を

見るかということです、この支援事業で。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 平成24年度から国の

事業の中で、青年就農給付金という事業制度ができて

おります。それによりますと、新規就農を始めてから

最長で７年間は年間150万円の給付金がもらえるとい

う制度はあります。一定の要件はあるんですが、一応

150万円７年間もらえる制度というのはできておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

○新垣 良俊君 これについてなんですが、今、新規

就農ということなんですが、この新規就農の定義とい
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うのはありますか。例えば、40歳でサラリーマンをや

って肌に合わないといいますか、そういう関係で新規

農業に打ち込みたいということでやった場合、これが

新規就農に該当するのかどうかですね。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 先ほどの事業は、45

歳まで可能であります。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

○新垣 良俊君 それから、農業をするには農地が必

要でありますよね。農業の場所といいますか、農地を

確保しないといけないんですが、この農地については、

各市町村、農業委員会がありますが、この農業委員会

の中で、県と農業会議がありますけれども、そういう

ところで農地を確保するのかどうか、それについては

どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 農地の確保につきま

しても、県の事業として、例えば就農相談等を受けて、

その人とマッチングする農地がどこにあるのかという

ことも含めて、県のほうでいろいろ相談を受けて、実

際には農業会議とかそういうところでやりますけれど

も、一応そういう事業も準備はされております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

○新垣 良俊君 それから、例えば菊をつくりたい、

それから野菜、ゴーヤーもありますが、品目がありま

すよね。この品目については、例えば新規就農者が花

をつくりたいということになった場合の普及所からの

就農者への農業の手ほどきといいますか、それについ

てはどうなりますか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 先ほどの新規就農の

一貫支援事業は、農業研修から農業定着までというシ

ステムで事業が設計されていますので、当然最初の研

修から、研修を終わった後に農地の取得の相談をして

もらって、提供できる農地があるかどうかも含めて、

あるいは農地を取得するときの資金も制度的にありま

すので、そういうことまで進めていくということでご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

○新垣 良俊君 それから、沖縄食肉価格安定等整備

対策事業なんですが、これは105億円の基金を取り崩

して事業を実施するわけですが、実施する事業につい

ては、肉用牛はどういう事業、それから養豚について

はどういう事業というのはもう決まっているのかどう

か。これは事業メニューがあったと思うんですが、そ

れについてはどうですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 先ほど答弁の中でも

答えさせてもらいましたが、例えば養豚の豚舎であれ

ば、悪臭対策とかそういうことをやって生産向上につ

ながる基幹的な農場とかそういうものが対象になりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

○新垣 良俊君 この施設整備なんですが、老朽化し

ているのがたくさんありまして、施設整備の採択要件

というのがあるのかどうか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 一定の頭数、例えば

養豚であれば300頭以上でありますとか、母豚であれ

ば30頭以上とかそういう基準はございます。あと、そ

れ以下のものについては、一括交付金を活用した畜産

環境基盤整備等々の事業も一応あることになっており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

○新垣 良俊君 これは個人といいますか、３名以上

の農家というのもあるんですが、個人でもこの事業の

基金をとることはできますか。 

○農林水産部長（知念 武君） ちょっと休憩お願い

します。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時40分休憩 

   午後５時41分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 個人については、現

在のところ対象にしておりません。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

○新垣 良俊君 時間がありませんが、空手道会館

（仮称）なんですが、県立郷土芸能会館（仮称）の複

合施設を考えているということが新聞にありました 

が、そのことについて――これは文化関係ですから文

化観光スポーツ部だと思うんですが――郷土芸能会館

を誘致している場所と、そういう関係で複合施設をつ

くる予定があるのかどうか、それについてちょっと教

えてください。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） お答えいた

します。 

 恐らくさまざまいろんな方が新聞等、それから自分

の個人としての思いをつづりながらというところもあ

ります。それから、市町村の中には確かに複合的なも

のも含めての要請というのもありますけれども、先ほ
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ど申し上げましたとおり、それから今回のこの議会の

中でも申し上げてきているとおり、今まさに県立郷土

劇場に資するもの、それから空手道会館、別々の形で

今検討委員会を開いております。ですから、複合なの

か、それからまた別々なのかも含めて今検討を進めて

いるところでございます。 

○新垣 良俊君 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

   〔上原 章君登壇〕 

○上原  章君 皆さん、こんばんは。 

 公明党・県民会議無所属の上原章です。質問に入る

前に所見を述べたいと思います。 

 一昨日７月８日、日曜日に県立武道館で行われまし

た沖縄県警察の発足40周年記念大会「ポリスフェステ

ィバル」に参加をさせていただきました。多くの関係

者、県民の皆様が参加をしておりましたが、記念式典

初め県警察の40年の歩みを音楽と映像で紹介をしてお

り、また展示や防犯フェア等さまざまな催しをしてい

ました。改めて県警察が40年、復帰とともに沖縄の激

動期を県民の命・財産を守り頑張ってきたことを再確

認をさせていただきました。県警察に敬意を表したい

と思います。今後とも本部長を中心に、沖縄県の治安、

そして県民の生命財産、一人一人に寄り添う県警察で

あっていただきたいと、頑張っていただきたいとエー

ルを送ります。 

 今回の県議会選挙で３期目の当選を果たさせていた

だきました。これまで以上に県民の暮らしを守り、県

勢発展に全力で頑張ってまいる決意でございます。選

挙期間中は、多くの方々から要望や御意見をたくさん

いただきました。特に新たな振興計画で創設された自

由度の高い一括交付金について、期待の声と、その実

効性に疑問視をする声も数多く寄せられていました。 

 一括交付金の活用については、知事を初め県職員の

皆さんには、本県の産業振興、離島振興、県民の福祉

向上等に資する交付金となるよう、また県民主導の交

付金となるよう全力で頑張っていただいているとは思

いますが、新しい振興計画の10年を実りあるものにす

るには、１年目の交付金の執行状況、その効果が大変

重要になると考えます。全職員の英知と実行力を結集

するのは今であり、このときであるとの気概で、県民

が望む新生沖縄県構築のため邁進していただきたい。

また、新たなものをつくり、道なき道を切り開くこと

は大変なエネルギーと御苦労があると思いますが、こ

の１年目の取り組みが必ずや10年、20年後の沖縄県の

発展につながるものと確信し、頑張っていただきたい

と思います。そのことを強く要望し、質問を行います。 

 １、初めに一括交付金についてお尋ねします。 

 (1)、交付要綱の内容及び県が求めた要望に即してい

るか伺います。 

 (2)、市町村の負担分支援が必要と考えるが、対応を

伺います。 

 次に、２、産業振興・雇用対策についてお尋ねしま

す。 

 (1)、一括交付金を活用した産業振興・雇用対策の主

な事業及び効果を伺います。 

 (2)、農林水産物流通条件不利性解消事業の内容及び

手続を伺います。 

 (3)、沖縄ソフトウエア信頼性確保支援事業の内容と

成果を伺います。 

 (4)、観光関連企業（特にホテル等）の質の向上を図

るため、環境に配慮したＩＳＯ14001やセキュリティ

マネジメントシステム等を構築するＩＳＯ27001の認

証取得支援事業を検討できないか伺います。 

 次に、３、土木行政についてお尋ねします。 

 (1)、県営団地の老朽化対策及び増設は喫緊の課題で

あり、現状と今後の取り組みを伺います。 

 (2)、県営団地の共益費を県が徴収する仕組みをつく

れないか。 

 (3)、国際通りの安全及び美化対策が必要と考える 

が、対応を伺います。 

 次に、４、福祉・医療行政についてお尋ねします。 

 (1)、子宮頸がん予防ワクチン接種事業について。 

 ア、本県の学年別、地域別の接種率はどうか。 

 イ、接種しなかった理由は何か。 

 ウ、厚生労働省は定期接種の方針を示しているが、

その際、財源については国が負担すべきであり、国へ

求めるべきだと考えるが、見解を伺います。 

 エ、患者の方々から、学校現場から要望があれば、

実体験としての講話をして啓発に協力したいとの申し

出があります。必要と考えるが、見解を伺います。 

 (2)、妊婦健診について。 

 ア、昨年12月に国から同健診の調査結果を踏まえ、

安心して妊娠・出産ができるよう市町村への周知徹底

を図る通達が出されていますが、県内の状況について

把握されているか伺います。 

 イ、上記の点を踏まえ、各市町村への周知は行って

いますか。 

 (3)、子育て支援について、新しい沖縄振興特別措置

法に子供や青少年を支援する内容の条文が１つ追加さ

れました。それを受けて見解を伺います。 

 ア、母子生活支援施設及び夜間保育の拡充・増設が

必要と考えますがいかがですか。 
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 イ、ファミリー・サポート・センター利用料の無料

券への助成について伺います。 

 (4)、障害者虐待防止法施行について、同法律は昨年

６月に成立し、本年10月施行となっています。都道府

県においては、障害者権利擁護センターの設置を含む

さまざまな事項が示されているが、その体制及び整備

状況はどうなっていますか。 

 (5)は取り下げます。 

 大きな５、教育・文化行政についてお尋ねします。 

 (1)、特別支援学校の支援及び教員・専門免許につい

て。 

 ア、盲学校への重複障害支援のための看護師配置が

求められているが、対応を伺います。 

 イ、文科省の最新の調査で、本県の免許保有率は全

国最下位でありました。理由と今後の対応について伺

います。 

 ウ、保有率を高めるための具体的な中期目標を決め

ているか伺います。 

 (2)、文部科学省は、来年度から高校の新学習指導要

領で、英語の授業は原則英語で話すことにするとして

います。英語教育及び語学教育強化は、本県の人材育

成、「沖縄21世紀ビジョン」の具現化を図るものと考

えます。取り組みはどうなっていますか。 

 (3)、人材交流、留学支援の取り組みを伺います。 

 (4)は取り下げます。 

 (5)、学校現場からスポーツや文化活動の県外等への

派遣費支援の拡充が求められています。現状と今後の

対応を伺います。 

 (6)、2010年11月、本県の組踊がユネスコの世界無形

文化遺産に登録されました。画期的なことであり、以

下の点を伺います。 

 ア、国の文化芸術基本法には、青少年の文化芸術活

動の充実がうたわれ、文科省においても、本物の舞台

芸術や伝統文化に触れ、豊かな感性と創造性をはぐく

むことがうたわれています。本県において上記の演目

が青少年へ上映される機会はどのぐらいあるか。 

 イ、経済的事情で入場料を払えない子供たちが多い

ことから、「生徒のための組踊鑑賞教室」に応募でき

ない学校もあると伺っています。子供たちにひとしく

鑑賞の場を提供するためにも、県として何らかの補助

ができないか。 

 ウ、「生徒のための組踊鑑賞教室」は、年４日８公

演のみでございます。これだけでは全県の学校生徒が

鑑賞できるわけがございません。県としての見解及び

財政支援を行い、鑑賞の機会を拡充することはできな

いか伺います。 

 次、６、農連市場再開発について進捗状況を伺いま

す。課題と対策はどうなっているか。 

 最後に、７、我が会派の代表質問との関連について

お尋ねします。 

 (1)、オスプレイ配備について、知事の県民大会参加

が日米両政府に大きなメッセージを示すことになると

考えます。見解を伺います。 

 (2)、知事の参加は、知事の言われる「県民の心をひ

とつに」につながると思うが、見解を伺います。 

 以上、答弁によりましては再質問をさせていただき

ます。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの上原章君の質問及

び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回した

いと思います。 

 20分間休憩いたします。 

   午後５時53分休憩 

   午後６時18分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前の上原章君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 上原章議員の御質問に答弁

をいたします。 

 一括交付金についての御質問で、交付要綱の内容と

県要望の反映いかんという御趣旨の御質問にお答えを

いたします。 

 ソフト交付金要綱は、県と国とが意見交換を重ねて

決定をした性格のものでございます。対象事業は、第

１に、産業振興、第２に、雇用促進、第３に、教育、

文化の振興、第４に、福祉、医療、第５に、離島振興

などなど幅広い分野が交付対象とされており、私ども

が考えていた範囲をカバーをいたしております。 

 また、通常は充てるのが難しい行政運営費や基金造

成費、そして他の補助事業などについても、沖縄振興

に必要不可欠な特段の事情がある場合は活用が認めら

れております。このように、交付要綱は沖縄県の要望

がほぼ反映されたものとなっております。 

 次に、同じく一括交付金に係る御質問で、市町村負

担分への支援についてという御趣旨の御質問にお答え

いたします。 

 沖縄県といたしましては、財政力の弱い町村が一括

交付金を活用し、そして事業を円滑に推進できるよう、

さきの５月臨時会において６億8125万円を予算措置 

し、離島・過疎地域などの18町村を対象に町村負担分

10分の１の全額を支援することといたしております。 
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 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 平良敏昭君登壇〕 

○商工労働部長（平良敏昭君） 産業振興・雇用対策

についての中の、一括交付金を活用した主な事業及び

効果についてお答えいたします。 

 一括交付金については、商工労働部関連では46事業、

総額約155億円を予算措置しております。主な事業と

しては、情報通信関連で沖縄型クラウド基盤構築事業、

これはクラウドデータセンターを整備する経費でござ

います。それから商工振興関連で県産品総合展開支援

事業、これは県産品の国内外への販路拡大の関連の事

業でございます。それから企業誘致関連で特別自由貿

易地域賃貸工場整備事業、これは賃貸工場の整備事業

でございます。それから新産業創出関連でおきなわ新

産業創出投資事業、これはベンチャー企業等の研究開

発に関する支援とベンチャー企業への投資、こういう

関連の事業でございます。それから雇用対策関連で新

規学卒者等総合就職支援事業などを実施しているとこ

ろです。これらの事業の実施により、情報通信関連企

業の集積や県産品の販路拡大、製造業の立地促進、新

産業の創出、あわせて雇用の拡大と定着などに効果を

出していきたいと考えております。 

 それから同じく産業振興・雇用対策についての中 

の、沖縄ソフトウエア信頼性確保支援事業の成果につ

いてお答えいたします。 

 本事業は、県内情報通信関連産業の競争力強化のた

め、県内のソフトウエア開発企業などに対し品質・セ

キュリティに関する認証取得の支援を行った事業で 

す。平成21年度から23年度の３年間で、情報セキュリ

ティマネジメントシステム適合性評価制度であるＩＳ

ＭＳについては21社、個人情報の保護に関するプライ

バシーマークの使用を認める制度については15社、ソ

フトウエアを開発する組織の能力を定量的にあらわす

指標となるＣＭＭＩについては３社が認証を取得しま

した。その結果、県内ＩＴ企業のソフトウエア開発、

コンテンツ制作等に関する信頼性が向上し企業競争力

が強化され、受注機会の拡大に寄与するものと考えて

おります。 

 次に、福祉・医療行政についての中の、ファミリ

ー・サポート・センター利用料への助成についてお答

えいたします。 

 県では、ファミリー・サポート・センター未設置の

町村に対し設置促進を図るとともに、アドバイザーの

資質向上のための研修会の開催や利用促進のための普

及啓発等を行っているところであります。 

 ファミリー・サポート・センター利用料への助成に

ついては、市町村等関係機関と連携して、どのような

対応ができるか相談してまいりたいと考えておりま 

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 知念 武君登壇〕 

○農林水産部長（知念 武君） 産業振興・雇用対策

についての中の、農林水産物流通条件不利性解消事業

の内容と取り組みについての御質問にお答えします。 

 本県は、本土市場から遠隔地にあり、島嶼県である

ことから、農林水産物の輸送コストの低減が農林水産

業振興上の課題となっております。このため、沖縄か

ら農林水産物を県外に出荷する際に鹿児島並みの輸送

コストの実現を支援するため、本事業を実施するもの

であります。本事業により、持続的な農業の振興に資

するとともに、離島を初めとして農業生産者の意欲を

大きく高めるものと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 平田大一君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 産業振興・

雇用対策についての中の、観光関連企業の環境認証取

得など支援事業についての御質問にお答えいたしま 

す。 

 県では、平成22年度及び23年度において、県内観光

関連企業が主体的に環境負荷低減に取り組むことを目

的としたエコリゾートアイランド沖縄推進事業を実施

してまいりました。本事業において、県内先進事例や

エコアクション21を基礎に環境負荷低減の取り組みを

取りまとめた入門ガイドブック「おきなわ観光グリー

ンガイド2012」を作成しております。 

 県としましては、今後、ガイドブックの活用により

環境負荷低減の取り組みを促進し、県内観光関連企業

のＩＳＯ14001やエコアクション21など環境認証取得

の機運を盛り上げていきたいと考えております。 

 また、議員の御質問にありましたホテルなどの県内

観光関連企業のＩＳＯ27001の認証取得につきまして

は、業界団体の意見などを踏まえ、支援のあり方を検

討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 当間清勝君登壇〕 

○土木建築部長（当間清勝君） 土木行政についての

御質問の中で、県営団地の老朽化対策と増設について
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お答えいたします。 

 県営団地の老朽化対策については、住民の安全を第

一に緊急修繕等の対策を講じているところでありま 

す。今後は、老朽化対策に係る技術マニュアルを作成

し、計画修繕による適切な維持管理に努めたいと考え

ております。 

 また、県営団地の増設については、昭和40年代後半

から50年代前半に建設した大量の公営住宅が建てかえ

時期を迎えていることから、危険な団地の建てかえを

優先的に行っており、県営団地の増設については厳し

い状況にあります。 

 同じく土木行政で、県営団地の共益費を県が徴収す

る仕組みについてお答えいたします。 

 県営団地の共益費の徴収業務については、共益費が

性質上入居者が電気や水道等サービスを供給する事業

者との契約に基づいて支払うべき費用であることか 

ら、各団地において自主的に管理運営されるものと考

えております。 

 なお、県としては、自治会運営の支障とならないよ

う、共益費の滞納解消について、今後とも自治会と連

携して取り組んでいく考えであります。 

 同じく土木行政で、国際通りの安全と美化対策につ

いてお答えいたします。 

 国際通りの不法な看板等は歩行者の支障になること

から、定期的な道路パトロールにより指導を行ってお

ります。 

 美化対策としては、てんぶす館前や県民広場へ定期

的に花のオブジェを設置しております。今年度から、

沖縄振興特別推進交付金を活用して沖縄フラワークリ

エイション事業を展開し、緑化コンテナ等による花い

っぱいの道路空間を創出していきたいと考えておりま

す。 

 また、電線類地中化の工事については、平成22年１

月までに整備を完了しておりますが、むつみ橋交差点

付近から安里三差路の区間で電柱・電線の撤去が残っ

ており、来年３月までには撤去する計画であります。 

 県としては、今後とも国際通り商店街と連携し、安

全で快適な沖縄らしさを実感する歩行空間の確保に努

めていく考えであります。 

 次に、農連市場再開発の進捗及び課題と対策につい

てお答えいたします。 

 本事業は、平成22年４月の都市計画決定後、平成24

年度の組合設立認可を目指してきたところであります

が、経済状況の低迷による参画予定企業の撤退等によ

り早急な事業及び資金計画の見直しが必要となってお

ります。現在、那覇市と資金計画の見直しについて多

角的に検討を進めているところであり、今後は関係機

関及び権利者との協議を踏まえ、平成24年度末の組合

設立認可を目指して事業の進捗を図っていく考えであ

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉・医療行政につ

いての御質問の中で、子宮頸がん予防ワクチンの接種

状況についてお答えいたします。４の(1)アと４の(1)イ

は関連しますので一括してお答えします。 

 本県の平成23年度の子宮頸がん予防ワクチン接種率

は、中学１年生80.9％、中学２年生78.6％、中学３年

生77.6％、高校１年生77.1％となっており、平均接種

率は78.4％となっております。また、市町村別の接種

率は、最高値が100％、最低値が23.8％となっており

ます。 

 接種を控えた理由につきましては、努力義務が課さ

れていない任意接種であることから接種を控えた方も

いると考えられます。 

 次に、子宮頸がん予防ワクチン接種費用の国庫負担

についてお答えいたします。 

 県としましては、必要とされるワクチンについては、

すべての国民に平等に接種できる機会を与えることが

必要であると考えております。そのため、全国衛生部

長会等を通して定期接種化及び国庫負担について要望

しているところであります。 

 次に、学校における子宮頸がん予防ワクチンの啓発

についてお答えいたします。 

 県としましては、学校における予防接種の啓発は重

要なことと認識しております。今定例会に提案してお

ります「沖縄県がん対策推進条例」においても「各学

校におけるがんの理解及び予防につながる知識の普及

啓発」について規定しております。 

 患者の方々からの啓発への協力の申し出について 

は、関係者から意見を聞きながら、関係部局と調整し

てまいりたいと考えております。 

 次に、県内の妊婦健康診査の状況についてお答えい

たします。４の(2)アと４の(2)イは関連しますので一括

してお答えします。 

 県内の妊婦健康診査の状況は、すべての市町村で国

が示す回数及び検査項目について受診券方式で実施さ

れております。国の調査結果につきましては、平成23

年12月に各市町村に周知を行っております。 

 今後とも、県としましては、市町村や産科医会等と

連携し、妊婦が安心して妊娠・出産ができる体制づく
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りに努めてまいりたいと考えております。 

 次に、母子生活支援施設及び夜間保育の拡充・増設

についてお答えいたします。 

 県におきましては、母子家庭への支援の充実を図る

ことは重要であると考えていることから、今年度から

沖縄振興特別推進交付金を活用して母子家庭生活支援

モデル事業を実施することとしております。母子生活

支援施設の増設については、同モデル事業の成果も参

考にして、未設置の市や関係団体に対して働きかけて

まいりたいと考えております。 

 夜間保育については、市町村のニーズ調査を踏まえ、

「おきなわ子ども・子育て応援プラン」において、平

成26年度までに５カ所とする目標を掲げております。

県としましては、当該目標の達成などニーズに応じた

夜間保育の実施を市町村に働きかけてまいりたいと考

えております。 

 次に、障害者虐待防止法の施行に向けた体制整備の

状況についてお答えいたします。 

 県では、障害者虐待防止法の施行に向け、市町村に

対する制度概要等の説明会を開催するとともに、県内

における虐待防止研修の実施体制を確保する観点か 

ら、国が主催する指導者養成研修へ事業所の管理者等

を派遣しております。また、障害者権利擁護センター

の機能については、県が直接相談や通報を受ける体制

を確保することとしております。 

 さらに、今後、相談支援事業者等に対する具体的対

応策に係る研修会の開催や県民への啓発活動など、障

害者虐待防止体制の整備に向け取り組みを進めてまい

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 大城 浩君登壇〕 

○教育長（大城 浩君） 教育・文化行政についての

御質問で、特別支援学校への看護師配置についてお答

えいたします。 

 特別支援学校における医療的ケアは、障害の重度・

重複・多様化が進む中で、適正な数の看護師を配置す

るとともに、質の高い医療的ケア体制を整え、各学校

での安心・安全な学習環境を維持することが大切であ

ります。そのため医療的ケア体制整備事業は、医療的

ケア運営委員会の指導助言を受けて、安心・安全な学

習環境整備のために、保護者待機のもと看護師を配置

しております。 

 県教育委員会としましては、医療的ケアについて盲

学校を含めすべての特別支援学校において児童生徒の

実態を把握し、保護者及び学校と連携を図り対応して

まいります。 

 次に、特別支援学校教諭免許状の保有状況及び中期

目標についてお答えいたします。５の(1)イと５の(1)ウ

は関連しますので一括してお答えいたします。 

 沖縄県におきましては、県内大学における特別支援

学校教員養成系の養成者数が少ない現状に加え、免許

法認定講習の講座の開設数が少ないため、特別支援学

校教諭免許状の保有状況が低いと認識をしておりま 

す。そのため、沖縄県教育委員会免許法認定講習にお

ける受講定員及び開設講座数等の拡大を行うととも 

に、平成22年度より沖縄県公立学校教員候補者選考試

験において特別支援学校教諭の採用枠を設け、対応し

ているところでございます。 

 県教育委員会としましては、今後５年以内には特別

支援学校教諭免許状の保有状況を全国平均まで引き上

げるよう取り組んでまいります。 

 次に、本県の英語教育への取り組みについてお答え

いたします。 

 来年度から年次進行で実施される高等学校の学習指

導要領では「英語の授業は英語で行うことを基本とす

る。」とうたわれております。 

 県教育委員会としましては、その趣旨を踏まえ、英

語教員研修の充実に取り組んでいるところでありま 

す。また、英語力の指標を構築するために、英語能力

判定テスト等を実施し５年以内に県内中学・高校生の

英検合格率全国１位を目指します。さらに、コミュニ

ケーション能力の向上を目指し「交流と体験」の機会

を増加させ、２年以内に海外において交流拠点校を約

15校設置するとともに、県内の英語関係諸機関と連携

した交流を推進してまいります。 

 次に、人材交流、留学支援の取り組みについてお答

えいたします。 

 「沖縄21世紀ビジョン」の具現化の一環としての英

語立県沖縄推進戦略事業は、「交流と体験」等を通し

て、国際社会で主体的に活躍できる人材育成に資する

ことを目的にしたものであります。その一環として、

沖縄振興特別推進交付金を活用した国際性に富む人材

育成留学事業とグローバル・リーダー育成海外短期研

修事業の創設に取り組んでいるところであります。ま

た、海外における交流拠点形成拡充に向け、せんだっ

て中国上海教育局等と交流意向書の締結を行ったとこ

ろであり、今後さらに海外との交流締結を行い、人材

交流、留学支援を推進してまいります。  

 次に、派遣支援等についてお答えいたします。 

 県教育委員会では、スポーツ・文化活動の推進・発

展を図るため、県中学校体育連盟・県高等学校体育連
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盟、県中学校文化連盟・県高等学校文化連盟を通して、

派遣支援等の補助をしております。また、小中学校に

おきましては、市町村やＰＴＡ等からの補助があり、

高等学校においては、各学校の派遣状況等により違い

がありますが、各学校で対応しているところでありま

す。 

 県教育委員会としましては、教育活動の派遣等にお

ける経済的な負担の軽減が図られるよう、関係部局と

も連携しどのような支援の方法があるか研究してまい

ります。 

 次に、組踊の鑑賞機会についてお答えいたします。 

 組踊の学校単位での鑑賞の機会としては、県教育委

員会主催の「児童生徒の組踊等沖縄伝統芸能鑑賞会」、

国立劇場おきなわ主催の「生徒のための組踊鑑賞教

室」、高教組（県高等学校障害児学校教職員組合）や

「子（しー）の会」が主催する学校公演があります。

平成23年度の実績を見ると、県教育委員会が２公演で

４校、国立劇場が７公演で18校、高教組が４公演で４

校、「子の会」が６公演で６校、合計で32校が鑑賞し

ています。学校総数に対する割合は、約６％となりま

す。 

 次に、組踊鑑賞機会の拡充についてお答えいたしま

す。５の(6)のイと５の(6)のウは関連しますので一括

してお答えします。 

 組踊は本県の誇る伝統芸能であり、学校教育・文化

財保護の観点から、児童生徒に鑑賞機会を提供するこ

とは重要であると認識しています。国立劇場おきなわ

主催の「生徒のための組踊鑑賞教室」につきましては、

拡充や児童生徒支援につき関係機関と調整してみたい

と考えております。 

 県教育委員会としましては、より多くの児童生徒を

組踊に触れさせるため、さまざまな制度の活用を検討

し鑑賞機会の拡充に努めてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 我が会派の代表質問と

の関連についての中で、県民大会についてお答えいた

します。 

 オスプレイの配備について、県としては、事故原因

が究明され、安全性が証明され、県民の不安が払拭さ

れない限り当該配備には反対であり、去る６月19日に

は防衛大臣、外務大臣、民主党幹事長に対し、配備見

直しを要請したところです。また、渉外知事会で本日、

緊急要請を行うとともに、軍転協でも速やかに配備の

見直しを要請したいと考えております。 

 県としましては、今後ともあらゆる機会を活用して、

直接政府に対して配備反対を求めていきたいと考えて

おり、県民大会への参加については、このような取り

組みを踏まえ検討してまいりたいと考えております。 

 次に、知事の参加は県民の心を一つにつなげると思

うがという趣旨の御質問にお答えいたします。 

 県民大会は、全党派、各種団体、経営者団体、労働

団体、婦人団体等広く各界各層が網羅され、沖縄全体

が一体となり、県民が主体となって開催されることが

大きなインパクトを与えることになると考えており、

その上で検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 幾つか再質問をさせていただきたい

と思います。 

 農林水産物流通条件不利性解消事業についてです 

が、質問にも入れてあったんですけれども、この開始

時期また具体的にどういった手続、窓口になるんでし

ょうか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 現在、細かい単価の

詰めを国とやっている状況でございます。できるだけ

早くということで国にもお願いをしているところです

が、早急に詰めて決定後速やかに事業開始をしたいと

思っております。手続については、ほとんどの生産者

あるいは中央卸市場等の仲卸でありますとか卸であり

ますとかがなれるようなスキームで今事業を考えてい

るところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 先ほどこの一括交付金の使い勝手が

いいという話がありました。今回この生産者の皆さん

は大変この事業に期待しているわけなんですが、マン

ゴーとかはもう収穫・出荷が始まっているのもあるん

ですよ。そういう意味ではそういったのはさかのぼっ

てこの事業で拾っていただけるのですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（知念 武君） 現在のところ補助金

の交付等については交付決定後を考えております。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 企画部長、この交付金は24年度事業

からのスタートということで、確かに諸事情で交付が

決定するまで時間がかかっていますけれども、ぜひ私

は先ほど知事がおっしゃっていた特段の事情があると

いうひとつの角度から、せっかくこれだけのすばらし

い事業がスタートするわけですから、出荷しているそ

ういった人たちも救える仕組みをつくれないか、どう
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ですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 先ほど来、農林水産部長が答弁しておりますけれど

も、まだこの事業については交付決定をされていない

ということです。補助金交付要綱上、補助金適正化に

関する法律上は、交付決定がなされてから事業着手が

できるというのが原則でございます。 

 あとは、今議員御指摘の可能な限り早目にできるよ

うな仕組みがないかというものは、あとはもう内閣府

のほうに実情を説明した上で、例えば交付決定は７月

の何日だけれども着手をいつまでに認めるとかそうい

ったことができるかどうかの話なんです。これはやは

り要綱上、補助金適正化法上は明記された筋のものと

はちょっと違う、本当に内々の話のものでございます

ので、これは相当ある意味こういったことを実際やる

かどうかというのは早い段階から調整していれば別で

すけれども、今のこの段階でできるかというのはもう

少し調整してみないと、今の時点では何とも言えない

というのが実情だと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 ぜひ粘ってほしいなと思います。 

 それから質の高い観光ということで、私ＩＳＯの国

際基準を提案したわけなんですが、今アジアや世界か

ら沖縄に来ていただこうというその受け皿の中で、ぜ

ひこの国際基準に沖縄のホテルのブランド化を私は目

指すべきじゃないかなと思うんですが、部長どうです

か。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 議員の御指

摘のとおりだと思います。国際標準化指標であるＩＳ

Ｏ、特に14001に関しましては環境マネジメントシス

テムということで、県内68件今取得しているようでご

ざいます。翻って御指摘がありましたＩＳＯの27001

に関しましては県内42件と。この27001は情報セキュ

リティマネジメントシステムということでございま 

す。社員の活動とか管理面のセキュリティーの対策も

含めてなかなか結構ハイグレードといいますか、高い

基準があるようでございまして、ただ我々としてもや

はり議員おっしゃるとおり質の高いクオリティーのあ

るサービスをしっかりとやっていくという意味でも、

しっかりとこれから普及をしていくように働きかけて

いきたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 このＩＳＯ27001、顧客の情報漏洩

とかを防ぐ非常に、特に富裕層の皆さんはこの取得が

あるかどうかで行く行かぬを決めるということもある

そうですので、ぜひ観光関係の皆さんと意見交換をし

ていただきたいと思います。 

 それから公営団地について共益費、先ほど部長は、

自治会活動に支障がないようにとおっしゃっていまし

た。これは一、二の団地だけの問題ではなくて、共益

費を今なかなか払えない、払わないというような人た

ちがふえていると。自治会の何名かの方とも話し合い

をしましたけれども、収入が低くて、また生活保護も

しくは年金だけで生活している方々は自治会としても

配慮しているそうですけれども、それ以外の方々でな

かなか払ってもらえない人が結構ふえているというこ

とで、まじめに払っている人たちがもう我々は払わな

いというような声も出しているとか、自治会そのもの

ももう必要ないんじゃないかというぐらい、本当に御

苦労している。本来なら県がやるべき団地のこういっ

たエレベーターや電気等の維持管理を自治会が今一生

懸命やっていただいていると聞いています。特に、私

がお話を受けた団地はもう５年も払わないような人等

もいますけれども、１回、２回常におくれるような人

たちも含めると20％ぐらいになっていると。これは本

当にごく一部の話じゃなくて、こういった現状を県が

しっかり一緒に団地のまた自治会の皆さんとタイアッ

プして解消をしていただきたいと思いますが、いかが

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（当間清勝君） 県においては駐車場

使用の申請のときに、そういった支払いをしていない

方々には使用許可を与えないとかいうこと、及び滞納

者の一覧表をいただいて公社のほうから滞納者に対し

て納入の督促通知しているとかいろいろ工夫はしてい

ます。 

 議員おっしゃるように那覇市では今そういう形で自

治体で徴収している事例があります。九州各県はまだ

県で徴収している事例はないんですけれども、いろい

ろどういう形でそういう自治体の活動を妨げない方向

でうまく徴収できる方法はないか検討したいと思って

おります。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 例えば家賃は徴収するけれども、共

益費は自治会でという仕組みになっています。だから

といってプライバシーの問題でその団地に入るときの

保証人まで教えられない、自治会のほうでですね。な

かなか改善する手だてがないというような話もしてい

ますので、私は県がしっかりその辺は一緒になって改

善していただきたいと思います。 
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 それから福祉保健部、母子生活この施設ですね。先

ほど夜間も含めてこれから頑張りますということなん

ですが、私は先ほどの目標、今３カ所を５カ所に目指

しますというのは全然少ないと思うのですが、先ほど

の施設含めてもっと本当はしっかり取り組むべきだと

思うのですが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 夜間保育については、

「おきなわ子ども・子育て応援プラン」の中で一応目

標設定をしておりまして、ここの数の達成状況そうい

うのを見ながら、今後は市町村に働きかけをしながら

どうするかというふうなことを検討していくというこ

とであります。 

 あと母子生活支援施設についてですけれども、今回

新たにモデル事業ということで事業を実施しますの 

で、今後はこの事業の成果なども参考にして、未設置

の市においては働きかけをしていくというような形で

進めていきたいというふうに考えています。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 よろしくお願いします。 

 それからファミリー・サポート・センターの無料 

券、これ実は今現在、沖縄市にあるＮＰＯ団体が自腹

で県内全域の利用する方々１時間600円というこれを

補助していると。これはもう60万を超えている金額に

なっているそうですけれども、この１時間600円のお

金が払えなくて子供を預けられない。そういった方々

がたくさんいるそうです。年々この希望もふえている

そうです。先ほど市町村と連携をとって支援をという

ことですので、私はこれは県行政もしくは市町村行政

しっかり取り組むべきだと。せっかくファミリー・サ

ポート・センターという制度をつくったにもかかわら

ず、本来必要としている方々が利用できないというの

はおかしいんじゃないかなと思うのですが、いかがで

すか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（平良敏昭君） 新聞にも載っており

ました沖縄市のＮＰＯの理事長が自腹で運営している

という記事も読んでおります。このファミリー・サポ

ート・センターは預ける側とそれから預かる会員、そ

の双方が登録してそれをあとは事務局のほうでうまく

マッチングして預かってもらうと、１時間600円、時

間外は700円ということでやっております。非常に額

が少額ということもあって、少しその市町村とも相談

して、非常に地域に密着した話ですので、市町村・県

がどういうことができるか、その辺をちょっと市町村

と意見交換してみたいなと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 よろしくお願いします。 

 それから教育長、英語の取り組みですが、私これ何

回か取り上げているんですけれども、ぜひ沖縄の子供

たちが将来本当に国内外雄飛できるような、そのため

にも英語教育を強化してほしいんです。実はある大手

の、英語を公用語として取り入れているという会社の

社長さんが、中学から大学まで延べ約3500時間も英語

を勉強しながら会話ができない日本人の致命的欠陥と

いう指摘をしているんですね。本当に3500時間も勉強

しながら会話ができない今の日本の英語教育というの

を私はぜひ打破してほしいと。 

 それからもう一つ、電機業界のある方から、韓国の

電子について本当にぼろ負けしているというのは、英

語力の格差だというような指摘もあります。ぜひその

点も踏まえて強化していただきたいと思うのですが、

いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） ありがとうございます。 

 先ほども本県の英語教育の取り組み等につきまして

は答弁をいたしましたけれども、やはりこれからは

「沖縄21世紀ビジョン」にもありますように、グロー

バルな教育精神づくりと同時に、国際性と個性を涵養

する教育のシステムづくりが大変重要な視点であると

考えております。そういった意味からぜひ21世紀の子

供たちが国際社会でしっかりと活躍できるために、こ

の英語立県沖縄推進戦略事業を通しながらそういった

方々を育成していきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 これは教育だけじゃなくて、沖縄の

観光立県やまた雇用等々、産業振興にもつながると思

いますのでよろしくお願いします。 

 それともう一点、留学についてですが、今、一括交

付金で国際性に富む人材育成留学事業を申請している

と。これはもうめどがついたんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（大城 浩君） 実は一括交付金の中で要求

はしておりますけれども、まだ交付の内示を待ってい

る状況でございます。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 これは100人程度を留学させるとい

うことで、もう７月から出発するグループもいると聞

いています。総務部長、一括交付金のもしめどが立た

ないままでこういった事業が滞るということがあった

ら、これは私は県の大きな責任問題になると思うんで

すよ。その辺は県費を出してでもやるべきじゃないか
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と思うんですが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） 一括交付金の今の留学生

事業につきましては、当初予算で計上したものについ

ては４事業がまだ国との間で調整中で今残っておりま

す。これにつきましては、これから精力的に調整をし

て早目に交付決定をいただけるように努力をしていき

たいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 これ半分は保護者が出しているとい

う部分があると聞いています。そういう意味ではこれ

は必ず県はしっかりやるということは担保として言っ

てくれませんか。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（川上好久君） 県の政策としてぜひやり

たい事業でございますので、何としても一括交付金の

交付決定、これはしっかりとっていきたいというふう

に思います。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 ぜひよろしくお願いします。 

 最後に、知事に、先ほどオスプレイ県民大会への参

加、公室長が答えていました。今回の議会でもいろい

ろな質問がありました。今、海上輸送して日本に向か

っているわけですけれども、ここに来て本当に沖縄県

が絶対これは受けられないという姿勢を示さぬといけ

ないと思うんですよ。私は、今回のこのオスプレイは

単純な機種の変更や装備の一部変更程度のものではな

いと、重要な変更なんだということをもう一度両政府

に認識させる意味では――私が本会議最後の質問であ

りますけれども――ぜひ知事には先頭になって県民大

会に参加をするということを私はしっかり県民に訴え

ていただきたいと思うんですが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 私も大変お世話になってお

ります上原章議員におこたえしたいのですが、今しば

らく時間を下さい。全く気持ちは、決意も同じですか

ら。 

○上原  章君 じゃ期待します。終わります。 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 ただいま議題となっております乙第１号議案から乙

第28号議案までについては、お手元に配付してありま

す議案付託表のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付

託いたします。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議案付託表 巻末に掲載〕 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第４ 乙第29号議案か

ら乙第31号議案までを議題といたします。 

 知事から提案理由の説明を求めます。 

 仲井眞知事。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔知事追加提出議案 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 平成24年第３回沖縄県議会

（定例会）に追加提出いたしました議案について、そ

の概要及び提案の理由を御説明申し上げます。 

 追加提出いたしました議案は、同意議案３件であり

ます。 

 乙第29号議案から乙第31号議案までの「沖縄県監査

委員の選任について」は、委員４人の任期満了に伴い、

その後任を選任するため同意を求めるものでありま 

す。 

 議員のうちから選任すべき委員について、県議会議

長から御推薦をいただきましたので、識見を有する者

のうちから選任すべき委員とともに同意議案として提

出するものであります。 

 以上、追加提出いたしました議案について、その概

要及び提案の理由を御説明申し上げました。 

 慎重なる御審議の上、同意を賜りますようお願い申

し上げます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 ただいま議題となっております乙第29号議案から乙

第31号議案までは、総務企画委員会に付託いたします。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後７時12分休憩 

   午後７時14分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 この際、お諮りいたします。 

 特別委員会設置の件を日程に追加し、議題といたし

たいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、特別委員会設置の件を日程に追加し、議題

とすることに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 特別委員会設置の件を議題と

いたします。 

 本件につきましては、本日の議会運営委員会におい

て、軍使用土地、基地公害、演習等米軍基地関係諸問

題の調査及び対策の樹立を付議するため特別委員会を

設置することとし、その名称を「米軍基地関係特別委

員会」とし、12人の委員をもって構成するとの意見の

一致を見ております。 

 よって、お諮りいたします。 

 軍使用土地、基地公害、演習等米軍基地関係諸問題

の調査及び対策の樹立を付議するため、12人の委員を

もって構成する米軍基地関係特別委員会を設置するこ

とにいたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、お諮りいたします。 

 ただいま設置されました米軍基地関係特別委員会の

委員の選任につきましては、委員会条例第５条第１項

の規定によりお手元に配付の名簿のとおり指名いたし

たいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、米軍基地関係特別委員会の委員は、お手元

に配付の名簿のとおり選任することに決定いたしまし

た。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔米軍基地関係特別委員名簿 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、お諮りいたします。 

 ただいま米軍基地関係特別委員会が設置されました

ので、現在、総務企画委員会に付託されている米軍基

地関係の陳情10件については、同特別委員会に付託が

えする必要があります。 

 また、新たに同特別委員会所管に属する陳情１件が

受理されております。 

 この際、陳情第63号、第75号、第78号、第80号、第

115号、第117号、第118号、第124号、第128号、第129

号の２及び第131号の付託の件を日程に追加し、議題

といたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、この際、陳情11件の付託の件を日程に追加

し、議題とすることに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 陳情第63号、第75号、第78

号、第80号、第115号、第117号、第118号、第124号、

第128号、第129号の２及び第131号の付託の件を議題

といたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの陳情11件につきましては、米軍基地関係

特別委員会に付託の上、審査することにいたしたいと

思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情11件につきましては、米軍

基地関係特別委員会に付託の上、審査することに決定

いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、お諮りいたします。 

 特別委員会設置の件を日程に追加し、議題といたし

たいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、特別委員会設置の件を日程に追加し、議題

とすることに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 特別委員会設置の件を議題と

いたします。 

 本件につきましては、本日の議会運営委員会におい

て、鉄軌道を含む公共交通ネットワークの整備拡充並

びにこれらに関連する諸問題の調査及び対策の樹立を

付議するため特別委員会を設置することとし、その名

称を「公共交通ネットワーク特別委員会」とし、12人

の委員をもって構成するとの意見の一致を見ておりま

す。 

 よって、お諮りいたします。 

 鉄軌道を含む公共交通ネットワークの整備拡充並び

にこれらに関連する諸問題の調査及び対策の樹立を付

議するため、12人の委員をもって構成する公共交通ネ

ットワーク特別委員会を設置することにいたしたいと

思います。 
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 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、お諮りいたします。 

 ただいま設置されました公共交通ネットワーク特別

委員会の委員の選任につきましては、委員会条例第５

条第１項の規定によりお手元に配付の名簿のとおり指

名いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、公共交通ネットワーク特別委員会の委員は、

お手元に配付の名簿のとおり選任することに決定いた

しました。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔公共交通ネットワーク特別委員名簿 巻末に

掲載〕 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、お諮りいたします。 

 ただいま公共交通ネットワーク特別委員会が設置さ

れましたので、現在、総務企画委員会に付託されてい

る公共交通ネットワーク関係の陳情１件については、

同特別委員会に付託がえする必要があります。 

 この際、陳情第116号の付託の件を日程に追加し、

議題といたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、この際、陳情１件の付託の件を日程に追加

し、議題とすることに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○議長（喜納昌春君） 陳情第116号の付託の件を議

題といたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの陳情１件につきましては、公共交通ネッ

トワーク特別委員会に付託の上、審査することにいた

したいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情１件につきましては、公共

交通ネットワーク特別委員会に付託の上、審査するこ

とに決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後７時19分休憩 

   午後７時20分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 この際、お諮りいたします。 

 委員会審査及び議案整理のため、明７月11日から18

日までの８日間休会といたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、明７月11日から18日までの８日間休会とす

ることに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。 

 次会は、７月19日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後７時20分散会 
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平 成 2 4年 

第 ３ 回 
沖縄県議会（定例会）会議録 

 

（第 ８ 号） 

  



 

議  事  日  程 第８号 

平成24年７月19日（木曜日） 

午前10時開議 

第１ 乙第２号議案から乙第６号議案まで（総務企画委員長報告） 

第２ 乙第12号議案及び乙第13号議案（経済労働委員長報告） 

第３ 乙第８号議案から乙第11号議案まで（文教厚生委員長報告） 

第４ 乙第７号議案、乙第14号議案及び乙第15号議案（土木環境委員長報告） 

第５ 乙第24号議案及び乙第26号議案から乙第29号議案まで（総務企画委員長報告） 

第６ 乙第30号議案及び乙第31号議案（総務企画委員長報告） 

第７ 乙第16号議案及び乙第23号議案（経済労働委員長報告） 

第８ 乙第22号議案（文教厚生委員長報告） 

第９ 乙第17号議案から乙第21号議案まで及び乙第25号議案（土木環境委員長報告） 

第10 陳情第87号、第93号及び第100号（総務企画委員長報告） 

第11 陳情第88号（土木環境委員長報告） 

第12 陳情第75号、第78号、第80号、第115号、第117号、第118号及び第124号（米軍基地関係特別委員長報告） 

第13 閉会中の継続審査の件 

 

本日の会議に付した事件 

日程第１ 乙第２号議案から乙第６号議案まで 

乙第２号議案 沖縄県附属機関設置条例の一部を改正する条例 

乙第３号議案 沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

乙第４号議案 沖縄県予算の執行に関する知事の調査等の対象となる法人を定める条例 

乙第５号議案 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例 

乙第６号議案 沖縄ライフサイエンス研究センターの設置及び管理に関する条例 

日程第２ 乙第12号議案及び乙第13号議案 

乙第12号議案 沖縄県企業立地促進条例の一部を改正する条例 

乙第13号議案 沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

日程第３ 乙第８号議案から乙第11号議案まで 

乙第８号議案 沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例 

乙第９号議案 沖縄県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例 

乙第10号議案 沖縄県がん対策推進条例 

乙第11号議案 沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例 

日程第４ 乙第７号議案、乙第14号議案及び乙第15号議案 

乙第７号議案 食品衛生法施行条例の一部を改正する条例 

乙第14号議案 沖縄県自動車駐車場管理条例の一部を改正する条例 

乙第15号議案 沖縄県港湾管理条例の一部を改正する条例 

日程第５ 乙第24号議案及び乙第26号議案から乙第29号議案まで 

乙第24号議案 那覇市の中核市指定に係る申出の同意について 

乙第26号議案沖縄県人事委員会委員の選任について 
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乙第27号議案 沖縄県収容委員会委員の任命について 

乙第28号議案 沖縄県公安委員会委員の任命について 

乙第29号議案 沖縄県監査委員の選任について 

日程第６ 乙第30号議案及び乙第31号議案 

乙第30号議案 沖縄県監査委員の選任について 

乙第31号議案 沖縄県監査委員の選任について 

日程第７ 乙第16号議案及び乙第23号議案 

乙第16号議案 工事請負契約について 

乙第23号議案 指定管理者の指定について 

日程第８ 乙第22号議案 

乙第22号議案 損害賠償額の決定について 

日程第９ 乙第17号議案から乙第21号議案まで及び乙第25号議案 

乙第17号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

乙第18号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

乙第19号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

乙第20号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

乙第21号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

乙第25号議案 県道の路線の廃止について 

日程追加 真地久茂地線識名トンネル工事契約問題の調査に関する件 

日程第10 陳情第87号、第93号及び第100号 

      陳情第87号 女性の視点からの防災対策に関する陳情 

      陳情第93号 暴力団排除条例の廃止に関する陳情 

      陳情第100号 沖縄振興特別推進交付金の町村自己負担分の支援に関する陳情 

日程第11 陳情第88号 

      陳情第88号 メジロ・愛玩鑑賞目的の捕獲禁止に関する陳情 

日程第12 陳情第75号、第78号、第80号、第115号、第117号、第118号及び第124号 

      陳情第75号 米国原子力軍艦のホワイト・ビーチ寄港に関する陳情 

      陳情第78号 米国原子力潜水艦のホワイト・ビーチ機構に反対する陳情 

      陳情第80号 宜野座村道１号線の返還に関する陳情 

      陳情第115号 オスプレイの沖縄配備に断固反対する県民大会に関する陳情 

      陳情第117号 ＭＶ22オスプレイ配備に断固反対する県民大会開催に関する陳情 

      陳情第118号 オスプレイ沖縄配備の撤回を求める県民大会の開催に関する陳情 

      陳情第124号 ＭＶ22オスプレイ配備に反対する県民大会の開催に関する陳情 

日程第13 閉会中の継続審査の件 

 
 

出 席 議 員（48名） 

議 長  喜 納 昌 春 君 

副議長  浦 崎 唯 昭 君 

１ 番  上 原   章 君 

２ 番  砂 川 利 勝 君 

３ 番  具志堅   透 君 

４ 番  又 吉 清 義 君 

５ 番  末 松 文 信 君 

６ 番  儀 間 光 秀 君 

７ 番  新 田 宜 明 君 

８ 番  仲 村 未 央 さん 

９ 番  玉 城   満 君 

10 番  西 銘 純 恵 さん 

11 番  比 嘉 京 子 さん 

12 番   田 勝 廣 君 

13 番  島 袋   大 君 

14 番  中 川 京 貴 君 

15 番  桑 江 朝千夫 君 

16 番  座喜味 一 幸 君 

17 番  呉 屋   宏 君 

18 番  仲宗根   悟 君 
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19 番  崎 山 嗣 幸 君 

20 番  山 内 末 子 さん 

21 番  瑞慶覧   功 君 

22 番  渡久地   修 君 

23 番  大 城 一 馬 君 

24 番  嶺 井   光 君 

25 番  前 島 明 男 君 

26 番  照 屋 守 之 君 

27 番  新 垣 良 俊 君 

28 番  仲 田 弘 毅 君 

29 番  新 垣 安 弘 君 

30 番  當 間 盛 夫 君 

31 番  照 屋 大 河 君 

32 番  狩 俣 信 子 さん 

33 番  赤 嶺   昇 君 

34 番  新 垣 清 涼 君 

35 番  前 田 政 明 君 

37 番  金 城   勉 君 

38 番  糸 洲 朝 則 君 

39 番  翁 長 政 俊 君 

41 番  新 垣 哲 司 君 

42 番  具 志 孝 助 君 

43 番  新 里 米 吉 君 

44 番  髙 嶺 善 伸 君 

45 番  奥 平 一 夫 君 

46 番  玉 城 義 和 君 

47 番  玉 城 ノブ子 さん 

48 番  嘉 陽 宗 儀 君 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名 

事 務 局 長  嘉 陽 安 昭 君 

次   長  鉢 嶺   元 君 

議 事 課 長  平 田 善 則 君 

課 長 補 佐  上 原 貴 志 君 

主     幹  佐久田   隆 君 

主     査  嘉 陽   孝 君 

 

政務調査課長  知 念 正 治 君 

副 参 事  大 村 浩 三 君 

主 幹  上 地   聡 君 

主 幹  宮 城   弘 君 

主 幹  宮 城   優 君 

 
 

 
 

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 ７月10日の会議において設置されました米軍基地関

係特別委員会及び公共交通ネットワーク特別委員会の

委員長から、同日の委員会において米軍基地関係特別

委員長に新垣清涼君、同副委員長に又吉清義君、公共

交通ネットワーク特別委員長に金城勉君、同副委員長

に新田宜明君をそれぞれ互選したとの報告がありまし

た。 

 次に、昨日、嘉陽宗儀君から、「真地久茂地線識名

トンネル工事契約問題の調査に関する動議」の提出が

ありました。 

 その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔諸般の報告 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○照屋 守之君 議長、休憩願います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時21分休憩 

   午前11時12分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 日程第１ 乙第２号議案から乙第６号議案までを議

題といたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 総務企画委員長山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔総務企画委員長 山内末子さん登壇〕 

○総務企画委員長（山内末子さん） おはようござい

ます。 

 ただいま議題となりました乙第２号議案から乙第６

号議案までの条例議案５件について、委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 委員会におきましては、総務部長及び企画部長の出

席を求め慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第２号議案「沖縄県附属機関設置条例の一

部を改正する条例」は、知事に属する附属機関として

設置した沖縄県漁業協同組合合併推進協議会及び沖縄

県自由貿易地域審議会を廃止するため条例を改正する

ものであるとの説明がありました。 

 次に、乙第３号議案「沖縄県の事務処理の特例に関
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する条例の一部を改正する条例」は、消費生活用製品

安全法及び電気用品安全法の一部が改正されたこと等

に伴い、条例の規定を整理する必要があることから条

例を改正するものであるとの説明がありました。 

 次に、乙第４号議案「沖縄県予算の執行に関する知

事の調査等の対象となる法人を定める条例」は、地方

自治法施行令の一部が改正され、予算の執行に関する

知事の調査等の対象となる法人の範囲を拡大する必要

があることから条例を制定するものである。 

 主な内容は、知事の調査等の対象となる法人として、

沖縄県が資本金等の４分の１以上２分の１未満を出資

している法人等を定めることであるとの説明がありま

した。 

 本案に関し、知事の調査等の対象となる法人の範囲

が拡大することによって何がどう変わるのか、また、

今年度約55億円の観光予算が県から委託される沖縄観

光コンベンションビューローは調査対象に入っていな

いが、チェック体制はどうしていくのかとの質疑があ

りました。 

 これに対し、県は、毎年県出資法人の予算の執行状

況、収支の状況等を議会に報告しているが、今回の調

査等の対象の拡大により議会の監視機能の強化が図ら

れる。また、沖縄観光コンベンションビューローにつ

いては、県出資額が４分の１未満であるが、県から職

員を派遣しているので、公社等の指導監督要領に基づ

いて、組織から人事管理、資金管理、会計管理、経営

評価等について指導ができるとの答弁がありました。 

 そのほか、これまでの調査の状況などについて質疑

がありました。 

 次に、乙第５号議案「県税の課税免除等の特例に関

する条例の一部を改正する条例」は、沖縄振興特別措

置法に基づく観光地形成促進地域等の区域内における

県税の課税免除の措置に関する規定を整備する等の必

要があることから条例を改正するものであるとの説明

がありました。 

 本案に関し、これまでの課税免除総額は幾らだった

のか、今後の課税免除想定額はどれぐらいかとの質疑

ありました。 

 これに対し、直近５カ年間の課税免除実績は約16億

1900万円で、向こう５カ年間の想定額は約27億9600万

円であるとの答弁がありました。 

 次に、特別自由貿易地域及び自由貿易地域が廃止に

なって国際物流拠点産業集積地域に統一されるという

ことだが、これは特別自由貿易地域がうまくいかなか

ったと理解してよいかとの質疑がありました。 

 これに対し、評価はいろいろあると思うが、業種や

所得控除適用の拡大、「専ら」要件の緩和など条件整

備をして拡充したということであるとの答弁がありま

した。 

 そのほか、企業誘致、補助のあり方などについて質

疑がありました。 

 次に、乙第６号議案「沖縄ライフサイエンス研究セ

ンターの設置及び管理に関する条例」は、ライフサイ

エンス分野における研究開発機関相互の有機的な連携

による研究開発を促進し、もって県内における科学技

術の振興に資するため沖縄ライフサイエンスセンター

を設置するとともに、その管理に必要な事項を定める

必要があることから条例を制定するものであるとの説

明がありました。 

 本案に関し、沖縄ライフサイエンスセンター設置の

ねらいと展望はどうなっているのか、また、ことし９

月に開学予定の大学院大学との兼ね合いはどうなって

いるかとの質疑がありました。 

 これに対し、沖縄ライフサイエンスセンターは、沖

縄の魅力を出しながら県内の創薬ベンチャーや県外の

創薬企業を呼び込んで沖縄の微生物を活用した新しい

薬を研究してもらうとともに、将来的にはここで薬を

つくっていけるような研究の第一歩の施設だと考えて

いる。既に県内ベンチャーと沖縄科学技術大学院大学

が海洋微生物からの創薬の可能性について研究を始め

ており、当該施設を設置することによって県外の研究

機関やバイオベンチャーがさらに集積するものと考え

ている。沖縄科学技術大学院大学を核とした知的産業

クラスターを実現するための一つのステップとして沖

縄ライフサイエンス研究センターを設置するものであ

るとの答弁がありました。 

 次に、沖縄ライフサイエンスセンターを設置する経

済的メリットはどういうことを想定しているかとの質

疑がありました。 

 これに対し、本土や県内のベンチャー企業が入居す

るので、直ちに新たな雇用が生まれるということでは

ない。沖縄科学技術大学院大学を核とした知的クラス

ターは、健康や医療を活用して沖縄の新たな産業を興

すのが目標になっており、５年ないし10年スパンで考

えていただければ相当数の雇用が生まれると思ってい

る。県内の理系の人材を沖縄にとどめるという意味で

は、本土の製薬メーカーの研究機関に来ていただくこ

とは大きなメリットがあると考えているとの答弁があ

りました。 

 そのほか、県内バイオ企業の状況、施設の維持管理

費、指定管理者、特許、企業のオファーと入居企業の

想定、県内企業の優先入居、設置場所などについて質

－ 362 －



 

疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第２号議案から乙第６号議案ま

での５件は、全会一致をもって原案のとおり可決すべ

きものと決定をいたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第２号議案から乙第６号議案までの５件

を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案５件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第２号議案から乙第６号議案までの５件

は、原案のとおり可決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第２ 乙第12号議案及び

乙第13号議案を議題といたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 経済労働委員長上原 章君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔経済労働委員長 上原 章君登壇〕 

○経済労働委員長（上原 章君） おはようございま

す。 

 ただいま議題となりました乙第12号議案及び乙第13

号議案の条例議案２件について、委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 委員会におきましては、商工労働部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第12号議案「沖縄県企業立地促進条例の一

部を改正する条例」は、沖縄振興特別措置法の一部が

改正されたことに伴い、用語の意義等に関する規定の

整理を行う必要があることから条例を改正するもので

ある。 

 主な改正内容は、産業高度化・事業革新促進地域制

度及び国際物流拠点産業集積地域が創設されたことな

どに伴い所要の改正を行うものであるとの説明があり

ました。 

 本案に関し、今回の制度見直しにより新たに変わっ

た点は何かとの質疑がありました。 

 これに対し、今回の制度見直しにより新たに変わっ

た点は、特別自由貿易地域及び那覇市にある自由貿易

地域が国際物流拠点産業集積地域制度になったことに

伴い、法人所得の控除35％が40％に拡充されたこと、

「専ら」要件が一部緩和されたこと、及び従来は沖縄

本島の中南部を中心に13市町村が対象であった産業高

度化地域が産業高度化・事業革新促進地域として離島

も含めて全県に広げられたことなどであるとの答弁が

ありました。 

 次に、今回の改正により、製造業を集積していく上

でのメリットは何かとの質疑がありました。 

 これに対し、当制度の内容に合致していれば、法人

所得から40％控除されるため、実質の実効税率が約

18％から19％になること。また、固定資産税の減免が

あることなどがメリットであるとの答弁がありまし 

た。 

 次に、沖縄が外国と勝負ができる制度設計のイメー

ジについての質疑がありました。 

 これに対し、一国二制度をきちんと位置づけるべき

だと考えており、また、アジアとの連携をしっかりと

やること、物流の問題に対応していくことといった感

覚を持っているとの答弁がありました。 

 そのほか、本来の特別自由貿易地域としてふさわし

いものにしていくための方針、ハブ貨物空港を利用し

た県域内の生鮮食料品等の送り方、産業高度化・事業

革新促進地域制度を沖縄全県に広げた理由などについ

て質疑がありました。 

 次に、乙第13号議案「沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設

置及び管理に関する条例の一部を改正する条例」は、

沖縄ＩＴ津梁パーク内にアジアＩＴ研修センターを整

備することに伴い、その使用料の徴収根拠等を定める

必要があることから条例を改正するものである。 

 主な改正内容は、沖縄ＩＴ津梁パーク施設にアジア

ＩＴ研修センターを追加し、その管理を指定管理者に

行わせる。また、アジアＩＴ研修センターの施設使用

料を定めるとの説明がありました。 

 本案に関し、アジアＩＴ研修センターは何をすると

ころかとの質疑がありました。 

 これに対し、県内のＩＴ企業のアジアへの進出を促

す、また、アジアの人材を活用してアジアと国内の企
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業が展開するビジネスを沖縄で展開していただくなど

アジアビジネスの集積をＩＴ津梁パークに図ってい 

き、それに対応できる県内の人材を育成し、また、国

内のプロジェクト案件の受注を進めていくために必要

な人材を育成していくための研修センターであるとの

答弁がありました。 

 そのほか、企業の入居する見通し、指定管理料など

について質疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第12号議案及び乙第13号議案の

２件は、全会一致をもって原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第12号議案及び乙第13号議案の２件を一

括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第12号議案及び乙第13号議案の２件は、

原案のとおり可決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第３ 乙第８号議案から

乙第11号議案までを議題といたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 文教厚生委員長呉屋 宏君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔文教厚生委員長 呉屋 宏君登壇〕 

○文教厚生委員長（呉屋 宏君） おはようございま

す。 

 ただいま議題となりました乙第８号議案から乙第11

号議案までの条例議案４件について、委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第８号議案「沖縄県介護支援専門員資格登

録申請等手数料条例の一部を改正する条例」は、介護

保険法の一部改正に伴い介護サービス情報調査手数料

等に係る規定を改める必要があることから条例を改正

するものである。 

 主な改正内容は、介護サービス情報調査手数料を納

めるべき者を改めること、介護サービス情報公表手数

料を廃止するとの説明がありました。 

 本案に関し、介護サービス情報公表手数料を廃止す

る理由は何かとの質疑がありました。 

 これに対し、各都道府県が設置管理していた情報公

表に関するサーバーを国が一元的に管理することにな

り、県の負担していた経費が不要となったことから、

同条例の公表に係る手数料の部分を削除するものであ

るとの答弁がありました。 

 次に、介護サービス情報調査に係る変更内容はどの

ようなものかとの質疑がありました。 

 これに対し、介護サービス情報調査は、これまで全

事業所に調査が義務づけられていたが、今後は知事が

必要と認める場合に調査を実施することになる。その

詳細については、今後、国のガイドライン、各県の動

向等を参考にして決定していくとの答弁がありまし 

た。 

 そのほか、情報公表制度の意義、県が調査機関に支

払う調査手数料の額、介護保険法改正の経緯などにつ

いて質疑がありました。 

 次に、乙第９号議案「沖縄県介護職員処遇改善等臨

時特例基金条例の一部を改正する条例」は、特別養護

老人ホーム等の施設の円滑な開設に係る事業を引き続

き実施するため、基金の設置期間を平成25年12月31日

まで延長するとともに、条例の規定の整理を行う必要

があることから条例を改正するものであるとの説明が

ありました。 

 本案に関し、介護職員の処遇改善はどのようなもの

になっているかとの質疑がありました。 

 これに対し、平成21年10月から平成24年３月までは

介護職員処遇改善交付金が支給されており、平成24年

４月以降は介護報酬に円滑に移行するための例外的か

つ経過的な取り扱いとして、介護報酬の中で介護職員

処遇改善加算として算定されることとなっている。な

お、平成27年以降については、本報酬の中で支払われ

る予定になっているとの答弁がありました。 

 次に、処遇改善加算により介護報酬が引き上げられ

ると考えるが、介護利用者の利用料に影響はあるかと
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の質疑がありました。 

 これに対し、処遇改善加算により介護報酬が引き上

げられることにつながり、介護利用料金にはね返るこ

とになる。介護保険料においては、利用した介護サー

ビス料金の９割が介護保険から支払われ、１割は利用

者負担となっていることから、利用者負担が増加する

との答弁がありました。 

 次に、施設開設準備等助成事業において、平成24年

度の実施見込みはどうなっているかとの質疑がありま

した。 

 これに対し、小規模特別養護老人ホームが１カ所、

広域型特別養護老人ホームが１カ所、認知症高齢者グ

ループホームが９カ所及び小規模多機能型居宅介護事

業所が９カ所、計20カ所の補助を計画しているとの答

弁がありました。 

 次に、第５期沖縄県保健福祉計画で、広域型特別養

護老人ホームの定員を374床増床整備する計画をして

いるようだが、対象者の人数を考えるともっとふやす

べきだと考えるがどうかとの質疑がありました。 

 これに対し、平成23年の調査において、特別養護老

人ホームの待機者については、在宅高齢者2200人のう

ち、特に特別養護老人ホーム等の入所の必要性が高い

と見込まれる高齢者がおよそ1000人いるが、定員とし

ては、特別養護老人ホーム、地域密着型特別老人ホー

ム及び認知症高齢者グループホーム等で1050床の増床

整備を図る計画があることから、ほぼその中で入所が

可能と考えているとの答弁がありました。 

 そのほか、介護職員の処遇改善の検証、介護保険広

域連合及び市町村に対する県のかかわり方、介護施設

の運営等に対するチェック体制、介護職員等の平均給

与などについて質疑がありました。 

 次に、乙第10号議案「沖縄県がん対策推進条例」は、

「県、県民、保健医療関係者及び事業者の責務を明ら

かにし、がん対策に関する基本的な事項を定めること

により、総合的かつ計画的にがん対策を推進する」必

要があることから条例を制定するものである。 

 主な内容は、県、県民、保健医療関係者及び事業者

の責務を定める。がんの予防及び早期発見の推進等県

が講ずる施策を定める。がん対策推進のために必要な

財政上の措置について定める。沖縄県がん対策推進協

議会の設置について定めるとの説明がありました。 

 本案に関し、本条例を制定するに当たって、がん患

者等関係者から意見が出され議論がされたと思うが、

それらの意見はすべて条例に反映されたのかとの質疑

がありました。 

 これに対し、がん患者等関係者から出された意見の

うち、就労支援、市町村の責務及び条例の見直し条項

の追加の３点については、全庁的な調整を行った結果、

条例への明記は難しいと判断されたが、がん患者への

就労支援については、がん対策推進計画の中で具体的

な施策として対応していくこと。市町村の責務につい

ては、県の責務として市町村と連携しがん対策を推進

していくこと。見直し条項については、必要に応じて

議会に条例見直しを提案していくことで整理がされた

との答弁がありました。 

 次に、沖縄県は特定健診や人間ドックの受診率が低

い中、がん検診の受診率向上のためにこれらの検診と

同時に受診させるような施策は持っているかとの質疑

がありました。 

 これに対し、がん検診と特定健診を同時に実施する

ことによって受診率のアップを図れないか議論をして

おり、県としては、現在、各市町村と連携して推進し

ていく方向で取り組んでいるとの答弁がありました。 

 次に、緩和ケアの推進について、医療従事者の育成

はどのような状況になっているのかとの質疑がありま

した。 

 これに対し、医療従事者に緩和ケアについて理解を

深めてもらう目的で、がん診療連携拠点病院での研修

会の実施、国立がんセンター等での研修会旅費の負担

を行っており、平成24年２月現在で、緩和ケアの研修

を修了した医師数は北部圏域で41名、中部圏域で122

名、南部圏域で217名、宮古圏域で18名、八重山圏域

で12名の合計410名となっている。なお、この研修会

は看護師等も対象としており、今後も引き続き実施し

ていくとの答弁がありました。 

 次に、沖縄県がん患者支援モデル事業の内容はどの

ようなものかとの質疑がありました。 

 これに対し、同事業は地域医療再生基金を使って離

島の患者等を中心に情報提供や出張相談会等を実施し

ていくもので、臨床心理士等が運営するＮＰＯ法人に

委託しつつ患者会と連携しながら進めていく仕組みで

ある。予算額は、今年度約1000万円で、２カ年の事業

として予定しているとの答弁がありました。 

 次に、がん診療連携拠点病院は何カ所あるか、また、

がん診療連携支援病院の整備方針はどのようになって

いるかとの質疑がありました。 

 これに対し、がん診療連携拠点病院は、琉球大学附

属病院のほか、中部圏域に県立中部病院、南部圏域に

那覇市立病院の計３カ所が整備されている。その他の

圏域については、がん診療連携支援病院として北部地

区医師会病院、県立宮古病院、県立八重山病院が位置

づけられている。また、県立宮古病院、県立八重山病
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院については、整備計画に合わせ将来的に機能を充実

させることを検討したいとの答弁がありました。 

 そのほか、財政上の措置、沖縄県のがん罹患率、患

者会連合会の活動、離島患者を対象とした宿泊施設の

整備などについて質疑がありました。 

 次に、乙第11号議案「沖縄県看護師等修学資金貸与

条例の一部を改正する条例」は、児童福祉法及び介護

保険法の改正に伴い、修学資金の返還債務の免除に関

する規定を整理する必要があることから条例を改正す

るものである。 

 主な改正内容は、看護師等として一定期間勤務した

場合に修学資金の返還が免除される対象施設を、重症

心身障害児施設から医療型障害児入所施設に改めると

の説明がありました。 

 本案に関し、現在貸与を受けている看護師等が返還

免除される勤務先の医療機関の範囲はどのようになっ

ているか、また、特別養護老人ホームは対象になるか

との質疑がありました。 

 これに対し、県内すべての医療機関が対象になる。

ただし、特別養護老人ホームは介護施設なので免除の

対象ではないとの答弁がありました。 

 次に、沖縄県内に看護職員を養成する施設はどれぐ

らいあるか、また、どれぐらいの学生が修学資金を利

用しているかとの質疑がありました。 

 これに対し、看護職員を養成する施設は、大学が３

校、養成所が５校あり、学生数2446名のうち、平成23

年度は315名に沖縄県看護師修学資金を貸与している

との答弁がありました。 

 そのほか、修学資金の給付制度導入、返還免除の条

件、特別な事情による返還猶予、返還免除に係る勤務

期間、今後の看護職員の需給見通しなどについて質疑

がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第８号議案から乙第11号議案ま

での４件は、全会一致をもって原案のとおり可決すべ

きものと決定いたしました。 

 なお、乙第10号議案については附帯決議の提出があ

り、採決の結果、全会一致で可決されました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第８号議案から乙第11号議案までの４件

を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案４件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第８号議案から乙第11号議案までの４件

は、原案のとおり可決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第４ 乙第７号議案、乙

第14号議案及び乙第15号議案を議題といたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 土木環境委員長中川京貴君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔土木環境委員長 中川京貴君登壇〕 

○土木環境委員長（中川京貴君） おはようございま

す。 

 ただいま議題となりました乙第７号議案、乙第14号

議案及び乙第15号議案の条例議案３件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま 

す。 

 委員会におきましては、環境生活部長及び土木建築

部長の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第７号議案「食品衛生法施行条例の一部を

改正する条例」は、生食用食肉の安全性を確保し、食

中毒の発生を防止するため、生食用食肉に係る国の規

格基準が追加されたこと等に伴い、生食用食肉に係る

営業施設の基準を追加する必要があるため条例を改正

するものである。 

 主な改正内容は、食品衛生法第19条第１項の規定に

基づく表示の基準に関する内閣府令等が施行されたこ

とから、条例における根拠規定を改めることと生食用

食肉に係る営業施設の基準を追加するものであるとの

説明がありました。 

 本案に関し、近年の県内における食中毒件数はどれ

ぐらいかとの質疑がありました。 

 これに対し、平成22年は発生件数が４件で、患者が

17人であり、原因はカンピロバクターという細菌であ

るとの答弁がありました。 

 次に、県内における食品衛生法上の営業許可施設は
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どれぐらいで、これまで営業許可が取り消された例は

あるのかとの質疑がありました。 

 これに対し、営業許可を受けているのは２万8465施

設であり、営業許可を取り消した事例はないとの答弁

がありました。 

 次に、乙第14号議案「沖縄県自動車駐車場管理条例

の一部を改正する条例」は、県民広場地下駐車場利用

者のさらなる利便性向上を図るため、これまで利用時

間ごとに加算されていた利用料金基準額に上限を設け

るため条例を改正するものである。 

 主な改正内容は、二輪車及び四輪車の時間内駐車に

おける利用料金の基準額に上限を設けるとともに所要

の改正を行うものであるとの説明がありました。 

 本案に関し、現在の地下駐車場の利用状況はどうな

っているのか、条例改正による収支の見通しはどうな

っているのかとの質疑がありました。 

 これに対し、平成20年度が18万3702台、平成21年度

が17万4924台、平成22年度が15万7858台、平成23年度

が16万3350台で、ピーク時の平成13年度から年々落ち

込んでいる。条例改正により、年間400万円程度の収

入増が見込まれるとの答弁がありました。 

 次に、乙第15号議案「沖縄県港湾管理条例の一部を

改正する条例」は、西原マリンパークの施設に新たに

施設を追加することに伴い西原・与那原マリンパーク

に名称を改めること、また、港湾法の一部改正に伴い

条例に規定する港湾区域の定義について規定の整備を

行う必要があるため条例の改正を行うものであるとの

説明がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第７号議案、乙第14号議案及び

乙第15号議案の３件は、全会一致をもって原案のとお

り可決すべきものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第７号議案、乙第14号議案及び乙第15号

議案の３件を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案３件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第７号議案、乙第14号議案及び乙第15号

議案の３件は、原案のとおり可決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第５ 乙第24号議案及び

乙第26号議案から乙第29号議案までを議題といたしま

す。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 総務企画委員長山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔総務企画委員長 山内末子さん登壇〕 

○総務企画委員長（山内末子さん） ただいま議題と

なりました乙第24号議案の議決議案１件及び乙第26号

議案から乙第29号議案までの同意議案４件の計５件に

ついて、委員会における審査の経過及び結果を御報告

申し上げます。 

 委員会におきましては、総務部長及び企画部長の出

席を求め慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第24号議案「那覇市の中核市指定に係る申

出の同意について」は、那覇市からの中核市指定に係

る同意の申し出について、地方自治法第252条の24第

３項の規定に基づき議会の議決を求めるものであると

の説明がありました。 

 本案に関し、県が考える那覇市の中核市移行のデメ

リットは何か、県は権限移譲に当たって那覇市に何を

やってあげられるのかとの質疑がありました。 

 これに対し、県としては、那覇市の中核市移行のデ

メリットについては想定していなかった。30万都市と

いうことで、みずから住民サービスをより行いたいと

いう那覇市の気持ちを酌んで中核市移行を県としても

手伝いさせていただいている。県は、那覇市から職員

を受け入れて研修を実施するとともに、那覇市に対し

いろいろ助言・指導を行っているとの答弁がありまし

た。 

 そのほか、中央保健所の譲渡、事務移譲に伴う職員

と予算の変動などについて質疑がありました。 

 次に、乙第26号議案「沖縄県人事委員会委員の選任

について」は、沖縄県人事委員会委員３人のうち１人

が平成24年７月31日で任期満了することに伴い、その

後任を選任するため、地方公務員法第９条の２第２項

の規定に基づき議会の同意を求めるもであるとの説明
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がありました。 

 次に、乙第27号議案「沖縄県収用委員会委員の任命

について」は、沖縄県収用委員会委員７人のうち２人

が平成24年７月31日で任期満了することに伴い、その

後任を任命するため、土地収用法第52条第３項の規定

に基づき議会の同意を求めるものであるとの説明があ

りました。 

 次に、乙第28号議案「沖縄県公安委員会委員の任命

について」は、沖縄県公安委員会委員３人のうち１人

が平成24年７月31日で任期満了することに伴い、その

後任を任命するため、警察法第39条第１項の規定に基

づき議会の同意を求めるものであるとの説明がありま

した。 

 本案に関し、公安委員会委員の任期はどうなってい

るか、また、人事のやり方はどうなっているかとの質

疑がありました。 

 これに対し、公安委員会委員の任期については、１

期が３年で、更新が２回までという基準を設けている。

また、選定に当たっては、公安委員会委員という役職

に適する人物・識見を総合的に判断して選定してお 

り、女性を１人入れるということも勘案しているとの

答弁がありました。 

 そのほか、斬新な選考基準の作成について質疑があ

りました。 

 次に、乙第29号議案「沖縄県監査委員の選任につい

て」は、監査委員４人のうち２人が平成24年７月31日

で任期満了することに伴い、その後任を選任するため、

地方自治法第196条第１項の規定に基づき議会の同意

を求めるものであるとの説明がありました。 

 本案に関し、県のＯＢが監査するということでは第

三者的な監査・チェック機能を果たすことができるか

どうか疑問であるが、監査委員のあり方についてどう

考えるかとの質疑がありました。 

 これに対し、議員から２人、外部からは税理士や公

認会計士を監査委員として選任しているが、行政も多

岐にわたる分野であるので、行政出身者も１人置くこ

とでこれまでやってきているとの答弁がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第24号議案は、全会一致をもっ

て可決すべきものと決定いたしました。 

 乙第26号議案から乙第29号議案までの４件は、全会

一致をもってこれに同意すべきものと決定いたしまし

た。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 休憩いたします。 

   午前11時55分休憩 

   午前11時55分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 これより乙第24号議案及び乙第26号議案から乙第29

号議案までの採決に入ります。 

 議題のうち、まず乙第24号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第24号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、乙第26号議案から乙第

29号議案までの４件を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案４件は、これに同意することに御異

議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第26号議案から乙第29号議案までは、こ

れに同意することに決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第６ 乙第30号議案及び

乙第31号議案を議題といたします。 

 休憩いたします。 

   午前11時56分休憩 

   午前11時57分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 総務企画委員長山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――― 

   〔総務企画委員長 山内末子さん登壇〕 

○総務企画委員長（山内末子さん） ただいま議題と

なりました乙第30号議案及び乙第31号議案の同意議案

２件について、委員会における審査の経過及び結果を
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御報告申し上げます。 

 委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 乙第30号議案及び乙第31号議案「沖縄県監査委員の

選任について」は、監査委員４人のうち２人が平成24

年６月24日で任期満了したことに伴い、その後任を選

任するため地方自治法第196条第１項の規定に基づき

議会の同意を求めるものであるとの説明がありまし 

た。 

 本案に関し、監査委員の報酬については、常勤の委

員で月額65万円、議員で月額12万5000円となっている

が、行革の中で議論は出てきていないのかとの質疑が

ありました。 

 これに対し、監査委員の報酬については、九州各県

と比較して極めて高い、やり方がおかしいということ

でもないので今のところ議論はないが、全体的な行政

委員の報酬については、行革という考え方も頭に入れ

ながら検討していきたいとの答弁がありました。 

 そのほか、監査委員を議員から選任する理由、監査

委員の業務量などについて質疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第30号議案及び乙第31号議案は、

全会一致をもってこれに同意すべきものと決定いたし

ました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第30号議案及び乙第31号議案の２件を一

括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案２件は、これに同意することに御異

議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第30号議案及び乙第31号議案は、これに

同意することに決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後０時０分休憩 

   午後１時20分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 日程第７ 乙第16号議案及び乙第23号議案を議題と

いたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 経済労働委員長上原 章君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔経済労働委員長 上原 章君登壇〕 

○経済労働委員長（上原 章君） ただいま議題とな

りました乙第16号議案及び乙第23号議案の議決議案２

件について、委員会における審査の経過及び結果を御

報告申し上げます。 

 委員会におきましては、農林水産部長及び商工労働

部長の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第16号議案「工事請負契約について」は、

南大東漁港（北大東地区）掘削工事に係る工事請負契

約について、地方自治法第96条第１項の規定に基づき

議会の議決を求めるものである。 

 主な内容は、契約の相手方は、株式会社國場組・株

式会社内間土建特定建設工事共同企業体であり、契約

の方法は一般競争入札であり、契約金額は８億5205万

4000円であるとの説明がありました。 

 本案に関し、南大東漁港の整備状況や利用状況はど

うなっているか、工期はいつまでかとの質疑がありま

した。 

 これに対し、南大東漁港の北大東地区は、平成19年

度に指定を受けて平成20年度から工事の着手をしてお

り、今回の工事は約８億円の工事で、17万立米の石灰

岩を掘削する工事である。大東島は、沖縄本島とは違

ってリーフがないため岩盤を掘り込む形で整備をして

いる。このことが南大東漁港整備の大きな特徴である。

利用状況としては、平成20年には約四十数隻の船の利

用があり、工期は平成26年度までであるとの答弁があ

りました。 

 そのほか、今回の契約期間、落札率、工事の当初計

画から完成するまでの間の予算額などについて質疑が

ありました。 

 次に、乙第23号議案「指定管理者の指定について」

は、沖縄ＩＴ津梁パーク施設企業集積施設の指定管理

者の指定について、地方自治法第244条の２第６項の

規定に基づき議会の議決を求めるものである。 
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 主な内容は、指定管理者となる団体は、ＦＲＯＭ＆

ＴＴＣコンソーシアムであり、指定の期間は、平成24

年８月１日から平成25年３月31日までであるとの説明

がありました。 

  本案に関し、ＦＲＯＭ＆ＴＴＣコンソーシアムに指

定した経緯はどのようなものかとの質疑がありまし 

た。 

 これに対し、特定非営利活動法人フロム沖縄推進機

構は、情報関連企業の相談など沖縄県の情報産業振興

の中で中心的な推進役を果たしてきた組織であり、施

設管理者として一番適任である。またＴＴＣはインキ

ュベーション機能など、技術的な部分で企業の育成、

創出に貢献した団体であり、これらが連携したＦＲＯ

Ｍ＆ＴＴＣコンソーシアムが一番適した組織であると

いう認識で選定したものであるとの答弁がありまし 

た。 

 そのほか、指定管理者の公募の有無、指定期間が短

い理由、ＩＴ津梁パーク施設企業集積施設への企業入

居状況などについて質疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第16号議案及び乙第23号議案の

２件は、全会一致をもって可決すべきものと決定いた

しました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第16号議案及び乙第23号議案の２件を一

括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第16号議案及び乙第23号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第８ 乙第22号議案を議

題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 文教厚生委員長呉屋 宏君。 

   ―――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――― 

   〔文教厚生委員長 呉屋 宏君登壇〕 

○文教厚生委員長（呉屋 宏君） ただいま議題とな

りました乙第22号議案の議決議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま 

す。 

 委員会におきましては、病院事業局長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第22号議案「損害賠償額の決定について」

は、医療事故に関する損害賠償について、地方自治法

第96条第１項及び沖縄県病院事業の設置等に関する条

例第８条の規定に基づき議会の議決を求めるものであ

る。 

 主な内容は、平成23年１月26日に沖縄県立中部病院

において、透析用カテーテル挿入時に血管を損傷し出

血したことにより、患者が死亡したため損害賠償をす

るものであるとの説明がありました。 

 本案に関し、事故後、調査委員会等を持って原因解

明は行ったのかとの質疑がありました。 

 これに対し、事故の発生を受けて、内科、外科の医

師を集めて事故の原因究明に努め、事故報告書を作成

している。報告書によると、患者の状態が本来とは非

常に違った状況にあり、本来の手技とは異なる方法を

とらざるを得なかったことが事故に至った主な原因で

はないかとなっているとの答弁がありました。 

  次に、当時の医療体制は万全であったのかとの質疑

がありました。 

 これに対し、担当していた２人の医師は、卒後７年

目の医師で、過去に同様な症例の手技を数回行った経

験を持っており、医療体制に問題はなかったとの答弁

がありました。 

  次に、損害賠償に係る保険はどのようになっている

のか、また、その保険料は幾らかとの質疑がありまし

た。 

 これに対し、県立病院は、自治体病院協議会を通じ

て損保ジャパンと契約をしており、賠償金はその保険

で賄うことができる。また、その保険は各病院ごとに

加入しており、保険料の合計は総額で約4500万円であ

るとの答弁がありました。 

 そのほか、損害賠償金の請求額、事故の公表などに

ついて質疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま
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すが、採決の結果、乙第22号議案は、全会一致をもっ

て可決すべきものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第22号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第22号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第９ 乙第17号議案から

乙第21号議案まで及び乙第25号議案を議題といたしま

す。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 土木環境委員長中川京貴君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔土木環境委員長 中川京貴君登壇〕 

○土木環境委員長（中川京貴君） ただいま議題とな

りました乙第17号議案から乙第21号議案まで及び乙第

25号議案の議決議案６件について、委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

  委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

  以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第17号議案から乙第21号議案までの「工事

請負契約についての議決内容の一部変更について」の

５件は、工事請負契約に係る議決内容の一部を変更す

るため議会の議決を求めるものである。 

 契約金額変更の主な内容は、伊良部大橋の橋梁内部

点検時の安全確保のため検査路を新たに設置するとと

もに、橋梁の構造や橋げた工法を一部変更する必要が

あるためであることと、天候不良による作業工程の変

更に伴い、一部資材の撤去費用を減ずる必要があるた

めであるとの説明がありました。 

  本案に関し、台風や地震に対する強度はどうなって

いるかとの質疑がありました。 

 これに対し、風に対しては風速82.2メートルを想定し

ており、地震に対しては阪神・淡路大震災レベルの揺

れに対応できる耐震構造になっているとの答弁があり

ました。 

 次に、フローティングクレーン船による上部工取り

つけができなかった理由は何か、橋の完成はいつにな

るのかとの質疑がありました。 

 これに対し、けたを架設するときはクレーン船を固

定しなければならないため小潮の時期に行うが、波浪

と風の影響によりできなかった。完成は半年延びる可

能性もあるとの答弁がありました。 

 次に、乙第25号議案「県道の路線の廃止について」

は、多良間村から県道233号線を村道として管理した

いとの要望があるため、県道233号線の路線を廃止し、

多良間村に移管するものであるとの説明がありまし 

た。 

 本案に関し、多良間村が村道へ変更したいと要望し

ている背景は何かとの質疑がありました。 

 これに対し、県道としての整備はすべて完了してお

り、村としては村道として受け入れ、普通交付税の受

け入れを考えているようだとの答弁がありました。 

 次に、県道としての整備はいつ完了しているのか、

維持管理費はどのぐらいなのかとの質疑がありまし 

た。 

 これに対し、供用開始は平成４年３月であり、一部

は新多良間空港完成の段階から県道に移管しているの

で、路線の半分程度が約20年経過している。平成23年

度の維持管理費は約174万3000円であるとの答弁があ

りました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第17号議案から乙第21号議案ま

で及び乙第25号議案の６件は、全会一致をもって可決

すべきものと決定いたしました。 

  以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第17号議案から乙第21号議案まで及び乙
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第25号議案の６件を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案６件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君）  御異議なしと認めます。 

 よって、乙第17号議案から乙第21号議案まで及び乙

第25号議案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、お諮りいたします。 

 真地久茂地線識名トンネル工事契約問題の調査に関

する動議を日程に追加し議題といたしたいと思いま 

す。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、真地久茂地線識名トンネル工事契約問題の

調査に関する動議を日程に追加し議題とすることに決

定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 真地久茂地線識名トンネル工

事契約問題の調査に関する件を議題といたします。 

 この際、提出者の説明を求めます。 

 嘉陽宗儀君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔真地久茂地線識名トンネル工事契約問題の調

査に関する動議 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔嘉陽宗儀君登壇〕 

○嘉陽 宗儀君 こんにちは。 

 私は、真地久茂地線識名トンネル工事契約問題に関

する百条調査委員会の設置の動議を提出、賛同者を代

表して提案します。 

 そもそもこの問題は、国庫補助金の返還問題にまで

発展し、県民に莫大な損害を与えるという問題を抱え

ていながら、いまだにその真相が解明されていないと

いう事態になっています。 

 私たちは、これまで本会議や委員会の質疑を通じて

真相究明のための努力をしてまいりました。ところが

いまだに解明されていない多くの疑問点が残ったまま

であります。そのほかにも、偽造公文書作成・同行使

罪の犯罪がなぜ発生したのか、架空工期問題、沈下対

策工事をめぐる問題など、数多くの解明すべき事項が

あります。真相を解明するために、本土ゼネコンから

の事情調査をすべきということで、私は前期の議会で

百条調査委員会の設置を求めましたが、参考人呼び出

しでやってからだということになり、その設置は持ち

越されていました。業者が参考人呼び出しを拒否して

いる以上、どうしても次の段階に進めて真相究明をす

べきだと思います。それで百条調査委員会による真相

究明をすべきという立場で次のとおり提案します。 

 下記により真地久茂地線識名トンネル工事の契約問

題の調査に関する動議を提出する。 

記 

 １、調査事項 

 本議会は、地方自治法第100条の規定により、次の

事項について調査するものとする。 

 (1)、真地久茂地線識名トンネル工事の契約問題につ

いて。 

 ２、特別委員会の設置 

 本調査は、地方自治法第110条及び沖縄県議会委員

会条例第３条の規定により、委員14人から成る識名ト

ンネル工事契約問題調査特別委員会を設置して、これ

を付託するものとする。 

 ３、調査権限 

 本議会は、１に掲げる事項の調査を行うため、地方

自治法第100条第１項の権限を上記特別委員会に委任

する。 

 ４、調査期限 

 上記特別委員会は、１に掲げる調査が終了するまで

閉会中もなお調査を行うことができる。 

 ５、調査経費 

 本調査に要する経費は、本年度においては86万円以

内とする。 

 2012年７月18日、沖縄県議会議長 喜納昌春殿。   

 提出者 嘉陽宗儀、賛同者 仲宗根悟、新里米吉、

新垣清涼、奥平一夫、當間盛夫。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） この際、申し上げます。 

 ただいま「真地久茂地線識名トンネル工事契約問題

の調査に関する件」に関し説明がなされましたが、本

件に対する質疑、討論の取り扱い等について議会運営

委員会において御協議願いたいと存じます。 

 暫時休憩いたします。 

   午後１時39分休憩 

   午後２時52分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 これより質疑に入ります。 

 本件に対する質疑の通告がありますので、発言を許

します。 

 なお、質疑の回数は２回までといたします。 

 照屋守之君。 
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   〔照屋守之君登壇〕 

○照屋 守之君 ただいま議題となっております「真

地久茂地線識名トンネル工事契約問題の調査に関する

件」について質疑を行います。 

 私は、今回の動議による百条委員会の設置について

は、議会の全会一致で進めるべきであると考えている

ものであります。今回の提案についてはその手続等々

も含めて拙速であると考えるものでございます。現状

の課題を解決をしながら、クリアしながら、百条委員

会の設置は全会一致で設置すべきであるというこのこ

とは今もって変わりません。 

 そこで質疑を行います。 

 まず１番目、識名トンネル問題については、県議会

の委員会審査、あるいはまた本会議、さらには議員の

調査権、第三者委員会の調査報告書や、県の行政考査

等により客観的にも原因究明や全容解明がなされてき

たところであります。さらにまた県知事は県民におわ

びをし、みずからの責任の所在や関係者の処分も行っ

てきたところでございます。さらにまたこの件につい

ては、刑事告発を受けて警察の手にゆだねられ、全容

解明が行われているところでございます。百条委員会

の設置は刑事告発がされる前の２月定例会が最もタイ

ミング的にはよかったものと思われます。なぜそのタ

イミングを逸して今のタイミングでの百条委員会の設

置でしょうか、御説明をお願いします。 

 ２点目、今回の識名トンネル関連工事の件について

は、総合事務局から本件事業の解明を司法にゆだねる

ために補助金適正化法第29条第１項及び第33条第２ 

項、並びに刑法第156条及び158条に該当するものとし

て刑事訴訟法第239条２項に基づき告発が行われてい

るところでございます。つまり、本件については既に

全容解明が警察の手にゆだねられ、補助金の交付を受

けた同事案の経緯や責任の所在が明らかになってまい

ります。つまり、警察の捜査以上の全容解明が百条委

員会によって行われることはないと考えるものでござ

います。改めて百条委員会設置の意義が問われます。

御見解をお願いします。 

 ３、警察の捜査が進む中での百条委員会での説明員、

あるいは参考人招致、あるいはまた証人喚問、このこ

とは警察の捜査を理由に答弁を控えることになり、そ

うなりますと全容解明のための百条委員会の設置、運

営が問われてくるものであります。このことを理解し

ながらあえて百条委員会の設置をする目的について御

説明を願います。 

 ４、県はこの問題の重要性にかんがみ、県知事の減

給を初め土建部長の更迭など、県民に謝罪をし、関係

者の処分を決定しております。今回の百条委員会の設

置は県当局のこの問題に対する処分についても影響を

与えるものになるのでしょうか。御見解をお願いしま

す。 

 ５、百条委員会で職員の条例違反等が発覚した場合

に、刑事告発も視野に入れての百条委員会設置をお考

えかお伺いをいたします。 

 以上、よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

   〔嘉陽宗儀君登壇〕 

○嘉陽 宗儀君 本来ならここのみんなで話をしてか

ら答弁をすべきですけれども、私のほうが長い間かか

わってきたということもありまして、まず私のほうか

ら照屋守之議員の質疑についてはお答えさせていただ

いて、足りないのはまた向こうのほうで補足説明しま

すのでよろしくお願いします。 

 まず初めの質問は、やはり全会一致で調査すべき、

それから議員の責任で調査すべき、そういう刑事告発

もやられているのになぜ今の時期なのかということな

どを言われていましたけれども、この百条調査委員会

を私どもが提起したのは、あくまで県議会の権能に基

づいて、やはり行政のチェック機関として、県民の負

託にこたえていくという立場がどうしても必要だと。

議会基本条例の中でも、第21条に「地方自治法第100

条第１項の規定による県の事務に関する調査の権限、

同法第100条の２の規定に基づく専門的事項に係る調

査の委託等同法に規定するその他の議会の権能に関す

る制度を活用するものとする。」。百条調査委員会を活

用して、大いに県議会としてのチェック機能を十分に

発揮すべきだというのもあります。だから、あえてや

はり今のこの時期でやるべきだという県民の大きな声

がありますから、それで私どもは今回提起をしている

わけです。 

 それから刑事告発等の問題が幾つかありましたけれ

ども、刑事告発しているので捜査にも影響するんじゃ

ないかということの御質問がありました。私は今議会

で警察の対応についていろいろ伺いました。今警察が

捜査しているのは、その偽造公文書の作成、同行使罪、

幾つかやっておりますけれども、今私どもが調べよう

としているものとはかみ合わないものが大分残ってい

ますから、警察は警察の立場で当然捜査を徹底してや

るべきです。しかし私が特にこの百条調査委員会で問

題にしたいと考えているのは、例えばこの工事は当初

の予算価格が49億3395万円であったものが、請負率

47.2％の低入札であったためにこの差額が26億295万

円もありましたと。このような場合に県は、低入札調
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査基準価格を設定し、その他の工事などを防止する仕

組みがそれぞれとられていますけれども、そういう仕

組みを無視して契約は進められています。この低入札

価格は38億6662万5000円です。今の制度は、この低入

札調査基準価格を下回る価格で申し込みをした者があ

る場合は、県は決定を一時保留し、業者から事情を聴

取し、それから具体的には実施することになっていま

すけれども、県はそういう落札したものについて、業

者から聞き取りしなければならないのにそれもやって

いない。なぜかと、そもそも発端はここにあるんです。

設計はどこにやったか、その設計に基づいてどういう

工事をするか。大体積算したら積算価格よりも半分以

下というのは当然考えられないわけですから、今の制

度上は業者にも注意をしていろいろ資料を求めるよう

なものがあります。そういう基本的な大型公共工事の

入札制度のやるべきことをやっていない、ここのとこ

ろがそもそもの発端になっています。だから、資料も

議事録も大分持ってきていますけれども、そういう意

味では警察が調べているから県議会が百条調査委員会

をやる必要がないというのは、全く道理に当たらない、

そういう立場だと私は考えています。 

 それから刑事告発の中身と我々が今百条で真相解明

する、いろいろな問題があります。これはいずれまた

出てくると思いますけれども、説明しますけれども、

だから我々が今百条調査で調べようというのは、これ

までの土木行政というのはあの談合事件からペナルテ

ィーの問題からたくさんありましたね。この際、常に

国の会計検査院から指摘されて沖縄の土木工事につい

てのさまざまな疑惑が出るような、こういうものはや

っぱりきちっと我々自身が百条調査委員会を開いてこ

ういう体質を改善していくと、ここまでの展望を持っ

て徹底して百条では調べていく必要があると思いま 

す。 

 それからもう既に知事の減給もやった、処分も決ま

っているのにといいますけれども、大体知事がなぜあ

の減給をしたのか。知事はどういう責任を問われてど

の程度のいわゆる過料を科すべきだったかというのは

全くわからない。何で突然ああいう額が出たかという

のはわからない。私から考えれば、あの過料を科した

ことによってふたをするつもりじゃなかったかなとい

う疑問まで持っているわけです。ああいう少なくとも

罰になるようなものについては、徹底して原因究明を

して、知事の責任がどこにあったかということを議会

として決めてからああいう処分をやるべきであって、

今は全くわからないままで進められていっているのは

やっぱり納得できないという程度にして、あとはほか

の議員が必要であればまた補足しますのでよろしくお

願いします。 

○議長（喜納昌春君） 新里米吉君。 

   〔新里米吉君登壇〕 

○新里 米吉君 先ほどでほとんど答えられていると

思いますが、１つ、なぜ２月定例会じゃなくて今かと

いう質問がありました。 

 私たちは９月に発覚して後この間、本会議それから

委員会でもこの問題をずっと取り上げてきているわけ

です。そして２月定例会においては、そのときから百

条の話が出ていましたが、野党総体としてはむしろ今

委員会の中でまずは参考人招致をしてその中で真相解

明をしていって、そしてそこで不十分であれば現在私

たちが提起している百条も視野に入れていかないとい

かぬだろうという協議をしておりました。ところが、

百条だったらみんな証人あるいは参考人で呼ばれると

正当な理由がない限り出席をしなければなりません 

が、参考人のときは出席しなくてもいいんですね。そ

れが実際に出てまいりました。企業のほうは出席しま

せんでした。そういう意味では、参考人招致では不十

分であると。それは４月の段階での参考人招致になり

ましたので、その後のことを考えますと、今議会、６

月定例会で百条について検討していかないといけない

ということになったというふうに理解をしていただき

たいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

   〔奥平一夫君登壇〕 

○奥平 一夫君 ただいまの質問にありました職員の

刑事告発を意図したものかという質問については、こ

の委員会は刑事告訴しようというものではありませ 

ん。真相究明をするのが主な目的でありますけれども、

委員会の議論の中でその経緯を見ながら、もしも重大

であるというふうなことがあればそれは委員会の中で

検討していくということになろうかと思います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時８分休憩 

   午後３時10分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 嘉陽宗儀君。 

   〔嘉陽宗儀君登壇〕 

○嘉陽 宗儀君 この百条調査委員会をやってどうい

う展開になるか、その結果はいろいろ出てくると思う

んですけれども、少なくとも百条調査委員会の設置目

的は、今県民が抱いている疑惑・疑問、これを解明す

る、真相を究明する、これが目的です。その場合に、

私はずっと前の議会から百条調査委員会の設置を要求
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しました。理由は、私議事録たくさん持っていますけ

れども、議会のたびごとに同じ質問をしても執行部側

の答弁が大分違っている、違っている。執行部の答弁

自身も、私、今精査していますけれども。そうすると、

議会で質疑をしても答弁強要をしたり、違った答弁を

する。こういうものをそのままにしていたんじゃ真相

究明にならないと。だからあくまで虚偽、うそついた

らだめだと百条調査委員会でやはりきちっとたがをは

めてから追及しないと、平気で議会で間違ったことを

言って後で別の答弁するようなことをそのまま続けさ

せたのでは、これ真相究明できないと思います。 

 それから、参考人招致をしてからそれでもだめなら

百条でいいんじゃないかというのが前の議論でした。

結果は参考人招致で、八重山からも前の漢那部長含め

ていろいろ参加してもらいましたけれども、参考人招

致の限界があって、私どもが調べた事実もどうもちゃ

んとしていない。だから、これでやはり百条調査に行

って虚偽の答弁をしたらだめですよということをきち

っとさせる必要があると。それから特にこの問題、さ

っき最初に言いましたけれども、本土ゼネコンここが

大きな問題だと思うんですけれども、参考人招致のと

きに出頭を拒否しています、行く必要ないと。そうす

ると県議会は、この大事な識名トンネルの疑惑解明に

ついて、肝心なところが何も明らかにされないままに

終わってしまうということになる。これはやはりまず

いと思いますね。そういう意味ではどうしても百条調

査委員会にちゃんと出席を、法律的にも義務を課して、

それで県民の前で堂々と質疑をしていくということが

県民の負託にこたえる道だと思います。これはそうい

うことにします。 

 それから、警察の捜査を理由にいろいろ答弁も控え

るとかいうことが出てくるんじゃないかというのがあ

りました。これも実際、現場でどういう展開になるか

わかりませんけれども、さっき言いましたように、今

警察が捜査している中身は非常に明確です。私どもは

それ以外でも、百条ではさっき言った調べるべきもの

がたくさんありますから、別にこちらが質問するから

警察の対応で答弁できませんということは許されな 

い。そういう中身で質疑をしていきたいというぐあい

に考えています。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時13分休憩 

   午後３時17分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 新里米吉君。 

   〔新里米吉君登壇〕 

○新里 米吉君 先ほど県のほうがどういう基準で処

分をしたのかも明らかではないというふうに明確に答

えているわけです。ですから、それはむしろ百条委員

会の中で明らかになっていってどうなるかということ

が決まってくるんであって、それをまた百条委員会も

設置して質疑もしないうちに、今私たちがああです、

こうですと言える状況じゃないと思いますよ。だから

百条委員会を設置して、その中でどういう中身の真相

究明がされていくか、それを踏まえての話になってく

ると思います。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

   〔照屋守之君登壇〕 

○照屋 守之君 再質疑を行います。 

 先ほどこのタイミングの質疑をさせていただきまし

たけれども、この答弁の中で49億の請負額の部分の低

入札47.2％、たしかこれは国際競争入札じゃないです

か。それに下限はないですよね。そういうのも含めて

のことなんですけれども、ただこの百条委員会を設置

する今のタイミング等々も含めて、先ほど県民の声と

いうこともありましたけれども、２月定例会等々も含

めてやっぱり我々がこういういろんな県の調査・第三

者委員会あるいは県議会の委員会、本会議等々も含め

てこれこれこれが具体的にそういう形で究明をされて

きちっとお互いに文書で確認をして、これこれこれに

ついてはやっぱり現行のそういう今の議会の委員会、

あるいは本会議ではなかなか厳しい。議会の現行の制

度では厳しいので、より具体的にこういうものについ

てぜひ百条委員会を設置をしてこれを解明していくと

いうふうなことにならないと、ただ全容解明とかとい

うことを言ってもなかなか厳しいと思うんですね。 

 ですから、そういうことも含めて改めて先ほど警察

捜査との関係になりますけれども、実際に百条委員会

があえてその警察の権限といいますか、それを越える

ことが果たしてできるのかそういうふうなことも含め

て再度お伺いします。 

これは百条委員会を運営をしていく中での証人と 

か、あるいはまた参考人招致、証人喚問等々も含めて

警察の捜査が入っているというふうなことの中でこの

議会が今百条委員会を設置して取り組みをしていこう

というふうなことになるわけですから、当然警察もそ

の百条委員会の動向、内容について注視をしていくこ

とになります。ですから、その百条委員会の権限と司

法の権限の部分についても再度お答えをお願いしま 

す。 

 さらには５点目の、その百条委員会が設置をされて

真相究明がなされていく。その中ではやっぱり刑事告
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発も視野に入れた対応をというふうなことで私は受け

とめておりますけれども、再度その理解でいいのか。

さらには先ほどの職員の刑事告発ですね、この件につ

いてもお願いします。 

 さらにまた先ほどの、現在の県当局の問題に対する

処分についてです。先ほどこちらの中でその百条委員

会が設置をされてその運営の結果によってはこの処分

のかげんといいますか、処分に対する影響も与えると

いうふうな発言かのように受けとめましたけれども、

それはそういうことになればどういう権限で知事部局

のそういう処分に影響を与えていくのか、その件も含

めてあわせて御答弁をお願いします。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

   〔嘉陽宗儀君登壇〕 

○嘉陽 宗儀君 国際競争入札ＷＴＯの工事関係があ

りました。それでそれについては……（発言する者あ

り） 

○議長（喜納昌春君） 簡潔に、静粛に。 

○嘉陽 宗儀君 警察は捜査を越えるものであるかど

うかということについては、これはさっきから何度も

答弁していますけれども、警察で鋭意捜査している中

身と、我々が今どうしても百条調査を設置して調査し

なきゃならぬという中身には違いがありますから、別

に警察の捜査権に影響を与えるというようなものじゃ

ないだろうと思うし、それはしかし警察が我々の議会

の審議を見てこれは事件だなと思ったらそれは警察の

問題であって、我々がやるとかやらないとかという問

題じゃないと思います。 

 それから警察の対応について、職員の刑事告発はあ

るかどうかという問題についても、これは仮定の問題

で、その時点での百条調査委員会で議論していけばい

いわけであって、ここで今提案者のほうが決めてこう

いうことをしますということにはならないと思います

よ。 

 それから処分に影響するかどうか、これ今県の執行

部の皆さん方が絡んだ職員について減給とかいろいろ

な処分をやりましたけれども、これはここの百条調査

委員会のほうであれこれ議論する問題じゃなくて、こ

れは県内部でやる自浄作用としてこういう問題があっ

た場合どうするかというのはそこで決められるべき問

題であって、ここのほうで決められるべき問題じゃな

いと私は思います。 

○議長（喜納昌春君） これをもって質疑を終結いた

します。 

 これより討論に入ります。 

 討論の通告がありますので、順次発言を許します。 

 座喜味一幸君。 

   〔座喜味一幸君登壇〕 

○座喜味 一幸君 自民党の座喜味でございます。 

 真地久茂地線識名トンネル工事契約問題の調査に関

する動議に反対する立場から討論を行います。 

 提出者が求める百条委員会の設置については、地方

自治法第100条の規定により認められた議会の権能で

あることはよく理解しております。しかし、今回の動

議については、その提出に至る経緯に疑問を感じるの

であります。 

 これまで本沖縄県議会の議会運営委員会は、全会一

致を旨として運営してまいりました。そこでは与野党

間のそれぞれの意見や立場を主張したとしても、議会

運営委員長は、汗をかき全会一致に向けて努力をして

きました。今回は、議会運営委員会において全会一致

を目指すための努力がどれほどなされたのか疑問であ

ります。新しい議会運営委員長の運営はその努力を行

っておらず、特別委員会ありきに終始している感があ

ります。 

 また、なぜ前議会で百条委員会の設置ができなかっ

たかであります。今回、土木環境委員会において百条

委員会設置の話し合いがなされ、自民党会派委員から、

なぜ２月議会でそのような提案をしなかったかとの問

いに対し――休憩中ではありましたが――選挙があっ

たからと本音を漏らした野党委員がいたようでありま

す。このような重要な問題を選挙と絡ませることは許

されるものではありません。 

 また、この問題は既に沖縄総合事務局が刑事告発し

たことにより司法の手に渡っているところでありま 

す。これらのことから、この問題については、時間を

かけて土木環境常任委員会において真相究明をする努

力を与野党双方が行っていくべきものであります。 

 土木環境委員会では、百条委員会設置の動議が提出

された際、この問題は重要事項であるから慎重に審議

すべしとして議会運営委員会で議論するとの意見が一

致し、議運に回されてきました。そして、議会運営委

員会における審議で、百条委員会の持つ重さから慎重

にすべきであること、土木環境委員会で参考人招致を

含めもっと審議をすべきであること、司法の手に渡り

捜査中であり期待する真相究明ができないことなどの

意見があることから、慎重に時間をかけて審議すべき

と主張しましたが、土木環境委員会で参考人が参加さ

れなかった等の理由から議運での議論は打ち切られま

した。 

 これまで過去に設置された百条委員会については、
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数カ月にわたる審議の上に全会一致で設置された経緯

があり、今回、このような動議という形で慎重である

べき百条委員会の設置を推し進めるやり方は、乱暴と

言われても仕方がないと考えます。 

 しかも、今議会に執行部は、県民に県行政への不審

を抱かせただけではなく、多額の国庫補助金の返還と

いう重大な事態を招いたことに対する責任として、知

事給与月額の100分の50相当額、３カ月減額の条例案

を提出しており、さらに関係職員の懲戒処分、土木建

築部長を更迭するなど責任を表明しているのでありま

す。そのような中、知事給与減額に係る条例案を継続

審議とし、百条委員会設置を強行し、動議で決着させ

ようとするのは、これまでの議会運営をないがしろに

するものであります。 

 よって、真地久茂地線識名トンネル工事契約問題の

調査に関する動議については到底承服できるものでは

なく、反対の立場から討論を行いましたが、議員の皆

様にはどうか御賛同を賜りますようお願い申し上げま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

   〔仲村未央さん登壇〕 

○仲村 未央さん 社民・護憲ネットの仲村未央で 

す。 

 地方自治法100条が定める議会の調査権に基づく特

別委員会の設置について、賛成の立場から討論を行い

ます。 

 昨年９月末、新聞報道によって識名トンネル工事補

助金の不正受給、返還問題が発覚してから約10カ月、

４回目の定例会となった本６月定例会が本日最終日を

迎えます。この問題をめぐって県議会は、本会議及び

所管の土木環境委員会において、なぜこのような虚偽

の契約に基づく補助金申請が行われるに至ったか、問

題の解明に努めてきました。47.2％という異例の請負

率であったにせよ、残りの工事の随意契約において当

初の請負率を乗じるべきとする会計検査院の指摘がな

されていたことは第三者委員会の報告にも明らかなよ

うに、公共工事の発注に関する周知のルールであり、

なぜそれをＪＶが強く拒否することができたのか。そ

のＪＶの拒否を受けて、あらかじめ定めてあった協議

不調の際の手続になぜ県は乗らなかったのか、乗れな

かったのか。 

 去る３月30日に仲井眞県知事から沖縄総合事務局長

に対して提出された不服申し立てには、次のような県

の認識が展開されています。 

 本来なら紛争委員会に諮るべきだったが、解決まで

に時間を要することから市街地トンネル工事の安全性

を考慮して工事を先行させたものであり、（重大な過

失には当たらない旨）御検討願いたいと。その上で、

仮に本来の手続をとっていても、協議が成立せず、請

負業者から裁判が提起された場合には、この随意契約

額が相当額と認定される可能性が高いなどの特段の事

情があることから、総合的に考慮していただければ、

補助金全額の返還と利息の請求は不当であると結論づ

けています。 

 地方自治法、補助金適正化法、財務規則、公共事業

請負契約約款など、公共事業発注契約の根拠となるい

ずれの法令にも「特段の事情があれば“事後契約”、

“虚偽契約”によって工事を先行できる」とする根拠

はありません。が、それでも県は、みずから工期を偽

装し事後契約したことの正当性を主張し、補助金返還

命令を出した国のほうが「不当である」と断じている

のです。こういう県の論理展開を見ると、一体何が問

題だったと整理しているのかわかりません、反省して

いるのかもわかりません。しかし、一転、この不服申

し立てが却下されると、途端にその主張をやめてしま

いました。これもまた理由がわかりません。 

 こういったわからないだらけの中で、知事の自主的

な減給、「更迭」とされる人事異動、退職した職員の

自主返納がまるで一連の問題のけじめであるかのよう

に示されても、果たしてそれが妥当な判断なのか、重

いのか軽いのか県民の理解に及ばず、総務企画委員会

が知事の減給について、慎重審査のため継続審査とし

たのは至極賢明な判断であったと思います。 

 答弁で繰り返される「やむを得なかった」の大合唱

を聞いていても、到底問題の本質に近づけませんし、

これらの疑問について真相に迫るには、契約の一方の

当事者であるＪＶ側の見解、証言が肝心です。土木環

境委員会は、今日まで持てる権能を尽くして参考人招

致も行いましたが、ＪＶ側当事者はあらわれませんで

した。真相に迫るための必要かつ決定的な情報を欠い

たまま10カ月もの時間が過ぎており、このたびの百条

委員会の設置動議は、慎重な審議を経た経過の中で常

任委員会の限界が確認されたために、土木環境委員長

から議運にその検討について要請され提出に至ったも

のであり、拙速の指摘は当たりません。 

 何より議会は、我々沖縄県議会は、議会基本条例第

21条で明確に百条調査権に基づく制度の活用を規定し

ています。議会は、県民の負託にこたえ、行政の内部

考査や行政が頼んだ第三者委員会とは別に、そして警

察・司法の権限とは別に、固有に調査権を有している

のであり、その実践がまさに今、問われているのでは

ないでしょうか。 
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 持てる権能を尽くして真相究明に当たること、職責

を通じて情報を一層県民に公開し説明責任を果たすこ

とが求められている。県民は県議会の動向に注目して

います。 

 厳しい財政の折、経費の縮減に努め、県民にも負担

の増大を求める中で、一般財源から５億8000万円の支

出があったという事実を深刻に受けとめれば、常に適

正な執行を促す議会として真相究明に後ろ向きでいて

いいはずはありません。 

 しかも、この補助金返還の支出に当たっての採決で

示された議会の最終意思は否決、再議に対しても否決

であったその経過をかんがみれば、今、執行部の立ち

至っている事態がいかに重い責任の中にあるか、「や

むを得なかった」で済まされる問題ではありません。 

 再発防止は真相究明を尽くしてこそであり、行政へ

の信頼の回復もその中から生まれます。徹底した情報

公開を通じ公平性、公正性、透明性を確保することが、

ひいては県民の利益を守ることになる、そう確信し、

以上を述べて百条委員会設置動議に対し賛成の立場か

らの討論といたします。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

   〔桑江朝千夫君登壇〕 

○桑江 朝千夫君 自民党会派の桑江朝千夫でありま

す。 

 真地久茂地線識名トンネル工事契約問題の調査に関

する動議に対して、反対する立場で討論を行います。 

 議会の権能と言いますけれども、この新たな11期の

県議会で初の土木環境委員会の機能も権能もいまだ発

揮しないうちに百条委員会を設置し、そこにゆだねて

いいものでしょうか。新常任委員会で改めて参考人招

致を行うなど、あるいは警察の捜査で新たな事実が出

たとしたならば、その事実の追及は当然常任委員会で

可能であり、やるべきであります。それでも限界を感

じたならば、我々もやぶさかではない。 

 百条委員会設置については、強制力を有する等大き

な権限を有するという性格上、議会の全会一致は必要

不可欠であると私は考えます。その設置については、

多くの議論を時間をかけてでも全会一致を目指して設

置すべきである。そうしなければ、多数会派の意のま

まに設置できる可能性もあるということで、このよう

な前例を今議会でつくることは将来に禍根を残し、悪

前例を残すこととなると思います。このような議会運

営が初議会から平然と行われる、数の力で押し切る、

こういう議会は危険な方向に行くのではないか危惧す

るものであり、ゆえに同動議に反対をいたします。 

 議員の皆様には、御賛同いただきますようお願いを

いたします。反対討論といたします。 

○議長（喜納昌春君） 以上で通告による討論は終わ

りました。 

 これをもって討論を終結いたします。 

 これより「真地久茂地線識名トンネル工事契約問題

の調査に関する件」を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本件のとおり決することに賛成の諸君の起立を求め

ます。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（喜納昌春君） 起立多数であります。 

 よって、「真地久茂地線識名トンネル工事契約問題

の調査に関する件」は、可決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時40分休憩 

   午後４時19分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 この際、お諮りいたします。 

 先ほど設置されました識名トンネル工事契約問題調

査特別委員会の委員の選任につきましては、委員会条

例第５条第１項の規定によりお手元に配付の名簿のと

おり指名いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、識名トンネル工事契約問題調査特別委員会

の委員は、お手元に配付の名簿のとおり選任すること

に決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔識名トンネル工事契約問題調査特別委員名簿 

巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時20分休憩 

   午後４時36分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 次の日程に入ります前に報告いたします。 

 識名トンネル工事契約問題調査特別委員長から、本

日の委員会において、委員長に奥平一夫君、副委員長

に前田政明君を互選したとの報告がありました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第10 陳情３件を議題と

いたします。 

 各陳情に関し、委員長の報告を求めます。 

 総務企画委員長山内末子さん。 
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   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情審査報告書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔総務企画委員長 山内末子さん登壇〕 

○総務企画委員長（山内末子さん） ただいま議題と

なりました陳情３件につきましては、慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付してあります審査報告書

のとおり処理すべきものと決定いたしました。 

 よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これよりただいま議題となっております陳情３件を

一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情３件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第11 陳情１件を議題と

いたします。 

 本陳情に関し、委員長の報告を求めます。 

 土木環境委員長中川京貴君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情審査報告書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔土木環境委員長 中川京貴君登壇〕 

○土木環境委員長（中川京貴君） ただいま議題とな

りました陳情１件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。 

 よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これよりただいま議題となっております陳情１件を

採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情１件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第12 陳情７件を議題と

いたします。 

 各陳情に関し、委員長の報告を求めます。 

 米軍基地関係特別委員長新垣清涼君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情審査報告書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔米軍基地関係特別委員長 新垣清涼君登壇〕 

○米軍基地関係特別委員長（新垣清涼君） ただいま

議題となりました陳情７件につきましては、慎重に審

査いたしました結果、お手元に配付してあります審査

報告書のとおり処理すべきものと決定いたしました。 

 よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これよりただいま議題となっております陳情７件を

一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情７件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第13 閉会中の継続審査

の件を議題といたします。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔閉会中継続審査及び調査申出書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 各常任委員長、議会運営委員
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長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の

継続審査の申し出があります。 

 休憩いたします。 

   午後４時41分休憩 

   午後４時41分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 これより閉会中の継続審査の件の採決に入ります。 

 お諮りいたします。 

 総務企画委員長からの申し出を除く各委員長からの

申し出のとおり、閉会中の継続審査に付することに御

異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、お諮りいたします。 

 総務企画委員長からの閉会中継続審査申出書中、乙

第１号議案を除く部分については、委員長からの申し

出のとおり、閉会中の継続審査に付することに御異議

ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、乙第１号議案を閉会中

継続審査に付することについて採決したいと思います

が、本案を閉会中の継続審査に付することについて討

論の通告がありますので、順次発言を許します。 

 末松文信君。 

   〔末松文信君登壇〕 

○末松 文信君 ただいま議題となっております乙第

１号議案「沖縄県知事の給与の特例に関する条例」の

継続審議について、反対の立場から意見を述べ、今定

例会で採決を求める討論を行います 

 私は、きょうも名護から沖縄自動車道に乗って、こ

の話題になっている識名トンネルを通ってまいりまし

た。名護から来ると、これまではずっと真玉橋を回っ

てきたわけでありますけれども、この識名トンネルが

できたおかげで時間も相当短縮できて、非常にいいト

ンネルだなとこういうふうに思っております。そう思

っているのは私一人ではないだろうと思いますけれど

も、県民もそういうふうに思っているのではないかと

思っております。 

 そのように、既に供用されたトンネルの件について、

今日まで問題を引きずってきていることについては私

は大変残念に思っております。というのは、これは県

民としてもこの問題をこんなに長期化させるというこ

とについては本意ではないだろうというふうに思って

いるところであります。 

 本条例案は、識名トンネル工事に関する不適正な経

理処理について、県民に県行政への不信感を抱かせ、

多額の国庫補助金の返還を行うという重大な事態に至

ったことを重く受けとめた知事が、みずからを戒める

ために給料月額の100分の50相当額を３カ月間減額す

るものであります。 

 識名トンネル工事問題につきましては、平成23年11

月から平成24年２月にかけて第三者委員会による調査

が行われたほか、平成24年３月から５月にかけて県に

よる行政考査が行われました。問題が発生した原因と

再発防止策が取りまとめられたところでございます。 

 また、６月21日には、知事を本部長とする行政監理

本部において、この問題に関する総括が行われ、その

直後に開かれた記者会見において、県は謝罪を行った

上で、この問題が発生した原因や再発防止策を公表し

たほか、３カ月間給料月額の50％を減額するという知

事の自戒、そして関係した職員の懲戒処分、さらには

土木建築部長の更迭という責任の表明を行ったところ

であります。 

 よって、この問題につきましては一定の整理がつい

たものと思われます。今後は、知事を先頭に再発防止

策に取り組み、県民の信頼にこたえるような県政運営

に努めるべきだと考えております。 

 この問題に関する真相の究明が不十分との意見があ

りますが、第三者委員会の報告書、そして行政考査結

果報告書並びにこれらの報告書を踏まえて行われまし

た本会議における答弁に見られるように、この問題が

発生した原因は、職員の法令等に対する考え方が安易

であったこと、低落札の契約であったことからさまざ

まなリスクが考えられるにもかかわらず、例えば追加

工事の工事費に関する取り決めがなかった、管理者の

指揮監督が十分でなかった、本庁の対応がずさんであ

ったことなど業務遂行上の問題点が多々あったことと

思います。そして、職員の危機管理に対する知識や意

識が不十分で、起こり得る危機を見通せずに問題を先

送りさせてきたことなどが挙げられます。 

 これらのことについては、既に原因が究明されてお

り、また、事案の経緯や問題が発生した背景なども第

三者委員会の報告書や行政考査結果報告書で詳細に述

べられているところであります。 

 このように、県として今回の問題の真相究明を行い、

これに基づき職員の処分、再発防止策の公表、一定の
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総括は既になされているものと考えております。 

 本条例案は、知事が県行政の最高責任者としてこの

問題の責任を深く認識した上で提案したものでありま

す。その真摯な姿勢を私は認めるところであります。 

 この上、本条例案を継続審議とすることは、この問

題にけじめをつけることなくいたずらに先延ばし、県

民に対して県政や議会が不信感をさらに増幅すること

につながるものであると考えております。 

 県議会としては、今後、このようなことが二度と起

こらないよう再発防止策の徹底を強く要望し、これを

教訓として県行政の着実な推進を図るべきだと考えて

いるものであります。 

 以上のことから、乙第１号議案「沖縄県知事の給与

の特例に関する条例」について継続審議とすることに

反対し、原案どおり可決すべきであると考えておりま

す。 

 議員諸侯におかれまして御賛同いただきますようよ

ろしくお願いを申し上げます。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

   〔照屋大河君登壇〕 

○照屋 大河君 こんにちは。 

 社民・護憲ネット、照屋大河です。うるま市から高

速を走り識名トンネルを通って私もきょう議会のほう

に来ました。 

 賛成討論を行います。 

 乙第１号議案「沖縄県知事の給与の特例に関する条

例」を閉会中継続審査に付することに対して賛成する

討論を行います。 

 本案は、識名トンネル関連工事虚偽契約問題の引責

として知事報酬の50％を３カ月減額するものでありま

す。 

 しかしながら、同問題については、去る６月４日、

沖縄総合事務局から補助金適正化法違反及び刑法の虚

偽公文書作成・行使罪に該当するとして被疑者不詳の

まま刑事告発され、同日付で受理されております。真

相解明に関して、司法・警察の捜査が進められており、

責任の所在すら明らかでない現段階において、優先す

べきは知事報酬の減額によって問題をうやむやにした

まま事態の幕引きを図ることではありません。今、私

たち沖縄県議会に求められているのは、徹底した審議 

 

 

 

 

 

によって事実関係をつまびらかにし、問題発生の原因

と経緯、責任の所在を明らかにした上で、県民への説

明責任をしっかりと果たすことであります。 

 なお、識名トンネル問題については、本日、地方自

治法に基づく調査特別委員会、いわゆる百条委員会の

設置が可決されたところであります。百条委員会の設

置によってより強い調査権を付与された本議会が主体

性を発揮し、その権限を適切に行使することで必ずや

真相究明がなされると確信しております。その上で県

当局は、私たち県議会が百条委員会設置を提起してい

ること自体がこの問題の根深さを示していることと強

く自覚するべきであります。 

 以上、乙第１号議案「沖縄県知事の給与の特例に関

する条例」を閉会中継続審査に付することに対して賛

成する討論を終わります。 

 議員諸氏の御賛同を賜りますようよろしくお願いい

たします。 

○議長（喜納昌春君） 以上で通告による討論は終わ

りました。 

 これをもって討論を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 乙第１号議案は、委員長からの申し出のとおり閉会

中の継続審査に付することに賛成の諸君の起立を求め

ます。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（喜納昌春君） 起立多数であります。 

 よって、ただいまの乙第１号議案は、閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。 

 本日をもって議会は閉会となりますが、議員各位に

は一般選挙後の初議会に伴う議会構成等への御尽力を

賜るとともに、長い会期中、連日熱心な御審議をいた

だき、議長として心から感謝申し上げます。 

 なお、今期定例会における議会活動状況は、後ほど

文書をもって報告いたします。 

 以上をもって本日の会議を閉じます。 

 これをもって平成24年第３回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。 

   午後４時54分閉会 
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